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ま  え  が  き  
 

今回の小山工業高等専門学校における自己点検評価報告書の刊行は、平成４  

年の第１回から数え、平成 19 年に次ぐ第６回目にあたります。  

今回の自己点検評価を行った期間は、独立行政法人に移行後 2 回目にあたり

ます。独立行政法人国立高等専門学校機構に移行後は、これまでのいわば、国

による護送船団方式の学校運営から、各高専が高専機構により作成された中期

計画に沿って自らが主体的かつ計画的に特色ある学校運営を行っていくことが

求められ、また、時を同じくして激化したグローバル化や高度情報化、少子高

齢化などによる社会構造の変化や国の行財政の厳しい状況など、高等専門学校

を取り巻く状況の劇的変化に対応して、教育の個性化、活性化、高度化に向け

た教育力の質の保証とその向上とともに地域社会への貢献への努力が以前に増

して求められた時期に当たります。  

従って、このような高専を取り巻く状況ならびに時代背景のなかで、時代の

先行き、要請を正確に捉えつつ、高等教育機関としての役割をこれからも確実

に果たしていくためには、組織がその設置目的や目標に沿って十分に機能して

いるかどうかを定期的、継続的に自ら点検評価して、それに基づき学外の方々

による評価やアドバイスを受け、改革、改善のサイクルを回し続けることは、

今後の発展を目指すうえで、重要かつ不可欠な要件となります。  

本校では、学外有識者の意見を仰ぐため、小山工業高等専門学校外部評価委

員会を設置し、本校の教育研究および学校運営に関して評価と勧告をしていた

だくことになっており、この報告書はそのための基礎資料としても活用される

ことになっております。  

また、本報告書および外部評価委員会による評価結果は、本校の教育研究活

動などを広く社会からの理解と支持を獲得する好機であるとして捉えて公表す

るとともに、外部評価委員会の評価結果や勧告を真摯に受け止め、将来のさら

なる発展の礎とし、地域に根ざした高等教育機関としてより魅力のある小山高

専に更に発展させる諸施策策定に活用させて頂きたく存じております。  

終わりに、この報告書のとりまとめに当たられた方々のご尽力に対し、心か  

ら感謝いたします。  

平成２２年６月３０日  

 

小山工業高等専門学校  

校長 苅  谷  勇  雅  
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１章 本校の教育理念及び目的 

（１）分析 

１-１-①： 目的として，高等専門学校の使命，教育研究活動を実施する上での基本方針，及び養

成しようとする人材像を含めた，達成しようとしている基本的な成果等が，明確に定

められているか。 

（状況） 

Ａ．学則に定められた本校の目的 

本校では創立以来、その目的を学校教育法に基づき、学則の第１章・第１条に定めている（資料１

-１-①-１）。 

Ｂ．教育に関する基本理念 

 本校の教育に関する基本理念は、開校式並びに第１回入学式における校長告辞の内容を踏まえて

『技術者である前に人間であれ』と定められ、更に、その教育理念を具体的に示した内容として、次

の３項目を設定した。○ 健やかな心身、○ 豊かな人間性、○ 科学技術の研鑽と創造（資料１-１-

①-２）。 

Ｃ．教育方針と育成すべき人材像 

 上記の基本理念をより具体的な内容にするために、教育方針として新たに①から⑥の項目を平成16

年の中期目標に掲げ、その後検討を重ねて平成19年度に次のように定めた。① 豊かな人間性の涵養、

② 豊かな感性と創造力の育成、③ 自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上、④ 高度な専

門知識と問題解決能力の育成、⑤ 情報技術力の向上、⑥ コミュニケーション能力と国際感覚の育成。

更に、教育方針の各項目に対応する人材像を分かり易く説明し、①から⑥の項目について、それぞれ

「準学士課程」と「専攻科課程」の達成目標を明記してある（資料１-１-①-３）。また、準学士課

程の学科毎の教育目標（資料１-１-①-４）と専攻科課程の専攻毎の教育目標（資料１-１-①-５）を

定めている。 

 

資料１-１-①-１：学則として定められた本校の目的 

 

学則：第１章 本校の目的 

第１条 本校は、教育基本法（昭和 22 年法律第 25 号）の精神にのっとり、及び 

学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づき、深く専門の学芸を教授し、職業 

に必要な能力を育成することを目的とする。 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.7） 

 

資料１-１-①-２：本校の教育理念 

 

『技術者である前に人間であれ』 

 

○ 健やかな心身、○ 豊かな人間性、○ 科学技術の研鑽と創造 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 見開き） 
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資料１-１-①-２（続き）：補足説明 

 

小山高専の教育 開校式並びに第１回入学式の校長告辞は「本校の直接の目的は技術者の養成であるが、技術者た

る以前に“人間として”成長することが第一義である。諸君には科学の狭い領域のみを追求するScientistになること

ではなく、尊敬に値する人間になることを志望しながら科学を学んでいく人Man of Scienceになることを望みたい」

という内容でした。 

つまり「技術者である前に人間であれ」ということです。「人間である」ことは、一人一人が自立した市民であるこ

と、他人を思いやることのできる豊かな心を持つことです。本校の教育方針に「健やかな心身」・「豊かな人間性」

を掲げているのは、このような意味があります。 
 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.1-2） 

 

資料１-１-①-３：教育方針・育成する人材像に関する記述 
 
■教育方針と育成する人材像(Ａ:準学士課程、Ｓ:専攻科課程) 

① 豊かな人間性の涵養； 

 豊かな教養と専門知識を基礎にして、技術者としてふさわしい人格を有し、社会に貢献できる人材の育成を目指し

ている。 

①-Ａ★社会人となるための素養を身につけ、環境・福祉に配慮し工業技術が自然や社会に与える影響を認識でき

ること。 

①-Ｓ★社会・経済と工業技術の共生に配慮し、工業技術者としての社会的責任と倫理観を自覚すること。 

② 豊かな感性と創造力の育成； 

 ものづくりを基本とする実験実習を通じて製作・設計能力を育むことに加え、新しい工学的発想につながる感性と

チャレンジ精神を培い、豊かな創造力・デザイン能力・実践力を有する人材の育成を目指している。 

②-Ａ★実験実習に自主的に取り組み観察力・解析力を養い、新しい発想やアイデアを提案する習慣を身につける

こと。 

②-Ｓ★専門分野にとらわれず工業技術全般に対し知的好奇心をいだき、工業技術に関する研究計画・設計・製作

およびその評価までの全プロセスをデザインできること。 

③ 自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上； 

 高度化する専門知識・技術の修得に必要な自然科学・数学・英語・専門基礎科目の十分な学力を有する人材の育成

を目指している。 

③-Ａ★自然科学・数学・英語の基礎知識を身につけ、専門分野の基礎知識を修得していること。  

③-Ｓ★自然科学・数学・英語の応用知識を身につけ、専門分野の工学理論を理解していること。 

④ 高度な専門知識と問題解決能力の育成； 

 専門分野に関する高度な知識と問題解決能力を有し、技術革新に柔軟に対応できる人材の育成を目指している。 

④-Ａ★実践的技術者としての高度な専門分野の知識を修得し、与えられた技術的課題を解決できる能力を身につ

けること。 

④-Ｓ★開発型技術者としての高度な専門分野の課題に対する問題点を自ら発見し、その解決方法をデザインし研

究を遂行できる能力を身につけること。 

⑤ 情報技術力の向上； 

 コンピュータの利用能力に留まらず、新しいアイデアを具体化し設計するための情報技術力を有する人材の育成を

目指している。 

⑤-Ａ★情報技術に関する基礎知識と情報処理能力を有し、コンピュータを利用して適切な内容の報告書を作成で

きること。 

⑤-Ｓ★情報技術の応用力を身につけ、コンピュータを利用して解析力と設計力を身につけること。 

 

⑥ コミュニケーション能力と国際感覚の育成；  

  優れたコミュニケーション能力とプレゼンテーション能力を養い、社会環境や文化の枠を超えて活躍出来る、国

際感覚豊かな人材の育成を目指している。 
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⑥-Ａ★講義・実験・卒業研究の内容について日本語で口頭発表・質疑応答ができることと、基本的な技術英語の

文章を理解し国際的視野を身につけること。 

⑥-Ｓ★特別研究を含む専門分野の内容を学内・学外において日本語で口頭発表・質疑応答ができることと、高度

な専門分野に関する技術英語の文章を理解し国際社会で活躍できる基礎能力を身につけること。 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧、見開 p.2） 

 

資料１-１-①-４：準学士課程の学科毎の教育目標 

 

＜一般科の教育目標＞ 

一般科が主に担当する教育の中では、人間形成に必要な思考力、倫理的判断力や感性を育むと共に、各専門学科で

の教育に対する準備としての基礎学力を修得させる。これにより大学教養課程レベルの知識を養い、さらに、卒業後

に技術者として継続的に学習をするために必要な基礎力（文章構成力、社会への正しい認識力、専門に適合した数理

的能力、国際的コミュニケーション能力等）を養うことに重点をおいた教育を行う。 

＜機械工学科の教育目標＞ 

ロボットやエンジンなどの機械と、機械を含むさまざまなシステムの設計・製造・制御などの分野で，実践的に活

躍できる技術者の育成を目標としている。そのため、数学、物理などの基礎科目と機械工学の主要科目の連携による

基礎学力の養成、工作実習や機械設計製図、機械工学実験を通じての技術力の錬磨、応用科目を通してのプロセス把

握能力の教授を行う。卒業研究や輪講などを通して科学の研鑽と創造力の育成を目指す。 

＜電気情報工学科の教育目標＞ 

電気情報工学の基礎知識について、演習を含めたスパイラル教育により修得させる。高学年では電気・電子・情報

分野の３コースを設置し高度な専門知識を修得させる。ものづくりを主眼とするプロジェクトワーク・コース別実験

・卒業研究等を通じて、創造力・問題解決能力・コミュニュケーション能力に優れた実践的技術者の育成を目指す。 

＜電子制御工学科の教育目標＞ 

専門基礎科目を通じて本学科導入教育を行い基礎学力の充実を図る。専門科目では基礎学力を補完し専門分野の知

識技術を修得させる。専門応用科目では電子・計測・制御・情報分野の既存知識と最新知識を修得させ、卒業研究、

輪講を通じて自立能力、解決能力、創造能力、発表能力、実践能力等の育成を目指す。 

＜物質工学科の教育目標＞ 

新素材、化成品、生体物質等の関連分野で活躍する人材の育成を目指す。専門基礎、実験科目により化学と工学の

基礎を修得させ、その上に材料や生物の専門的内容を選択させて、関連する学力の向上を図る。最終学年では、教員

の直接指導により、発表能力を向上させ創造的な卒業研究の完成を目指す。 

＜建築学科の教育目標＞ 

低学年からの実習を通じて建築学の基本を修得させ、建築学と工学の基礎学力の向上のみならず、プロジェクトの

企画能力の育成を目指す。高学年では専門基礎科目の修得の重要性を強く認識させ、最終学年の卒業研究を通じて、

建築学の諸分野において活躍できる、創造性と問題解決能力およびコミュニケーション能力を有する実践的技術者の

育成を目指す。 

 

（出典：平成21年度学生便覧p.19） 
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資料１-１-①-５：専攻科課程の専攻毎の教育目標 

 

＜電子システム工学専攻＞ 

機械系、電気・電子・情報系準学士課程の各専門性を深めつつ、技術の複合化・高度化の進む産業社会の構造に適

した知識や技術を講義・演習・実験を通じて修得させる。具体的には、産業機械のロボット化技術、情報通信システ

ム、計測制御システム、光・電子デバイス等の高度化した技術の基礎および応用力の修得を目指す。また、特別研究

に加え実務研修（インターンシップ）・ゼミナールを通じて、研究目標に関する課題の提起・研究の実施と結果の評

価および成果の分析までを自ら遂行する能力を養い、チャレンジ精神とリーダーシップを有する開発型技術者の育成

を目指す。 

＜物質工学専攻＞ 

化学を基礎として材料工学、生物工学、及び化学工学等の諸分野に柔軟に対応できる基礎学力を養成し、それらを

発展させた専門知識および技術の修得を目指す。また、特別研究に加え実務研修（インターンシップ）・ゼミナール

を通じて、研究目標に関する課題の提起・研究の実施と結果の評価および成果の分析までを自ら遂行する能力を養

い、チャレンジ精神とリーダーシップを有する開発型技術者の育成を目指す。 

＜建築学専攻＞ 

建築学の諸分野である計画･意匠、構造･材料、環境･設備、設計、まちづくり等に柔軟に対応できる基礎学力を講

義・設計を通じて修得させ、それらを発展させた専門知識および技術の修得を目指す。また、特別研究に加え実務研

修（インターンシップ）を通じて、研究目標に関する課題の提起・研究の実施と結果の評価および成果の分析までを

自ら遂行する能力を養い、チャレンジ精神とリーダーシップを有する開発型技術者の育成を目指す。 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.29） 

 

 

（評価結果） 

 本校では、創立当初の教育の基本理念である「技術者である前に人間であれ」を基盤として、具体

的な内容である３項目の教育理念を定めている。更に、現今の工業技術の高度化・情報化に対処すべ

く、具体的な教育目標を中期計画に明確に定め、平成19年度に新たに６項目の教育方針と育成すべき

人材像を設定している。また、育成すべき人材の身につけるべき資質・能力等を、準学士課程と専攻

科課程に分けて具体的に策定し、準学士課程の各学科及び専攻科課程の各専攻における教育目標を定

めている。 

以上の教育目標は、学生便覧、ホームページ、学校要覧などに記載され、本校の構成員のみならず、

学校外部にも公開されている。このように、本校では高等専門学校としての教育目標を育成すべき人

材像を含め明確に定めている。 

 

 

１-１-②： 目的が，学校教育法第115条に規定された，高等専門学校一般に求められる目的から，

はずれるものでないか。 

（状況）  

 本校の学則では、まず初めの第１章・第１条に、学校教育法第 115 条に規定された高専の目的「深

く専門の学芸を教授する」及び「職業に必要な能力を育成する」を、本校の教育目的として定めてい

る（既出：資料１-１-①-１）。これら２つの目的に基づき、本校の教育目標・教育方針を定めてお

り、それぞれに対する対応を（資料１-１-②-１）に表として示してある。また、各学科、各専攻の

教育目標との対応を資料１-１-②-２の表に示してある。 
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資料１-１-②-１：学校教育法第115条に規定された高専の目的と本校の教育目標との対比 
 

 

区分 目標等 「深く専門の学芸を教授する」 「職業に必要な能力を育成する」 

小 

山 

高 

専 

全 

体 

教育理念 『技術者である前に人間であれ』 

(１）健やかな心身、(２) 豊かな人間性、(３) 科学技術の研鑽と創造 

教育方針 ③自然科学・数学・英語・専門基礎科目の

学力向上 

④ 高度な専門知識の教授 

⑤ 情報技術力の向上 

① 豊かな人間性の涵養 

② 豊かな感性と創造力の育成 

④ 問題解決能力の育成 

⑥ ｺﾐﾆｹｰｼｮﾝ能力と国際感覚の育成 

準 

学 

士 

課 

程 

 ③-Ａ：自然科学・数学・英語の基礎知識

を身につけ、専門分野の基礎知識を修得し

ていること。 

④-Ａ：実践的技術者として高度な専門分

野の知識を修得すること。 

⑤-Ａ：情報技術に関する基礎知識と情報

処理能力を有し、コンピュータを利用して

適切な内容の報告書を作成できること。 

 

①-Ａ：社会人となるための素養を身につ

け、環境・福祉に配慮し工業技術が自然

や社会に与える影響を認識できること。 

②-Ａ：実験実習に自主的に取り組み観察

力・解析力を養い、新しい発想やアイデ

アを提案する習慣を身につけること。 

④-Ａ：実践的技術者として与えられた技

術的課題を解決できる能力を身につける

こと。 

⑥-Ａ：講義・実験・卒業研究の内容につ

いて日本語で口頭発表・質疑応答ができ

ることと、基本的な技術英語の文章を理

解し国際的視野を身につけること。 

専 

攻 

科 

課 

程 

 

 ③-Ｓ：自然科学・数学・英語の応用知識

を身につけ、専門分野の工学理論を理解し

ていること。 

④-Ｓ：開発型技術者としての高度な専門

分野の課題に対する問題点を自ら発見でき

ること。 

⑤-Ｓ：情報技術の応用力を身につけ、コ

ンピュータを利用して解析力と設計力を身

につけること。 

 

①-Ｓ：社会・経済と工業技術の共生に配

慮し、工業技術者としての社会的責任と

倫理観を自覚すること。 

②-Ｓ：専門分野にとらわれず工業技術全

般に対し知的好奇心をいだき、工業技術

に関する研究計画・設計・製作およびそ

の評価までの全プロセスをデザインでき

ること。 

④-Ｓ：開発型技術者としての高度な専門

分野の課題に対するその解決方法をデザ

インし研究を遂行できる能力を身につけ

ること。 

⑥-Ｓ：特別研究を含む専門分野の内容を

学内・学外において日本語で口頭発表・

質疑応答ができることと、高度な専門分

野に関する技術英語の文章を理解し国際

社会で活躍できる基礎能力を身につける

こと。 

（出典：平成 21 年度学生便覧より整理） 
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資料１-１-②-２：学校教育法第115条に規定された高専の目的と、各学科・各専攻の 

教育目標との対比 

 

区分 目標等 「深く専門の学芸を教授する」 「職業に必要な能力を育成する」 

準 

学 

士 

課 

程 

 

一般科 

 

○各専門学科での教育に対する準備として

の基礎学力を修得させ、大学教養課程レベ

ルの知識を養う。 

○卒業後に技術者として継続的に学習をす

るために必要な基礎力（専門に適合した数

理的能力）を養う。 

○人間形成に必要な思考力、倫理的判断

力や感性を育む。 

○卒業後に技術者として継続的に学習を

するために必要な基礎力（文章構成力、

社会への正しい認識力、国際的ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

能力等）を養う。 

機械工学科 

 

○数学、物理などの基礎科目と機械工学の

主要科目の連携による基礎学力を養成す

る。 

○工作実習や機械設計製図、機械工学実験

を通じての技術力の錬磨、応用科目を通し

てのプロセス把握能力を教授する。 

○ロボットやエンジンなどの機械と、機

械を含むさまざまなシステムの設計・製

造・制御などの分野で，実践的に活躍で

きる技術者を育成する。 

○卒業研究や輪講などを通して科学の研

鑽と創造力の育成を目指す。 

電気情報工学

科 

○電気情報工学の基礎知識を、演習を含め

たスパイラル教育により修得させる。 

○電気・電子・情報分野の３コースを設置

し高度な専門知識を修得させる。 

○ものづくりを主眼とするプロジェクト

ワーク・コース別実験・卒業研究等を通

じて、創造力・問題解決能力・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

能力に優れた実践的技術者の育成を目指

す。 

電子制御工学

科 

○専門基礎科目を通じて本学科導入教育を

行い基礎学力の充実を図る。○専門科目で

は基礎学力を補完し専門分野の知識技術を

修得させる。 

○専門応用科目では電子・計測・制御・情

報分野の既存知識と最新知識を修得させ

る。 

○卒業研究、輪講を通じて自立能力、解

決能力、創造能力、発表能力、実践能力

等の育成を目指す。 

 

物質工学科 

 

○専門基礎、実験科目により化学と工学の

基礎を修得させ、その上に材料や生物の専

門的内容を選択させて、関連する学力の向

上を図る。 

 

○新素材、化成品、生体物質等の関連分

野で活躍する人材の育成を目指す。 

○最終学年では、教員の直接指導によ

り、発表能力を向上させ、創造的な卒業

研究の完成を目指す。 

建築学科 

 

○低学年からの実習を通じて建築学の基本

を修得させ、建築学と工学の基礎学力の向

上を目指す。 

○高学年では専門基礎科目の修得の重要性

を強く認識させる。 

○低学年からプロジェクトの企画能力の

育成を目指す。 

○５学年の卒業研究を通じて、それぞれ

の専門分野において活躍できる、創造性

と問題解決能力およびｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力を有

する実践的技術者の育成を目指す。 

 

（出典：平成21年度学生便覧より整理） 
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資料１-１-②-２：学校教育法第115条に規定された高専の目的と、各学科・各専攻の 

教育目標との対比（続き） 

 

（出典：平成21年度学生便覧より整理） 

専 

攻 

科 

課 

程 

電子システム

工学専攻 

○機械系、電気・電子・情報系準学士課程

の各専門性を深めつつ、技術の複合化・高

度化の進む産業社会の構造に適した知識や

技術を講義・演習・実験を通じて修得させ

る。○具体的には、産業機械のロボット化

技術、情報通信システム、計測制御システ

ム、光・電子デバイス等の高度化した技術

の基礎および応用力の修得を目指す。 

○特別研究に加え実務研修（インターン

シップ）・ゼミナールを通じて、研究目

標に関する課題の提起・研究の実施と結

果の評価および成果の分析までを自ら遂

行する能力を育成。 

○チャレンジ精神とリーダーシップを有

する開発型技術者の育成を目指す。 

物質工学専攻 ○化学を基礎として材料工学、生物工学、

及び化学工学等の諸分野に柔軟に対応でき

る基礎学力を養成し、それらを発展させた

専門知識および技術の修得を目指す。 

 

○特別研究に加え、実務研修（インター

ンシップ）・ゼミナールを通じて、研究

目標に関する課題の提起・研究の実施と

結果の評価および成果の分析までを自ら

遂行する能力を養う。 

○チャレンジ精神とリーダーシップを有

する開発型技術者の育成を目指す。 

建築学専攻 

 

○建築学の諸分野である計画･意匠、構造･

材料、環境･設備、設計、まちづくり等に

柔軟に対応できる基礎学力を講義・設計を

通じて修得させ、それらを発展させた専門

知識および技術の修得を目指す。 

○特別研究に加え、実務研修（インター

ンシップ）を通じて、研究目標に関する

課題の提起・研究の実施と結果の評価お

よび成果の分析までを自ら遂行する能力

を養う。 

○チャレンジ精神とリーダーシップを有

する開発型技術者の育成を目指する。 

 

（評価結果）  

 評価１-１-①の項に記載した本校の教育目標は、学則第１章・第１条に定められた「深く専門の学

芸を教授し、職業に必要な能力を育成することを目的とする」ことを前提として、小山高専の目的を

遂行するために策定されたものである。また、上記（状況）の表（資料１-１-②-１、２）に示されて

いるように、本校の目的と高等専門学校一般に求められている目的とは適切に対応している。従って、

本校の目的は学校教育法第115条に規定された高専の目的からはずれるものではない。 

 

 

１-２-①： 目的が，学校の構成員に周知されているか。 

（状況）  

Ａ．学校の構成員全員に対する周知 

本校の目的・教育理念（３項目）については毎年、学生便覧及びホームページに掲載し周知を図っ

てきた。より詳細な内容に改訂した新しい教育目標・教育方針・育成すべき人材の資質能力について、

入学者受入方針を含めて、正面玄関入口に掲示している（資料１-２-①-１）。更に、学生便覧（資

料１-２-①-２）を構成員全員に配付し周知している。また、携帯に便利な名刺サイズの「教育目標

カード」（資料１-２-①-３）を全構成員に配付し、教育目標等をいつでも確認出来るように配慮し

ている。 
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Ｂ．教職員に対する周知 

 教職員に対して、新しく改訂された教育目標を平成 18 年度第１回教職員会議に配布し、副校長よ

り趣旨説明がなされた（資料１-２-①-４）。その後、毎年再確認のため、各学科長・一般科長・事

務部長宛に、校長より周知を依頼している（資料１-２-①-５）。非常勤講師については、通知文を

添えてカードを配付している（資料１-２-①-６）。新任の教職員については、新任者ガイダンスの

「教務関係」において学生便覧を配付し教育目標を校長補佐（教務担当）が説明している（資料１-

２-①-７）。 

Ｃ．学生に対する周知 

在学生については準学士課程の学生と専攻科課程の学生に、教育目標をそれぞれ学級担任と専攻主

任より配付し説明した（資料１-２-①-８）。更に再確認のため、各年度末の全校学生集会において、

校長補佐（教務担当）が説明している。各教室には、教育理念・教育目標などを掲示し、学生が教育

目的を参照出来るように配慮している（資料１-２-①-９）。また、新入生に対しては、全学科合同

ガイダンスにおいて、校長補佐（教務担当）による教育目標の趣旨を説明し、専門学科毎のガイダン

スでは、学科長より当該学科の教育方針について説明している（資料１-２-①-10）。 

Ｄ．構成員に対する周知度の調査 

 上述のように、学校の構成員に教育目標などの周知を図っているが、具体的周知度を調べるために

アンケートを実施した（資料１-２-①-11）。その集計結果を資料として示す（資料１-２-①-12）。 

 

 

 

 

資料１-２-①-１：教育目標の校内掲示（正面玄関入り口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：校内掲示 写真) 
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資料１-２-①-２：学生便覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧） 

 

資料１-２-①-３：「教育目標カード」 

           

表                     裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （出典：「教育目標カード」Scan copy） 
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資料１-２-①-４：教職員に対する周知（その１） 

平成 18 年 10 月 18 日 

教職員会議配付資料 

■ 小山高専の教育に関する基本理念 

  小山高専は、創設時から以下のような理念のもとに教育を進めています。 

「技術者である前に人間であれ」 

◎ 健やかな心身 

◎ 豊かな人間性 

◎ 科学技術の研鑽と創造 

  小山高専は、これまで４０年以上に亘り、約６，０００名の卒業生を送り出し、企業における中堅技術者の育成を通

して日本の産業の発展を支え、社会的要請に応えてきました。しかし、現今の技術の高度化・情報化にともない技術

者として様々な能力が要求されるようになってきています。 

 このような社会変革の中にあっても、依然として高専卒業生に対する企業の期待は大きく、これまでの高専教育の

利点を維持しつつ、即戦力としての役割ばかりでなく深い知識と問題解決能力を兼ね備えた技術者を育成し、新たな

時代の要請に応えていく必要があります。 

 小山高専の教育目標は、準学士課程（学科）においては５年間の早期ものづくり教育を通して培った実践力と専門

基礎力を有する有能な各学科卒業生を新しい時代にふさわしい中堅技術者として社会に輩出することにあり、専攻科

課程においてはそれに加え問題解決能力と豊かな創造力を兼ね備えた「開発型技術者(テクノロジスト)」としての修了

生を世に送り出すことにあります。 

 ■ 教育方針と育成する人材像 

① 豊かな人間性の涵養； 

豊かな教養と専門知識を基礎にして、技術者としてふさわしい人格を有し、社会に貢献できる人材の育成を目指し

ています。 

② 豊かな感性と創造力の育成； 

ものづくりを基本とする実験実習を通じて製作・設計能力を育むことに加え、新しい工学的発想につながる感性と

チャレンジ精神を培い、豊かな創造力・デザイン能力・実践力を有する人材の育成を目指しています。 

③ 自然科学・英語・専門基礎科目の学力向上； 

高度化する専門知識・技術の修得に必要な自然科学・英語・専門基礎科目の十分な学力を有する人材の育成を目指

しています。 

④ 高度な専門知識と問題解決能力の育成； 

専門分野に関する高度な知識と問題解決能力を有し、技術革新に柔軟に対応できる人材の育成を目指しています。 

⑤ 情報技術力の向上； 

コンピュータの利用能力に留まらず、新しいアイデアを具体化し設計するための情報技術力を有する人材の育成を

目指しています。 

⑥ コミュニケーション能力と国際感覚の育成；  

優れたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力とプレゼンテーション能力を養い、社会環境や文化の枠を超えて活躍出来る、国際感覚豊かな

人材の育成を目指しています。 

（出典：平成18年第１回教職員配布資料） 
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資料１-２-①-５：教職員に対する周知（その２） 

平成２２年１月１２日 

各 学 科 長 

一 般 科 長 殿 

事 務 部 長 

                              小山工業高等専門学校長 

苅 谷 勇 雅 

                                    【公印省略】 

 

教職員への「小山工業高等専門学校の教育目標」の周知について（依頼） 

 

 このことについて、本校の教育方針を従来から教職員に、学校要覧、学生便覧等の印刷物、ホームページへの掲載

および「教育目標を記載した携帯用カード」の配布等により周知しているところです。 

 つきましては、貴科・部に属する教職員に対し、改めて、教育目標・教育方針を周知願います。また、本件につい

ては全教職員に対し周知を要しますので、遺漏無きようお取り計らい願います。 

なお、学生及び非常勤講師宛には別途周知を行っていることを念のため申し添えます。 

 

（教職員で、「携帯用カード」の配布等の希望者がいる場合は、評価・地域連携係までご連絡下さい。必要枚数を

配布いたします。） 

（出典：学内における周知文書） 

 

 

資料１-２-①-６：非常勤講師に対する周知 

平成 22 年１月 15 日 

非 常 勤 講 師 各位 

 校長補佐（教務担当） 

 

｢小山工業高等専門学校の教育目標｣の周知について 

 

 このことについて、本校の教育目標・教育方針を従来から学校要覧、学生便覧等の印刷物、ホームページへの掲載

等により、学内外に周知しているところです。また、本校の教職員および学生には｢教育目標を記載した携帯用カー

ド｣を配布して周知しています。 

 つきましては、非常勤講師の先生方にも本校の教育方針について、改めてご確認頂きたくお願いいたします。 

 

（｢教育目標を記載した資料｣と｢同携帯用カード｣を非常勤講師室に置いてありますので、ご利用下さい。） 

 

     （出典：学内における周知文書） 
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資料１-２-①-７：新任教職員に対する周知 
 

平成２１年度 新 任 者 ガ イ ダ ン ス 

平成２１年３月８日 

日   時  平成２１年４月３日（金） ９：３０～１７：００ 

場   所    中会議室 

対 象 者    新任教職員 

日程及び担当者 

  9:30～ 9:40  集合、日程説明、写真撮影（身分証明書用） 

  9:40～10:00   校 長 講 話       

  10:00～10:30   教 務 関 係      （校長補佐（教務担当）） 

  10:30～11:00  厚生補導関係（校長補佐（学生担当）） 

  11:05～11:35  寮 務 関 係      （校長補佐（寮務担当）） 

  11:35～12:00  学 寮 案 内      （校長補佐（寮務担当）） 

宿日直勤務の説明（学生課寮務係） 

  12:00～13:00  休    憩 

  13:00～13:15  共済組合関係（総務課財務係長） 

  13:15～13:30  諸 手 続 き      （総務課総務係長） 

                      出張等の手続・駐車場の利用等 

   13:30～13:45   図書情報センターの利用（総務課図書情報係長）  

  13:45～14:00  休    憩  

14:00～15:30   給与・労働時間等（総務課人事係長） 

                        給与、服務、労働時間・休暇、兼業  

                   セクシュアル・ハラスメント等  

                   事務室の紹介（総務課人事係長） 

 15:30～16:10   情報科学教育研究センターにおけるＬＡＮの利用についての説明 

                       （情報科学教育研究センター） 

  16:10～16:40   財務会計システムの利用（総務課） 

                ・・・・・・解   散・・・・・・ 

（出典：人事係資料） 

資料１-２-①-８：学生に対する周知（その１） 
 
                                                  平成２２年１月１２日  
 各 学 級 担 任  殿 
 各 専 攻 主 任  殿 

                                                                                     校長補佐（教務担当） 

学生への「小山工業高等専門学校の教育目標」の周知について（依頼） 

  このことについて、本校の教育目標・教育方針を従来から学生に、学校案内、学生便覧 等の印刷物、ホームページへの掲 

載、各クラス HR 掲示、および「教育目標を記載した携帯用カード」の配付等により周知しているところです。  

  つきましては、担当学級・専攻に属する学生に対し、改めて、教育目標・教育方針を確 認し、教育目標等を達成するための 

勉学意欲を高めるようにご指導頂きたくお願い致します。また、学生には、既に配付している「教育目標カード」を常に携帯して、

時々確認するようご指導下さい。  

 本件については全学生に対し周知を要しますので、必ずご指導頂きたくお願い致します。  

 

 なお、学生が同カードを紛失または著しく破損して使用出来ない場合等には、再度配付致しますので、クラス担任から教務係 

までご連絡下さい。ただし、カードの残部が余り 多くありませんので、再配付は確実に紛失した学生等のみに限ります。 

 

（出典：学内における周知文書） 



１章 

- 13 - 

資料１-２-①-９：学生への周知（その２） 

 

 

 

 

 

 

（出典：各教室における掲示写真） 

 

資料１-２-①-10：学生への周知（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：新入生ガイダンス（電気情報工学科）用資料） 
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資料１-２-①-11：教育目標周知調査のアンケート実施内容 

 

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート(学生版)） 

資料１-２-①-12：教育目標周知調査のアンケート結果（集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート(学生版)） 

技 術 者 で あ る 前 に 人 間 で あ れ

4.03 3.84 3.94
4.43 4.30

4.54
4.06

0.00

1.00
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4.00

5.00
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教 育 に 関 す る 3 目 標

3.34 3.28 3.17 3.27
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5.00
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教 育 目 標 6 項 目

3.04 2.86 2.86 2.99
3.43 3.63

3.29

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 専攻科１年 専攻科２年
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（評価結果）  

 本校の教育目標等について、構成員に学生便覧・ホームページなどに記載して周知しているのに加

え、構成員への資料の配付と説明、学内における掲示や携帯用の「教育目標」の配付により、頻繁に

教育目的を確認出来るように配慮している。Ａ：教育理念、Ｂ：教育目標（３項目）、Ｃ：教育方針

（６項目）についてのアンケート結果から、準学士課程の学生について、Ａでは４に近い周知度であ

り、Ｂ・Ｃでは2.9～3.7の評価となっているが、ほぼ全項目に亘り３程度あるいはそれ以上となって

いる。これに対し、専攻科生においては、Ａでは4.5を越え、Ｂ・Ｃでも3.3～3.6の評価が得られて

いる。 

以上のことから、目的を構成員に対して周知する取り組みが十分になされて、その効果が得られて

いる。 

 

 

１-２-②： 目的が，社会に広く公表されているか。 

（状況）  

 本校の目的（教育理念・教育目標・育成する人材像）についての学外への周知は、まず第１に本校

のホームページに記載されている（資料１-２-②-１）。ホームぺージのアクセス件数は、最近の１

年間を見てみると、おおよその平均として１日 1,200 件・月間で 37,500 件程度となり、特に入試時

期の１・２・３月は、各４万５千件程度となっている（資料１-２-②-２）。また、目的を社会に公

表するための主な資料として、「学校要覧」（資料１-２-②-３）、「教育目標用資料」（資料１-２

-②-４）があり、各種機関に配付している。本校が作成しているＰＲ用資料における、教育目標など

の掲載状況（資料１-２-②-５）と、それらの外部への配布状況を示すデータとして、「学校要覧配

布先一覧」（資料１-２-②-６）、「入試説明会実施状況」（資料１-２-②-７）、「学校説明会（合

同説明会を含む）実施状況」（資料１-２-②-８）、「オープンキャンパス・文化祭（入試相談コー

ナー）実施状況」（資料１-２-②-９）、「中学校・高等学校訪問実施状況」（資料１-２-②-10）を

それぞれ示す。入試説明会・学校説明会では、教育目標を具体的に説明し、学校案内を各中学校に必

要部数を配付している（平成 21 年度は合計約 3,500 部）。また、平成 21 年度に学生の就職に対する

求人のあった 940 社へ、求人票に加え「教育目標用資料」（既出：資料１-２-②-４）を郵送し、本

校に求人のため訪れた来客には、同様の資料を配付している。 
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 資料１-２-②-１：教育目標の公表（その１）「ホームページ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１-２-②-２：ホ-ムページのアクセス件数 

Usage Statistics for www.oyama-ct.ac.jp 

Summary Period: Last 12 Months 
Generated 30-Mar-2010 10:25 JST 

 Summary by Month 

Month 
Daily Avg Monthly Totals 

Hits Files Pages Visits Sites KBytes Visits Pages Files Hits 
Mar 2010 23704 15945 4549 1116 19358 90656640 33502 136481 478358 711145 
Feb 2010 23477 16128 4949 1355 22132 80534854 37946 138593 451589 657383 
Jan 2010 23702 15994 5374 1444 27620 94931582 44768 166622 495832 734767 

Dec 2009 18899 12325 4094 1253 20585 64249152 38856 126941 382081 585886 
Nov 2009 20158 13777 4308 1311 22270 68952411 39358 129260 413334 604769 
Oct 2009 26549 18038 5471 1508 23111 82054386 46777 169611 559207 823041 

Sep 2009 18146 12303 4182 1197 17761 63142377 35930 125485 369101 544390 
Aug 2009 18397 11937 4100 1146 18803 65057819 35542 127110 370058 570320 
Jul 2009 22749 14583 4952 1305 23865 73482749 40458 153526 452103 705223 

Jun 2009 22581 14566 5069 1242 22170 55314609 37283 152093 436990 677430 
May 2009 19780 13790 4351 1129 22379 48251994 35011 134906 427517 613194 
Apr 2009 22557 15718 4807 1065 19826 46859750 31964 144215 471554 676720 

Totals 833488323 457395 1704843 5307724 7904268 

 

（出典：情報教育研究センター内資料） 

 

 

 

 

http://www.oyama-ct.ac.jp/�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_201003.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_201002.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_201001.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200912.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200911.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200910.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200909.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200908.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200907.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200906.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200905.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200904.html�
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資料１-２-②-３：教育目標の公表（その２）「学校要覧」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度学校要覧、小山高専ＨＰ） 

資料１-２-②-４：教育目標の公表（その３）「教育目標用資料」 

 

                表               裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：教務係資料） 
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資料１-２-②-５：教育目標等の掲載状況 

 

資料名 教育理念 

(校是) 

教育理念 

(３項目) 

教育方針･人材像 

(６項目) 

準学士課程○ 

専攻科課程◎ 

主な配付先等 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ ○ ○ ○ ○，◎ 学内・学外 

学生便覧 ○ ○ ○ ○，◎ 学内 

学校要覧 ○ ○ ○ ○，◎ 学外 

教育目標用資料 ○ ○ ○ ○，◎ 学外 

専攻科ﾘｰﾌﾚｯﾄ    ◎ 学外 

学校案内 ○ － － － 中学生 

 

（出典：各種リーフレット等より作成） 
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資料１-２-②-６：学校要覧配布先一覧（H20～21 年度） 

    

            

年月日 配布先 部数
H20.7.2 本校教員 83

他機関送付                       （中学校訪 学生課 500
校長 1
本校職員 27

H20.7.3 本校教員 物質工学科 4
H20.7.8 来校者 1
H20.7.9 人事係 1

総務係 1
H20.8.5 人事係 1

本校名誉教授 6
H20.8.8 来校者 7
H20.8.21 他機関送付 学外会議 6
H20.8.22 評価・学位授与機構 学生課 1

高専機構本部 総務係 5
H20.8.25 人事係 1
H20.8.28 施設係 1
H20.9.3 評価・地域連携係 1
H20.9.17 人事係 13
H20.9.26 本校教員 一般科 1
H20.9.29 施設係 1
H20.10.23 校長会議（担当校） 学内会議 9
H20.10.28 校長会議（担当校） 学内会議 7
H20.11.6 他機関送付 地域企業 5
H20.11.7 本校職員 4
H20.11.14 事務部長会議(担当校） 学内会議 15
H20.11.28 記者クラブ懇談会 10
H21.5.27 来校者 地域企業 1

インフォメーションルーム配架 2
H21.6.17 来校者 新聞社 6

評価・地域連携係 3
小計 724

H21.7.17 評価・地域連携係 8
H21.8.24 人事係 4
H21.8.24 学外会議 技術室 16
H21.8.28 本校教員 物質工学科 1
H21.8.31 本校職員 11
H21.9.2 図書情報センター 15
H21.9.3 他機関送付（就職関係） 学生係 50

栃木県 評価・地域連携係 1
H21.9.15 教務係 150
H21.9.17 来校者 機械工学科 3

他機関送付 総務係 1
H21.10.1 人事係 1
H21.10.7 名誉教授 46

本校教員 83
H21.10.13 校長 5
H21.11.10 本校教員 機械工学科 2
H21.11.16 本校職員 1
H21.11.17 来校者 事務部長 1
H21.11.19 総務課長会議(担当校） 学内会議 7
H21.11.24 来校者 校長 2
H21.11.26 来校者 1
H21.12.10 来校者 財務係 3
H21.12.16 来校者 評価・地域連携係 15
H22.1.6 記者クラブ懇談会 13
H22.1.12 人事係 1
H22.1.15 人事面接用 人事係 4
H22.1.21 本校教員 機械工学科 3
H22.2.9 合冊製本用 図書情報センター 1
H22.3.2 本校教員 機械工学科 6
H22.3.17 本校教員 物質工学科 5
H22.3.19 用度係 3

小計 463  

 

（出典：総務係資料） 
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資料１-２-②-７：入試説明会実施状況（H19～21 年度） 

 

実施時期 実施場所 主な担当者 実施内容（配付資料） 参加人数 
H19.9.27 本校、筑西 校長、校長補佐・教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

６３名 
H19.9.28 鷲宮、佐野、宇

都宮、那須塩原 
校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

２４名 
H20.9.16 本校 校長、校長補佐・教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

３７名 

H20.9.17 宇都宮 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

２９名 
H20.9.18 那須塩原 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

２名 

H20.9.19 筑西 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

２０名 

H20.9.22 足利 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

１１名 

H21.9.16 本校 校長、校長補佐・教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

３１名 

H21.9.17 宇都宮、足利 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

３２名 

H21.9.18 筑西、那須塩原 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料

・学校要覧・専攻科リーフレット他 
 

１１名 

合  計 ２６０名 
 

（出典：教務係資料） 

 

 

資料１-２-②-８：「学校説明会（合同説明会を含む）」実施状況（H19～21 年度） 

 
実施時期 実施場所 主な担当者 実施内容（配付資料） 参加人数 
H19.6.10 大宮 校長補佐、入学者対策室

長、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

４８名 
H19.6.24 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 

 
２４４名 

H19.10.21 宇都宮、筑西 校長補佐、教務担当補

佐、学生担当補佐、学生

課長他 

募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

４４名 

H19.11.3 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

１２２名 
H19.12.15 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 

 
７４名 

H20.7.12 太田 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

１３名 
H20.7.19 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

２１９名 
H20.9.6 大宮 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

２０名 
H20.10.4 本校、足利 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

４２名 
H20.10.18 本校、宇都宮、

那須塩原 
校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 

 
５８名 

H20.10.19 筑西、鷲宮 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

３４名 
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H20.12.13 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

５７名 
H21.7.11 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

１３６名 
H21.9.5 大宮 校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

１７名 
H21.10.3 本校、筑西、宇

都宮 
校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

５３名 
H21.10.10 本校、館林、足

利 
校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

２８名 
H21.10.17 鷲宮、古河、那

須塩原 
校長補佐、教務担当補

佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

５１名 
H21.12.12 本校 校長、校長補佐、教務担

当補佐、学生課長他 
募集要項・学校案内・教育目標用資料・

専攻科リーフレット他 
 

４９名 
合   計 １３０９名 

 

（出典：教務係資料） 

 

 

資料１-２-②-９：オープンキャンパス・文化祭（入試相談コーナー）実施状況（H19～21 年度） 

 

実施時期 実施場所 主な担当者 実施内容（配付資料） 参加人数 
H19.8.1 本校 校長補佐、学生課長 募集要項・学校案内・教育目標用資料

・専攻科リーフレット他 
９０６名 

H19.11.3
～11.4 

本校 教務担当補佐、教務係長他  １１４名 

H20.8.10 本校 校長補佐、学生課長 募集要項・学校案内・教育目標用資料

・専攻科リーフレット他 
９２６名 

H20.11.2
～11.3 

本校 教務担当補佐、教務係長他  ６５名 

H21.9.27 本校 校長補佐、学生課長 募集要項・学校案内・教育目標用資料

・専攻科リーフレット他 
８１９名 

H21.10.30
～11.1 

本校 教務担当補佐、教務係長他  ５０名 

合  計 ２，８８０名 

 

（出典：教務係資料） 

 

資料１-２-②-10：中学校・高等学校訪問 実施状況（H19～21 年度） 
 

実施時期 訪問学校名 主な担当者 実施内容（配付資料） 参加人数 
H19.7.9
～11.9 

佐野市立田沼中

学校他 

教員 募集要項・学校案内・教育目標用資料・

学校要覧・専攻科リーフレット他 

 １３９校 

H20.6.19
～9.30 

宇都宮市立陽西

中学校他 
教員 募集要項・学校案内・教育目標用資料・

学校要覧・専攻科リーフレット他 
 １２０校 

H21.7.1
～10.16 

北川辺町立北川

辺中学校他 
教員 募集要項・学校案内・教育目標用資料・

学校要覧・専攻科リーフレット他 
   ６７校 

 

（出典：教務係資料） 
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（評価結果）  

 本校の目的（教育理念・教育目標・育成する人材像）については、ホームページの分かり易い場所

に掲載している。ホームページのアクセス数は、月平均37,500回に上る。また、本校の教育内容を広

く社会へ公表するための広報誌的資料である「学校要覧」の最初のページに目的を記載し、学外の各

機関に送付している。更に、地元の中学校への入試説明会、オープンキャンパスにおいて、教育目標

をより分かり易く記述して掲載した、「学校案内」「教育目標用資料」「専攻科リーフレット」等を

中学校関係者に配付している。また、就職の求人に訪れた企業の採用担当者には、教育目標を記述し

た「教育目標用資料」を配付している。以上のことから、本校の目的は広く社会に公開されている。 

 

（２）「１章 本校の教育理念及び目的」の自己評価の概要 

本校の中期計画の前文に、「小山高専の教育目標は、準学士課程（学科）においては５年間の早期

ものづくり教育を通して培った実践力と専門基礎力を有する有能な各学科卒業生を新しい時代にふさ

わしい中堅技術者として社会に輩出することにあり、専攻科課程においてはそれに加え問題解決能力

と豊かな創造力を兼ね備えた「開発型技術者(テクノロジスト)」としての修了生を世に送り出すこと

にある。」と定めている。 

 このような主旨に基づき、創立当初からの教育の基本理念「技術者である前に人間であれ」と、そ

の内容を具体的にした３項目：○ 健やかな心身、○ 豊かな人間性、○ 科学技術の研鑽と創造、を

発展させ、より明確な教育方針として次の６項目を定めている。① 豊かな人間性の涵養、② 豊かな

感性と創造力の育成、③ 自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上、④ 高度な専門知識と問

題解決能力の育成、⑤ 情報技術力の向上、⑥ コミュニケーション能力と国際感覚の育成。更に、こ

れら６項目の各々について、準学士課程と専攻科課程における育成すべき人材として身につけるべき

資質・能力を、両課程に対比させて定めている。これらの「教育理念（３項目）」と「教育方針（６

項目）」は、いずれも学校教育法第115条に定められた条件に基づいて、前述の中期計画に記載され

た「本校の目的」を果たすために策定されたものである。 

 本校の教育目標の周知については、学校の構成員には、学生便覧と携帯用の教育目標カードを全員

に配付すると共に、校内の各所（正面玄関内、教室）に掲示して、常に確認出来るように配慮してい

る。特に学生には、始業式、全校集会、ホームルームを通じて、教育目標への理解を深める努力をし

ている。また、新入生及び新任の教職員にはガイダンス時にも説明している。アンケート調査の結果、

教育目標などの周知度は、バラツキはあるものの「概ね良好である」という結果を得ている。 

学校外部への周知に関しては、ホームページへの掲載、学校要覧と教育目標用資料の配付、各種説

明会などでの説明を通じて、中学校関係者のみならず企業等を含めた各種機関も対象として、本校の

教育目標を広く社会に公開する取り組みがなされている。 
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２章 教育組織 

（１）分析 

２-１-①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

（状況） 

 本校の準学士課程は、機械工学科、電気情報工学科、電子制御工学科、物質工学科、建築学科の５

学科から構成されている(資料２-１-①-１)。構成、定員共に高等専門学校設置基準に従ったものとな

っている。各学科は本校の教育目標を達成するため、それらを具体化した各学科の教育目標(資料２-

１-①-２)を定め、一般科目と専門科目のバランスをとりつつ教育課程を編成し、効果的な教育を行っ

ている。 

 

資料２-１-①-１：学科の構成；小山工業高等専門学校学則 
 

第３章 学科、学級数、入学定員及び教職員組織 
学科、学級数及び入学定員は、次のとおりとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.8） 

学     科 学級数 入学定員 

機 械 工 学 科  1 40 人 

電気情報工学科 1 40 人 

電子制御工学科 1 40 人 

物 質 工 学 科  1 40 人 

建 築 学 科  1 40 人 

 

資料２-１-①-２：学科の教育目標とカリキュラム概要 

 
１．一般科 
一般科が主に担当する教育の中では、人間形成に必要な思考力、倫理的判断力や感性を育むと共に、各専門学科で
の教育に対する準備としての基礎学力を修得させる。これにより大学教養課程レベルの知識を養い、さらに、卒業
後に技術者として継続的に学習をするために必要な基礎力（文章構成力、社会への正しい認識力、専門に適合した
数理的能力、国際的コミュニケーション能力等）を養うことに重点をおいた教育を行う。 
 
２．機械工学科 
教育目標 

ロボットやエンジンなどの機械と、機械を含むさまざまなシステムの設計・製造・制御などの分野で，実践的に
活躍できる技術者の育成を目標としている。そのため，数学，物理などの基礎科目と機械工学の主要科目の連携に
よる基礎学力の養成，工作実習や機械設計製図，機械工学実験を通じての技術力の錬磨，応用科目を通してのプロ
セス把握能力の教授を行う．そして，卒業研究や輪講などを通して科学の研鑽と創造力の育成を目指す。 
 
カリキュラム概要 
 １学年では，様々な工学的現象や工業技術に興味・関心を持つことに重点を置き，そのための専門への導入教育
の充実を図るため，前期に「機械工学基礎」の科目を開設し，「工作実習」や「機械製図」などの実技科目とともに
専門導入科目を形成している。 
 ２学年では，工学的現象や工業技術と授業科目との関連を見いだすことに重点を置き，「工作実習」に平行した「機
械工作法」の学習や、文字情報や数値情報の処理のため「情報処理」の科目を実施している.さらに，静力学を内容
とした「工業力学Ⅰ」開設して，力学教育の充実を図っている．  

３学年では，工学的現象や工業技術の原理を理解し，該当する法則が適用できる基礎力が身に付くことに重点を
置き，「材料力学」，「工業力学Ⅱ」をはじめ，「機械工学実験Ⅰ」などを通して，目的の達成を目指している． 
 ４学年では，工学的現象や工業技術に課題を見いだし，解決するための基礎力を持つことを重点に置き，「熱力学」
や「水力学」などの基礎科目のほか，「機械設計製図」や「機械工学実験Ⅱ」，「輪講」などの科目のなかで，実際の
製品を意識した教育を充実させる． 
 ５学年では，工学的現象や工業技術に関する問題の発見とその解決能力の獲得に重点を置き，「機械力学」などの
基礎的科目のほか，「制御工学」「材料強度学」「メカトロニクス実験」など，より専門的な科目も選択できるように
してある．「卒業研究」では，問題発見と解決能力獲得の達成を目指す．特に，「卒業研究」では，まとめる能力，
表現力の養成のために，３回の発表会を設けて，能力向上を目指している． 
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３．電気情報工学科 
教育目標 

電気情報工学の基礎知識について、演習を含めたスパイラル教育により習得させる。高学年では、電気・電子・
情報分野の３コースを設置し高度な専門知識を習得させる。ものづくりを主眼とするプロジェクトワーク・コース
別実験・卒業研究等を通じて、創造力・問題解決能力・コミュニケーション能力に優れた実践的技術者の育成を目
指す。 
 
カリキュラム概要 

本学科では、以下のような特色を有する教育を実施している。 
ａ）スパイラル的な学習による導入教育の充実 
 電気・電子系の基礎概念は数学的に体系化されているために、低学年においてはイメージとして捉え難く充分興
味を引き出すことが難しい。そこで専門知識の導入教育として、従来の基礎学力強化を中心とした教育に加え、比
較的理解しやすい技術的事柄を講義に織りまぜることにより、基礎→応用の繰り返しにより電気・情報系学問の魅
力を理解させる。例として、１学年の導入科目「電気情報工学大系」により、本学科における授業内容の基礎から
応用技術までを概観し、２・３学年に電気・電子工学の基礎学問である「電気磁気学」と「電気回路学」を学ぶ。
一方、２学年にそれら基礎理論の演習と、「情報工学」の基礎と応用的内容を含む「電子情報工学」を配し、基礎・
応用の連携を密にしてスパイラル的に学べるようにしている。 
ｂ）情報関連教育の体系化 
 高度情報化技術の重要性が高まる中、電気系学科においても、情報通信関連分野の教育を整備し、従来の情報処
理技術中心の教育に加え、体系化された情報工学・情報科学の基礎についての教育を導入する。情報関連教科の開
講科目単位数は、選択科目数の約半数に達し、情報工学・情報理論を体系的に学べるようにしている。 
ｃ）高学年におけるコース制教育と授業科目の系統的配置 
 電気情報工学科で学修する内容は、エネルギー系・情報コンピュータ・エレクトロニクス系の広範囲な分野に及
んでいるため、３つのコース教育体制を採用している。各コースの内容は次の通り。 

α．電磁環境工学コース：電磁エネルギーの発生・輸送・貯蔵とその環境技術に関する分野と、生体・超音波に
関する技術とその環境工学に関する分野。 

β．情報計測工学コース：コンピュータソフトウェア、情報ネットワーク技術、画像・音響信号処理技術、情報
伝送技術に関する分野 

γ．電気物性工学コース：超伝導・半導体の材料科学とそのデバイス応用に関する分野、レーザを中心としたオ
プトエレクトロニクス分野およびプラズマエレクトロニクスに関する分野。 

コース制の長所は、広範囲に亘る電気情報工学分野における専門性を明確にし、学生の個性に適合する得意な分
野を選択できることである。そのために３つの分野の５年間の授業科目を系統的に配置し、しかも各分野での「Key
となる科目」を設定し、学生が現在受講している講義が専門分野のどの位置にあるかを把握できるようにする。一
方、多岐に亘る電気電子工学の分野では、３つのコースとも互いに共通とされる重要な科目を多く含んでいること
から、他コースの授業科目を比較的自由に選択出来るように配慮している。 
 また電気主任技術者認定校を堅持するため、αコースの学生を対象として資格認定に関する授業科目の学年配当
を割り当てている。 
ｄ）創造力を養う実験・実習・研究の充実 

平成 15 年度から、創造性育成のためのものづくり教育を実践するため、３学年後期にものづくり授業「プロジェ
クトワーク」を導入している。この授業の目的は、製作技術の習得だけでなく、学生自らが設計・製作した作品の
問題点を明らかにし、その問題を解決するために必要な知識を調べ、作品の改良を行うことによって問題解決能力
を身に付けることである。また、この授業は１学年から 3 学年前期までの実験内容を総括し、高学年次における実
験および卒業研究等に活用できる内容として位置づけられている。高学年（４・５年次）では実験においても、各
コースに重要であるテーマを独自に設定できるようにコース別実験を配置している。これらの実験実習授業と、５
学年における高専教育の集大成科目と位置づけている卒業研究を通じて、創造力に加えコミュニケーション能力・
国際感覚など実践的技術者としての資質を養う教育を実施している。 
 
４．電子制御工学科 
教育目標 

専門基礎科目を通じて本学科導入教育を行い基礎学力の充実を図る。専門科目では基礎学力を補完し専門分野の
知識・技術を修得させる。専門応用科目では電子・計測・制御・情報分野の既存知識と最新知識を習得させ、卒業
研究、輪講を通じて自立能力、解決能力、創造能力、発表能力、実践能力等の育成を目指す。 
 
カリキュラム概要 

高度情報化社会を支える電子・計測・制御・情報などの工学分野で活躍できる技術者を育成することを教育目標
として、（１）低学年で開講する専門基礎科目（電子制御基礎、コンピュータ基礎、システム演習、電気回路、プロ
グラム、工学実験等）を通じて、電子制御工学科への興味を育成しつつ本学科への導入教育を行う。特に基礎学力
の充実を図り、専門応用科目の習得への基礎を確立する。（２）中学年で開講する専門科目（応用物理、電磁気、電
子回路、コンピュータ、プログラム、電子制御基礎、システム演習、工学実験等）では、繰り返し復習を行うこと
で基礎学力の補完および更なる向上に努めながら、専門応用科目の導入教育を行う。（３）高学年で開講する専門応
用科目(電子工学、デジタル工学、計測工学、制御工学、ソフトウエア工学、情報工学、電磁工学、量子工学、シス
テム工学等)では、目標とする技術者として必要な電子制御工学分野に関する既存知識のみならず最新知識をも習得
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させる。また、自立能力、解決能力、発表能力、創造能力、実践能力、倫理能力等の育成を卒業研究、輪講、専門
座学を通じて達成していく。 
 
５．物質工学科 
教育目標 

新素材、化成品、生体物質等の関連分野で活躍する人材の育成を目指す。専門基礎、実験科目により化学と工学
の基礎を習得させ、その上に材料や生物の専門的内容を選択させて、関連する学力の向上を図る。最終学年では教
員の直接指導により、発表能力を向上させ創造的な卒業研究の完成を目指す。 
 
カリキュラム概要 

物質工学科では，１年から 3 年次までに無機化学・有機化学・物理化学・生物化学・化学工学などの基礎教育を
修得させ，4 年次以降の高度な専門的内容に対応できる基礎力を付ける．4 年次では物質(材料化学)コース(必修科
目：材料工学・化学装置工学・高分子材料・表面工学・工業材料・材料化学実験)と生物(生物工学コース)(必修科
目：微生物工学・酵素工学・生物有機化学・生物反応工学・細胞･遺伝子工学・生物工学実験)にコース分けされて
おり，学生の希望に応じてコース選択できるように配慮されている．しかし，コース分けにより学生の専門知識が
極端に偏らないように 4 年～5 年次には，コース共通の選択科目が設けられており，各コースの学生が材料化学系科
目及び生物工学系科目を自由に選択できるように設定されている． 
 
６．建築学科 
教育目標 

低学年からの実習を通じて建築学の基本を習得させ、建築学と工学の基礎学力の向上のみならず、プロジェクト
の企画能力の育成を目指す。高学年では専門基礎科目の習得の重要性を強く認識させ、最終学年の卒業研究を通じ
て、建築学の諸分野においで活躍できる、創造性と問題解決能力およびコミュニケーション能力を有する実践的技
術者の育成を目指す。 
 
カリキュラム概要 
 建築学科における専門科目の教育内容は、｢計画｣、｢歴史・意匠｣、｢環境・設備｣、｢構造｣「材料・施工」、｢工学
基礎｣の六つの分野と、これらの知識を総合化し建築空間としてまとめあげる｢建築設計・製図｣の合計七つの柱から
成り立っており、それぞれを段階的に配列している。 
ａ）建築学の導入部分として、１学年で学科教員が分担して建築学の全般を紹介する「建築概論」を通じて、さら
に建築設計製図の基本である「図学」、｢建築製図Ⅰ｣の早い時期からの実習を通じて、建築の基本を習得させる。
２学年で、建築物の構成を学ぶ｢建築一般構造｣と建築構造の基本である「建築構造力学Ⅰ」を配し、また、「建築
製図Ⅱ」において創造性とモノづくりの実践を交えたワークショップを配し、これらの科目の習得により建築学と
工学の基礎学力の向上を目指す。 
ｂ）高学年の４，５学年では、３学年までの基礎科目および専門基礎科目の習得の重要性を強く認識させ、建築学
諸分野の計画、歴史･意匠、環境･設備、構造、材料・施工、設計等の専門学力の向上を目指す。ｃ）４学年に｢イン
ターンシップ｣を配し、学生の積極的な参加を推奨する。ｄ）５学年の｢卒業研究｣を通じて、各学生が各々の個性に
あう分野で創造力と問題解決能力およびコミュニケーション能力を発揮できる実践的技術者の養成を目指す。 
 

（出典：平成２１年度学生便覧及び各学科資料） 

 

（評価結果） 

 学科の構成は高等専門学校設置基準に沿っている。一般科と各専門学科の教育内容はバランスが取

れており、本校の教育目標実現のために適切な教育課程が編成されている。以上のことから、学科の

構成は教育の目的を達成するうえで適切なものとなっている。 
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２-１-②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上で適切な 

ものとなっているか。 

（状況） 

 専攻科課程には、準学士課程の機械工学科、電気情報工学科、電子制御工学科を基盤とする電子シ

ステム工学専攻、物質工学科を基盤とする物質工学専攻、建築学科を基盤とする建築学専攻の３専攻

が設置されている(資料２-１-②-１)。各専攻は専攻科教育目標を達成するためにそれぞれの分野の特

色を踏まえた教育目標(資料２-１-②-２)を定め、それに沿った教育課程を編成し、より高度な専門知

識と技術を身に付けた開発型技術者の養成を行っている。一例として建築学専攻の学年別配当単位数

表を資料２-１-②-３に示す。 

資料２-１-②-１：専攻科の構成・定員 

 
小山工業高等専門学校学則 
第８章 専攻科 

第４１条 専攻科の専攻及び入学定員は次のとおりとする。 

学   科 入学定員 

電子システム工学専攻 12 人 

物 質 工 学 専 攻 4 人 

建 築 学 専 攻 4 人 

 
（出典：平成 21 年度学生便覧 p.14） 

資料２-１-②-２：各専攻の教育目標 

 

＜電子システム工学専攻＞ 

機械系、電気・電子・情報系準学士課程の各専門性を深めつつ、技術の複合化・高度化の進む産業社会の構造に

適した知識や技術を講義・演習・実験を通じて修得させる。具体的には、産業機械のロボット化技術、情報通信シ

ステム、計測制御システム、光・電子デバイス等の高度化した技術の基礎および応用力の修得を目指す。また、特

別研究に加え実務研修（インターンシップ）・ゼミナールを通じて、研究目標に関する課題の提起・研究の実施と結

果の評価および成果の分析までを自ら遂行する能力を養い、チャレンジ精神とリーダーシップを有する開発型技術

者の育成を目指す。 

＜物質工学専攻＞ 

化学を基礎として材料工学、生物工学、及び化学工学等の諸分野に柔軟に対応できる基礎学力を養成し、それら

を発展させた専門知識および技術の修得を目指す。また、特別研究に加え実務研修（インターンシップ）・ゼミナー

ルを通じて、研究目標に関する課題の提起・研究の実施と結果の評価および成果の分析までを自ら遂行する能力を

養い、チャレンジ精神とリーダーシップを有する開発型技術者の育成を目指す。 

＜建築学専攻＞ 

建築学の諸分野である計画･意匠、構造･材料、環境･設備、設計、まちづくり等に柔軟に対応できる基礎学力を講

義・設計を通じて修得させ、それらを発展させた専門知識および技術の修得を目指す。また、特別研究に加え実務

研修（インターンシップ）を通じて、研究目標に関する課題の提起・研究の実施と結果の評価および成果の分析ま

でを自ら遂行する能力を養い、チャレンジ精神とリーダーシップを有する開発型技術者の育成を目指す。 

 

（出典：平成21年度学生便覧p.29） 
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（評価結果） 

 専攻科の構成は、準学士課程の学科を基盤とする３専攻からなり、高度な専門知識・技術の教育を

実現するものになっている。専攻科の目的・内容は学校教育法（第119条）の規定に適合しており、本

校の教育目標を達成する上で適切なものとなっている。 

資料２-１-②-３：専攻科の学年別配当単位数（建築学専攻） 

 

建築学専攻

１年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期
応 用 英 語 １ 選択 2 2
応 用 英 語 ２ 選択 2 2
日 本 語 概 説 選択 2 2
技 術 者 倫 理 必修 2 2

8 4 2 2

複 素 関 数 論 選択 2 2
応 用 解 析 学 選択 2 2
応 用 科 学 選択 2 2
建 築 数 学 選択 2 2

8 2 6

ま ち づ く り 論 選択 2 2
近 代 建 築 思 潮 史 選択 2 2
文 化 財 保 存 論 選択 2 2
地 域 施 設 計 画 論 選択 2 2
居 住 地 計 画 論 選択 2 2
環 境 デ ザ イ ン 論 選択 2 2
設 備 シ ス テ ム 論 選択 2 2
合 成 構 造 論 選択 2 2
建 築 耐 震 設 計 論 選択 2 2
建 築 構 造 解 析 学 選択 2 2
都 市 防 災 論 選択 2 2
バリアフリー・デザイン論 選択 2 2
建 築 弾 塑 性 力 学 選択 2 2
建 築 高 機 能 材 料 工 学 選択 2 2
シ ス テ ム デ ザ イ ン 必修 2 2
電 子 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
工 学 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
産 業 財 産 権 必修 2 2
プ ロ ジ ェ ク ト デ ザ イ ン 必修 2 2
環 境 技 術 必修 2 2
経 営 学 必修 2 2
科 学 技 術 史 選択 2 2
プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 論 選択 2 2
地 域 設 計 １ 選択 2 2
地 域 設 計 ２ 選択 2 2
建 築 Ｃ Ａ Ｄ ・ Ｃ Ｇ 選択 2 2
特 別 研 究 必修 14 2 6 6
実 務 研 修 必修 2 2
専 門 科 目 開 設 単 位 計 68 22 18 18 10
専 門 科 目 修 得 単 位
開 設 単 位 合 計 84 28 26 20 10
修 得 単 位 合 計

授業科目
必 修 選 択
の 別

単位数
学年別配当

備考

一般科目

一般科目開設単位計
一般科目修得単位 ６単位以上修得

４８単位以上修得

６２単位以上修得

専 門 基 礎
科 目

専門基礎科目開設単位数
専門基礎科目修得単位数 ４単位以上修得

専 門 科 目

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.32） 
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２-１-③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成する上で適 

切なものとなっているか。 

（状況） 

本校には全学的センターとして図書情報センター、情報科学教育研究センター、地域連携共同開発

センター、ものづくり教育研究センターの４つが設置されている。 

 

A．図書情報センターは、本校における図書、辞書・辞典類、雑誌などの文書文献及び視聴覚資料を管

理し、学生その他利用者の知識・教養を高めるとともに、教育・研究・調査等に寄与し、もって

図書館活動の健全な発展を図ることを目的として設置された。当センターは学生の日常の学習や

課題､卒業研究、特別研究などのための文献資料を提供するとともに、閲覧室などが学生の学習

の場として活用されている（資料２-１-③-１～３）。 

 

B．情報科学教育研究センターは、本校における情報処理教育・研究を推進すると共に、学外の諸機関

との連絡・調整及び情報ネットワークの管理運営を目的として設置された。当センターは本校の教

育目標のひとつである高度な実践的・開発型技術者を育成するための情報教育や卒業研究、特別

研究の場を提供し、教育活動の支援を行っている(資料２-１-③-４～８)。 

 

C．ものづくり教育研究センターは、総合的なものづくり教育・研究を実施するために、学内共同利用

施設として設置された。当センターは、安全性を重視した実習教育や工学実験、研究活動を支援する

ための学内共同利用施設である。実習では機械工学科の１～３年、電気情報工学科の２年の学生が基

本的な工具類の安全で正しい使用方法を学び、最新のCNC工作機械による高度な加工方法までを習得す

る。また、当センターでは卒業研究における実験装置の制作、ロボコンやエコランカー製作等の課外

授業の場としても活用されている（資料２-１-③-９～11）。 

 

D．地域連携共同開発センターは、本校における先端技術の実践、教育・研究並びに地域企業など民間

機関との共同研究や技術交流などを総合的に推進するために設置された。特に、本校における学内共

同研究の推進及び実践的・開発型技術者の育成に関しては大きな教育的役割りを果たしている(資料２

-１-③-12～18)。 

 

資料２-１-③-１：図書情報センター規程 
 
小山工業高等専門学校図書情報センター規程 
 
制  定 平成１６年４月１日 
 
 （設置） 
第１条 小山工業高等専門学校学則第１１条の規定に基づき小山工業高等専門学校図書情報センター（以下
「図書情報センター」という。）を置く。 
 （目的） 
第２条 図書情報センターは、学生その他利用者の知識・教養を高めるとともに、教育・研究・調査等に寄
与し、もって図書館活動の健全な発展を図ることを目的とする。 
第３条 図書情報センターは、次の資料を管理する。 
 一 一般図書 
  二  貴重図書 
  三  辞書、事典類 
  四  視聴覚資料 
  五  新聞、雑誌等定期刊行物 
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 （利用者） 
第４条  図書情報センターを利用できる者は、次に掲げる者とする。 
  一  本校の学生 
  二  本校の教職員及び名誉教授 
  三  本校以外の者で図書情報センターの利用を申し出た一般の利用者 
 （開館時間及び閉館日） 
第５条  図書情報センターの開館時間は、毎日午前９時から午後５時までとする。ただし、 次の各号に掲げる日
は閉館とし、臨時の閉館等についてはその都度定める。 
  一  国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する休日 
  二  土曜日・日曜日 
  三  年末年始（12 月 28 日から翌年１月４日まで） 
２  前項の規定にかかわらず、時間外開館については、別に定める。 
 （図書情報センター長） 
第６条  図書情報センターには図書情報センター長を置く。 
２  図書情報センター長は、校長が任命する。 
３  図書情報センター長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
４  図書情報センター長は、校長の命を受けて次の事項を掌理する。 
 一  学生の図書情報センター利用を推進するとともに、図書情報センター資料の整備に関すること。 
  二  図書情報センター整備計画及びその達成に関すること。 
  三  図書情報センター運営委員会に関すること。 
  四  その他図書館活動に関すること。 
 （図書情報センター運営委員会） 
第７条  図書情報センターの円滑な管理運営及び著作権等に関する諸問題を処理するため、校長の諮問機関として
図書情報センター運営委員会を置く。 
２  図書情報センター運営委員会に関する必要事項は、別に定める。 
 （閲覧及び貸出） 
第８条  図書情報センターに備え付けの開架資料は、自由に閲覧することができる。 
２  図書情報センターの資料は、無断で館外に持ち出してはならない。 
第９条 資料の館外貸出（以下「貸出」という。）は通常貸出、一夜貸出、卒研貸出及び長期貸出に分け、貸出冊
数及び期間等は次のとおりとする。 
 一  通常貸出  図書  １人３冊    ２週間 
                 雑誌  １人２冊    ２週間 
 二 一夜貸出  １人１冊  辞書、事典を放課後から翌朝まで（冊数は通常貸出に含む。） 
 三  卒研貸出    卒研生 専攻科生  １人３冊    １ヵ月 
  四  長期貸出    図書  １人３冊    長期休業中（春季、夏季、冬季、学年末） 
                 雑誌  １人２冊    長期休業中（春季、夏季、冬季、学年末） 
２  教員には、教員当たり積算の運営費交付金で購入した資料及び事務用図書費で購入した資料に限り、前項の規
定にかかわらず長期貸出を認める。 
３  第４条第３号の者は、所定の手続きを行うものとする。 
第１０条  次の資料は、原則として貸出を行わない。ただし、特に校長の許可を得た場合は、この限りではない。 
 一  貴重図書 
  二  新着雑誌 
 三 視聴覚資料 
第１１条  貸出中の資料は、必要に応じて点検し、又は返納させることがある。 
 （規律） 
第１２条 貸出を受けた資料は、転貸してはならない。 
第１３条 資料を汚損し、又は紛失したときは、同一資料を弁償しなければならない。ただし、同一資 料が入手
困難な場合は、相当の代価をもって弁償するものとする。 
第１４条 図書情報センター長は、この規程に違反した者には、閲覧又は貸出を停止することができる。 
 （雑則） 
第１５条 利用者の閲覧に供するため、図書情報センター資料の目録及びこの規程を常時閲覧室内に備え付けるも
のとする。 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料２-１-③-２：蔵書構成表 

                                   平成 22 年 3 月 31 日現在  

  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

計 
総記 哲学 歴史 

社会 

科学 

自然 

科学 
工学 産業 芸術 語学 文学 

学

生

用 

和書 2,431  1,705  4,166  4,106  13,502  20,725  637  2,698  2,996  6,142  59,108  

洋書 179  12  27  48  905  750  5  29  916  267  3,138  

小計 2,610  1,717  4,193  4,154  14,407 21,337  642  2,727  3,912  6,409  62,246  

教

員

用 

和書 427  783  1,609  1,300  2,061  4,518  236  688  1,147  1,346  14,115  

洋書 18  4  16  14  303  596  1  15  491  90  1,548  

小計 445  787  1,625  1,314  2,364  5,114  237  703  1,638  1,436  15,663  

合

計 

和書 2,858  2,488  5,775  5,406  15,563  25,243  873  3,386  4,143  7,488  73,223  

洋書 197  16  43  62  1,208  1,346  6  44  1,407  357  4,686  

小計 3,055  2,504  5,818  5,468  16,771  26,589  879  3,430  5,550  7,845  77,909  

割合(％) 3.9 3.2 7.5 7.0 21.5 34.2 1.1 4.4 7.1 10.1 100 

 

（出典：図書館管理システム） 

 

資料２-１-③-３： 学年別貸出数一覧 

                                                              平成 22 年 3 月 31 日現在  

   平成 19 年度  平成 20 年度 平成 21 年度 

  図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 

１年 489  20  509  1,313  45  1,358  890  16 606  

２年 503  14  517  750  5  755  1,210  46 1,256  

３年 1,004  87  1,091  1,468  114  1,582  1,708  177 2,293  

４年 1,741  131  1,872  1,741  127  1,868  2,558 250 2,808  

５年 1,353  29  1,382  1,250  46  1,296  1,317  88 1,405  

専攻１年 387  12  399  466  6  472  559   8 567  

専攻２年 205  7  212  218  2  220  226  12 238  

教職員 854  156  1,010  731  124  855  646  106 752  

一般 187  64  251  213  60  273  203  59 262  

名誉教授・他 26  0  26  80  14  94  4  0 4  

計 6,749  520  7,269  8,230  543  8,773  9,729  762 10,491 

                            （出典：図書館管理システム） 
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資料２-１-③-４：小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター規則 
 
制  定 平成 15 年４月１日 
最終改正 平成 19 年４月１日 
 （設置） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）における、情報処理教育・研究を推進すると共に、学外
の諸機関との連絡・調整及び情報ネットワークの管理運営を行うために、情報科学教育研究センター（以下「セン
ター」という。）を置く。 
 （業務） 
情報センターにおいては、次の各号に掲げる業務を行う。 
 一 情報センター内の施設・設備に関する管理運営及び保守に関すること。 
 二 情報ネットワークの管理運営及び保守に関すること。 
 三 情報処理及び関連技術に関する教育・研究及び助言を行うこと。 
 四 情報処理に関する外部機関との連絡・調整を行うこと。 
 五 情報処理に関連した公開講座の実施及び課外活動等の支援に関すること。 
 （センター長） 
第３条 情報センターに情報科学教育研究センター長（以下「センター長」という。）を置き、本校の専任教員の
うちから校長が任命する。 
２ センター長は、前条の業務を掌理する。 
３ センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任
期間とする。 
 （センター員） 
第４条 センターの管理運営を円滑に行うために情報科学教育研究センター員（以下「センター員」という。）を
置く。 
２ センター員は、センター長を補佐するとともに、第２条のセンター業務の企画立案及びその業務の遂行に当た
る。 
３ センター員は、本校の教職員のうちから校長が任命する。 
４ センター員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任
期間とする。 
（センター職員） 
第５条 情報センター担当の技術職員を技術室に置く。 
２ 技術職員は、センター長の指示を受けて、センター員とともに第２条のセンター業務の遂行及び援助を行う。 
 （運営委員会） 
第６条 情報センターの管理運営に関する事項を審議するため、情報科学教育研究センター運営委員会（以下「委
員会」という。）を置く。 
２ 委員会に関する必要な事項は、別に定める。 
 （事務） 
第８条 情報センターに関する事務は、技術室第２グループが行う。 
 

                       (出典：小山高専ＨＰ) 

資料２-１-③-５：情報科学教育研究センター組織図 

情報科学教育研究センター運営委員会

情報科学教育研究センター

情報ネットワーク室

情報ネットワーク支線管理者連絡会

情報科学教育研究センター組織図

 

                     

(出典：情報科学教育研究センター運営委員会議事要録) 



２章 

 - 32 - 

 

資料２-１-③-７：部屋別利用状況 〔情報科学教育研究センター〕 
 
部屋名称  情報センター第１演習室 【平成２１年度前期】 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

1 
１Ｃ 情報処理実習（渥美） １Ｅ 電気電子製図（大嶋） 

 ５Ａ （講Ａ）構造設計（山

本・高橋） 
２Ｅ 情報工学Ⅱ（正本） 

2  

3 
３E 情報工学Ⅲ（今成） 

 ３A 情報処理Ⅱ（山本・川

上） 
３M 機械設計製図Ⅰ（川村） ２A 情報処理Ⅰ（大島）  

4  

5   

5E（実）コース別実験（中山・

石原・森） 

１E 情報工学Ⅰ（正本）  5E（実）コース別実験（中山・

石原・森） 

２M 情報処理（山下） 

  
6 

3M 工作実習（北條） 7   

8      

 
【平成２１年度後期】 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

1 
3E 情報工学Ⅲ（今成） １E 電気電子製図（大嶋） 

 
2M 機械設計製図（川村） 2A 情報処理Ⅰ（佐藤） 

2  

3 
４M 機械設計製図Ⅱ（北條）  

 
２M 情報処理（山下） ２E 情報工学Ⅱ（正本） 

4  

5 
  

3M 工作実習（北條） 

5M 機械設計製図Ⅲ（菊池・

小林（一）・川村） 

１E 情報工学（正本）  
３E 数値計算法（北城） 

6   

7   
２D プログラムⅣ（平田） 

 

8      

 
部屋名称  情報センター第２演習室 【平成２１年度前期】 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

1 １D コンピュータ基礎（平

田） 

 
３D プログラムⅢ（平田） ４M（講 A）数値解析（山下） 

５D 工学実験(西野・伊藤・

金野・久保) 2  

3 ５D（講 A）ソフトウェア工

学Ⅲ（南斉） 

  
２C 電子計算機実習（武） 

 

4    

5 ４D ソフトウェア工学（南

斉） 5D（実）工学実験（西野・伊

藤・金野・久保） 

 ４D 工学実験（南斉・渡邉・

笠原・市村） 

  

6    

7 
２D プログラムⅠ（南斉） 

    

8     

 
【平成２１年度後期】 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

1 
２D プログラムⅡ（南斉） 

 ４D ソフトウェア工学Ⅱ

（市村） 
２C 電子計算機実習（武） ５E 集積回路設計（今成） 

2  

3 
１D システム演習（久保） ５D 輪講（全員） 

   
１C 情報処理演習（渥美） 

4   

5   
４E 情報工学Ⅳ（森（大）） 

 
４D 工学実験（南斉・渡辺・

笠原・市村） 

 

6 
３D コンピュータ（南斉） 

  

7 4M 機械設計製図 II 42人（川

村） 

情報センター会議等情報セ

ンター関連各 

 

8     
 

 

資料２-１-③-６：情報センターを利用した研究 
 
情報センターを利用した研究には次のものがある。 
１．平成２１年度機械工学卒業研究「歩行を補助するロボットの製作（ハーネスについて）」 
 

                 （出典：情報科学教育研究センター運営委員会議事要録） 
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部屋名称  情報センター第３演習室 【平成２１年度前期】 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

1    ５E（講 A）ディジタル回路

（今成） 

 

2     

3    
１SS 専攻実験（各教員） 

 

4     

5  

５E（実）コース別実験（中

山・石原・森） 

   

6     

7     

8     

 
【平成２１年度後期】 

 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

1 
５E 信号処理（正本） 

    

2     

3      

4      

5  
１SS 情報科学（市村） 

 

4E コース別実験（森・甲斐・

中山・千田） 

 

6    

7  4E コース別実験（森・甲斐・

中山・千田） 

  

8    

 

（出典：特別教室時間割表） 

 

資料２-１-③-８：情報科学教育研究センターの時間外利用状況 
【学年別利用状況】                                単位：人 

年 月 
本科 専攻科 

計 
1 2 3 4 5 1S 2S 

2009 11 4 9 7 1    21 
2009 10 2 3 4 3 1   13 
2009 9        0 
2009 8        0 
2009 7 5 3 2 1 1   12 
2009 6 8 12 6  1   27 
2009 5 8 2 4 1    15 
2009 4 10 3 5 1 1   20 

計 37 32 28 7 4 0 0 108 
 
【曜日別利用状況】 

年 月 
曜日 

計 
日 月 火 水 木 金 土 

2009 11   4 6 8 3  21 
2009 10  2 2 4 1 4  13 
2009 9        0 
2009 8        0 
2009 7  2 1  7 2  12 
2009 6  5  13 3 6  27 
2009 5  1 5 6 2 1  15 
2009 4  9 1 5 5   20 

計 0 19 13 34 26 16 0 108 
 
【利用時間状況】 

年 月 

利用時間 

計 
0～30 分 

30 分 
～ 

1 時間 

1 時間 
～ 

1 時間 30 分 

1 時間 30 分 
～ 

2 時間 

2 時間 
～ 

2 時間 30 分 

2 時間 30 分 
～ 

3 時間 
3 時間以上 

2009 11 3 5   13   21 
2009 10 4 3 6     13 
2009 9        0 
2009 8        0 
2009 7 5 7      12 
2009 6 9 4 7  5  2 27 
2009 5 7 3 5     15 
2009 4 13 5 2     20 

計 41 27 20 0 18 0 2 108 

 

（出典：情報科学教育研究センター資料） 
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資料２-１-③-９：小山工業高等専門学校ものづくり教育研究センター規則 
 

                          制  定 平成 15 年４月１日 
                          最終改正 平成 16 年４月１日 

(設置) 
 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、総合的なものづくり教育・研究を実施するために、学内共同
利用施設としてものづくり教育研究センター（以下「センター」という。）を置く。 
 （業務） 
 センターにおいては、次の各号に掲げる業務を行う。 
 一 センターにおける学生の教育指導に関すること。 
 二 ものづくりに関する技術の研究・開発及び普及に関すること。 
 三 センターを利用した公開講座の実施に関すること。 
 四 センターを利用するにあたっての技術支援に関すること。 
 五 センターの機械・機器類・諸材料の運用及び保守に関すること。 
 六 その他必要と認めること。 
 （センター長） 
 センターにものづくり教育研究センター長（以下「センター長」という。）を置き、 
本校専任教員のうちから校長が任命する。 
２ センター長は前条の業務を掌理し、技術指導教員及び技術室長並びに第１グループ長との連絡調整に当たる。 
３ センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任
期間とする。 
 （センター員） 
センターの管理運営を円滑に行うためにセンター員を置く。 
２ センター員は、センター長を補佐するとともに、第２条のセンター業務の企画立案及びその業務の遂行に当た
る。 
３ センター員は、本校の教職員のうちから校長が任命する。 
 （センター職員） 

センター担当の技術職員を技術室に置く。 

２ 技術職員は、センター長の指示を受けて第２条の業務に従事する。 
 （設備担当者） 
センター設備の安全運用及び保全管理を行うために設備毎に設備担当者を設置する。 
２ 設備担当者は、技術職員のうちからセンター長が任命する。 
 （運営委員会） 
センターの運営に関する重要事項を審議するため、小山工業高等専門学校ものづく 
り教育研究センター運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

(出典：小山高専ＨＰ) 

資料２-１-③-10：平成２１年度ものづくり教育研究センター時間割 

前期 月 火 水 木 金 

１      

２      

３    ２E 電気情報工学実験（今成・

鈴木） 

 

４     

５      

６ ３M 工作実習（北條） ２M 工作実習（田中（好）  １M 工作実習（伊澤・川村）  

７   

８   

 

後期 月 火 水 木 金 

１      

２      

３      

４      

５ ３M 工作実習（北條）   １M 工作実習（伊澤・川村）  

６ ２M 工作実習（田中（好））   

７   

８     

 (出典：特別教室時間割表) 
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資料２-１-③-11：ものづくり教育研究センターを利用した卒業研究・特別研究一覧 
 
平成１９年度 
 卒業研究テーマ 

波状の管壁を有する管内流れの損失測定 
２色の LED を光源とした多重露光型 PIV の開発 
小型気泡ポンプの基本性能測定 
車椅子ゴルフ用台車の試作 
FB36 型 ACV の製作 
ベーストリガ型蒸気爆発の発生条件に関する研究 
蠕動運動移動体の製作研究 
多角マニュピレータの試作研究 
六脚歩行移動体の製作研究 
き裂治癒能力を有するジルコニアセラミックスの研究 
ステージⅠき裂除去による疲労寿命の向上に関する研究 
ショットピーニング SUS304SENB 試験片の疲労特性 
光塑性皮膜法における樹脂の配合と感度評価 
薄肉小径管の摩擦圧接技術 
超磁歪高速アクチュエータの研究 
スピンバルブ GMR 素子適用による角度高分解能回転センサーの研究 
バイオエタノール濃度センサーの研究 
機構を理解させるための教材の開発 ～高専の低学年向け～ 
アーク溶接時に発生するスパッタの付着に関する研究 
鉄スクラップ材の再利用に関する研究 
鋳物で作るハンドベルに関する研究 
磁気カップリング式非侵襲体内発電システムにおける新型発電機の開発 

 
 特別研究テーマ 

ショットピーニング SUS316SENB 試験片の疲労特性 
ねじ検査システムに関する研究 

 
平成２０年度 
 卒業研究テーマ 

薄肉小径管の摩擦圧接技術開発および強度評価 
弾塑性変形による残留応力が疲労限度に及ぼす影響 
V-A 型小型 ACV の運動特性 
狭窄部を有する管内流れの損失測定 
小型気泡ポンプの基本性能測定 ─揚水管直径および長さによる影響 
2 色の LED を光源とした多重露光型 PIV の開発 ─LED アレイ光源の製作 
粉体流出装置の基本設計 
グラスロック工法に使用される充填機の改良 
SV-GMR 素子適用による角度高分解能回転センサーの研究 
超磁歪素子適用による同軸倍変位アクチュエータの研究 
油性離型剤の付着性とライデンフロスト温度 
周期的圧力変動による膜沸騰蒸気膜の破壊 
羽ばたき飛行体の製作研究 
内燃機関性能試験装置の実験手順書の開発 
教材用スターリングエンジンの開発研究 
自作ハンドベルに関する基礎研究（機械加工のための設計方法の検討） 
自作ハンドベルに関する基礎研究（鋳造による製作方法の検討） 
アーク溶接時に発生するスパッタの付着に関する研究（付着基材が５０５２系における接触面
状態の観察） 
磁気カップリング式体内発電システムにおける発電機の改良 
磁性流体クラッチの基礎開発 
磁性流体を用いた人工筋肉型アクチュエータの基礎開発 

 
 特別研究テーマ 

ショットピーニング SUS316SENB 試験片の切欠効果とき裂進展解析 
２色の LED を光源とした多重露光型 PIV の開発 
キャプチャ機能付きフットペダルの鏡視下手術における有用性 
蠕動運動移動体の製作研究 
磁性流体を用いた人工筋肉型アクチュエータの基礎開発 

                    

(出典：ものづくり教育研究センター運営委員会資料) 
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資料２-１-③-12：小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則 

 
制  定 平成 20 年 4 月 1 日 

                             最終改正 平成 20 年 10 月１日 
（設置） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、産学官連携の拠点及び学内共同利用教育研究施設と
して、本校における教育･研究並びに地域企業等との共同研究や技術交流等を推進するとともに、地域との連携活動
を通して地域社会に貢献するために、地域連携共同開発センター（以下「センター」という。）を置く。 
（業務） 
第２条 センターにおいては、次に掲げる業務を行う。 
一 産学官連携に関すること。 
二 地域企業等との技術相談に関すること。 
三 共同研究、受託研究及び受託試験の実施に関すること。 
四 地域企業等と連携した共同教育の促進支援に関すること。 
五 学内共同研究の推進に関すること。 
六 公開講座に関すること。 
七 地域の教育文化活動及び生涯学習活動等の支援に関すること。 
八 センターの施設・設備の管理運営に関すること。 
九 その他センターが必要と認めたもの 
（部門） 
第３条 センターに業務遂行のための組織として、次の部門を置く。 
一 産学官連携部門 
二 研究開発部門 
三 教育文化活動支援部門 
（センター長） 
第４条 センターに、地域連携共同開発センター長（以下「センター長」という。）を置き、本校専任教員のうち
から校長が任命する。 
２ センター長は、第２条の業務を掌理する。 
３ センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任
期間とする。 
（部門長） 
第５条 第３条に定める部門ごとに部門長を置く。 
２ 部門長は、本校専任教員のうちから、校長が任命する。 
３ 部門長は、当該部門の業務を統括する。 
４ 部門長の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間
とする。 
（センター員） 
第６条 センターの業務を円滑に行うために、次の各号に掲げる地域連携共同開発センター員（以下「センター員」
という。）を置く。 
 一 各学科から各２名 
 二 一般科から２名 
 三 総務課長 
 四 評価・地域連携係長 
五 教育研究技術支援部技術長 
六 教育研究技術支援部技術室第３グループ長 
 七 その他校長が必要と認めた者 
２ センター員は、第２条に定める業務の企画立案及びその業務の遂行にあたる。 
３ センター員の所属部門は、センター長が別に定める。 
４ センター員は、校長が任命する。 
５ 第１項第１号、第２号及び第７号のセンター員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場
合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
（センター職員） 
第７条 センターに、センター担当の技術職員（以下「センター職員」という。）を置く。 
２ センター職員は、センター長の指示を受けて第２条の業務を遂行する。 
（設備担当者） 
第８条 センター設備の安全運用及び保全管理を行うために設備ごとに設備担当者を置く。 
２ 設備担当者は、本校の専任教員のうちからセンター長が依頼する。 
（運営委員会） 
第９条 センターの運営に関する重要事項を審議するため、小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター運営
委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会に関し必要な事項は、別に定める。 
（事務） 
第１０条 センターに関する事務は、総務課及び教育研究技術支援部の技術室第３グループが協力して行う。 
（雑則） 
第１１条 センターの利用に関し必要な事項は、別に定める。 
 

                       (出典：小山高専ＨＰ) 
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資料２-１-③-13：小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター運営委員会細則 
 

制  定 平成 20 年４月１日 
最終改正 平成 20 年 10 月１日 

（趣旨） 
第１条 この細則は、小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則（平成 20 年４月１日制定）（以下「規
則」という。）第９条第２項の規定に基づき、地域連携共同開発センター運営委員会（以下「委員会」という。）
の組織及び運営について定める。 
（組織） 
第２条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
一 地域連携共同開発センター長(以下「センター長」という。) 
二 規則第５条に規定する各部門長（以下「部門長」という。） 
三 規則第６条に規定するセンター員のうち、各学科及び一般科の専任教員各１名 
四 総務課長 
五 教育研究技術支援部技術長 
六 教育研究技術支援部技術室第３グループ長 
七 その他校長が必要と認めた者 
２ 前項第３号及び第７号の委員は、校長が任命する。 
３ 前項の委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任
期間とする。 
（委員長及び会議の開催） 
第３条 委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる。 
２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
３ 委員長に事故があるときは、委員長の指名する部門長がその職務を代行する。 
４ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させることができる。 
（審議事項） 
第４条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 
一 センターの管理・運営の基本方針に関すること。 
二 センターにおいて行う業務の企画立案及び実施計画に関すること。 
三 地域企業等他の機関とセンターとの連携協力に関すること。 
四 センターに係る規則、規程、細則等に関すること。 
五 その他センター長が必要と認めたこと。 
（委員会の事務） 
第５条 委員会に関する事務は、総務課及び教育研究技術支援部技術室第３グループが協力して行う。 
 

                       (出典：小山高専ＨＰ) 

 

資料２-１-③-14：地域連携共同開発センターの教育研究活動組織図 

 

技術者対象の 

公開講座実施 

 共同研究・受託研究の 

促進および技術相談の 
対応強化 

 産学官の連携強化 

シーズ発表会の開催 

 
 
 

 

各科教官との共同研究に
よる研究の活性化、 

研究年報の発行 

 学内共同研究施設 
地域連携共同開発センター 

 学生の開発型実践技術者
への育成・先端技術教育 

 

 
 
 

 

 

                     

(出典：地域連携共同開発センター運営委員会資料) 

工業安全確保のための新
機器や工業材料の開発 

ＩＴ化社会に関連した情
報通信および電子技術開

発 

環境問題に関連した環境
保全およびリサイクル技

術開発 

未来社会を考えた福祉防
災都市づくりの研究 
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資料２-１-③-15：小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター利用規程 
 

制  定 平成 20 年４月１日 
 
（趣旨） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則(平成 20 年４月１日制定)第 11 条の規
定に基づき、地域連携共同開発センター(以下「センター」という。）の利用に関し、必要な事項を定める。 
（利用資格） 
第２条 センターを利用することができる者は、次のとおりとする。 
一 本校の教職員 
二 本校の学生 
三 本校と共同研究などを行う民間企業等の研究員 
四 その他地域連携共同開発センター長（以下「センター長」という。）が小山工業高等専門学校地域連携共同開
発センター運営委員会（以下「委員会」という。）の議を経て適当と認めた者 
（利用の日時） 
第３条 センターを利用できる日及び時間は、次のとおりとする。 
一 利用できる日 月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日
及び年末年始（12 月 28 日から翌年の１月４日まで）を除く。） 
二 利用できる時間 ８時 30 分から 17 時まで 
２ 前項の規定にかかわらず、センター長は、特に必要と認めたときは、利用日時を変更することができる。 
（施設等の利用手続） 
第４条 センターの施設及び設備を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、あらかじめ別紙様式に定
める事項を記入し、センター内の技術管理室に提出しなければならない。 
（利用申請者） 
第５条 センターの施設及び設備の利用に関する申請者は、第２条第１号及び第３号に定める者とする。ただし、
プロジェクトとして許可された者は、年度当初に申請することにより当該年度内は、利用ごとの申請を省くことが
できる。 
（経費負担等） 
第６条 センターの設備の利用に係る経費は、原則として利用者の負担とする。 
第７条 センターの設備の取り扱い及び使用料に関する事項は、別に定める。 
（遵守事項） 
第８条 利用者は、センターの利用に当たっては、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 
一 センター長及び施設担当者並びに技術職員の指示に従うこと。 
二 センター内に教育・研究目的に使用する場合を除いて危険物を持ち込まないこと。 
三 センターの施設、設備、資料等を汚損し、又は破損しないこと。 
四 センター内の実験装置等の故障を発見した場合は、速やかにセンター長又は施設担当者に報告すること。 
五 その他、他の利用者の妨げとなる行為をしないこと。 
（利用の制限） 
第９条 センター長がセンターの管理運営上必要と認める場合は、センターの利用の一部又は全部を制限すること
ができる。 
（損害の弁償） 
第 10 条 利用者は、故意又は重大な過失により、施設、設備、資料等を汚損し、又は損傷したときは、遅滞なく
原状に復し、若しくはその損害を弁償しなければならない。 
（その他） 
第 11 条 この規程に定めるもののほか、センターの利用に関し必要な事項は、委員会の議を経て、センター長が定
める。 
 

                        (出典：小山高専ＨＰ) 
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資料２-１-③-16：地域連携共同開発センターを利用した教職員研究プロジェクト 

 
平成２０年度 
１．クレチアン摂取が長時間間欠的運動のパワー発揮に及ぼす影響 
２．単一過大荷重が疲労強度向上に及ぼす影響 
３．ショットピーニングステンレス丸棒試験片の疲労と切欠効果 
４．新機能性薄膜材料開発の基礎研究 
５．（１）アコーステック・エミッション法による先端材料の信頼性評価技術の開発 
  （２）マンマシンシステムにおける機能評価とヒトの感性との調和に関する研究 
６．沿面放電によるオゾン生成に関する研究（電極形状と放電発生領域の関係） 
７．光電変換素子を利用した制御法の容易な電力変換システムの開発 
８．固有ジョセフソン接合における磁束フロー発信現象の基礎研究 
９．ＨＩＤ（Human Interface Device）の開発  
１０．近赤外線分光器による男女識別 
１１．有害元素フリーの表面処理の検討 
１２．アミノ酸の近赤外吸収と光学分割の可能性 
１３．生体適合プラズマ溶射ハイドロキシアパタイト被覆剤に関する研究 
１４．メソ－2,4-ジメチルグルタルアルデヒドへのアンチ選択的求核付加 
１５．工業展開を目指した魚類由来コラーゲン関連物質の機能化と評価 
１６．多孔体作製における水酸アパタイト粒子の評価 
１７．ＩＣＰの初期操作マニュアルのフローチャート化とその運用評価 
１８．地域環境問題対応のための分析技術の検討（２） 
 
平成２１年度 
１．水中運動が高齢者の体力に及ぼす影響 
２．ジルコニアセラミックスのき裂治癒 
３．摩擦圧接薄肉小径管の接合強度評価 
４．透明導電性薄膜材料に対する新しい評価法に関する研究 
５．（１）アコースティック・エミッション法による先端材料の信頼性評価技術の開発 

（２）マンマシンシステムにおける機能評価とヒトの感性との調和に関する研究 
６. 光電変換素子を利用した直列接続方式チョッパ回路の開発 
７．ビスマス系超伝導体固有接合を用いた磁束フロー発振器の基礎研究 
８．ＨＩＤ（Human Interface Device）の開発 
９．近赤外線分光器による男女・年齢識別の検討 
１０．セレンフリー表面処理法(黒染め)の開発 
１１．生体適合プラズマ溶射ハイドロキシアパタイト被覆材に関する研究 
１２．ポリアスパラギン酸の加熱合成 
１３．メソ-2,4-ジメチルグルタル酸誘導体へのアンチ選択的非対称化 
１４．魚類由来コラーゲン誘導体の機能性工業材料への応用 
１５．走査型電子顕微鏡などによる粒径制御水酸アパタイトの評価 
１６．米ぬか廃水の効率的分解及び再資源化法の検討 
１７．ＩＣＰのオペレーション・トレーニングのノウハウとその評価 
１８．多種多様な分析要求に応える分析技術の基礎的研究 
 

(出典：地域連携共同開発センター運営委員会資料) 

 

資料２-１-③-17：地域連携共同開発センターを利用した卒業研究・特別研究 
 
平成１９年度（卒業研究） 
１．波状の管壁を有する管内流れの損失測定 
２．き裂治癒能力を有するジルコニアセラミックスの研究 
３．ステージⅠき裂除去による疲労寿命の向上に関する研究 
４．ショットピーニング SUS304SENB 試験片の疲労特性 
５．光塑性皮膜法における樹脂の配合と感度評価 
６．アーク溶接時に発生するスパッタの付着に関する研究 
７．鉄スクラップ材の再利用に関する研究 
８．インジウム・スズ酸化物薄膜に対する光電子分光研究 
９．新機能性酸化物薄膜の試作とその特性評価 
１０．近赤外線分光器による男女識別 
１１．鉛含有塗料廃棄物から金属鉛の回収に向けた基礎的検討 
１２．溶融塩薄膜下における Al 拡散浸透処理コーティングの耐食性評価 
１３．生体適合 HAp 被覆材の密着性に関する研究 
１４．生体適合性ハイドロゲル創製を目指した末端反応性 PMEA の合成 
１５．PEG グラフト鎖を有する PHEMA ハイドロゲルの調製と機能性評価 
１６．PHEMA セグメントを有する新しいブロックポリマーの合成と応用 
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平成１９年度（特別研究） 
１．ショットピーニング SUS316SENB 試験片の疲労特性 
２．多結晶 LaBaCaCu3O7-δ系の作製と超伝導特性評価 
 
平成２０年度（卒業研究） 
１．ショットピーニングステンレス SUS304 鋼 SENB 試験片の疲労と切欠効果 
２．ショットピーニングステンレス SUS304 鋼 SENB 試験片の疲労き裂進展評価 
３．単一過大荷重が疲労強度に及ぼす影響 
４．ZrO2 セラミックスの亀裂治癒能力に関する研究 
５．透明導電性酸化物薄膜の熱電材料としての評価 
６．稀土類 123 系高温超伝導体の揺らぎ伝導率解析による特性評価 
７．透明導電性酸化物薄膜の熱電材料としての評価 
８．稀土類 123 系高温超伝導体の揺らぎ伝導率解析による特性評価 
９．近赤外線分光器による男女識別 
１０．有害元素セレンフリーの表面処理の検討 
１１．鉛含有塗料廃棄物から金属鉛の回収に向けた基礎的検討(Ⅱ) 
１２．プラズマ溶射ハイドロキシアパタイト生体被覆材の開発 
１３．溶融塩薄膜下における Al 拡散浸透処理コーティングの耐食性評価 
１４．ホンモンジゴケの殺菌条件の検討と銅耐性評価 
１５．壁面緑化工法におけるコケ植物の適応性 
１６．医用材料として有用な末端反応性 PHEMA の精密合成 
１７．異なるグラフト鎖を同一分子中に有する新規グラフトポリマーの合成と応用 
１８．温度応答性と pH 応答性を有する新規グラフト-ブロックポリマーの合成と応用 
１９．末端にカルボキシル基と重合基を有するヘテロ PEG マクロモノマーの新規合成反応 
２０．α-アミノオキシカルボン酸合成法の改良 
２１．ホモキラルペプチドとヘテロキラルペプチドの合成と物性比較 
 
平成２０年度（特別研究） 
１．ショットピーニング SUS316SENB 試験片の切欠効果とき裂進展解析 
２．(Pb,Cu)Sr2(Y,Ca)Cu2Oz 系セラミクスの熱電効果と電気伝導特性 
３．溶融塩薄膜下における Al 拡散浸透処理コーティングの耐食性評価 
４．金属基プラズマ溶射ハイドロキシアパタイト生体被覆材の開発とその耐久性評価 
５．PHEMA マクロモノマーの精密合成と新規グラフト型ハイドロゲルの創製と応用 
 
平成２１年度（卒業研究） 
１．オーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展とき裂形状評価 
２．オーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展とき裂先端開口角評価 
３．摩擦圧接薄肉管の接合部近傍の機械的特性評価 
４．A7075 微小き裂材に及ぼす単一過大荷重効果による影響 
５．ZrO2 セラミックスの治癒可能な最大き裂寸法及び治癒部の疲労特性に関する研究 
６．熱電特性から観た稀土類系セラミクス材料の物性 
７．新高温超伝導体 Y3Ba5Cu8O18 の作製と特性評価 
８．スピンコート法によるインジウム・スズ酸化物薄膜の試作と光・電子特性評価 
９．近赤外線分光器による男女識別 
１０．魚類由来コラーゲン誘導体の新規架橋剤の開発と応用 
１１．カルボキシル基を有するヘテロテレケリック PEG の合成 
１２．生体適合性を有する新規ブロックポリマー（PEG-b-PMEA）の合成 
１３．刺激応答性を有する機能性ハイドロゲルの調製と評価 
１４．超臨界二酸化炭素環境下における無電界メッキの検討 
１５．プラズマ溶射法による生体適合ハイドロキシアパタイト被覆材の作製 
１６．α-アミノオキシカルボン酸誘の合成経路の検討 
 
平成２１年度（特別研究） 
１．インジウム酸化物薄膜の光・電気・熱電特性に対する不純物効果 
２．電子デバイス材料に対する熱電効果測定による特性評価 
３．温度応答性と pH 応答性を有する新規グラフト-ブロックポリマーの合成と応用 
４．医療用ハイドロゲルへの応用を目指した末端反応性マクロモノマーの合成と応用 
 

（出典：地域連携共同開発センター運営委員会資料） 
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資料２-１-③-18：地域連携共同開発センター設備機器一覧 
 

設備機種名 規格 機器の説明 
分析電子顕微鏡 日本電子製・max80 万倍 

JEOL 100CXⅡ 

Na 以上の原子量の元素分析が可能 

走査型電子顕微鏡 

 

日本電子製・max20 万倍 

JEOL T-300 

低倍から高倍までの画像が簡易に得られる。 

２０㌧疲労試験機 島津製作所製・max20 ㌧ 
EHF-EA20 

動的静的試験が可能。疲労試験 
クリープ試験等 

５㌧疲労試験機 
 

島津製作所製･max5 ㌧ 
EHF-EA5 

動的静的試験が可能。疲労試験、クリープ試験等 

１㌧疲労試験機 島津製作所製・max1 ㌧ 
EHF-EA1 

動的静的試験が可能。疲労試験、クリープ試験等 

曲げ捻り試験機 
 

島津製作所製・TB―10B 
1000rpm 

簡易な疲労試験に最適 

核磁気共鳴装置 日本電子製・ex-270 適当な溶媒に可溶な物質の構造等の分析が可能 

リサイクル分取液体クロマトグ

ラフ  

日本分析工業製 LC-908 示差屈折計及び紫外線よる検出が可能 

オージェ電子分光分析装置 島津製作所製 ESCA-750 光電子のエネルギー分布を測定し，その物質の化

学結合に関するデータを得る 

ＩＣＰ発光分光分析装置 セイコー電子工業製・sps1200AR 無機・有機物の微量元素分析が可能 

極低温クライオスタット 太陽計測（株）製 超伝導体の臨界温度（15~300K）を測定 

プラズマ容赦装置 
 

 

プラズマダイン社製 SG-100 ｱﾙｺﾞﾝやﾍﾘｳﾑｶﾞｽをﾌﾟﾗｽﾞﾏ化し、高融点粉体を導入、
溶射し、基材に吹きつけ、表面をｺｰﾃﾝｸﾞする 

超高温ホットプレス 島津製作所製 VHL-GR18/15 セラミックの製造装置、max20 ㌧のプレスで、
2000℃で焼結。 

薄膜Ｘ線回折装置 マックサイエンス社製 MXP-3V Ｘ線を試料に当て、回折散乱線を計測し、構造解
析が可能 

デジタルマイクロ顕微鏡 
 

ハイロックス社製 200~2500 倍 
KH-2､90 万画素 

深い被写界深度で、鮮明な立体画像が可能 

近赤外分析計 東陽テクニカ製 HN1100 型 電磁波を可変振動させて定量分析ができる 

 
（出典：小山高専ＨＰ） 

 

（評価結果） 

 いずれのセンターも卒業研究・特別研究及び教員の研究などに全学的に活用され、教育目標達成の

ために成果をあげている。特に図書情報センターは本校における蔵書と文献資料を納めた教育研究の

資料センターとなっており、また情報科学教育研究センターは本校の情報教育の全学的な中心であり、

ものづくり教育研究センターは実習教育や課外授業の場として有効に活用されている。さらに、地域

連携共同開発センターは地域の企業との連携の中で技術者教育を効果的に行うという役割も果たして

いる。 
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２-２-①： 教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制及び教育課程を有効に展開するた 

めの検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る重要事項を審議するなどの必要な 

活動を行っているか。 

（状況） 

本校における教育課程全体を企画調整するための組織として準学士課程については教務委員会が、

専攻科課程については専攻科委員会が設置され、毎月開催されている。 教務委員会は校長補佐（教

務担当）、教務補佐、各学科からの代表、学生課長及び教務係長から構成され、校長補佐(教務担当)

がこれを統括する(資料２-２-①-１)。専攻科委員会は専攻科長、各校長補佐、各専攻主任、各専門学

科及び一般科で専攻科を担当する教員各１名、学生課長から構成され、専攻科長がこれを統括する(資

料２-２-①-２、３)。両者とも構成・規模は全学的な意見を集約するのに適切なものであり、それぞ

れ教育課程全体にかかわる企画調整や重要事項の審議などを行っている(資料２-２-①-４、５)。教務

委員会及び専攻科委員会において審議された内容は運営会議(資料２-２-①-６)で協議され、校長の決

定を経て各学科各専攻において実施に移される(資料２-２-①-７)。 

 

資料２-２-①-１：小山工業高等専門学校教務委員会規程 
 
小山工業高等専門学校教務委員会規程 
制  定 昭和４２年４月１日 
最終改正 平成２２年４月１日 
（設置） 
第１条 小山工業高等専門学校に、小山工業高等専門学校教務委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（組織） 
第２条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 副校長（教務主事） 
二 教務主事補 
三 各学科長 
四 学生課長 
五 その他校長が必要と認めた者 
２ 委員会に委員長を置き、副校長（教務主事）をもって充てる。 
（審議事項） 
第３条 委員会は、校長の諮問に応じ次の各号に掲げる事項を審議する。 
一 教育課程の編成及び改廃に関すること。 
二 授業時間割の編成に関すること。 
三 学校の行事に関すること。 
四 入学者の選抜に関すること。 
五 学生の試験に関すること。 
六 教育改善に関すること。 
七 その他教務に関すること。 
（会議） 
第４条 委員会は、副校長（教務主事）が招集し、その議長となる。 
第５条 委員会は、必要に応じ委員以外の者を出席させることができる。 
 （時間割編成専門部会） 
第６条 委員会に授業時間割の編成作業等を実施するため時間割編成専門部会を置く。 
２ 時間割編成専門部会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 教務主事補から１名 
二 各学科及び一般科から各２名 
３ 前項の構成員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
４ 欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
５ 時間割編成専門部会に部会長を置き、委員長が指名する。 
（ｅ-learning 専門部会） 
第７条 教務委員会にｅ-learning の活用と推進を図るため、ｅ-learning 専門部会を置く。 
２ ｅ-learning 専門部会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 教務主事補から１名 
二 各学科及び一般科から各１名 
三 技術室から１名 
四 その他校長が必要と認めた者 
３ 前項の構成員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
４ 欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
５ ｅ-learning 専門部会に部会長を置き、委員長が指名する。 
６ ｅ-learning 専門部会は、次に掲げる事項を所管する。 
一 ｅ-learning の活用と推進に関すること。 
二 教材資料作成室の運用に関すること。 
三 教材資料作成室の設備・備品等の管理に関すること。 
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四 ｅ-learning に係わる機器等の整備に関すること。 
五 その他ｅ-learning の運用等に関すること。 
（事務） 
第８条 委員会及び専門部会に関する事務は、学生課教務係において処理する。 

                          (出典：小山高専ＨＰ) 

 

資料２-２-①-２：小山工業高等専門学校専攻科運営規則 

 
小山工業高等専門学校専攻科運営規則 

制  定 平成 11 年４月１日 
最終改正 平成 19 年４月１日 

 （趣旨） 
第１条 この規則は、小山工業高等専門学校学則第 49 条の規定に基づき、専攻科の組織及び運営に関し必要な事項を定めるもの
とする。 
 （専攻科長） 
第２条 専攻科に、専攻科長を置く。 
２ 専攻科長は、校長の命を受け、専攻科に関する事項を掌理する。 
３ 専攻科長は、専攻科を担当する教授の中から、校長が選任する。 
４ 専攻科長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、専攻科長に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間
とする。 
 （専攻主任） 
第３条 専攻毎に専攻主任を置く。 
２ 専攻主任は、専攻科長の職務を助け、専攻の運営に関することを総括する。 
３ 専攻主任は、専攻を担当する教授または准教授の中から、専攻科長の推薦に基づき、校長が指名する 
 （専攻科委員会） 
第４条 専攻科に、校長の諮問に応じて、専攻科に関する基本的事項を審議し、その円滑な運営を図るため、小山工業高等専門
学校専攻科委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会に関し必要な事項は、別に定める。 
 （雑則） 
第５条 この規則に定めるもののほか、専攻科の運営に関し必要な事項は、委員会の議を経て校長が定める。 
 

                           (出典：小山高専ＨＰ) 

 

資料２-２-①-３：小山工業高等専門学校専攻科委員会規則 

 
小山工業高等専門学校専攻科委員会規則 

                         制  定 平成 11 年４月 1 日 
                         最終改正 平成 19 年４月１日 

(目的) 
この規則は、小山工業高等専門学校専攻科運営規則第４条第２項の規定に基づき、小山工業高等専門学校専攻科委員会（以下「委
員会」という。）に関し必要な事を定めるものとする。 
(審議事項) 
委員会は、校長の諮問に応じて、次に掲げる事項を審議する。 
 一 教育課程の編成及び実施に関すること。 
 二 教育計画及び授業時間の編成に関すること。 
 三 入学者選抜に関すること。 
 四 入学、退学、転学、休学、復学及び修了に関すること。 
 五 試験及び学業成績に関すること。 
 六 学生の進学及び就職に関すること。 
 七 学生の厚生補導に関すること。 
 八 その他専攻科の運営に関すること。 
(組織) 
委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 
 一 専攻科長 
 二 各校長補佐 
 三 各専攻主任 
 四 各専門学科及び一般科で、専攻科を担当する教員各１名 
 五 学生課長 
２ 前項第４号の委員の任期は１年とし、再任を妨げない 
３ 前項の委員に欠員を生じたときの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
(委員長) 
委員会には委員長を置き、専攻科長をもって充てる。 
２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
第８条 委員会の事務は、学生課において処理する。 

                          (出典：小山高専ＨＰ) 
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資料２-２-①-４：教務委員会議事要録（抜粋） 

 
平成２１年度４月教務委員会議事要録 
日時  平成２１年４月８日（水） １５：００～１６：５０ 
場所  管理棟３０１ゼミ室 
出席者 森・島田・千田・鹿野・亀山・佐藤（巌）・有坂（顕）・山下（進）・石原・南斉・渥美・本多・山口・
（足立） 
議事 
［報告事項］ 
１．平成２１年度校外研修及び専門研修実施計画について【資料－１】 
千田教務補佐より資料に基づき説明があり、各科の実施計画について５月１１日までに教務係へ提出願いたい旨依
頼された。(実施有無については今回確定、未定箇所については確定しだい連絡のこと) 予算等は下記のとおり。 
校外研修（各科１，２年）予算各科８万円以内、授業日と重なる日程上限：３日 
専門研修（各科３～５年）予算各科８万円以内、授業日と重なる日程上限：２日 
予算が８万円を超える場合は、余っている学科の分と調整することが確認された。 
また、平日に研修を実施した場合は補講を行うなどして、必ず１５週の授業期間を確保すること、実施する場合は
必ず事前に教務係へ旅行計画書を提出することが依頼された。 
２．平成２１年度特別講演実施計画について【資料－２】 
千田教務補佐より資料に基づき説明があり、各科の実施計画について５月１１日までに教務係へ提出願いたい旨依
頼された。(実施有無については今回確定、未定箇所については確定しだい連絡のこと) 予算等は下記のとおり。 
講演謝金：３万５千円、旅費：５千円以内 
３．再チャレンジプログラムの決算について【資料－３】 
千田教務補佐より資料に基づき説明があり、編入学生等のフォローアップのために２１年度も予算がつけば実施し
ていきたい旨報告があった。なお、南斉委員より電子制御工学科の支出金額が正しくない旨指摘があり、これにつ
いて教務係で確認することになった。（確認の結果、実施報告書が同学科の別の企画名となっていたため合算され
ていたことが判明。決算額に誤りはないことが確認された。） 
［審議事項］ 
１．平成２２年度募集要項(案)について【資料－４】 
亀山教務補佐より議事に先立ち、前回委員会で推薦枠増に伴う推薦選抜志願者が増えた場合の対応について各科に
おける検討結果を求められた。 
［依頼事項］ 
１．平成２１年度ジュニア科学リーグについて【資料－５】 
２．新カリキュラムに伴う各学科の対応について 
３．その他 
1．島田教務補佐より後期時間割について各教務委員に案を送付するので、各科で修正があれば、教務委員が取りま
とめて報告願いたい旨依頼された。 
■入学者対策室報告 
亀山室長よりパンフレット「学校案内」「はばたけ未来のエンジニア」の作成状況について説明があった。 
また、各科のパンフレットについて作成願いたい旨依頼があった。 
また、前回依頼した推薦選抜検査の口頭試問等について各科より提出されたので、それをまとめて学内向けに先に
公表予定との報告があった。 
中学校訪問の一覧表についても後日教務委員宛にメール配付する予定である旨報告があった。 
■教育改善推進室報告 
鹿野室長より資料「教育改善推進業務について」 
１．年間計画について 
２．授業実施記録、ＦＤアクションレポートについて 
３．授業公開の方法について 
４．教育改善研修会について 
５．学生による授業評価アンケートについて 
６．教員への支援について 
以上 

 

                   (出典：教務委員会議事要録) 
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資料２-２-①-５：専攻科委員会議事要録（抜粋） 

 
平成２１年度 第１回専攻科委員会議事要録 
日 時 平成２１年４月８日（水）１５：１５～１６：１０ 
場 所 専攻科棟４階演習室 
出席者 尾立、山崎、鈴木、渡邉、笹沼、高橋，小林（喜）、樫村、軽部 
欠席者 祇園寺 
［審議事項］ 
副委員長の選出及び業務分担について 
・以下のとおり決定した。 
･副委員長･･･高橋委員 
･入試担当･･･鈴木委員、渡邉委員 
･学位・JABEE・大学院ガイダンス…尾立委員長 
上記３点以外の事柄については、全員で担当する。 
・専攻科１年指導教員については、各科専攻委員が担当する。（機械工学科については北條教員も担当） 
平成２２年度専攻科入学者選抜実施要領（案）について 
資料の確認･検討を行った結果、一部修正のうえ運営会議に提出し、監督者等の推薦依頼をする。 
［報告事項］ 
２１年度前期大学コンソーシアムとちぎ受講者一覧 
資料のとおり報告があった。 
平成２１年度奨学生募集について（財団法人 ウシオ育英文化財団） 
専攻科生への周知を依頼した。 
新入生のメールアドレス届について 
学生から専攻科のアドレスにメールを送るよう、各科専攻委員に通知文書の配布を依頼した。（紙での提出は不要） 
その他 
Ｅ科委員より、２１年度学生便覧に掲載されているカリキュラム表が間違っているとの指摘があった。このことに
ついて各科再度確認を行い、カリキュラム表のコピーに朱書きで訂正したものを次回の委員会に提出し、訂正版を
専攻科生に配布することとした。 
Ｅ科委員より、「専攻科」ホームページのシラバスがリンク切れになっていると指摘があった。専攻科のホームペー
ジの管理については、今後検討していく。 
Ｍ科委員より、学生便覧のカリキュラム表に「講義、実験、演習」の別を記載してほしいとの発言があった。 
「２１年度 専攻科履修の手引き」を desknet’s「文書管理」に掲示することとした。 
尾立委員長より、各科「プロジェクトデザイン（１年後期）」の担当者及びテーマを各科提出してほしいとの依頼が
あった。 

 
 

                   （出典：専攻科委員会議事要録） 
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資料２-２-①-６：小山工業高等専門学校運営会議規程 
制    定  昭和５６年４月１日 
最終改正  平成２２年４月１日 

  （審議事項） 
第１条  小山工業高等専門学校運営会議（以下「運営会議」という。）は、校長の諮問建議機関として次の各号に掲
げる事項を審議する。 
  一  学校の運営組織の設置・廃止に関する事項 
  二  他の運営組織の所管に属さない事項 
  三  校務運営上重要でかつ連絡・調整を要する事項 
  （組織） 
第２条 運営会議は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 副校長（総務主事）、副校長（教務主事）、副校長（学生主事）及び副校長（寮務主事） 
二 専攻科長 
三 学科長 
四 図書情報センター長 
五 情報科学教育研究センター長 
六 地域連携共同開発センター長 
七 ものづくり教育研究センター長 
八 教育研究技術支援部長 
九 国際交流推進室長 
十 事務部長 
十一 総務課長及び学生課長 
    （会議） 
第３条  運営会議は、校長が招集し、主宰する。 
２  運営会議は、原則として毎月１回開催するものとする。ただし、必要に応じて臨時に開催することができる。 
３  校長が必要と認めたときは、関係職員の出席を求めて意見を聴くことができる。 
  （事務） 
第４条  運営会議に関する事務は、総務課総務係が処理する。 
 

                             (出典：小山高専ＨＰ) 

 

資料２-２-①-７：運営会議議事要旨（抜粋） 
 
第１回 運営会議議事要旨 
日 時 平成 21 年４月 15 日（水）13:10～15:30 
場 所 校長室 
議 事 
【審議事項】 
１．専攻科関係 
１）平成２２年度専攻科入学者選抜検査実施要領について（資料 １） 
専攻科長より、資料に沿って説明があった。電子システム工学専攻面接教員の配分について特記されたこと、面接
記録書の上部に面接教員氏名の自署欄があること、「D 平成２２年度専攻科入学者推薦選抜検査合格の判定につい
て」において、「３．判定資料」に「④合計得点が同じ場合には調査書の上位者を上位とする。」と明記されたこ
と、定員を超過する場合の選抜方法・上限枠の考え方、等について確認の上了承された。 
２．教務関係 
２）平成２２年度募集要項（案）について（資料 ２） 
校長補佐（教）より、資料に沿って説明があった。郵便料金の額の修正を行ったこと、検定料及び入学料・授業料
は暫定であること、調査書の「出欠の記録」欄において３年次だけでなく１～２年次も欠席日数の理由を記入する
仕様にしたこと、等について確認の上了承された。 
【依頼事項】 
１．教務関係 
１）平成２２年度専攻科入学者選抜検査監督員などの選出について（資料 ３） 
専攻科長より、資料に沿って説明があり、了承された。 
また、学力選抜検査問題出題委員の機械欄については、科目名数と同じく担当教員数は５であること、「検査問題
出題者は検査日、試験開始後３０分まで検査本部で待機する。」ことについて確認された。 
２）改組に関する書類作成（個人調書等）の依頼について（資料 ４） 
専攻科長より、資料に沿って説明があり、本来校長名で作成する資料であるが各教員の自己評価に基づき作成され
た資料を参考に調書を作成することと、そのため校長名で依頼すること等が確認の上了承された。 
３）平成２２年度小山工業高等専門学校編入学者選抜検査問題出題委員及び検討委員の選考について（資料 ５） 
校長補佐（教）より、資料のとおり説明があり、了承された。 
４）平成２２年度入学者選抜検査予備問題出題委員及び呼び問題検討委員の選考について（資料 ６） 
校長補佐（教）より、資料のとおり説明があり、了承された。 
２．学生関係 
１）部活顧問について（資料なし） 
校長補佐（学）より説明があり、近日中に顧問担当を決定し、desknet’s に掲載することを確認の上、了承された。 
【報告事項】 
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１．学生関係 
１）健康診断について（資料なし） 
校長補佐（学）より、４月９日に実施し、受診率９８．９％（前年度比↑）、１２名欠席、尿検査は３９名が未提
出で再検査の予定であることが報告された。また、以前に比べると効率良く受診できている故に受診前後に学生に
時間的な余裕が生まれているが、担当教職員の調整が必要であるため、今後の検討事項となった。 
２）１年生日帰り研修について（資料なし） 
校長補佐（学）より、４月１０日に実施し、新入生２０２名中１９９名参加、欠席者３名、と報告があった。 
２．寮務関係 
１）寮生指導について（資料なし） 
校長補佐（寮）より、今年度当初寮生は１７１名、内、女子３２名、留学生１６名、専攻科生２名、と報告があっ
た。 
２）学寮規則等の一部改正について（資料 ７） 
校長補佐（寮）より、研究生としての入学希望者より入寮希望があったため、寮務委員会、総務会議で検討したが、
教育寮の目的に適さないため入寮を認めないこととなったことに基づき、学寮規則の一部改正（案）について報告
があった。また、２１年度からの就業時間変更に伴う、教員学寮宿日直規程の一部改正（案）について報告があっ
た。 
３．運営関係 
１）第２期の中期目標・中期計画・平成２１年度の年度計画について（資料 ８） 
総務課長より、第１期との変更点について資料のとおり説明があった。また、校長より、ヒアリングに向けて本校
の中期計画、本年度の計画の作成を急ぐことと、外部資金の確保、地域連携の促進、質の良い受験者の確保に向け
た活動を積極的に行うことが望まれるとの意見があった。 
２）平成２１年度科学研究費補助金の申請結果について（資料 ９） 
総務課長より、資料に沿って報告があった。また、校長より新規採用が０件であることからも、採用に向けたプレ
ゼンテーションについて、教員個別の努力と共に学校全体でも何か行うべきであろうとの意見があった。 
３）研究紀要第４２号発行日程について（資料１０） 
図書情報センター長より、資料に沿って報告があった。また、教職員の未返却図書が現在約５００冊あり、５月に
督促すると図書情報センター運営委員会で決定されたこと、その前段階として、近日中に教員名を伏せて未返却図
書の書名のみ公表すると説明があった。 
４）平成２１年度予算について（資料なし） 
総務課長より、例年この時期に新年度予算について報告することになっているが、今年度は機構本部よりの通達が
遅れているため、予算委員会等を通じて報告する予定である旨説明があった。 
５）平成２１年度高専機構運営費交付金予定額の概要について（資料１１） 
総務課長より、資料に沿って説明があった。関連して、校長より各種特別経費獲得に努力してほしいとの意見があ
った。 
６）奨学寄附金受入状況について（資料１２） 
総務課長より、資料に沿って報告があった。 
【その他】 
１．運営関係 
１）小山高専学内会議の在り方について（資料１３） 
副校長より、資料に沿って説明があった。また、教職員会議は必要に応じて開催されること、年間行事予定上の教
職員会議予定日は、教職員会議及び教員会議優先日であることを確認した。関連して、５月の会議日程について当
初予定を変更し、以下のとおりとする旨決定した。 
・各種委員会 ５月１３日（水） 
・運営会議 ５月２７日（水） １３：１０～１５：００ 
※２０日は専攻科選抜試験日 
２．その他 
・外部資金応募一覧をメールで全教職員へ送付済。外部資金獲得に向けて利用を（副校長） 
・点検評価対応委員会作成のエビデンスの保管と保管年数等についてメール送信しているので、遺漏のないように
運用してほしい旨依頼があった（副校長） 

 
                    (出典：運営会議議事要旨) 

 

（評価結果） 

 教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制及び教育課程を有効に展開するための検討・運

営体制の中心として、準学士課程においては教務委員会、専攻科課程においては専攻科委員会がそれ

ぞれ適切に構成され、意思決定プロセス、責任の所在などが明確化されており、重要事項の審議など

に関して有効に機能している。 
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２-２-②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているか。 

（状況） 

 本校では一般科目と専門科目の担当者間の連携を図る常設組織は構成していないが、教務委員会を

中心として必要に応じて随時連携が取られ、機能している。以下に連携の例を示す(資料２-２-②-１)。 

 

資料２-２-②-１：一般科目担当教員と専門科目担当教員との連携の記録等 
 
１．H19 年度以降 電気情報工学科と一般科目（担任） 
クラス担任が主体的に行う生活指導までは踏み込まないとしながらも専門学科の教員の立場から助言する、あるい
は学生指導上の問題を共有する橋渡し的な役目として１，２年生のクラスに置いた。 
 
２．H19 年 4 月 16 日(月)  機械工学科と一般科目数学との会議 
機械工学科の 4 年担任と一般科数学担当教員との間で，本校の数学で扱う内容と時期の確認を行った。その結果、
数学の教員が学生自習・復習用の e-learning 教材(CD2 枚)を作成し，担任が 2 名の編入生に説明・配布した。編入
生は 9 月までに、自宅で問題演習を通じて,教科の内容理解を深めた。 
 
３．H20 年 電気情報工学科，一般科，技術室 
一般学科の授業の演習問題等の解答システム等を e-learning システムで実現するのに，専門学科や技術室が援助し
てシステムとして稼動した．「高専教育」に成果を発表している． 
 
４．平成 20 年 12 月 機械工学科１～５年学年担任連絡会議 
学科長を含み 計６名 うち１，２年担任は一般科目教員 
各学年の状況報告、連携項目の提案と了承 
 
５．H21 年 11 月 24 日(月) 建築学科と一般科目物理との連絡会議 
次年度の物理分野の授業内容の検討 
高校の物理の学習指導要領の変更に伴い、1 年から 3 年までの「物理」の授業内容について打ち合わせた。 
1 年-力学、2 年-力学、熱、3 年-波、電気の内容を行う。 
 
６．H22 年 1 月 20 日(水)  機械工学科と一般科目物理との連絡会議 
機械工学科における物理の教育分野、内容の確認：一般科の物理担当教員と機械工学科の工業力学および応用物理、
電気工学概論の担当教員との間で、授業で扱う内容の確認を行った。その結果、「波」の分野に対して時間数が不足
しており、すべてを網羅することは、一般科目の物理の範囲では不可能であるということが明らかにされた。機械
工学科において、「波」の中の特に「音波」についての知識は必要であるとのことから、機械工学科の専門科目の中
に組み込む必要があるという結論になり、今後検討していくことで一致した。 
 
７．H22 年 1 月 28 日(木)  機械工学科と一般科目数学との連絡会 
機械工学科の専門科目で扱う数学の分野、内容の確認および一般科の数学で扱う数学の内容と扱う時期の確認を行
った。その結果、数学の進度が、専門科目で扱う数学に追い付いていない部分があることが確認された。また複素
関数は、今現在応用数学の内容から除外していることや専攻科に複素関数論という科目が設置されていること、フ
ーリエ変換の一部については時間不足のため本科では扱えないことなどを確認した。 

                               （出典：教務委員会資料） 

 

（評価結果） 

 一般科目担当教員及び専門科目担当教員間の連携は、常設的な組織化はされていないものの、教務

委員会を中心として必要に応じて機能的に行われている。 
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２-２-③： 教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

（状況） 

 本校では１、２学年の担任を一般科に属する教員が担当し、第３学年以上では各専門学科教員が担

当している（資料２-２-③-１）。各学科では定例会議に於いて各担任からクラスの状況に関する報告

を受け、相互の情報交換、担任へのアドバイス等が行われている（資料２-２-③-２）。第１学年入学

直後のオリエンテーションには各専門学科教員と一般科教員が参加し、それぞれの立場から新入生に

対してアドバイスを行うことにより担任を支援している（資料２-２-③-３）。なお、電気情報工学科

では１、２学年担任のサポートとして専門アドバイザーを配置し、担任では対応しにくい専門にかか

わる質問や進路に関する相談にのっている(資料２-２-③-４)。 

学生の精神面での問題等、担任のみでは対応できないような内容に関しては学生支援室及び非常勤

カウンセラーが担任の支援に当たっている(資料２-２-③-５、６)。 

課外活動においては、学生会及び各部・同好会などに複数の顧問教員を配置し、分担して指導に当

たっている(資料２-２-③-７)。顧問教員に対する支援として外部顧問(資料２-２-③-８)や事務部学

生課が教員の活動を支援している。また、保護者が組織する後援会は各種の学生行事や部活動等に対

して予算面での支援を行っている(資料２-２-③-９)。 

授業を中心とした教育活動に対する支援としては公開授業(資料２-２-③-10)、教育改善研修会(資

料２-２-③-11)などを通して各教員の質の向上が支援されており、事務部学生課は学生の成績処理や

出欠の記録、定期試験関連の時間割作成、新入生の一日研修等の準備などさまざまな形の支援体制に

より教員の教育活動を支えている(資料２-２-③-12)。 

 

資料２-２-③-１：平成 21 年度 小山工業高等専門学校学級担任一覧 

 
学級担任（○：学年主任）      

学科名 １  年 ２  年 ３  年 ４  年 ５  年 
機 械 工 学 科 有坂顕二 ○佐藤 巌 高島武雄 北條恵司 田中好一  
電気情報工学科 石崎聡之 酒入陽子 千田正勝 今成一雄 北野達也  
電子制御工学科 須甲克也 中田伸一 南斉清巳 久保和良 市村智康 
物 質 工 学 科 伊藤益生 島田 勉 武 成祥 田中孝国  糸井康彦  
建 築 学 科 ○三原大介 井上次夫  佐藤篤史 豊川斎赫  高橋純一  

                                                                                                          

                          (出典：平成 21 年度学生便覧 p.172) 

 

資料２-２-③-２：学科会議における担任支援状況（例） 
 
建築学科教室会議 議事録 
日時：2009 年 7 月 9 日 16：40-15：30 
場所：建築学科会議室 
出席者：高橋、瀧澤、山本、尾立、川上、佐藤、本多、大島、豊川 
欠席者：なし  
配布資料：運営会議、カリキュラム関連検討事項 
【審議事項】 
学科（山本） 
１．五年□□、□□、□□、四年□□、□□、□□に対する成績、生活態度について直接注意。 
２．三年□□、□□など、成績不振者への注意を予定。 

（出典：学科会議議事録） 
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資料２-２-③-３：平成 21 年度新入生ガイダンス日程表 

平 成 ２ １ 年 度 新 入 生 学 内 ガ イ ダ ン ス 日 程 表                            

  月日 

時間 
４ 月 ７ 日（火） ４ 月 ８ 日（水） ４月９日(木) ４月１０日(金) 

 

  

Ｈ・Ｒ「学級担任」 学生便覧持参  【各Ｈ･Ｒ教室】 

 移 動 

学業について「校長補佐(教務担当)」  【視聴覚室】 

学生生活について「校長補佐(学生担当)」 

  学生便覧・技術者入門持参       

・学生関係の手続きについて 

・キャンパス安全衛生管理室について（室長） 

                                      【視聴覚室】 

 休 憩 

専攻科について「専攻科長」      【視聴覚室】 

図書情報ｾﾝﾀｰについて「図書情報ｾﾝﾀｰ長」 【視聴覚室】 

学生支援室について「学生支援室長」  【視聴覚室】 

 休 憩 

一般科授業担当教員の話                  【視聴覚室】 

 

 
 
 
 
 
 

平 常 授 業 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 診 断 

 昼 食（休 憩） 昼 食（休 憩）  

学内施設等見学「各Ｈ･Ｒ担任」        【各Ｈ･Ｒ教室】 

※計画は学年主任(各クラス別に順番にコースを設定する） 

【事務部（学生課）・保健室・図書情報センター・学生支援室・

体育施設・合宿所・寮・駐輪場・電物棟屋上太陽光発電設備・も

のづくり教育研究センター・情報科学教育研究センター・地域共

同開発センター・食堂売店・学生会室・ロボット保管庫等】 

 

  8:30 
  8:40 
  8:50 
  9:00 
 

  9:25 
 
 
 
 
  10:40 
  10:50 
 11:05 
 11:20 
 11:35 
 11:40 
  12:20 
 13:05 
  ～ 

見学終了後  Ｈ・Ｒ「学級担任」    【各Ｈ･Ｒ教室】 

6時限目：合同ＨＲ               【視聴覚室】 

   

・保健室の利用について（看護師） 

・健康診断の説明  

 
Ｈ・Ｒ「学級担任」          【各Ｈ･Ｒ教室】 
＊筆記用具持参 

午後：合同HR 
・学生会の話  

・1年生日帰り研修 

・数学一斉テスト 

・学生支援室  

   YG検査  
（変更の可能性有り） 

 各HR 

 

 

 

 

 

 

 

日 帰 り 研 修 

  

4 月７日 
9：00～9：45    場所：視聴覚室、 校長補佐(教務担当)、  学業について 
9：55～10：35   場所：視聴覚室、 校長補佐(学生担当)、  学生生活について 
10：50～11：10  場所：視聴覚室、 専攻科長、      専攻科について 
11：10～11：30  場所：視聴覚室、 図書情報センター長、 図書情報センターについて 
11：30～11：50  場所：視聴覚室、 学生支援室長、    学生支援室について  
13:05～13:55   場所：視聴覚室、 一般科授業担当教員(5 名)の話 
14：00～    学内施設等見学（事務部学生課、保健室、図書情報センター、学生支援室、体育施設、合宿所、
寮、駐輪場、屋上太陽光発電施設、各センター、食堂、売店、学生会室、ロボット保管庫等 
終了後担任によりホームルーム 
４月８日 
8：50～11：50 各ホームルーム教室にて学科ガイダンス 
学科長以下学科の教員によるガイダンス、 学科概要の説明、施設見学等 
―――休憩―――  
学科学生代表の話、各教職員の話、自己紹介（担当科目、研究分野） 
13：05～   日帰り研修についての説明、学生会からの話 
終了後担任によりホームルーム 

                              (出典：教務係資料) 

 

資料２-２-③-４：電気情報工学科「専門アドバイザー」について 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝〈学科会議(H21.4.8)議事要旨〉＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
日時： 平成２１年４月８日（水）10:45～11:30 
場所： 電気情報工学科会議室 
１．学科長から連絡・報告事項等 
 ○専門アドバイザー、今年度も設ける予定 
  １Ｅ（担任 石崎） 土田 
  ２Ｅ（担任 酒入） 小林 
 ○４／８ ７時限目に１Ｅで新入生ガイダンスの予定 
  学生代表による取り組み紹介 
  学科長による学科紹介 
 ○専攻実験は今年度、α→β→γの順 
 ○H22 年度 専攻科改組に向けてカリキュラム見直し 
 

（出典：電気情報工学科学科会議議事要旨） 
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資料２-２-③-５：小山工業高等専門学校学生支援室規則 

 

 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料２-２-③-６：平成 21 年度学生支援室相談受付状況 

 
１）平成２１年度学生支援室
の相談件数 
 

勤務月 カウンセリン
グ数 

４月 ０件 
５月 １件 
６月 ６件 
７月 ５件 
９月 １件 

１０月 ０件 
１１月 ０件 
１２月 ０件 

１月 ０件 

２月 ０件 
 

２）Ａカウンセラーのカウ
ンセリング記録 
 

勤務月 カウンセリン
グ数 

４月 ２件 
５月 １件 
６月 ０件 
７月 １件 

１０月 １件 
１１月 １件 
１２月 １件 
１月 ０件 

 
 

３）Ｂカウンセラーのカウンセリング記録 
 

月 件数 相 談 内 容 

４月 ７件 
 

保護者・・発達障害の対応 
学生・・心理検査（発達障害） 

５月 ４件 保護者・・病院紹介 
学生・・その他 

６月 ４件 
 

保護者・・不登校 
学生・・不登校 

７月 ４件 保護者・・寡黙学生の保護者に
病院紹介 
学生・・寡黙 

８月 １件 保護者・・発達障害の対応 
10月 ３件 学生・・対人恐怖症、ＰＴＳＤ 
11月 ５件 保護者・・病院紹介 

学生・・いじめ、ＰＴＳＤ 
12月 ２件 学生・・いじめ 

 

 

    （出典：学生支援室資料） 

小山工業高等専門学校学生支援室規則 
 

制 定 平成 13 年１月 15 日 

最終改正 平成 16 年 4 月 1 日 
（設置の目的） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、

学生の様々な悩みに応えることにより、学生が本校において
円滑な学生生活を送ることができるように、適切な助言及び
援助等を行うこと（以下「学生支援」という。）を目的とし

て学生支援室（以下「支援室」という。）を置く。 
（支援室の業務） 
第２条 支援室においては次に掲げる業務を行う。 

一 修学に係る学生の個人的な相談・支援に関すること。 
二 奨学金や学費等の経済的な問題の相談・支援に関する

こと。 

三 進学や就職等の進路の相談・支援に関すること。 
四 セクシュアル・ハラスメントの相談・支援に関するこ

と。 

五 学生の個人的な精神・心理的な心因性の問題の相談に
関すること。 

六 前各号の業務の実施に必要な資料の作成及び調査研究

に関すること。 
七 その他学生の相談・支援に関すること。 

（相談員） 

第３条 支援室には次の相談員を置く。 
一 室長 １名 
二 カウンセラ－ 若干名 

三 室員 若干名 
２ 室長及び室員は、本校教員の中から校長が任命する。 
３ カウンセラ－は、カウンセリングに関する専門的知識や

経験を有する者を当て、校長が委嘱する。 

（任期） 
第４条 室長の任期は２年とし、室員及びカウンセラ－の任
期は１年とする。 

２ 相談員は、これを再任することができる。 
（支援室業務の処理） 
第５条 室長は、校長の命を受け、支援室の業務を掌理する。 

２ 室員は室長を補佐し、支援室の業務に従事する。 
（相談員の義務） 
第６条 相談員は、業務上知ることができた秘密を漏らして

はならない。相談員を退いた後といえども同様とする。 
２ 相談員は、必要に応じてカウンセリング等に関する専門
的な研修を受けるものとする。 

（委員会の設置） 
第７条 支援室の運営に関する事項を審議するため、本校に
学生支援室運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（委員会の組織） 
第８条 委員会は次の委員をもって組織する。 

一 室長 

二 室員 
三 学生課長 
四 学生係長 

（委員長） 
第９条 委員会に委員長を置き、室長をもって充てる。 
（会議） 

第１０条 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、議長と
なる。 
２ 委員長は、必要があると認めたときは委員以外の者を委

員会に出席させることができる。 
（事務） 
第１１条 支援室及び委員会に関する事務は、学生課学生係

において処理する。 
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資料２-２-③-７：平成 20 年度 学生会各部指導教員一覧 

 

(出典：平成 20 年度学生便覧 p.173) 

 

資料２-２-③-８：外部顧問関係一覧 

 
外部顧問に関する規程等は特になし。 
現在、以下のような外部コーチ等の指導者が顧問教員と一緒に指導等を実施している。 
部・会名 指導者 指導内容等 
ハンドベル部 本校非常勤講師（音楽） ハンドベルの演奏指導 
卓球部  技術指導・試合における指揮・指導 
バスケットボール部 日本バスケットボール協会公認コーチ 技術指導、試合における指揮・指導 
ソフトテニス部  技術指導、試合における指揮・指導 

 

                               (出典：学生委員会資料) 
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資料２-２-③-９：平成 21 年度後援会支出実績 
 

月 日 件      名 支  出  額 
4 13 全国大会分担金 225,000 
4 13 全国専体協会費 6,000 
4 20 課外活動指導費（21.2～3 月分） 41,900 
4 20 日帰り研修 287,385 
4 20 課外活動旅費（野球部３月） 12,920 
5 1 課外活動指導費（4 月分） 42,040 
5 19 平成２１年度地区大会分担金 81,000 
5 28 地区大会野球参加費 20,000 
6 1 地区大会サッカー参加費 17,000 
6 1 課外活動指導費（5 月分） 44,980 
6 3 地区大会ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ参加費 12,000 
6 4 関東高専サッカー連盟分担金 10,000 
6 9 地区大会テニス参加費 13,000 
6 10 課外活動旅費（バドミントン部他４～６月） 141,780 
6 11 地区大会柔道参加費 10,000 
6 15 地区大会剣道参加費 12,000 
6 15 地区大会バスケットボール参加費 12,000 
6 15 地区大会参加学生旅費(野球競技） 100,160 
6 16 地区大会卓球参加費 10,000 
6 17 地区大会バドミントン参加費 10,000 
6 19 地区大会水泳競技参加費 14,000 
6 19 地区大会陸上競技参加費 33,000 
6 22 地区大会ソフトテニス競技参加費 10,000 
6 22 地区大会参加学生旅費(柔道競技） 59,000 
6 23 地区大会参加学生旅費(サッカー競技他） 1,512,700 
6 23 課外活動旅費（バスケットボール部他６月） 90,680 
6 29 課外活動指導費（6 月分） 51,000 
6 30 文化発表会参加学生旅費 513,600 
7 7 プロコン年会費（平成２１年度正会員／学校会員） 40,000 
7 8 課外活動指導費（4 月分卓球伊藤久夫） 1,700 
7 16 全国大会水泳参加費 3,900 
7 16 全国大会水泳参加学生旅費 163,320 
7 16 全国大会柔道参加費 2,400 
7 16 地区大会お弁当代 84,400 
7 21 全国大会剣道参加費 13,200 
7 21 全国大会陸上競技参加費 1,800 
7 21 全国大会ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ競技参加費 4,200 
7 23 全国大会陸上・柔道競技参加学生旅費 217,840 
7 24 地区大会参加学生旅行傷害保険保険料 46,435 
7 29 課外活動旅費（サッカー部他６月～７月） 162,100 
7 29 課外活動旅費（地区大会バレーボール競技代表者会議） 2,900 
8 5 全国大会卓球競技参加学生旅費 577,400 
8 5 全国大会剣道競技参加学生旅費 541,890 
8 7 全国大会バドミントン競技参加学生旅費 216,400 
8 7 全国高専将棋大会参加費 16,000 
8 7 全国大会卓球競技参加費 15,000 
8 7 全国高専将棋大会参加学生旅費 143,680 
8 7 ロボコン 2009 地区大会負担金 95,000 
8 19 全国大会剣道競技（女子）参加学生旅費 143,550 
8 19 課外活動指導費（7 月分） 32,620 
8 20 地区大会特別指導費 23,420 
8 24 平成２1 年度工陵祭経費 550,000 
8 25 地区大会参加学生旅費返金分 -44,380 
8 28 全国大会特別指導費 9,220 
8 31 課外活動指導費（4～７月未払い分） 13,600 
8 31 課外活動指導費（８月分） 67,580 
8 31 全国大会柔道競技学生旅費返金１名分 -34,210 
9 3 課外活動指導費（８月分） 5,100 
9 7 課外活動旅費（９月分） 6,600 
9 15 卓球指導費（外部コーチ） 14,520 
9 15 課外活動旅費（８～９月分） 49,060 
9 24 課外活動旅費（７～９月分） 91,750 
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10 13 プロコン学生旅費 45,120 
10 16 第２4 回高専英語弁論大会参加費 15,000 
10 19 ロボコン参加学生旅費 83,400 
10 21 英語弁論大会参加学生旅費 5,800 
10 28 ロボコン応援学生旅費（写真部） 6,900 
11 2 ロボコン地区大会運送費 68,000 
11 2 デザコン参加学生旅費 107,320 
11 2 デザコン参加学生旅費（不足分） 118,400 
11 4 デザコン参加校負担金 6,000 
11 9 デザコン宿泊料（学生分） 90,840 
11 16 ロボコン全国大会参加学生旅費 54,500 
11 19 ロボコン全国大会応援横断幕代 24,150 
11 19 課外活動指導費（１０～１１月分） 47,780 
11 20 ロボコン全国大会応援学生旅費 20,700 
11 20 課外活動指導費戻入（１０月小林一光分） -1,700 
11 24 ロボコン応援法被送料 2,760 
11 30 ロボコン輸送費 126,000 
11 30 課外活動旅費（11 月分） 20,120 
12 1 ロボコン全国大会応援学生旅費（写真部） 6,900 
12 2 課外活動指導費（１１月分） 34,000 
12 2 課外活動指導費（９・１０月分石崎分） 3,400 
1 13 平成２２年度関東信越地区高等専門学校体育協会会費 10,000 
1 13 課外活動旅費（12 月分） 74,100 
2 3 バスケットボール部指導費（外部コーチ） 60,000 
2 3 課外活動指導費（１月分） 36,940 
3 3 課外活動指導費（２月分） 10,980 
3 15 課外活動旅費（1 月分） 8,280 
3 19 課外活動指導費（3 月分） 57,080 
                                                                  7,813,910 

 
 

（出典：小山工業高等専門学校後援会支出決議書） 

 

資料２-２-③-10：公開授業 
 

2009.10.9 
教員各位 

教育改善推進室 
後期授業公開実施のお願い 

 
教員が互いの授業を自由に見学できる「授業公開週間」を下記の期間に設けることに致します。この授業公開にあ
たり特別な授業を設定する必要はありません。普段の授業を互いに参観することのよって、授業改善のヒントやア
イデアを獲得することを目的と致します。 
実施期間 ： 後期 １０月１９日（月）～２３日（金） 
上記期間１週間前より教室出入口等に、告知掲示を致します。 
対象授業 ： 上記期間に本校で実施されているすべての授業（講義・実験・実習） 
この期間は原則として、参観者は、授業担当者に事前連絡することなく、自由に授業参観をできることとしますの
で、授業担当者はその旨をご承知おき下さい。ただし、授業担当者の都合、例えば参観者への配布物を用意する等
で参観者人数を知りたい場合や、授業を参観する際の注意事項等がある場合は、ご面倒でも、事前にその旨をメー
ル等で全教員へ配信願います。（非常勤講師の方は、教務係へご連絡下さい） 
 

                               （出典：教務委員会資料） 
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資料２-２-③-11：教育改善研修会 
 

2009.7.01 
平成２１年度 前期 教育改善研修会 
教育改善推進室 
日 時 ： 平成２１年７月１５日（水）１５：１０～１７：００ 
第１部 講演会 １５：１５～１５：５５ 
第２部 討論会 １６：００～１７：００ 
会 場 ： 専攻科棟４階 多目的ホール 
目 的 ： 小山高専の教育改善に関して自由に情報交換をすることを目的とします。 
本年度は２部構成として、第１部で高専人事交流制度により、東京高専に赴かれた一般科・三原先生を講師に迎え、
東京高専での教育に関して貴重な体験をお話いただきます。 
第２部では、教育改善推進室から下記のテーマを提示致します。テーマによる討論では、必ずしも結論を出すこと
を目的とせず、議論の内容を教務委員会に報告すると共に、この会議で議論された内容を後日冊子にまとめて、今
後の当校の教育改善に関する資料として役立てたいと存じます。 
１ 部： 講演会 
「東京高専の新しい取り組みの紹介--高専間教員交流を終えて」 
一般科 三原大介先生 
２ 部： 討論会 
テーマ 「新進級要件に伴う再評価・再試験の実施方法と問題」 
・現在までの再評価・再試験例を中心に討論 

 

                                          （出典：教務委員会資料） 

 

資料２-２-③-12：小山工業高等専門学校事務組織規程 
 
小山工業高等専門学校事務組織規程 
 

制    定  昭和４０年４月１日 
最終改正  平成２２年４月１日 

 
   第１章  総則 
第１条  独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成 15 年 10 月１日制定）第 12 条及び小山工業高等専門学校学則
（昭和 40 年４月１日制定）第 11 条の規定に基づく小山工業高等専門学校事務組織及び事務分掌は、この規定の定
めるところによる。 
      第２章  事務組織   
第２条  事務部に総務課、学生課を置く。 

中略 
 
第４条  学生課に教務係、学生係及び寮務係を置く。 

中略 
第９条 学生課課長補佐は、次の事務をつかさどる。 
  一  学生課事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
  二  専攻科の教育課程に関すること。 

三 専攻科生の入学、休学、復学、転学、退学及び修了に関すること。 
四 専攻科の授業及び試験に関すること。 
五 専攻科教育の実施状況等の審査に関すること。 
六 専攻科委員会に関すること。 
七 後援会に関すること。 
八 その他学生課所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 

２  教務係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  本科の教育課程に関すること。 
  二  本科生の入学、休学、復学、転学、退学及び卒業に関すること。 
  三  本科の授業及び試験に関すること。 
  四  指導要録に関すること。 
  五  在学成績及び卒業等の証明に関すること。 
  六  教科書及び教材に関すること。 
  七  学生の校外研修及び専門研修に関すること。 
  八  インターンシップに関すること。 
  九  外国人留学生の受入及び教育に関すること。 
  十  研究生及び聴講生に関すること。 
 十一 外部からの学生支援に関すること。 
 十二 教育改革の支援プログラムに関すること。 
 十三 ＪＡＢＥＥの審査に関すること。 
  十四 学生課職員及び非常勤講師の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
  十五  教務委員会に関すること。 
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  十六  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十七  その他他の係の所掌に属さない事務に関すること。 
３  学生係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  学生の厚生補導（寮務係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
  二  外国人留学生の厚生補導（寮務係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
  三  学生の旅客運賃割引証及び通学証明書の発行に関すること。 
  四  学生の諸願届に関すること。 
  五  学生の集会、行事及び掲示に関すること。 
  六  学生の奨学資金に関すること。 
  七  入学料、授業料及び寄宿料の減免並びに徴収猶予に関すること。 
  八  学生の健康管理及び安全保持に関すること。 
  九  日本スポーツ振興センターに関すること。 
  十  学生の団体活動、オリエンテーション、課外活動及び諸行事に関すること。 
  十一  学生の進路に関すること。 
  十二  学生食堂の管理運営に関すること。 
  十三  学生の賞罰に関すること。 
 十四 カウンセラーの労働時間に関すること。 
 十五 教員の労働時間の補助業務に関すること。 
  十六  学生委員会に関すること。 
  十七  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十八  その他学生の厚生補導に関すること。 

以下略 

                               (出典：小山高専ＨＰ) 

 

（評価結果） 

 一般科会議、各専門学科会議、学生支援室、学生課を中心とした事務部など様々な角度からの、担

任業務をはじめとする教育活動全般についての幅広い機能的な支援が行われている。 

 

（２）「２章 教育組織」の自己評価の概要 

本校準学士課程の学科の構成は高等専門学校設置基準に沿っている。一般科と各専門学科（機械工

学科、電気情報工学科、電子制御工学科、物質工学科、建築学科の５学科）の教育内容のバランスが

良く取れており、教育目標の実現のために適切な教育課程が編成されている。専攻科課程には準学士

課程を基盤とする３つの専攻（電子システム専攻、物質工学専攻、建築学専攻）が設置されており、

専攻科教育目標を達成するためにそれぞれの分野の特色を踏まえた教育目標のもと教育課程を編成し、

高度な専門知識・技術の教育を実現している。専攻科の目的・内容は学校教育法の規定に適合し、教

育目標達成のため適切なものとなっている。 

図書情報センター、情報科学教育研究センター、ものづくり教育研究センター、地域連携共同開発

センターの４つの全学的なセンターは、いずれも教育目標達成のために重要な働きをし、教育的な成

果をあげている。 

教育課程全体を企画調整あるいは有効に展開するための検討・運営体制の中心として、準学士課程 

では教務委員会、専攻科課程では専攻科委員会が構成され有効に機能している。 

一般科目と専門科目それぞれの担当教員相互の連携は常設的には組織化されていないが、教務委員

会を中心として必要に応じて行われている。教育活動を実施するために各学科会議、学生支援室、事

務部学生課などを中心とした様々な角度からの幅広い支援が機能的に行われている。 
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３章 教員及び教育支援者 

（１）分析 

３-１-①： 教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されているか。 

（状況）  

一般科目は、人文系科目である国語と文学、社会科学系科目である地理、歴史、政治経済、哲学、

倫理社会、芸術科目である美術と音楽、自然科学系科目である数学、物理、化学、一般理科、外国

語科目である英語とドイツ語、そして保健体育という様々な教養科目から構成され、それぞれの専

門を担当する専任教員23名、非常勤講師29名が教育の目的（教育方針）を達成するために配置され

ている（資料３-１-①-１、２）。 

教育方針のうち「①豊かな人間性の涵養」の達成には人文、社会、芸術が関連し、１年生から４

年生までの必修科目を担当する教員が、５年生では人文、社会系の選択科目である人間と科学Ⅰ、

Ⅱ及び保健体育Ⅱを担当する教員が配置され、幅広い教養科目を展開している。 

「③自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上」には自然科学系科目と外国語のうちの英

語が関係し、自然科学系科目としては数学７名、物理、化学、一般理科各１名ずつが配置されてい

る。一般理科は主に生物学に関連する内容であり、理科では実質３科目が専任教員によって行われ

ている。また、専門基礎科目の応用数学には数学教員が配置されている。英語の基礎には５名の英

語専任教員が配置されている。 

「⑥コミュニケーション能力と国際感覚」には３名の国語と５名の英語の教員が当たり、前者は

日本語によるコミュニケーションの教育、後者は英語によるコミュニケーションの教育を行なって

いる。英語では１名の非常勤のネイティブスピーカーが１年生、３年生の英会話の授業を担当して

いる。英語教員のうち１名は博士（言語学）である。また、保健体育もコミュニケーション能力の

育成のために配置している。一般科目専任教員はすべて講師以上であり、教員の専門分野はすべて

授業科目に適合している（資料３-１-①-１、２）。 

 

資料３-１-①-１：一般科目教員の配置 

教員の研究分野と担当科目（二重下線は専攻科科目） 

 （一 般 科） 

科

目

等 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成２1年度 

担当科目 

 

国 

語 

教 授 文学士 中田 伸一 中国古典学 漢詩と書法文化 国語、文学 

准教授 

修士(言

語･文化

学) 

井上 次夫 日本語学 
言語形式に託された語彙的意味

及び文法的意味の関係性 

日本語概説 

国語 

准教授 文学修士 柴田美由紀 日本近代文学 泉鏡花における白山信仰の受容 国語、文学 

社 

会 

教 授 文学修士 松島 隆裕 

日本古代・近

世倫理思想史 

 

陰陽五行思想の日本的展開 

近世後期の農学思想 

哲学・倫理社会・

人間と科学（倫理

学）・技術者倫理 

准教授 
修士 

(史学) 
酒入 陽子 在地構造論 

日本中近世移行期における支配

層の交代と在地社会の変容 

歴史、歴史学、人

間と科学Ⅰ・Ⅱ、

技術者倫理 
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数 

学 

教 授 理学修士 玉木 正一 整数論 
保型関数論、エクセルによる整

数基底の計算 

基礎数学 B、代数

学幾何学、解析

学、確率統計 

教 授 
博士 

(理学) 
新井 一道 

数学・数理シ

ステム理論 
可換環上の線形システム理論 

微分積分学・線形

代数学・解析学・

応用数学 

教 授 
博士 

(理学) 
伊藤 益生 

作用素論、フ

ァジー理論 

非正規作用素論のスペクトル理

論の研究、ファジー内積空間の

基礎研究 

基礎数学 AI、Ⅱ、

微分積分学、代

数・幾何学、応用

数学 

教 授 
博士 

(理学) 
佐藤  巌 グラフ理論 グラフのゼータ関数 

基礎数学 A 

微分積分学 

教 授 
博士 

(理学) 
島田  勉 代数的整数論 単数群の構造とｐ進単数基準 

基礎数学,微分積

分学，線形代数,

応用数学 

准教授 理学修士 須甲 克也 
数学教育・ 

教育工学 

数学問題解法時の方略的知識、

教科教育の環境支援 

基礎数学 A・B・微

分積分学・線形代

数学 

准教授 
博士 

(理学) 
三橋 秀生 表現論 岩堀ヘッケ代数と量子群の表現 

基礎数学 A・B、解

析学、確率統計 

理

科 

准教授 理学修士 上村  孝 酵素工学 

プロテアーゼを利用したペプチ

ド合成の解析と応用 

鳥類等を中心とした生態調査 

一般理科･化学Ⅰ 

応用科学 

准教授 理学博士 柴田 洋一 音響物理学 
楽器の構造と音響特性に関する

解析 

物理、応用科学 

 

准教授 
博士 

（工学） 
森下佳代子 反応工学 金属廃液からの有価金属の回収 化学、応用科学 

保

健

体

育 

准教授 
教育学 

博士 
三原 大介 体育社会学 

子どものスポーツ集団の問題点

について 
保健体育Ⅰ、Ⅱ 

講 師 

修士(スポ

ーツ健康

科学) 

石崎 聡之 運動生理学 
クレアチンサプリメントの生

理・生化学的研究 

保健体育Ⅰ、Ⅱ 

 

 

外

国

語 

教 授 
教育学 

修士 
長谷川 誠 

言語学、英語

教育学 

日英語の文法比較とその英語教

育への応用 

英語ⅠA, B 英
語Ⅱ ライティ

ング B、英語Ⅲ 

英語演習Ⅱ 

准教授 
教育学 

修士 
有坂 顕二 

（日英）比較

言語学 

各国語，特に日本語と英語の構

文や表現の統語的比較 

英語ⅠA, B 英語

Ⅱ 英語演習Ⅰ   

准教授 
修士 

(教育学) 
小野 雄一 

英語学(統語

論・意味論) 

英語の諸構文に関する統語的意

味的分析 

英語Ⅰ、英語演習

Ⅰ,Ⅱ、英語ⅡA,B 

講 師 
博士 

(言語学) 
杉山 桂子 英語学 英語法助動詞の意味・語用論 

英語ⅠA・B, 英語

Ⅱ, 英語演習Ⅰ, 

応用英語１ 

講 師 
修士 

(文学) 
有坂夏菜子 中世英文学 中世英国ロマンスについて 

英語ⅠＢ 

英語Ⅲ 

応用英語２ 

教 授 法学修士 祇園寺則夫 ドイツ政治史 
第一次大戦以前のドイツ社民党

史 

ドイツ語 

人間と科学（政治

学） 

 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料３-１-①-２：一般科目非常勤講師の配置    

  

科 目 氏  名 担当科目           備  考 

国 語 村上 祐紀 国語 筑波大学大学院博士課程 

 

 

 

 

 

 社 会 

種村 剛 倫理社会 

人間と科学Ⅰ・Ⅱ 

中央大学文学部非常勤講師 

岡田 一郎 政治経済 社会経済生産性本部社会労働部労働研究センター

研究員 

山本 大 政治経済 

人間と科学Ⅰ 

駿台予備学校論文科添削講師 

岩佐 富男 政治経済 

人間と科学Ⅱ 

足利短期大学教授 

田村 航 歴史学 博士（史学）、成城大学短期大学部非常勤講師 

山田 康弘 歴史学 博士（史学）、学習院大学非常勤講師 

原 啓介 地理 立正大学非常勤講師 

横山 俊一 地理 立正大学地球環境学部外部研究員 

 

 

数  学 

岡部 章 複素関数論 

応用解析学 

小山工業高等専門学校名誉教授 

波止元 仁 基礎数学B 東京工業大学理学流動研究機構流動研究員 

直井 敬 基礎数学B 元栃木県立真岡女子高等学校校長 

稲見 庄二 代数学・幾何学 元茨城県立下館第一高等学校校長 

 

  理  科 

西郷 敏 物理 元自治医科大学教員 

青木 潔 物理  元宇都宮中央女子高等学校教諭 

広瀬 正徳 化学Ⅰ 筑波大学大学院博士課程 

 

保 健 

  

  体 育 

高尾 将幸 保健体育Ⅰ・Ⅱ 筑波大学大学院博士課程 

廣瀬 文彦 保健体育Ⅰ・Ⅱ 筑波大学大学院博士課程 

長田 朋樹 保健体育Ⅰ 千葉科学大学非常勤講師 

早坂 一成 保健体育Ⅰ・Ⅱ 日本大学非常勤講師 

田口 直樹 保健体育Ⅰ 常磐大学非常勤講師 

  芸 術 

 

齋藤 千明 美術 TBC国際テクニカルデザイン専門学校講師 

鈴木 久美子 音楽 ピアノ教育家 

 

 

外国語 

津谷 雅子 英語ⅡB、英語Ⅲ 元栃木県立宇都宮商業常勤講師 

足立 綾 英語ⅡA、英語Ⅲ 淑徳大学非常勤講師 

D.R.ﾔｽﾞﾀﾞﾆ 英会話 ニューデースクール教師 

高瀬 誠 独語Ⅰ 学習院大学非常勤講師 

佐藤 千裕 独語Ⅱ ハイデルベルグ大学修了 

 日本語 足立 サカヱ 日本語日本事情 

（留学生） 

白鴎大学非常勤講師 

 

（出典：2009学校要覧 p.9、小山高専ＨＰ） 

 

 

（評価結果）  

教育目標に対応し、常勤教員と非常勤講師が各専門分野に沿った教科科目を教育するように適切に

配置されている。今後、教育方針の「⑥コミュニケーション能力と国際感覚」の達成をさらに十分と

するためには、ネイティブスピーカーによる授業を増やすことや、英語の単位数を増やすこと等の対

応が望まれる。 
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３-１-②： 教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置されて

いるか。 

（状況）  

専門学科は機械工学科、電気情報工学科、電子制御工学科、物質工学科、建築学科の５学科で構成

されている（資料３-１-②-１、２）。主に教育方針「②豊かな感性と創造力の育成」のうちの｢創造

力｣、「④高度な専門知識と問題解決能力の育成」、「⑤情報技術力」、「⑥コミュニケーション能力と国

際感覚の育成」の達成のための専任教員が配置されている。 

「②豊かな感性と創造力の育成」のうちの｢創造力｣については、卒業研究での適切な指導を可能に

するため、自ら価値あるものを創造した経験のある博士号取得者48名（専門教員の83%）を各学科に多

数配置している。また、同じ目的で技術士取得者１名、１級建築士取得者等も関連学科に配置してい

る（資料３-１-②-３）。 

「④高度な専門知識と問題解決能力の育成」の達成のため、高度な専門知識を有する博士号、技術

士、１級建築士取得者を配置している。 

「⑤情報技術力」については、情報技術者１種取得者（資料３-１-②-３）を関連学科に数名配置し

ており、情報関係の授業を担当している。 

 

資料３-１-②-１：専門学科の教員の研究分野と担当科目（二重下線は専攻科科目） 

教員の研究分野と担当科目 

   （機械工学科） 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成 21年度 

担当科目 

特 任 

教 授 
工学士 猪瀬 善郊 強度設計 機構設計応用 

機械製図 

機械設計法Ⅰ 

教 授 工学博士 菊地 吉郎 バイオメカ 
生物の運動を模擬する移動体の製

作研究 

熱力学、熱機関 

機械設計製図Ⅲ 

教 授 工学博士 高島 武雄 伝熱工学 蒸気爆発に関する研究 

伝熱工学 

機械設計法Ⅱ 

熱移動論 

教 授 工学博士 小林 一光 
メカトロニク

ス 

超磁歪素子を使った高速アクチュ

エータの研究 

電子工学概論 

電 気 工 学 概 論  

機械設計製図Ⅲ 

教 授 
博士 

(工学) 
朱   勤 

非線形振動・

制御 

非線形システムに発生するカオス

振動と制御 

機械力学、制御工学 

力学特論 

准教授 
博士 

(工学) 
田中 好一 機械工作 

アーク溶接時に発生するスパッタ

に関する研究 

機械工作法 

工 作 実 習    

技術論 

准教授 工学修士 山下  進 計算力学 異材接合体の応力解析 
情報処理、数値解析 

計算力学 

准教授 
博士 

（工学） 
伊澤  悟 材料強度学 

ショットピーニングステンレス鋼

ＳＥＮＢ試験片の疲労特性 

材料力学 

塑性力学 

准教授 
博士 

(工学) 
北條 恵司 機械材料学 

セラミックスの酸化挙動およびき

裂治癒 

材料学 

材料強度学 

准教授 
博士 

(工学) 
増淵  寿 流体工学 

振動する平板まわりの流れに関す

る研究 

水力学、工業数理、 

流体力学 

講 師 
博士 

(工学) 
川村 壮司 破壊力学 

き裂および切欠き材の強度評価パ

ラメータ決定手法に関する研究 

材料力学演習 

機械設計製図Ⅰ 
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CAE・CAE演習 

助 教 
博士 

(工学) 
山崎 敬則 制御工学 工作機械の運動制御 

工業力学 

応用物理 

現代制御理論 

 

（電気情報工学科） 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成 21年度 

担当科目 

教 授 工学博士 森  夏樹 電子物性工学 
揺らぎ伝導率理論解析による高温

超伝導体の特性評価 

電子工学 

量子力学 

固体電子論 

教 授 
博士(工

学) 
中山 光幸 生体情報工学 

アコースティック・エミッションを

用いたバイオセラミックスの機械

特性の改善 

電気電子計測 

プレゼンテーション

論 

教 授 
工学博士 

技術士 
甲斐 隆章 電力工学 風力発電機の制御方式 

電気回路学Ⅱ 

電力システム工学 

電気エネルギー工学 

教 授 工学博士 土田 英一 レーザ工学 可視光造形における高精度化 

電子回路Ⅰ,Ⅱ 

フォトニクス材料 

光デバイス工学 

教 授 
博士 

(工学) 
小林 幸夫 音響工学 

調波複合音の位相変化が音色に及

ぼす影響 

電気回路学Ⅰ 

マルチメディア工学 

環境技術 

准教授 
博士 

(工学) 
石原  学 情報工学 

ネットワークを利用した場合の仮

想現実とヒューマン特性に関する

研究 

コンピュータ工学 

情報ネットワーク論

環境技術 

准教授 
博士 

(工学) 
千田 正勝 

高周波電磁気

工学 

電磁波・光を用いた磁気・ホログラ

フィックデバイスの研究 

電気磁気学Ⅰ 

電磁波工学 

情報記録工学 

准教授 工学修士 今成 一雄 情報工学 
高機能情報処理集積回路を応用し

た教育実習機器の開発・評価 

情報工学Ⅲ 

集積回路設計 

人工知能 

准教授 工学修士 田中 昭雄 放電工学 
放電法を利用したオゾン発生器の

高効率化 

電子物性 

情報デバイス工学 

電気材料特論 

准教授 
博士 

（工学） 
正本 利行 情報伝送工学 

Sum-Product Algorithm を用いた復

号方法に関する研究 

情報工学Ⅰ,Ⅱ 

信号処理 

講 師 
博士 

(工学) 
北野 達也 電力工学 

電力平衡に基づく新エネルギー有

効活用小型分散電源システム 

過渡現象論 

電気数学Ⅱ 

助 教 
博士 

(工学) 
鈴木真ノ介 

電磁界および

超音波応用 

生体を伝送路としたハイブリッド

通信システムの開発 

応用物理 

環境技術 

助 教 
博士(情

報科学) 
山田 靖幸 電子物性工学 

高温超伝導体におけるボルテクス

ダイナミクスの研究 

電子デバイス工学 

電気電子工学演習Ⅱ 

電子システム工学演習 B 

 

（電子制御工学科） 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成 21年度 

担当科目 

教 授 工学修士 西野  聰 情報工学 赤外線画像による男女識別 
論理回路Ⅰ 

デジタル工学 

教 授 理学博士 金野 茂男 
電子物性工

学 

ヒューマンインターフェースデバイス

の開発 

応用物理Ⅲ 

電子工学特論 
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教 授 理学博士 伊藤 久夫 
電子デバイス 

計測制御工学 

センシングデバイスとシステム制

御 

電子工学Ⅱ 

制御工学Ⅰ 

工学システム概論 

准教授  南斉 清巳 情報工学 コンピュータネットワーク 
ソフトウェア工学 

プログラム 

准教授 
博士 

(理学) 
渡邉 達男 

非線形物理 

プラズマ物理 
カオス時系列の予測問題 

電磁気学Ⅰ 

電気回路Ⅲ 

准教授 
博士 

(工学) 
久保 和良 

計測制御工

学 
瞬時周波数の推定 

システム工学 

計測工学Ⅰ 

計測システム論 

准教授 工学修士 鹿野 文久 

半導体工学 

エネルギー

工学 

太陽光発電システムの高効率化 

燃料電池を用いた省エネルギーシ

ステム 

電磁気学Ⅲ 

電磁気学Ⅳ 

光波応用工学 

講 師 工学修士 笠原 雅人 制御工学 空調システムへの自動制御の適用 

制御工学Ⅲ、計測工

学Ⅱ、電子システム工

学演習 

講 師 
博士 

(工学) 
市村 智康 

ロボット工

学 

オドメトリを用いる曲面上自己位

置推定 

電子回路Ⅰ 

応用制御工学 

情報科学 

助 教 
博士 

(工学) 
平田 克己 信号処理 音環境認識システムの構築 

コンピュータ基礎、

プログラムⅢ・Ⅳ、

通信工学Ⅰ・Ⅱ、電

子システム工学演

習 

 

（物質工学科） 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成 21年度 

担当科目 

教 授 工学博士 吉田 裕志 分離工学 
界面導電現象を応用する微粒子分

散系の固液分離操作 

化学工学 

分離工学 

教 授 
博士 

(工学) 
糸井 康彦 腐食工学 

電気化学ノイズ解析法による金属

の局部腐食評価に関する研究 

無機化学 

金属化学 

教 授 理学博士 胸組 虎胤 生物有機化学 
酵素を用いたアミノ酸・ペプチド誘

導体の合成 

酵素工学 

生物有機化学 

教 授 理学博士 亀山 雅之 有機合成化学 
新しい有機金属反応剤を用いる高

選択的有機合成反応の開発 

有機化学Ⅱ、Ⅲ 

有機合成化学 

准教授 
博士 

（工学） 
武  成祥 金属工学 

生体適合プラズマ熔射 HApコーティ

ングに関する研究 

材料工学 

腐食工学 

准教授 
博士 

(理学) 
酒井   洋 界面化学 

気液界面に吸着する界面活性剤の

構造評価 

物理化学Ⅲ 

分子構造論 

准教授 
博士 

（農学） 
笹沼いづみ 生物化学 

生物間でのβ—グルコシダーセの

多様性とその役割 

細胞遺伝子工学Ⅰ,Ⅱ 

食品化学 

准教授 
博士 

(工学) 
渥美 太郎 固体物理 

新規セラミックスの合成と電気的

性質の解明 

物理化学Ⅰ、Ⅱ 

表面工学 

准教授 
博士 

（工学） 
飯島 道弘 高分子化学 

機能性高分子化合物の精密合成と

応用 

高分子化学 

高分子材料 

有機材料 

講 師 
博士 

（工学） 
田中 孝国 生物化学工学 

エンドトキシン除去を目的とした

新規複合膜の開発 

反応工学 

環境技術 

助 教 
博士 

(学術) 
川越 大輔 

セラミックス

工学 

再生医療に向けたバイオセラミッ

クスの作製 

焼結工学 

複合材料 

助 教 
博士 

(工学) 
西井   圭 有機金属化学 有機金属錯体を用いた材料合成 

有機化学Ⅰ 

環境化学 
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（建築学科） 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成 21年度 

担当科目 

教 授 工学博士 高橋 純一 建築構造学 
建築構造物の地震時特性 

地震動特性、都市防災 

建築構造力学Ⅱ、鉄

筋コンクリート構

造、建築耐震構造、

構造設計、都市防災

論、建築構造解析学 

教 授 
博士 

(工学) 
瀧澤 雄三 

建築計画 

地域計画 

高齢者の生活環境整備計画 

高齢者関連施設計画 

建築概論、建築計画

Ⅱ、地域施設計画

論、地域設計Ⅰ、バ

リアーフリーデザ

イン論、環境技術 

教 授 
博士 

(工学) 
尾立 弘史 

建築計画 

農村計画 

ユニバーサルデザインと建築計画 

地域施設の配置方式について 

建築計画Ⅰ、建築製

図Ⅱ、建築意匠、居

住地計画論 

教 授 工学修士 山本 嘉孝 建築構造 
鉛直落下衝撃荷重の柱に加わる応

力の緩和に関する研究 

構造力学、応用力学 

建築実験、弾塑性力

学、建築数学 

准教授 工学士 川上 勝弥 材料・施工 
溶融スラグ骨材のコンクリートへ

の有効利用 

建築材料、建築施

工、木構造、建築実

験、建築高機能材料

工学、環境技術 

准教授 
博士 

(工学) 
奥冨 利幸 

建築歴史・意

匠 

 

能舞台、能楽堂の歴史的研究。栃木

県内旧日光道中沿いの歴史的建造

物の研究。 

建築史、建築製図

Ⅱ、近代建築思潮

史、文化財保存論、

地域設計Ⅱ 

准教授 
博士 

(工学) 
佐藤 篤史 

建築環境工学 

建築設備 

居住者の住まい方が室内環境形成

に及ぼす影響について 

（熱環境・空気環境） 

建築環境工学Ⅰ・

Ⅱ、インテリアデザ

イン、建築設備、情

報処理Ⅰ、設備シス

テム論、環境デザイ

ン論 

講 師 
博士 

(工学) 
本多 良政 建築構造学 

RC 造建物の耐震性能、RC 造有開口

耐震壁の耐震性能 

建築構造力学Ⅰ、建

築構造力学演習、応

用物理Ⅱ、建築実

験、合成構造論、建

築耐震設計論 

講 師 
博士 

(工学) 
大島 隆一 建築構法計画 

建材、建築部品、建築構法に関する

性能等に関する研究 

建築一般構造、建築

設計製図、情報処理 

助 教 
博士 

(工学) 
豊川 斎赫 建築計画 建築意匠 

建築製図Ⅱ、図学、

現代建築論、設計製

図ⅡB 

助 教 
博士 

(工学) 
横内  基 建築構造学 

既存鉄筋コンクリート造建物に対

する制震補強効果、鉄筋コンクリー

ト造建物の耐震性能・損傷評価、次

世代制震構造システム 

鋼構造、建築構造計

画、建築実験、情報

処理 I・Ⅱ、構造力

学演習、建築概論 

 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料３-１-②-２：専門科目非常勤講師の配置 

教員（非常勤講師）の研究分野と担当科目 

 （機械工学科） 

 

学 位 

 

氏  名 

 

研究分野 

 

本務先 

平成２１年度 

担当科目 

工学修士 安ヶ平 和一 流体工学 宇都宮大学工学部 流体機械 

 

工学博士 山城 光雄 生産システム工学 足利工業大学工学部システム情報工学科 生産工学 

生産システム工学 

工学修士 井田  晋 流体力学 小山工業高等専門学校名誉教授 応用物理 

技術者倫理 

博士 

（工学） 

橋本 誠司 制御工学 群馬大学大学院工学研究科 応用物理 

博士 

(工学) 

神村 一幸 （空調設備の）計

測・制御、エネル

ギー工学 

(独)国立環境研究所 情報工学Ⅳ 

 
（電気情報工学科） 
 

学 位 

 

氏  名 

 

研究分野 

 

本務先 

 

担当科目 

工学博士 田村 吉章 

 

パワーエレクトロ

ニクス 

小山工業高等専門学校名誉教授 電気機器工学 

工学修士 北城 勝栄 制御工学、パワー

エレクトロニクス 

小山工業高等専門学校名誉教授 制御工学 

数値計算法 

 

 大嶋 建次  小山工業高等専門学校名誉教授 電気電子製図 

学士 小林 眞彦 

 

電気機器 株式会社高岳製作所（技術部技術開発セ

ンター) 

電磁エネルギー工学 

博士 

（工学） 

森 大毅 音声言語情報処理 宇都宮大学大学院 情報工学Ⅳ 

 

学士 栗原 二三夫  (株)高岳製作所 電気材料 

修士 稲葉 雄一  (株)高岳製作所 電気法規 

 
（電子制御工学科） 

 

学 位 

 

氏  名 

 

研究分野 

                    

本務先 

 

担当科目 

学士 梅山  康之 

 

 元栃木県立高校教諭 応用物理Ⅰ・Ⅱ 

 

理学博士 内藤 一郎 

 

物性物理 筑波技術大学 物性工学 

量子工学 

技術士 金子 聞司 

 

メカトロニクス 金子技術士事務所 システム演習Ⅳ 

制御工学Ⅳ 

  
（物質工学科） 

 

学 位 

 

氏  名 

 

研究分野 

                    

本務先、経歴、等 

 

担当科目 

工学博士 奥山  優 

 

無機化学 

金属化学 

小山工業高等専門学校名誉教授 工業化学 
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農学博士 島田 秋彦 

 

微生物工学  筑波大学大学院 生体エネルギー論 

微生物工学 

工学博士 小林 秀彦 

 

セラミックス化学 埼玉大学大学院理工学研究科（物質科学部

門物質基礎領域） 

工業材料 

 

工学士 山崎 一雄 

 

化学プロセス工学         日立化成工業株式会社                 プロセス工学 

 

 
（建築学科） 

 

学 位 

 

氏  名 

 

研究(専門)分野 

                    

本務先 

 

担当科目 

理学士 青木  繁 

 

ソーラーシステム 元宇都宮中央女子高等学校教諭 応用物理 

 

修士(工学)      羽鳥 芳之 

 

建築設計計画          羽鳥芳之設計事務所長                    建築設計ⅠA 

建築計画Ⅲ 

工学士      慶野 正司 

 

建築設計計画      アトリエ慶野正司所長                    建築設計ⅡB 

修士(工学) 大塚 正宏 

 

建築・都市設計計画      日本設計（株）都市計画群副群長兼プロ

ジェクト開発部長 

都市・地区計画 

       永盛 宏文 

 

実践測量 東洋測量設計(株)企画室長                   建築測量 

 

準学士 岡田 豊子 建築設計計画 (有)岡田建築設計事務所長                     建築法規 

 

修士(工学) 岩城 考信 

 

建築史 法政大学大学院 建築製図、建築史 

 

 

（出典：総務課人事係資料） 

 

資料３-１-②-３：技術士等技術関係資格者 

 

専門知識に関する資格を有する教員（平成２２年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務課人事係資料） 

資 格 名 技術士 １級建築士 １種情報処理技術者 

人   数 １ ４ ３ 

所属学科 電気情報工学科 建築学科 
一般科 

電気情報工学科 

電子制御工学科 

 

（評価結果）  

（資料３-１-②-１、２）に示すように、どの学科においても、担当する教員はその専門に合った授

業科目を担当しており、教員は適切に配置されている。高度な知識を有する博士号取得者、及び実務

関連の資格を有する教員が適切に配置されていることがその根拠である。 
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３-１-③： 専攻科を設置している場合には、教育の目的を達成するために必要な専攻科授 

業科目担当教員が適切に配置されているか。 

（状況） 

教員の専門分野と専攻科の授業科目は整合している（既出：資料３-１-②-１）。 

教育方針①-Sの「社会・経済と工業技術の共生に配慮し、工業技術者として社会的責任と倫理観を

自覚すること。」を達成するため、専攻科共通科目である技術者倫理担当者として、技術倫理の教科

書を執筆して体系的な知識を有する社会科の教員を当てている。 

教育方針②-Sの「専門分野にとらわれず工業技術全般に対し知的好奇心をいだき、工業技術に関す

る研究計画・設計・製作及びその評価までの全プロセスをデザインできること。」を達成するために、

デザインについての豊富な実務経験を持つ非常勤講師を「システムデザイン」担当として配置し、ま

た、工業技術に関する知識を有する実務経験者の専任教員を数名配置している。 

教育方針③-Sの「自然科学・数学・英語の応用知識を身につけ、専門分野の工学理論を理解してい

ること。」を達成するために、自然科学・数学・英語の応用知識については｢応用科学」で３名（うち

２名は博士号取得者）の一般科理科教員、「複素関数論」と「応用解析学」には博士号をもつ数学の

非常勤講師（既出：資料３-1-①-２）、「応用英語１」には英語学の博士号をもつ専任教員を配置し

ている（既出：資料３-１-①-１）。 

教育方針④-Sの「高度な専門分野の課題に対する問題点を自ら発見し、その解決方法をデザインし

研究を遂行できる能力」を学生に身につけさせるために、博士号を有する教員を多数配置し、指導に

当たらせている。 

教育方針⑤-Sの「情報技術の応用力を身につけ、コンピュータを利用して解析力と設計力を身につ

けること。」を達成するため、１種情報処理技術者資格を有する教員（既出：資料３-１-②-３）が情

報関係の授業を担当している。 

教育方針⑥-Sの「特別研究を含む専門分野の内容を学内・学外において日本語で口頭発表・質 

疑ができること」を達成するため、学会等で自ら多数の口頭発表・質疑応答を経験している教員が専

攻科の授業を担当し、多くは特別研究を指導している。また、「高度な専門分野に関する技術英語の

文章を理解し国際社会で活躍できる基礎能力を身につけること。」を達成するため、「ゼミナール」、

「特別研究」では、企業勤務経験（資料３-１-③-１）がある、さらに長期海外勤務経験（資料３-１-

③-２）あるいは国際学会での発表経験（資料３-１-③-３）のある、教員が多く配置されている。 

専攻科では、５年毎の大学評価・学位授与機構の審査で可とされた教員が、講義科目、特別研究等

を担当している。審査以降に採用した教員は、採用時における教育研究業績等により、学内で採用教

員が専攻科科目、特別研究を担当可能か判定している。 

 

 



３章 

- 67 - 

資料３-１-③-１：教員の企業経験年数 

(23名) (12名) (10名)

企業経験年数 企業経験年数 企業経験年数

 中 田 伸 一 6  猪 瀬 善 郊 0  西 野    聰 7

 井 上 次 夫 0  菊 地 吉 郎 16  金 野 茂 男 0

 柴田 美由紀 0  高 島 武 雄 2  伊 藤 久 夫 24.08

 松 島 隆 裕 0 小 林 一 光 23.75  南 斉 清 巳 0

 酒 入 陽 子 0  朱　　　 勤 0  渡 邉 達 男 0

 玉 木 正 一 0  田 中 好 一 0  久 保 和 良 3

 佐 藤    巌 0  山 下　　進 0  鹿 野 文 久 0

 島 田    勉 0  伊 澤    悟 0  笠 原 雅 人 0

 新 井 一 道 3  北 條 恵 司 6.92  市 村 智 康 0

伊 藤 益 生 1.83  増 淵    寿 2 平 田 克 己 0

 須 甲 克 也 0  山 崎 敬 則 0 経験者数 3

 三 橋 秀 生 5  川 村 壮 司 0

 柴 田 洋 一 0 経験者数 5 (12名)

 上 村    孝 0 企業経験年数

 森下 佳代子 2 (13名)  吉 田 裕 志 1

 三 原 大 介 0 企業経験年数  糸 井 康 彦 2

 石 崎 聡 之 0  森    夏 樹 0  胸 組 虎 胤 0

 長谷川   誠 0  中 山 光 幸 2.4  亀 山 雅 之 0

 有 坂 顕 二 0  甲 斐 隆 章 28  武    成 祥 1

 小 野 雄 一 0  土 田 英 一 0  笹沼 いづみ 0

 杉 山 桂 子 2  小 林 幸 夫 0  渥 美 太 郎 0

 有坂 夏菜子 0  石 原 　 学 0  酒 井 　 洋 0

 祇園寺 則夫 0  千 田 正 勝 19  飯 島 道 弘 1.5

経験者数 6 正 本 利 行 0  田 中 孝 国 3.83

 今 成 一 雄 0  川 越 大 輔 0

 田 中 昭 雄 0  西  井 　圭 5

 北 野 達 也 2 経験者数 6

 鈴木 真ノ介 0

山 田 靖 幸 0 (11名)

経験者数 4 企業経験年数

 高 橋 純 一 0

 瀧 澤 雄 三 0

 尾 立 弘 史 0

 山 本 嘉 孝 0

 川 上 勝 弥 0

 奥 冨 利 幸 12

佐 藤 篤 史 0

本 多 良 政 7

 大 島 隆 一 0

 豊 川 斎 赫 5.58

 横 内 　 基 8.5

経験者数 4

 建　築　学　科  

 一　  般  　科　  機 械 工 学 科   電子制御工学科　

電気情報工学科

 物 質 工 学 科  

 

 

（出典：総務課人事係資料） 

 

資料３-１-③-２：長期海外勤務経験者 
 

○ 胸組虎胤  米国ソーク研究所神経内分泌研究室研究職員（昭和 59年 5月～昭和 60年 11月） 

  ○ 亀山雅之  オタワ大学（カナダ）博士研究員（昭和 63年 7月～平成 2年 3月） 

○  酒入陽子    慶應義塾ニューヨーク学院高等部教諭（平成 13年 2月～平成 17年 3月） 

○  本多良政  青年海外協力隊建築隊員ブータン王国学校計画建築課（平成 13年 7月～平成 15年 7月）    
 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料３-１- ③-３：教員の国際学会での発表（平成19～21年度） 

 

年 月 日 ～ 年 月 日

糸井康彦
武   成祥

2 大韓民国 19 5 20 ～ 19 5 24
TEMFホテル
（ICEC2007 国際腐食工学会議）

井上次夫 1 中華人民共和国 19 5 30 ～ 19 6 4 北京外国語大学

奥冨利幸 1 中華人民共和国 19 5 31 ～ 19 6 4 華方設計院、東莞市市内

奥冨利幸 1 中華人民共和国 19 6 13 ～ 19 6 18 上海同済大、南京東南大

甲斐隆章 1 中華人民共和国 19 7 8 ～ 19 7 11
香港　日航ホテル
（ICEE電気工学国際会議）

石原　学 1 中華人民共和国 19 7 8 ～ 19 7 13
香港　日航ホテル
（ICEE電気工学国際会議）

中山光幸 1 カナダ 19 7 8 ～ 19 7 14
Westin Bayshore Hotel（ＩｎｔｅｒＰＡＣＫ
０７：アメリカ機械学会主催）

佐藤　巌 1 中華人民共和国 19 7 19 ～ 19 7 21 上海大学

奥富利幸 1 中華人民共和国 19 8 6 ～ 19 8 13 赤峰市周辺

年 月 日 ～ 年 月 日

吉田裕志 1 韓国 20 5 21 ～ 20 5 26
Kumoh National Institute of
Technology

山崎敬則 1 ポーランド 20 6 21 ～ 20 6 30
Ryn Castle Hotel(The 16th
International Scientific Conference)

井上次夫 1 韓国 20 7 10 ～ 20 7 14
釜山外国語大学(日本語教育学世界
大会）

胸組虎胤 1 イタリア 20 8 23 ～ 20 8 30
ﾊﾟﾗﾂｫ・ﾃﾞﾘ・ｱﾌｧﾘ会議場(Florence
ISSOL '08)

北條恵司 1 韓国 20 9 23 ～ 20 9 25 釜慶大学

杉山桂子 1 オーストラリア 20 9 15 ～ 20 9 24 ブリスベン市内

甲斐隆章
田中昭雄

2 中国 20 10 16 ～ 20 10 20 武漢（ICEM2008国際学会）

石原　学 1 韓国 20 10 14 ～ 20 10 17 ソウル（国際会議ICCAS2008）

糸井康彦
武　成祥

2 アメリカ 20 10 11 ～ 20 10 17
ホノルル（PRIME　2008（日米合同電
気化学大会）

佐藤　巌 1 ロシア 20 11 30 ～ 20 12 6
モスクワ独立大学（Zeta Functions Ⅱ
in Moscow)

年 月 日 ～ 年 月 日

奥冨利幸 1 アメリカ合衆国 21 3 29 ～ 22 3 25 カリフォルニア大学
小野雄一
石原  学

2 シンガポール 21 6 6 ～ 21 6 11 教育工学に関する学会

石崎聡之 1 ノルウェー 21 6 22 ～ 21 6 28 ﾖｰﾛｯﾊﾟｽﾎﾟｰﾂ科学会

中山光幸 1 アメリカ合衆国 21 7 19 ～ 21 7 24 米国機械学会、Inter PACK09

森下佳代子 1 アメリカ合衆国 21 8 14 ～ 21 8 21 アメリカ化学会国際会議

石原　学 1 カナダ 21 8 21 ～ 21 8 28 国際騒音制御工学会

山崎敬則 1 ポルトガル 21 9 7 ～ 21 9 15 計測自動制御学会、IMEKO

豊川斎赫 1 アメリカ合衆国 21 10 15 ～ 21 10 19 ハーバード大学

山崎敬則 1 アメリカ合衆国 22 1 25 ～ 22 2 1
2010 ASHRAE Winter Conference,フ
ロリダ大学

派遣先機関名教員名
研修等期間

国　　　　名人数

教員名 人数 派遣先機関名
研修等期間

国　　　　名

派遣先機関名教員名
研修等期間

国　　　　名人数

 

 

（出典：総務課総務係資料） 
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（評価結果） 

 教員の専門分野に対応して専攻科の授業科目が適切に配置されている。専門知識と研究能力につい

ては各教育目的に応じた適切な教員配置となっている。たとえば、技術者倫理には専門の社会科の専

任教員を、デザイン能力の養成には非常勤の実務経験者を、高度な専門知識と研究能力の育成には多

くの博士号取得者を配置している。そのほか技術士、１級建築士、情報処理技術者等の資格を有する

教員も配置されている。コミュニケーション能力の育成には、海外勤務、長期外留経験者等も配置さ

れている。したがって、専攻科の授業科目担当教員はほぼ適切に配置されている。 

 

 

３-１-④： 学校の目的に応じて、教員組織の活動をより活発化するための適切な措置が講じられ

ているか。 

（状況）  

専任教員は男性75名、女性６名でありほとんどが男性である。技術士資格をもつ教員は１名、１級

建築士資格をもつ教員は４名、１種情報処理技術者資格を持つ教員は３名配置されている（既出：資

料３-１-②-３）。外国人の専任教員は配置されていない。 

教員の年齢構成を示した図（資料３-１-④-１）により、33才から65才までほぼすべての年齢の教員

が配置されているが、20才代の教員はいない。なお、65才の1人は一昨年度定年退職者の再雇用である。

次に、年齢層別で見ると30才代19人、40才代23人、50才代23人、60才代16人で、平均年齢は48.7才で

ある。しかし、55才から65才までに全教員の約33パーセントに当たる27人が集中しているため、教育・

研究の活力が低下することが懸念される。今後は計画的に若年層を採用していき、教員の年齢構成を

さらに均衡させることが望まれる。 

教員の年令構成の均衡を保つための具体的な規程はないが、人事係保存の学科毎の年齢構成図を基

礎にして、特定の年齢に偏らないような採用がなされてきた結果、33才以上のほぼすべての年齢に教

員が配置されている。しかし、学科毎の年齢構成を考慮したため結果的に高齢化が進んだと見ること

ができる。また、助教の採用に際しての公募条件（資料３-１-④-２）には年齢制限が設けられ、年齢

構成に均衡を持たせるための意図が示されている。 

本校では任期制は採用されていない。教員の選考については公募が原則である（資料３-１-④-３）。

少なくとも過去６年間の教員採用については、すべて公募で決定されている。また、教育経験や実務

経験を持つ者の採用については、公募要綱に示されている。教育については「高等専門学校の技術者

教育、研究、学生指導に熱意を有する方」と明示されている。実務経験者についても「博士の学位を

有する方または技術士の資格を有する方」と明示しており、考慮されている。 

本校には優れた教員に対する表彰制度が導入されており、表彰規則を資料３-１-④-４に、小山高専

表彰規則による表彰の実績を資料３-１-④-５に示す。 
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資料３-１-④-１：教員の年齢構成 

小山高専教員の年齢構成（平成22年3月31日現在）

0

1

2

3

4

5

6

歳64626058565452504846444240383634

年 齢

人
数
（

人
）

 

               （出典：総務課人事係資料） 

 

資料３-１-④-２：教員公募の例（H21年度） 

                 機械工学科教員公募
公募人員 助教　１名

所属学科 機械工学科

専門分野 設計工学・システム

担当科目 機械製図、機械設計製図Ⅱ等の講義科目

機械工学実験等の実験科目、卒業研究、専攻科特別研究など

①年齢　原則として３０歳前後とする

（雇用対策法施行規則第１条の３第１項第３号のイの適用により、長期勤続によ
るキャリア形成を図るため）

②博士の学位を有すること（採用時までに取得していること）

③高等専門学校での技術者教育、研究、学生指導に熱意を有する方

④地域との連携活動に意欲的に取り組める方

採用予定年月日 平成22年4月1日

①履歴書(写真添付）

②著書・論文等（研究業績）一覧

③著書・論文等（研究業績）の概要

④教育業績一覧

⑤教育・研究上の業績

⑥着任後の教育・研究についての抱負

⑦現職のある方は、上司等の推薦書があれば望ましい

　(推薦書の有無については、合否に関係ありません）

※記入要領へ

応募締切 平成２１年１２月１８日（金）必着

①書類審査により第一次選考を行う

②第一次選考合格者に対して面接を実施する

〒323-0806

栃木県小山市大字中久喜７７１番地

小山工業高等専門学校総務課人事係

（郵送の場合は簡易書留で封筒に「機械工学科教員応募」と朱書すること）

問い合わせ先 応募に関して不明な点については、郵便、電話またはメールで照会してくださ
い照会先

書類の提出先

応募資格

提出書類

選考方法

 

（出典：教員公募要綱） 
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資料３-１-④-３：教員公募の実施状況 

 

平成１６年度以降教員の公募状況 

 
平成１６年度採用者 ２名 （平成１５年度退職教員２名の欠員補充に伴う教員公募２件） 

平成１７年度採用者 ７名 （平成１６年度退職教員７名の欠員補充に伴う教員公募７件） 

平成１８年度採用者 ６名 （平成１７年度退職教員６名の欠員補充に伴う教員公募６件） 

平成１９年度採用者 ２名 （平成１８年度退職教員２名の欠員補充に伴う教員公募２件） 

平成２０年度採用者 ２名 （平成１９年度退職教員２名の欠員補充に伴う教員公募２件） 

平成２１年度採用者 ５名 （平成２０年度退職教員５名の欠員補充に伴う教員公募５件） 

 

（出典：総務課人事係資料） 

 

 

資料３-１-④-４：小山高専教職員表彰規則 

 

小山工業高等専門学校教職員表彰規則 

 

                                                 制    定   平成１６年９月１５日 

                                最終改正  平成１８年４月 １日 

 

  （趣旨） 

第１条  この規則は、小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）の教育、学校運営及び社会貢献に関して、特に

顕著な功績を挙げた者を表彰するため定めるものである。 

  （表彰を受ける者） 

第２条  表彰は、本校の教職員であって、次に掲げる各号の一に該当する者の中から教職員表彰選考委員会（以下「選

考委員会」という。）において選考を行い、校長が決定する。 

 一 講義、演習、実験・実習及びクラス運営等において新たな方法を創案し、その実践を行い、特に教育効果を高

めた者 

  二 学生の課外活動への監督・指導を通して、学生への教育に特に功績のあった者 

 三 本校の学習・教育目標を達成するために、特に顕著な貢献があった者 

 四 社会貢献に関し、特に本校の名誉を高めた者 

 五 その他本校の学校運営等に特に功績があった者 

 （選考委員会） 

第３条 選考委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織し、校長を委員長とする。 

 一 校長 

  二 人事委員会委員 

 三 その他校長が必要と認めた者 

  （表彰） 

第４条  表彰は、校長が表彰状を授与することにより行う。 

２ 前項の表彰状にあわせて記念品を贈呈することができる。 

  （事務） 

第５条  表彰に関する事務は、総務課において処理する。 

  （雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、表彰の実施に関し必要な事項は、校長が別に定める。 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料３-１-④-５：小山高専表彰規則による表彰の実績 

 

教員の表彰について 

 

  教員の表彰については、機構が行う教員顕彰の実施結果を基に、本校教職員表彰規則に基づく教

職員表彰選考委員会を開催し、表彰を受ける者を決定している。 

 

（機構が行う教員顕彰への推薦者） 

平成１６年度 柴田洋一 
平成１７年度 田中昭雄 
平成１８年度 田中昭雄 
平成１９年度 田中昭雄 
平成２０年度 田中昭雄 
平成２１年度 一般部門 田中昭雄、若手部門 大島隆一 

 

（本校教職員表彰規則に基づき表彰を受けた者） 

平成１６年度 柴田洋一、伊澤 悟 
平成１７年度 田中昭雄 
平成１８年度 新井一道 
平成１９年度 須甲克也 
平成２０年度 石原 学 
平成２１年度 飯島道弘 

 

（出典：総務課人事係資料） 

 

（評価結果）  

教員は学科毎の年齢構成表にしたがって、均衡ある採用が実施されてきたが、現在のところ平均年

齢は48.7歳であり、 55歳以上の教員の比率が約33パーセントと高くなっている。このような偏りは、

今後数年間にわたって若手教員を計画的に採用することで解消すると考えられ、このことによって学

校全体の教育・研究を活性化することが可能であろう。 

「高専における教育・研究・学生指導への熱意」をもつこと、「博士の学位を有することや技術士

を有すること」が、教員の採用方針として公募要綱に明示されており、教育経験、実務経験への配慮

がなされている。また、優秀教員評価制度を導入しており、すぐれた教育をしている教員に対しての

配慮がなされている。 
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３-２-①： 教員の採用や昇格等に関する規定などが明確かつ適切に定められ、適切に運用が 

なされているか。 

（状況）  

常勤教員の採用の手続きについては、人事委員会規程（資料３-２-①-１）、教員選考委員会規程（資

料３-２-①-２）、教員選考規則（資料３-２-①-３）に示されている。また、教員選考規則（資料３-

２-①-３）には各職位に応じた資格、能力が示されている。教員の教育上の具体的な能力は教員選考

委員会規程５条の二と三に、それぞれ「本校の教育、研究に強い意欲があること」、「学生の指導に理

解と情熱があること」とあるだけであるが、別に定める教員公募要綱（既出：資料３-１-④-２）には

選考に必要とされる７種類の書類が定められ、経歴、教育能力、研究能力等から多面的に選考される

ことが明記されている。このうち、「教育業績一覧」（資料３-２-①-４）と「教育・研究上の業績」（資

料３-２-①-５）が教育上の能力を確認する根拠としての提出が求められている。また、研究業績等に

ついても教員公募要綱（既出：資料３-１-④-２）には必要とされる書類の提出が求められている。昇

任についても公募と基本的に同様な手続き（資料３-２-①-３）を経て選考される。 

一方、規程に従った手続きを経て、少なくとも平成16年度以降すべての採用人事選考において公募

が行われ（既出：資料３-１-④-２、３）、24名が採用された。このうち、一般科目６名中３名は博士、

他の３名は修士の学位を持っている。また、専門学科で採用された18名全員が博士の学位を持ってい

る。この間採用された教員は本校に適応し、教育研究を持続している。  

非常勤講師についても採用基準が定められている（資料３-２-①-６）。 

資料３-２-①-１：人事委員会規程 

 

小山工業高等専門学校人事委員会規程 
制  定 平成16年４月１日 
最終改正 平成18年４月１日 

 （趣旨） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、教職員の採用及び配置計画等を円滑に進めるため、小山工業高等専

門学校人事委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 （任務） 
第３条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。 
 一 教職員の採用に係る基本方針に関すること。 
 二 人事評価の方針及び基準に関すること。 
 （組織） 
第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 
 一 副校長 
 二 本校教員 若干名 
 三 事務部長、総務課長 
 四 その他校長が必要と認めた者 
２  前項第二号及び第四号の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
３ 委員会に、専門の事項を審議するため、専門委員会を置くことができる。 
第４条 委員会は、副校長が招集し、その委員長となる。 
第５条 委員会は、必要と認めるときは、委員以外の者に所掌事項について説明を求めることができる。 
 （事務） 
第６条 委員会に関する事務は、総務課人事係が行う。 
    

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料３-２-①-２：小山高専教員選考委員会規程 

 

小山工業高等専門学校教員選考委員会規程 

                                                                    制    定 平成14年３月13日 

最終改正 平成19年４月 1日 

 （趣旨）  
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校教員選考規則（平成１４年３月１３日制定）第５条第２項に基づき、小

山工業高等専門学校教員選考委員会（以下「選考委員会」という。）の組織及び任務について定める。 
 （選考委員会の構成） 
第２条  選考委員会の構成は、次のとおりとする。                                
  一 校長 
  二 副校長 
  三 校長補佐（教務担当） 
  四 選考を行おうとする学科長 
  五 選考を行おうとする学科の教授又は選考しようとする専門分野の教授若干名 
  六 その他校長が必要と認めたもの 
２ 講師、助教又は助手を選考する場合は、前項第５号に定める教授を教授又は准教授と読み替えるものとする。  

                                                       
３ 選考委員会は、選考を行おうとする学科毎に設置するものとする。       
  （委員長） 
第３条 選考委員会に委員長を置き、校長をもって充てる。                       
  （任務）  
第４条 選考委員会は、次の事項を処理する。                                   
  一 公募に関すること。      
  二 応募者の書類審査及び資格審査に関すること。 
  三 候補適任者の選出に関すること。  
  四 昇任及び配置換に関すること。 
２ 前項第１号に定める公募の方法は、別に定める。  
  （審査の基準） 
第５条 書類及び資格審査の基準は、次によるものとする。       
  一 選考される者の資格が、教員選考規則第１１条から第１４条に掲げる資格のいずれかを満たしていること。 
  二 本校の教育、研究に強い意欲があること。 

 三 学生の指導に理解と情熱があること。 
  四 その他選考委員会が必要と認めること。 
 （事務）   
第６条 選考委員会の事務は、総務課において処理する。 
 （その他） 
第７条 この規程に定めるもののほか、選考委員会に関し必要な事項は、校長が別に定める。  

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料３-２-①-３：小山高専教員選考規則 

 

小山工業高等専門学校教員選考規則 
制  定 平成14年３月13日 

最終改正  平成19年４月１日 

   第１章 総則 

 （趣旨）                

第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）の教員の選考は、高等専門学校設置 

基準（昭和３６年８月３０日文部省令第２３号）によるもののほか、この規則に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この規則において「教員」とは、独立行政法人国立高等専門学校機構教職員就業規則第３条第２号に掲げる

者をいう。 

２ この規則において「選考」とは、教員の採用、昇任及び配置換をいう。 

 （公募の原則） 

第３条 前条第２項に規定する採用の選考は原則として公募とする。 

   第２章 教員選考の手続き 

 （申し出） 

第４条 学科長は、教員選考の必要が生じた場合は、校長に申し出るものとする。 

 （選考委員会の設置） 

第５条 校長は、第４条に掲げる申し出があったときは、速やかに教員選考委員会（以下「選考委員会」という。）

を設置するものとする。 

２ 選考委員会に関し必要な事項は、校長が別に定める。                       

 （選考） 

第６条 教員の選考は、校長が行う。 

 （候補適任者の選出） 

第７条 選考委員会は、原則として候補適任者を複数選出するものとする。   

 （面接） 

第８条 校長は、前条により選出された候補適任者について面接を行うものとする。 

２ 面接官は、校長、副校長、校長補佐（教務担当）、学科長及びその他校長が必要と認めた者とする。 

  （候補者の決定） 

第９条 校長は、前条により面接をした者の中から候補者１名を決定するものとする。    

    第３章 教員の資格 

 （総則） 

第１０条 本校の教員となることのできる者は、次の各条のいずれかに該当する者とする。 

 （教授の資格） 

第１１条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、高等専門学校における教育を担当す

るにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。 

  一 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有する者 

    二 学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位（外国において授与されたこれに

相当する学位を含む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に関する業務についての実績を有する者 

  三 大学（短期大学を含む。以下同じ。）又は高等専門学校において教授、准教授又は専任の講師の経 

歴（外国におけるこれらに相当する教員としての経歴を含む。）のある者 

   四 学校、研究所、試験所、調査所等に在職し、教育若しくは研究に関する実績を有する者又は工場そ 

の他の事業所に在職し、技術に関する業務についての実績を有する者 

  五 特定の分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者   

    六 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると文部科学大臣が認めた者   

 （准教授の資格） 

第１２条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、高等専門学校における教育を担当

するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする｡ 

  一 前条各号のいずれかに該当する者 

   二 大学又は高等専門学校において助教又はこれに準ずる職員としての経歴（外国におけるこれらに相当する職

員としての経歴を含む。）のある者  

三 修士の学位又は学位規則第５条の２に規定する専門職学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含

む。）を有する者 

  四 特定の分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者    

  五 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると文部科学大臣が認めた者  

 （講師の資格） 

第１３条 講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする｡  
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一 第１１条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者 

  二 高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）において教諭の経歴のある者で、かつ、高等専門学校におけ

る教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者 

  三 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると文部科学大臣が認めた者 

 （助教の資格）                                                             

第１３条の２ 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、高等専門学校における教育を担

当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。 

    一 第１１条各号又は第１２条各号のいずれかに該当する者                   

  二 修士の学位（医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践的な能

力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する課程を修了した者については、学士の学位）又は

学位規則第５条の２に規定する専門職学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有す

る者 

  三 特定の分野について、知識及び経験を有すると認められる者               
 （助手の資格） 

第１４条 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする｡ 

    一 学士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）又は準学士の称号（外国におけるこれ

に相当する称号を含む。）を有する者 

  二 前号に掲げる者と同等以上の能力を有すると文部科学大臣が認めた者    

     第４章 雑則       

 （その他） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、教員の選考に関し必要な事項は、校長が別に定める。 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料３-２-①-４：教育業績一覧の様式 

 

様式６ 
教 育 業 績 一 覧 

                                                               平成  年  月  日 
                                                                氏 名                      印 

 期       間  事             項  備   考 
学校等における教職歴等 

 自：平成  年  月  日 
至:平成  年  月  日 

  

( 省 略 ) 

高等専門学校における主事・主事補歴 

 自：平成  年  月  日 
 至：平成  年  月  日 

  

( 省 略 ) 
高等専門学校における上記以外の学生指導歴等 

 自：平成  年  月  日 
 至：平成  年  月  日 

  

( 省 略 ) 

教育内容・方法等の改善に関する取り組み状況 

 自：平成  年  月  日 
 至：平成  年  月  日 

  

( 以 下 省 略 ) 

 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料３-２-①-５：教育・研究上の業績の様式 

様式７ 
 
 教育・研究上の業績（教育・研究上、顕著な業績について記入すること。なお、企業の各部門における実践を含む。） 

 

 その他特記すべき事項 

 

 
 

（出典：総務課人事係資料） 

 

資料３-２-①-６：非常勤講師の採用規則 

 

小山工業高等専門学校非常勤講師任用等の基準 

制    定  昭和 54年 11月 24日 

最終改正 平成 18年 4 月 １日 

  （趣旨） 

１  非常勤講師の任用については、教育効果の向上と適切な人事管理を図るため、この基準の定めるところによる。 

  （任用基準） 

２  非常勤講師は、すぐれた識見をもち、本校の教育方針に添った教育指導のできる者で、おおむね次の各号に該当

する者とする。 

  一  高等専門学校講師となる資格を有していること。 

  二  69才未満であること。 

  三  心身共に健全であること。 

  （選考） 

３  任用は、選考により行う。 

４  選考は、年度計画に基づき作成された「任用候補者一覧表」（以下「一覧表」という。）の中から、校長が行う。 

５  一覧表は、校長補佐（教務担当）が学科長等の協力を得て、作成するものとする。 

６  選考に必要な書類は、次の各号に掲げるものとする。 

  一  履歴書（教育指導歴・研究歴を含む。） 

  二  健康診断書。ただし、本務官署等で定期的に健康診断を受診している者は、除く。 

  三  その他必要と認める書類 

７  この事務処理は、総務課人事係において行う。ただし、一覧表作成に関する事務は、学生課教務係において行う。 

  （経過措置） 

８  この基準の裁定の日から昭和 57 年度の間は、第２項第２号の基準にかかわらず、 別表の区分により任用するこ

とができる。 

 

 （出典：小山高専ＨＰ） 
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（評価結果） 

教員の採用、昇格等に関する基準は、人事委員会規程、教員選考委員会規程、教員選考規則及び公

募要綱に定められている。そのうち、各職位の教員になることができる者の能力等については、学校

教育法及び高等専門学校設置基準に従う内容が、教員の職位毎に教員選考規則に定められている。ま

た、高等専門学校設置基準にある「高等専門学校における教育を担当するにふさわしい教育上の能力」

については、公募要綱で要求している「教育業績一覧」、「教育・研究上の業績」、「着任後の教育・研

究についての抱負」の提出書類で審査される。さらに、公募要綱にはその審査基準として「高等専門

学校の教育、研究、学生指導に熱意があること」とあり、教育上の能力が示されている。 

したがって、教員の採用や昇格等に関する規程等が、明確にかつ適切に定められ、教員選考委員

会規程に定められた手続きに従い適切に運用されている。また、平成16年度から平成21年度までに

採用された教員24名のうち、３名は修士の学位、21名は博士の学位を持つなど優れた教員の採用が

なされ、採用教員は本校に適応し、現在も継続して教育研究に励んでいる。これらの点から、高等

専門学校に適した教員が採用され、規則は適切に運用されている。 

 

 

３-２-②： 教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備され、実

際に評価が行われているか。また、その結果把握された事項に対して適切な取組がな

されているか。 

（状況）  

点検評価規程（資料３-２-②-１）には、点検評価の趣旨、点検評価委員会の組織、点検項目等が定

められている。本校では「点検及び評価の結果を、３年を超えない範囲でとりまとめ、報告書等とし

て公表」することになっている。最近では平成18年度に自己点検報告書が作成され、これに関して平

成19年度中に外部評価を受けている。 

点検評価対応委員会は、副校長、各校長補佐、専攻科長、事務部長、事務部の各課長、直下に開設

している自己点検評価専門委員会、機関別認証評価専門委員会、JABEE専門委員会の各委員長から構成

されている。本校の自己点検評価は自己点検評価専門委員会が実施している。点検評価の内容は、学

校の理念と目標、教育、研究、施設、国際交流、財務、社会との連携、自己評価体制に関すること等

多岐にわたっている。 

この中で第９条に「校長は委員会が行なった点検及び評価の結果については、教育研究等の改善に

これを反映させるものとする。」とあり、また、第９条の２には「校長は、委員会が行った点検及び評

価の結果に基づき、特に改善が必要と認められるものについては、関連する委員会等にその改善策の

検討を付託する。」とある。このように点検評価規程では教育研究の点検に関する総括的な規則が定め

られている。 

教育改善推進室（資料３-２-②-２）は、教育方法の評価と改善等についての業務を行っている。具

体的には活動記録（資料３-２-②-３）に示すように、学生による授業評価アンケートの実施計画、教

員への実施依頼、結果集計、アンケート結果へのコメント提出の依頼等を行っている。学生による授

業評価アンケートは毎年実施している。授業評価アンケートの集計結果とアンケートに対する教員の

コメントをまとめて、学生による授業評価アンケート報告書（資料３-２-②-４）として開示している。  

教員の自己評価については小山高専教職員表彰（既出：資料３-１-④-５）との関係から人事委員会

が担当している。年度毎に教員の自己評価書の提出がなされている。その評価項目を示す（資料３-
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２-②-５）。評価方法の基礎となる評価表は高専機構による教員表彰者を推薦するための根拠ともなる

ものである。自己評価書提出実績（資料３-２-②-６）では、教育業績を170点満点で示した評価表（既

出：資料３-２-②-５）を70点で換算した値を示してある。提出率は全体で88%であり、多くの教員が

提出している。 

 

３－２－②－１：点検評価規程 

 

小山工業高等専門学校点検評価規程 
制 定 平成20年４月１日 

 

（趣旨） 

第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）が、本校の教育研究水準の向上を図り、かつ、本校の目的

及び社会的使命を達成するため、学校教育法に基づく点検及び評価並びに認証評価、外部からの点検及び評価並び

に日本技術者教育認定機構による技術者教育プログラムの審査等（以下「点検及び評価等」という。）の実施に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員会） 

第２条 本校の点検及び評価等を円滑に実施するために、点検評価対応委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会に関して必要な事項は別に定める。 

（点検及び評価事項等） 

第３条 点検及び評価等の事項及び実施については、委員会が別に定める。 

（点検評価結果の対応） 

第４条 校長は、点検及び評価等の結果について委員会に検証させるとともに、教育研究等の改善にこれを反映させ

るものとする。 

２ 校長は、前項の検証結果に基づき、特に改善が必要と認められるものについては、関連する委員会等にその改善策

の検討を付託する。 

（雑則） 

第５条 この規程に定めるもののほか、点検及び評価等に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 

 

 

 

小山工業高等専門学校点検評価対応委員会規程 
 

制  定 平成20年４月１日 
 （目的） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校点検評価規程（平成20年４月１日制定）第２条第２項の規定に基づき、

小山工業高等専門学校点検評価対応委員会（以下「評価対応委員会」という。）の組織及び運営について定める。 
 （任務） 
第２条  評価対応委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

 一 自己点検評価及び外部評価の企画調整に関すること。 

二 認証評価を受けるために必要となる施策に関すること。 
 三 JABEEの技術者教育プログラムの認定を受けるために必要となる施策に関すること。 
 四 各評価結果等の検証並びに改善に関すること。 

 五 その他点検評価に関すること。 

 （組織） 
第３条  評価対応委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
  一 副校長 
  二 各校長補佐 
 三 専攻科長 
 四 事務部長 
  五 各課長 

 六 第６条の専門委員会委員長 
 七 校長が必要と認めた教員若干名 

２ 前項第７号の委員（以下「７号委員」という。）は、校長が任命する。 
３ ７号委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
４ ７号委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
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 （委員長） 
第４条  評価対応委員会に委員長を置き、副校長をもって充てる。 
２  委員長は、評価対応委員会を招集し、その議長となる。 
３  委員長に事故あるときは、委員長の指名した委員がその職務を代行する。 
 （委員以外の者の出席） 
第５条  委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を評価対応委員会に出席させるこ  とができる。 

 （専門委員会） 
第６条 評価対応委員会に第２条各号に定める事項を専門的に審議し、執行するために、専門委員会を置くことがで

きる。 
２ 専門委員会に関して必要な事項は、別に定める。 

 （事務） 
第７条  評価対応委員会に係る事務は、総務課において処理する。 
 （雑則） 
第８条  この規程に定めるもののほか、評価対応委員会に必要な事項は、評価対応委員会の議を経て校長が別に定め

る。 
   附 則 
１ この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 小山工業高等専門学校機関評価対応委員会規程(平成18年４月１日制定)は、廃止する。 

 
 
 

小山工業高等専門学校自己点検評価専門委員会規程  
 

制  定   平成20年４月１日 

（目的） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校点検評価対応委員会規程第６条第２項の規定に基づき、小山工業高等専

門学校自己点検評価専門委員会（以下「専門委員会」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。 
（任務） 

第２条 専門委員会は、次に掲げる事項を審議し、執行する。 

 一 自己点検評価の基本方針並びに実施基準等の策定に関すること。 
  二 自己点検評価の実施に関すること。 
  三 自己点検評価に関する取りまとめ並びに報告書の作成及び公表に関すること。 

 四 外部評価実施の際に必要な資料の作成に関すること。 

五 その他外部評価を実施するにあたり必要となる事項 
  六 その他専門委員会が必要と認める事項 

 （組織） 
第３条  専門委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
 一  校長が必要と認めた教員若干名 
 二 その他校長が必要と認めた職員 
２ 委員は、校長が任命する。 
３ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
 （委員長） 
第４条 専門委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、校長が任命する。 
３  委員長は、専門委員会を招集し、その議長となる。 
４  委員長に事故あるときは、委員長の指名した委員がその職務を代行する。 

（点検評価事項等） 
第５条  専門委員会は、次の各号に掲げる事項について自己点検評価を行う。 
  一 本校の教育理念及び目的に関すること。 
  二 教育組織に関すること。 
  三 教員及び教育支援者に関すること。 
  四 学生の受入に関すること。 
  五 教育内容及び方法に関すること。 
  六 教育の成果に関すること。 
  七 学生支援に関すること。 
  八 施設・設備に関すること。 
 九 教育の質の向上及び改善のためのシステムに関すること。 

 十 財務に関すること。 

十一 管理運営に関すること。 
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十二 研究活動に関すること。 

十三 正規課程の学生以外に対する教育サービスに関すること。 

２ 前項各号に掲げる具体的な点検項目は、別表のとおりとする。 
（点検評価の実施及び報告書等の公表） 

第６条  前条第２項により実施する自己点検評価は、３年毎に実施し、報告書等として公表するものとする。 

（事務） 
第７条 専門委員会に関する事務は、総務課において処理する。 
  （雑則） 
第８条  この規程に定めるもののほか、専門委員会に必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

 

 

小山工業高等専門学校機関別認証評価専門委員会規程 
 

制  定 平成20年４月１日 
 （目的） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校点検評価対応委員会規程第６条第２項の規定に基づき、小山工業高等専

門学校機関別認証評価専門委員会（以下「専門委員会」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。 
 （任務） 
第２条 専門委員会は、次に掲げる事項を審議し、執行する。 
 一 認証評価に必要な資料作成及び申請手続きに関すること。 
 二 認証評価を継続して受けるための施策に関すること。 
 三 その他認証評価に関すること。 
 （組織） 
第３条  専門委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
 一  校長が必要と認めた教員若干名 
 二 その他校長が必要と認めた職員 
２ 委員は、校長が任命する。 
３ 第１項第１号に掲げる委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
 （委員長） 
第４条 専門委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、校長が任命する。 
３  委員長は、専門委員会を招集し、その議長となる。 
４  委員長に事故あるときは、委員長の指名した委員がその職務を代行する。 
 （事務） 
第５条  専門委員会に関する事務は、総務課において処理する。 
 （雑則） 
第６条  この規程に定めるもののほか、専門委員会に必要な事項は、委員長が別に定める。 
 
 
 

小山工業高等専門学校JABEE専門委員会規程 
 

制  定  平成20年４月１日 
 （目的） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校点検評価対応委員会規程第６条第２項の規定に基づき、小山工業高等専

門学校JABEE専門委員会（以下「専門委員会」という。）に関して必要な事項を定めるものとする。 
 （任務） 
第２条 専門委員会は、次に掲げる事項を審議し、執行する。 
 一 技術者教育プログラム（以下「プログラム」という。）の作成及びカリキュラムに関すること。 
 二 プログラムの認定に必要な資料作成及び申請手続きに関すること。 
 三 プログラムの認定を継続するための施策に関すること。 
 四 その他プログラムの認定に関すること。 
 （組織） 
第３条  専門委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
 一  校長が必要と認めた教員若干名 
 二 その他校長が必要と認めた職員 
２ 委員は、校長が任命する。  
３ 第１項第１号に掲げる委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
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 （委員長） 
第４条 専門委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、校長が任命する。 
３  委員長は、専門委員会を招集し、その議長となる。 
４  委員長に事故あるときは、委員長の指名した委員がその職務を代行する。 
 （事務） 
第５条  専門委員会に関する事務は、学生課において処理する。 
 （雑則） 
第６条  この規程に定めるもののほか、専門委員会に必要な事項は、委員長が別に定める。 
    

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

３-２-②-２：教育改善推進室規程 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：小山高専ＨＰ) 

小山工業高等専門学校教育改善推進室規程 

制 定 平成１６年１１月１日 

最終制定 平成２２年  ４月１日 
（設置の目的） 
第１条 教育の改善活動に対して組織的・継続的に支援し、教授方法の改善・向上を促進する 

ことを目的として、小山工業高等専門学校教育改善推進室(以下「推進室」という。）を置く。 
（組織） 
第２ 推進室は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 教務主事補 
二 教務委員若干名 
三 その他校長が必要と認めた者 

２ 室員は、校長が任命する。 
３ 第１項各号の室員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
４ 推進室に室長を置き、教務主事補をもって充てる。 

（任務） 
第３条 推進室は、次に掲げる業務を行う。 

一 教育方法の評価と改善に関すること。 

二 教育技術の向上に関すること。 
三 研修に関すること。 
四 教育貢献評価方法の調査研究に関すること。 

五 カリキュラム改革に関すること。 
六 その他教育改善の推進に関すること。 

（事務） 

第４条 推進室に関する事務は、学生課において処理する。 
（雑則） 
第５条 この規程に定めるもののほか、推進室の運営に関し必要な事項は、推進室が別に定める。 
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資料３-２-②-３：教育改善推進室活動記録 

 

                教育改善推進室活動記録 

月日 事項 備考

学生
によ
る評
価

同僚
によ
る評
価

自己
評価

研修
会

計画
その
他

4月 7日 ＜全教員に通知＞「授業実施記録」、「FDアクションレポート」作成依 ○
6月23日 前期授業公開実施（6月２３～27日） ◎
7月16日 教育改善研修会　実施 ◎
7月18日 学生による授業評価アンケート実施～７月３１日 ◎

10月15日 ＜全教員に通知＞平成２０年度 後期「授業見学週間」の実施案内 ○
10月20日 後期授業公開実施（10月20～24日） ◎
10月22日 平成19年度授業アンケート報告書配布 ◎

12月11日 ＜全教員に通知＞シラバス作成依頼 ○

12月19日 ＜全教員に通知＞後期授業評価アンケート対象科目一覧確認依頼 ○
1月6日 学生による授業評価アンケート実施1月下旬～２月初旬 ◎

1月15日 ＜全教員に通知＞後期教育改善研修会案内 ○
1月27日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会事前案内 ○
3月12日 ＜全教員に通知＞「授業実施記録」、「FDアクションレポート」提出依 ◎
1月28日 教育改善研修会　実施 ◎
4月10日 ＜全教員に通知＞「授業実施記録」、「FDアクションレポート」作成依 ○
4月4日 教育改善推進室会議（年間活動計画） ◎

5月21日
教育改善推進室打ち合わせ（授業評価アンケート、前期教育改善研
修会、前期授業見学）

○

5月26日 教育改善研修会・第１部講演会の講師依頼 ○
6月4日 ＜全教員に通知＞平成２１年度前期授業見学週間案内 ○

6月10日
＜全教員に通知＞平成２０年度後期授業評価アンケート結果コメント記
入     依頼

○

6月11日 ＜全教員に通知＞平成２１年度前期授業見学週間案内 ○
6月15日 前期授業公開実施（6月15～19日） ◎
6月18日 第2回教育改善推進室会議 ○
7月8日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会開催案内 ○

7月15日 ＜全教員にメール通知＞教育改善研修会 ○
7月15日 教育改善研修会　実施 33名参加 ◎
7月17日 ＜全教員に通知＞学生による授業評価アンケート実施依頼 ○
7月17日 学生による授業評価アンケート実施～８月７日 ◎

9月17日
＜全教員に通知＞学生による授業評価アンケート（前期終了科目）
コメント記入依頼

○

10月9日 ＜全教員に通知＞後期授業見学実施案内 ○
10月16日 ＜全教員に通知＞後期授業見学週間事前案内 ○
10月19日 後期授業公開実施（10月19～23日） ◎
11月10日 第３回教育改善推進室会議 ○
11月13日 平成20年度授業評価アンケート配布 ◎

11月17日 教育改善研修会・第１部講演会の講師依頼 ○

11月18日
教育改善推進室打ち合わせ（後期教育改善研修会、授業評価アン
ケート、FDアクションレポートの開示）

○

12月12日 ＜全教員に通知＞シラバス作成依頼 ○
1月8日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会案内 ○

1月19日 学生による授業評価アンケート実施～２月１８日 ◎
1月27日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会事前案内 ○
1月27日 教育改善研修会　実施 ◎
3月31日 「授業実施記録」、「FDアクションレポート」提出〆切 ◎

◎：強い関連、○：やや関連

平
成
20
年
度

平
成
21
年
度

 

 

（出典：教育改善推進室資料） 
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資料３-２-②-４：学生による授業評価アンケート報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

（出典：平成20年度 学生による授業評価アンケート報告書） 

  
 
 

平成２０年度分 

 

学生による授業評価アンケート報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年９月 

小山工業高等専門学校 

報告書表紙 
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資料３-２-②-５：教員の教育業績等の自己評価（一部） (１/２) 

 

教員の教育業績等の自己評価 

                                                                               
第１部  経歴、教育業績、学校運営等に係る評価 

 

自己評価項目についての留意事項 

  (1) 多くの項目は５年間の平均値を基に記入して下さい。 

  (2) 着任後５年未満の教員は，その年数の平均値を基に記入して下さい。 

  (3) 完全にあてはまらないような設問，回答に対しては適宜判断して答えて下さい。 

  (4) 小数点が出るような場合，小数点以下を四捨五入して下さい。 

 

                                                                          配点 

Ａ．授業等の担当                                                    ［４９］ 

１．授業について【評価点の和が６点を超える場合は６点とする。】            ［６］ 

  （１）週当たりの授業単位時間数はどれだけですか？最近５年間の平均値で答えて下さい。 

（１単位時間；約 50分。実験，実習等を含む。専攻科の授業を含む。卒業研究は含まない。） 

      １）１７単位時間以上：[４点] 

   ２）１５～１６単位時間以上：［３点］ 

      ３）１２～１４単位時間：[２点] 

      ４）１１単位時間以下：[１点] 

  （２）正規の授業のほかに補習授業をやっていますか？（不定期に実施しているものを含む。） 

      １）進学・就職希望者，資格試験受験者及び達成度の低い学生に実施している： [３点] 

      ２）進学・就職希望者及び資格試験受験者について実施している：[２点] 

      ３）達成度の低い学生についてのみ実施している：[２点] 

      ４）正規の授業で十分理解されていると自信をもっているので，補習授業は行っていない：[１点] 

      ５）補習授業をまったく考えていない：[０点] 

 

２．授業内容・方法                                                       ［１１］ 

  （１）シラバスはありますか？また，有効に利用していますか？ 

      １）シラバスの内容を学生によく説明し，講義や成績判定に利用している：[３点] 

      ２）シラバスはあり，およその目安としている：[２点] 

      ３）シラバスはあるが，あまり利用していない：[１点] 

      ４）シラバスはまだ作成配布していない：[０点] 

  （２）教科書及び参考書は使用していますか？ 

      １）自著の教科書・参考書及び自分で開発した最新の教材を使用している：[３点] 

      ２）標準的な教科書あるいは参考書と自分で開発した教材を使用している：[２点] 

３）自分で作った教材を用いるので，教科書・参考書は使用していない：[２点] 

      ４）標準的な教科書あるいは参考書を使用している：[１点] 

  （３）教育方法の工夫 

１）グループ学習，ディスカッションなど新しい教育方法を実践している：[３点] 

２）一方的な授業ではなく，双方向型の授業になるように工夫している：[２点] 

      ３）通常の講義形式で授業を行っている：[１点] 

 （４）学生による評価の取り入れ 

１）授業の中で学生が学習到達度を自己点検できるような工夫をしている：［２点］                                    

 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料３-２-②-５：教員の教育業績等の自己評価（一部） (２/２) 

 

学校名：　　　　　　　　高専 学科：　　　　　　　　　　科

氏名：

第１部 （注）各項目内の小数字は満点を示す。Ａ．５～６を除く場合は合計１５３点。

Ａ．授業等の担当

１．授業について

（１） 3 （２） 3 計 6

２．授業内容・方法

（１） 3 （２） 3 （３） 3 （４） 2 計 11

３．成績評価

（１） 3 （２） 3 （３） 3 計 9

４．授業に関連する指導

（１） 3 （２） 3 計 6

５．卒業論文指導の状況等

（１） 2 （２） 3 （３） 3 （４） 3 計 11

６．留学生の指導等

（１） 2 （２） 2 （３） 2 計 6

Ａの合計 49

Ｂ．ＦＤ活動，地域貢献

１ 10 ２ 10 ３ 12 ４ 8 Ｂの合計 40

Ｃ．学生生活指導

１．課外活動

（１） 2 （２） 8 （３） 2 （４） 2 計 14

２．厚生補導

（１） 2 （２） 2 （３） 3 （４） 6

（５） 2 （６） 4 計 19

３．進路指導及び学外活動

（１） 2 （２） 2 （３） 2 （４） 2 計 8

Ｃの合計 41

Ｄ．経歴関係

１ 5 ２ 5 ３ 20 ４ 10 Ｄの合計 40

Ａ 49 Ｂ 40 Ｃ 41 Ｄ 40 合　計 170

評　　　価　　　集　　　計　　　表

集　　　計　　　表

 

 

 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料３-２-②-６：自己評価書提出実績 

 

教員数 提出者数 提出率 教育業績 研究業績 合　計

(70点満点） (30点満点） (100点満点）

（人） （人） （％） （平均点） （平均点） （平均点）

一般科 23 19 83 42 7 49
機械工学科 12 10 83 41 6 47

電気情報工学科 13 13 100 40 10 50
電子制御工学科 10 9 90 47 5 52

物質工学科 13 12 92 42 12 54
建築学科 11 9 82 40 3 43
合　　計 82 72 88 44 9 53

学　科　名

　　　　　　　　　　　　教員の教育業績等の自己評価（平成21年度）

 

 

（出典：総務課人事係資料） 

 

 

（評価結果）  

教員の教育活動に関する総括的な評価は点検評価委員会を中心に行われている。資料の収集は、教

育改善推進室及び人事委員会によって行われており、その資料を基礎にして評価を実施するための体

制が整っている。教育改善推進室を中心に、授業評価アンケートの結果は教員にフィードバックされ、

コメント提出の依頼等が行われて、「学生による授業評価報告書」として開示されている。教員自己

評価も毎年提出されている。これらによって把握された事項に基づき、教員表彰が実施されるなど適

切な取組がなされている。 

 

 

３-３-①： 学校において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員、技術職員等の教 

育支援者が適切に配置されているか。 

（状況）  

事務職員、技術職員等の教育支援者の配置状況を（資料３-３-①-１）に示す。事務組織は組織規程

（資料３-３-①-２）に明示された学習支援等を行うため、学生課に課長補佐１名、教務係４名、学生

係３名、図書情報センターに図書情報係２名、また、技術室規程（資料３-３-①-３）に基づき、情報

科学教育研究センター、地域連携共同開発センター、ものづくり教育研究センターに、教育研究技術

支援部技術室の10名の技術職員が配置され、３グループに分かれてその専門性に応じて学生の教育支

援を行なっている。司書の配置については、図書情報係（図書情報センター）に配置する職員は特に

司書の資格を必要としないが、平成22年３月31日現在、同係に配置されている職員２名のうち１名は

司書資格を有している。 
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資料３-３-①-１：小山工業高等専門学校の事務組織と学習支援のための組織 

研究開発部門長

産学官連携部門長

校　　長

図書情報センター長

情報科学教育研究センター長

教育研究技術支援部長

国際交流推進室長

ものづくり教育研究センター長

教育文化活動支援部門長地域連携共同開発センター長

技術長 第２グループ長

第１グループ長

第３グループ長

寮務係長

学生課長

総務係長

人事係長

図書情報係長

財務係長

評価・地域連携係長

広報室長（事務部長兼任）

施設係長

課長補佐（総務担当）

教務係長

学生係長

課長補佐（財務担当）

課長補佐

総務課長 用度係長

事務部長

 

 

 

  （出典：2009学校要覧p.4、小山高専ＨＰ） 
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資料３-３-①-２：小山高専事務組織規程 

 

小山工業高等専門学校事務組織規程 
 

制    定  昭和40年４月１日 
最終改正  平成21年４月１日 

 
   第１章  総則 
第１条  独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成15年10月１日制定）第12条及び小山工業高等専門学校学則（昭

和40年４月１日制定）第11条の規定に基づく小山工業高等専門学校事務組織及び事務分掌は、この規定の定めると

ころによる。 
      第２章  事務組織   
第２条  事務部に総務課、学生課を置く。 
第３条  総務課に総務係、人事係、評価・地域連携係、図書情報係、財務係、用度係及び施設係を置く。 
第４条  学生課に教務係、学生係及び寮務係を置く。 
第５条  事務部に事務部長を置く。 
２  事務部長は、校長の命を受けて事務部の事務を処理する。 
第６条  総務課及び学生課に課長を置く。 
２  課長は、上司の命を受けその課の事務を処理する。 
第６条の２  総務課及び学生課に課長補佐を置く。 
２  課長補佐は、課長の命を受け課の事務を処理する。 
第６条の３  総務課及び学生課に専門職員を置くことができる。 
２  専門職員は、上司の命を受け高度の専門的知識又は経験を必要とする特定の分野の事務を処理する。 
第７条  係に係長又は主任を置く。 
２  係長及び主任は、上司の命を受けその係の事務を処理する。 
      第３章  事務分掌 
第８条  総務課長補佐（総務担当）は、次の事務をつかさどる。 
 一 総務関係事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
  二  中期計画・年度計画及び組織整備に関すること。 

 三 その他総務関係所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 
２ 総務課長補佐（財務担当）は、次の事務をつかさどる。 
  一  財務関係事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
 二 収支予算計画に関すること。 

 三 基準額以上の監査、内部監査・外部監査に関すること。 

四  その他財務関係所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 
３  総務係においては、次の事務をつかさどる。 
 一  学則その他諸規程の制定改廃に関すること。 
  二  儀式及び他の係に属さない諸行事に関すること。 
  三  公印（財務関係及び学生課の公印を除く。）の管守に関すること。 
  四  会議に関すること。 
  五  公文書の収受、発送に関すること。 
  六  文書及び諸規則等の整理保存に関すること。 
  七  日誌及び沿革史等の記録に関すること。 
  八  秘書事務に関すること。 
  九 渉外に関すること。 
  十 電話交換その他電話の取扱いに関すること。 
  十一  情報公開に関すること。 
 十二 個人情報の保護に関すること。 
 十三 事務が保有する電子ファイルの管理及び運用に関すること。 
 十四 広報に関すること。 
  十五 教職員の海外渡航に関すること。 
  十六  校内の警備に関すること。 
  十七 遺伝子組み換えＤＮＡに関すること。 

  十八  総務担当職員及び教員の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
  一九  国際交流推進室（学生課の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
 二十 内地研究員並びに在外研究員及び国際化推進プログラムに関すること。 

 二十一 公開講座に係る業務の支援及び連絡調整（評価・地域連携係の所掌に属するもの 

を除く。）に関すること。 
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 二十二 情報安全管理等委員会に関すること。 
 二十三 所掌事務に係る調査統計とその他諸報告に関すること。 
  二十四 その他他の課の所掌に属さない事務を処理すること。 
４  人事係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  教職員の任免、分限、懲戒及び服務に関すること。 
  二  教職員の給与に関すること。 
  三  教職員の定員及び級別定数に関すること。 
  四  教職員の勤務評定に関すること。 
  五  教職員の栄典及び表彰に関すること。 
  六  教職員の団体に関すること。 
  七  教職員の研修に関すること。 
  八  教職員の退職手当に関すること。 
  九  教職員の共済組合に関すること。 
  十  教職員の災害補償に関すること。 
  十一  教職員の人事記録に関すること。 
  十二  非常勤教職員の任免、服務及び給与に関すること。 
  十三  教職員宿舎の居住者選考に関すること。 
  十四  財産形成貯蓄の事務に関すること。 
 十五  教職員の衛生管理に関すること。 
 十六  産業医に関すること。 
  十七  教職員就業規則及び非常勤職員就業規則に関すること。 
 十八 総務担当職員及び教員の労働時間の補助業務に関すること。 

十九 教職員の身分証明等に関すること。 
 二十 人事委員会に関すること。 
 二十一 安全衛生委員会に関すること。 

 二十二  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  二十三  レクリエーション委員会及び教職員の福利厚生に関すること。 
  二十四  その他人事に関すること。 
５ 評価・地域連携係においては、次の事務をつかさどる。 
 一 点検評価対応委員会、各種評価及び審査に関すること。 
 二 科学研究費補助金及び各種法人等の補助金に関すること。 
 三  民間等との共同開発、技術相談、共同研究、受託研究、受託試験の受入及び技術発表会等の産学連携事業に関

すること。 

 四  発明及び知的財産に関すること。 

 五  地域連携に係る業務の支援及び連絡調整に関すること。 
 六  公開講座及び生涯学習に関する企画及び立案（総務係の所掌に属するものを除く。） 

に関すること。 

 七 生涯学習に関する企画、立案及び連絡調整に関すること。 

 八 教育支援委員会に関すること。 

  九 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十 その他評価・地域連携に関すること。 
６  図書情報係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  図書館資料（以下「図書」という。）の選択及び収集に関すること。 
  二  図書の契約及び支払決議に関すること。 
  三  図書の分類、目録作成・編成及び装備、配架並びに整理に関すること。 
  四  図書の受贈、交換及び除籍等に関すること。 
  五  図書の閲覧、貸出及び保管に関すること。 
 六 文献の相互利用、複写及び参考調査に関すること。 
 七 研究紀要に関すること。 
  八  著作権に関すること。 
  九  図書情報センター運営委員会に関すること。 
  十 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十一 その他図書情報に関すること。 
７  財務係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  予算管理及び決算に関すること。 
 二 財務関係規程等に関すること。 
 三 監査に関すること。 
  四  安全管理に関すること。 
  五  防災に関すること。 
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  六  自動車の維持管理及び運行に関すること。 
  七  寄附金に関すること。 
  八  財務担当職員の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
 九 予算委員会に関すること。 
 十 財務会計システムに関すること。 
  十一  債権の管理に関すること。 
 十二 収入及び支出に関すること。 
  十三  給与、旅費及び謝金の支払決議に関すること。 
  十四  所得税及び住民税等の徴収に関すること 
  十五  共済組合掛金の徴収及び給付金の支払に関すること。 
  十六  寄附金、民間等との共同研究費、受託研究費、受託事業費、科学研究費補助金及び各種法人等の補助金の収

支に関すること。 
  十七  日本スポーツ振興センターの収支に関すること。 
  十八 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十九 その他他の係の所掌に属さない財務関係事務に関すること。 
８  用度係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  物品管理の総括調整に関すること。 
  二  物件（図書及び営繕関係を除く。）の契約及び支払決議に関すること。 
  三  物品の調達、出納、保管及び処分に関すること。 
  四  物品の修理に関すること。 
  五  電気、水道、ガス及び電話の料金に関すること。 
  六  構内及び建物等の清掃に関すること。 
  七  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  八 その他用度に関すること 
９ 施設係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  不動産の管理及び処分に関すること。 
 二 営繕工事の企画、立案に関すること。 
  三  営繕工事の予算資料作成に関すること。 
  四  施設の計画及び整備に関すること。 
  五  営繕工事の設計及び工事費の積算に関すること。           
  六  営繕関係の契約及び支払決議に関すること。 
  七  工事等に係る入札参加者選定に関すること。 
  八  営繕工事の施工監督に関すること。 
  九  土地、建物及び附帯施設の維持保存に関すること。 
  十  教職員宿舎に関すること。 
  十一  暖房用ボイラーの業務に関すること。 
 十二 省資源、省エネルギーに関すること。 
  十三  環境整備委員会に関すること。 
  十四  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十五  その他施設に関すること。     
第９条 学生課課長補佐は、次の事務をつかさどる。 
  一  学生課事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
  二  専攻科の教育課程に関すること。 

三 専攻科生の入学、休学、復学、転学、退学及び修了に関すること。 

四 専攻科の授業及び試験に関すること。 

五 専攻科教育の実施状況等の審査に関すること。 

六 専攻科委員会に関すること。 

七 後援会に関すること。 

八 その他学生課所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 

２  教務係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  本科の教育課程に関すること。 
  二  本科生の入学、休学、復学、転学、退学及び卒業に関すること。 
  三  本科の授業及び試験に関すること。 
  四  指導要録に関すること。 
  五  在学成績及び卒業等の証明に関すること。 
  六  教科書及び教材に関すること。 
  七  学生の校外研修及び専門研修に関すること。 
  八  インターンシップに関すること。 
  九  外国人留学生の受入及び教育に関すること。 
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  十  研究生及び聴講生に関すること。 
 十一 外部からの学生支援に関すること。 
 十二 教育改革の支援プログラムに関すること。 
 十三 ＪＡＢＥＥの審査に関すること。 
  十四 学生課職員及び非常勤講師の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
  十五  教務委員会に関すること。 
  十六  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十七  その他他の係の所掌に属さない事務に関すること。 
３  学生係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  学生の厚生補導（寮務係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
  二  外国人留学生の厚生補導（寮務係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
  三  学生の旅客運賃割引証及び通学証明書の発行に関すること。 
  四  学生の諸願届に関すること。 
  五  学生の集会、行事及び掲示に関すること。 
  六  学生の奨学資金に関すること。 
  七  入学料、授業料及び寄宿料の減免並びに徴収猶予に関すること。 
  八  学生の健康管理及び安全保持に関すること。 
  九  日本スポーツ振興センターに関すること。 
  十  学生の団体活動、オリエンテーション、課外活動及び諸行事に関すること。 
  十一  学生の進路に関すること。 
  十二  学生食堂の管理運営に関すること。 
  十三  学生の賞罰に関すること。 
 十四 カウンセラーの労働時間に関すること。 
 十五 教員の労働時間の補助業務に関すること。 
  十六  学生委員会に関すること。 
  十七  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十八  その他学生の厚生補導に関すること。 
４  寮務係においては、次の事務をつかさどる。 
  一  寄宿舎の管理運営に関すること。 
  二  寄宿舎の諸経費に係る経理に関すること。 
  三  入寮及び退寮に関すること。 
  四  学寮における学生の厚生補導に関すること。 
  五  学寮における外国人留学生の厚生補導に関すること。 
  六  寮生の栄養指導及び衛生に関すること。 
  七  教員の宿日直に関すること。 
  八  寮務委員会に関すること。 
  九  所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
  十  その他寄宿舎に関すること。 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料３-３-①-３：技術室規程 

 

小山工業高等専門学校技術室規程 

 
制   定 平成20年 4月 1日  

                                      最終改正 平成20年11月12日 

（趣旨） 

第１条 この規程は、小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）教育研究技術支援部規則第４条第２項の規定

に基づき、技術室の組織及び運営について定める。 

（業務） 

第２条 技術室においては、次の業務を行う。 

一 学生の実験実習の技術的指導及び安全管理に関すること。 

二 卒業研究に関する技術的指導及び安全管理に関すること。 

三 教育教材作成の支援に関すること。 

四 教員の研究活動に伴う技術的支援に関すること。 

五 技術の研究、改善、継承及び保存に関すること。 

六 技術研修に関すること。 

七 民間等との共同研究、地域連携業務及び公開講座の実施等に伴う技術的支援に関すること。 

八 学生の課外活動の技術的支援に関すること。 

九 実験実習機器の管理保全に関すること。 

十 技術室職員の労働時間、休暇及び出張に関すること。 

十一 情報科学教育研究センターに関すること。 

十二 地域連携共同開発センターに関すること。 

十三 ものづくり教育研究センターに関すること。 

十四 その他教育及び研究の支援に関すること。 

（技術長） 

第３条 技術室に、技術長を置き、技術専門員又は技術専門職員をもって充てる。 

２ 技術長は、教育研究技術支援部長の推薦に基づき、校長が任命する。 

３ 技術長は、上司の命を受け、技術室の業務を統括する。 

（グループ） 

第４条 技術室に次のグループを置く。 

一 第１グループ 

二 第２グループ 

三 第３グループ 

２ 前項の各グループに、グループ長を置き、技術専門職員をもって充てる。 

３ グループ長は、教育研究技術支援部長の推薦に基づき、校長が任命する。 

４ グループ長は、上司の命を受け、グループの業務を処理する。 

（グループの業務分掌） 

第５条 第１グループは、主として機械工学科及びものづくり教育研究センターの第２条に掲げる業務を行う。 

２ 第２グループは、主として電気情報工学科、電子制御工学科及び情報科学教育研究センターの第２条に掲げる業務

を行う。 

３ 第３グループは、主として物質工学科、建築学科、一般科及び地域連携共同開発センターの第２条に掲げる業務を

行う。 

４ 各グループは、他のグループから業務に関する協力依頼があった場合は、可能な限り他グループの業務を支援する

ものとする。 

（研修） 

第６条 技術長は、技術室職員の研修に務めなければならない。 

２ 研修は、職務の遂行に必要な知識及び技術等を修得させ、職員の能力及び資質等を向上させる内容のものとする。 

（事務） 

第７条 技術室に関する事務は、同室において処理する。 

（その他） 

第８条 技術室に関し必要な事項については、別に定めることができる。 

附 則 

１ この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 小山工業高等専門学校技術室規程（平成14年３月13日）は廃止する。 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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（評価結果）  

教育課程を展開するために必要な事務職員、技術職員等の支援者が適切に配置されていることは、

事務職員の仕事内容に関する規程、技術職員の教育支援と組織構成に関する規程によって明らかであ

る。 

 

 

（２）「３章 教員及び教育支援者」の自己評価の概要 

一般科目、専門科目ともに学校の教育目標に適合した教員配置となっている。「⑥コミュニケーショ

ン能力と国際感覚」の達成をさらに十分とするには、ネイティブスピーカーによる授業を増やすこと

や、英語の単位数を増やすこと等の対応が望まれる。 

専攻科においても高度な知識を有する博士号取得者、実務関連の資格を有する教員が教育の目標を

達成するため適切に配置されている。 

技術士資格をもつ教員は１名配置され、外国人の専任教員は配置されていない。教員の年齢構成で

は、 55～65才までに全教員の約 33パーセントに当たる 27人が集中し、教員の高齢化が進んでいる。

若年層を計画的に採用して、年齢構成の均衡を図ることが必要である。また、優れた教員に配慮した

優秀教員評価制度が設けられている。 

常勤教員の採用、昇任の過程と各職位に応じた資格、能力は、教員選考規則等に示されている。教

員選考に際し、７種類の書類が定められ、経歴、教育能力、研究能力等から多面的に選考されている。

その結果、高等専門学校の教育に適した教員が採用されているため、教員の採用や昇格等に関する規

程等が明確かつ適切に定められ、適切に運用されている。 

点検評価専門委員会の規則は、趣旨、組織、点検項目等を定めている。教員の授業評価と授業改善

については教育改善推進室が担当し、教員の自己評価については教員表彰との関係から人事委員会が

担当している。学生による授業評価アンケートは毎年実施し、その集計結果とそれに対する教員のコ

メントを掲載して、「学生による授業評価報告書」として開示されている。平成21年度の教員による自

己評価書提出率は88%で、多くの教員が提出している。 

事務組織の学生支援の内容は規程によって定められ、学生課に課長補佐１名、教務係４名、学生係

３名が配置されている。図書情報センターには事務職員２名、情報科学教育研究センター、地域連携

共同開発センター、ものづくり教育研究センターには、教育研究技術支援部の技術室10名の技術職員

が配置され、３グループに分かれてその専門性に応じて学生の教育支援を行なっている。図書情報係

（図書情報センター）の職員に司書の資格は必要としないが、職員２名のうち１名は司書資格を有し

ている。教育課程を展開するために必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置されてい

る。 
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４章 学生の受入 

（１）分析 

４-１-①： 教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜の基本方針などが記載された入学

者受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定められているか。また，将来

の学生を含め社会に公表されているか。 

（状況）  

本校では「技術者である前に人間であれ」という教育方針をふまえ、社会で活躍・貢献できる豊か

な人間性を有し、創意・工夫できる技術者の育成を目指し、教育方針の各項目と対応した入学者受入

方針を定めている（資料４-１-①-１）。 

準学士課程の入学者受入方針はわかりやすく明文化されており、その要点を校内に掲示（資料４-

１-①-２）して、教職員に周知されているとともに、入学者募集要項（資料４-１-①-３）やホーム

ページ（資料４-１-①-４）に掲載され、社会に対して公表されている。また、中学校訪問や入試説

明会、学校説明会等においても、入学者受入方針を明記した募集要項、学校案内、リーフレットを配

付するとともに、受検希望者及び将来入学の可能性のある中学生に対して準学士課程の入学者受入方

針を説明している（資料４-１-①-５～８）。 

留学生の入学者受入方針は準学士課程の入学者受入方針を準用している。 

第４学年への編入学に関しても入学者受入方針を明文化し、編入学者募集要項及びホームページに

掲載している（資料４-１-①-９）。 

専攻科課程の入学者受入方針についても明文化され、校内掲示（既出：資料４-１-①-２）を通じ

て教職員に周知されている。また、専攻科募集要項と専攻科リーフレットに掲載され、ホームページ

を通して公開されている（資料４-１-①-10）。 

 

資料４-１-①-１：入学者受入方針全文 

 

【準学士課程入学者受入方針】 

  開校以来、本校では“技術者である前に人間であれ”を教育方針として、人間教育に基づく実践的技術者の育成

に努めてきました。この教育方針をふまえ、社会で活躍貢献できる豊かな人間性を有し、創意・工夫できる技術者

を育成することを目指します｡この目標を達成するために、つぎのような若人の入学を望みます。 

  (1) 科学技術に興味があり、基礎的な学力をもつ人 

  (2) モノづくりや実験が好きで、自らのアイデアで、積極的に取り組める人 

  (3) 部活動、特別活動、ボランティア活動等で活躍し、協調性があり、仲間づくりのできる人 

 

◆機械技術を活かしたモノづくりを学ぶ機械工学科 

  機械工学科では、力、エネルギー、熱、流れなどに関する基礎と、加工技術や製図などのモノづくりの基礎を勉

強します。本学科では、つぎのような人の入学を期待します。 

  ①数学、理科、技術が好きで、得意な人 

  ②自ら考え、手を使って行動できる人 

  ③環境や資源を配慮した機械作りに取り組みたい人 

◆電気や情報技術を生かしたモノづくりを学ぶ電気情報工学科 

 電気情報工学科では、電気、エネルギー、情報、通信、半導体などに関する基礎と、ロボットやコンピュータ・

プログラム、携帯電話や超ＬＳＩなどのモノづくりへの応用技術を勉強します。本学科では、つぎのような人の入

学を期待します。 

  ①数学、理科、技術が好きで、好奇心旺盛な人 

  ②小さなものから大きなものまで、自分のアイデアを実現したい人 

  ③最先端技術分野に関心があり、福祉・環境に関心がある人 
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◆電子技術や制御技術を活かしたモノづくりを学ぶ電子制御工学科 

  電子制御工学科では、電子回路、電子材料、コンピュータなどのハードウェアの基礎と、情報、通信、プログラ

ムなどのソフトウェアの基礎を学び、それらを活かしたシステム作りとその応用を勉強します。本学科では、つぎ

のような人の入学を期待します。 

  ①数学、理科が好きな人。 

  ②自分で考えることができる人、モノを作ることが好きな人、アイデアをたくさん出せる人。 

  ③電気製品、乗り物、コンピュータなどの本格的なシステムに興味があり、将来自分で作ってみたい人。 

◆化学や生物に関する科学技術を活かしたモノづくりを学ぶ物質工学科 

 物質工学科では、化学および生物の基礎と、それを応用することを勉強します。本学科では、つぎのような人の

入学を期待します。 

  ①化学や生物に興味を持つ人 

  ②自然現象に興味を持ち、好奇心旺盛で、実験が好きな人 

  ③人間生活と自然環境との関わりについて関心のある人 

◆建築技術を活かしたモノづくりを学ぶ建築学科 

 建築学科では、すまい、都市などを計画・設計するための知識と、建物のしくみ、造り方などのモノづくりの基

礎を勉強します。本学科では、つぎのような人の入学を期待します。 

  ①数学、理科に興味があり、技術や美術が好きな人 

  ②人々の生活環境を学び、快適な建物を設計してみたい人 

  ③建物のしくみに関心を持ち、安全な建物づくりに取り組みたい人 

 

【編入学者受入方針】 

 開校以来、本校では、“技術者である前に人間であれ”を教育方針として、人間教育に基づく実践的技術者の育

成に努めてきました。この教育方針をふまえ、地域社会や産業界とともに、国際社会で活躍貢献できる豊かな人間

性を有し、創意・工夫できる技術者を育成することを目指します。この目標を達成するために、つぎの学力を有

し、人間性豊かな人の入学を望みます。 

  (1) 自然科学及び工業技術に対する興味・関心が高く、その基礎学力を有し、学ぶ意欲がある人 

  (2) モノづくりに対する関心が高く、自らのアイデアで、主体的に取り組める人 

 (3) 日本語及び英語の基礎学力を有し、自分の考えを伝えることのできる人 

 

【専攻科課程入学者受入方針】 

  本校専攻科では、 教育方針“技術者である前に人間であれ”を堅持し、地域社会や産業界とともに、21世紀の

国際社会で活躍貢献できる個性と人間性豊かで実践的能力を備えた高度な技術者を育成することをめざします。  

 この目標を達成するために、つぎの学力を有し、人間性豊かな人の入学を望みます。  

(1)工学に対する関心が高く、工学についての基礎学力と自然科学についての学力を有し、自ら学ぶ意欲がある人  

(2) モノづくりに対する関心が高く、体験してきた人  

(3) 学んだことを自らのことばで伝えることのできる日本語の能力、および英語の基礎学力を有している人 

 

「電子システム工学専攻」： 

(1)電子システムにおけるハード・ソフトに関する体系的な工学について関心があり、その分野ならびに数学・物

理の基礎学力を有し、自ら学ぶ意欲のある人 

(2)電子システムにおけるハード・ソフトに関するモノづくりに対する関心が高く、体験してきた人 

(3)自らの専門分野において学んだことや得られた成果を的確に発表できる人  

 

「物質工学専攻」 ： 

(1)材料工学や生物工学等の諸分野に関する化学の基礎学力をもち、専門知識を発展させ、より高度な技術を会得

しようとする意欲のある人 

(2)特別研究によって、大学工学部卒業以上の実験技術、問題解決能力を伸ばすことに熱心に取り込める人 

(3)学んだ専門分野の知識や得られた成果を日本語また英語で的確に表現・発表できる人  

 

 

 「建築学専攻」 ：    

(1)建築学における、生活に密接に関わる安全・快適な建築物および居住環境や都市空間の創出について関心があ

り、これらの分野の基礎的な学力を有する人 
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(2)建築学の各分野において、独自の視点に立ち研究テーマに取り組むことができる人 

(3)豊かな生活環境づくりの面で、地域と社会に貢献できる意欲的な人 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４-１-①-２：入学者受入方針の校内掲示（正面玄関入口） 

 

 

 

（出典：校内掲示 写真） 
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資料４-１-①-３：入学者受入方針の掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【準学士課程入学者受け入れ方針】 

小山工業高等専門学校 入学者受け入れ方針 

（アドミッションポリシー） 

  

     開校以来、本校では“技術者である前に人間であれ”を教育方針として、人間教育に 

基づく実践的技術者の育成に努めてきました。この教育方針をふまえ、社会で活躍貢献で 

きる豊かな人間性を有し、創意・工夫できる技術者を育成することを目指します。この 

目標を達成するために、つぎのような若人の入学を望みます。(キーワード） 

  

    (1) 科学技術に興味があり、基礎的な学力をもつ人（科学技術への興味と基礎学力） 

      (2) モノづくりや実験が好きで、自らのアイデアで、積極的に取り組める人（モノづ 

くりや実験への積極性） 

    (3) 部活動、特別活動、ボランティア活動等で活躍し、協調性があり、仲間づくりの 

できる人（課外活動と協調性） 

  

機械技術を活かしたモノづくりを学ぶ機械工学科 

       機械工学科では、力、エネルギー、熱、流れなどに関する基礎と、加工技術や製図 

などのモノづくりの基礎を勉強します。本学科では、つぎのような人の入学を期待し 

ます。 

      ①数学、理科、技術が好きで、得意な人 

      ②自ら考え、手を使って行動できる人 

      ③環境や資源を配慮した機械作りに取り組みたい人 

 

    電気や情報技術を活かしたモノづくりを学ぶ電気情報工学科 

       電気情報工学科では、電気・エネルギー、情報、通信、半導体などに関する基礎と、 

ロボットやコンピュータ・プログラム、携帯電話や超ＬＳＩなどのモノづくりへの 

応用技術を勉強します。本学科では、つぎのような人の入学を期待します。 

      ①数学、理科、技術が好きで、好奇心旺盛な人 

      ②小さなものから大きなものまで、自分のアイデアを実現したい人 

      ③最先端技術分野に興味があり、福祉・環境に関心がある人 

 

電子技術や制御技術を活かしたモノづくりを学ぶ電子制御工学科 

       電子制御工学科では、電子回路、電子材料、コンピュータなどのハードウェアの基 

礎と、情報、通信、プログラムなどのソフトウェアの基礎を学び、それらを活かし 

たシステム作りとその応用を勉強します。本学科では、つぎのような人の入学を期 

待します。 

      ①数学、理科が好きな人。 

      ②自分で考えることができる人、モノを作ることが好きな人、アイデアをたくさん出 

せる人。 

      ③電気製品、乗り物、コンピュータなどの本格的なシステムに興味があり、将来自分 

で作ってみたい人。 

 

化学や生物に関する科学技術を活かしたモノづくりを学ぶ物質工学科 

       物質工学科では、化学および生物の基礎と、それを応用することを勉強します。本学 

科では、つぎのような人の入学を期待します。 

      ①化学や生物に興味を持つ人 

      ②自然現象に興味を持ち、好奇心旺盛で、実験が好きな人 

      ③人間生活と自然環境との関わりについて関心のある人 
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（出典：平成22年度入学者募集要項） 

建築技術を活かしたモノづくりを学ぶ建築学科 

       建築学科では、すまい、都市などを計画・設計するための知識と、建物のしくみ、造 

り方などのモノづくりの基礎を勉強します。本学科では、つぎのような人の入学を期 

待します。 

      ①数学、理科に興味があり、技術や美術が好きな人 

      ②人々の生活環境を学び、快適な建物を設計してみたい人 

  ③建物のしくみに関心を持ち、安全な建物づくりに取り組みたい人 

 

【編入学者受け入れ方針】 

 

  開校以来、本校では、“技術者である前に人間であれ”を教育方針として、人間教育に基づく実 

践的技術者の育成に努めてきました。この教育方針をふまえ、地域社会や産業界とともに、国際社 

会で活躍貢献できる豊かな人間性を有し、創意・工夫できる技術者を育成することを目指します。 

この目標を達成するために、つぎの学力を有し、人間性豊かな人の入学を望みます。 

  (1) 自然科学及び工業技術に対する興味・関心が高く、その基礎学力を有し、学ぶ意欲がある人 

  (2) モノづくりに対する関心が高く、自らのアイデアで、主体的に取り組める人 

 (3) 日本語及び英語の基礎学力を有し、自分の考えを伝えることのできる人 

 

【専攻科課程入学者受入方針】 
 
  本校専攻科では、 教育方針“技術者である前に人間であれ”を堅持し、地域社会や産業界ととも 

に、21 世紀の国際社会で活躍貢献できる個性と人間性豊かで実践的能力を備えた高度な技術者を育 

成することをめざします。この目標を達成するために、つぎの学力を有し、人間性豊かな人の入学 

を望みます。  

  (1) 工学に対する関心が高く、工学についての基礎学力と自然科学についての学力を有し、自ら 

学ぶ意欲がある人  

  (2) モノづくりに対する関心が高く、体験してきた人  

  (3) 学んだことを自らのことばで伝えることのできる日本語の能力、および英語の基礎学力を有 

している人 
 
 「電子システム工学専攻」： 

(1)電子システムにおけるハード・ソフトに関する体系的な工学について関心があり、その 

分野ならびに数学・物理の基礎学力を有し、自ら学ぶ意欲のある人 

(2)電子システムにおけるハード・ソフトに関するモノづくりに対する関心が高く、体験して 

きた人 

(3)自らの専門分野において学んだことや得られた成果を的確に発表できる人  
 

 「物質工学専攻」 ： 

(1)材料工学や生物工学等の諸分野に関する化学の基礎学力をもち、専門知識を発展させ、より 

高度な技術を会得しようとする意欲のある人 

(2)特別研究によって、大学工学部卒業以上の実験技術、問題解決能力を伸ばすことに熱心に取 

り込める人 

(3)学んだ専門分野の知識や得られた成果を日本語また英語で的確に表現・発表できる人  
 

 「建築学専攻」 ：    

(1)建築学における、生活に密接に関わる安全・快適な建築物および居住環境や都市空間の創出に 

ついて関心があり、これらの分野の基礎的な学力を有する人 

(2)建築学の各分野において、独自の視点に立ち研究テーマに取り組むことができる人 

(3)豊かな生活環境づくりの面で、地域と社会に貢献できる意欲的な人  
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資料４-１-①-４：準学士課程入学者受入方針 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料４-１-①-５：入学者受入方針の公表 

 

冊子名 配布方法 参加者数または学校数

中学校訪問 ８９校

入試説明会（５回） ７４校

学校説明会（１２回） ３０６名

学校説明会（学習塾１回） ２２校

オープンキャンパス(１回) ６９６名

入試相談コーナー(２回) ８４名

郵送 １０４７部

募集要項

学校案内

中学校訪問 ８９校

入試説明会（５回） ７４校

学校説明会（１２回） ３０６名

学校説明会（学習塾１回） ２２校

進学説明会 ４年生対象

郵送 １４０部

掲載
専攻科
課程

入学者受入方針の公表（平成21年度）

公表の
方法

受入方針を明記した冊子 ホーム
ページ

募集要項
専攻科

リーフレット

准学士
課程

募集要項
学校案内

リーフレット
掲載

編入学 郵送 ２９６部 掲載

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料４-１-①-６：入試に関する説明会日程表 

 

 

（出典：入試関係説明資料） 
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資料４-１-①-７：平成２１年度入試説明会、学校説明会実施状況 

 

  入  試  説  明  会  実  施  状  況   （平成２１年９月１６日～１８日）
1　県別参加人数 単位：　人

栃木県 茨城県 群馬県 埼玉県 千葉県 計

茨城県筑西市会場 1 7 1 9

栃木県宇都宮市会場 27 27

栃木県那須塩原市会場 2 2

栃木県足利市会場 4 1 5

小山高専会場 29 2 31

　 　　計 63 9 1 0 1 74

２　実施年度別参加中学校数の推移 単位：　校
平成19年度 平成20年度 平成21年度

鷲宮町会場 5 － -

筑西市会場 9 16 9

宇都宮市会場 7 29 27

那須塩原市会場 2 2 2

佐野市会場 4 － -

足利市会場 － 12 5

小山高専会場 51 37 31

　 　　計 78 96 74

案 栃 木 県 171 165 166

内 茨 城 県 239 195 196

発 埼 玉 県 430 432 441

送 群 馬 県 38 44 176

校 千 葉 県 25 28 28

数 そ の 他 　 　

　 　　計 903 864 1007

1　実施年度別参加学習塾数の推移 単位：　校

平成19年度 平成20年度 平成21年度

小山高専会場 43校（43名） 36校（37名） 22校（22名）

学習塾宛案内発送数 80 80 80

学 校 説 明 会　(学習塾対象)  実 施 状 況

区　　　　　分

区　　　　　分

区　　　　　分

 

学 校 説 明 会 実 施 状 況 (平成21年7月11日 ,9月5日,10月3・10・17日,12月12日)
１　県別参加人数 単位：　人

栃木県 茨城県 群馬県 埼玉県 千葉県その他 計

小山高専会場7/11 (土) 49 35 6 40 6 136

さいたま会場9/5（土） 2 15 17

小山高専会場10/3（土） 23 13 4 40

筑西会場10/3（土） 2 2

宇都宮会場10/3（土） 11 11

小山高専会場10/10（土） 10 9 2 21

館林会場10/10（土） 2 2

足利会場10/10（土） 5 5

鷲宮会場10/17（土） 13 13

古河会場10/17（土） 8 8

那須塩原会場10/17（土） 2 2

小山高専会場12/12（土） 21 3 25 49

　　計 121 70 10 99 6 306

２　参加者内訳 単位：　人
中学生 保護者 教　員 計

小山高専会場7/11 (土) 60 75 1 136

さいたま会場9/5（土） 5 12 17

小山高専会場10/3（土） 21 19 40

筑西会場10/3（土） 1 1 2

宇都宮会場10/3（土） 4 7 11

小山高専会場10/10（土） 12 9 21

館林会場10/10（土） 1 1 2

区　　　　　分

区　　　　　分

 

 

 



４章 

- 103 - 

資料４-１-①-７（続き） 

入試相談コーナー（工陵祭）実施状況
　

1　実施年度別参加者数の推移 単位：　組

平成１６年度平成１７年度平成１８年度平成１９年度平成２０年度平成２１年度

平成２１年１０月３１日 16           21           35           33           20           15            

平成２１年１1月  １日 49 38 31 26 15 13

　　計 65 59 66 59 35 28

2　県別参加組数 単位：　組

栃木県 茨城県 群馬県 埼玉県 その他 計

１０月３１日（土） 6 2 7 15

１１月１日（日） 8 2 3 13

　　計 14 4 0 10 0 28

3　参加者内訳 単位：　人 参考：９/２７オープンキャンパス

中学生 保護者他 計 入試相談コーナー

１０月３１日（土） 14 14 28 中学生 13

１１月１日（日） 12 10 22 保護者 21

　　計 26 24 50 計 34

区　　　　　分

区　　　　　分

区　　　　　分

 

 

（出典：教務委員会資料） 

 

資料４-１-①-８：入試説明会用パワーポイント 

 

 

 

（出典：入試説明会用資料） 
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資料４-１-①-９：編入学者受入方針 

 
（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料４-１-①-10：専攻科課程入学者受入方針 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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（評価結果）  

入学者受入方針は全てわかりやすく明確に定められ明文化されており、冊子、ホームページ、各種

説明会など多様な手段を通じて周知・公表が図られている。 

 

 

４-２-①： 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用 

されており，実際の入学者選抜が適切に実施されているか。 

（状況）  

準学士課程の推薦選抜については面接を重視し、口頭試問の内容に入学者受入方針を反映させてい

る（資料４-２-①-１）。調査書については数学、理科、英語の評価に｢傾斜配点｣を行っている（資

料４-２-①-２）。 

準学士課程の学力選抜については、学力試験が全国の国立高専で統一の問題を使用して行われるた

め、問題そのものに本校独自の入学者受入方針を反映することは困難である。ただし、技術者として

の素養として数学、理科、英語を重視するという観点から、学力試験において、数学、理科、英語の

点数及び調査書の評定について「傾斜配点」を行うことにより、入学者受入方針を反映させている。

（既出：資料４-２-①-２） 

留学生受入を積極的に行っている。受入に当たり、文部科学省試験成績資料や独立行政法人日本学

生支援機構の日本語教育センター試験結果に基づく基礎学力の確認を行っている。 

第４学年への編入学については、入学者受入方針の各項目を試験科目及び面接時の質問内容へ反映

させている（資料４-２-①-３）。 

専攻科課程の推薦選抜、学力選抜については、面接と小論文の問題に入学者受入方針を反映させ

（資料４-２-①-４）、受入方針に関係する観点からそれぞれを点数化して、入学者選抜判定用資料

としている（資料４-２-①-５）。 
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資料４-２-①-１：入学者受入方針と入学者選抜試験時の面接質問内容（準学士課程入学者選抜） 

 

【準学士課程入学者選抜試験】 

 小山高専の入学者受け入れ方針（準学士課程） 

 Ａ① 科学技術に興味があり、基礎的な学力をもつ人 

 Ａ② モノづくりや実験が好きで、自らのアイデアで、積極的に取り組める人 

 Ａ③ 部活動、特別活動、ボランティア活動等で活躍し、協調性があり、仲間づくりのできる人 

 

入学者受け入れ方針と入学者選抜試験時の面接質問内容 

（出典：入学者対策室資料） 
 

学科 項目 質問内容 

機械工学科 

Ａ① 基礎的な数学の計算の過程を説明させた。 

Ａ② ･理科の第１分野について 

･工業製品(自転車)の動作および機構について 

Ａ③ ･中学時代の部活動、学級活動、生徒会活動、ボランティア活動体験について。 

･新しい学校での仲間づくりについて。 

電気情報工学科 

Ａ① 数学の基本概念についての質問 

･図形の面積を求める考え方について確認した。 

･少数、分数および平方根の理解度を確認した。 

Ａ② 理科に関する質問 

･力の関係の理解度を確認した。 

･実験的観点からオームの法則の理解度を確認した。 

･以上の関係を実際に作図させ、その考え方について質問した。 

Ａ③ ･クラブ活動、語学学習に関しての取り組みとその成果について 

･ボランティア活動などをしている場合は、そのボランティアに興味を持った理

由について 

･部活動における入賞経歴および他部員との研鐙について 

･生徒会・クラブ活動の実績とその役割や苦労した点などについて 

電子制御工学科 

Ａ① 簡単な数学に関する質問：黒板を使って計算の過程を説明させた。 

･１日にノートに書く文字の数について 

･１日に昇り降りする階段の数について 

Ａ② 電気・電子に関する質問 

･直流電圧と交流電圧について 

･アナログとデジタルについて 

Ａ③ ･部活動とそこでの役割について 

･特別活動とそこでの役割について 

･ボランティアへの興味について 

物質工学科 

Ａ① 二つの素材について共通点と異なる点を述べさせ、①観察力②洞察力③順序だ

てて説明する力④知識等を調べた。 

(a) 餅（もち）とせんべい   (b) スーパーボールとビー玉 

(c) チーズとバター      (d) ゴルフボールとピンポン玉 

Ａ② 同   上 

Ａ③ ･部活動とそこでの役割について 

･ボランティア活動について 

建築学科 

Ａ① 建築の基礎的な問題解決能力を調べるため、以下の学校建築について、①観察力

②洞察力③説明する力を確認した。 

･教室  ・音楽室や理科室  ・校舎の廊下  ・校舎の階段 

Ａ② 同   上 

Ａ③ ･最近のニュースで関心のある事柄 

･関心を持っている職業や資格について 

･力を注いだクラブ活動や委員会等について 
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資料４-２-①-２：準学士課程入学者選抜方法 

 

Ａ.推薦選抜 

選抜方法 

 面接及び調査書の総合判定により合格者を選考する。ただし、面接と調査書の配点比率は、面接点 ％、調査

書 ％とする。 

 ※補足 

 ①調査書の評定合計点の算出について 

 調査書の評定合計点は、１年、２年及び３年の国語、社会、数学、理科及び英語の５教科を対象とし、数学、理科

および英語を傾斜配点（評定点を 倍する）して算出する。 

 

Ｂ.学力選抜 

選抜方法 

 学力試験（国語、社会、数学、理科、英語）の成績および調査書により選抜する。 

 学力試験の配点（数学、理科および英語は、  倍する傾斜配点とする）は、数学（  点）、理科（  点）、

英語（  点）、国語（  点）、社会（  点）の計  点満点とする。 

 また、調査書の評定合計点は、１年、２年及び３年の国語、社会、数学、理科及び英語の５教科を対象とし、数

学、理科および英語を傾斜配点（評定点を 倍する）して算出する。 

従って、学力試験と調査書の配点比率は、学力試験 ％、調査書 ％となる。 

 

（出典：平成22年度入試関係説明資料） 
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資料４-２-①-３：入学者受入方針と入学者選抜試験時の面接質問内容（編入学者選抜） 
 

【編入学者選抜試験】                      

小山高専の入学者受け入れ方針（編入学） 

Ｔ① 自然科学及び工業技術に対する興味・関心が高く、その基礎学力を有し、学ぶ意欲がある人 

Ｔ② モノづくりに対する関心が高く、自らのアイデアで、主体的に取り組める人 

Ｔ③ 日本語及び英語の基礎学力を有し、自分の考えを伝えることのできる人 

 

入学者受け入れ方針と入学者選抜試験時の面接質問内容 

学科 項目 質問内容 

機械工学科 

Ｔ① ・本校を志望した理由、学科を志望した理由について説明してください。・得意

な教科、興味のある教科について説明してください｡・数学､理科（物理）は得意

ですか｡・高専に編入学してどのような学習をしたいですか。・将来どのような

仕事に就きたいですか。 

Ｔ② ・高校時代のモノづくり体験について説明してください｡・高校時代にどのよう

な実習や製図を行ってきましたか｡・高校時代にどのような部活動や課外活動を

行ってきましたか。・将来、どのような機械を設計または作ってみたいですか。 

Ｔ③ ・最近の内外のニュースで関心をもっているものについての質問から、日本語で

自分の考えをしっかり伝えることが出来るかを判断｡・編入するに当たり他者と

のコミュニケーションを自ら取ることが出来ますか。・英語は得意ですか。 

電気情報工学科 

Ｔ① ・高専で勉強したい科目・分野についての質問、またその分野・科目に興味を持

った理由は何か。・意欲的に勉学に取り組めるか。・試験で実力が出せたか。出

せなかったとしたらその理由は何か。 

Ｔ② ・実験・実習（その他のこと）において自分自身で創意・工夫した点があるか。

・高校の専門科目で何に力を注いで勉強したか。・実験と講義とどちらが好き

か。 

Ｔ③ ・小山高専の本学科を志望した動機について述べよ。・高専を卒業した後の進

路。将来の仕事への希望について述べよ。・他大学などを受ける予定があるか。

どちらも合格した場合、どのように判断するか。 

電子制御工学科 

Ｔ① ・好きな科目､得意な科目はなんですか､その科目のどのようなところが好きです

か？・数学は好きですか？・科学でどんなものに興味をもっていますか、なぜそ

れに興味を持ちましたか？・わからないことがあったとき、どのようにして調べ

ますか？ 

Ｔ② ・ものづくりは好きですか？・どのようなものを作ったことがありますか？ 苦

労したところは、どのような点ですか？ 

Ｔ③ ・今の勉強を将来どのように活かしていきたいと考えていますか？・将来はどの

ような職業に就きたいですか？ 

物質工学科 

Ｔ① ・化学実験は好きですか。・どのような化学実験が記憶に残っていますか｡ 

Ｔ② ・化学実験を行ったときに、いつもどのような点に気をつけますか。・新しいこ

とを発明したいと思いますか､それはどのようなことですか。 

Ｔ③ ・作文は得意ですか。・実験レポートまとめることは苦になりませんか。研究発

表の経験はありますか。 

建築学科 

Ｔ① ・編入学志望の理由・将来の希望。・得意科目、好きな科目。・今までの数学・

物理に対する取り組み方と今後の対応の仕方。・本校で学びたい科目。・クラブ

活動について。 

Ｔ② ・最近見学した建築物とその感想。・高校で自ら作成した物についての感想。 

Ｔ③ ・数学検定、英語検定を受けているか。・何級を持っていますか。 ・最近のニ

ュースで関心のある事柄は。 

(出典：入学者対策室資料) 
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資料４-２-①-４：入学者受入方針と入学者選抜試験時の面接質問内容(専攻科課程入学者選抜) 

 

【専攻科過程入学者選抜試験】                  

小山高専の入学者受け入れ方針（専攻科過程） 

Ｓ① 工学に対する関心が高く、工学についての基礎学力と自然科学についての学力を有し、自ら  

     学ぶ意欲がある人 

Ｓ② モノづくりに対する関心が高く、体験してきた人 

Ｓ③ 学んだことを自らのことばで伝えることのできる日本語の能力、および英語の基礎学力を有 

     している人 

入学者受け入れ方針と入学者選抜試験時の面接質問内容 

専攻 項目 質問内容 

電子システム工学

専攻 

Ｓ① ・将来、どのようなエンジニアになりたいか｡・システムの安定化法について説

明しなさい。・青色発光ダイオードの独創性について知っていることを述べなさ

い。・『特別研究』にどのように取り組むのか。・自然科学、工学の中でどのよ

うな科目・分野に興味がありますか？・ものの仕組みに興味はありますか？たと

えば、デジタルカメラはどのような仕組みですか？ 

Ｓ② ・モノづくりについて興味をもっていることを述べなさい。・日本のモノづくり

技術はこれから先どうなるだろうか｡・インターンシップ、知っていますか、経

験しましたか。・これまでにどのようなものを作ってきましたか？ 苦労した

点、工夫した点はなんですか？・卒業研究では、どんなものを作るのですか？ 

Ｓ③ ・小論文は筋道たてて書けましたか｡・口語調、文語調､わかりますか。・人前で

話すことに慣れていますか。･英語についてアレルギーはありませんか。・卒業

研究でどのようなことを行っていますか？ ・今の勉強を将来どのように活かし

て行きたいと考えていますか？ 将来はどのような職業に就きたいですか？ 

物質工学専攻 

Ｓ① ・なぜ専攻科を受験しようと思ったのか説明してください。 

・専攻科に入ってから研究したいことを説明してください。 

Ｓ② ・本学専攻科を志望した理由。 

・専攻科入学後の特別研究のテーマ。 

Ｓ③ ・卒業研究のテーマと内容の概要について説明してください。 

・小論文で書いた内容の概要を説明してください。 

建築学専攻 

Ｓ① ・専攻科志望の理由。・将来の希望。・得意科目、好きな科目。・本科での成

績。・卒業研究の内容。 

Ｓ② ・最近見学した建築物とその感想。・高専で自ら作成した物についての感想（コ

ンペ等への応募状況）。 

Ｓ③ ・小論文記述内容の説明。・最近の内外のニュースで関心を持った事柄。 

 

（出典：入学者対策室資料） 
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資料４-２-①-５：学士課程入学者選抜方法 

 
Ａ.推薦選抜 

選抜方法 

   調査書、小論文検査及び面接結果を下記の方法で点数化して、専攻別、得点順位順に作成する。ただし、受検番

号は記載しない。 

  ① 調査書（学習成績）の点数化 

   出願前の事前審査のために提出された調査書をもとに、高専の４学年で修得した科目を次の方法で点数化す

る。すなわち、科目ごとに下表に示す評定に対応する点数に単位数を乗じて点数化し、その合計を（  点）満

点として換算する。 

評定 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 

点数  

 ② 面接の点数化 

   面接を次の方法によって  点満点で評価する。 

     (ｲ) 人間性の評価、社会への貢献の評価（  点） 

     (ﾛ) 倫理観の評価（  点） 

     (ﾊ) 技術的知識の評価（  点） 

 ③ 小論文検査の点数化  

   課題に対する小論文を次の方法によって  点満点で評価する。 

      (ｲ) 論文構成の評価（  点） 

      (ﾛ) 課題と内容の整合性の評価（  点） 

      (ﾊ) 表現の評価（  点） 

   ①、②、③の合計点は   点満点とする。 

  ④ 合計得点が同じ場合には調査書の上位者を上位とする。 
 

Ｂ.学力選抜 

選抜方法 

   学力検査、調査書、小論文検査及び面接結果を下記の方法で点数化して、専攻別、得点順位 順に作成する。た

だし、受検番号は記載しない。 

 ① 学力検査科目と配点 

   科目ごとの配点は、つぎのようにし、学力検査は  点満点とする。 

    専門：   点 英語：  点 数学：  点  

 ② 調査書（学習成績）の点数化 

   出願前の事前審査のために提出された調査書をもとに、高専の４学年で修得した科目を次の方法で点数化す

る。すなわち、科目ごとに下表に示す評定に対応する点数に単位数を乗じて点数化し、その合計を  点満点と

して換算する。 

                           評定  Ｓ  Ａ  Ｂ   Ｃ   

                         点数     

    高専卒以外の出願資格者（a.短大、専修学校の修了見込みの者、修了者、b.外国の学校が行う通信教育におけ

る授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教育 における14年の課程を修了した者、c.外国

において、学校教育における14年の課程を修了した者、d.その他本校専攻科が高等専門学校を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者）についても、高専の４学年、５学年に相当する成績証明書あるいは単位修得証明書を 

提出させて、高専卒者と同様に、調査書を点数化する。 

 ③ 面接の点数化 

   面接を次の方法によって  点満点で評価する。 

     (ｲ) 人間性の評価、社会への貢献の評価（  点） 

     (ﾛ) 倫理観の評価（  点） 

     (ﾊ) 技術的知識の評価（  点） 

 ④ 小論文検査の点数化  

   課題に対する小論文を次の方法によって 点満点で評価する。 

      (ｲ) 論文構成の評価（  点） 

      (ﾛ) 課題と内容の整合性の評価（  点） 
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      (ﾊ) 表現の評価（  点） 

   ①、②、③、④の合計点は   点満点とする。 

⑤ 合計得点が同じ場合には専門科目上位者を上位とする。 
 

Ｃ. 社会人特別選抜 

   小論文検査及び面接結果を下記の方法で点数化して、専攻別、得点順位順に作成する。ただ し、受検番号は記

載しない。 

 ① 面接の点数化 

   面接を次の方法によって  満点で評価する。 

     (ｲ) 人間性の評価、社会への貢献の評価（  点） 

     (ﾛ) 倫理観の評価（  点） 

     (ﾊ) 技術的知識の評価（  点） 

 ② 小論文検査の点数化  

   課題に対する小論文を次の方法によって  点満点で評価する。 

      (ｲ) 論文構成の評価（  点） 

      (ﾛ) 課題と内容の整合性の評価（  点） 

      (ﾊ) 表現の評価（  点） 

   ①、②の合計点は   点満点とする。 

（出典：平成22年度入試関係説明資料） 

 

 

（評価結果）  

 入学者受入方針に沿う選抜検査を実施するために、準学士課程の学力選抜においては、試験科目の

点数及び調査書の評価について「傾斜配点」を行い、推薦選抜では、面接時の質問内容に入学者受入

方針を反映させている。編入学試験では、試験科目及び面接時の質問内容に入学者受入方針を反映さ

せている。また、専攻科課程の推薦選抜と学力選抜については、面接時の口頭試問及び小論文試験の

内容に入学者受入方針を反映させている。以上のように、本校では、入学者受入方針を反映させた入

学者選抜方法が採用され、適切に実施されている。 

 

 

４-２-②： 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際に行われて 

いるかどうかを検証しており，その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

（状況）  

入学者受入方針に沿った学生の受入についての検証は、新入生対象のアンケート調査（資料４-２-

②-１）によって行っている。まず、入学者受入方針の周知については、５段階評価で準学士課程入

学生及び専攻科課程入学生がともに3.3を示し、３以上の評価点を得ている。また、新入生が入学者

受入方針にそう人物であるかの結果は、入学者受入方針の３項目について５段階評価で概ね３点以上

を示し、新入生が入学者受入方針に沿う資質を身につけていることを検証している。 

入学者選抜検査制度を検証し改善するために、入学者対策室が設置されている。毎年４月から入試

制度の問題点、推薦選抜による入学者の成績に関する追跡調査などについて段階的に検討している

（資料４-２-②-２）。さらに、入学者対策室と教務委員会の両者で前年度の検証・反省を活かして

改善策を検討している（資料４-２-②-３）。 
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資料４-２-②-１：入学者受入方針周知及び検証のアンケート結果 

 

準学士課程入学生全体 

 

 

専攻科入学生全体 

 

 

（出典：平成19年度教育に関するアンケート調査） 
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資料４-２-②-２：平成２１年度入学者対策室の活動まとめ 

 

１． 入学者対策室会議 

第１回 日時：平成２１年６月１－５日 

前期中間試験中のため、各対策員から意見を求めた。 

議題：今年度の活動計画について 

 

第２回 日時：平成２１年７月２７－３１日 

前期末試験中のため、各対策員から意見を求めた。 

議題：オープンキャンパスでの入試相談および学校説明会等について 

 

第３回日時：平成２１年１１月３０日（月）午後３時 

議題 １．推薦入試の面接の評価 人物と専門の比率  

    ２．入試・学校説明会の方法  

    ３．Ｈ２２学校案内等   

 

２． 中学校訪問 

    訪問中学校数（6/10～9/11）   89校（25名） 

 

３． 入試説明会、学校説明会、入試相談コーナー 

    別紙のとおり 

 

４． 学校案内リーフレット類の作成 

（出典：教務委員会 入学者対策室資料） 

 

資料４-２-②-３：教務委員会議事要録（抜粋） 

 

平成２０年度１１月教務委員会議事要録 

日 時  平成２０年１１月５日（水）  １５：００～１８：０５ 

場 所   管理棟３０１ゼミ室 

出席者  森・亀山・千田・奥富・島田・中田・増淵・石原・南斉・斉藤・大島 

     川本・山口・（小林悟） 

欠 席   

議 事   

［審議事項］ 

 ７．推薦選抜の推薦枠の改訂について【資料-６】 

  亀山教務補佐より資料に基づき、入学後の成績上位者に推薦入学者および推薦受験者が集まっているとの説明が

あった。入試倍率維持および良い学生の確保の方策として、推薦枠拡大を平成２２年度から実施すること目指し、

①全国・近隣の高専の状況、②推薦枠を現状の３割から４割への改訂、③選抜方法等が説明された。１２月委員会

に各学科の意見を提出することになった。また、森校長補佐より推薦入試時にはアドミッションポリシーの確認が

必要なので、全員面接を行うが、調査書点が満点の学生は評価方法が異なる旨の補足説明があった。 

 

（出展：教務委員会議事録） 
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（評価結果） 

毎年の入学者対策室及び教務委員会において必ず前年度の反省が行われ、その結果を踏まえて改善

策が議論されており、入学者受入方針に沿う学生の受入について検証し改善する取り組みがなされて

いる。 

 

 

４-３-①： 実入学者数が，入学定員を大幅に超える，又は大幅に下回る状況になっていないか。 

また，その場合には，これを改善するための取組が行われるなど，入学定員と実入学 

者数との関係の適正化が図られているか。 

（状況） 

準学士課程の入学定員は各学科とも40名で、全学科合計の定員は200名である。また、専攻科の入

学定員は、電子システム工学専攻12名、物質工学専攻４名、建築学専攻４名である。 

準学士課程においては、最近５年間で選抜試験の合格者数と実入学者数は一致しており（資料４-

３-①-１）、入学者数の適正化が図られている。したがって、合格者が入学定員を大幅に超える、又

は大幅に下回る状況にはなっていない。 

専攻科課程において一部の専攻の実入学者数が定員を超えているものの、教育上の支障はなく修了

状況、修了者の就職及び大学院進学状況はそれぞれ良好である（資料４-３-①-２～５）。 

 

 

 

 

 

 

 

資料４-３-①-１：準学士課程入学志願者数、合格者数 

 

        小山高専入学者選抜検査志願者数及び合格者数一覧(平成17年～21年度入学生）

志願者数 合格数 志願者数 合格数 志願者数 合格数 志願者数 合格数 志願者数 合格数

　合計 　合計 　合計 　合計 　合計 　合計 　合計 　合計 　合計 　合計

116 40 80 40 81 40 60 40 69 40

52 12 37 12 39 12 30 12 28 12

84 40 90 40 66 40 84 40 65 40

33 12 37 12 24 12 43 12 33 12

92 41 78 41 72 40 71 40 80 41

42 13 46 13 41 12 38 12 42 12

74 40 102 40 62 40 76 41 77 41

32 12 47 12 30 12 44 12 53 12

67 40 75 40 74 40 54 40 63 42

35 12 36 12 40 12 24 12 28 12

433 201 425 201 355 200 345 201 354 204

194 61 203 61 174 60 179 60 184 60

合格者には第２志望による合格を含む。

電子制御工学科

物質工学科

建築学科

合計

平成20年度 平成21年度

機械工学科

電気情報工学科

年度

平成17年度 平成18年度 平成19年度

 

（出典：小山高専準学士課程入学志願者数、合格者数調べ） 
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資料４-３-①-２：専攻科志願者数、合格者数及び入学者数 

 

専攻科志願者数、受験者数、合格者及び入学者数 

年

度 
区分 

電子システム工学 物質工学 建築学 計 

定員１２名 定員４名 定員４名 定員２０名 

推

薦 

学

力 

社

会 

二

次 
計 

推

薦 

学

力 

社

会 

二

次 
計 

推

薦 

学

力 

社

会 

二

次 
計 

推

薦 

学

力 

社

会 

二

次 
計 

17 

志願者 10 12 1 0 23 4 2 0 0 6 4 5 0 0 9 18 19 1 0 38 

合格者 10 7 1 0 18 4 2 0 0 6 4 4 0 0 8 18 13 1 0 32 

入学者 10 2 1 0 13 4 2 0 0 6 4 2 0 0 6 18 6 1 0 25 

18 

志願者 4 11 1 5 21 3 6 0 3 12 4 6 0 1 11 11 23 1 9 44 

合格者 4 10 1 3 18 3 3 0 2 8 4 3 0 1 8 11 16 1 6 34 

入学者 4 4 1 3 12 3 2 0 2 7 3 1 0 1 5 10 7 1 6 24 

19 

志願者 11 18 0 0 29 7 2 0 0 9 4 6 1 0 11 22 26 1 0 49 

合格者 11 12 0 0 23 7 2 0 0 9 4 3 1 0 8 22 17 1 0 40 

入学者 11 5 0 0 16 7 1 0 0 8 4 1 1 0 6 22 7 1 0 30 

20 

志願者 11 17 0 0 28 6 2 0 0 8 4 4 0 0 8 21 23 0 0 44 

合格者 10 10 0 0 20 6 0 0 0 6 4 4 0 0 8 20 14 0 0 34 

入学者 10 6 0 0 16 6 0 0 0 6 4 3 0 0 7 20 9 0 0 29 

21 

志願者 9 20 1 0 30 5 5 0 0 10 4 11 0 0 15 18 36 1 0 55 

合格者 9 12 1 0 22 5 4 0 0 9 4 5 0 0 9 18 21 1 0 40 

入学者 9 11 1 0 21 5 3 0 0 8 4 5 0 0 9 18 19 1 0 38 
 

 
 

（出典：小山高専専攻科課程入学志願者数、合格者数及び入学者数調べ） 

 

 

資料４-３-①-３：専攻科修了者数 

 

専攻科修了者数(平成 17～21 年度） 

 

 

 

年度 
電子システム工学 物質工学 建築学 計 

定員１２名 定員４名 定員４名 定員２０名 

17 11 5 6 22 

18 11 6 6 23 

19 11 6 6 23 

20 9 5 4 18 

21 16 8 7 31 
 

 

（出典：小山高専専攻科課程修了者数調べ） 
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資料４-３-①-４：修了生の就職先一覧 

 

平成２０・２１年度専攻科修了生の就職先一覧 

 

 

 

企業名 
平成２０年度 平成２１年度 

SS SC SA 計 SS SC SA 計 

アーレスティダイモールド栃木 1     1         

いすゞエンジニアリング 1     1         

江田特殊防水     1 1         

NEC ネッツ・エスアイエンジニアリング 1     1         

NTT ファシリティーズ     1 1 1     1 

オーエルシー・キッチンテクノ     1 1         

カネカ 1     1         

コスモス   1   1         

小松製作所 1     1 1     1 

三洋電機 1     1         

シャープ 1     1         

JUKI 1     1         

ソニーケミカル＆インフォメーションデバイ

 

  1   1         

ソニーファシリティマネジメント     2 2         

高岳製作所 1     1 1     1 

中興化成工業   1   1         

DRD 1     1         

東芝 1     1         

羽鳥芳之建築設計事務所     1 1         

平河ヒューテック   1   1         

本田技研工業 2     2 2     2 

ミケラ・ムウト     1 1         

WITH ME         1     1 

ウエルシア関東               1 

宇都宮機器         1     1 

関西ペイント           1   1 

共伸         1     1 

桑名商事           1   1 

中外製薬工業           1   1 

東京電力         1     1 

ニコン         1     1 

日立エンジニアリング・アンド・サービス         1     1 

三菱化学鹿島事業所           1   1 

三菱地所藤和コミュニティ             1 1 

森永乳業           1   1 

計 13 4 7 24 11 5 1 18 

 

（出典：学生課学生係資料） 
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資料４-３-①-５：修了生の大学院進学状況一覧 

 

大学院進学状況一覧(平成 17～21 年度） 
       

大  学  院  名 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

国立 

筑波大学大学院 1 1 4(4) 2 3 

宇都宮大学大学院 4(3) 1 4(4) 4(4)   

群馬大学大学院 1         

東京工業大学大学院         1 

東京農工大学大学院         1 

長岡技術科学大学大学院         1(1) 

豊橋技術科学大学大学院   1 1(1)     

北陸先端科学技術大学大学院   1(1)     1 

計 6(3) 4(1) 9(9) 6(4) 7(1) 

（ ）内は推薦で内数 

 

（出典：学校要覧2009 p.43、小山高専ＨＰ） 

 

（評価結果）  

準学士課程においては、入学定員と実入学者数は一致しており、適正化が図られている。専攻科課

程においては、一つの専攻において入学者数が定員の２倍に達したことがあるが、教育上の支障は見

られない。したがって、専攻科課程の入学定員と実入学者数との関係は概ね適正である。 

 

 

（２）「４章 学生の受け入れ」の自己評価の概要 

 本校では、教育の目的に沿って準学士課程入学生、編入学生、専攻科入学生毎に明確に入学者受入

方針を定めている。入学者受入方針は印刷物として配付し、あるいはホームページ上に掲載し、広く

社会に公表している。また、入試説明会、学校説明会及びオープンキャンパス等において、受検希望

者並びに将来入学の可能性のある中学生に入学者受入方針を説明している。 

 準学士課程の学力選抜では調査書及び試験科目の傾斜配点による評価を行い、推薦選抜では調査書

の傾斜配点に加え、面接時に入学者受入方針に沿う口頭試問で評価している。編入学者選抜でも同様

に面接時に入学者受入方針に沿う口頭試問で評価している。専攻科課程の学力選抜及び推薦選抜では

口頭試問並びに小論文試験において入学者受入方針を反映させている。 

それぞれの学生の受入が実際に適正に行われているかどうかを検証するためのアンケート調査を行

っている。入学者対策室を設けて入学者選抜制度全般の検証を定期的に行い改善に役立てている。 

準学士課程においては適正な実入学者数を確保している。専攻科課程では一部定員を上回る入学者

の受入を行った例があるが、教育上の支障は生じていない。 
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５章 教育内容及び方法 

（１）分析 

＜準学士課程＞ 

５-１-①： 教育の目的に照らして，授業科目が学年ごとに適切に配置され，教育課程が体系的

に編成されているか。また，授業の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿

って，教育の目的を達成するために適切なものになっているか。 

（状況）  

 本校では５学科とも準学士課程の学習・教育目標を達成するために、人間形成に重要な役割を果

たす一般教養と専門科目の学習の基礎となる数学、物理などの基礎科目を低学年に多く配置し、科

学技術の知識を修得させるための専門科目は高学年になるに従い増えるよう配置している。このこ

とにより「くさび形」カリキュラムになるように編成されている。教育課程等は学則に定められ、

一般科目の学年別開設単位数を資料に示す（資料５-１-①-１）。専門の学年別開設単位数の機械

工学科を資料に示す（資料５-１-①-２）、電気情報工学科を資料に示す（資料５-１-①-３）、電

子制御工学科を資料に示す（資料５-１-①-４）、物質工学科を資料に示す（資料５-１-①-５）、

建築学科を資料に示す（資料５-１-①-６）。 

 準学士課程の学習・教育目標を学科ごとにまとめたものを示す（資料５-１-①-７）。また、各

学科の授業科目が適切に配置され体系性が保たれていることを示すため、学習・教育目標の細項目

に分類した授業科目の流れを機械工学科の資料として示す（資料５-１-①-８）、電気情報工学科

の資料として示す（資料５-１-①-９）、電子制御工学科の資料として示す（資料５-１-①-10）、

物質工学科の資料として示す（資料５-１-①-11）、建築学科の資料として示す（資料５-１-①-

12）。 
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資料５-１-①-１：一般科， 

 

（出典：平成21年度学校便覧p.20） 
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資料５-１-①-２：機械工学科 

 

（出典：平成21年度学校便覧p.21） 
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資料５-１-①-３：電気情報工学科 
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（出典：平成21年度学校便覧p22,23） 
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資料５-１-①-４：電子制御工学科 
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（出典：平成21年度学校便覧 p.24,25） 
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資料５-１-①-５：物質工学科 
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（出典：平成21年度学校要覧p.26,27） 
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資料５-１-①-６：建築学科 

 

 

（出典：平成21年度学校便覧p.28） 
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資料５-１-①-７：準学士課程の学科ごとの教育目標 

 

 

（出典：平成21年学生便覧p19） 

 

 

 



５章 

- 129 - 

資料５-１-①-８：機械工学科 

１年 2年 ３年 ４年 ５年

地理 政治・経済 倫理・社会 哲学 人間と科学Ⅰ（選択）
歴史 歴史学 人間と科学Ⅱ

芸術（美術・音楽）

工作実習 工作実習 工作実習 輪講 卒業研究
機械製図 機械製図 機械設計製図Ⅰ 機械設計製図Ⅱ 機械設計製図Ⅲ

機械工学実験Ⅰ 機械工学実験Ⅱ メカトロニクス実験

工学演習

基礎数学Ａ 微分積分学 解析学 確率統計
基礎数学Ｂ 代数学・幾何学 線形代数学 応用数学 数理工学
一般理科
物理 物理 応用物理 応用物理
化学Ⅰ 化学Ⅱ

英語ⅠA 英語Ⅱ 英語Ⅲ
英語ⅠB 英語ﾗｲﾃｨﾝｸﾞA

英語ﾗｲﾃｨﾝｸﾞB

機械工学基礎 工業力学Ⅰ 工業力学Ⅱ 機械力学

工業数理 材料力学 材料力学 材料力学演習

材料学 材料強度学

機械工作法 機械工作法 制御工学

計測工学

機械設計法 生産工学

熱力学 熱機関

機械工学演習Ⅰ 伝熱工学

水力学 流体機械

技術論

電気工学概論 電子工学概論

情報処理 数値解析

国語 国語 国語 文学

英会話 英会話 英語演習Ⅰ 英語演習Ⅱ
ドイツ語Ⅰ ドイツ語演習
ドイツ語Ⅱ

保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ
保健・体育Ⅱ

⑤情報技
術の向上

⑥コミュニ
ケーション
能力と国
際感覚の
育成

①豊かな
人間性の
涵養

②豊かな
感性と創
造力の育
成

③自然科
学・英語・
専門基礎
学力の向
上

④各専門
分野に関
する高度
な知識と
豊かな感
性の育成

 

 

 

（出典：平成21年学生便覧より整理） 
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資料５-１-①-９：電気情報工学科 

 

本科 １年 2年 ３年 ４年 ５年

地理 政治・経済 倫理・社会 哲学 人間と科学Ⅰ（１選択）
歴史 歴史学 人間と科学Ⅱ（１選択）

芸術

電気情報工学実験 電気情報工学実験 電気情報工学実験 電気情報工学実験 卒業研究
電気電子製図 プロジェクト・ワーク 電磁工学実験 電磁工学実験（選択）

情報工学実験 情報工学実験（選択）
物性工学実験 物性工学実験（選択）

基礎数学ＡⅠ 微分積分学 解析学 確率統計
基礎数学ＡⅡ 代数学・幾何学 線形代数学 応用数学
基礎数学Ｂ
一般理科
物理 物理 応用物理 応用物理
化学Ⅰ 化学Ⅱ

英語ⅠＡ 英語Ⅱ 英語Ⅲ
英語ⅠＢ 英語ライティングＡ

英語ライティングＢ

電気数学Ⅰ 電気数学Ⅱ
電気情報工学大系 電気回路学Ⅰ 電気回路学Ⅱ 過渡現象論

電気磁気学Ⅰ 電気磁気学Ⅱ
電子回路Ⅰ 電子回路Ⅱ

電気電子工学演習Ⅰ 電気電子工学演習Ⅱ

電子情報工学 電子工学
電気電子計測

電磁波工学

コンピュータ工学 信号処理
情報通信工学 ディジタル回路

集積回路設計
マルチメディア工学
情報ネットワーク論
画像工学

電子デバイス工学 情報デバイス工学
電子物性 電気材料

フォトニクス材料
量子力学

電気機器工学 電磁エネルギー工学
パワーエレクトロニクス 電力システム工学

制御工学
メカトロニクス

電気法規

（5年次配当科目は選択）

情報工学Ⅰ 情報工学Ⅱ 情報工学Ⅲ 情報工学Ⅳ 数値計算法

（5年次配当科目は選択）

国語 国語 国語 文学
英会話 英会話 英語演習Ⅰ 英語演習Ⅱ

ドイツ語Ⅰ ドイツ語演習
ドイツ語Ⅱ

保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ
保健・体育Ⅱ

（5年次配当科目は選択）

⑤
情
報
技

術
の
向
上

⑥
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
能
力
と
国
際
感
覚
の

育
成

①
豊
か
な

人
間
性
の

涵
養

②
豊
か
な
感

性
と
創
造
力

の
育
成

③
自
然
科
学
・
英
語
・
専
門
基
礎
学
力
の
向
上

④
各
専
門
分
野
に
関
す
る
高
度
な
知
識
と
豊
か
な
感

性
の
育
成

 

 

（出典：平成21年学生便覧より整理） 
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資料５-１-①-10：電子制御工学科 

 

本科 １年 2年 ３年 ４年 ５年

地理 政治・経済 倫理・社会 哲学 人間と科学Ⅰ（選択）
歴史 歴史学 人間と科学Ⅱ（選択）

芸術

工学実験 工学実験 工学実験 工学実験 工学実験

輪講Ⅰ
輪講Ⅱ

卒業研究

一般理科

化学Ⅰ 化学Ⅱ

基礎数学Ａ 微分積分学 解析学 確率統計

基礎数学Ｂ 代数学・幾何学 線形代数学 応用数学

物理 物理 応用物理Ⅰ 応用物理Ⅲ 量子工学
応用物理Ⅱ 応用物理Ⅳ

英語ⅠA 英語Ⅱ
英語ⅠB 英語ライティングA 英語Ⅲ

英語ライティングB

電子制御基礎Ⅰ 電子制御基礎Ⅲ 電子制御基礎Ⅴ
電子制御基礎Ⅱ 電子制御基礎Ⅳ 電子制御基礎Ⅵ

システム演習Ⅰ システム演習Ⅲ システム演習Ⅴ
システム演習Ⅱ システム演習Ⅳ システム演習Ⅵ

回路工学基礎

物性工学

電磁気学Ⅰ 電磁気学Ⅲ
電磁気学Ⅱ 電磁気学Ⅳ

電気回路Ⅰ 電気回路Ⅲ

電気回路Ⅱ 電気回路Ⅳ

通信工学Ⅰ 通信工学Ⅱ

電子工学Ⅰ 電子工学Ⅱ

電子回路Ⅰ
電子回路Ⅱ

システム工学Ⅰ

計測工学Ⅰ システム工学Ⅱ
計測工学Ⅱ

応用制御工学
制御工学Ⅰ
制御工学Ⅱ 制御工学Ⅲ

制御工学Ⅳ
制御工学Ⅴ

論理回路Ⅰ アセンブラ デジタル工学
論理回路Ⅱ

コンピュータ基礎 コンピュータ 情報工学

プログラムⅠ プログラムⅢ ソフトウエア工学Ⅰ
プログラムⅡ プログラムⅣ ソフトウエア工学Ⅱ

国語 国語 国語 文学

ドイツ語Ⅰ

ドイツ語Ⅱ

保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ
保健・体育Ⅱ

ドイツ語演習

ソフトウエア工学Ⅲ

電子回路Ⅲ

英語演習Ⅰ 英語演習Ⅱ

①豊かな人間性
の涵養

英会話

④各専門分野に
関する高度な知
識と豊かな感性
の育成

③自然科学・英
語・専門基礎学
力の向上

②豊かな感性と
創造力の育成

⑤情報技術の向
上

⑥コミュニケー
ション能力と国
際感覚の育成

電磁工学

応用電子工学

英会話

 

 

 

（出典：平成21年学生便覧より整理） 
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資料５-１-①-11：物質工学科 

 

１年 2年 ３年 ４年 ５年

地理 政治・経済 倫理・社会 哲学 人間と科学Ⅰ
歴史 歴史学 人間と科学Ⅱ

美術
音楽

物質工学入門Ⅰ 物質工学入門 総合工学実験 卒業研究
化学基礎実験 分析化学実験 物質工学実験 材料化学実験Ⅰ 材料化学実験Ⅱ

生物工学実験Ⅰ 生物工学実験Ⅱ

基礎数学 １ 微分積分学 解析学 確率統計
基礎数学 ２ 代数学・幾何学 線形代数学 応用数学
基礎数学 ３

英語ⅠA 英語Ⅱ 英語Ⅲ
英語ⅠB ライティングA

ライティングB
物理 物理 応用物理 応用物理
化学Ⅰ 一般理科 核化学
化学Ⅱ

化学演習Ⅰ 化学演習Ⅱ 化学英語A,B,C

電子情報工学 電子材料

基礎化学 無機化学 金属化学 工業材料
分析化学 材料工学 機器分析 Ⅱ

焼結工学
工業化学

環境化学
有機化学 有機化学 機器分析 Ⅰ 物質合成化学

高分子化学 高分子材料
環境化学
天然物化学

物質工学入門 生物化学 酵素工学 生物有機化学
微生物工学 細胞・遺伝子工学Ⅰ

細胞・遺伝子工学Ⅱ
生物資源工学
食品化学

物理化学Ⅰ 物理化学Ⅰ 表面工学
物理化学Ⅱ

化学工学Ⅰ 化学装置工学Ⅱ 反応工学
工学概論 プロセス工学

情報処理実習 電子計算機実習

国語 国語 国語 文学

英会話 英会話 英語演習Ⅰ 英語演習Ⅱ （選択）

ドイツ語Ⅰ ドイツ語演習 （選択）
ドイツ語Ⅱ

保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ
保健・体育Ⅱ

⑤
情
報

技
術
の

向
上

⑥
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
と
国
際
感
覚
の
育
成

①
豊
か
な
人

間
性
の
涵
養

②
豊
か
な
感

性
と
創
造
力

の
育
成

③
自
然
科
学
・
英
語
・
専
門
基
礎
学
力

の
向
上

④
各
専
門
分
野
に
関
す
る
高
度
な
知
識
と
豊
か
な
感
性
の
育
成

 

 

（出典：平成21年学生便覧より整理） 
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資料５-１-①-12：建築学科 

 

学習・教育 １年 ２年 ３年 ４年 ５年

目標
① 地理 政治・経済 倫理・社会 哲学 人間と科学Ⅰ

(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/1) (履修/講義/選択/1)

芸術(美術) 歴史 歴史学 人間と科学Ⅱ
(履修/実習/必修/1) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/選択/1)

② 図学 ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/1)

建築製図I 建築製図II 建築設計IA 建築設計IIA 建築意匠
(履修/実習/必修/3) (履修/実習/必修/5) (履修/実習/必修/3) (学修/実習/必修/3) (学修/講A/選択/2)

建築設計IB 建築設計IIB
(履修/実習/必修/3) (学修/実習/必修/3)

建築材料 建築実験 卒業研究
(履修/講義/必修/2) (履修/実験/必修/2) (履修/実験/必修/13)

③ 基礎数学Ａ 微分積分学 解析学
(履修/講義/必修/4) (履修/講義/必修/4) (履修/講義/必修/2)

基礎数学Ｂ 代数学・幾何学 線形代数学 応用数学
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2)

一般理科
(履修/講義/必修/2)

物理 物理 応用物理I 応用物理II
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/1)

化学Ⅰ 化学Ⅱ
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2)

英語ⅠA 英語Ⅱ 英語Ⅲ
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/3) (履修/講義/必修/3)

英語ⅠB 英語ﾗｲﾃｨﾝｸﾞA
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/1)

英語ﾗｲﾃｨﾝｸﾞB
(履修/講義/必修/1)

建築構造力学演習
(履修/演習/必修/1)

建築構造力学I 建築構造力学II 建築構造力学III 建築応用力学
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/2) (学修/講A/選択/2)

建築計画I 建築計画II 建築計画III
(履修/講義/必修/2) (学修/講A/必修/2) (学修/講A/選択/2)

建築概論 建築一般構造 建築測量
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/1) (学修/実習/選択/1)

④ 建築構造計画
(学修/講A/選択/2)

鋼構造 建築耐震構造
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/選択/2)

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造 構造設計
(履修/講義/必修/2) (学修/講A/選択/2)

木構造
(学修/講B/選択/1)

建築施工
(履修/講義/選択/2)

建築法規
(学修/講A/選択/2)

都市・地区計画
(学修/講A/選択/2)

建築環境工学II
(学修/講A/選択/2)

建築環境工学I 建築設備
(履修/講義/必修/2) (学修/講A/選択/2)

建築ゼミナール
(履修/講義/選択/2)

⑤
情報処理I 情報処理II
(履修/演習/必修/2) (履修/演習/必修/2)

⑥ 国語 国語 国語 文学
(履修/講義/必修/3) (履修/講義/必修/3) (履修/講義/必修/2) (履修/講義/必修/1)

英会話 英会話 英語演習Ⅰ 英語演習Ⅱ
(履修/講義/必修/1) (履修/講義/必修/1) (履修/演習/必修/3) (履修/演習/選択/1)

ドイツ語Ⅰ ドイツ語演習
(履修/講義/必修/2) (履修/講義/選択/1)

ドイツ語Ⅱ
(履修/講義/必修/2)

保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ
(履修/実習/必修/2) (履修/実習/必修/2) (履修/実習/必修/2) (履修/実習/必修/2) (履修/実習/選択/1)

保健・体育Ⅱ
(履修/実習/選択/1)

建築史 現代建築論
(学修/講B/必修/2) (学修/講A/選択/2)

コミュニケー
ション能力と
国際感覚の
育成

情報技術の
向上

豊かな人間
性の涵養

豊かな感性
と創造力の
育成

自然科学・
英語・専門
基礎学力の
向上

各専門分野
に関する高
度な知識と
豊かな感性
の育成

 

（出典：平成21年学生便覧より整理） 
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（評価結果）  

 低学年に一般科目の多くを配置し、高学年になるに従って専門科目を段階的に増やしていく授業

配置は、中学卒業後の５年間で専門的な科学技術の知識を無理なく修得するのに適した編成となっ

ている。 

 また、（資料５-１-①-８～12）より、各学科とも学習・教育目標の細項目を達成するのに適し

た体系性を持った授業科目の流れとなっている。 

  

 

５-１-②： 学生の多様なニ-ズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課程の編成

に配慮しているか。 

（状況）  

 学生の多様なニ-ズに応えるために、本校以外の大学･他高専における履修に関する規程が定めら

れており、学生便覧に掲載することで学生への周知も図っている（資料５-１-②-１）。たとえば、

宇都宮大学等の近隣大学との単位互換協定を実施するなどの整備を行っている（資料５-１-②-

２）。さらに、長岡技術科学大学が実施しているインターネットを利用した遠隔授業（ウェブ講

義）などもあげられる（資料５-１-②-３）。対象学生は準学士課程の４学年以上（専攻科課程生

を含む）であり、平成 21 年度[１学期分]の講義に申し込んだ学生は準学士課程に在籍する 13 名で

ある（資料５-１-②-４）。受講成績により遠隔授業の単位が認められ、受講学生は単位認定書

（資料５-１-②-１）を提出し及落判定会議で審議の上、単位が認定される。 

 この他にも、準学士課程の４学年以上を対象としたインターンシップについて明文化されており、

学生便覧に記載されている（資料５-１-②-５）。平成 21 年度実施状況の資料を（資料５-１-②-

６）に示す。学生の履修が増え、インターンシップの重要性が認識されている。 

 さらに、ある基準以上の資格を取得した学生に対しては、取得資格を単位と認定する制度を設け

ている（資料５-１-②-７）。単位認定を取得する学生も各学科にわたっている（資料５-１-②-

８）。取得単位一覧表の変更調査等の依頼なども各科で随時行い、社会等のニ-ズを把握すること

に努めている（資料５-１-②-９）。 
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資料５-１-②-１：他大学等の単位認定に関する規程 

 

 

 

（出典：平成21年度学生便覧ｐ.65） 

 



５章 

 - 136 - 

 

 

 

 

 

 

資料５-１-②-２：他大学等との単位互換に関する協議書 

 

 

 

(出典：学生課教務係資料) 

 

 



５章 

- 137 - 

資料５-１-②-３：ｅラ-ニング単位互換（一部） 

 

（出典：学生課教務係資料） 

 

資料５-１-②-４：遠隔授業の実施状況（２１年度Web授業の受講者一覧） 

受講科目名 学生氏名 ふりがな 所属学科 学年 単位認定の有無

情報処理概論 電気情報工学科 ５年

数理解析Ⅲ 電気情報工学科 ５年

数理解析Ⅲ 電気情報工学科 ５年

数理解析Ⅲ 電気情報工学科 ５年

ディジタル信号処理 電気情報工学科 ５年

ディジタル信号処理 電気情報工学科 ５年

ディジタル信号処理 電気情報工学科 ５年

実践工業数学Ⅰ 電子制御工学科 ４年

受講科目 学生氏名 ふりがな 所属学科 学年 単位認定の有無

グローバルエンジニア論 機械工学科 ５年

現代社会と経営 機械工学科 ５年

安全工学概論 機械工学科 ５年

健康のためのスポーツ科学 機械工学科 ５年

受講科目 学生氏名 ふりがな 所属学科 学年 単位認定の有無

プログラミング言語論 電子制御工学科 ４年  

（出典：学生課教務係資料） 
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資料５-１-②-５：インターンシップ規程（１／３） 

 

 

省略 

 

（出典：平成21年度学生便覧p.63-64）  
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資料５-１-②-５：インターンシップ規程（２／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧ｐ.67-68） 

 

 

資料５-１-②-５：インターンシップ規程（３／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成21年度学生便覧ｐ.69-70） 
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資料５-１-②-６：インターンシップ実施状況の記録 

 

 
（出典：教務委員会資料 H21.11） 

大学等・・・大学、研究所、役所 
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資料５-１-②-７：資格取得単位関係 

 

 

 



５章 

 - 142 - 

（続き） 

 

（出典：平成21年度学生便覧ｐ.56-62）  
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資料５-１-②-８：資格取得者数と単位認定者数 

平成２１年度資格取得による単位認定者数 延べ人数

取得資格名等 Ｍ Ｅ Ｄ Ｃ Ａ 合計

ＣＡＤ利用技術者試験２級 1 1
ＣＧエンジニア検定　ＣＧ部門２級 3 3
C Gクリエイター検定W ebデザイン部門２級 1 1
ＩＴパスポート試験 1 1
ＴＯＥＩＣ　４２０以上 1 4 1 1 7
ＴＯＥＩＣ　５５０以上 2 1 5 1 9
危険物取扱者　乙種 1 1
危険物取扱者　甲種 1 1
危険物取扱者乙種４類 2 1 3
色彩検定２級 2 2

色彩検定３級 3 3

実用英語検定　準１級 3 3
情報活用試験　１級 1 1
情報処理技術者　応用情報技術者 6 13 19
第２種　電気工事士 1 1
第３種　電気主任技術者 1 1
二級ボイラー技士 6 6
福祉住環境コーディネーター　３級 2 2

合 計 11 12 29 4 9 65

 

（出典：学生課教務係資料） 

 

 

資料５-１-②-９：教務委員会資料・学科会議資料 

 

平成２１年度１１月教務委員会議事要録 

日時 平成２１年１１月４日（水）１５：００～１７：３０ 

場所 管理棟３０１ゼミ室 

出席者 森・島田・亀山・千田・鹿野・佐藤（巌）・有坂（顕）・山下（進）・石原・南斉・渥美・本田・山口・

（足立） 

 

省略 

 

３．その他 

1.資格関係の見直しについて 

千田教務補佐より、学生便覧の「資格取得に係わる単位一覧表」及び「高専生が取得できる主な資格」についての

２２年度版を１２月までに教務係へ提出するよう依頼された。英語関係の資格は現状の専門学科で提出をお願いし

たい旨、併せて依頼された。 

   省略 

                                                               以上     

（出典：教務委員会議事要録） 
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（評価結果）  

 学生の多様なニ-ズに合わせて、他の教育機関の授業を受講することを認め、少数ではあるがそ

の仕組みを利用して単位を取得している学生が存在する。また、学校では得られない実務経験を得

る機会として４学年以上にインターンシップの実施の機会を設け、単位取得の機会を与え、積極的

に実施できるように指導をしている。その結果、インタ-ンシップを経験する学生が増加している。

全体としても達成目標である 50％程度は確保しているものの、学科間による隔たりがあり、今後は

全学的なインタ-ンシップの指導が望まれる。また、資格取得後の単位認定を行うことで、社会の

ニ-ズに合わせた資格取得の方向性を指導している。認定資格については、毎年教務委員会より各

学科に科目状況の変更等を問い合わせており、社会のニ-ズについて議論する場が提供されている。 

 

 

５-２-①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランスが適切で

あり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

（状況）  

各学科とも教育の目標達成を考慮して、授業配置をとっている（資料５-１-①-８～12）。 

 学習・教育目標にもある専門分野の知識の修得と、ものづくりに必要な力を身に付けるには、専

門科目の講義は当然だが、卒業研究を含む演習・実験・実習を通じて専門分野の工学的現象及び問

題点の解析や解く力を育成する必要がある。そのような観点から、各学科とも演習・実験・実習の

いずれかの科目を１学年から４学年まで通して配置している。５学年には卒業研究を配置している

（資料５-２-①-１）。学科の特徴上、演習・実験・実習単位の若干の差や開設の有無はあるが、

各学科で５年間を通して演習・実験・実習を実施することで講義の理解を助け、また、ものづくり

の基礎を養うように段階的に配置されている。 

 各科の授業に際して教科ごとに工夫されている。工夫の内容について各科の代表例を示す（資料

５-２-①-２）。また、情報ネットワ-ク論では、授業の理解を助けるために e-learning を利用し

た Web 教材を利用している。Web 教材ではテキストの提示やテストの実施が可能である（資料５-２

-①-３）。また、新しい授業の工夫等を模索して、広く授業の工夫内容について公表している（資

料５-２-①-４）。 

情報科学教育研究センタ-の実習室では、情報教育のために受講学生の一人に一台のコンピュ-タ

で授業が出来るように配慮している（資料５-２-①-５）。 

 特別な学生への配慮として、３学年に編入してくる留学生の日本語読解力と作文能力の向上を図

るために「日本語」「日本事情」（資料５-２-①-６）を開講している。また、４学年への編入学

生に対して入学前準備として、３学年までの学習内容に照らし、入学までに重点的に学習すべき内

容等についてのアドバイス等を、入学前に通知して、編入生の学力確認を行っている（資料５-２-

①-７）。 

 さらに、授業の工夫や取組み等についてＦＤアクションレポ-トとして収集している（資料５-２

-①-８）。 
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資料５-２-①-１：一般科の実験・実習・演習科目（１／２） 

学年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年

演習
英語ⅠＡ
英語ⅠＢ
英会話

英語Ⅱ
英語ライティングＡ
英語ライティングＢ

英語Ⅲ
英会話

英語演習Ⅰ
ドイツ語Ⅰ
ドイツ語Ⅱ

英語演習Ⅱ
ドイツ語演習

単位小計 5 5 4 7 2

実習
保健体育Ⅰ
芸術（美術・音楽）

保健体育Ⅰ 保健体育Ⅰ 保健体育Ⅰ
保健体育Ⅰ
保健体育Ⅱ

単位小計 4 2 2 2 2
合計単位 9 7 6 9 4
開設単位 26 22 16 13 6
割合　％ 34.6% 31.8% 37.5% 69.2% 66.7%  

機械工学科
学年 1年 2年 ３年 ４年 ５年

実験 機械工学実験Ⅰ（２） 機械工学実験Ⅱ（１） メカトロニクス実験（２）
(選択)
卒業研究（11）

単位小計 0 0 2 1 13
実習 機械製図Ⅰ（２） 機械製図Ⅱ（２） 機械設計製図Ⅰ（２） 機械設計製図Ⅱ（２） 機械設計製図Ⅲ（３）

機械工作実習（３） 機械工作実習（３） 機械工作実習（３） (PBL)

単位小計 5 4 5 2 3
演習 情報処理（２） 数値解析（２） 材料力学演習（１）

機械工学演習Ⅰ（２）

単位小計 0 2 0 4 1
単位合計 5 7 5 7 17

専門開設単位 7 11 17 23 39
割合 71.4% 63.6% 29.4% 30.4% 43.6%

電気情報工学科
1年 2年 ３年 ４年 ５年

電気情報工学実験
（２：必修）

卒業研究（10：必修）

実験
電気情報工学実験
（２：必修）

電気情報工学実験
（２：必修）

電気情報工学実験
（２：必修）

電磁工学実験 電磁工学実験

プロジェクト・ワーク
（２：必修）

情報工学実験 情報工学実験

物性工学実験 物性工学実験
（２：上記の３実験か
ら一科目必修）

（２：上記の３実験か
ら一科目必修）

小計(単位） 2 2 4 4 12
実習 電気電子製図 集積回路設計
演習 電気電子工学演習Ⅰ 電気電子工学演習Ⅱ
小計
（単位） 1 1 1 0 2
合計（単位） 3 3 5 4 14
合計（コマ） 3 3 5 4 14
専門開設科目 7 11 17 31 48
割合 42.9% 27.3% 42.9% 12.9% 29.2%

電子制御工学科
1年 2年 ３年 ４年 ５年

実験 工学実験（1） 工学実験（1） 工学実験（3） 工学実験（3）
工学実験（2）※
卒業研究（10）

単位小計 1 1 3 3 12

実習
論理回路Ⅰ・Ⅱ（2）
プログラムⅠ・Ⅱ（2）

アセンブラ（1）
プログラムⅢ・Ⅳ（2）

単位小計 4 3

演習 システム演習Ⅰ・Ⅱ（2） システム演習Ⅲ・Ⅳ（2）
システム演習Ⅴ・Ⅵ（2）
コンピュータ（1）

単位小計 2 2 3
単位合計 3 7 9 3 12

専門開設科目 7 11 17 22 40
割合 42.9% 63.6% 52.9% 13.6% 30.0%

物質工学科
1年 2年 ３年 ４年 ５年

総合工学実験 卒業研究
実験 化学基礎実験 分析化学実験 物質工学実験 材料化学実験Ⅰ 材料化学実験Ⅱ

生物工学実験Ⅰ 生物工学実験Ⅱ

小計
(単位）

3 2 4 6 15

実習
情報処理実習 電子計算機実習

演習 化学演習Ⅰ 化学演習Ⅱ
小計
（単位） 1 2 1 1 3
合計（単位） 3 3 5 7 15
合計（コマ） 3 3 4.5 6.5 15
専門開設科目 7 11 17 32 49
割合 42.9% 27.3% 29.4% 21.9% 30.6%

建築学科
学年 1年 2年 ３年 ４年 ５年

実験 建築実験（履修/必修/2） 卒業研究（履修/必修/13）

単位小計 0 0 0 2 13
実習 建築製図I（履修/必修/3） 建築製図Ⅱ（履修/必修/5） 建築設計IA（履修/必修/3） 建築設計IIA（学修/必修/3） 建築測量（学修/選択/1）

建築設計IB（履修/必修/3） 建築設計IIB（学修/必修/3）

図学（履修/必修/2）

単位小計 5 5 6 6 1
演習 建築構造力学演習（履修/必修/2）

情報処理I（履修/必修/2）＊ 情報処理II（履修/必修/2）＊

単位小計 0 3 2 0 0
単位合計 5 8 8 8 14

専門開設科目 7 11 17 23 40
割合 71.4% 72.7% 47.1% 34.8% 35.0%  

 

（出典：平成21年度学生便覧より整理） 
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資料５-２-①-１： 専門学科の実験・実習・演習科目（２／２） 

機械工学科
学年 1年 2年 ３年 ４年 ５年

実験 機械工学実験Ⅰ（２） 機械工学実験Ⅱ（１） メカトロニクス実験（２）
(選択)
卒業研究（11）

単位小計 0 0 2 1 13
実習 機械製図Ⅰ（２） 機械製図Ⅱ（２） 機械設計製図Ⅰ（２） 機械設計製図Ⅱ（２） 機械設計製図Ⅲ（３）

機械工作実習（３） 機械工作実習（３） 機械工作実習（３） (PBL)

単位小計 5 4 5 2 3
演習 情報処理（２） 数値解析（２） 材料力学演習（１）

機械工学演習Ⅰ（２）

単位小計 0 2 0 4 1
単位合計 5 7 5 7 17

専門開設単位 7 11 17 23 39
割合 71.4% 63.6% 29.4% 30.4% 43.6%

電気情報工学科
1年 2年 ３年 ４年 ５年

電気情報工学実験
（２：必修）

卒業研究（10：必修）

実験
電気情報工学実験
（２：必修）

電気情報工学実験
（２：必修）

電気情報工学実験
（２：必修）

電磁工学実験 電磁工学実験

プロジェクト・ワーク
（２：必修）

情報工学実験 情報工学実験

物性工学実験 物性工学実験
（２：上記の３実験か
ら一科目必修）

（２：上記の３実験か
ら一科目必修）

小計(単位） 2 2 4 4 12
実習 電気電子製図 集積回路設計
演習 電気電子工学演習Ⅰ 電気電子工学演習Ⅱ
小計
（単位） 1 1 1 0 2
合計（単位） 3 3 5 4 14
合計（コマ） 3 3 5 4 14
専門開設科目 7 11 17 31 48
割合 42.9% 27.3% 42.9% 12.9% 29.2%

電子制御工学科
1年 2年 ３年 ４年 ５年

実験 工学実験（1） 工学実験（1） 工学実験（3） 工学実験（3）
工学実験（2）※
卒業研究（10）

単位小計 1 1 3 3 12

実習
論理回路Ⅰ・Ⅱ（2）
プログラムⅠ・Ⅱ（2）

アセンブラ（1）
プログラムⅢ・Ⅳ（2）

単位小計 4 3

演習 システム演習Ⅰ・Ⅱ（2） システム演習Ⅲ・Ⅳ（2）
システム演習Ⅴ・Ⅵ（2）
コンピュータ（1）

単位小計 2 2 3
単位合計 3 7 9 3 12

専門開設科目 7 11 17 22 40
割合 42.9% 63.6% 52.9% 13.6% 30.0%

物質工学科
1年 2年 ３年 ４年 ５年

総合工学実験 卒業研究
実験 化学基礎実験 分析化学実験 物質工学実験 材料化学実験Ⅰ 材料化学実験Ⅱ

生物工学実験Ⅰ 生物工学実験Ⅱ

小計
(単位）

3 2 4 6 15

実習
情報処理実習 電子計算機実習

演習 化学演習Ⅰ 化学演習Ⅱ
小計
（単位） 1 2 1 1 3
合計（単位） 3 3 5 7 15
合計（コマ） 3 3 4.5 6.5 15
専門開設科目 7 11 17 32 49
割合 42.9% 27.3% 29.4% 21.9% 30.6%

建築学科
学年 1年 2年 ３年 ４年 ５年

実験 建築実験（履修/必修/2） 卒業研究（履修/必修/13）

単位小計 0 0 0 2 13
実習 建築製図I（履修/必修/3） 建築製図Ⅱ（履修/必修/5） 建築設計IA（履修/必修/3） 建築設計IIA（学修/必修/3） 建築測量（学修/選択/1）

建築設計IB（履修/必修/3） 建築設計IIB（学修/必修/3）

図学（履修/必修/2）

単位小計 5 5 6 6 1
演習 建築構造力学演習（履修/必修/2）

情報処理I（履修/必修/2）＊ 情報処理II（履修/必修/2）＊

単位小計 0 3 2 0 0
単位合計 5 8 8 8 14

専門開設科目 7 11 17 23 40
割合 71.4% 72.7% 47.1% 34.8% 35.0%  

（出典：平成21年度学生便覧より整理） 
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資料５-２-①-２：教材の工夫の例 

 

学科：機械工学科 
科目：機械設計製図Ⅲ 
工夫の内容：学生がグループ分けした会社の構成員となり、会社ごとにエンジン仕様を決

め、全員が設計計算を行った後、会社ごとに話し合って設計値を決定している。なお、そ

れぞれがＣＡＤで製図を行っている。 
 
会社とエンジン仕様 
 
会社名 エテルナ ＴＯＢＩ－ＴＥＣ まさしオート 宮本技研 

社長名 小宅 飛田 相良 宮下 

社員名 安部、赤羽、池田 田中、野中、中村、

広田 

黒子、坂口、柄澤 三浦、八木、森本 

用途 ポンプ的な ポンプのような 発電機 発電用 

最大出力（kW） ４ ３ ３．６ ５ 

最高回転数（rpm） ４５００ ４５００ ４６００ ５０００ 

  

 

 

電子制御工学科の例 

 
３Ｄ 電子回路 

    1．一部を学生に自主的に講義させて、それを教員が補足することを試行した。 
      ただし、モチベ-ションを喚起するために、実行した学生には評価点を与えるようにした。 

     効果：同級生が行う説明なので、よく聞くのと、質問も多くでる。 
    2．教員の講義後にその内容を実験室で実習により確認。15 回中に 4〜5 回 
    効果：回路の紙上の理論が実際に確認できるので、回路が動作した時は達成感を味わいながら勉学できる。 

 ２Ｄ 論理回路Ⅰ 
     ・講義後にその内容を実験室で実習により確認。15 回中に 4〜5 回 

     効果：回路の紙上の理論が実際に確認できるので、回路が動作した時は達成感を味わいながら勉学できる。 

 

 

学科：物質工学科 
科目：化学英語 A,B,C 
工夫の内容：専門の英語を習熟度別に３つのクラスに分けて 授業を行っている． 
実例 
 

実例 
・化学英語 A では化学英語に関する長文の和訳と，発音を

向上させるため，テキストを音声化したデータを学内サー

バに置いて，学生がいつでも利用できるようにしている． 
・化学英語 B では化学英語に関する英文を論理的に和訳す

ることを中心に実施している． 
・化学英語 C では辞書の使い方，化学に必須の用語を覚え

させること，基本的な文法項目を中心に実施している． 
 

  
 

（続き） 
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（出典：各学科の授業工夫の調査資料） 

 

 

資料５-２-①-３：教材の工夫の例 

 

 

 

（出典：電気情報工学科、e-learningの資料） 
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資料５-２-①-４：教材の工夫の例 

 

 

 

（出典：平成21年３月電子情報通信学会総合大会） 

 

 

（出典：工学教育57-1.pp.88-92(2009)） 
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（続き） 

 

 

（出典：Proceedings of the 5th International CDIO Conference, Singapore Polytechnic, 

Singapore, June 7 - 10, 2009） 

 

 

 

 

資料５-２-①-５：コンピュ-タの利用について（１／２） 

 

情報教育のアンケ-トより 

全くその
通りである

かなり
そうである

普通
あまり

そうではな
い

全くそう
ではない

無効
回答

合計 全体
平均

162 320 365 51 35 8 941 3.6

617 111 167 10 24 12 941 4.4

105 189 375 140 119 13 941 3.0

145 206 465 53 59 13 941 3.4

設問内容

「情報技術力」が身についた。

授業でコンピュータを使用するときに、
１人１台で使用している。

演習室のコンピュータの処理能力（性能）
は十分である。

演習室のコンピュータに入っている
ソフトウェアは十分である。  

 

 

(出典：平成21年教育に関するアンケ-ト（学生版）) 
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資料５-２-①-５：コンピュ-タの利用について（２／２） 

コンピュ-タの配置台数 

 

第一演習室  49台 

第二演習室  49台 

第三演習室 21台 

         （出典：総務課施設係資料）         

 

資料５-２-①-６：留学生用シラバス 

科目名 日本語 英語科目名 Japanese 

開講年度・学期 平成２１年度・通年 対象学科・専攻・学

年 

３年 留学生 

授業形態 講義 必修 or選択 必修 

単位数 ３単位 単位種類  

担当教員 足立サカエ（非常勤講
師） 

居室（もしくは所
属） 

 

電話  E-mail  

授業の達成目標 

国際学友会や母国で学んできた日本語のブラッシュアップを計り専門教科の日本語習得にリンクさせる。 
 
 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

各人の言語４スキルズ(reading, writing, listening, speaking)の達成度を評価基準に基づいて行う。 
 
 

評価方法 

定期試験および受講態度で評価する。 
 

 

授業内容 

下記の教科書に加え、新聞記事・雑誌などを使用し、日本語の読解・聴解・作文・会話・文法などを学ぶ。 
その際、各課ごとに担当者を決めて、担当者の発表後、全員で質疑応答を行う。 
 

 

 

キーワード 自然な日本語 

教科書 「日本語上級読解」（アルク） 

参考書  
 

小山高専の教育方針①～⑥との対応  
技術者教育プログラムの学習・教育目標 

 

JABEE 基準１の（１）との関係  

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目  

現学年の関連科目  

次年度以降の関連科目  

連絡事項 

学生へのメッセージ 
 日常生活が即、勉強です。 
 楽しく学びましょう。 
 
 

シラバス作成年月
日 

平成 21年 1月 31日 

  

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料５-２-①-７：編入学生の入学準備 

平成２ １ 年度１ ０ 月教務委員会議事要録 

日時平成２１年１０月７日（水） １５：００～１７：２０ 

場所管理棟３０１ゼミ室 

出席者森・島田・亀山・千田・鹿野・有坂（顕）・山下（進）・石原・南斉・渥美・本多・小林（喜）・山口・（足

立） 

欠席者佐藤（巌）（出張） 

 

省略 

［依頼事項］ 

１．編入学者選抜検査合格者への事前指導について 

亀山教務補佐より、前回委員会で締め切りが１０月２１日（水）になっていることについ 

て確認があり、希望があれば教務係まで提出願いたい旨依頼された。なお、合格者全員が入学確約書を提出済みであ

ることが確認された。 

 

省略  
（出典：教務委員会議事要録） 

 

資料５-２-①-８：授業の工夫の収集 

 

2010.2.2 
教員各位 

教育改善推進室 
 

ＦＤアクションレポート作成のお願い 
 
 

本提出物の趣旨は、各教員の「授業内容、教材、教授技術等の継続的改善」と「教育

法に関する自己研鑽と成果」についての状況を把握するためのものです。 
この「ＦＤアクションレポート」で情報収集し、各教員の活動状況を、学校として定

期的に把握したいと考えています。また、これを作成し集積することで、教員が自らの

状況を振り返り、改善に役立てることが可能であると考えます。 
 
記入については以下の点に留意ください。（次ページ以降に記入例・様式例があります） 

（１）提出用紙は、Ａ４用紙１ページ枠内に記入し、これを超えないでください。※１ 

（２）記入事項は、学外の活動・学内の活動を問いません。ご自身にとって有用と思わ

れる事項を優先して記入願います。 

（３）①～⑥には具体的な項目内容を指定していますが、それ以外の活動については、

⑦その他の欄をご利用ください。 

（４）各記入事項に発生年月をご記入ください。発生年月は当該年度内としてください  

（５）各項目箇条書きとして通し番号を記入し、Ａ４用紙１ページを超えない範囲で記

入件数を適宜変えて頂いてかまいません。（その際は様式例の各記入欄の縦幅も

適宜変更して利用願います）※２ 

（６）提出は、プリントアウトしたものを教務係へお願い致します。 

 

※１※２ 教員ご自身が保管して利用する資料としては、項目毎の件数や記入する全体

量に関して制限を加える必要は全くありません。ただし、提出して頂く資料

としては、Ａ４用紙１枚に収まるように調整をお願い致します。 

 

提出期限： 年度末３月末日までに提出願います。  

（出典：教育改善推進室資料） 
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（評価結果）  

 教育の目的を達成するために準学士課程の５年間を通して講義、演習・実験・実習が適切に組み

合わされており、授業形態のバランスは適切なものとなっている。 

 教材の工夫として、プリントの活用例や e-learning の利用例がある。全学科で授業の工夫を実

施しており、教育成果をあげている。また、教育の工夫を「学科に対応する専門学会」や「教育関

係の学会」において発表・公表して、広く成果を問う努力をしている。 

 情報教育に関する授業では、コンピュータは学生一人一台の活用がなされている。留学生の日本

語能力向上を目的とした講義を開設するなど特別な学生に対する配慮がなされている。 

 教員の授業の工夫等をＦＤアクションレポートとして継続的な収集をしているなど，教育の工夫

に対する取組みが成果として表れている。 

 

 

５-２-②： 教育課程の編成の趣旨に沿って，適切なシラバスが作成され，活用されているか。 

 

（状況）  

 教育課程は教育方針（既出：資料１-１-①-３）に基づいて授業科目を組織的に配置したもので

あり、シラバスは教育課程の中の各授業について担当教員が授業内容を詳細に示したものである。

その意図に沿って、シラバスの記述内容が指示されており（資料５-２-②-１）、これらは本校の

ホームページにて公開している。 

 授業担当者は、教務委員会がとりまとめた「教務関係資料（取扱注意）」及びシラバスの作成資

料（資料５-２-②-１）に基づいて、シラバスの作成を行っており、非常勤講師を含めた全教員が

教育課程に沿った適切なシラバスの作成と活用を行っている。 

学生に対するシラバス利用状況についてのアンケート結果を示す（資料５-２-②-２）。学年が

進行するごとに少しずつではあるが、利用率が向上している。教員においては FD の一環としてシ

ラバスの重要性を認識しているが、学生による活用の度合いが低い。しかし，これについては学生

の「授業評価アンケート」中の「シラバスによる授業の進行確認」において、授業がシラバスに沿

っているという結果を得ている。 
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５-２-②-１：教務委員会からの22年度シラバス作成方法（１／３） 

 

H21.12 教育改善推進室 

２０１０(平成２２)年度 シラバス作成のお願い 

前年度に比べて、様式や作成方法について特に変更点はありませんが、次

の３点について確認願います。 

(1) 1～3 年の科目についても、授業内容の記述はできる限り週毎に記入願

います。また、授業スケジュールについては、年度末に作成する授業実施

記録と大きな差ができないように計画して作成して下さい。 

(2) 今後の外部評価においては、自学自習に関して審査される場合がありま

す。自学自習が必要な科目については、そのエビデンスについても配慮し

た上で、シラバス作成をお願い致します。 

(3) なお、完成したシラバスは、２０１０(平成２２)年２月中に、各学科ホ

ームページへ掲載願います。 

様式については、以下の６つのタイプ(ワード文書)を用意しました。各欄は

適宜広げてお使い下さい。 

○自学自習に関する記入の必要がない、1～5 年履修単位・4～5 年学修単

位及び専攻科単位の実験実習用の様式 

(履-1)授業内容欄に罫線あり 16 週分 (履-2)授業内容欄に罫線あり 32 週

分 (履-3)授業内容欄に罫線なし 

○自学自習に関する記入の必要がある、4～5 学修単位及び専攻科の講義・

演習用の様式 

(学-1)授業内容欄に罫線あり 16 週分 (学-2)授業内容欄に罫線あり 32 週

分 (学-3)授業内容欄に罫線なし 

○記入項目毎の説明 

科目名 ：科目名を記入  

         以下省略 

 

 

（出典：教務委員会シラバス作成資料） 
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５-２-②-１：教務委員会シラバスの22年度フォーマット（２／３） 

  ４・５年生の学修単位用 
(学-1) 自学自習の記入の必要がある科目：本科学修及び専攻科の講義演習（授業内容部分に罫線
あり 16 週分） 
 

 
 
 

（出典：21年度教務委員会シラバス作成資料） 
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５-２-②-１：22年度シラバスフォーマット（教務委員会）（３／３） 

１年から５年までの履修単位用 

 

 

（出典：21 年度教務委員会シラバス作成資料） 
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５-２-②-２：シラバスの利用について 

 

全くその通
りである

かなりそうで
ある

普通
あまり

そうではな
ない

無効
回答

合計
全体
平均

シラバスを良く活用した。 95 122 295 213 306 171 1202 2.5  

（出典：平成19年教育に関するアンケ-ト） 

 

全くその
通りである

かなり
そうである

普通
あまり

そうではな
い

全くそう
ではない

無効
回答

合計 全体
平均

103 144 272 198 224 0 941 2.7

30 40 38 16 10 0 134 3.5

設問内容

シラバスを良く活用した。

シラバスを良く活用した。(5年生）
 

 上記表の「上段」は全体のデ-タ．「下段」は5年生のデ-タ． 

（出典：平成21年教育に関するアンケ-ト（学生版）） 

 

 

（評価結果）  

 教員によるシラバスの作成方法等が示されており、学生がシラバスを活用できるような形式を整

えている。シラバスの作成方法の詳細が「教務関係資料」及びシラバス作成資料に示されており、

全教員が教育課程に沿った適切なシラバスの作成と活用を行っている。 

シラバスの利用は 19 年度教育に関するアンケートは５段階のうち 2.5 であったが、今回の 21 年

度調査では全体で 2.7 及び５年生で 3.5 が得られた。シラバスの利用が少しずつでも向上しており、

成果が表れている。しかし、引き続き利用が向上するような対策をとることを望む。 

 

 

５-２-③： 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインタ-ンシップの活用が行われてい 

るか。 

（状況）  

本校では、学生の創造力を育む教育方法として、５学年の卒業研究を各学科とも重要視している。

これは、本校の学科ごとの教育目標に示されている（既出：資料１-１-①-４）。認証評価や JABEE

等で指摘をされるように、卒業研究以外にも繰り返し訓練が提供される PBL 科目を各科で実施して

いる（資料５-２-③-１）。また、配属される研究室によっては学会発表や各種コンテスト・コン

ペティションに参加するなど、卒業研究室での成果を学外で公表するようにしている（資料５-２-

③-２）。また、（独）国立高専機構の創造性を育む「卒業研究」集への掲載も行われている。 

卒業生が就職した企業を対象にしたアンケート調査と５年生へのアンケート調査における、創造

性や問題解決能力の部分についての結果を示す（資料５-２-③-３）。企業からは平均以上の評価

を得ている。学生のアンケート結果も 3.3 以上を得ている。 

また、５-１-②で述べたように、４学年以上にインターンシップが開設されており、学生が会社

での貴重な経験をする機会を設けている。また、インターンシップ経験を３年生に公開する報告会

を設けている（資料５-２-③-５）。 
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資料５-２-③-１：21 年度の全学科「ものつくり」「PBL」「創造性」授業（１／４） 

機械工学科 

 

電気情報工学科 

学年 年度 前後期 科目 対応
１年 19,20 前期 電気情報工学実験：簡易電気工作 ものつくり

19,20 後期 電気情報工学実験：ディジタルテスタの製ものつくり
21 前期 電気情報工学実験：ロボティクス導入実験ものつくり
21 後期 電気情報工学実験：ロボティクス導入実験ものつくり

３年 19,20,21 後期 プロジェクトワーク ものつくり

５年 21 前期 コース別実験：情報工学実験 PBL
21 前期 コース別実験：物性工学実験 PBL

 

電子制御工学科 

学年 年度 前後期 科目 対応
５年 19 後期 デジタル工学（西野） PBL

20 後期 デジタル工学（西野） PBL
21 後期 デジタル工学（西野） PBL  

物質工学科 

 

建築学科 

学年 年度 前後期 科目 対応
２年 19,20,21 後期 建築製図II ものつくり

３年 19,20,21 前期 建築設計IA 創造性
19,20,21 後期 建築設計IB 創造性

４年 19,20,21 前期 建築設計IIA 創造性
19,20,21 後期 建築設計IIB 創造性

 

 

（出典：平成 21 年度の各学科の取組み申請資料を整理） 
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資料５-２-③-１：21 年度の全学科「ものつくり」「PBL」「創造性」授業 

（シラバスの例）（２／４）  

 

科目名 コース別実験 

（情報工学実験） 
英語科目名 Experiments in Electrical and 

Computer Engineering Courses 

開講年度・学期 平成 21 年度・前期 対象学科・専攻・学年 電気情報工学科・５年 

授業形態 実験 必修 or 選択 必修 

単位数 ２単位 単位種類 学修単位（４５）ｈ 

担当教員 石原 居室（もしくは所属） 電気物質棟２階 

電話 0285-20-2100（代） E-mail ishihara＠小山高専ﾄﾞﾒｲﾝ名 

授業の達成目標 

(1) ソフトウェアデザインの基礎について理解する． 
(2) データベースサーバをインストールして使用できるようにする技術を修得する． 
(3) サーバ上にデータベースを構築し，SQL 言語によるデータベース操作を修得する． 
(4) ネットワークが介在するシステム開発が出来るように技術を習得する． 
(5) 開発者やユーザにとって使用しやすいデザインについて理解する． 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

１～５． 報告書，口頭試問，理解度試験，実験遂行中の理解・創意工夫に対する評価を合算，考慮し，総合評価
とする． 

評価方法 

実験報告書の内容（50%），実験を遂行する上での実験方法・手順の理解と創意工夫等（20%）および理解度試験（30%）
で評価する． 
評価にあたっては，全ての実験報告書が期限内に提出されていることが必須条件である． 

授業内容 

１．オリエンテーション 
各テーマについての概要，年間計画，実験に関する一般的注意，報告書の作成方法の説明を受け，概要を理解す
る．  

２．データベース実験 
(1) サーバ OS のインストール 
(2) データベースサーバのインストール，サーバの環境設定 
(3) データベースの構築 
(4) テーブルの作成 
(5) データベースの操作 
(6) 実際に利用されるデータを基にした，システムのデザインと開発 
中間試験 
３．ネットワーク設計実験 
(1) ネットワーク接続実験 
(2) IP ネットワークの設計 
(3) ルータの設定 
全 15 週で完結される． 

キーワード データベース，ネットワーク，ソフトウェア 

教科書 実験指導書 

参考書 標準 MySQL 改訂第 3 版，ソフトバンククリエイティブ 

小山高専の教育方針①～⑥との対応 ② 
技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（A-1）科学や工学の基本原理や法則を身につける。 
（A-2）基礎知識を専門工学分野の問題に応用して解ける。 
（B-1）実験や観察、調査、製作を行って結果や結論が導ける。 
（B-3）技術的課題や問題の全体的な解決方法を明らかにできる。 

JABEE 基準１の（１）との関係 (a), (b), (c), (d), (e), (f), (h) 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 専門科目全般 

現学年の関連科目 専門科目全般 

次年度以降の関連科目  

連絡事項 

本実験は，電気情報工学科・βコース（情報計測工学コース）に関する実験である．この実験ではソフトウェアお
よびハードウェアについての知識を利用して，現在利用されているシステムを開発するまでを実施する．デザイン
設計などのユーザサイドの検討も行い，実際の製品化を目標に設計することを考える． 
常に真摯な態度で実験に臨むことが技術者としての基本的姿勢である。 

シラバス作成年月
日 

平成 21 年 2 月 28 日 

  

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料５-２-③-１：21 年度の全学科「ものつくり」「PBL」「創造性」授業 

（シラバスの例）（３／４）  

 

科目名 デジタル工学 英語科目名 Digital technology 

開講年度・学期 平成２１年度・後期         対象学科・専攻・学年 電子制御工学科 ５年 

授業形態 講 義 必修 or 選択 選択 

単位数 ２単位 単位種類 履修単位（３０ｈ） 

担当教員 西野 聰 居室（もしくは所属） 電子制御工学科 4階 

電話 0285-20-2262 E-mail nishino@oyama-ct.ac.jp 

授業の達成目標 

授業目的： 

 1.論理回路設計言語の標準である Verilog-HDL を学習する。 

 2.Verilog-HDL による設計の実習を通して現在のデジタル LSI の設計手法を体験する。 

 3.Verilog-HDL の文法を調査発表することで、文献内容をまとめ発表する能力を養う。 

達成目標： 

 1.Verilog-HDL の基本文法が説明できる。 

 2.Verilog-HDL により基本論理回路が記述できる。  

 3.Verilog-HDL を使用して LSI を設計できる基礎力が身に付く。 

 4.Verilog-HDL により、簡単な回路設計とシミュレーションができる。 

＊前半の数週は特許教育も行う。 
 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

試験での評点(下記 1,2 の割合)が 60%以上で達成とする。 
 

評価方法 

1.期末試験(60％) 

2．実習の達成度(40％)と調査発表の結果で行う。 

試験における参考書、コピー、携帯電話、電卓、ノート、メモ等の持ち込みは不可。 

 

授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間  

１．Verilog-HDL の文法の調査学習とその発表会  Verilog-HDL と VHDL の違い 
 

４ 

２．Verilog-HDL の文法の調査学習とその発表会 モジュール記述と構造について ４ 
 

３．Verilog-HDL の文法の調査学習とその発表会 各宣言について ４ 
 

４．Verilog-HDL の文法の調査学習とその発表会 Function について 
 

４ 

５．Verilog-HDL の文法の調査学習とその発表会 If 文の使用法 ４ 
 

６．Verilog-HDL の文法の調査学習とその発表会 case 文の使用法 ４ 
 

７．Verilog-HDL による回路設計の実習-(2 週)  Always, define 文の使用法 ４ 
 

（前期中間試験）   

８．Verilog-HDL による回路設計の実習-(2 週) 

  

8ビット乗算器 
 

４ 

９．Verilog-HDL による論理合成の実習-(4 週) 8ビット加算器と減算器 ４ 
 

10．Verilog-HDL による論理合成の実習-(4 週) 

  

同期式カウンタ ４ 
 

11．Verilog-HDL による論理合成の実習-(4 週) 

  

8ビット比較器 ４ 
 

12．Verilog-HDL による論理合成の実習 除算器 
 

４ 

13．Verilog-HDL によるシミュレーションの実習   マルチプレクサ ４ 
 

14．Verilog-HDL によるシミュレーションの実習   減算カウンタ 
 

４ 

15．Verilog-HDL によるシミュレーションの実習 機能記述の構造記述 
 

４ 

 自学自習時間合計 ６０  

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料５-２-③-１：21 年度の全学科「ものつくり」「PBL」「創造性」授業 

（シラバスの例）（４／４） 

 

科目名 建築設計ⅡB 英語科目名 Architectural Design ⅡB 

開講年度・学期 平成２１年度・後期 対象学科・専攻・学年 建築学科 4年 

授業形態 演習 必修 or 選択 選択 

単位数 3単位 単位種類 学修単位（30+15）ｈ 

担当教員 (非常勤)慶野正司 
豊川斎赫 

居室（もしくは所属） アトリエ慶野庄司 
建築棟 2階 

電話  E-mail  

授業の達成目標 

学校の設計で、設計側のデザインコンセプトと地域住民との関わりを分析でき、その機能とコンセプトを兼ねたプレ
ゼンテーションができる。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

各スケジュール内の進行による計画チェック時の提出物内容と質疑応答から理解度で評価し、また、口頭発表と提出
作品の内容から設定水準で評価する。 

評価方法 

課題毎に、１．各スケジュール内の進行による計画チェック時の提出 
     ２．最終提出作品の計画内容(コンセプトや機能の構築) 
     ３．図面の正確さ 
     ４．プレゼンテーション手法・発表 
     ５．即日課題の提出 
これらの項目を重み付けして、100 点満点とし平均して最終評価とする。計画チェック時に未提出の場合は、最終提
出作品評価に影響がでる。最終提出作品（要求図面種類等の未掲載も含む）未提出の場合は評価できない。 

授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間  

小山高専建築学科ゾーン改築計画 
1.課題説明,コンセプトの構築方法・設計諸元整理 

コンセプトシート、設計諸元表の作成 2 

2.機能構成、ブロックプラン検討と提出 機能構成図の作成 2 

3.機能構成、ブロックプラン検討と提出 ブロックプランの作成 2 

4.平面構成チェック 平面エスキス 2 

5.断面・立面構成チェック 断面・立面エスキス 2 

6.全体計画の検討チェック 平面・断面・立面エスキス/作図 8 

7.計画案中間提出、講評 作図(最終図面) 2 

8.計画案の見直しと平面・立面・断面設計チェック 平面・断面・立面再エスキス 2 

9.計画案の見直しと平面・立面・断面設計チェック 平面・断面・立面再エスキス 2 

10.計画案の見直しと平面・立面・断面設計チェック 平面・断面・立面再エスキス 2 

11.プレゼンテーション図面作成の検討 最終図面作図(下書き) 10 

12.最終計画図提出 作図(最終図面) 2 

13.模型作製と提出 模型作製 3 

14.模型作製と提出 模型作製 2 

15.発表会・講評 発表用スライド作成 2 

   

自学自習時間合計 45 

キーワード 学校、まちなみ、空間構成、機能構成、コンセプト、交流  

教科書 なし 

参考書 １．武者英二他「建築設計演習応用編・独立住居から集合住居の設計まで」彰国社（1999） 
２．各種建築・デザイン関連雑誌 

小山高専の教育方針①～⑥との対応 ② 

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

(B-3) 技術的課題や問題の全体的な解決方法を明らかにできる。 
(D-2) 実験や調査結果を口頭発表して議論できる。 

JABEE 基準１の（１）との関係 (e)、(h) 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 建築製図Ⅰ、建築製図Ⅱ、図学、建築設計ⅠA/ⅠB、建築計画Ⅰ 

現学年の関連科目 建築計画Ⅱ 

次年度以降の関連科目 建築計画Ⅲ、都市・地区計画、現代建築論、卒業研究 

連絡事項 

１．課題説明後は，適宜スケジュール通りの計画内容チェックを個人的に受ける授業となる。また、課題終了時は必
ず作品発表を学生の前で全員に対するプレゼンテーションを行う。 
２．作品未提出者は評価できないので注意すること。また、作品が課題要求を満たない場合（未提出も同様）は再提
出を求めるので必ず提出すること。 
３．設計の計画内容を個別チェックで行うため，自宅で常に設計（エスキース図面、スケッチ、模型）を進め、教員
にチェックしてもらうべきところを事前整理しておく必要がある（授業内容に対する自宅学習項目に書いてあるもの
が、事前準備する項目である）。 
４．建築雑誌や実際の有名建築物を見て、自分の好きな建築を１つでも見つけ出して欲しい。 
５．設計を進めるにあたって参考となるのが建築雑誌に掲載されている関係建築物である。様々な雑誌に必ず目を通
し、課題に対する詳細な計画をより良くする手法を学ぶこと。また設計作業中は建築雑誌や参考資料が手元にあるよ
う心がけることが望ましい。 

シラバス作成年月日 2008.3.31  

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料５-２-③-２：卒業研究発表の例(電気情報工学科)（1／３） 

8:40までに，専攻科棟4Ｆの多目的メディアホールに集合

8:45-8:50 進行説明

8:50-9:00. 開会および学科長挨拶

日　程：　2月17日（水） 8:40～14:41

場　所：　専攻科棟４Ｆ　多目的メディアホール

No 開始時間 終了時間 発表者 卒業研究テーマ ページ 研究室 司　会

1 9:00 9:25
沿面放電を用いたオゾン生成に関する研究

～　鋸形線状電極の形状変化とオゾン生成特性の関係　～
1-2

2 9:26 9:40 オゾン生成における放電電極面の酸化膜の影響 3-4

3 9:41 9:55 振動動推進を利用した小型移動体のシミュレーションに関する研究 5-6

4 9:56 10:10 二次元位置検出における量子化ノイズの影響 7-8

5 10:11 10:25 二次元位置検出の回転耐性評価 9-10

6 10:35 10:49 可変速ドライブに対する瞬時電圧低下補償装置の性能検討 11-12

7 10:50 11:04 フライホイール誘導発電機システムの制御性能に関する研究 13-14

8 11:05 11:19 風力用巻線型誘導発電システムの保護抵抗値の検討 15-16

9 11:20 11:34 風力用巻線型誘導発電システムのLVRTの研究（高速再閉路） 17-18

10 11:35 11:49 レーザ彫刻におけるレーザ波長と彫刻物質の分光特性との関係 19-20

11 11:50 12:04 ２ビーム方式フィゾー型干渉計の設計 21-22

甲斐研

土田研

平成21年度　卒業研究本発表プログラム

田中研

石原研

北野研

千田研

休憩　10:25～10：35

 

（出典：電気情報工学科資料） 

 

 

資料５-２-③-２ 卒業研究の学会等発表（含：コンペティション）（２／３） 

 

準学士課程 
    

  機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 

口頭発表 14 36 0 24 32 

論  文 1 1 0 0 21 

計 15 37 0 24 53 

 

 

（出典：学生の成果に関する調査） 
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資料５-２-③-２：卒研学生の学外コンペティション 

学会発表の例(建築学科（21 年度)（３／３) 

 

卒業研究室単位での学外参加コンペティション・コンテスト受賞例 

学科・専攻名 学年 氏　名 講演会、学術論文等の名称
査読の有
無

単著、共
著の別

発行又は
発表の年

発行所、発表雑誌
等又は発表学会等

名称 巻

建築学科 5
JACS全日本学生建築コンソーシアム2009住宅
設計コンペ/「50年デザイン住宅-50年後の未来
にも支持されるデザイン」

有 単著 H21/8 JACS

建築学科 5
全国高専デザコン2009in豊田/空間コンペ「景観
と人にやさしい住まい」

有 単著 H21/9 高等専門学校連合会

建築学科 5
全国高専デザコン2009in豊田/空間コンペ「景観
と人にやさしい住まい」

有 単著 H21/9 高等専門学校連合会

建築学科 5
セントラル硝子/第44回セントラル硝子国際建築
設計競技「まちの寄合所」

有 共著 H21/8 セントラル硝子

 

（出典：建築学科資料） 

 

資料５-２-③-３：卒業生の就職先による企業アンケ-トより 

  

全くその通り
である

かなり
そうである

普通
あまり
そうではない

全くそう
ではない

無効
回答 合計 平均

1 4 8 0 0 1 14 3.46

1 8 4 0 0 1 14 3.77

1 5 6 1 0 1 14 3.46

設問内容

感性や創造力が豊かである。

専門領域における基礎的能力が高い。

専門領域における問題解決能力が高い。
 

（出典：平成 21 年教育に関するアンケート（企業版）） 

 

資料５-２-③-４：在学生の教育目標達成アンケ-トより 

学習達成度
小山高専に学んで次の能力等が身についたと思いますか。(5年生を対象）

設問内容
全くその
通りであ

かなりそ
う

普通
あまりそう
ではない

ない 無効
回答 合計 当該
平均

「創造力」が身についた。 24 50 65 14 12 0 165 3.4
「専門基礎科目」の学力が身についた。 31 61 54 13 6 0 165 3.6
「専門知識」が身についた。 36 65 49 10 5 0 165 3.7
「問題解決能力」が身についた。 20 51 68 17 8 1 165 3.4  

（出典：平成 19 年教育に関するアンケート） 

全くその
通りである

かなり
そうである

普通
あまり

そうではな
い

全くそう
ではない

無効
回答

合計 全体
平均

41 39 49 4 1 0 134 3.9

40 59 29 2 4 0 134 4.0

52 52 23 3 1 3 134 4.2

38 53 30 8 2 3 134 3.9

「専門基礎科目」の学力が身についた。

「専門知識」が身についた。

「問題解決能力」が身についた。

設問内容

「創造力」が身についた。

 

（出典：平成 21 年教育に関するアンケート（学生版）） 
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資料５-２-③-５：インターンシップ報告会の開催例（電気情報工学科） 

 

番

号 
３EHR 会場 
発表時間 

４EHR 会場 
発表時間 

氏名 インターンシップ先 

1  15:38～15:45  (株)オフィス エフエイ・コム 
2 14:10～14:17   (株)オフィス エフエイ・コム 
3 14:18～14:25   森永製菓（株） 小山工場 
4 14:26～14:33   宇都宮大学 
5 14:34～14:41   ドコモエンジニアリング（株） 
6  15:30～15:37  宇都宮大学 
7 14:42～14:49   山梨大学 
8  15:14～15:21  森永製菓（株） 小山工場 
9 14:50～14:57   （株）エプソン 

10 14:58～15:05   長岡技術科学大学 
11  15:22～15:29 

 
明和コンピュータシステム(株) 

12 15:06～15:13  ＮＨＫ宇都宮放送局 
13 15:14～15:21   山梨大学 
14 15:22～15:29   明和コンピュータシステム(株) 
15  15:06～15:13  (株)オフィス エフエイ・コム 
16 15:30～15:37   （株）高岳製作所 小山工場 
17 15:38～15:45   森永製菓（株） 小山工場 
18  14:58～15:05  森永製菓（株） 小山工場 
19  14:50～14:57  アクリーグ（株） 
20  14:42～14:49  アクリーグ（株） 
21 15:46～15:53   東京電力栃木支店 
22  14:34～14:41  アクリーグ（株） 
23  14:26～14:33  (株)オフィス エフエイ・コム 
24 15:54～16:01   宇都宮大学 
25  14:18～14:25  森永製菓（株） 小山工場 
26  14:10～14:17 

 
宇都宮大学 

27 16:02～16:09  アクリーグ（株） 
  

（出典：電気情報工学科資料） 

 

（評価結果）  

 主に卒業研究が創造力を育む授業として位置づけられ、各教員が指導を行っている。その他にも、

学科ごとにＰＢＬや実践的・創造的科目を配置して創造力を育む教育を行っている。これらの科目

は、繰り返すことや複数の科目で実施されることが推奨されているが、全学科において対応する科

目を配置するように試みている。 

小山高専での５年間の教育の成果をアンケート調査した結果、19 年教育に関するアンケートの調

査の結果に対して 21 年度の教育に関するアンケート調査の結果をみると，21 年度の結果がさらに

成果が出ていることが確認された。 

インターンシップの終了後に報告会を行うことで、新しく得た知識と経験を整理すると共に他の

学生へ伝える機会を設けるといった活用を行っている。 

 

 



５章 

- 165 - 

５-３-①： 成績評価・単位認定規定や進級・卒業認定規定が組織として策定され，学生に周知

されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，進級認定，卒

業認定が適切に実施されているか。 

（状況）  

 成績評価・単位認定、進級（各学年の修了）、再評価及び卒業の認定についての学業成績の評価

並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程が定められており、「学生便覧」に記載され、学

生への周知がなされている（資料５-３-①-１）。また、各授業の評価方法は明確に定められたシ

ラバス（資料５-３-①-２）に記載されており、学生への周知がなされている。また、教員は定期

試験終了から 10 日以内に成績一覧表を教務係に提出するか、または Web 上の成績入力システム

（教務システム）から入力することになっている。この間に各教員は答案の返却を行い、成績に対

する学生の異議申し立てを受付けている。及落判定会議（含む、卒業判定）は原則として全教員が

参加して行い（資料５-３-①-３）、及落判定会議資料（含む、卒業認定）に基づいて学業成績の

評価並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程に従って行われている。また、年度末試験に

ついては、別途試験終了後に異議申し立て期間を設けて受付けている（資料５-３-①-４）。 
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資料５-３-①-１：成績判定の規程の一部 

学業成績の評価並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程  
 

制    定  昭和52年４月１日 
最終改正  平成21年４月１日 

 
  （目的） 
第１条  この規程は、小山工業高等専門学校学則（昭和40年４月１日制定。以下「学則」と

いう。）第14条第２項の規定に基づき、小山工業高等専門学校における成績の評価並びに

学年課程修了及び卒業の認定について定めることを目的とする。 
  （成績の評価） 
第２条  成績の評価は、平素の成績、出席状況及び試験、学習報告書、作品等により、担当

教員が決定する。 
第３条  成績は、学期成績と学年成績に区分し、授業科目（以下「科目」という。）ごとに

評価する。 
２  学年成績の評価は、毎学期の成績を総合して、担当教員が決定する。 
第４条  科目の成績は、年間授業時数の３分の２以上出席し、かつ 100点法による評価で、

60点以上を合格とする。  
２  成績は、評価を次のとおり区分し、評語で表わす。  

     評    語           評          価  

       Ｓ      90点以上 

       Ａ      80点以上        90点未満 

       Ｂ      70点以上        80点未満 

       Ｃ      60点以上        70点未満 

       Ｄ      60点未満 
 
３  卒業研究の評価は、合否による。 
４  校外実習を行う場合には、その評価は合否による。 
５  資格取得による単位認定科目の評価は、合否による。 
  （単位認定） 
第４条の２ 前条第１項の規定に基づき合格した科目及び、前条第３項の規定に基づき「合」

と評価された卒業研究の当該単位数を認定する。ただし、原学年にとどめられた場合は、

この限りでない。 

２ 前条第４項及び第５項の規定に基づき「合」と評価された科目については、当該単位数

を認定する。 
  （試験）  

 

 

（出典：平成21年度学生便覧p.45-53） 
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５-３-①-２：評価方法記入例の一部、１年から５年までの履修単位 

 

科目名 フロンティア技術入門 英語科目名 Introduction to Frontier Technology 

開講年度・学期 平成 22年度･後期 対象学科・専攻・学年 全学科１年 

授業形態 講義 必修 or 選択 必修 

単位数 １単位(週 2h 半期) 単位種類 履修単位（３０）ｈ 

担当教員 各学科担当教員 居室（もしくは所属） 電気情報棟および専攻科棟 

電話 0285-20-2100（代） E-mail 各担当教員ごと＠小山高専ドメイン 

授業の達成目標 

１．全学科分野の先進技術について、その概略の知識を得る。 

２．所属学科における先進技術に対する基礎知識を習得し興味を持つ。 

３．講義を聴くことにより、所属学科における授業の重要性を認識する。 

４．講義を聴くことにより、自分が将来どのような仕事に就きたいか考える切っ掛けを得る。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

１．全学科担当者の講義内容について概略を理解しているか評価する。（筆記試験等） 

２．所属学科における先進技術についての基礎知識の習得状況を評価する。（筆記試験、レポート、プレゼンテーシ

ョン等） 

３．講義を聴くことにより、授業に取り組む姿勢・自分の将来への展望等への意欲を評価する。（感想文・小論文等） 

評価方法 

講義内容の筆記試験による評価、その他必要に応じて、レポート、プレゼンテーション等により総合的に採点し，評
価する。各学科共通の「評価シート」を作成する予定。 

授業内容 

  

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

 

資料５-３-①-３：及落判定会議の開催通知 

 

                   平成21年度及落判定会議の開催について 

           

                  及落判定会議日程一覧 

 

 

（出典：教務委員会H22.1） 
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資料５-３-①-４：学年末成績の教員に対する注意通知の一部 

 

                                                         平成２２年１月 

 

  教員各位 

 

学年末の日程等について 

 

                                                 校長補佐(教務担当)  森 夏樹 

 

  学年末の日程等について連絡いたします。 

 

 

１．後期期末試験 

    ・後期期末試験は、２月４日(木)～２月１０日(水)です。 

 

   
２．再試験について 

  ・学年成績が 60 点未満の 1 年生（21 年度入学者）については、再試験を必ず実施願い

ます。 

・学年成績が 60 点未満の場合、20 年度以前入学の 1 年生と２～５年生については、担

当教員の判断によって再試験を行うことができます。再試験の結果の点数は 60 点が

上限となります。再試験の結果、学年成績として 60 点の評価が得られれば、その科

目は合格となります。 

  ・20 年度以前入学の 1 年生と２～５年生の再試験を行うかどうかは、担当教員の裁量に

任されます。学生に対しては、実施の有無を伝えておくことが適当かと考えます。 

  ・再試験該当者の掲示用紙（別紙）の提出締切は、２月２２(月)正午です。掲示は、図

書情報センター南側の学生向け掲示板にて行います。各教員は、締切までに所定の用

紙(別紙参照)に記入の上、教務係に提出してください。学生はこの掲示を見ることを

原則としますので、教員が学生に直接連絡する必要はありません。もし締切に間に合

わなかった場合には、各教員自身の責任において、直接学生に連絡してください。 

  ・再試験期間は、３月１日(月)～３月５日(金)です。再試験の時間割は、原則として後

期期末試験に対応するものとします。例えば、期末試験の１日目の１時限の科目は、

再試験の１日目の１時限になります。 

  ・再試験の監督は、担当教員が行うこととします。担当教員が非常勤講師の場合は、各

学科、各教科で対応してください。 

  

 

 

（出典：教員配布資料） 
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（評価結果）  

 学業成績の評価並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程により、成績評価・単位認定、

進級、再評価及び卒業の認定が明確に定められており、学生便覧に記載されている。同様の内容を

学生にも分かりやすくしたものとして「キャンパスライフ」が学生便覧に記載されており、学生へ

の周知がなされている。また、定期試験終了から成績一覧提出までの期間を設け、学生の異議申し

立てを受け付ける配慮がなされている。及落判定会議（含む、卒業認定）は、原則として全教員が

参加して行い、学業成績の評価並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程に従って厳正に行

われている。 

 

 

５-４-①： 教育課程の編成において，特別活動の実施など人間の素養の涵養がなされるよう配

慮されているか。 

（状況）  

 学級担任業務は、教員に配布している「教務関係資料」中について明らかにされている。これに

は、学級担任が行うクラス運営に係わる様々な事柄について項目別に記載されており、学級運営を

行うための資料として活用されている（資料５-４-①-１）。また、学級担任の仕事として物質工

学科の場合を例にまとめて公表しており担任業務に供している（資料５-４-①-１）。 

 １～３学年までは週 1 時間の特別活動（ＨＲ）の時間を設けている（資料５-４-①-２）。また、

４学年・５学年においても、各科で独自に担任の下で３学年までのようなＨＲ活動を実施している。

特別活動は学級担任が中心となって、生活指導、成績指導、諸連絡、環境整備（学内及び周辺清

掃）、スポ-ツ等を企画し実施している（資料５-４-①-３）。その他、入学直後に仲間作りと高専

生活への適応を目標として新入生日帰り研修（資料５-４-①-４）、全学生を対象に心身の鍛錬を

目的とした前期・後期の球技大会（資料５-４-①-５）、工陵祭等の行事、３学年～５学年を対象

に専門研修（学科別）を実施している。この事例として３学年を対象とした工場見学を含む専門別

研修、４学年を対象とした工場見学を含む見学旅行を計画し、実社会における技術を見聞する機会

を設けている（資料５-４-①-６）。また、人間の素養を涵養するために、高学年に「自然と科

学」の一般科目において、専門学科の教員が担当する「安全工学」を配置している（資料５-４-①

-７）。 
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資料５-４-①-１：学級担任の業務（１／２） 

 

（出典：教務関係資料ｐ.10） 

 

 資料５-４-①-１：学級担任の業務（２／２） 

 

 

（出典：小山高専紀要（2005）ｐ.197） 
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資料５-４-①-２：特別活動（ＨＲ）の時間割例 

 

電気情報工学科の例 

科目名 教員名 科目名 教員名 科目名 教員名

8:40 1 一般理科 上村 国語 井上 情報工学Ⅲ 今成

9:35 2 一般理科 上村 国語 井上 情報工学Ⅲ 今成

月 10:35 3 国語 中田 微分積分学 新井 応用物理 井田

11:30 4 国語 中田 微分積分学 新井 応用物理 井田

13:05 5 英語Ⅰ 小野 化学Ⅱ 森下 電気磁気学Ⅱ 中山

14:00 6 英語Ⅰ 小野 化学Ⅱ 森下 電気磁気学Ⅱ 中山

曜 15:00 7 物理 青木 歴史 酒入

15:50 8 物理 青木 歴史 酒入

8:40 1 電気電子製図 大嶋 微分積分学 新井 電子回路Ⅰ 土田

9:35 2 電気電子製図 大嶋 微分積分学 新井 電子回路Ⅰ 土田

火 10:35 3 国語 村上 政治経済 山本（大） 倫理社会 種村

11:30 4 基礎数学Ｂ 三橋 政治経済 山本（大） 倫理社会 種村

13:05 5 地理 横山（俊） 保健体育Ⅰ 長田 国語 柴田(美)

14:00 6 地理 横山（俊） 保健体育Ⅰ 長田 国語 柴田(美)

曜 15:00 7 電気情報工学実験 土田・鈴木・山田

15:50 8 電気情報工学実験 土田・鈴木・山田

8:40 1 基礎数学AⅡ 島田 ライティングＢ 小野 解析学 三橋

9:35 2 基礎数学AⅡ 島田 ライティングＢ 小野 解析学 三橋

水 10:35 3 基礎数学Ｂ 三橋 代数学幾何学 稲見 保健体育Ⅰ 三原

11:30 4 英会話 ヤズダニ 代数学幾何学 稲見 保健体育Ⅰ 三原

13:05 5 情報工学Ⅰ 正本 電気数学Ⅱ 北野 ＨＲ 千田

14:00 6 ＨＲ 石崎 ＨＲ 酒入

曜 15:00 7

15:50 8

8:40 1 物理 柴田（洋） 電気磁気学Ⅰ 千田 電気電子計測 中山

9:35 2 物理 柴田（洋） 電気磁気学Ⅰ 千田 電気電子計測 中山

木 10:35 3 化学Ⅰ 森下 電気情報工学実験 小林・石原・今成 英語Ⅲ 有坂（夏）

11:30 4 化学Ⅰ 森下 電気情報工学実験 小林・石原・今成 英語Ⅲ 有坂（夏）

13:05 5 保健体育Ⅰ 三原 英語Ⅱ 長谷川 線形代数学 佐藤（巌）

14:00 6 保健体育Ⅰ 三原 英語Ⅱ 長谷川 線形代数学 佐藤（巌）

曜 15:00 7 電気電子工学演習Ⅱ 山田（靖）

15:50 8

8:40 1 基礎数学AⅡ 島田 電気電子工学演習Ⅰ 鈴木 英語Ⅲ 有坂（夏）

9:35 2 基礎数学AⅡ 島田 英語Ⅱ 長谷川 英会話 ヤズダニ

金 10:35 3 電気情報工学大系 田中（昭） 情報工学Ⅱ 正本 電気回路学Ⅱ 甲斐

11:30 4 電気数学Ⅰ 田中（昭） 情報工学Ⅱ 正本 電気回路学Ⅱ 甲斐

13:05 5 英語Ⅰ 小野 電気回路学Ⅰ 小林（幸） プロジェクトワーク

14:00 6 英語Ⅰ 小野 電気回路学Ⅰ 小林（幸） プロジェクトワーク 北野・田中・

曜 15:00 7 国語 井上 プロジェクトワーク 山田（靖）・正本

15:50 8 プロジェクトワーク

電気情報工学科　３年　電気情報工学科　２年電気情報工学科　１年時
限

開始
時刻

曜
日

 

 

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料５-４-①-３：ＨＲ授業実施記録の一部 

 

　　　　　　　　平成２１年度　授業実施記録
総授業数

クラス：3E 科目：HR　（通年） ：30回

回数 月日 授業内容 授業形態（＊）

1 4月6日

○ガイダンス(１)
　・新学年にあたっての諸注意
○クラス運営事項、成績管理
　・座席表提示　・週番表提示：業務(1-5など)，出席簿，学級日誌　・学生便覧配布　・H20年度個人成績表配布　・学生証配布　・欠席の連絡法　・4月中締切りのもの：再評価願，再履修免除願，必合
格　(一覧表ｸﾗｽ掲示)　・時間割表(４月第１週，通常)提示
○連絡事項
　・4月中締切りのもの：奨学金，授業料免除　・麻疹ｱﾝｹｰﾄ回収　(後日の場合担任へ直接)　・ﾛﾎﾞｯﾄﾁｬﾚﾝｼﾞ2009掲示　・学生課連絡(３主事からのコメント，4/9健康診断

E

2 4月8日

○クラス運営、成績管理
　・座席表調整(視力の問題により)　・クラス委員　(4/15に決めるので各自考えておくこと)　・修了要件の確認：再評価願，再履修免除願，必合格　・特別演習の勧め，取得資格の実績提示　・各学生
の成績(再評価，再履修免除)確認　・専門研修　(各自希望を)
○連絡事項
　・4/9健康診断連絡(尿検査ｽﾋﾟｯﾂの配布)　・麻疹アンケート回収　・4月中締切りのもの：奨学金，授業料免除　・メンタルアンケート実施

E

3 4月15日

○クラス運営、成績管理
　・ｸﾗｽ委員選出　・週番の仕事(日誌，出席簿，ゴミ)再確認　・再評価願，4月中締め切り　・放課後の生活指導
○連絡事項
　・麻疹アンケート(未提出者は直接保健室へ提出のこと)　・学生証の写真提出　・電子回路I(土田先生)の補講連絡　・通学届配布回収(4/30締切)…注)自転車での合羽着用/ﾊﾞｲｸ安全講習会参加必
須

E

4 4月22日

○クラス運営、成績管理
　・再評価願提出の確認(進級要件整理説明)　・３Ｅ実験指導書配布(千田担当３テーマ分)　・授業出欠状況チェック　・シラバスファイル設置について　・図書貸出集計(H20年度分)について…全学で下
から２番目　・ ﾒｰﾙｱｶｳﾝﾄ更新について
○連絡事項
　・健診再検査(4/23)指示　・麻疹の予防接種該当者への通知配布　・通学届(4/30締切)回収　・学生証写真（写真帳）の提出について
○学生案件
　・球技大会種目選出(体育委員)

E

5 5月13日

○クラス運営
　・週番の仕事の徹底：出欠簿，日誌，ゴミ捨て，Ｗボード雑巾がけ(イレイザ)　…週１回は清掃のこと．　・5/14　ＨＲにプロジェクタ設置工事
○連絡事項
　・健康診断結果配布　...医療機関にて再受診のこと．　・交通安全講習会：6/17実施，6/12締切　(該当：６名)　・小山警察生活安全課から未成年者等の補導状況について
○学生案件
　・5/14(木)前期球技大会：日程スケジュール，出欠，スクールバス時刻変更，盗難注意(見回り有)，チーム分け

E

6 5月20日

○ガイダンス（２）
　・成績管理に関する：進級要件，再評価，特別演習(資格，インタンシップ，他大学の単位)，今後のイベント，進路状況(就職，進学)，今後やっておくこと．
○クラス運営
　・連絡先調査：インフルエンザに関連し，緊急連絡先(自宅，保護者，本人携帯)調査．
○連絡事項
　・インフルエンザについて：予防，発症時の対応など．

E

 

（出典：学生課教務係資料） 

 

資料５-４-①-４：日帰り研修実施要領 

 
 

平成２１年度１年生日帰り研修実施要項 

 

１．意義と目的：  １年生ガイダンス行事の一環として実施する。 

           埼玉県羽生市の藍染ふる里資料館や群馬県太田市の富士重工業㈱ 

          矢島工場を見学し、伝統文化と先端技術の一端にふれ、見識を持っ 

          た技術者としての自らの進路について考える機会とする。 

                     また、１日の研修を通して学生相互の親睦を深め、相互理解を進 

          める場として活用する。 

 

２．日   時： 平成２１年４月１０日（金） 

 

３．行 き 先： 藍染ふる里資料館（埼玉県羽生市） 

          富士重工業㈱矢島工場（群馬県太田市） 

 

４．参 加 者： １年生全員 

 

５．引 率 者： １年生学級担任５名 

                  校長補佐（学生担当） 

                  学生担当補佐（田中・大島・平田） 

         学生係 

                               計１０名 

 

６．交 通 手 段     ： 借り上げバス５台 

 

７．行    程：  ８時３０分  高専発（８時２５分高専玄関前集合） 

                   １０時００分  藍染ふる里資料館（埼玉県羽生市）着 

                   １０時００分 ～ 

          １２時００分   藍染ふる里資料館にて藍染実習・昼食 

                   １２時００分  藍染ふる里資料館発 

                   １２時５０分    富士重工業㈱矢島工場（群馬県太田市）着 

                   １２時５０分 ～ 

                   １５時３０分  富士重工業㈱矢島工場見学 

                   １５時３０分  富士重工業㈱矢島工場発 

                   １７時００分  高専着・解散 

 

８．そ の 他： 参加学生には「１年生日帰り研修のしおり」を配布 

                     

（出典：学生課資料） 

資料５-４-①-５ 球技大会開催案内 

 
 

平成２１年度 

後後期期球球技技大大会会   

11月12日（木） 

＜各クラスの参加球技＞ 

 
Ｍ Ｅ Ｄ Ｃ Ａ 

 

１ 

 

サッカー 

バスケ 

サッカー 

バスケ 

サッカー 

バレー 

サッカー 

バレー 

ソフト 

バレー 

 

２ 

 

サッカー 

バレー 

ソフト 

バレー 

サッカー 

バスケ 

ソフト 

バレー 

ソフト 

バスケ 

 

３ 

 

サッカー 

バスケ 

ソフト 

バスケ 

サッカー 

バレー 

ソフト 

バスケ 

サッカー 

バレー 

 

４ 

 

ソフト 

バレー 

ソフト 

バレー 

ソフト 

バレー 

サッカー 

バスケ 

サッカー 

バスケ 

 

５ 

 

ソフト 

バスケ 

ソフト 

バスケ 

サッカー 

バスケ 

ソフト 

バレー 

サッカー 

バレー 

教職員専攻科混成チーム ソフト・バスケ 

  

＜場所＞ 

サッカー     グラウンド 

ソフトボール   陸上競技場 

バスケットボール 第１体育館 

バレーボール   第２体育館 

開閉会式     第１体育館 

  

（出典：学生課資料） 
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資料５-４-①-６：専門研修先 

学科 学年 研　　  修  　　先 実 施 予 定 時 期 日数・担当

平成21年8月3日(月) 1日・北條

3 コマツ製作所・小山工場 14:30～15:30

平成21年11月5日（木）～ 2泊３日

4 大阪・京都・神戸 平成21年11月7日(土) 北條

大阪ガス　ガス科学館他
 平成　　年　　月          日

5 なし

平成21年9月29日(火)      １日

3 産業技術総合研究所･宇宙航空研究開発機構 千田
筑波宇宙センター・高エネルギー加速器研究機構

平成21年9月24日（木）～ ２泊３日

4 王子製紙㈱苫小牧工場他 平成21年9月26日(土) 今成

 平成　　年　　月          日
5 なし

 平成21年10月8日(木)        １日

3 幕張メッセ　最先端ＩＴ・エレクトロニクス総合展 南斉

（台風のため中止）
 平成21年12月10日(木)～ 2泊３日

4 東京電力・横浜火力発電所、三菱みなとみらい 平成21年12月12日(土) 笠原・平田

技術館、東芝科学館
 平成２１年１０月        １日

5 埼玉　鉄道博物館 市村

  1日
3 産業技術総合研究所くらしとＪＩＳセンター  平成21年12月14日(月) 武・渥美

筑波宇宙センター

1泊２日

4 アサヒビール神奈川工場  平成21年11月13日（金）～ 田中(孝)・西井

・東京ガス環境エネルギー館 平成21年11月14日(土)
 平成　　年　　月          日

5 なし

 平成　　年　　月          日
3 なし

平成21年11月13日(金)～ 2泊３日

4 青森（十和田市現代美術館、三内丸山遺跡他） 平成21年11月15日(日) 豊川・

（参加希望者少数のため中止） 2泊３日
その後沖縄に変更（首里城・美ら海水族館） 平成22年2月11日(木)～ 豊川・本多

平成22年2月13日(土)
 平成　　年　　月          日

5 なし

物
質
工
学
科

建
築
学
科

平成２１年度 専門研修実施計画

機
械
工
学
科

電
気
情
報
工
学
科

電
子
制
御
工
学
科

 

（出典：教務委員会資料H22.4） 
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資料５-４-①-７：安全工学シラバスの一部 

 

科目名 人間と科学 II(安全工学) 英語科目名 （Safety Engineering） 

開講年度・学期 平成２１年度後期 対象学科・専攻・学
年 

５年 全学科 

授業形態 講義 必修 or 選択 選択 

単位数 １単位 単位種類 履修単位（30h） 

担当教員 各専門学科担当教員 居室（もしくは所属）  

電話  E-mail  

授業の達成目標 

機械の安全設計と信頼性について理解し、安全の確保とリスクについて説明できる 
生体および電子機器の安全対策について理解し、産業活動や家庭生活の上で役立てる能力を身につける 
近代科学・技術の発達の歴史について理解する 
クローニング、遺伝子組み換えの技術の安全性と倫理的問題、アスベスト問題について理解する 
高齢者の身体特性、建築設備のシステム構成や建築物の耐震安全性について理解する 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

関連内容のレポート課題の評価点で 60％以上の成績で達成とする 
 

評価方法 

レポート課題の評価点により評価する 
 

授業内容 

１．安全設計と破壊（機械 1伊澤） 

２．信頼性と保全性（機械 2伊澤） 

３．安全確保とリスクアセスメント（機械 3伊澤） 

４. 生体の電流反応と電撃の防止（電気情報 1中山） 

５．電磁環境と安全（電気情報 2中山） 

６．電子機器の安全対策と基準（電気情報 3中山） 

７．日本（及び世界）における近代科学・技術の発達の歴史 1（電子制御 1金野） 

８．日本（及び世界）における近代科学・技術の発達の歴史 2（電子制御 2金野） 

９．日本（及び世界）における近代科学・技術の発達の歴史 3（電子制御 3金野） 

10．アスベスト問題における現状と今後の課題（物質 1川越） 

11．クローニング、遺伝子組み換えの技術の安全性と倫理的問題（物質 2笹沼） 

12．腐食による材料の劣化と暴食対策（物質 3武） 

13．建築物の耐震安全性（建築 1高橋） 

14．高齢者の身体特性・事故発生状況・安全への配慮（建築 2滝澤） 

15．建築設備の技術と防災・避難・消火システム（建築 3佐藤） 

 

 

キーワード 破壊、信頼性、生体、電流反応、電撃、電磁環境、安全対策、安全基準、遺伝子操作技術、ア
スベスト、建築設備、防災、避難 

教科書 配布プリント等の自作テキスト 

参考書 機械安全工学（養賢堂）、ＭＥの基礎知識と安全管理(南江堂)、医用工学入門(コロナ社)、 
厚生白書、高齢者のための建築環境（彰国社）など 

小山高専の教育方針①～⑥との対応 ① 

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（C-1）工業技術が自然や社会環境に与える影響を認識でき、資源やエネルギー、環境を考慮した技術を指向できる
ようになること。  

JABEE 基準１の（１）との関係 (d(2-a)) 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 物理、材料力学、電気磁気学、生物工学、微生物工学など 

現学年の関連科目 材料強度学、細胞遺伝子工学 1、2など 

次年度以降の関連科目 技術者倫理、塑性力学、生態情報解析学など 

連絡事項 

 各専門分野の先生方が「安全」をキーワードとしてオムニバス形式で講義します。各学科における専門知識の学問
的な背景は異なりますが、技術者として身につけておく知識として非常に重要な「安全」に対する考え方を幅広く学
んで下さい。レポート課題により成績評価を行ないますので、レポート提出が必須となります。 
 

シラバス作成年月日 平成 21年 3月 24日 

  

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

（評価結果）  
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 １学年～３学年は週 1 時間の特別活動（ＨＲ）の時間を設け、さまざまな活動を通して人間の素

養の涵養がなされるように配慮されている。その際、活動の内容に偏りをなくすため、学級担任は

学科会議等において意見を聞きながらバランスのよい活動計画を立てている。この他にも、新入生

研修、球技大会、見学旅行といった多くの行事が実施されている。 

 さらに、エンジニアとしての素養の一つとして、安全工学を学習する機会を提供し実施している。

これは、技術者の倫理観などを涵養しようとするもので５年に配置している。 

このように、低学年から高学年まで人間性の涵養に配慮している。 

 

 

５-４-②： 教育の目的に照らして，生活指導面や課外活動等において，人間の素養の涵養が図

られるよう配慮されているか。 

（状況）  

 本校の教育理念の「技術者である前に人間であれ」（既出：資料１-１-②-１）を達成するため

に、生活指導面では担任が（既出：資料５-４-①-３）指導を行い、全体生活指導面では校長補佐

（学生担当）、４名の学生担当補佐及び各学科の委員によって構成される学生委員会（資料５-４-

②-１）が中心となり、学級担任及び他の教員と協力して指導に当たっている。 

 また、学生支援室（資料５-４-②-２）が組織されており、学校生活に係わる様々な不安、家庭

問題や健康問題に不安を感じる学生の相談に乗っている（資料５-４-②-３）。この他、交通安全

教育の一環として、車両通学を許可された学生のうち希望者に対して安全運転教習を自動車教習所

で実施している（資料５-４-②-４）。 

 本校には、学生組織としての学生会が存在し、学生会規約（資料５-４-②-５）に基づいて活発

な課外活動を行っている。学生会には文化部（９）、運動部（14）、同好会（２）及び愛好会

（５）が結成され指導教員の下で活動を行っている（資料５-４-②-６）。一例として具体的な活

動状況を示す資料として施設使用予定及び活動実績を示す（資料５-４-②-７）（既出：資料２-２

-③-９）。 

 本学の教育目標の中の「人間性」や「感性」が身についたかを、本校の５年生と卒業後に就職し

た企業等にアンケ-ト調査を行っている（資料５-４-②-８）。 
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資料５-４-②-１：校務分掌（１／２） 

 

 

（出典：平成21年度校務分掌） 
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資料５-４-②-１：校務分掌（２／２） 

 

 

（出典：平成21年度校務分掌） 
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資料５-４-②-２：学生支援室規程 

小山工業高等専門学校学生支援室規則  
制  定  平成13年１月15日 
最終改正  平成16年４月１日 

 （設置の目的） 
第１条  小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、学生の様々な悩みに応えるこ

とにより、学生が本校において円滑な学生生活を送ることができるように、適切な助言及

び援助等を行うこと（以下「学生支援」という。）を目的として学生支援室（以下「支援

室」という。）を置く。  
 （支援室の業務）  
第２条 支援室においては次に掲げる業務を行う。 
 一  修学に係る学生の個人的な相談・支援に関すること。 
 二  奨学金や学費等の経済的な問題の相談・支援に関すること。 
 三 進学や就職等の進路の相談・支援に関すること。 
 四  セクシュアル・ハラスメントの相談・支援に関すること。 
 五 学生の個人的な精神・心理的な心因性の問題の相談に関すること。 
 六 前各号の業務の実施に必要な資料の作成及び調査研究に関すること。 
 七 その他学生の相談・支援に関すること。  
 （相談員） 
第３条 支援室には次の相談員を置く。 
 一 室長  １名 
 二 カウンセラ－  若干名 
 三  室員  若干名 
２ 室長及び室員は、本校教員の中から校長が任命する。 
３ カウンセラ－は、カウンセリングに関する専門的知識や経験を有する者を当て、校長が

委嘱する。  
 （任期） 
第４条 室長の任期は２年とし、室員及びカウンセラ－の任期は１年とする。 
２ 相談員は、これを再任することができる。  
 （支援室業務の処理）  
第５条 室長は、校長の命を受け、支援室の業務を掌理する。 
２ 室員は室長を補佐し、支援室の業務に従事する。 
 （相談員の義務） 
第６条 相談員は、業務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。相談員を退いた後

といえども同様とする。  
２ 相談員は、必要に応じてカウンセリング等に関する専門的な研修を受けるものとする。 
 （委員会の設置） 
第７条 支援室の運営に関する事項を審議するため、本校に学生支援室運営委員会（以下「委

 員会」という。）を置く。 
   （委員会の組織） 
第８条 委員会は次の委員をもって組織する。  
 一 室長  
二 室員 
 三 学生課長 
 四 学生係長 
  （委員長） 
第９条  委員会に委員長を置き、室長をもって充てる。 
  （会議） 
第１０条  委員長は、必要に応じて委員会を招集し、議長となる。 
２ 委員長は、必要があると認めたときは委員以外の者を委員会に出席させることができる  
  （事務） 
第１１条 支援室及び委員会に関する事務は、学生課学生係において処理する。  

 

（出典：平成21年度学生便覧） 
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資料５-４-②-３：学生支援室の利用 

 

１）平成２１年度学生支援

室の相談件数 

勤務月 カウンセリング数 

４月    ０件 

５月    １件 

６月    ６件 

７月    ５件 

９月    １件 

１０月    ０件 

１１月    ０件 

１２月    ０件 

 １月    ０件 

 ２月    ０件 
 

２）Ａカウンセラーのカウ

ンセリング記録 

勤務

月 

カウンセリング

数 

４月  ２件 

５月  １件 

６月  ０件 

７月  １件 

１０月  １件 

１１月  １件 

１２月  １件 

  １月  ０件 

 

 

３）Ｂカウンセラーのカウンセリング

記録 

月 件数 相 談 内 容 

４月 ７件 

 

保護者・・発達障害の対応 

学生・・心理検査（発達障害） 

５月 ４件 保護者・・病院紹介 

学生・・その他 

６月 ４件 

 

保護者・・不登校 

学生・・不登校 

７月 ４件 保護者・・寡黙学生の保護者

に病院紹介 

学生・・寡黙 

８月 １件 保護者・・発達障害の対応 

10月 ３件 学生・・対人恐怖症、ＰＴＳＤ 

11月 ５件 保護者・・病院紹介 

学生・・いじめ、ＰＴＳＤ 

12月 ２件 学生・・いじめ 
 

（出典：学生支援室資料） 

 

資料５-４-②-４：交通安全教育研修会 

平成２１年４月３０日 

 

 学級担任 各 位 

 

                                   校長補佐（学生担当）吉 田 裕 志 

 

 

平成２１年度交通安全教育講習会の実施（期日変更）について（依頼） 

 

 このことについて、別紙のとおり実施しますので、ご多忙の折大変恐縮ですが、

各クラスのバイク通学生をご確認、押印の上、本人から直接学生課学生係へ提出

するようご指導方よろしくお願いいたします。 

 なお、講習会依頼先の受け入れ人数に制限がある場合は２年生、３年生受講者

を優先させていただきますので、その旨周知方併せてよろしくお願いいたします。 

記 

  ＊交通安全教育講習会参加申込書（別紙）は、学生係窓口に用意してあります。  
  小金井自動車学校の都合で実施期日が変更になりました 

 
 受付締切 平成２１年６月１２日（金） 

 交通安全教育講習会 平成２１年６月１７日(水)  １５：３０～  
  

（出典：学生課資料） 
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資料５-４-②-５：学生会規約（一部） 

 

（出典：学生便覧p123） 
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資料５-４-②-６：クラブ顧問一覧表 

 
平成 21年度 学生会各部指導教員一覧 

 

部     名 （体育部） 指    導    教    員 

硬 式 野 球 部             
川上勝弥・山本嘉孝・玉木正一・有坂顕二・土田英一・高島武雄・山下 進 
山田靖幸 

柔 道 部             高橋純一・島田 勉・今成一雄・千田正勝・市村智康・本多良政 

剣  道  部             小林幸夫・有坂夏菜子・笠原雅人・亀山雅之・小林一光・西井 圭 

陸 上 競 技 部             三原大介・田中好一・土田英一・渥美太郎・甲斐隆章 

卓  球  部             北野達也・胸組虎胤・中田伸一・伊藤久夫・豊川斎赫・酒井 洋 

バ ス ケ ッ ト ボ−ル 部             須甲克也・武 成祥・小野雄一・久保和良・菊地吉郎・中山光幸 

サ  ッ  カ−  部             石崎聡之・伊澤 悟・南斉清巳・平田克己・糸井康彦・島田 勉・正本利行 

バ レ−ボ−ル 部             佐藤 巌・尾立弘史・田中孝国・奥冨利幸・石原 学・杉山桂子 

ワ ン ダ−フ ォ−ゲ ル 部             糸井康彦・須甲克也・増淵 寿・金野茂男・伊藤久夫 

水  泳  部             鹿野文久・長谷川誠・笹沼いづみ・飯島道弘・北條恵司・森下佳代子 

空  手  道  部             瀧澤雄三・酒入陽子・新井一道・杉山桂子・三橋秀生 

テ  ニ  ス  部             
鈴木真ノ介・吉田裕志・田中昭雄・西野 聰・大島隆一・井上次夫 
川越大輔 

バ ド ミ ン ト ン 部             小野雄一・渡邉達男・松島隆裕・山崎敬則・佐藤篤史 

ソ フ ト テ ニ ス 部             森 夏樹・祇園寺則夫・朱  勤・川村荘司・伊藤益生 

 

部     名 （文化部） 指    導    教    員  

吹  奏   楽  部             柴田洋一・猪瀬善郊・田中孝国・柴田美由紀・佐藤篤史 

写  真  部             山下 進・森 夏樹・田中昭雄 

軽  音  楽  部             久保和良・松島隆裕・小林幸夫 

シ  ネ  マ  研  究  部             笠原雅人・小林幸夫・柴田美由紀・川越大輔 

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 研 究 部             平田克己・今成一雄・南斉清巳 

機 械 工 作 研 究 部             山下 進・伊澤 悟・増淵 寿・田中昭雄・小林一光・北條恵司 

自 然 生 物 研 究 部             上村 孝・浦田克郎 

文  芸  部             柴田美由紀・松島隆裕・渥美太郎 

ハ ン ド ベ ル 部 山田靖幸・猪瀬善郊・森下佳代子 

  

（出典：学生課資料） 

 

資料５-４-②-７：施設利用願い 

 

（出典：学生課資料） 

 



５章 

 - 182 - 

 

 

（評価結果） 

 生活指導面では学級担任を中心とした学生支援体制が整っており、学生の生活指導を行っている。

悩みや不安を抱える学生に対しては、学生支援室が組織されると共にカウンセラーが週２回（水・

木曜日）来校し、学生の相談に乗ることで不安や悩みの解消に努めている。この他にも、通学で車

両を使用する学生に対して実技実習を義務づけて交通安全に関する知識と技術を身につけてもらい

安全に通学できるよう配慮している。また、学生組織である学生会が存在し、規約に従って活発な

課外活動がなされている。５年生を対象にした「豊かな人間性」「豊かな感性」が身についたかの

平成 19 年教育に関するアンケートでの結果では、５段階評価で 3.3 と 3.5 であったが、平成 21 年

教育に関するアンケート中の同じ項目の人間性・感性共に 3.8 を得ている。これらにより人間の素

養の涵養が図られている。 

資料５-４-②-８：人間性についてのアンケ-ト 

 

学生の評価――― 

小山高専に学んで次の能力等が身についたと思いますか。(5年生を対象）

設問内容
全くその
通りであ

かなりそ
う

普通
あまりそう
ではない

ない 無効
回答 合計 当該
平均

「豊かな人間性」が身についた。 25 45 69 10 16 0 165 3.3
「豊かな感性」が身についた。 32 45 67 9 12 0 165 3.5  

（出典：平成19年教育に関するアンケート（学生版）） 

全くその
通りである

かなり
そうである

普通
あまり

そうではな
い

全くそう
ではない

無効
回答

合計 全体
平均

41 37 43 8 5 0 134 3.8

41 40 43 5 5 0 134 3.8

「豊かな人間性」が身についた。

「豊かな感性」が身についた。

設問内容

 

（出典：平成21年教育に関するアンケート（学生版）） 

 

企業等の評価―――― 

小山高専卒業生の資質・能力
入社あるいは入学している小山高専の卒業生（修了生）の資質・能力についてご質問致します。

設問内容
全くその
通り
である

かなりそ
う
である

普通
あまりそう
ではない

ない 無効
回答 合計 当該平均

感性や創造力が
豊かである。

2 16 20 0 0 2 40 3.5

御社・貴学にふさわしい
人間性を有している。

9 20 8 0 0 3 40 4
 

（出典：平成19年教育に関するアンケート（企業版）） 

 

全くその通り
である

かなり
そうである

普通
あまり
そうではない

全くそう
ではない

無効
回答 合計 平均

2 2 3 0 0 7 14 3.86

1 4 2 0 0 7 14 3.86社会のニーズに関心が高い人間性を有している。

設問内容

感性や創造力が豊かである。

 

（出典：平成21年教育に関するアンケート（企業版）） 
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＜専攻科課程＞ 

５-５-①： 準学士課程の教育との連携を考慮した教育課程となっているか。 

（状況） 

本校の各学科の準学士課程の４、５学年と専攻科課程とで構成される技術者教育プログラムは、日

本技術者教育認定機構（JABEE）の認定を受けている。本校の専攻科は、機械工学科、電気情報工学

科、電子制御工学科の３学科を基礎とする「電子システム工学専攻」、物質工学科を基礎とする「物

質工学専攻」と建築学科を基礎とする「建築学専攻」の３専攻より構成されている（資料５-５-①-

１）。技術者教育プログラムの修了要件を（資料５-５-①-２）に示す。この技術者教育プログラム

の、準学士課程の４、５学年と専攻科課程の授業科目の流れについて、「電子システム工学専攻」の

機械系、電気情報系、電子制御系を（資料５-５-①-３～５）に、「物質工学専攻」を（資料５-５-

①-６）に、「建築学専攻」を（資料５-５-①-７）に示す。 

 

資料５-５-①-１：専攻科の構成 

 

物質工学科 建築学科 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 
準学士課程 

専攻科課程 
電子システム工学専攻 物質工学専攻 建築学専攻 

 

 

（出典：平成 21 年度専攻科リーフレット） 

 

資料５-５-①-２：技術者教育プログラムの学習・教育目標、履修及び修了要件（１／２） 

 
 

２） 技術者教育プログラムの学習・教育目標、履修および修了要件 

 

（１）技術者教育プログラム名： 

   複合工学系（電子システム工学専攻、物質工学専攻、建築学専攻） 

 

（２）教育プログラムの学習・教育目標 

   本校技術者教育プログラムは、高専本科（４年、５年）教育プログラムと専攻科教育プログラムから成る

継続的な教育プログラムであり、プログラムの学習・教育目標は以下のとおりである。 

 

 (A) 技術者に必要な基礎知識と応用力を身につける。 

  （A-1）科学や工学の基本的原理や法則の基礎知識を身につけること。  

  （A-2）基礎知識を専門工学分野の問題に応用して解くことができること。 

   (A-3) 専門分野の課題や問題点を考えるとともに、問題解決の目的と方法を明らかにして自主的に研究を

進めることができること。 

（B）技術者としての素養を身につける。 

  （B-1）実験や観察、調査、製作を自ら行い、データ採取や解析、考察を通して結論を導くことができるこ

と。  

  （B-2）数学の知識と、数学と工学をつなぐ基礎的知識を身につけること。 

  （B-3）技術的課題に広く関心をもち、課題や問題を解決するための全体のプロセスを考察して具現化（デ

ザイン）することができること。 

 

 

（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.3-4） 
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資料５-５-①-２：技術者教育プログラムの学習・教育目標、履修及び修了要件（２／２） 

 
 

 (C）技術と自然や社会とのかかわりを理解する。 

  （C-1）工業技術が自然や社会環境に与える影響を認識でき、資源やエネルギー、環境を考慮した技術を指

向できるようになること。  

  （C-2）社会・経済と技術の共生の可能性を把握、理解することができること。 

  （C-3）工業技術者としての社会的責任や倫理観を自覚できること。 

 (D) コミュニケーション能力を身につける。 

  （D-1）言語の知識を習得すると同時に、語学力や会話力を身につけること。  

  （D-2）研究調査や実験の計画を立て、実施し、結果をまとめ、それを口頭で発表して質疑応答ができるこ

と。 

  （D-3）実社会の中で体験したことについて、自分の考えをまとめて発表、報告することができること。 

 (E）国際的な感覚を身につける。 

  （E-1）外国の文化や価値観について知り、国際性を身につけること。  

  （E-2）IT社会やネットワーク社会の国際的な構造や問題点を理解することができること。 

  （E-3）国際的な情報化社会の中で有用な情報を入手して、問題解決のための分析や考察に活用することが

できること。 

 

 （３） 教育プログラムの履修対象者 

     本教育プログラムは、本科４年、５年および専攻科１年、２年間のカリキュラムで構成されており、本

専攻科に入学した者は教育プログラムの履修対象者となる。 

 

 （４） 教育プログラムの修了要件 

   ① 学士の学位を取得すること。 

   ② 専攻科において62単位以上修得し、専攻科を修了すること。 

   ③ 専攻科および本科4，5年を含めて計124単位以上修得すること。 

   ④ 専攻科および本科4，5年において1800時間以上の総学習時間を経ていること。その中には、250時間

以上の人文科学・社会科学等（語学教育を含む）の学習、250時間以上の数学・自然科学・情報技術の

学習、および900時間以上の専門工学分野に関する学習の各学習時間を含んでいること。 

   ⑤ 専攻科および本科4，5年において、プログラムが設定する次の基礎工学に関する科目群の中から少な

くとも1科目、合計6科目以上の単位を修得すること。 

①設計・システム系科目群、②情報・論理系科目群、③材料・バイオ系科目、 

④力学系科目群、⑤社会技術系科目群 

⑥  プログラムが指定する下記の必修科目 １２単位（６科目）を修得すること。 

①システムデザイン、②環境技術、③技術者倫理、④経営学、⑤プロジェクトデザイン、 

⑥産業財産権 

 

本プログラムの５つの学習・教育目標について、次表に示される達成基準をすべて満たすこと。 

 

学習・教育目標 目標の達成基準 

(A) 技術者に必要な基礎知

識と応用力を身につけ

る。 

目標Ａを掲げている開設科目の６０％以上の科目を履修かつ合

格し、その成績の GP(Grade Point、S 評価＝４、Ａ評価＝３、B

評価＝２、C 評価＝１; C 評価以上が合格)の平均が２以上であ

ること。 

（B）技術者としての素養を

身につける。 

卒業研究、特別研究、実務研修の採点表評価の各小項目がそ

れぞれ６０点以上であり、かつ全体として合格していること。 

（C）技術と自然や社会との

かかわりを理解する。 

目標 C を掲げている開設科目の６０％以上の科目を履修かつ

合格し、その成績の GP の平均が２以上であること。 

（D）コミュニケーション能力

を身につける。 

本科の卒業研究もしくは専攻科の特別研究の成果について１回

以上、外部発表を行うこと。 

（E）国際的な感覚を身につ

ける。 

TOEIC400 以上もしくは、TOEIC400 と同等以 

上のスコアを得ること。 

１）本科５年 英語演習Ⅱでの期末試験ＴＯＥＩＣ ＩＰテスト。 

２）専攻科 応用英語Ⅰでの「アルクネットワークシステムⅡ」の

模擬試験。 

３）専攻科 応用英語Ⅰでの期末試験のＴＯＥＩＣ ＩＰテスト 

 

 

 

（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.3-4） 
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資料５-５-①-３：電子システム工学専攻（機械工学科） 

技術者教育プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ 

［電子システム専攻(機械系)］ 

授　　業　　科　　目　　名

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
(A)

複素関数 応用解析学

論（◎） （○）

数理工学（◎）

数値解析（◎） 計算力学(○)

応用科学(○)

材料力学演習（◎） 力学特論(◎)

塑性力学(◎)

生産システム

工学（◎）

流体力学(◎)

伝熱工学（◎） 熱移動論（◎）

CAD/CAE

演習（◎） 現代制御 シーケンス

計測工学（◎） 理論（◎） 制御（◎）

電子システム

メカトロニクス 工学専攻

実験（◎） 実験（◎）

ゼミナール

（◎）

特別研究(◎)

実務研修(○) 技術者

倫理（○）

産業財産権（○）

(B)
複素関数 応用解析学

論（○） （◎）

数値解析（○）

数理工学（◎） 計算力学(◎)

応用科学(◎）

材料力学演習（○） 力学特論(○）

塑性力学(○）

システム 生産システム

デザイン（◎） 工学（○）

プロジェクト

デザイン（○）

流体力学(○）

CAD/CAE

演習（○）

電子情報 現代制御 シーケンス

通信概論（◎） 理論（○） 制御（○）

電子システム

メカトロニクス 工学専攻

実験（○） 実験（○）

輪講（◎） ゼミナール

（○） 特別研究(○)

産業財産権（◎） 技術者

倫理（○）

（C）

応用科学（○）

経営工学（◎）

熱移動論 環境技術（◎）

伝熱工学（○） （○） エネルギー工学（◎）

システム プロジェクト

デザイン（○） デザイン（◎）

機構設計論（◎）

技術論（◎） 技術者

倫理（◎）

実務研修（◎）

(D)
日本語 経営工学（○）

概説(◎）

システム

デザイン（○）

輪講(○）

特別研究（○）

実務研修（○）

（E）
日本語

概説(◎）

輪講(○）

文学(○） 人間と科学I・Ⅱ (○）

ゼミナール（○）

応用英語１・２ (◎）

特別研究（○）

文学(◎）

英語演習I(○）

ドイツ語I・Ⅱ(○）

卒業研究（○）

応用英語１・２ (○）

ゼミナール（◎）

人間と科学I・Ⅱ (○）

国
際
的

な
感
覚

を
身
に

つ
け

る

。

歴史学(○）

哲学(○）

ドイツ語I・Ⅱ(○）

機械設計法（○）

水力学（○）

熱力学（○）

電気工学概論（○）

歴史学（○）

英語演習I(◎）

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ

ョ
ン

能
力
を
身
に

つ
け
る

。

機械工学実験I・Ⅱ（◎）

応用物理（◎）

電気工学概論（◎）

技
術
者
と
し
の
素
養
を
身
に
つ
け
る

。

応用数学（○）

機械設計製図II（○）

材料強度学（◎）

応用数学（◎）

確率統計（◎）

技
術
と
自
然
や
社
会
と
の

か
か
わ
り
を
理
解
す
る

。

機械設計製図III（◎）

電子システム工学演習ＡＢ（○）

専攻科２年本科５年

熱機関（○）

特別研究（◎）

電子システム工学演習ＡＢ（◎）

卒業研究（◎）

機械設計製図III（○）

卒業研究（◎）

機械力学（◎）

熱機関（◎）

特別研究（○）

機械工学実験I・Ⅱ（○）

材料力学（○）

確率統計（○）

機械力学（○）

電子工学概論（◎）電気工学概論（○）

材料強度学（○）

応用物理（○）

機械設計製図III（◎）

本科４年 専攻科１年
学習･教育

目標

技
術
者
に
必
要
な
基
礎
知
識
と
応
用
力
を
身
に
つ

け
る

。

水力学（◎）

材料力学（◎）

機械設計製図II（◎）

熱力学（◎）

機械設計法（◎）

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-５-①-４：電子システム工学専攻（電気情報工学科） 

技術者教育プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ 

［電子システム専攻(電気情報系)］ 

授　　業　　科　　目　　名

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
(A) 電磁波工学（◎）

過渡現象論（◎） 制御工学（◎） 数値計算法（◎）

メカトロニクス（◎） 電機システム制御（◎）

電気機器工学（◎） パワーエレクトロニクス（◎） 電力システム工学（◎） 電磁エネルギー工学（◎） 電気エネルギー工学（◎）

電気法規（◎）

情報記録工学（◎）

電子回路Ⅱ（◎） デジタル回路（◎） 集積回路設計（◎）

コンピュータ工学（◎） マルチメディア工学（◎） 画像情報解析学（○）

情報工学Ⅳ（◎） 信号処理（○） 人工知能（◎）

情報通信工学（◎） 情報ネットワーク論（◎） ネットワーク構成論（○）

電子デバイス工学（◎） 電子物性（◎） 情報デバイス工学（◎） 電気材料（◎） 電気材料特論（◎）

フォトニクス材料（◎） 光デバイス工学（○） 光制御工学（○）

量子力学（◎） 固体電子論（◎） 電気磁気学特論（◎）

電子システム工学演習Ｂ（◎）

特別研究（◎）

電磁工学実験（○） 電子システム工学専攻実験（○）

情報工学実験（○） 実務研修（◎）

物性工学実験（○）

プレゼンテーション論（○）

応用解析学（◎）

複素関数論（◎）

 応用科学（◎）

産業財産権（○） 技術者倫理（○）

科学技術史（◎）

(B) 数値計算法（○） 　

情報工学Ⅳ（○） 信号処理（◎）

情報ネットワーク論（○） ネットワーク構成論（◎） 　

量子力学（○） 固体電子論（○） 電気磁気学特論（○）

電磁工学実験（◎） 電磁工学実験（◎）

電気情報工学実験（◎） 情報工学実験（◎） 電気工学実験（◎） 電子システム工学専攻実験（◎） 特別研究（◎）

物性工学実験（◎） 物性工学実験（◎）

複素関数論（○）

応用解析学（○）

応用科学（○）

産業財産権（◎） プロジェクトデザイン（◎） 経営学（○）

（C）
電子回路Ⅱ（○） 光制御工学（◎）

電気機器工学（○） 電気法規（○）

特別研究（◎）

システムデザイン（◎）

プロジェクトデザイン（◎） 技術者倫理（◎）

応用科学（○）

経営学（◎）

環境技術（◎）

(D)
光デバイス工学（◎）

電子システム工学専攻実験（○）

実務研修（◎）

 プレゼンテーション論（◎）

 

特別研究（◎）

システムデザイン（○）

科学技術史（○） 技術者倫理（○）

（E）

特別研究（◎）

国
際
的
な

感
覚
を
身

に
つ
け

る

。

卒業研究（◎）

技
術
者
に
必
要
な
基
礎
知
識
と
応
用
力
を
身
に
つ
け
る

。

学習･教育
目標

技
術
者
と
し
の
素
養
を

身
に
つ
け
る

。

確率統計（◎）

応用数学（◎）

応用物理（◎）

本科５年本科４年

技
術
と
自
然
や
社

会
と
の
か
か
わ
り

を
理
解
す
る

。

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ

ン
能
力
を
身
に
つ
け

る

。

特別研究（◎）

ゼミナール（◎）

専攻科１年 専攻科２年

特別研究（◎）

ゼミナール（◎）

特別研究（◎）

卒業研究（◎）

応用数学（○）

ゼミナール（◎）

特別研究（◎）

卒業研究（◎） 特別研究（◎）

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-５-①-５：電子システム工学専攻（電子制御工学科） 

技術者教育プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ 

［電子システム専攻(電子制御系)］ 
授　　業　　科　　目　　名

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

能
力
を
身
に

つ
け
る
。

(D)

（E）

国
際
的
な

感
覚
を
身

に
つ
け

る
。

保健体育Ⅱ

人間と科学Ⅰ 人間と科学Ⅱ

保健体育Ⅰ

日本語概説

応用英語Ⅰ 応用英語Ⅱ

実務研修（◎） 特別研究（◎）

特別研究（◎）

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ（◎）

経営学

人間と科学Ⅰ

応用英語Ⅰ 応用英語Ⅱ

特別研究（◎）

人間と科学Ⅱ

情報科学

技術者倫理（◎）

電磁ｴﾈﾙｷﾞｰ工学

特別研究（◎）

（C）

技
術
と
自
然
や

社
会
と
の
か
か

わ
り
を
理
解
す

る
。

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ（◎）計測システム論

歴史学

哲学 経営学

技術者倫理

情報工学

応用物理Ⅲ 応用物理Ⅳ

ｿﾌﾄｳｪｱ工学Ⅱ

人間と科学Ⅱ 環境技術

応用科学

力学特論

実務研修

複素関数論（◎）

人間と科学Ⅰ

応用解析学（◎）

実務研修 特別研究（◎）

哲学

応用数学

確率統計

電子回路Ⅲ

保健体育Ⅰ

応用科学

ｿﾌﾄｳｪｱ工学Ⅰ

工学実験

特別研究（◎）卒業研究（◎）

計測工学Ⅱ計測工学Ⅰ

計算機応用論

輪講Ⅰ

電子システム工学演習Ｂ

ゼミナール（◎）輪講Ⅱ

ｿﾌﾄｳｪｱ工学Ⅲ

工学実験

工学システム概論

電子システム工
学専攻実験

物性工学

制御工学Ⅲ システム工学 システム同定論

卒業研究（◎）

(A)

技
術
者
に
必
要
な
基
礎
知
識
と
応
用
力
を
身
に

つ
け
る
。

技術者倫理（◎）保健体育Ⅱ保健体育Ⅰ

(B)

情報科学

電子システム工
学専攻実験

電子システム工学演習Ｂ（◎）

特別研究（◎）

電磁ｴﾈﾙｷﾞｰ工学

光波応用工学

電子回路特論

計測システム論

システム同定論

計算機応用論

画像デバイス特論

電子工学特論 力学特論

ゼミナール（◎）

特別研究（◎）

複素関数論（◎） 応用解析学（◎） 技術者倫理（◎）

応用科学

輪講Ⅰ（◎）

応用制御工学

デジタル工学

物性工学 量子工学

電子工学Ⅱ

通信工学Ⅱ

ｿﾌﾄｳｪｱ工学Ⅰ ｿﾌﾄｳｪｱ工学Ⅱ

通信工学Ⅰ（◎）

制御工学Ⅰ 制御工学Ⅱ

電子工学Ⅰ（◎）

電子回路Ⅲ

計測工学Ⅰ（◎）

情報工学

ｿﾌﾄｳｪｱ工学Ⅲ

制御工学Ⅳ

システム工学制御工学Ⅲ

学習･教育
目標

本科４年

電磁気学Ⅲ 電磁気学Ⅳ

保健体育Ⅰ

歴史学

専攻科２年本科５年

電気回路Ⅲ 電気回路Ⅳ 応用電子工学

電磁工学

輪講Ⅱ（◎）

工学実験（◎）

英語演習Ⅰ

技
術
者
と
し
の
素
養
を
身
に
つ
け
る
。

専攻科１年

確率統計（◎）

応用数学（◎）

応用物理Ⅲ（◎） 応用物理Ⅳ（◎）

計測工学Ⅱ（◎）

工学実験（◎）

文学

ドイツ語Ⅰ

ドイツ語Ⅱ

ドイツ語Ⅰ

ドイツ語Ⅱ

文学

英語演習Ⅰ

 
 

 

 

 

 

 

 

 （出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-５-①-６：物質工学専攻（物質工学科） 

技術者教育プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ 

［物質工学専攻］ 
授　　業　　科　　目　　名

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
(A)

(B)

（C）

(D)

（E）

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

能
力
を
身
に
つ
け
る

。

国
際
的
な
感

覚
を
身
に
つ

け
る

。

専攻科１年 専攻科２年本科５年
学習･教育

目標 本科４年

技
術
者
に
必
要
な
基
礎
知
識
と
応
用
力
を
身
に
つ
け

る

。

技
術
者
と
し
の
素
養
を
身

に
つ
け
る

。

技
術
と
自
然
や
社
会
と
の
か

か
わ
り
を
理
解
す
る

。

物質工学
専攻実験
（◎）

特別研究（◎）

化学工学II（◎）
 

応用解析学（○）

複素関数論（○）

応用物理（◎）

応用数学（◎）

卒業研究（◎）

確率統計（◎） 化学数学（○）

物理化学III（◎）

微生物工学（◎）

機器分析Ⅱ（○）

プロセス工学（○）

高分子材料（○）有機化学III（◎）

工業化学（○）

工業材料（○）
焼結工学（○）

反応工学（○）

工業化学（○）
複合材料（○）

表面工学（○）

有機合成化学（○）

機器分析特論（○）分子構造論（○）

腐食工学（○）

生物化学工学（○）

分離工学（○）

金属化学特論（○）

物理化学II（◎）

生物工学実験（◎）

金属化学（○）

材料化学実験（◎）

高分子化学（◎）

応用物理（◎）

確率統計（◎）

応用数学（◎）

電子情報工学（◎）

酵素工学（◎）

材料工学（◎）

機器分析Ⅰ（◎）

哲学(◎）

保健体育I（○）保健体育I（◎）保健体育I（◎） 保健体育II （○）

システムデザイン（◎）

応用科学（○）

技術者倫理（◎）

実務研修（◎）

プロセス工学（○） 工学システム概論（○）

技術者倫理(◎）

環境化学 (○）

生物資源工学(○）

システムデザイン(◎）

文学(◎） 文学(◎）

歴史学(◎）

哲学(◎）

日本語概説(○）

有機化学III（◎）

工業化学（○）工業化学（○）

分離工学 (○）

経営学(◎）

生物化学工学 (○）

免疫工学 (○）

人間と科学I(○） 人間と科学II(○） 日本語概説(○）

英語演習I(◎） 英語演習I(◎） 応用英語１(○） 応用英語２(○）

物質工学演習(◎）

実務研修(◎）

ゼミナールⅠ(◎）ゼミナールⅠ(◎）化学英語I,II,III(○）

物質工学演習(◎）

ゼミナールⅡ(○） ゼミナールⅢ(○）

歴史学（◎）

文学(◎）

ドイツ語Ⅱ(◎）

ドイツ語I(◎）

英語演習I (◎） 応用英語１(○） 応用英語２(○）

日本語概説(○）

機器分析Ⅰ（◎）

金属化学（○）

高分子化学（◎）

電子材料（○）

材料工学（◎）

化学工学II（◎）
 

高分子材料（○）

生物有機化学（○）

生物有機化学（○）

細胞遺伝子工学I (○） 細胞遺伝子工学II (○）

焼結工学（○）

生物資源工学(○）

食品化学（○）

食品化学（○）

有機合成化学（○）

有機材料（○）

有機材料（○）

生物機能化学（○）

生物機能化学（○）

生体エネルギー論（○）

生体エネルギー論（○）

代謝生理学（○）免疫工学 (○）

環境技術 (◎）

電子システム概論（○）

産業財産権（◎） プロジェクトデザイン（◎）

プロジェクトデザイン（◎）

プロジェクトデザイン（◎）

工学システム概論（○）

生物工学実験
（◎）

材料化学実験
（◎）

生物工学実験（◎）

材料化学実験（◎）
物質工学
専攻実験
（◎）

卒業研究（◎） 特別研究（◎） 特別研究（◎） 特別研究（◎）

応用解析学（○）

複素関数論（○）応用数学（◎）

確率統計（◎） 化学数学（○）確率統計（◎）

応用数学（◎）

応用物理（◎）応用物理（◎）

プレゼンテーション論(○）

科学技術史(○）

経営学(◎）

産業財産権（◎）

技術者倫理（◎）

卒業研究（◎）

生物工学実験（◎）

材料化学実験（◎）

生物工学実験（◎）

材料化学実験（◎）

生物工学実験（○）

材料化学実験（○）

卒業研究（◎）

総合工学実験（◎）

哲学(◎）

歴史学(◎）

哲学(◎）

物質工学
専攻実験（◎）

特別研究（◎）

生物工学実験（◎）

材料化学実験（◎）

生物工学実験（◎）

材料化学実験（◎）

生物工学実験（◎）

材料化学実験（◎） 物質工学
専攻実験（◎）

卒業研究（◎） 特別研究（◎） 特別研究（◎） 特別研究（◎）

プレゼンテーション論(○）

科学技術史(○）
技術者倫理（◎）

卒業研究（◎）

歴史学（◎）

文学(◎）

ドイツ語Ⅱ(◎）

ドイツ語I(◎）

英語演習I (◎）

ゼミナールⅠ(◎）ゼミナールⅠ(◎）化学英語I,II,III(○） ゼミナールⅡ(○） ゼミナールⅢ(○）

 
（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-５-①-７： 建築学専攻（建築学科） 

技術者教育プログラムの学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ 

［建築学専攻］ 

授　　業　　科　　目　　名

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
(A)

建築CAD・CG
(講義/選択/2)

応用物理II
(履修/講義/必修/1)

建築応用力学
(学修/講A/選択/2)

応用科学
(講義/選択/2)

建築弾塑性力学
(講義/選択/2)

建築数学
(講義/選択/2)

構造設計
(学修/講A/選択/2)

建築耐震構造
(履修/講義/選択/1)

都市防災論
(講義/選択/2)

建築耐震設計論
(講義/選択/2)

建築構造解析学
(講義/選択/2)

建築計画II
(学修/講A/必修/2)

建築計画III
(学修/講A/選択/2)

都市・地区計画
(学修/講A/選択/2)

地域設計1
(実習/選択/2)

地域設計2
(実習/選択/2)

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾃﾞｻﾞｲﾝ論
(講義/選択/2)

建築法規
(学修/講A/選択/2)

地域施設計画論
(講義/選択/2)

建築環境工学II
(学修/講A/選択/2)

建築設備
(学修/講A/選択/2)

環境デザイン論
(講義/選択/2)

設備システム論
(講義/選択/2)

建築意匠I
(学修/講A/選択/2)

現代建築論
(学修/講A/選択/2)

科学技術史
(講義/選択/2)

技術者倫理
(講義/必修/2)

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ論
(講義/選択/2)

産業財産権
(講義/必修/2)

(B)
応用科学

(講義/選択/2)

建築実験
(履修/実験/必修/2)

建築構造計画
(学修/講A/選択/2)

合成構造論
(講義/選択/2)

建築測量
(学修/実習/選択/1)

木構造
(学修/講B/選択/1)

建築高機能材料工学
(講義/選択/2)

特別研究
(実験/必修/2)

特別研究
(実験/必修/6)

特別研究
(実験/必修/6)

建築設計IIA
(学修/実習/必修/3)

建築設計IIB
(学修/実習/必修/3)

地域設計1
(実習/選択/2)

地域設計2
(実習/選択/2)

環境デザイン論
(講義/選択/2)

まちづくり論
(講義/選択/2)

居住地計画論
(講義/選択/2)

建築CAD・CG
(講義/選択/2)

電子システム概論
(講義/選択/2)

プロジェクトデザイン
(講義/必修/2)

経営学
(講義/必修/2)

工学システム概論
(講義/選択/2)

産業財産権
(講義/必修/2)

技術者倫理
(講義/必修/2)

（C）
建築高機能材料工学

(講義/選択/2)

応用科学
(講義/選択/2)

建築実験
(履修/実験/必修/2)

建築耐震構造
(履修/講義/選択/1)

都市防災論
(講義/選択/2)

建築耐震設計論
(講義/選択/2)

建築構造解析学
(講義/選択/2)

都市・地区計画
(学修/講A/選択/2)

地域設計1
(実習/選択/2)

地域設計2
(実習/選択/2)

居住地計画論
(講義/選択/2)

建築法規
(学修/講A/選択/2)

近代建築思潮史
(講義/選択/2)

まちづくり論
(講義/選択/2)

文化財保存論
(講義/選択/2)

建築環境工学II
(学修/講A/選択/2)

建築設備
(学修/講A/選択/2)

設備システム論
(講義/選択/2)

実務研修
(実習/必修/2)

経営学
(講義/必修/2)

環境技術
(講義/必修/2)

システムデザイン
(講義/必修/2)

プロジェクトデザイン
(講義/必修/2)

人間と科学I
(履修/講義/選択/1)

人間と科学II
(履修/講義/選択/1)

技術者倫理
(講義/必修/2)

(D)
建築設計IIA

(学修/実習/必修/3)
建築設計IIB

(学修/実習/必修/3)
建築計画III

(学修/講A/選択/2)
都市・地区計画

(学修/講A/選択/2)
地域設計1

(実習/選択/2)
地域設計2

(実習/選択/2)
技術者倫理

(講義/必修/2)

建築実験
(履修/実験/必修/2)

システムデザイン
(講義/必修/2)

実務研修
(実習/必修/2)

特別研究
(実験/必修/2)

特別研究
(実験/必修/6)

特別研究
(実験/必修/6)

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ論
(講義/選択/2)

科学技術史
(講義/選択/2)

日本語概説
(講義/選択/2)

応用英語1
(講義/選択/2)

応用英語2
(講義/選択/2)

保健体育I
(履修/実習/選択/1)

保健体育II
(履修/実習/選択/1)

（E）
現代建築論

(学修/講A/選択/2)
近代建築思潮史
(講義/選択/2)

文化財保存論
(講義/選択/2)

応用英語1
(講義/選択/2)

応用英語2
(講義/選択/2)

国
際
的
な
感
覚
を
身

に
つ
け
る

。

コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

能
力
を
身
に
つ
け
る

。

技
術
者
に
必
要
な
基
礎
知
識
と
応
用

力
を
身
に
つ
け
る

。

技
術
者
と
し
の
素
養
を
身
に
つ
け

る

。

技
術
と
自
然
や
社
会
と
の
か
か
わ
り

を
理
解
す
る

。

文学(履修/講義/必修/1)

建築構造力学III
(履修/講義/必修/2)

鉄筋コンクリート構造(履修/講義/必修/2)

鋼構造(履修/講義/必修/2)

建築環境工学I(履修/講義/必修/2)

卒業研究(履修/実験/必修/13)

英語演習I(履修/演習/必修/2)

建築史(学修/講B/必修/2)

文学(履修/講義/必修/1)

ドイツ語I(履修/講義/必修/2)

ドイツ語II(履修/講義/必修/2)

英語演習I(履修/演習/必修/3)

建築史(学修/講B/必修/2)

哲学(履修/講義/必修/1)

哲学(履修/講義/必修/1)

鉄筋コンクリート構造(履修/講義/必修/2)

ドイツ語II(履修/講義/必修/2)

ドイツ語I(履修/講義/必修/2)

歴史学(履修/講義/必修/2)

保健体育I(履修/実習/必修/3)

歴史学(履修/講義/必修/2)

学習･教育
目標

建築施工(履修/講義/選択/2)

建築環境工学I(履修/講義/必修/2)

専攻科１年 専攻科２年本科５年

卒業研究(履修/実験/必修/13)

本科４年

応用数学(履修/講義/必修/2)

応用数学(履修/講義/必修/2)

 

（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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（評価結果） 

 専攻科修了要件として、準学士課程の４、５学年と専攻科の教育課程で構成される本校設定の技術

者教育プログラムの修了を必要としている。この技術者教育プログラムは、日本技術者教育認定機構

(JABEE)によって、準学士課程４年から専攻科課程に至る一貫した教育として認定されている。した

がって、準学士課程と専攻科課程とは連携したものとなっている。なお、より一層の連携をはかるた

め、平成22年４月より、電子システム工学専攻、物質工学専攻、建築学専攻の３専攻を、「複合工学

専攻」の１専攻５コース制（機械工学コース、電気情報工学コース、電子制御工学コース、物質工学

コース、建築学コース）として申請し認定され改組予定である。 

 

 

５-５-②： 教育の目的に照らして，授業科目が適切に配置され，教育課程が体系的に編成されて

いるか。また，授業の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿って，教育の目

的を達成するために適切なものになっているか。 

（状況） 

本校の専攻科には、電子システム工学専攻、物質工学専攻、建築学専攻の３専攻があり、準学士課

程で修得した知識を基にして、より高度な教育・研究指導を行っている。特に専攻科課程では各学科

で学んだ専門分野だけでなく、異分野にも積極的にふれ、幅広い分野に対応できる人材を育成するこ

とをめざしたカリキュラム設計を行っている。専攻科課程には、一般科目、専門基礎科目、専門科目

があり、一般科目では人文・社会学系科目を、専門基礎科目で数学や科学の基礎科目を、専門科目で

は準学士課程で学んだ分野についてより高度な内容の専門科目を学ぶ。専攻科課程の学習・教育目標

を達成するために必要な教育方針（既出：資料１-１-①-３）と専攻別の教育目的（既出：資料１-１

-①-５）を示す。各専攻の授業科目が適切に配置され体系性が保たれていることを示すため、学習・

教育目標の各項目に分類した授業科目の流れを、電子システム工学専攻（資料５-５-②-１）、物質

工学専攻（資料５-５-②-２）、建築学専攻（資料５-５-②-３）ごとに示す。  

全専攻において、専門科目内に「特別研究」及び「実務研修」をおき、必修科目としている。さら

に、全専攻共通の必修科目として一般科目の「技術者倫理」、全専攻共通の専門科目では必修科目の

「システムデザイン」、「産業財産権」、「プロジェクトデザイン」、「環境技術」、「経営学」を、

また全専攻共通の専門科目の選択科目として、「工学システム概論」、「電子システム慨論」、「科

学技術史」、「プレゼンテーション論」を指定している。全専攻共通の科目の教育目標と教育目的を

（資料５-５-②-４）に、全専攻共通必修科目の「技術者倫理」「システムデザイン」「産業財産

権」「プロジェクトデザイン」「環境技術」「経営学」のシラバスを（資料５-５-②-５）に示す。 
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資料１-１-①-５：（既出）専攻科課程の専攻毎の教育目標 

別表第４ 

各専攻の教育方針と育成すべき人材像（教育目標） 

電子システム

工学専攻 

機械系、電気・電子・情報系準学士課程の各専門性を深めつつ、技術の複合化・高

度化の進む産業社会の構造に適した知識や技術を講義・演習・実験を通じて修得さ

せる。具体的には、産業機械のロボット化技術、情報通信システム、計測制御シス

テム、光・電子デバイス等の高度化した技術の基礎および応用力の修得を目指す。 

物質工学専攻 
化学を基礎として材料工学、生物工学、及び化学工学等の諸分野に柔軟に対応でき

る基礎学力を養成し、それらを発展させた専門知識及び技術の修得を目指す。 

建築学専攻 

建築学の諸分野である計画･意匠、構造･材料、環境･設備、設計、まちづくり等に柔

軟に対応できる基礎学力を講義・設計を通じて修得させ、それらを発展させた専門

知識及び技術の修得を目指す。 

  

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.29） 

資料１-１-①-３： 

（既出）教育方針・育成する人材像に関する記述（専攻科部分をアンダーライン） 

 
 
■教育方針と育成する人材像(Ａ:準学士課程、Ｓ:専攻科課程)  
 
① 豊かな人間性の涵養； 

豊かな教養と専門知識を基礎にして、技術者としてふさわしい人格を有し、社会に貢献できる人材の育成を目指し
ています。 

①－Ａ★社会人となるための素養を身につけ、環境・福祉に配慮し工業技術が自然や社会に与える影響を認識で
きること。 

①－Ｓ★社会・経済と工業技術の共生に配慮し、工業技術者としての社会的責任と倫理観を自覚すること。 
 
② 豊かな感性と創造力の育成； 

ものづくりを基本とする実験実習を通じて製作・設計能力を育むことに加え、新しい工学的発想につながる感性と
チャレンジ精神を培い、豊かな創造力・デザイン能力・実践力を有する人材の育成を目指しています。 

②－Ａ★実験実習に自主的に取り組み観察力・解析力を養い、新しい発想やアイデアを提案する習慣を身につけ
ること。 

②－Ｓ★専門分野にとらわれず工業技術全般に対し知的好奇心をいだき、工業技術に関する研究計画・設計・製
作およびその評価までの全プロセスをデザインできること。 

 
③ 自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上； 

高度化する専門知識・技術の修得に必要な自然科学・数学・英語・専門基礎科目の十分な学力を有する人材の育成
を目指しています。 

③－Ａ★自然科学・数学・英語の基礎知識を身につけ、専門分野の基礎知識を修得していること。 
③－Ｓ★自然科学・数学・英語の応用知識を身につけ、専門分野の工学理論を理解していること。 

  
④ 高度な専門知識と問題解決能力の育成； 

専門分野に関する高度な知識と問題解決能力を有し、技術革新に柔軟に対応できる人材の育成を目指しています。 
④－Ａ★実践的技術者としての高度な専門分野の知識を修得し、与えられた技術的課題を解決できる能力を身に

つけること。 
④－Ｓ★開発型技術者としての高度な専門分野の課題に対する問題点を自ら発見し、その解決方法をデザインし

研究を遂行できる能力を身につけること。 
 
⑤ 情報技術力の向上； 

コンピュータの利用能力に留まらず、新しいアイデアを具体化し設計するための情報技術力を有する人材の育成を
目指しています。 

⑤－Ａ★情報技術に関する基礎知識と情報処理能力を有し、コンピュータを利用して適切な内容の報告書を作成
できること。 

⑤－Ｓ★情報技術の応用力を身につけ、コンピュータを利用して解析力と設計力を身につけること。 
 

⑥ コミュニケーション能力と国際感覚の育成； 
優れたコミュニケーション能力とプレゼンテーション能力を養い、社会環境や文化の枠を超えて活躍出来る、国際

感覚豊かな人材の育成を目指しています。 
⑥－Ａ★講義・実験・卒業研究の内容について日本語で口頭発表・質疑応答ができることと、基本的な技術英語

の文章を理解し国際的視野を身につけること。 
⑥－Ｓ★特別研究を含む専門分野の内容を学内・学外において日本語で口頭発表・質疑応答ができることと、高

度な専門分野に関する技術英語の文章を理解し国際社会で活躍できる基礎能力を身につけること。 
 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧、見開 p.2） 
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資料５-５-②-１： 

学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ（電子システム工学専攻） 

学習・教育

目標
① 環境技術 技術者倫理

(講義/必修/2) (講義/必修/2)

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ 経営学
(講義/必修/2) (講義/必修/2)

② ゼミナール ゼミナール
(演習/必修/1) (演習/必修/1)

電子ｼｽﾃﾑ工学専攻実験
(実験/必修/2)

産業財産権 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ
(講義/必修/2) (講義/必修/2)

実務研修 特別研究 特別研究 特別研究
(実習/必修/2) (実験/必修/2) (実験/必修/6) (実験/必修/6)

③ 応用英語１ 応用英語２
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

複素関数論 応用解析学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

流体力学 応用科学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

生産ｼｽﾃﾑ工学
(講義/選択/2)

システム同定論
(講義/選択/2)

電子ｼｽﾃﾑ工学演習A 電子ｼｽﾃﾑ工学演習A
(演習/選択/1) (演習/選択/1)

電子ｼｽﾃﾑ工学演習B 電子ｼｽﾃﾑ工学演習B
(演習/選択/1) (演習/選択/1)

④ 熱移動論 エネルギー工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

塑性力学
(講義/選択/2)

力学特論 機械システム制御 シーケンス制御
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

機構設計論
(講義/選択/2)

電気磁気学特論
(講義/選択/2)

生体情報解析学
(講義/選択/2)

ネットワーク構成論
(講義/選択/2)

人工知能 画像情報解析学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

電気材料特論 固体電子論
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

光制御工学 光デバイス工学 情報記録工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

電機システム制御 電気エネルギー工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

電子回路特論 光波応用工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

電子工学特論 画像デバイス特論 電磁エネルギー工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

計測システム論
(講義/選択/2)

工学ｼｽﾃﾑ概論
(講義/選択/2)

⑤ 計算力学 CAD/CAE演習
(講義/選択/2) (演習/選択/2)

情報科学 計算機応用論
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

電子ｼｽﾃﾑ概論
(講義/選択/2)

⑥ 日本語概説
(講義/選択/2)

応用英語１ 応用英語２
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ論 科学技術史
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

１年 ２年

前期 後期 前期 後期

情報技術の
向上

コミュニケー
ション能力と
国際感覚の
育成

豊かな人間
性の涵養

豊かな感性
と創造力の
育成

自然科学・
英語・専門
基礎学力の
向上

各専門分野
に関する高
度な知識と
豊かな感性
の育成

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-５-②-２：学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ（物質工学専攻） 
学習・教育

目標
① 環境技術 技術者倫理

(講義/必修/2) (講義/必修/2)

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ 経営学
(講義/必修/2) (講義/必修/2)

② 産業財産権 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ
(講義/必修/2) (講義/必修/2)

実務研修
(実習/必修/2)

物質工学専攻実験 物質工学専攻実験
(実験/必修/1) (実験/必修/1)

特別研究 特別研究 特別研究 特別研究
(実験/必修/1) (実験/必修/3) (実験/必修/5) (実験/必修/6)

③ 応用英語１ 応用英語２
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

物質工学演習 物質工学演習
(演習/必修/1) (演習/必修/1)

複素関数論 応用解析学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

応用科学
(講義/選択/2)

化学数学
(講義/選択/2)

④ 複合材料 金属化学特論 腐食工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

免疫工学 生物機能化学 代謝生理学
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

生体エネルギー論
(講義/選択/2)

生物化学工学 分子構造論
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

分離工学 機器分析特論
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

有機材料 有機合成化学 有機金属化学
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

工学ｼｽﾃﾑ概論
(講義/選択/2)

⑤

電子ｼｽﾃﾑ概論
(講義/選択/2)

⑥ 日本語概説
(講義/選択/2)

応用英語１ 応用英語２
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

ゼミナールⅠ ゼミナールⅠ ゼミナールⅡ ゼミナールⅢ 
(演習/必修/1) (演習/必修/1) (演習/選択/1) (演習/選択/1)

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ論 科学技術史
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

前期

１年 ２年

前期 後期 後期

コミュニケー
ション能力と
国際感覚の
育成

豊かな人間
性の涵養

豊かな感性
と創造力の
育成

情報技術の
向上

各専門分野
に関する高
度な知識と
豊かな感性
の育成

自然科学・
英語・専門
基礎学力の
向上

 
（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 

資料５-５-②-３：学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ（建築学専攻） 
学習・教育

目標
① 環境技術 技術者倫理

(講義/必修/2) (講義/必修/2)

ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ 経営学
(講義/必修/2) (講義/必修/2)

② 地域設計1 地域設計2 居住地計画論
(実習/選択/2) (実習/選択/2) (講義/選択/2)

まちづくり論
(講義/選択/2)

産業財産権 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ
(講義/必修/2) (講義/必修/2)

実務研修 特別研究 特別研究 特別研究
(実習/必修/2) (実験/必修/2) (実験/必修/6) (実験/必修/6)

③ 応用英語１ 応用英語２
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

複素関数論 応用解析学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

応用科学
(講義/選択/2)

建築数学
(講義/選択/2)

④ 環境デザイン論 設備システム論
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

都市防災論 地域施設計画論 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾃﾞｻﾞｲﾝ論
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

建築弾塑性力学 建築耐震設計論 合成構造論 建築構造解析学
(講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2) (講義/選択/2)

工学ｼｽﾃﾑ概論 建築高機能材料工学
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

⑤ 建築CAD・CG
(講義/選択/2)

電子ｼｽﾃﾑ概論
(講義/選択/2)

⑥ 日本語概説
(講義/選択/2)

応用英語１ 応用英語２
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

近代建築思潮史 文化財保存論
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ論 科学技術史
(講義/選択/2) (講義/選択/2)

２年

前期 後期

１年

後期前期

コミュニケー
ション能力と
国際感覚の
育成

豊かな人間
性の涵養

情報技術の
向上

各専門分野
に関する高
度な知識と
豊かな感性
の育成

豊かな感性
と創造力の
育成

自然科学・
英語・専門
基礎学力の
向上

 
（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-５-②-４：全専攻共通の科目の教育目標と教育目的 

 

科 目 名 本校教育目標と教育目的 

技術者倫理 

（講義/必修/2） 

本校教育目標：①：豊かな人間性の涵養 

 技術者としてふさわしい人格を有し、社会に貢献できる人材の育成を目指す。 

システムデザイン 

（講義/必修/2） 

本校教育目標：①：豊かな人間性の涵養 

 実例を通じて、商品開発に必要な事柄、過程を学び、技術者に必要な考え方のできる

人材の育成を目指す。 

電子システム概論 

（講義/選択/2） 

本校教育目標：⑤情報技術の向上 

 電子、情報、通信だけに限らず、それらの融合、システムとしての総合電子システムに

関する最新および広い技術内容の修得を目指す。 

工学システム概論 

（講義/選択/2） 

本校教育目標：④：高度な専門知識と問題解決能力の育成 

 大規模あるいは複雑系のシステムの特性をシミュレーションにより解析できることを目指

す。 

産業財産権 

（講義/必修/2） 

本校教育目標：②：豊かな感性と創造力育成 

 特許取得を意識した技術開発の能力を身につけ、発想やアイデアを提案し、知的所有

権とするまでの過程の修得を目指す。 

プロジェクトデザイン 

（講義/必修/2） 

本校教育目標：④：高度な専門知識と問題解決能力の育成 

 与えられた課題から異分野チームでのプロジェクトを設定し、プロジェクト達成のための

プロセスをデザインして、企画をまとめる能力の修得を目指す。 

環境技術 

（講義/必修/2） 

本校教育目標：①：豊かな人間性の涵養 

 時代や社会の要請である、環境への配慮を考察できる技術者の育成を目指す。 

経営学 

（講義/必修/2） 

本校教育目標：①：豊かな人間性の涵養 

 企業等での問題解決や課題達成に関する実践的な経営学教育に加え、企業等の構

造性や機能性も含めた技術者として広い知識修得を目指す。 

科学技術史 

（講義/選択/2） 

本校教育目標：⑥：コミュニケーション能力と国際感覚の育成 

 先人の失敗や労苦の成果としての新しい原理や装置の開発経緯を知ることで、新しい

観点から技術者倫理を育成することを目指す。 

プレゼンテーション論 

（講義/選択/2） 

本校教育目標：⑥：コミュニケーション能力と国際感覚の育成 

 プレゼンテーションの基本能力を学び、技術報告のプレゼンテーションを実践できる能

力の育成を目指す。 

 

（出典：専攻科委員会資料） 
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資料５-５-②-５：全専攻共通の必修科目シラバス（１／２） 

 

技術者倫理 システムデザイン 
科目名 技術者倫理 英語科目名 Ethics of Engineers 
開講年度・学期 平成２１年度・前期 対象学科・専攻・学年 専攻科１・２年 
授業形態 講義 必修 or 選択 必修 
単位数 ２単位 単位種類 学修単位（１５≁３０）ｈ 
担当教員 松島隆裕・井田晋 居室（もしくは所属） 講義棟２階（松島）、 

管理棟１階・非常勤講師控室（井田） 
電話 0285-20-2174（松島） 

0296-32-7303（井田） 
E-mail akemi@oyama-ct.ac.jp（松島） 

授業の達成目標 
１．科学技術の発展過程と科学技術が現在直面する問題を技術者的立場から説明できること。 
２．技術者として直面する倫理的問題と技術者のあるべき姿を多面的総合的に説明できること。 
  
各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 
達成目標１．２：課題に対する提出レポートの内容を設定基準で評価する。 
     レポートの設定基準   レポートとしての書式が正しい。  ２０点 
                 課題の内容を理解している。    ２０点 
                 論理的に記述されている。     ２０点 
                 自分の言葉で記述してある。    ２０点 
                 結論が明確である。        ２０点 
評価方法 
評価は下記２項目の相加平均によって行なう。 
・課題に対する提出レポート（９０％） 
・授業中の発言や報告（提出物を含む）における発表内容（１０％） 
授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間  
１．なぜ技術者倫理を学ぶか 安全工学とは何かについて学ぶ ４ 
２．技術者倫理で何を学ぶか 失敗学について学ぶ ４ 

３．近代科学技術とは デカルト・ベーコンの方法論、科学革命を調べる ４ 
４．近代市民の倫理、個人の幸福と社会の幸福 産業革命と倫理について学ぶ ４ 
５．技術者に求められる倫理 技術者の社会的使命と責任について学ぶ ４ 
６．応用倫理学を考える 環境倫理、戦争倫理などを調べる ４ 
７．核の時代と人間 核兵器・原子力・原発に関する知識を得る ４ 
８．新しい倫理の課題 生命倫理・経済倫理について学ぶ ４ 

９．日本のものづくりと職人の技 ものづくりの伝統について調べる ４ 
10．地域とともに生きる 地域の事例を学ぶ ４ 

11．工学の倫理綱領と倫理規定 工学各分野の倫理的取り組みを学ぶ ４ 
12．重大事故・失敗事例１ ダコマ橋、チェルノブイリについて学ぶ ４ 
13．重大事故・失敗事例２ チャレンジャー号事故に学ぶ ４ 
14．重大事故・失敗事例３ 福知山線事故について学ぶ ４ 
15．重大事故・失敗事例４ 食の安全、偽装・リコール問題について学ぶ ４ 

16．どのような技術者になるか 全体のまとめ ４ 
  自学自習時間合計 ６４ 
キーワード 技術者、倫理、責任、安全、事故、技術と技能 
教科書 『技術者入門』『技術者倫理』どちらも松島隆裕編、学術図書出版社 
参考書 必要に応じて指示する。 
小山高専の教育方針①～⑥との対応 ① ④ ⑥ 
技術者教育プログラムの学習・教育目標 
（Ａ−２）（Ａ−３）（Ｃ−２）（Ｃ−３）（Ｄ−３） 
JABEE 基準１の（１）との関係 （ａ）（ｂ）（ｅ）（ｇ） 
カリキュラム中の位置づけ 
前年度までの関連科目 哲学、歴史学、人間と科学、技術論 
現学年の関連科目   
次年度以降の関連科目   
連絡事項 
  
  
  
シラバス作成年月日 平成２１年１月３０日 

   

 

科目名 システムデザイン  英語科目名  System Design  

開講年度・学期  平成２１年度・後期  対象学科・専攻・学年  全専攻・一年  

授業形態  講義  必修 or選択  必修  

単位数  ２  単位種類   
担当教員  非常勤講師  居室（もしくは所属）  機械工学科棟二階  

電話  連絡員：山崎敬則 

0285-20-2212  

E-mail  yama  

授業の達成目標  

特色ある企業のトップを講師に招き，「ものづくりの現場」における実務経験から，ひとつの商品を生み出すためには，何が

必要で，どのような過程を踏み，そして技術者には何が求められるのかを紹介していただく． ひとつの商品を生み出すため

には，さまざまな要素や過程が必要になるという事例を通じ，実際の現場で技術者に求められることを知り，技術者に必要

な考え方を身につける．  

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法  

講義後のディスカッションを口頭試問と捉えて評価を行う．講師によってはレポートを課す場合もあり，この場合の課題内容

ならびに評価方法は適時説明する．  

評価方法  

各講師の評価（講義後のディスカッションおよびレポート）の平均点による．  

授業内容  授業内容に対する予習項目  

１．ガイダンス（１週） 

２．工業デザイン（８週）  

３．変位センサ設計（２週） 

４．管理システム設計 （２週）  

５．建設機械製造（２週）  

 

キーワード   
教科書  指定しない．必要に応じてプリントを配布する．  

参考書  指定しない．  

技術者教育プログラムの学習・教育目標  

(C), (D)  

JABEE基準１の（１）との関係   
カリキュラム中の位置づけ  

前年度までの関連科目  卒業研究  

現学年の関連科目  実務研修  

次年度以降の関連科目  特別研究  

連絡事項  

定期試験は行わない．  

シラバス作成年月日：平成２１年 ３月１８日  

 

産業財産権 プロジェクトデザイン 

 

科目名  産業財産権  英語科目名  Industrial Property Rights  

開講年度・学期  平成２１年度前期  対象学科・専攻・学年 全専攻・１年  

授業形態  講義  必修 or選択  必修  

単位数  ２単位  単位種類  学修単位（１５＋３０）ｈｒ  

担当教員  小林 一光  居室（もしくは所属） 機械工学科棟 2階 

電話  0285-20-2203  E-mail  kkobayashi@oyama-ct.ac.jp  

授業の達成目標  

工業技術に関する設計・製作・評価において得られた新しい発想やアイデアを提案し、知的所有権とするまでの 過程を習得

し、特許取得を意識した技術開発を目指す能力を身につけることを目標とする．  

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法  

課題に対する報告書提出と質疑応答能力で評価する．  

評価方法  

課題に対する報告書（５０％）と口頭試問（５０％）で評価し、総合評価６０％以上を合格とする．  

授業内容  授業内容に対する自学自習項目  自学自習時間 

１．発明と特許について  「第 1章発明と特許」を読み、特許 制度を理解す

る．  

4時間  

２．ＴＲＩＺの理解と実践  周囲の技術的課題を探し、ＴＲＩＺを駆使して アイデ

アを抽出する．これをベースにして特許化を考えてい

く．  

8時間  

３．発明  特許を受けようとする発明を検討する．  4時間  

４．特許情報の調査  特許調査計画を立てる．  4時間  

５．調査  自分の発明が、特許となるかどうか、特許調査を 実

施し、特許マップを完成させる．  

8時間  

６．特許出願の手続き  特許出願の内容をまとめる．  8時間  

７．出願書類の書き方  出願書類を揃えてみる．  8時間  

８．出願から登録まで  「第 4章出願から登録」を読み、内容を理解する．  4時間  

９．外国での特許取得  「第 5章外国での特許取得」を読み、内容を理解す

る．  

4時間  

１０．特許戦略・特許の歴史（特許庁審査官 来校）  自分の発明特許の見直し．  4時間  

１１．特許以外の産業財産権制度  「第 6章特許以外の産業財産権制度」を読み、 内容

を理解する．  

4時間  

   

   

   

   

   
自学自習時間合計  60時間  

キーワード  知的財産権、技術開発と特許、特許調査、特許出願・登録  

教科書  テキストを配布する．  

参考書  必要に応じて指定する．  

小山高専の教育方針①～⑥との対応  ②、④ 
技術者教育プログラムの学習・教育目標  

（Ａ－３）、（Ｂ－３）  

JABEE基準１の（１）との関係  （ｃ）、（ｄ）、（２－ｃ）  

カリキュラム中の位置づけ  

前年度までの関連科目  各専攻専門科目  

現学年の関連科目  各専攻専門科目、実務研修、特別研究  

次年度以降の関連科目  特別研究  

連絡事項  

・ 試験は実施しない. ・ 授業方法は講義を中心とし、特許出願に沿った演習を課し、提出と質疑応答を求めます．  

シラバス作成年月日  平成 21年 2月 27日 

 
  

 

科目名 プロジェクトデザイン 英語科目名  Project Design 

開講年度・学期 平成２１年度・後期 対象学科・専攻・学年 全専攻・１年 

授業形態 講義 必修 or選択 必修 

単位数 ２ 単位種類 学習単位（１５＋３０） 

担当教員 尾立弘史他 居室（もしくは所属） 建築学科棟２Ｆデザインスタジオ内 

電話  0285-20-2835  E-mail  
授業の達成目標 

与えられたテーマに対して自らの発想でプロジェクトが設定できる。 

プロジェクトに対して達成のための適切なプロセスを探すことができる。 

専門分野の異なるメンバーのチーム内で良好なコミュニケーションができ、作業が分担できる。 

プロジェクトの進展内容と結果を適切にプレゼンテーションができる。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

プロジェクトの段階ごとに適切な提案のレポートが作成できる。 

共同作業により適切な作業プロセスが設定でき、プロセスのスケジュール管理ができる。 

プレゼンテーションが説得力を持つ。 

評価方法 

指導教員の評価４０％（プロジェクトの内容、レポートの内容、スケジュール管理、プレゼンテーション） 

チーム内の相互評価３０％（コミュニケーション・作業の貢献度） 

他チームの評価３０％（プロジェクトの新鮮さ、プレゼンテーションの説得力） 

授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間 

ひとつのテーマに対して２～５週程度で実施する班別の共同

作業である。 

共通：ガイダンス、テーマ、スケジュール説明班分け、班別：テ

ーマごとに、必要に応じて以下の作業を繰り返す。 

１、プロジェクトの設定、代表者選出 

２、マーケティング 

３、プロセスの設定 

４、仕様書・詳細設計 

５、製作 

６、プレゼンテーション 

７、評価 

作業内容はテーマによって異なり、必須作業の指示がある場

合もある。テーマは確定していないがおおよそ以下のようなも

のを想定している。 

１、技術と人間環境を融合した空間デザイン 

２、地震時の高層アパート難民支援器具 

３、家事援助ロボット 

４、新業態の店舗 

５、新しい介護ビジネス 

テーマとそのプロジェクトにより毎回指示する。

共同作業であるが、提出するレポート類は個人

別が大半である。 

計６０時間 

自学自習時間合計 ６０ 

キーワード 創造性、チームワーク、プロセス管理 

教科書  

参考書  
小山高専の教育方針①～⑥との対応  ②  

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（B-3）技術的課題や問題の全体的な解決方法を明らかにできる。（C）技術と自然や社会のかかわりを理解する。  

JABEE基準１の（１）との関係 ｄ（２‐ｃ） 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 各学科専門科目全般 

現学年の関連科目 システムデザイン、産業財産権 

次年度以降の関連科目 技術者倫理、特別研究 

連絡事項 

テーマごとに指導教員が変更になる。 

シラバス作成年月日 ２００９年３月 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料５-５-②-５：全専攻共通の必修科目シラバス（２／２） 

 

環境技術 経営学 
科目名 環境技術 英語科目名 Environmental Technology 
開講年度・学期 平成 21 年度・後期 対象学科・専攻・学年 専攻科・電子システム工学専攻、物質工学

専攻、建築学専攻・１年 
授業形態 講義 必修 or 選択 必修 
単位数 ２単位 単位種類 学修単位（１５＋３０）ｈ 
担当教員 小林幸夫 

石原 学 
土田英一 
鈴木真ノ介 
甲斐隆章 
田中孝国 
Ｃ科新人予定 
瀧澤雄三 
川上勝弥 

居室（もしくは所属） 電気情報工学科 
電気情報工学科 
電気情報工学科 
電気情報工学科 
電気情報工学科 
物質工学科 
物質工学科 
建築学科 
建築学科 
（担当教員の氏名順） 

電話 代表 
 0285-20-2839（代） 

E-mail 代表（建築学科） 
kawakatu@oyama-ct.ac.jp 

授業の達成目標 
１．【小林】地球環境問題に関し観測衛星から得られる画像情報の利用方法について簡単に説明できること。 
２．【石原】騒音と遮蔽について説明できる。 
３．【土田】雷の発生原理を説明できる。 
４．【土田】レーザ誘雷の原理を説明できる。 
５．【鈴木】身近に存在するどんな電化製品から電磁波が発生するか説明できる。 
６．【鈴木】電磁波による生体への影響例が説明できる。 
７．【甲斐】世界、日本のエネルギー資源･消費の現状と環境問題および新エネルギーの種類と現状について説明できる。） 
８．【田中】土壌及び水環境の汚染の現状と対策について説明できる。 
９．【Ｃ科新人】大気汚染の現状と対策が説明できる。 
10．【瀧澤】高齢者の身体と心の特性の概要を説明できること。  
11.【瀧澤】今後の超高齢社会に向け、環境整備の基本的あり方を述べることができる。 
12.【川上】室内環境の汚染度合いの判定、並びに室内環境汚染を引き起こす材料の分別ができる。 
13．【川上】再生資源のリサイクルにおける問題点について説明できる。 
各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 
１．【小林】提出したレポートの採点結果 
２．【石原】提出したレポートの採点結果 
３．及び４．【土田】確認テストで評価する。 
５．及び６．【鈴木】日常における電磁波の発生源とその諸影響に関して口頭で簡単に説明できる。 
７．【甲斐】課題に対して提出されたレポートによって評価する。 
８．【田中】課題に対する提出レポートの内容を設定水準で評価する。 
９．【Ｃ科新人】課題に対する提出レポートの内容を設定水準で評価する。 
10．及び 11.【瀧澤】課題に対する提出レポートの内容を設定水準で評価する。 
12．及び 13．【川上】課題に対する提出レポートの内容を設定水準で評価する。 
評価方法 
課題に対する提出レポート等の解答内容で評価する。（各担当教員） 
最終の成績は、各教員の評価を担当時間�ﾌ重みをつけて計算する。 
授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間  
１．（小林、１週） 

地球環境問題を解決するために必要不可欠な
地球観測衛星と、それによって得られる画像情報
を紹介し、現在の地球環境が有する問題点につい
て講義する。 

  
リモートセンシング技術について、調査すること。 

4 

２．（石原、1 週）音響工学と環境  
知覚される音での環境問題と、範囲外の音との

環境問題について考える。建築音響を始め、生活
環境の改善手法について考える。 

  
人間の聴覚特性に関する文献や教科書等を自分で
調査し、1000 字以内にまとめて提出すること。 

4 
  

３．（土田、１週） 
自然環境の分類、雷の発生原理、レーザ誘雷の

原理と実用化への取り組み 

  
授業前に、プラズマ状態、高出力レーザの種類と特
徴について調査しておく。 

4 

４．（鈴木、１週）電磁波とは？  
(1) �e 種電化製品から発生する電磁波の性質 
(2) 電磁波による症例 
(3) 電磁波の有効利用 
(4) 今後の対策−代替通信手段 

  
電磁波に関する基礎知識を参考書やホームページ
で確認しておく。 
  

4 

５．（甲斐、１週）エネルギー問題と新エネルギー 
(1) 世界、日本の一次、二次エネルギーの現状 
(2) エネルギー資源、消費と環境問題 
(3) 新エネルギーの種類と開発･普及状況 

  
世界、日本のエネルギー事情と環境問題、新エネル
ギーの開発普及状況を予習・復習する。 
  

4 

６．（田中、1 週） 
水汚染の対策と処理技術 

 活性汚泥法について引用文献(インターネット以外)
を用いて調べなさい。引用した図や文章は文献を必
ず記しなさい。 

4 

７. （田中、1 週） 
土壌汚染の対策及び処理技術 

汚染土壌の浄化法(1 種類で良い)について引用文献
(インターネット以外)を用いて調べなさい。引用した図
や文章は文献を必ず記しなさい。 

4 

 
 

科目名 経営学 英語科目名  business administration 

開講年度・学期 平成 21年度・前期開講 対象学科・専攻・学年 専攻科２年 

授業形態 講義 必修 or選択 必修 

単位数 ２単位 単位種類 学修単位（１５＋３０）ｈ 

担当教員 坪井晋也 居室（もしくは所属）  

電話   E-mail  d99la006@s03.itscom.net 

授業の達成目標 

次の目的で授業を行う。 

経営学とは、「企業とはなにか」「企業はどのようなメカニズムにもとづいて行動、変化しているのか」「どうすれば企業を成

功させることができるのか」といった問題について考える学問である。この講義では、こうした問題を考えていくうえで必要とな

る、基本的な概念や分析方法について学び、理解することを目的とする。 

達成目標：  

1.「企業とはなにか」の説明ができる。  

2.「企業はどのようなメカニズムにもとづいて行動、変化しているのか」の説明ができる。  

3.「どうすれば企業を成功させることができるのか」の説明ができる 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

試験での評点 (下記 1,2の割合 )が 60%以上で達成とする。 

評価方法 

期末試験は 90分で行い、直筆ノート、筆記用具以外の持ち込みは禁止とする。下記の割合で評価する。  

1.期末試験 (80％)  

2.レポート (20％) 

授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間 

１．経営学とは 社会科学における経営学の位置づけ ４ 

２．企業論 企業形態コーポレート・ガバナンス ４ 

３．経営管理 伝統的管理論行動科学的モチベーション ４ 

４．経営組織 経営組織の基本構造・形態 ４ 

５．個人と組織、集団の機能と組織 個人と組織、集団の機能と組織 ４ 

６．組織デザイン 組織構造と組織デザイン ４ 

７．組織文化 経営理念と組織の価値観 ４ 

（前期中間試験）   

８．リーダーシップ リーダーシップの機能とリーダーシップ ４ 

９ .経営戦略 経営戦略論 ４  

10．競争戦略 競争市場の規定要因 ４  

11．他戦略論 ビジネス・プロセス・リエンジニアリング ４  

12.日本的経営 日本的経営スタイル ４  

13．マーケティング ４Ｐ ‘ｓ ４  

14．マーケティング戦略 マーケティング・ミックス ４  

15．まとめ  ４ 

（前期期末試験）自宅学習時間合計 ６０ 

キーワード 組織個人経営戦略 

教科書 使用しない。適時プリントを配布。 

参考書 １.伊丹敬之・加護野忠男（ 1993）『ゼミナール経営学入門』日本経済新聞社  

2.桑田耕太郎・田尾雅夫（ 1998）『組織論』有斐閣 

小山高専の教育方針①～ ⑥との対応  ① 

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（Ｂ‐３）（Ｃ‐１）  

JABEE基準１の（１）との関係  (b)(d)(e) 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目  

現学年の関連科目  

次年度以降の関連科目  

連絡事項 

 

シラバス作成年月日 平成 21年 3月 29日 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

８．（田中、１週） 
 ビオトープの概念と現在の状況(自治体の取り組
み方など)、問題点 

  
ビオトープの問題点とその解決策について調べる 
  

  
4 
  

９. （Ｃ科新人、１週）  
CFC、エーロゾル などの発生原因、汚染状況、環
境への影響、対策と処理技術、オゾン層破壊機構
について 

 CFC の化学構造と特性、使用用途を調べる 
エーロゾルの発生原因および汚染状況を調べる 
  

4 
  
  

10. （Ｃ科新人、１週）  
CO2 の発生原因、汚染状況、環境への影響、対策
と処理技術、放射能についての基礎知識、放射能
物質、原子炉のしくみ、放射能汚染事故と環境へ
の影響、対策 

各国の CO2 発生量と産業革命後の大気中の CO2

組成変化と対策を調べる。 
放射能汚染事故について調べる 

4 

11．(瀧澤、1 週) 
各国、各地における高齢化の動向とその背景 

・世界の国々及び我が国の高齢化状況の課題 
・高齢社会関連用語の課題 

4 

12. (瀧澤、1 週) 
高齢者の身体・精神特性と高齢者を取り巻く環境
の在り方 

・高齢者関連用語の課題 
・高齢者関連法律の課題 

4 

13．（川上、１週） 
室内環境汚染のメカニズム、室内環境測定法及び
室内環境汚染対策 

  
各自の居室（自宅または研究室）の室内環境につい
て考察しなさい。 

4 

14．（川上、１週） 
廃棄物と再生資源  

 廃棄物の定義、特徴的な再生資源についてまとめ
なさい。 

4 

15．（川上、１週） 
再生資源を利用した材料  

 各自の専門分野または興味のある分野における廃
棄物の現状とリサイクルについてまとめなさい。 

4 

  自学自習時間合計 60 
キーワード リモートセンシング、電磁波、公害、異常気象、水環境、大気環境、土環境、高齢者、障害者、室内

環境汚染、廃棄物 
教科書 特になし（必要に応じて資料を配布する） 
参考書 １．船瀬俊介「電磁波被爆」双葉社(2003) （鈴木） 

２．荻野晃也「危ない携帯電話」緑風出版(2002) （鈴木） 
３．携帯電話から電磁波を中心として電磁界が生体へ及ぼす影響に関する小研究 三浦正悦 

（トランジスタ技術 2003 年 1 月号特設記事）（鈴木） 
４．原 雅則著「電気エネルギー工学通論」（オーム社）（甲斐） 
５．児玉徹「地球環境問題に挑戦する」培風館(1997) （田中） 
７．厚生白書、高齢者のための建築環境（日本建築学会編、彰国社） 

(その他高齢者関連図書多数あり（瀧澤） 
８．池田耕一「室内空気汚染の原因と対策」日刊工業新聞社（川上） 

小山高専の教育方針①～⑥との対応 ① 
技術者教育プログラムの学習・教育目標 
(C-1)資源やエネルギー、環境を考慮した技術を指向できる。 
(C-3)技術者として社会的責任や倫理観を自覚できる。 
JABEE 基準１の（１）との関係 (a)，(b) 
カリキュラム中の位置づけ 
前年度までの関連科目 電磁波工学、環境化学 
現学年の関連科目 光デバイス工学、電気磁気学特論、画像情報解析学 
次年度以降の関連科目 技術者倫理、画像情報解析学 
連絡事項 
１．地球環境というグローバルな視点から環境問題を考えて欲しい。（小林） 
２．学生へのメッセージ（鈴木）普段何気なく使っている携帯電話や身近にある電化製品から発生する電磁波が生体や心臓ペ
ースメーカ等の埋込型医療機器に及ぼす各種影響を紹介する。これを機に電車内での携帯電話の使用を控えてもらえると有
難い。  
  学生からの質問を大いに歓迎する（電子メールも可） 
３．講義時間以外でも質問がある場合は応じる。（田中、Ｃ科新人） 
４．近い将来 65 歳以上の高齢者は我が国の人口の 25％を占めるようになる。各種製品開発にあたっても高齢者は大きなタ
ーゲットにもなり、それは高齢者にとって使いやすい ものでなくてはならない。そのためにも高齢者の特性、想いを知り、理解
し、対応していく必要がある。本講義がその一助となることを願っている。(瀧澤) 
５．再生資源に関する情報をお待ちしています。（川上） 
シラバス作成年月日 平成 21 年 3 月 24 日 



５章 

 - 197 - 

（評価結果） 

 専攻ごとに専攻科の学習・教育目標を達成することを目的とした授業科目の流れが、体系性を持ち 

構築されている。また、全専攻共通の必修科目や専門科目内で共通に異分野を学べる科目などが、本

校の教育目標を達成するために適切に配置されていることで、異分野も含め横断的な開発型技術者の

育成が可能である。 

 

 

５-５-③： 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課程の編成

に配慮しているか。 

（状況） 

学生の他分野の専門を学習したいといったニーズに応えるため、専攻科では他専攻で開設されてい

る専門科目について４単位を超えない範囲で履修することを認めている。他にも、他の高等教育機関

で開設されている授業科目についても最大で16単位まで専攻科課程における単位として認定すること

ができる。これらのことは学生便覧記載の「専攻科の授業科目の履修等に関する規程」の第５条及び

「専攻科の履修の手引き」の（３．修了要件）に明記されている（資料５-５-③-１）。  

他高等教育機関との単位互換協定の基本となる栃木県内の大学、短大計14機関とのコンソーシアム

協定を締結している。他高等教育機関との単位互換はそれぞれの機関との単位互換協定が必要で、本

校においては宇都宮大学との間で単位互換協定を締結している（既出：資料５-１-②-２）。 

専攻科課程におけるインターンシップ（本校では専攻科の科目名称を「実務研修」としている）を

専攻科設立当初より開設し、３専攻とも（平成19年度より）必修科目に指定している。２週間の実務

研修と研修内容の発表を義務付け、１年前期に２単位を配当している。この「実務研修」は、学生が

社会での実務経験を積む貴重な機会として開設されている。実務研修における手続きを（資料５-５-

③-２）、要項を（資料５-５-③-３）、建築学専攻を例とした「実務研修」のシラバスと発表会プロ

グラム・発表会写真を（資料５-５-③-４）に、実務研修の実施状況（研修先）件数を（資料５-５-

③-５）に示す。 
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資料５-５-③-１：他専攻科目の履修規程及び他教育機関との単位互換規程 

 

専攻科履修の手引き 

３．修了要件 
 

専攻科を修了するためには「一般科目」及び「専門基礎科目」をあわせて10単位以上、「専門科

目」を48単位以上修得する必要があります(合計62単位以上修得)。 
 

           科 目 区 分 
 
  専 攻 名      単位数 

     一 般 科 目           専  門  科  目 
     一 般 科 目  専門基礎科目       専 門 科 目 
   必 修   選 択     選 択     必 修    選 択 

 電子システ 
 ム工学専攻 

 開設単位数 
 修得単位数 

 2単位 
 2単位以上 

6単位 
4単位以上 

 6単位 
 4単位以上 

 30単位 
 30単位以上 

 80単位 
 18単位以上 

 物質工学専攻  開設単位数 
 修得単位数 

 2単位 
 2単位以上 

6単位 
4単位以上 

 8単位 
 4単位以上 

 33単位 
 33単位以上 

 36単位 
 15単位以上 

 建築学専攻  開設単位数 
 修得単位数 

 2単位 
 2単位以上 

6単位 
4単位以上 

 8単位 
 4単位以上 

 26単位 
 26単位以上 

 42単位 
 22単位以上 

 
 専門科目として他専攻の専門科目を選択履修でき、課程修了単位の中に４単位まで繰り入れること

ができます。 

 
（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.2） 

 

専攻科の授業科目の履修等に関する規程 

 

小山工業高等専門学校専攻科の授業科目の履修等に関する規程 

 

制  定  平成 11 年 4 月 1 日 

改  正  平成 17 年 4 月 1 日 

＊＊＊省略＊＊＊ 

 

 (大学等における授業科目の履修及び単位認定申請) 

第 5 条 大学等で開設されている授業科目を履修した者が、当該科目の単位（以下「学外単位」とい

う。）の認定を受けようとするときは、成績証明書等、単位の修得を証明する書類を添えて

期限までに校長に申請するものとする。学外単位は、16 単位を限度として、専攻科における

授業科目を修得したものとみなすことができる。 

 

＊＊＊省略＊＊＊ 

 

 

（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.20） 
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資料５-５-③-２：実務研修の手続き 

 

専攻科履修の手引き 

 

５．履修方法並びに手続き 
 

＊＊＊省略＊＊＊ 
 
（５）実務研修 

    専攻科における学生の技術教育の自発的な動機付け、今後のカリキュラム選択、特別研究テーマの選択

や研究の進め方、将来の開発技術者としての心構えなどを学ぶために専攻科１年次に、専攻に即した実習を

企業等で実施します。この研修により実際の企業等における技術課題を把握し、解決法等をつぶさに体験し

ます。 

    専攻科において、教育上有益と認める実務経験を「実務研修」の単位として認定する 

ことができます。申請手続等については指導教員に相談してください。 

 

＊＊＊省略＊＊＊ 

 

 

６．実務研修（インターンシップ） 
 
 実務研修実施計画（２単位（９０時間以上））  専攻主任、指導教員 
 ・受入先事業所等の選定 
 ・受入先事業所等の実習指導者の指定 
 ・受入先事業所等への配属  
 ・研修、テーマ等に関する指導・助言 
 ・安全管理、就業心得等の事前指導 
 ・その他必要な事項 
 
 実務研修実施計画書（様式１）作成     専攻主任、指導教員 

  校長決済後 受入先事業所等との事務処理 
  ・依頼文書、契約書、誓約書等の送付（または学生渡し） 
  ・その他事務手続き上必要な事項 

 

 
 実務研修実施中               指導教員 
 ・事故、異常事態の処置、報告等 
 ・研修先事業所等との連絡調整、実地指導 
 ・その他必要な事項 
 
 実務研修終了時                               専攻主任、指導教員 
 ・学生提出書類の確認・指導 
  （実務研修証明書、実務研修報告書、実務研修日誌） 
  ・事後指導の実施 
       校長決済後 「実務研修実施計画書」とともに保管 
 
 実務研修報告会の計画 実施                 専攻主任、指導教員 
 ・発表会の企画・立案、学生指導 
 ・報告書作成指導 
 
 成績評価及び単位の認定           指導教員 
 
「実務研修」支援システム「ハイパーキャンパス」 
  受入先企業等を探すツールとして利用してください。ユーザーＩＤとパスワードは、以下のとお
りです。 

  利用サイトＵＲＬ  http://www.internship.tv 

 
 ユーザーＩＤ   C115701SM（半角文字です） 

 パスワード   42bbf786（半角文字です） 
 

（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.10-11） 
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資料５-５-③-３：実務研修要項 

 
 

小山工業高等専門学校専攻科実務研修要項 
 
 (趣旨) 
第1条 小山工業高等専門学校学則第46条に基づき行う専攻科実務研修(以下「実務研修」という。)は、この要

項の定めるところによる。 
 
 (目的)                              
第2条 実務研修は、企業又は官公庁等において技術体験を通じて実践的技術感覚を体得させるとともに、技

術体験で得た成果を学修に生かすことを目的とする。 
 
 (計画・実施)               
第3条 実務研修は、専攻主任及び指導教員が計画のうえ、実務研修実施計画書(様式1)を作成し、校長の許

可を得て実施するものとする。        
 
 (実施の時期及び時間) 
第4条 実務研修の時期は、1年次とし、90時間以上とする。 
 
  (経費) 
第5条 実務研修に要する費用は、原則として実務研修を行う学生(以下「実務研修生」という。)   の負担とす
る。 
 
  (実施責任者) 
第6条 実務研修を円滑に実施するため、専攻主任を実施責任者とする。 
 
 (指導教員の業務) 
第7条 指導教員は、専攻主任の指示のもとに次の業務にあたる。 

一 実務研修生の受入先事業所等の選定 
二 実務研修生の受入先事業所等の実習指導者の指定 
三 実務研修生の受入先事業所等への配属 
四 実務研修内容、テーマ等に関する指導・助言 
五 実務研修における安全管理(傷害保険への加入指導を含む。)・就業心得等の事前指導 
六 実務研修中に発生した事故又は異常事態の処置及び報告 
七 実務研修先事業所等との連絡調整 
八 その他必要な事項 

 
 (実地指導)               
第8条 専攻主任又は指導教員は、必要に応じ実務研修生に対し、受入先事業所等において実地指導を行う

ものとする。 
 
  (報告)                                                                
第9条 実務研修生は、実務研修修了後直ちに、次に掲げる書類を指導教員、専攻主任を経て校長に提出し

なければならない。 
一 実務研修証明書(様式2) 
二 実務研修報告書(様式3) 
三 実務研修日誌(様式4) 

 
 (成績評価及び単位の認定)      
第10条 所定の実務研修を修了した学生の評価は、次によるものとする。ただし、第4条に定める実務研修期

間を満了しない場合は、この限りでない。   
 一 実務研修の成績は、前条に定める内容等に基づき、指導教員が総合的に判断し評価する。 
 二 評価は、合否とし、合格の場合は、実務研修の単位を認定する。 

 
 (事務) 
第11条 実務研修に関する事務は、学生課が処理する。 
 
 (雑則) 
第12条 この要項に定めるもののほか、実務研修に関し必要な事項は、専攻科委員会委員長と専攻主任が協

議し校長が定めるものとする。     
 
        附 則 
   この要項は、平成11年 4月 1日から施行する。 
 
       附 則 抄 
 
       附 則 
   この要項は、平成 16 年 6 月 2 日から施行する。 
 

 

（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.23-24） 
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資料５-５-③-４：実務研修シラバス・発表会プログラム・発表会写真の例 

 

建築学専攻 

 

科目名 実務研修 英語科目名 Internship 

開講年度・学期 平成２１年度・前期 対象学科・専 
攻・学年 

建築学専攻・１年 

授業形態 講義 必修 or 選択 必修 

単位数 ２単位 単位種類 学修単位(45時間単位) 

担当教員 建築学専攻全教員 居室（もしく 
は所属） 

建築学科棟 

電話  E-mail  

授業の達成目標 

企業および研究機関等の研究室・技術開発室・設計部・現場管理部・製造部などにおいて、実務担当者の指導のもとに 
実務経験を積ませ、専攻課程で習得した知識の適用方法を体得させることを目的としている。 

１．実務と高専での学習の相違を自分の経験から説明できる。 

２．問題・課題発見から解決・究明に至るプロセスを体験した範囲で理解し、それを、表現できる。 

３．自分の行ってきた取り組みを客観的に捉え直しそれを表現できる。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

１～３．実務研修発表会において 60％以上の成績で評価する。 

評価方法 

研修中の指導者の評価と研修後の報告発表会内容による。 

授業内容 

１．対象企業等の基礎スタディ（５時間） 
２．対象企業等で指導者の指導の下に実務研修(８時間＊10 日) 

３．研修内容を取りまとめ、発表を行う(５時間) 

キーワード 企業、実務、研修 

教科書 --- 

参考書 --- 

小山高専の教育方針①～⑥との対応 ② 

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

(C-2)社会・経済と技術の共生の可能性を理解できる。 

(D-3)実社会の体験についての自らの考えを発表、報告できる。 

JABEE基準１の（１）との関係 d(2-d)、(h) 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 建築学科４,５年全科目 

現学年の関連科目 建築学専攻１年全科目 

次年度以降の関連科目 建築学専攻２年全科目 

連絡事項 

１．建築学専攻は必修ではないので、原則として研修先を専攻では斡旋しない。 
２．各自で担当教員と交渉の上、専攻の許可を得ること 

シラバス作成年月日 平成 21 年 3 月 31日 

（出典：小山高専ＨＰ） 

発表プログラム・発表写真 
 

平成 21年度 

 

 

建築学専攻 実務研修報告会 

 

 
 

平成 21年 11月 27日（金）13:05- 

場所：建築学科棟 2 階デザインスタジオ 
 
 
 

 
 

No. 時間 氏名 指導教員 研修先 

1 13:05-13:15 阿部 真理 豊川 斎赫 ドクターリフォーム サンセイ株式会社 

2 13:15-13:25 伊東 由里子 大島 隆一 有限会社 アトリエ慶野正司 

3 13:25-13:35 小森 達也 瀧澤 雄三 有限会社 岡田建築設計事務所 

4 13:35-13:45 小森谷 誠 川上 勝弥 五洋建設株式会社 

5 13:45-13:55 髙岩 佑圭 奥富 利幸 独立行政法人日本芸術文化振興会 

6 13:55-14:05 森田 歩 尾立 弘史 新日本製鐵株式会社 八幡製鉄所 

 
 

 
 

（出典：専攻科委員会資料） 

資料５-５-③-５：実務研修の実施状況（研修先）件数 

 
電子システム工学専攻 物質工学 建築学

年度 研修先 機械系 電気情報系 電子制御系 専攻 専攻 合計
平成21年度 企業 5 6 1 6 5 23

大学 2 2
その他 2 1 3

平成20年度 企業 6 2 4 7 4 23
大学 2 2
その他 1 1

平成19年度 企業 6 1 8 10 3 28
大学 0
その他 1 1

その他：独立行政法人の機構や市役所  
 

（出典：専攻科委員会資料） 
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（評価結果） 

 学生の多様なニーズに応え、専攻科課程の教育目標を達成する助けとなるように、他専攻の専門科

目を４単位まで、他高等教育機関の修得単位を16単位まで認定する仕組みが整っている。また、本校

と宇都宮大学との間では、単位互換協定を締結している。 

 社会からのニーズに対応したものとして、インターンシップによる単位認定も、専攻科設立以来設

定されており、必修科目として開設された「実務研修」は社会に配慮された効果のある科目といえる。 

 

 

５-６-①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランスが適切であ

り，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

（状況） 

専攻ごとの学年別配当単位数を（資料５-６-①-１～３）に示す。専攻科課程で開講されている授

業の形態は講義、演習、実験、実習に分類される。専攻科課程では、深い専門性と職業に必要な能力

を有する開発型技術者を育成するためには、専門分野の工学的現象や問題の解析及び解決能力を育成

する必要があるといった考えから、実験実習科目である「特別研究」と「専攻実験」が重要視されて

いる。そのため、３専攻とも必修科目として、「特別研究」を14単位以上と多くの単位数を設定して

いる。 

実験、実習、演習科目一覧を（資料５-６-①-４）に示す。実験、実習科目としては、「電子シス

テム工学専攻」及び「物質工学専攻」において「各専攻実験」を２単位の必修科目として設定してい

る。これらのシラバスを（資料５-６-①-５）に示す。実験、実習、演習科目の単位として、「電子

システム工学専攻」で28単位（専門開設単位全体の26％）を、「物質工学専攻」で29単位（専門開設

単位全体の42％）を、「建築学専攻」で24単位（専門開設単位全体の35％）を配当している。  

教育に工夫を行っている科目として（資料５-６-①-６）に、電子システム工学専攻（機械系）の

「電子システム工学専攻実験」及び、建築学専攻の「地域設計１」のシラバス及び授業の工夫例や授

業実施に係る要項等資料の例を示す。電子システム工学専攻（機械系）の「電子システム工学専攻実

験」では、実験を通して理論を解明・理解するための様々な教材の利用や教育方法の工夫を行ってい

る。この科目では、回転翼を作製し計測実験を行って性能や運動方程式の把握をするなど、理論と実

践の融合で学べるように工夫している。建築学専攻の「地域設計１」では、一部フィールド型授業の

形態をとりいれている。その地域に必要な施設設計を課題とし、小山市内駅前等の現場調査に赴き、

街の問題点や課題点を抽出させ、市役所等を訪れ統計資料の閲覧やヒアリング等を行うよう指導して

いる。これらの結果を考察・分析し建築デザイン設計に生かし、最後にその設計を発表する等の工夫

を行っている。 
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資料５-６-①-１：専攻科の学年別配当単位数（電子システム工学専攻） 

 

電子システム工学専攻

１年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期
応 用 英 語 １ 選択 2 2
応 用 英 語 ２ 選択 2 2
日 本 語 概 説 選択 2 2
技 術 者 倫 理 必修 2 2

8 4 2 2

複 素 関 数 論 選択 2 2
応 用 解 析 学 選択 2 2
応 用 科 学 選択 2 2

6 2 4 0

流 体 力 学 選択 2 2
熱 移 動 論 選択 2 2
エ ネ ル ギ ー 工 学 選択 2 2
塑 性 力 学 選択 2 2
計 算 力 学 選択 2 2
機 構 設 計 論 選択 2 2
Ｃ Ａ Ｄ ／ Ｃ Ａ Ｅ 演 習 選択 2 2
力 学 特 論 選択 2 2
生 産 シ ス テ ム 工 学 選択 2 2
シ ス テ ム デ ザ イ ン 必修 2 2
機 械 シ ス テ ム 制 御 選択 2 2
現 代 制 御 理 論 選択 2 2
シ ー ケ ン ス 制 御 選択 2 2
プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 論 選択 2 2
電 機 シ ス テ ム 制 御 選択 2 2
情 報 記 録 工 学 選択 2 2
光 制 御 工 学 選択 2 2
情 報 伝 送 工 学 選択 2 2
人 工 知 能 選択 2 2
ネ ッ ト ワ ー ク 構 成 論 選択 2 2
生 体 情 報 解 析 学 選択 2 2
画 像 情 報 解 析 学 選択 2 2
電 気 磁 気 学 特 論 選択 2 2
電 気 エ ネ ル ギ ー 工 学 選択 2 2
固 体 電 子 論 選択 2 2
電 気 材 料 特 論 選択 2 2
光 デ バ イ ス 工 学 選択 2 2
電 子 回 路 特 論 選択 2 2
電 子 工 学 特 論 選択 2 2
計 算 機 応 用 論 選択 2 2
情 報 科 学 選択 2 2
計 測 シ ス テ ム 論 選択 2 2
シ ス テ ム 同 定 論 選択 2 2
電 子 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
工 学 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
電 磁 エ ネ ル ギ ー 工 学 選択 2 2
光 波 応 用 工 学 選択 2 2
画 像 デ バ イ ス 特 論 選択 2 2
経 営 学 必修 2 2
産 業 財 産 権 必修 2 2
プ ロ ジ ェ ク ト デ ザ イ ン 必修 2 2
環 境 技 術 必修 2 2
科 学 技 術 史 選択 2 2
電子システム工学演習Ａ 選択 2 1 1
電子システム工学演習Ｂ 選択 2 1 1
ゼ ミ ナ ー ル 必修 2 1 1
電子システム工学専攻実験 必修 2 2
特 別 研 究 必修 14 3 5 6
実 務 研 修 必修 2 2
専 門 科 目 開 設 単 位 計 110 31 44 23 12
専 門 科 目 修 得 単 位
開 設 単 位 合 計 124 37 50 25 12
修 得 単 位 合 計

専門基礎科目開設単位数
専門基礎科目修得単位数 ４単位以上修得

授業科目 必修選択
の 別

単位数
学年別配当

備考

専 門 科 目

４８単位以上修得

６２単位以上修得

一般科目

一般科目開設単位計
一般科目修得単位 ６単位以上修得

専 門 基 礎
科 目

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.30） 
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資料５-６-①-２：専攻科の学年別配当単位数（物質工学専攻） 

 
物質工学専攻

１年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期
応 用 英 語 １ 選択 2 2
応 用 英 語 ２ 選択 2 2
日 本 語 概 説 選択 2 2
技 術 者 倫 理 必修 2 2

8 4 2 2

複 素 関 数 論 選択 2 2
応 用 解 析 学 選択 2 2
応 用 科 学 選択 2 2
化 学 数 学 選択 2 2

8 4 4

分 子 構 造 論 選択 2 2
機 器 分 析 特 論 選択 2 2
金 属 化 学 特 論 選択 2 2
複 合 材 料 選択 2 2
腐 食 工 学 選択 2 2
分 離 工 学 選択 2 2
有 機 合 成 化 学 選択 2 2
有 機 材 料 選択 2 2
生 物 機 能 化 学 選択 2 2
生 体 エ ネ ル ギ ー 論 選択 2 2
代 謝 生 理 学 選択 2 2
生 物 化 学 工 学 選択 2 2
免 疫 工 学 選択 2 2
ゼ ミ ナ ー ル Ⅰ 必修 2 1 1
ゼ ミ ナ ー ル Ⅱ 選択 1 1
ゼ ミ ナ ー ル Ⅲ 選択 1 1
シ ス テ ム デ ザ イ ン 必修 2 2
電 子 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
工 学 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
科 学 技 術 史 選択 2 2
産 業 財 産 権 必修 2 2
プロジェクトデザイン 必修 2 2
プレゼンテーション論 選択 2 2
環 境 技 術 必修 2 2
経 営 学 必修 2 2
物 質 工 学 演 習 必修 2 1 1
物 質 工 学 専 攻 実 験 必修 2 1 1
特 別 研 究 必修 15 1 3 5 6
実 務 研 修 必修 2 2
専 門 科 目 開 設 単 位 計 69 20 24 14 11
専 門 科 目 修 得 単 位
開 設 単 位 合 計 85 28 30 16 11
修 得 単 位 合 計

備考

一般科目

一般科目開設単位計
一般科目修得単位 ６単位以上修得

授業科目
必 修 選 択
の 別

単位数
学年別配当

４８単位以上修得

６２単位以上修得

専 門 基 礎
科 目

専門基礎科目開設単位数
専門基礎科目修得単位数 ４単位以上修得

専 門 科 目

 
 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.31） 
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資料５-６-①-３：専攻科の学年別配当単位数（建築学専攻） 

 

建築学専攻

１年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期
応 用 英 語 １ 選択 2 2
応 用 英 語 ２ 選択 2 2
日 本 語 概 説 選択 2 2
技 術 者 倫 理 必修 2 2

8 4 2 2

複 素 関 数 論 選択 2 2
応 用 解 析 学 選択 2 2
応 用 科 学 選択 2 2
建 築 数 学 選択 2 2

8 2 6

ま ち づ く り 論 選択 2 2
近 代 建 築 思 潮 史 選択 2 2
文 化 財 保 存 論 選択 2 2
地 域 施 設 計 画 論 選択 2 2
居 住 地 計 画 論 選択 2 2
環 境 デ ザ イ ン 論 選択 2 2
設 備 シ ス テ ム 論 選択 2 2
合 成 構 造 論 選択 2 2
建 築 耐 震 設 計 論 選択 2 2
建 築 構 造 解 析 学 選択 2 2
都 市 防 災 論 選択 2 2
バリアフリー・デザイン論 選択 2 2
建 築 弾 塑 性 力 学 選択 2 2
建 築 高 機 能 材 料 工 学 選択 2 2
シ ス テ ム デ ザ イ ン 必修 2 2
電 子 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
工 学 シ ス テ ム 概 論 選択 2 2
産 業 財 産 権 必修 2 2
プロジェクトデザイン 必修 2 2
環 境 技 術 必修 2 2
経 営 学 必修 2 2
科 学 技 術 史 選択 2 2
プレゼンテーション論 選択 2 2
地 域 設 計 １ 選択 2 2
地 域 設 計 ２ 選択 2 2
建 築 Ｃ Ａ Ｄ ・ Ｃ Ｇ 選択 2 2
特 別 研 究 必修 14 2 6 6
実 務 研 修 必修 2 2
専 門 科 目 開 設 単 位 計 68 22 18 18 10
専 門 科 目 修 得 単 位
開 設 単 位 合 計 84 28 26 20 10
修 得 単 位 合 計

授業科目 必 修 選 択
の 別

単位数
学年別配当

備考

一般科目

一般科目開設単位計
一般科目修得単位 ６単位以上修得

４８単位以上修得

６２単位以上修得

専 門 基 礎
科 目

専門基礎科目開設単位数
専門基礎科目修得単位数 ４単位以上修得

専 門 科 目

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.32） 
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資料５-６-①-４：各専攻の実験、実習、演習科目の単位配当 

 

電子システム工学専攻

単位
前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 合計

実験 電子システム工学専攻実験（２） 特別研究（３）＜必修＞ 特別研究（５）＜必修＞ 特別研究（６）＜必修＞
＜必修＞

単位小計 2 3 5 6 16

実習 実務研修（２）＜必修＞

単位小計 2 0 0 0 2

電子システム工学演習A 電子システム工学演習A
演習 （１）＜選択＞ （１）＜選択＞

電子システム工学演習B 電子システム工学演習B
（１）＜選択＞ （１）＜選択＞
ゼミナール（１）＜必修＞ ゼミナール（１）＜必修＞
応用英語１（２）＜選択＞ 応用英語２（２）＜選択＞

単位小計 5 5 0 0 10
単位合計 9 8 5 6 28
専門開設科目 31 44 23 12 110

割合 29.0% 18.2% 21.7% 50.0% 25.5%

物質工学専攻

単位
前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 合計

実験 特別研究（１）＜必修＞ 特別研究（３）＜必修＞ 特別研究（５）＜必修＞ 特別研究（６）＜必修＞

物質工学専攻実験（１）＜必修＞ 物質工学専攻実験（１）＜必修＞

単位小計 2 4 5 6 17

実習 実務研修（２）＜必修＞

単位小計 2 0 0 0 2

演習
物質工学演習（１）＜必修＞ 物質工学演習（１）＜必修＞
ゼミナールⅠ（１）＜必修＞ ゼミナールⅠ（１）＜必修＞ ゼミナールⅡ（１）＜選択＞ ゼミナールⅢ（１）＜選択＞
応用英語１（２）＜選択＞ 応用英語２（２）＜選択＞

単位小計 4 4 1 1 10
単位合計 8 8 6 7 29
専門開設科目 20 24 14 11 69

割合 40.0% 33.3% 42.9% 63.6% 42.0%

建築学専攻

単位
前　　期 後　　期 前　　期 後　　期 合計

実験
特別研究（２）＜必修＞ 特別研究（６）＜必修＞ 特別研究（６）＜必修＞

単位小計 0 2 6 6 14

実習 実務研修（２）＜選択＞
地域設計1（２）＜選択＞ 地域設計2（２）＜選択＞

単位小計 4 2 0 0 6

演習

応用英語１（２）＜選択＞ 応用英語２（２）＜選択＞

単位小計 2 2 0 0 4
単位合計 6 6 6 6 24
専門開設科目 22 18 18 10 68

割合 27.3% 33.3% 33.3% 60.0% 35.3%

学年
１　　　　年 ２　　　年

学年
１　　　　年 ２　　　年

学年
１　　　年 ２　　　　年

 
 

（出典：平成 21 年度学生便覧より作成） 
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資料５-６-①-５：実験実習科目シラバスの例 

 

電子システム工学専攻（機械工学系） 

電子システム工学専攻実験 

電子システム工学専攻（電気情報工学系） 

電子システム工学専攻実験 
科目名  電子システム工学専攻実験 英語科目名  Experimental Practice on Electronic 

System Engineering 

開講年度・学期  平成２１年度・前期 対象学科・専攻・学年 電子システム工学専攻 1年 

授業形態  演習＋講義  必修 or選択  必修  

単位数  ２単位  単位種類  学修単位（４５時間単位）  

担当教員  菊地吉郎 高島武雄  

田中好一 伊澤 悟  

居室（もしくは所属） 機械工学科棟１階 専攻科棟４階機械

工学科棟１階 機械工学科棟１階  

電話  0285-20-2209ほか  E-mail  kikuchi@oyama-ct.ac.jpほか 

授業の達成目標  

１．機械工学の基礎科目（熱力学，流体力学，材料強度学，機械加工，制御工学）に関する実験の手法を身につける． 

２．実験データの処理，報告書の書き方の理解を深める．  

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法  

１～２．授業内容１～５の成績を平均して評価する．実験の実施と報告書の提出が前提である． 

評価方法  

授業への出席を前提として，実験の報告書提出(60％)と内容(40%)で評価する．  

授業内容  

１．機械材料の強度特性に関する実験（３週）  

２．切削加工における切削条件と表面粗さの関係に関する実験（３週）  

３．回転翼の製作実験（３週）  

４．熱伝達に関する実験（３週）  

５．総合学習・予備（３週） 

キーワード  材料強度，切削加工，回転体の運動，熱伝導  

教科書  指定しない． 

参考書  必要に応じて指定する．  

小山高専の教育方針①～⑥との対応   
技術者教育プログラムの学習・教育目標  

（Ａ－２），（Ｂ－２）  

JABEE基準１の（１）との関係  ｄ（２－ａ），（ｇ） 

カリキュラム中の位置づけ  

前年度までの関連科目  数学（微分・積分学，微分方程式），物理，機械工学科専門科

目 
現学年の関連科目  応用数学，応用物理，熱移動論，流体力学，電子システム工学

演習Ａ 

次年度以降の関連科目  機械工学の応用に関する専門科目，特別研究など 
連絡事項  

１．予習→実験テーマに関連する教科を調べておく．テキストがある場合は予習する．  

２．授業→はじめにテーマ内容の講義を受けたのちに，実験を行いレポートを提出する．  

３．実験に関連する課題に取り組む．質問は随時行う． 

シラバス作成年月日  平成 21年 3月 12日 

  

科目名  電子システム工学専攻実験  英語科目名  Laboratory in Advanced Course  

開講年度・学期  平成２１年度・前期  対象学科・専攻・学年 電子システム工学専攻（電気情報系） 1年 

授業形態  実習  必修 or選択  必修 

単位数  ２単位  単位種類  学修単位（４５h） 

担当教員  担当教員  居室（もしくは所属） 電気物質棟１階・２階・専攻科棟５階  

電話   E-mail   
授業の達成目標  

１．電子計測機器の取扱いができること。  

２．計測装置の必要性を説明できること。  

３．必要に応じて新しい計測システムの立案・構成が行える。  

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法  

１．機器の取り扱い説明をうけた上で、正しく取り扱えることで評価する。  

２，３ 提出リポート等の内容で評価する。  

評価方法  

実験の取り組み要領および提出リポート等の内容をテーマごとに評価した上で、算術平均により評価する。  

授業内容  

本実験はガイダンス後に原則として各コースで４週ずつ巡回して行い、ガイダンス・レポート指導と併せて１５週となる。 

【αコース】  

１．PACAD/EMTDC によるシミュレーション技術(甲斐)  

２．インバータの系統連系手法（北野）  

【βコース】  

３．誤り訂正符号の特性評価実験(正本)  

【γコース】  

４．セラミクス系電子材料の電子輸送特性に関する実験（森）  

５．フラウンホーファ回折実験（土田）  

６．プラズマおよびオゾン生成に関する実験（田中）  

７．電子物性の数値解析システム構築実験（山田）  

キーワード  インバータ、データベース、Webツール、超伝導、レーザ、放電応用 

教科書   

参考書   
小山高専の教育方針①～⑥との対応  ②豊かな感性と創造力の育成 
技術者教育プログラムの学習・教育目標  

(A-1）科学や工学の基本原理や法則を身につける。 

（B-1）実験や観察、調査、製作を行って結果や結論が導ける。 

（D-2）実験や調査結果を口頭発表して議論できる。 

JABEE基準１の（１）との関係  (b),(c),(f) 

カリキュラム中の位置づけ  

前年度までの関連科目   

現学年の関連科目   

次年度以降の関連科目   
連絡事項  

指導書に指示された通り実験を行うのではなく、実験テーマに関する実験の原理・方法・結果の解析について自ら調べて取り

組む姿勢が要求される。共同実験と言うよりは、各自異なるテーマを設定されることが多い。 

シラバス作成年月日  平成 21年 2月 25日 

  
 

電子システム工学専攻（電子制御工学系） 

電子システム工学専攻実験 

 

物質工学専攻 

物質工学専攻実験 
科目名 専攻実験 英語科目名  Experiment of Engineering 

開講年度・学期 ２００９年度・前期 対象学科・専攻・学年 専攻科電子システム工学専攻１年 

（電子系） 

授業形態 実験 必修 or選択 必修 

単位数  単位種類 学習単位（９０時間単位） 

担当教員 金野茂男、鹿野文久、西野

聡、伊藤久夫 

居室（もしくは所属） 電子制御科棟３階、その他 

電話 0285-20-2259、その他  E-mail  kinno@oyama-ct.ac.jp、その他 

授業の達成目標 

１．電子システム専攻科生の中で、電子系の専攻生向けに開講するので、本科での実験力量を基礎に、更なる実験力量を習得す

る。２．実験分野はより高度に、かつ多岐にわたるが、しっかりと習得する。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

１．実験への出席、及び実験態度 

２．報告書の提出、及び内容 

評価方法 

１．実験への出席、及び実験態度 

２．報告書の提出、及び内容 

授業内容 授業内容に対する予習項目 

１．ガイダンス 

２．電子工作－磁気独楽の制作 

３．Ｚ－８０による入出力制御実験 

４．カラー画像システムと色彩計測 

 

キーワード 実験 

教科書  

参考書  
技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（Ｂ－１） 

JABEE基準１の（１）との関係 （ｄ（２－ｂ））、（ｆ）、（ｈ） 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目  

現学年の関連科目  

次年度以降の関連科目  
連絡事項 

 

シラバス作成年月日：２００９年３月１６日 

  

科目名 物質専攻実験 英語科目名  Advanced Course Experiments 

開講年度・学期 平成２１年度・通年 対象学科・専攻・学年 物質工学科専攻科 1年 

授業形態 実験 必修 or選択 必修 

単位数 ２単位 単位種類 履修単位（90時間単位） 

担当教員 武成祥 居室（もしくは所属） 電気・物質棟 4階 

電話  0285-20-2809  E-mail  wuc @oyama-ct.ac.jp 

授業の達成目標 

１．様々な測定機器の使用法を習得する。 

２．データの解析法を理解する。 

３．機器の構造や測定原理を把握する。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

１．実験装置や器具の操作方法および測定方法の適確さで評価する。 

２．測定データの理論に基づく解析方法の理解度で評価する。 

３．作成された実験報告書の内容と水準で評価する。 

評価方法 

評価は、授業中の実験態度や実験報告書の内容を下記 2項目の加重平均によって総合的に行う。 

１．実験の理解度と実施内容（４０％） 

２．実験報告書の内容とレベル（６０％） 

３．定期試験は行わない。 

授業内容 授業内容に対する予習項目 

無機化学系実験 

１）交流インピーダンス測定による材料の耐食性評価 

２）粉末Ｘ線回折 

３）鉄の腐食と防食 

４）銅（II）錯体の吸収スペクトルに及ぼす配位子場の強さの影響 

５）金属酸化物サーミスターの製造と温度特性の測定 

６）走査型電子顕微鏡（SEM）による表面観察 

７）熱重量・示差熱分析器による脱水反応過程の検討 

すべての実験テーマについて実験テキス

トの通読と実施予定の実験テーマ概要の

全体理解すること。 

キーワード  X線回折、電気化学、インピーダンス、結晶学、腐食、防食、錯体、配位子場、サーミスター、温度測定、電

子顕微鏡、めっき、示差熱分析、熱重量分析 

教科書 自作テキストプリント 

参考書 実験テーマに関連するもの 

小山高専の教育方針 1～6との対応  2 4 6 

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（B-1）実験や観察、調査、製作を行って結果や結論が導ける。  

JABEE基準１の（１）との関係  d(2-b)，f，h 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 なし 

現学年の関連科目 なし 

次年度以降の関連科目 なし 

連絡事項 

１．クラスを２組に分け、物理化学系と無機化学系の実験を行い、後期に交代しして実施する。 

２．各クラスでは二人一組で一つのテーマを２週間かけて行い、翌週にレポートを提出させる。 

３．半期に 1回実験について発表を行う。発表について評価を行いレポート 1回分とする。 

シラバス作成年月日：平成２１年３月３１日 

  
（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料５-６-①-６：教育に工夫を行っている科目のシラバス及び授業実施資料等の例 

 

電子システム工学専攻（機械工学系）科目 

「電子システム工学専攻実験」シラバス 授業の工夫例 
科目名  電子システム工学専攻実験 英語科目名  Experimental Practice on Electronic 

System Engineering 

開講年度・学期  平成２１年度・前期 対象学科・専攻・学年 電子システム工学専攻 1年 

授業形態  演習＋講義  必修 or選択  必修  

単位数  ２単位  単位種類  学修単位（４５時間単位）  

担当教員  菊地吉郎 高島武雄  

田中好一 伊澤 悟  

居室（もしくは所属） 機械工学科棟１階 専攻科棟４階機械

工学科棟１階 機械工学科棟１階  

電話  0285-20-2209ほか  E-mail  kikuchi@oyama-ct.ac.jpほか 

授業の達成目標  

１．機械工学の基礎科目（熱力学，流体力学，材料強度学，機械加工，制御工学）に関する実験の手法を身につける． 

２．実験データの処理，報告書の書き方の理解を深める．  

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法  

１～２．授業内容１～５の成績を平均して評価する．実験の実施と報告書の提出が前提である． 

評価方法  

授業への出席を前提として，実験の報告書提出(60％)と内容(40%)で評価する．  

授業内容  

１．機械材料の強度特性に関する実験（３週）  

２．切削加工における切削条件と表面粗さの関係に関する実験（３週）  

３．回転翼の製作実験（３週）  

４．熱伝達に関する実験（３週）  

５．総合学習・予備（３週） 

キーワード  材料強度，切削加工，回転体の運動，熱伝導  

教科書  指定しない． 

参考書  必要に応じて指定する．  

小山高専の教育方針①～⑥との対応   
技術者教育プログラムの学習・教育目標  

（Ａ－２），（Ｂ－２）  

JABEE基準１の（１）との関係  ｄ（２－ａ），（ｇ） 

カリキュラム中の位置づけ  

前年度までの関連科目  数学（微分・積分学，微分方程式），物理，機械工学科専門科

目 
現学年の関連科目  応用数学，応用物理，熱移動論，流体力学，電子システム工学

演習Ａ 

次年度以降の関連科目  機械工学の応用に関する専門科目，特別研究など 
連絡事項  

１．予習→実験テーマに関連する教科を調べておく．テキストがある場合は予習する．  

２．授業→はじめにテーマ内容の講義を受けたのちに，実験を行いレポートを提出する．  

３．実験に関連する課題に取り組む．質問は随時行う． 

シラバス作成年月日  平成 21年 3月 12日 

  

学科：電子システム工学専攻機械系 
科目：電子システム工学専攻実験 
工夫の内容：実験を通じて理論を解明・理解するための様々な教材の利用や教育方法の工夫を行っている。 
 
実例 

実例 
学生が手道具で竹を加工して自分なりに工夫した回転翼を製作し、計測実験を行って性能を把握

し、運動方程式を考えることに取り組んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製作した回転翼 
 

実例 
・「ラプラス変換法による熱物性値の測定」のテーマの実験では，加熱の条件が任意加熱法とも呼

ばれる方法で，固体の熱拡散率の測定を行っている．非定常熱伝導方程式と測定値から，物性値を

求める理論を学ぶとともに，実験を通じて，センサー（熱電対）と測定器によって得られる温度変

化のデータをデジタル値で計測収集し，積分など情報処理（数値解析），報告書の作成まで学べる

ように工夫している． 

  
建築学専攻科目 

「地域設計１」シラバス 授業実施に係る要項等資料の例 

 

科目名 地域設計１ 英語科目名  Community Design I 
開講年度・学期 平成２１年度・前期 対象学科・専攻・学年 建築学専攻１年 
授業形態 実験実習 必修 or選択 選択 
単位数 ２単位 単位種類 学修単位（４５ｈ） 
担当教員 瀧澤雄三 居室（もしくは所属） 建築学科棟３階 
電話  0285-20-2830  E-mail  
授業の達成目標  
1．地域・地区の分析方法を理解する。その機能とデザインの整合性、まちづくり的観点からの設計ができる。  
2．タウン・ウォッチング及び地区データの分析結果をまとめ、的確に表現し、プレゼンテーションすることが出来る。  
3．デザインサーベイやタウン・ウォッチングの結果を、建築設計のリソースとする方法を理解する。  
4．自身の提案を、図面と模型のプレゼンテーションによって的確に表現することができる。 
各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法  
1~4．各スケジュールにおける提出物内容と質疑応答からの理解度で評価するとともに、口頭発表及び提出作品の内容を設
定水準で評価する。 
評価方法 
以下の４項目を加重平均で評価する。  
1．タウンウォッチング（ 50%）  

(1)プレゼンテーション能力 (10%)  
(2)調査の視点 (10%)  
(3)調査資料の分析力 (10%) 
(4)調査資料のまとめ方 (10%)  
(5)発表会での質問状況 (10%)  

2．プロポーザル（最終提出作品）の計画内容 (50%)  
(6)プレゼンテーション能力 (10%)  
(7)計画施設の内容 (コンセプト、機能 ) (20%)  
(8)計画施設の図面表現 (20%) 

授業内容 
１．課題説明及びサーベイ・分析方法の説明 (1週) 

（対象地区の問題点や特徴等を、どのようにしたら把握・分析できるかをよく考えること。） 
２．タウン・ウォッチング及び地区データ収集 (3週) 

（対象地区の何をサーベイするか、どんなことを分析するかをよく考え、自分なりの視点と的確な調査方法を考えた上で行
うこと。） 
３．調査レポート作成・データ分析 (1週) 

（対象地区の現状や問題点、特徴等をいかに的確に示すかを十分考え、図表等を作成すること。） 
４．調査結果プレゼンテーション (1週) 

（自分の言葉で、的確にプレゼンテーションすること。） 
５．提案施設のプロポーザル (2週) 

（必ずエスキースと模型を用意すること。） 
６．配置計画 (1週) 

（必ずエスキースと模型を用意すること。） 
７．平面計画 (2週) 

（必ずエスキースと模型を用意すること。） 
８．断面・率面計画 (２週 ) 

（必ずエスキースと模型を用意すること。） 
９．計画案提出 (1週) 

（プロポーザルの図面と模型を用意すること。） 
１０．プレゼンテーション (1週) 

（自分の言葉で、的確にプレゼンテーションすること。） 
キーワード まちづくり、地区、分析、地域施設、空間構成、提案 
教科書 特になし。必要に応じ資料配付。 
参考書 各種建築雑誌、建築作品集、まちづくりに関する図書多数あり。 
小山高専の教育方針①～⑥との対応  ① 
技術者教育プログラムの学習・教育目標 
（A-3）専門分野の課題や問題点を把握して解決方法が考えられる。 
（B-1）実験や観察、調査、製作を行って結果や結論が導ける。 
（C-2）社会・経済と技術の共生の可能性を理解できる。 
（D-2）実験や調査結果を口頭発表して議論できる。  
JABEE基準１の（１）との関係  D(2-b)、(e)、(f)、(g)、(h) 
カリキュラム中の位置づけ 
前年度までの関連科目 建築設計Ⅰ (A,B)・Ⅱ(A,B)、建築計画Ⅰ・Ⅱ・ Ⅲ 
現学年の関連科目 まちづくり論、地域施設計画論 
次年度以降の関連科目 居住地計画論、文化財保存論、バリアフリー・デザイン論 
連絡事項 
１．提出物の内容を評価するため、未提出の場合には評価対象にならないので十分に注意すること。 
２．また施設計画にあたっては、毎回エスキース図面と模型を必ず用意すること。 
３．地域施設の提案・計画をしていく上では、対象地区の分析とともに現地をしっかりと自分の目で見ることが非常に重要であ
る。従って、対象地区を丹念に歩き、その場所の特性と提案建物との関係性を読み取ってほしい。 
４．常日頃から建築雑誌や建築作品などに触れ、興味を持った建築物は実際に訪れ見て欲しい。 
シラバス作成年月日 平成２１年２月２３日 

 

 

■  地域設計１                                                 Y.TAKIZAWA 

 

●課題:「 OYAMA  Town Watching ＆ Proposal 」 

 

●趣旨： 小山市駅西地区を対象に、「まちづくり」の演習を行う。 

 「まち」を観察（Watching）し、調べ（Research）、新たな発見とともに、問題点や良い

点、あるいは特徴等を分析する。その結果を基に、小山駅西地区が今後どの様な「まち」

になっていくか、あるいはどの様な「まち」であるべきかを考え、提案（Proposal）を行

う。「まちづくり」は、①「まち」という空間と、②そこにいる人々の「生活」、そし

て③その両者の関係をつくっていくことである。 現実の「まち」に積極、果敢にアタ

ックすることを期待する。 

 

●Watching例：公園・緑地・樹林、空き地・駐車場、商業・業種、建物・構造種別、 

         公共施設、社寺仏閣・道祖神・ほこら・鳥居、道路・交通、夜の表情、 

         祭り・行事、路地空間、駐輪・駐車、人口動態・高齢化状況、景観、 

         人の流れ・動き・子供の遊び、史跡・文化財、蔵・保存したいもの、 

         ゴミ・遺失物、危険箇所・危険物、看板・ネオンサイン、面白い建物、 

         犬・猫・やくざ、戸建て住宅・集合住宅・マンション、 

 

●Watchingの方法例：探検、観察、ヒアリング調査、アンケート調査、 

           統計資料の調査、市勢要覧 等々 

 

●Watching成果物/提案（Proposal）の例： スケッチ、文章、写真、図面、ビデオ、絵本 等々 

             (注)エスキース等は全て保存しておき、最後に提出すること。 

 

●スケジュール： 

   ４／１６(木） 課題説明および現地プレ調査 

    ／２３(木） Town Watchingの方法・方針の決定 

   ／３０(木） Town Watching の実施およびデータ整理・図表化 

                （必ず出かける前にチェックを受ける） 

   ５／ ７(木）    同 上 

    ／１４(木）    同 上 

     ／２１(木）    同 上 

     ／２８(木）  Town Watching のデータ分析・成果物の作成 

    ６／ ４(木） 「Town Watching 」発表会 

   ／１１(木） 提案施設のProposal  
   ／１８(木）  配置計画、平面計画、断面計画、立面計画等の検討・作成 

     ／２５(木）    同 上 

    ７／ ２(木）    同 上 

   ／ ９(木）     同 上 

     ／１６(木） 計画案の提出・プレゼンテーションの作業 

   ／２３(木） 「プレゼンテーション」（提案施設の発表会）   

（出典：小山高専ＨＰ及び担当者授業実施資料） 



５章 

 - 209 - 

（評価結果） 

 専攻科では、深い専門性を有する開発型技術者の育成を目指していることから、実験、実習科目と

して「特別研究」が重要視された教育課程となっている。この特別研究を中心に実験、実習、演習科

目は、各専攻とも計24～29単位を配当している。これは、開設されている専門科目の単位数に対し全

体の25～40％程度を占めており、教育目的に照らし合わせた設定となっている。したがって、講義、

演習、実験、実習等の授業形態のバランスが適切である。  

教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫として、電子システム工学専攻における「電子システム

工学専攻実験」での工夫例や、建築学専攻における「地域設計１」に、授業の達成目標に合わせた担

当教員の工夫がみられる。 

 

 

５-６-②： 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が行われてい

るか。 

（状況） 

学生の創造性を育む教育の例として、全専攻共通の専門科目「プロジェクトデザイン」と建築学専

攻の専門科目「地域設計１」がある。これらの科目のシラバス及び授業実施資料を（資料５-６-②-

１）に示す（建築学専攻科目「地域設計１」は（既出：資料５-６-①-６））。なお、これらはＥＤ

（エンジニアリングデザイン）教育として位置付けられた授業である。 

創造性を育む教育方法の成果として、専攻科修了生の就職先企業を対象に実施した、専攻科修了生

の資質・能力に関するアンケート結果を（資料５-６-②-２）に示す。また、専攻科在学生に実施し

た、学習達成度の「創造力」、「問題解決能力」、インターンシップの活用による「コミュニケーシ

ョン能力」や「社会のニーズを理解する力」等に関するアンケート結果を（資料５-６-②-３）に示

す。 

なお、インターンシップの活用については、全専攻共通で専門必修科目として実施している（既

出：資料５-５-③-２～４）。 
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資料５-６-②-１：創造性を育む教育科目の例 

 

全専攻共通専門科目 

「プロジェクトデザイン」  

シラバス 授業実施に係る要項等資料の例 

  

 

科目名 プロジェクトデザイン 英語科目名  Project Design 

開講年度・学期 平成２１年度・後期 対象学科・専攻・学年 全専攻・１年 

授業形態 講義 必修 or選択 必修 

単位数 ２ 単位種類 学習単位（１５＋３０） 

担当教員 尾立弘史他 居室（もしくは所属） 建築学科棟２Ｆデザインスタジオ内 

電話  0285-20-2835  E-mail  
授業の達成目標 

与えられたテーマに対して自らの発想でプロジェクトが設定できる。 

プロジェクトに対して達成のための適切なプロセスを探すことができる。 

専門分野の異なるメンバーのチーム内で良好なコミュニケーションができ、作業が分担できる。 

プロジェクトの進展内容と結果を適切にプレゼンテーションができる。 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

プロジェクトの段階ごとに適切な提案のレポートが作成できる。 

共同作業により適切な作業プロセスが設定でき、プロセスのスケジュール管理ができる。 

プレゼンテーションが説得力を持つ。 

評価方法 

指導教員の評価４０％（プロジェクトの内容、レポートの内容、スケジュール管理、プレゼンテーション） 

チーム内の相互評価３０％（コミュニケーション・作業の貢献度） 

他チームの評価３０％（プロジェクトの新鮮さ、プレゼンテーションの説得力） 

授業内容 授業内容に対する自学自習項目 自学自習時間 

ひとつのテーマに対して２～５週程度で実施する班別の共同

作業である。 

共通：ガイダンス、テーマ、スケジュール説明班分け、班別：テ

ーマごとに、必要に応じて以下の作業を繰り返す。 

１、プロジェクトの設定、代表者選出 

２、マーケティング 

３、プロセスの設定 

４、仕様書・詳細設計 

５、製作 

６、プレゼンテーション 

７、評価 

作業内容はテーマによって異なり、必須作業の指示がある場

合もある。テーマは確定していないがおおよそ以下のようなも

のを想定している。 

１、技術と人間環境を融合した空間デザイン 

２、地震時の高層アパート難民支援器具 

３、家事援助ロボット 

４、新業態の店舗 

５、新しい介護ビジネス 

テーマとそのプロジェクトにより毎回指示する。

共同作業であるが、提出するレポート類は個人

別が大半である。 

計６０時間 

自学自習時間合計 ６０ 

キーワード 創造性、チームワーク、プロセス管理 

教科書  

参考書  
小山高専の教育方針①～⑥との対応  ②  

技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（B-3）技術的課題や問題の全体的な解決方法を明らかにできる。（C）技術と自然や社会のかかわりを理解する。  

JABEE基準１の（１）との関係 ｄ（２‐ｃ） 

カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 各学科専門科目全般 

現学年の関連科目 システムデザイン、産業財産権 

次年度以降の関連科目 技術者倫理、特別研究 

連絡事項 

テーマごとに指導教員が変更になる。 

シラバス作成年月日 ２００９年３月 

 
 

授業日程 
プロジェクトデザイン 日程 ２００９年度

回 月日 曜日 行事 担当
1 2009/10/7 （水） 建築 尾立
2 2009/10/14 （水） 〃　 尾立
3 2009/10/21 （水） 〃　 尾立
4 2009/10/28 （水） 物質 田中
5 2009/11/4 （水） 〃　 田中
6 2009/11/11 （水） 〃　 田中
7 2009/11/18 （水） 電子 渡辺
8 2009/11/25 （水） 〃　 渡辺
9 2009/12/2 （水） 中間試験 〃　 渡辺

10 2009/12/9 （水） 〃　 渡辺
11 2009/12/16 （水） 電子 西野グループ

冬季休業
12 2010/1/6 （水） 〃　 西野グループ
13 2010/1/13 （水） 〃　 西野グループ

2010/1/20 （水） 推薦選抜
14 2010/1/27 （水） 〃　 西野グループ

2010/2/3 （水） 予備日
2010/2/10 （水） 定期試験

15 2010/2/17 （水） 答案返却 〃　 西野グループ  
 

 
震災時の高層難民を支援する装置物資の輸送を中心に 尾立

時間目安 計

2009/10/7 （水） ガイダンス 5 代表者
班分け 5 記録係り
班内自己紹介 5
第1回テーマ説明 10
班別討議 方針 20 マーケティング
質疑 10 類似技術製品
班別討議 役割分担 20 特許
次週までの作業分担 提出 5 80 利用技術

価格
自宅学習 各自の作業 班作業

簡易プレゼンボード作成

2009/10/14 （水） 班別代表者の中間発表 コメント 30 ５分＊６
質疑と教員のコメント 30
個人別宿題提出
班別討議 方針 20
次週までの作業分担 提出 5 85

自宅学習 各自の作業 班作業
パワポの作成

2009/10/21 （水） 発表会 社会的意義
班代表者の発表 30 ５分＊６ 製作上の制約
個人の役割と参加内容のコメント 30 ５分＊６
質疑と評価
各個人が他の班を評価
提出物 パワポの印刷物

各個人の役割と参加の程度がわかるレポート
班持ち点１００の個人別分配方法

評価を班ごとに集計する 20
80

評価者 班名 氏名
個人の他班評価表 班１ 2 3 4 5 6

独創性
実現性
プレゼン方法
計

評価項目毎に5点満点、平均3点  
 

 
 

 

（出典：小山高専ＨＰ及び担当者授業実施資料） 
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（評価結果） 

 全専攻共通で実施している専門科目「プロジェクトデザイン」を、創造性を育む授業として本校の

教育目標に指定しており、各学科の異なる専門分野の教員が指導を行っている。授業形態にも工夫が

見られ、総合的プロジェクトの遂行のため、全専攻学生を班分けし、専門分野の異なるメンバーで共

同作業やプレゼンテーション作業を行わせ、創造性への取り組みを充実させている。なお、平成21年

度において受講した全専攻科生がこの科目を修得している。このように、全専攻共通で実施している

専門科目「プロジェクトデザイン」を、新しく設定した創造性教育の取組みとして位置付けている。 

専攻科修了生の就職先企業に対して実施した平成21年度のアンケート結果において、調査対象企業が

非常に少ないため正確な判断はできないが「普通」や「かなりそうである」等の回答を得ており、修

了生は、「創造性」、「問題解決能力」を持つ学生と評価されている。また、専攻科在学生に対して

資料５-６-②-２：専攻科生就職先企業の専攻科修了生の資質・能力に関するアンケート結果 

全くその
通りであ

る

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
当該
平均

全体
平均

1 0 0 1 0 0 2 3 3.00 3.43

2 0 0 1 0 0 2 3 3.00 3.29

3 0 0 1 0 0 2 3 3.00 2.51

4 0 1 0 0 0 2 3 4.00 3.75

5 0 1 0 0 0 2 3 4.00 3.55

6 0 1 0 0 0 2 3 4.00 3.46

7 0 1 0 0 0 2 3 4.00 3.41

8 0 0 1 0 0 2 3 3.00 2.69

9 0 1 0 0 0 2 3 4.00 3.27

情報技術力が高い。

コミュニケーション能力が高い。

国際感覚が豊かである。

社会のニーズに関心が高い人間性を有している。

入社あるいは入学している小山高専の卒業生（修了生）の資質・能力についてご質問致します。

感性や創造力が豊かである。

自然科学系の学力が高い。

英語の能力が高い。

専門領域における基礎的能力が高い。

専門領域における問題解決能力が高い。

設問内容

Ⅰ．小山高専卒業生の資質・能力

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート(企業版)） 

資料５-６-②-３：専攻科生の学習達成度に関する自己評価アンケート結果 

専攻科 1 年 

全く
その通り
である

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
全体
平均

7 9 6 10 2 0 0 27 3.81

8 8 9 9 1 0 0 27 3.89

9 10 5 11 1 0 0 27 3.89

10 8 8 9 1 1 0 27 3.78

11 6 7 6 7 1 0 27 3.37

12 9 8 9 1 0 0 27 3.93

13 11 8 7 0 0 1 27 4.15

14 8 6 12 0 0 1 27 3.85

15 7 9 8 2 0 1 27 3.81

16 7 6 10 2 1 1 27 3.62

17 3 5 10 7 1 1 27 3.08

18 7 4 13 2 0 1 27 3.62「社会のニーズを理解する力」が身についた。

「自然科学系（数学・物理など）」の学力が身についた。
「英語」の学力が身についた。
「専門基礎科目」の学力が身についた。
「専門知識」が身についた。
「問題解決能力」が身についた。
「情報技術力」が身についた。

設問内容

Ⅳ．学修達成度
小山高専に学んで次の能力等が身についたと思いますか。

「豊かな人間性」が身についた。
「豊かな感性」が身についた。
「創造力」が身についた。

「コミュニケーション能力」が身についた。
「国際感覚」が身についた。

　 

　  

 

専攻科 2 年 

全く
その通り
である

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
全体
平均

7 6 6 10 2 0 0 24 3.67

8 6 6 11 0 1 0 24 3.67

9 7 7 9 0 1 0 24 3.79

10 7 8 5 4 0 0 24 3.75

11 3 3 5 11 2 0 24 2.75

12 6 10 7 1 0 0 24 3.88

13 10 9 5 0 0 0 24 4.21

14 8 7 8 1 0 0 24 3.92

15 7 11 6 0 0 0 24 4.04

16 8 4 8 2 2 0 24 3.58

17 2 5 7 8 2 0 24 2.88

18 3 8 8 5 0 0 24 3.38

「コミュニケーション能力」が身についた。
「国際感覚」が身についた。
「社会のニーズを理解する力」が身についた。

「自然科学系（数学・物理など）」の学力が身についた。
「英語」の学力が身についた。
「専門基礎科目」の学力が身についた。

「専門知識」が身についた。

「問題解決能力」が身についた。

「情報技術力」が身についた。

「豊かな感性」が身についた。
「創造力」が身についた。

設問内容

Ⅳ．学修達成度
小山高専に学んで次の能力等が身についたと思いますか。

「豊かな人間性」が身についた。

　 

　  

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート(学生版)） 
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実施した「学習達成度」に関するアンケート調査において、「創造性」、「問題解決能力」が身に付

いたかの質問に対して、専攻科在学生は、５段階評価でそれぞれ「3.7」以上の高い値を示している。

これらのことから、専攻科における創造性を育む教育については、効果のあるものといえる。 

 

 

５-６-③： 教育課程の編成の趣旨に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学習，教育方

法や内容，達成目標と評価方法の明示など内容が適切に整備され，活用されているか。 

（状況） 

教育課程表は教育方針に基づいて組織的に授業科目を配置したものであり、シラバスは教育課程表

の中の各授業について担当教員が授業内容に関する詳細な情報を示したものであるということが準学

士課程のシラバスと同様に学生に周知されている。授業科目のシラバスは、本校ホームページ上に掲

載されており、どこからでも閲覧できるようになっている。  

授業担当者は、教務委員会の作成依頼書（既出：資料５-２-②-１）に基づいて、シラバスの作成、

授業評価アンケートの実施、次年度のシラバスの作成を行っており、非常勤講師を含めた全教員が教

育課程に沿った適切なシラバスの作成と活用を行っている。シラバスには、授業計画、教科書、参考

図書、履修上の注意や担当教員の連絡先が記載され、学生が授業をスムーズに受講できるような工夫

がなされている。また、評価方法と評価基準に加え達成目標と評価基準の関係が明記され、学生にも

分かり易い透明性の高い評価が行われている。  

専攻科生のシラバス活用に関するアンケート結果を（資料５-６-③-１）に示す。アンケート結果

は、専攻科全学生について５段階評価で平均「2.7」に対して、１年生が「3.4」、２年生が「3.3」

となり、３以上の値を示している。 
 

 

（評価結果） 

シラバスの作成方法が教員に対する教務委員会の依頼書に示されており、全教員が教育課程に沿っ

た適切なシラバスの作成と活用を行っている。また、シラバスには、授業計画、履修上の注意、評価

方法など授業を円滑に履修する上で必要な内容が十分に記載されている。専攻科生のシラバス活用ア

ンケート結果より、５段階評価で「3.2」以上の値を示しており、専攻科生はシラバスを十分に活用

している。 

 

資料５-６-③-１：専攻科生のシラバス活用のアンケート結果 

専攻科 1 年 

全く
その通り
である

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
全体
平均

6 7 4 10 4 2 0 27 3.37

設問内容

Ⅲ．シラバス

シラバスを良く活用した。

 

専攻科 2 年 

全く
その通り
である

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
全体
平均

6 3 7 8 5 1 0 24 3.25

Ⅲ．シラバス

シラバスを良く活用した。

設問内容
　 

　  

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート(学生版)） 
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５-７-①： 専攻科で修学するにふさわしい研究指導が行われているか。 

（状況） 

専攻科における「特別研究」の研究テーマの決定は、基本的に３専攻とも指導教員が教員の専門性

を考慮したテーマをシラバスなどで提示した後、学生が配属を希望する研究室の教員を訪ねて説明を

受け、またはガイダンスを実施し、研究テーマを含め配属する研究室を決める手順をとっている。研

究テーマ及び研究室配属に関する指導例を（資料５-７-①-１）に示す。 

専攻科生の授業や研究では、実験実習においてより専門性が高くなるため、技術職員による教育的

機能の活用もおこなっている。（資料５-７-①-２）に技術職員による協力のもとで行われている授

業や各センターでの指導体制の例を示す。 

平成21年度修了生の研究テーマと指導教員を（資料５-７-①-３）に示す。１学年の終了時には、

特別研究の進捗状況を各専攻教員、専攻科生を対象とした特別研究中間発表（資料５-７-①-４）を

義務づけている。この中間発表会及び最終の特別研究発表会において、指導教員以外の教員が各学生

の研究の進め方等の指導を行っている。一人の学生に対し、主査・副査体制で指導を行っている電子

システム工学専攻及び物質工学専攻、全教員の指導体制としている建築学専攻の研究発表会における

評価例または評価シートの例を（資料５-７-①-５）に示す。 

「特別研究」や研究活動の活性化を目的として、多くの学生が研究成果を学外等で発表している。

各専攻科生の発表例を（資料５-７-①-６）に、発表件数を（資料５-７-①-７）に示す。 

資料５-７-①-１：研究テーマ決定への指導例 
 

建築学専攻の例 
平成 22 年 2 月 

専攻科生配属内規（案） 研究室の学生枠数 
大島 

・ 基本は、卒研時の研究室内で受け持つ（全員リセットし再配属、はない） 
・ ひと学年、1 研究室 2 名までとする 
・ 卒業研究を終了した時点で、他の研究分野を希望する学生が出た場合は、当該教員を訪ねて

説明を受け、研究テーマを含めたかたちで了承を得られたならば、異動配属を可能とする 
 
＊＊＊略＊＊＊ 
 
・研究内容の目指すべき方向性がある場合は異動可とする 
・元教員の許可も必要とする 
 
ただし、異動には、若干の注意点が必要 
・ 卒業研究が使えなくなることが殆どのため、学位レポートや特別研究が０からスタートで苦労する

（卒業設計は毎度これ） 
・ 異動先が膨れて２名以上になった場合の選抜方法（異動先教員による自由選抜で良いだろう） 

 
建築学科教室会議 議事録(案) 

記録：横内 
日時：2010 年 2 月 16 日（火） 10 時 00 分〜11 時 15 分 
場所：建築学科会議室 
出席者：高橋、尾立、山本、川上、佐藤、大島、豊川、横内 
欠席者：瀧澤、奥冨、本多 
配布資料： 
１．第 9 回運営会議議事録（山本） 
２．専攻科生配属内規(案) 研究室の学生枠数（大島） 
３．専攻科特別研究報告会梗概集（横内） 
４．専攻科特別研究中間報告会梗概集（横内） 
 
【審議事項】 
 
＊＊＊略＊＊＊ 
 
③専攻科生配属について[大島] 
 ・卒研時の研究室内から「あふれた場合」→基本的に学生自由選択権で 2 名に絞ることとし、それでも

上手くいかない場合は教員裁量権で 2 名に絞る。 
 ・その他は資料２に基づく。 

 
＊＊＊略＊＊＊ 

 
（出典：学科会議議事録） 
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資料５-７-①-２：技術職員の協力による授業やセンターの指導体制の例 

 
平成 20 年 7 月 10 日 

 機械工学科 学科長殿 

教 育 支 援 要 請 受 託 書（平成 20 年度、前期分） 

                教育研究技術支援部長 
 

下記の教育関連業務についての支援要請を受託いたします 
 

１． 実験・実習・卒業研究等教育支援 
科目名（学年） 曜 日（時限～時限） 担当教員名 要請人数 担当（職員名又はグループ名）／コメント 

工作実習(1M) 木 (6～8)  伊澤 悟    ４ 第１G 
工作実習(2M) 火 (６～８)  田中好一    ４ 第１G 
工作実習(3M) 月（5～7） 北條恵司    ４ 第１G 
機械工学実験Ⅰ(4M) 金（５～７） 田中好一    ４ 第１G 
卒業研究(5M) 水（３～4） M 科全教員  １～４   第１G／必要に応じての技術支援 
専攻科特別研究  M 科教員 １～４ 第１G／SS１，２（必要に応じての支援） 
学校紹介 ７，８月 学科長   ４ 第１G／学校紹介企画共同立案・実施 
工場見学 実習授業時間内 実習担当  右記 第１G／授業時間内実施，引率支援 
M 科教員研究活動 不定期 M 科全教員   １～４ 第１G／研究に伴う技術支援 
M 科教員教育活動 不定期 M 科全教員  １～４ 第１G／教育用機器・設備の作成などの技術支援 
工作実習・実験関連 不定期 伊澤 悟 １ 第 1G（木下）／ミクロ計測機器の維持・管理 
     
     
 

小山工業高等専門学校教育研究技術支援部  
 

平成 20 年 7 月 10 日 
ものづくり教育研究センター長殿 

教 育 支 援 要 請 受 託 書（平成 20 年度） 

                教育研究技術支援部長 
 

下記の教育関連業務についての支援要請を受託いたします 
 

１． 実験・実習・卒業研究等教育支援 
科目名（学年） 曜 日（時限～時限） 担当教員名 要請人数 担当（職員名又はグループ名）／コメント 

ものづくりセンター内

機器の維持･管理 
年間 代表 菊池 ４ 第１グループ 

公開講座の実施 １０月 代表 菊池 4 第１グループ 
学生に対する機器利用

講習の実施 
５,６月 代表 菊池 ４ 第１グループ 

課外活動（ロボコン、

機械工作研究部など 
当該時期 代表 菊池 4 第１グループ＊この件、適切な依頼部署を取り決

める必要あり 
来訪者への対応 年間 代表 菊池 4 第１グループ 
     
     
     
     
     
 

小山工業高等専門学校教育研究技術支援部  
 

平成  21 年  3 月  27 日 
教育研究技術支援部長殿 

教 育 支 援 要 請 依 頼 書（平成  年度、前期分・後期分） 

申請者： 一般 科  学科長： 柴田 洋一        
 

下記の教育関連業務について、技術支援部からの支援を要請いたします 
 

１． 実験・実習・卒業研究等教育支援の内容 
科目名（学年） 曜 日（時限～時限） 担当教員名 要請人数 担当（職員名又はグループ名）／コメント 

物理 1 年全学科 年 3回×5学科＝15回 柴田 1  
物理 2 年全学科 年 2回×5学科＝10回 柴田、西郷、青木 １  
応用物理４C 前期 2 回 柴田 １  
専攻科応用科学 1 年全 後期 4 回 柴田 １  
     
機器整備・管理 不定期 柴田 １  
授業補助 不定期 柴田、西郷、青木 １  
     
     
     
     
     
     
担当教員は、事前に準備期間を考慮し担当技術職員にご相談下さい。また、同じ職員が担当する授業日程に重複が無いようにご記入ください。

提出は電子メールに添付する形でも問題ありません。 

小山工業高等専門学校教育研究技術支援部技術室  
 

 
 

平成 2１年 3 月２３日 
教育研究技術支援室長殿 

教 育 支 援 要 請 依 頼 書（平成２１年度、前期分・後期分） 

申請者：地域連携共同開発センター長 小林幸夫 
 

下記の教育関連業務について、技術支援室からの支援を要請いたします 
 

１． 実験・実習・卒業研究等教育支援 
科目名（学年） 曜 日（時限～時限） 担当教員名 要請人数 担当（職員名又はグループ名）／コメント 

共同センターの設備・ 
各機器の維持・管理 
（空調管理を含む） 

年間 代表 小林 ３人 第３Ｇ 

     
共同センター主催の 
パネル発表等の実施 

工陵祭（予定） 代表 小林 ３人 第３Ｇ 

     
共同センターの設備・

機器の取り扱いの指導 
年間 代表 小林 ３人 第３Ｇ 

     
     
     
担当教員は、事前に準備期間を考慮し担当技術職員にご相談下さい。また、同じ職員が担当する授業日程に重複が無いようにご記入ください。

提出は電子メールに添付する形でも問題ありません。 

小山工業高等専門学校教育研究技術支援室  
 

（出典：教育研究技術支援部運営委員会資料） 
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資料５-７-①-３：平成 21 年度専攻科特別研究概要集  目次・発表プログラム（学生名白抜き） 
 

表紙 プログラム 

 
 

目次 

 

 

 

 

 

 

電子システム工学専攻 

 
物質工学専攻 

 
建築学専攻 
発 表 プ ロ グ ラ ム 

平成 22(2010)年 2 月 25 日（木） 

於：建築学科棟 1階 101ゼミ室 

発表番号 学 生 名 時 間 指 導 教 員 司会および計時 

開会の挨拶 学科長 山本 嘉孝 (10:30 ～ 10:35) 

1 板谷 麻里恵 10:35 ～ 10:50 尾 立 弘 史  

司会：山本嘉孝 

計時：小森谷誠 
2 宝田 尚之 10:50 ～ 11:05 大 島 隆 一  

3 布川 奈津美 11:05 ～ 11:20 高 橋 純 一  

閉会の挨拶 専攻科主任 高橋 純一 (11:20 ～ 11:25) 

発表時間：10分，質疑応答： 5 分  

（出典：平成 21 年度専攻科特別研究概要書 p.1-2） 
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資料５-７-①-４： 

平成 21 年度専攻科１年 特別研究中間報告会  目次・発表プログラム（学生名白抜き） 

 

電子システム工学専攻 

 
平成２１年度 専攻科電子システム工学専攻・機械系 

特別研究中間発表会 プログラム［平成２2年３月９日（火）］ 

場所：専攻科棟４F多目的メディアホール 

 

 

主催者挨拶（1000-1005) 

機械系（発表１０分、質疑応答５分）  

番号 発表時間 学生名 研究テーマ名 指導教員 頁 

M1  1005-1020  磯山 貴志 小型ＡＣＶの方向特性  山下 進 1 

M2  1020-1035  大澤 和弥 ACV の運動シミュレーション  山下 進 3 

M3  1035-1050  岡田 裕史 
７自由度車両モデルにおけるカオス振動の

数値解析 
朱  勤 5 

M4  1050-1105  坂口 歩 自作ハンドベルの研究 田中 好一 7 

M5  1105-1120  三浦 健光 スターリングエンジンの製作と性能の検証 菊地 吉郎 9 

講評（1120-1125) 

閉会 

(2/3/10)   
平成２１年度 専攻科電子システム工学専攻 電気系・電子系 

特別研究中間発表会プログラム［平成２２年３月１１日（木）］  

 場所：専攻科棟４F多目的メディアホール  

 

主催者挨拶（1000-1005)  

電気系（発表１０分、質疑応答５分）  

番号 発表時間 学生名 研究テーマ名 指導教員 頁 

E1 1005-1020 出渕 耕史 
スピンコート法により作製した透明・導電・熱

電物質の特性評価 
森  夏樹 1 

E2 1020-1035 小川 晃弘 
低電圧デバイスに適したMulti-DC  Tap 方

式バッテリー充電器 
北野 達也 3 

E3 1035-1050 櫻岡 卓哉 
糖尿病患者に対する生活指導支援システ

ムの提案 
今成 一雄 5 

E4 1050-1105 佐藤 祐毅 LAN を利用した音声伝送システムの開発 石原  学 7 

E5 1105-1120 舘野 遼介 
高温超電導と低温超伝導物質における揺ら

ぎ伝導特性の比較研究 
森  夏樹 9 

E6 1120-1135 平綿 諒也 
風力用巻線型誘導発電機の系統事故時高

速再連系の検討 
甲斐 隆章 11 

E7 1135-1150 湯田 幸宏 

クロス照射方式における光造形精度の改善 

－光造形精度に及ぼすレーザ照射方式の

影響－ 

土田 英一 13 

E8 1150-1205 横島 英明 
自転車用電動アシストアタッチメントの基礎

開発 
鈴木真ノ介 15 

 昼食（1205-1305) 

 

 電子系  

番号 発表時間 学生名 研究テーマ名 指導教員 頁 

D1 1305-1320 小山田  晃 
Under-sampling による正弦波のパラメータ

推定 
久保 和良 17 

D2 1320-1335 古口 英己 操舵型２輪ロボットの設計と試作 市村 智康 19 

D3 1335-1350 保田  瞬 
頬の分光特性シミュレーションの試み男女

識別のための基礎検討- 
西野   聰 21 

講評（1350-1355) 

 閉会 

(5/3/10)   
 

物質工学専攻 

 
平成２１年度　物質工学専攻　特別研究中間発表会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年3月9日（火）　多目的ホール

開始時間 番号氏名 テーマ 座長

15:00～15:20 2 江田　北斗 光透過性へ向けたリン酸カルシウム合成条件の検討 笹沼

15:20～15:40 3 黒須　洸介 異なるグラフト鎖を同一分子中に有する新規グラフトポリマーの合成と応用 笹沼

15:40～16:00 4 中嶋　雪花 機能性ナノカプセルを目指した温度及びpH応答性を有する新規グラフトポリマーの合笹沼

16:00～16:20 5 福井　梨紗 超音波照射を施した活性汚泥の示す廃水処理能の評価 笹沼

16:20～16:40 6 宮本　直輝 クロメート処理亜鉛の局部腐食と電気化学的振動の対応 笹沼

16:40～17:00 1 池田　篤史 エンドトキシン除去を目的とした水熱処理アパタイトフィルターの開発 笹沼

17:00～17:20 齋藤　円 溶融塩薄膜下における材料の耐食性評価 笹沼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製本日(配布日)2009年3月2日(火  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発表会：2009年3月9日（   

 

 

 

 

 

建築学専攻 

 
建築学専攻 特別研究中間報告会 

 

 
１．奥州街道の喜連川宿における歴史的建造物の変遷及び比較・・・・・・・・・・・・・・・・・林 俊博 

 

２．アントニン・レーモンドの日本建築における受容と発展の一様相・・・・・・・・・・・・・・阿部 真理 

 

３．歴史的町並みを活かしたまちづくりの変遷と展開 

  —栃木市における歴史的建造物の活用事業プロポーザルへの設計提案—・・・・伊東 由里子 

 

４．断熱と防水の関わりと技術・工法の変遷・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・片柳 諒 

 

５．高齢者入居施設における｢特定施設入居者生活介護｣の指定と意識について 

                     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・小森 達也 

 

６．補強コンクリートブロック造の実態調査 

  —統計から見る組積造建築物の現状—・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・小森谷 誠 

 

７．国立能楽堂設計経過と現況における問題点について 

  —インターンシップによる実体験を通して—・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・髙岩 佑圭 

 

８．日本における「シェア住居」の特徴・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・森田 歩 

 

 

平成 22(2010)年 2 月 25 日（木） 

会場：建築学科棟１階 101 ゼミ室 

発表番号 学 生 名 発表時間 指 導 教 員 
司会 

計時 

開会の挨拶   学科長 山本 嘉孝    (13:00～13:05)   

１ 林 俊博 13:05～13:20 奥冨 利幸 

本多 良政 

(大岡朋樹) 

２ 阿部 真理 13:20～13:35 豊川 斎赫 

３ 伊東 由里子 13:35～13:50 
大島 隆一 

４ 片柳 諒 13:50～14:05 

５ 小森 達也 14:05～14:20 瀧澤 雄三 

佐藤 篤史 

(猿山翔平) 

６ 小森谷 誠 14:20～14:35 川上 勝弥 

７ 髙岩 佑圭 14:35～14:50 奥冨 利幸 

８ 森田 歩 14:50～15:05 尾立 弘史 

閉会の挨拶   専攻科主任 高橋 純一  (15:05～15:10) 

1人 15分（発表：10分、質疑応答 5分） 
発表時間：10分   １鈴 9分.発表終了 1分前 

質問時間： 5分   ２鈴 10分.発表終了 

１人あたり計：15分   ３鈴 15分.質疑終了 

発表プログラム 

目    次 

 
 

 

（出典：平成 21 年度各専攻中間報告会予稿集 p.1-2） 
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資料５-７-①-５：特別研究の複数教員による評価の例（学生名・教員名白抜き） 

 

 

（出典：各科各専攻科内資料） 

電子システム工学専攻  
平成 19 年度 

（機械系） 

特別研究 

平成 21 年度 

（電子系） 

特別研究 

 

物質工学専攻 

 

平成 21 年度 

特別研究 
平成21年度専攻科特別研究発表審査

出席番号 氏　　　　名 主査 目的(5) 方法(5)結果(5)考察(5) 副査 目的(10)方法(10)結果(10)考察(10) 副査 目的(10)方法(10)結果(10)考察(10) 合計

1 池田　篤史 田中 4 4 3 3 吉田 6 6 6 5 笹沼 7 7 7 7 65

2 江田　北斗 川越 4 4 3 3 武 9 9 9 9 渥美 6 8 6 4 74

3 黒須　洸介 飯島 4 5 4 4 亀山 8 6 6 4 西井 9 8 8 7 73

4 中嶋　雪花 飯島 5 5 4 5 西井 9 8 9 8 亀山 8 8 8 10 87

5 福井　梨紗 田中 5 5 5 4 吉田 6 6 6 5 胸組 8 8 8 8 74

6 宮本　直輝 糸井 6 8 8 6 武 9 8 8 8 酒井 8 8 8 8 93

齋藤　円 武 4 4 4 3 糸井 6 6 4 4 川越 8 8 8 8 67

採点の目安

5 3 2

10 6

優れている

8

4

特に優れている 良い 改善が必要 劣る

4 2

1
 

 

建築学専攻 

 

平成21(2009)年度　特別研究(SA1)中間報告会　評価結果 平成21(2009)年度　平成22(2010)年2月25日(木)
建築学科棟101ゼミ室

建築学専攻科１年 先生1 先生2 先生3 先生4 先生5 先生6 先生7 先生8 先生9 先生10 ①ave.②ave.③ave.④ave. ⑤ 総合点数

研究番号 氏名 指導教員

① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ⑤

論文1 林　俊博 奥冨利幸 A A A A C C C C B B B C B A B B B B B B B B B B B B B C B B C A B B B B B B B B 75.0 76.0 74.0 74.0 74.8

論文2 阿部 真理 豊川斎赫 A A A A A A A A B B B B B A B B B B B B B B B B B B B B B A B B B B B B B B B A B 77.0 79.0 77.0 78.0 75.0 76.1

論文3 伊東 由里子 大島隆一 S S S S A A A A B B B A A A B A B B B B B B B A B B B A B B B A B B B B B B B A A 79.0 79.0 78.0 84.0 85.0 83.0

論文4 片柳　諒 大島隆一 A A A A A A A A B B B B B B A B B B B B B B B B B B B B B C B B B B B B B B B B B 77.0 76.0 78.0 77.0 75.0 75.8

論文5 小森 達也 瀧澤雄三 A A A A A A A A B B B C B A B B B B B B B C C C B B B B B B B B B B B B B B B B A 77.0 77.0 76.0 75.0 85.0 81.5

論文6 小森谷 誠 川上勝弥 A A A A B B B B B B B A B B A B B B B B B B B A B B B B B A B A B B B B B B B A B 76.0 77.0 77.0 80.0 75.0 76.0

論文7 髙岩 佑圭 奥冨利幸 A A A A B B B B B B B B A B B B B B B B B B B A B B B B B B B B B B B B B B B A 77.0 76.0 76.0 78.0 76.8

論文8 森田 歩 尾立弘史 A A A A C C C C B B B B B A B B B B B B B B B B B B B B B C B B B B B B B B B B B 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0

評価項目について

①　研究の目的や背景、着眼点と、研究内容が明確か？又は、調査や実験の計画性が適切か？

②　研究に対する理解度は十分か？課題を理解しているか？

③　結果や考察に対する導き方や結果が明確か？又は、論理的に進めているか？ 平均点
④　発表がわかりやすかったか？質問を受けた場合の回答は明確だったか？ 77.36
⑤　指導教員のみ採点　　＜自主性や習熟度＞（他の研究室欄は斜線を記して下さい）

評価点の目安 Ｓ： 特に優れている 95点 合計方法 まず、11枚のシート(採点人数により変動)から、各項目①②③④の平均を算出

Ａ： 優れている 85点 指導教員有り　（①×0.1+②×0.1+③×0.1+④×0.1）+⑤×0.6　＝　総合得点

Ｂ： 良い 75点 指導教員無し　（①+②+③+④）/4　＝　総合得点

Ｃ： やや改善が必要 65点
Ｄ： 十分でない 55点
※　 無記入は「 B」 と し ます

※　 必ず！アルフ ァ ベッ ト で記入し て下さ い

最高点

最低点

 

平成 21 年度 

特別研究中間 
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資料５-７-①-６：専攻科生の学会等での発表の例（学生氏名白抜き） 

 

電子システム工学専攻（機械系） 

学科・専攻名 学年 氏　名 講演会、学術論文等の名称
査読の
有無

単著、共
著の別

発行又は発表
の年月

発行所、発表雑誌等又は発表学会
等の名称（巻・号・頁等も記入）

共著の場合は、発表者一覧（表記
の順番で連名者をフルネームで記
入）

備考：受賞などの
特記事項

電子システム
工学専攻
(機械系)

2 川口篤史
異材接合体の応力特異解析における精
度向上に関する研究

査読無 共著 平成22年3月
日本機械学会関東支部第16期総会講
演会講演論文集、pp477～478

川口篤史、山下　進、古口日出男

電子システム
工学専攻
(機械系)

1 野原拓也 機械学会ブロック合同講演会（小山） 無 共著 平成20年9月
講演論文集、Ｎｏ．０８０－３，ｐｐ．２３３
～２３４

野原拓也、菊地吉郎

電子システム
工学専攻
(機械系)

2 大山和記 機械学会ブロック合同講演会（小山） 無 共著 平成20年9月
講演論文集、Ｎｏ．０８０－３，ｐｐ．２３５
～２３６

大山和記、菊地吉郎

電子システム
工学専攻
(機械系)

2 広瀬大佑
日本機械学会関東支部　ブロック合同講
演会 -2008 おやま

無 共著 平成20年8月
日本機械学会関東支部　ブロック合同
講演会 -2008 おやま- 講演論文集，
pp. 249-250

広瀬大佑，朱勤

 
 

電子システム工学専攻（電気情報系） 

学科・専攻名 学年 氏　名 講演会、学術論文等の名称
査読の
有無

単著、共
著の別

発行又は発表
の年月

発行所、発表雑誌等又は発表学会
等の名称（巻・号・頁等も記入）

共著の場合は、発表者一覧（表記
の順番で連名者をフルネームで記
入）

備考：受賞などの
特記事項

電子システム
工学専攻
(電気系)

1 佐藤 祐毅
LAN を利用した音声伝送システムの開
発

無 共著 平成22年1月 第15回高専シンポジウム 佐藤 祐毅，石原 学

電子システム
工学専攻
(電気系)

2 海老澤真士 生体を伝送路とした通信に関する研究 無 共著 平成22年1月
第15回高専シンポジウムｉｎいわき，
P1-24

海老澤真士,鈴木真ノ介

電子システム
工学専攻
(電気系)

2 永嶋沙織 レーザ彫刻における高精細化 無 単著 平成21年12月
大学コンソーシアムとちぎ　第6回「学
生＆企業研究発表会」予稿集 pp. 80-
81.

ポスターセッション
奨励賞  

 

電子システム工学専攻（電子制御系）  

学科・専攻名 学年 氏　名 講演会、学術論文等の名称
査読の
有無

単著、共
著の別

発行又は発表
の年月

発行所、発表雑誌等又は発表学会
等の名称（巻・号・頁等も記入）

共著の場合は、発表者一覧（表記
の順番で連名者をフルネームで記
入）

備考：受賞などの
特記事項

電子システム
工学専攻
(電子系)

2 岩本　隆広
パルスオキシメータ対応型擬似生体情
報発生装置の開発

無 共著 平成19年9月
生体医工学シンポジウム2007講演予
稿集 2-2-4 (CD-ROM)

市村智康、岩本　隆広

電子システム
工学専攻
(電子系)

2 大林　規男
イメージセンサを用いる車輪の接地点検
出

無 共著 平成21年5月
日本機械学会ロボティクス・メカトロニ
クス講演会2009（ROBOMEC2009），
pp.2P1-G02(1)-(2)

市村智康、大林　規男

電子システム
工学専攻
(電子系)

2 後藤祐樹
キャパシタ充放電のためのDC-DCコン
バータ制御

無 共著 平成21年3月
平成20年度電子情報通信学会東京支
部学生会研究発表会

鹿野文久

 
 

物質工学専攻 

学科・専攻名 学年 氏　名 講演会、学術論文等の名称
査読の
有無

単著、共
著の別

発行又は発表
の年月

発行所、発表雑誌等又は発表学会
等の名称（巻・号・頁等も記入）

共著の場合は、発表者一覧（表記
の順番で連名者をフルネームで記
入）

備考：受賞などの
特記事項

物質工学
専攻

卒業生 青木佳祐
ペプチド生成反応におけるアミノ酸キラ
ル活性エステルのキラリティー識別 無 共著 平成20年3月

生命の起原および進化学会第33回学
術講演会、Viva Origino,36, 15-
15(2008).

（著者名：胸組虎胤、天海聡、青木佳
祐）

物質工学
専攻

2 斉藤亜祐美
Ficinによるベンジルヒドロキサメート化反
応における基質特異性の評価

無 単著 平成20年12月 第５回「学生＆企業研究発表会」 奨励賞受賞

物質工学
専攻

1 渡辺勇太
エンドトキシン除去を目的としたアパタイ
ト溶射膜の作製

無 共著 平成19年6月
分離技術会年会2007 技術・研究発表
会講演要旨集 p.114

渡辺勇太，笠原麻菜美，澤井亮，武成
祥，田中孝国  

 

建築学専攻 

学科・専攻名 学年 氏　名 講演会、学術論文等の名称
査読の
有無

単著、共
著の別

発行又は発表
の年月

発行所、発表雑誌等又は発表学会
等の名称（巻・号・頁等も記入）

共著の場合は、発表者一覧（表記
の順番で連名者をフルネームで記
入）

備考：受賞などの
特記事項

建築学専攻 2 板谷麻里恵(尾立弘史)
真壁町における歴史的町並み空間の景
観誘導について

有 単著 平成21年12月
とちぎ大学連携サテライトオフィス/学
生&企業研究発表会

-
口頭発表/ポスター
セッション

建築学専攻 2 布川奈津美(高橋純一)
防災力を高めるための地震防災教育に
関する研究
－中学校における地震防災教育につい

有 単著 平成21年12月
とちぎ大学連携サテライトオフィス/学
生&企業研究発表会

-
口頭発表/ポスター
セッション、奨励賞

建築学専攻 1 伊東由里子(大島隆一)
表参道 - 裏参道 -伝統工芸でつなぐみ
ち-

有 単著 平成21年11月 JIA全国学生卒業設計コンクール2009 -
作品展示・口頭発
表、関東信越支部栃
木県代表・西沢賞  

 

（出典：各専攻の学外発表に関する調査資料の一部（抜粋）） 

資料５-７-①-７：専攻科生の学会等での発表件数 

 
平成19年度から21年度の合計

電子システム工学専攻 物質工学 建築学
機械系 電気情報系 電子制御系 専攻 専攻

学外発表
件数 18 34 7 25 55

（学外発表：学会、各種団体主催、設計競技（コンペ,コンテスト）を含む）  
 

（出典：各専攻の学外発表に関する調査資料のまとめ） 
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（評価結果） 

専攻科生の研究室の配属及び「特別研究」の研究テーマの決定は、指導教員と学生が事前に話し合

いを持ち決定することで、学生の希望を尊重し、研究意欲に配慮したものとなっている。専攻科生の

授業や研究では、実験実習においてより専門性が高くなるため、技術職員による教育的機能の活用を

目的として教育研究技術支援部技術室へ申請できる支援体制も充実している。 

専攻科１学年の終了時には、「特別研究」の進捗状況を各専攻教員、専攻科生を対象とした特別研

究中間発表を義務づけて、指導教員以外の教員が各専攻科生の研究の進め方等の指導や評価を行って

いる。  

「特別研究」の多くの研究成果が学会等で発表されている。このことからも「特別研究」の研究テ

ーマは、専攻科で学修するのにふさわしい内容である。 

 

 

５-８-①： 成績評価・単位認定規定や修了認定規定が組織として策定され，学生に周知されてい

るか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修了認定が適切に実施さ

れているか。 

（状況） 

成績評価・単位認定、再履修及び修了について「専攻科の授業科目の履修等に関する規程」が定め

られており、学生便覧に記載されている（資料５-８-①-１）。この他にも同様の内容が「専攻科の

履修の手引き」に記述されており、学生への周知がなされている。特に１単位の履修時間は、授業時

間以外の学習をあわせた時間であることを周知するため、「専攻科の履修の手引き」には、講義科目、

演習科目、実験・実習科目ごとに１単位当たりの授業時間とそれに課せられる予習復習の時間数が明

記されている（資料５-８-①-２）。また、各授業の評価方法は明確に定められシラバスに記載され

ており、学生への周知がなされている（既出：資料５-２-②-１）。  

専攻科課程の修了認定のための判定会議（資料５-８-①-３）は、原則として全教員が参加して行

い、修了認定は、「専攻科の授業科目の履修等に関する規程」（既出：資料５-８-①-１）に基づい

て「専攻科修了判定資料」（資料５-８-①-４）に従って適切に行われている。 
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資料５-８-①-１：専攻科の授業科目の履修等に関する規程（１／２） 

 
 

小山工業高等専門学校専攻科の授業科目の履修等に関する規程 
 

制  定  平成 11 年 4 月 1 日 
改  正  平成 17 年 4 月 1 日 

 (目的)  
第 1 条 この規程は、小山工業高等専門学校学則(昭和 40 年 4 月 1 日制定)第 46 条第 2 項の規定に基づ

き、小山工業高等専門学校専攻科における授業科目の履修方法及び成績の評価並びに修了の認
定について定めることを目的とする。 

 
 (授業) 
第 2 条 専攻科の授業は、1 単位時間を標準 50 分とする。 

2 授業は講義、演習、実験及び実習のいずれか、又はこれらの併用により行うものとする。 
 
  (単位) 
第 3 条 各授業科目の 1 単位あたりの履修時間は、45 単位時間を標準とするが、授業の方法に応じ、当該

授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し、次の各号により単位数を計算するものと
する。 

  一 講義については、15 単位時間の授業をもって 1 単位とする。     
  二 演習については、30 単位時間の授業をもって 1 単位とする。   
  三 実験及び実習については、45 単位時間の授業をもって 1 単位とする。 
 
 (履修方法) 
第 4 条 授業科目の受講に当たっては、各学期の始めに各科目毎の受講届を提出しなければならない。 
 
 (大学等における授業科目の履修及び単位認定申請) 
第 5 条 大学等で開設されている授業科目を履修した者が、当該科目の単位（以下「学外単位」という。）の認

定を受けようとするときは、成績証明書等、単位の修得を証明する書類を添えて期限までに校長に申
請するものとする。学外単位は、16 単位を限度として、専攻科における授業科目を修得したものとみな
すことができる。 

 
 (成績の評価) 
第 6 条 学業成績は、授業科目毎に評価する。 

2  成績の評価は、試験の成績及び平素の成績等を総合して、100 点法により評価する。 
3 特別研究及び実務研修の成績は、合否で評価する。 
4 各科目とも欠課時数が授業時間数の 3 分の 1 を超えるものに対しては、評価は行わない。 
 
 
 

評  語 評      価 

A 80点以上 

B 70点以上80点未満 

C 60点以上70点未満 

D 60点未満 

 
 
 
 

 
第 7 条 各授業科目の成績は、評価を次のとおり区分し、評語で表す。 
 
 (単位の認定) 
第 8 条 前条の規定に基づき、A、B 及び C に評価された授業科目については、当該単位数を認定する。 

2 学業成績を学外に通知する場合は、修得科目のみ単位数及び評語で通知する。 
3 単位が認定されなかった授業科目については、次年度以降に再履修することができる。 
4 本科４年及び５年における開講科目について、科目担当教員の許可を受けて履修することができる。た

だし、当該認定単位数は専攻科修了要件のための修得単位数には含めない。しかし、技術者教育プロ
グラム中の科目修得単位（学習保証時間数）として認めることができる。 

5 前項３及び４により再履修する場合も、第 4 条に規定する手続きを行うものとする。 
 
 
 (試験) 
第 9 条 定期試験は、各学期末に実施する。なお、平素の成績で評価し得る授業科目については、定期試験

を実施しないことがある。 
2 定期試験に病気(医師の診断書がある場合に限る。)、忌引き、その他止むを得ない理由により試験を

受けられなかった者については、本人の願い出により担当教員が許可した場合、追試験を受けることが
できる。 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.119-120） 
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資料５-８-①-２：講義･演習･実験･実習科目の単位の定義 

 

小山工業高等専門学校  専攻科の授業科目の履修等に関する規程 

 

  (単位) 

第 3 条 各授業科目の 1 単位あたりの履修時間は、45 単位時間を標準とするが、授業の方法に応じ、当該

授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し、次の各号により単位数を計算するものと

する。 

  一 講義については、15 単位時間の授業をもって 1 単位とする。     

  二 演習については、30 単位時間の授業をもって 1 単位とする。   

  三 実験及び実習については、45 単位時間の授業をもって 1 単位とする。 

 

（出典：平成 21 年度専攻科履修の手引き p.20） 

 

１） 単位の計算方法 

 

１） 単位の計算方法 

 

専攻科の授業は、講義、演習、実験のいずれか、又はこれらの併用により行われます。１単位の履修時間

は、教室及び教室外合わせて 45 単位時間として、次の基準により計算されます。なお、１単位時間は、標準

50 分です。 

 （１）講義は、毎週１単位時間の授業、15 週をもって１単位とする。この場合、１単位時間の講義に対して、教

室外における 2 単位時間の学習が必要であることが考慮されている。 

 （２）演習は、毎週 2 単位時間の授業、15 週をもって１単位とする。この場合、２単位時間の演習に対して、教

室外における１単位時間の学習が必要であることが考慮されている。 

 （３）実験及び特別研究は、毎週３単位時間の授業、15 週をもって１単位とする。 この場合、実験は実験室

等で行われるので、教室外における学習は考慮されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度専攻科の履修の手引き p.3） 

資料５-８-①-１：専攻科の授業科目の履修等に関する規程（２／２） 

 
 
3 正当の理由がなく試験を受けなかった者又は懲戒処分のため試験を受けなかった者の当該試験の成

績は、0 点とする。   
試験中不正行為を行った者は、当該試験期間中における全科目の試験成績を 0 点とする。 

 
 (修了の認定) 
第 10 条 修了の認定は、小山工業高等専門学校判定会議の議を経て校長が行う。 
 
        附 則 
   この規程は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。 
 
        附 則 抄 
 
        附 則 

 この規程は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p.119-120） 
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資料５-８-①-３：小山工業高等専門学校判定会議規程 

 
 

小山工業高等専門学校判定会議規程 
 

制 定 平成１６年４月１日 
 
 （設置） 

第１条 小山工業高等専門学校に、小山工業高等専門学校判定会議（以下「判定会議」という。）を置く。 

 

 （組織） 

第２条 判定会議は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 校長 

二 教員 

 

 （審議事項） 

第３条 判定会議は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 入学者選抜検査合否の判定に関する事項 

二 学科の学年課程修了及び卒業の認定に関する事項 

三 専攻科の修了の認定に関する事項 

 
 （会議） 

第４条 判定会議は、校長が招集し、その議長となる。 

２ 前条第１号に係る判定会議は、次の選抜検査実施時に開催する。 

一 入学者選抜検査 

二 編入学者選抜検査 

三 専攻科入学者選抜検査 

３ 前条第２号及び第３号に係る判定会議は、学年末試験終了後開催する。 

４ 前２項に定める判定会議前に予備会議を開催するものとする。 
５ 予備会議の構成員は、別に定める。 
 

 （事務） 

第５条 判定会議に関する事務は、学生課教務係が処理する。 

 

附 則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

資料５-８-①-４：専攻科修了判定会議資料（１／２） 

表紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度専攻科修了判定会議資料） 

 

回収資料 

 

 

 

平成 21 年度 

専攻科修了判定資料 
 

 

 

小山工業高等専門学校 

平成 22 年 3 月 5 日 
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資料５-８-①-４：専攻科修了判定会議資料（２／２） 

 

電子システム工学専攻の例 

専攻科 1 年前期 

電子システム工学専攻　1学年  前期　　成績及び修得単位数一覧表

一 般 専門基礎 専 門 計

氏

名

応
用
英
語
　
１

日
本
語
概
説

複
素
関
数
論

流
体
力
学

熱
移
動
論

電
機
シ
ス
テ
ム
制
御

生
体
情
報
解
析
学

電
気
磁
気
学
特
論

電
子
回
路
特
論

計
算
力
学

Ｃ
Ａ
Ｄ
/
Ｃ
Ａ
Ｅ
演
習

ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
構
成
論

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
演
習
Ａ
・
前
期

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
演
習
Ｂ
・
前
期

科
学
技
術
史

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻
実
験

実
務
研
修

シ
ス
テ
ム
デ
ザ
イ
ン

電
子
シ
ス
テ
ム
概
論

単位数 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

85 78 96 58 66 69 80 75 76 72 合 78 96 4.0/4.0 2.0/2.0 17/17 23/23

78 80 94 64 68 68 90 92 78 66 85 90 合 76 80 4.0/4.0 2.0/2.0 23/23 29/29

90 93 84 77 77 77 70 100 85 87 78 合 80 71 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

78 78 96 92 74 77 85 100 86 96 78 合 88 90 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

78 72 96 82 100 80 89 95 84 66 100 85 合 80 80 4.0/4.0 2.0/2.0 23/23 29/29

72 73 95 69 74 90 92 90 86 86 合 76 88 4.0/4.0 2.0/2.0 19/19 25/25

73 78 92 86 81 71 90 96 87 83 81 合 84 82 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

82 65 86 45 60 77 70 60 86 45 73 80 合 72 95 4.0/4.0 2.0/2.0 19/19 25/25

91 81 90 70 89 71 90 92 72 100 76 合 90 97 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

93 77 92 62 69 70 80 66 80 81 78 合 80 86 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

75 80 98 74 82 68 95 93 86 39 89 85 合 80 94 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

83 83 83 61 81 0 90 83 69 60 97 85 合 84 84 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

90 91 100 90 92 84 90 100 92 92 82 合 86 92 4.0/4.0 2.0/2.0 21/21 27/27

76 82 98 74 77 75 90 96 80 82 87 82 85 合 80 82 4.0/4.0 2.0/2.0 25/25 31/31

76 84 63 70 70 90 76 80 合 78 87 2.0/2.0 2.0/2.0 17/17 21/21

修 得 単 位 数
( 前 期 修 得 単 位 / 累 積 修 得 単 位 )

一 般

選 択

専門基礎科目

選 択

専 門 科 目

必 修選 択

 

専攻科 1 年後期 

電子システム工学専攻　1学年  後期　　成績及び修得単位数一覧表

一 般 専門基礎 専 門 計

氏

名

応
用
英
語
　
２

応
用
解
析
学

応
用
科
学

機
構
設
計
論

生
産
シ
ス
テ
ム
工
学

力
学
特
論

計
算
機
応
用
論

光
制
御
工
学

電
気
材
料
特
論

シ
ス
テ
ム
同
定
論

エ
ネ
ル
ギ
ー

工
学

塑
性
力
学

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
演
習
Ａ
・
後
期

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
演
習
Ｂ
・
後
期

ゼ
ミ
ナ
ー

ル

特
別
研
究

(

１

)

環
境
技
術

工
学
シ
ス
テ
ム
概
論

単位数 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0 1.0 2.0 3.0 2.0 2.0

73 84 76 90 52 73 80 合 64 2.0/6.0 2.0/4.0 13/30 17/40

65 80 90 0 82 100 100 85 合 73 0.0/4.0 2.0/4.0 16/39 18/47

90 70 96 60 55 66 76 100 83 合 77 2.0/6.0 4.0/6.0 14/35 20/47

92 100 87 90 88 93 90 合 81 0.0/4.0 4.0/6.0 15/36 19/46

60 70 90 87 74 73 100 100 85 合 73 0.0/4.0 4.0/6.0 18/41 22/51

62 70 76 80 95 90 75 86 85 合 74 2.0/6.0 4.0/6.0 16/35 22/47

78 83 100 83 83 85 合 71 0.0/4.0 2.0/4.0 14/35 16/43

70 70 77 90 80 62 73 80 合 70 2.0/6.0 2.0/4.0 16/35 20/45

60 79 79 80 48 83 70 合 67 0.0/4.0 4.0/6.0 13/32 17/44

62 80 91 90 87 90 81 80 合 72 2.0/6.0 2.0/4.0 16/37 20/47

80 80 74 87 75 96 86 89 85 合 74 2.0/6.0 4.0/6.0 16/37 22/49

79 90 90 93 0 71 90 合 80 0.0/4.0 4.0/6.0 13/32 17/44

84 94 92 95 86 80 100 90 合 72 0.0/4.0 4.0/6.0 17/38 21/48

86 89 89 95 85 83 87 100 80 合 79 0.0/4.0 4.0/6.0 18/43 22/53

60 64 80 70 70 78 76 85 合 70 2.0/4.0 2.0/4.0 16/33 20/41

修 得 単 位 数
( 後 期 修 得 単 位 / 累 積 修 得 単 位 )

一 般

選 択

専門基礎科目

選 択

専 門 科 目

必 修選 択

 

専攻科 2 年前期 

電子システム工学専攻　2学年  前期　　成績及び修得単位数一覧表

必修 一 般 専門基礎 専 門 計

氏

名

技
術
者
倫
理

画
像
情
報
解
析
学

光
デ
バ
イ
ス
工
学

電
子
工
学
特
論

計
測
シ
ス
テ
ム
論

Ｃ
Ａ
Ｄ
/
Ｃ
Ａ
Ｅ
演
習

電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー

工
学

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン
論

産
業
財
産
権

経
営
学

単位数 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

83 84 82 64 2.0/8.0 0.0/4.0 6/36 8/48

80 90 86 76 2.0/6.0 0.0/4.0 6/45 8/55

83 85 100 76 2.0/8.0 0.0/6.0 6/41 8/55

81 87 60 2.0/6.0 0.0/6.0 4/40 6/52

73 84 2.0/6.0 0.0/6.0 2/43 4/55

75 76 2.0/8.0 0.0/6.0 2/37 4/51

80 90 64 2.0/6.0 0.0/4.0 4/39 6/49

78 60 2.0/8.0 0.0/4.0 2/37 4/49

85 84 85 68 2.0/6.0 0.0/6.0 6/38 8/52

80 72 2.0/8.0 0.0/4.0 2/39 4/51

80 92 92 2.0/8.0 0.0/6.0 4/41 6/55

78 82 90 74 0 80 2.0/6.0 0.0/6.0 8/40 10/54

91 80 2.0/6.0 0.0/6.0 2/40 4/52

75 80 90 100 76 80 2.0/6.0 0.0/6.0 10/53 12/65

83 94 89 72 2.0/6.0 0.0/4.0 6/39 8/49

修 得 単 位 数
( 前 期 修 得 単 位 / 累 積 修 得 単 位 )

一 般 専門基礎科目

選 択

専 門 科 目

必 修選 択選択

 

専攻科 2 年後期 

電子システム工学専攻　2学年  後期　　成績及び修得単位数一覧表

一 般 専門基礎 専 門 計

氏

名

固
体
電
子
論

光
波
応
用
工
学

特
別
研
究

(

２

)

単位数 2.0 2.0 11.0

77 合 0.0/8.0 0.0/4.0 13/49 13/61

合 0.0/6.0 0.0/4.0 11/56 11/66

72 合 0.0/8.0 0.0/6.0 13/54 13/68

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/51 11/63

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/54 11/64

合 0.0/8.0 0.0/6.0 11/48 11/62

合 0.0/6.0 0.0/4.0 11/50 11/60

合 0.0/8.0 0.0/4.0 11/48 11/60

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/49 11/63

合 0.0/8.0 0.0/4.0 11/50 11/62

合 0.0/8.0 0.0/6.0 11/52 11/66

0 合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/51 11/65

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/51 11/63

82 合 0.0/6.0 0.0/6.0 13/66 13/78

合 0.0/6.0 0.0/4.0 11/50 11/60

修 得 単 位 数
( 後 期 修 得 単 位 / 累 積 修 得 単 位 )

一 般

選 択

専門基礎科目

選 択

専 門 科 目

必 修選 択

 
 

（出典：平成 21 年度専攻科修了判定会議資料） 
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（評価結果） 

試験、成績評価、単位認定、修了の認定については、「専攻科の授業科目の履修等に関する規程」

により明確に定められており、これらが学生便覧に記載されている。同様の内容が学生にも分かりや

すくしたものとして「専攻科の履修の手引き」に記載されており、学生への周知がなされている。 

特にこの「専攻科の履修の手引き」には、各授業形態の１単位当たりに課せられる予習復習の時間数

が、学生にもわかり易いかたちで明記されている。 

修了認定のための判定会議は原則として全教員が参加して行い、「専攻科の授業科目の履修等に関

する規程」に基づいて「専攻科修了判定資料」に従って適切に行われている。 

 

 

 

（２）「５章 教育内容及び方法」の自己評価の概要 

準学士課程では、５学科とも学習・教育目標を達成するために、人間形成に重要な役割を果たす人

文科目と専門科目の学習の基礎となる数学、物理など基礎科目を低学年に多く配置し、専門科目は高

学年になるに従い段階的に増える「くさび型」カリキュラムの配置とし、科学技術の習得が無理なく

行える授業科目の編成となっている。 
学生の多様なニーズに応えるために、本学以外の教育機関における履修に関する規定が定められて

おり、学生への周知を図っている。その他、準学士課程の４学年以上を対象としたインターンシップ

は選択となるが、各学科で実施され、学科ごとの参加目標を５０％以上をめどに指導されている。し

かし、学科間による参加学生のばらつきが気になるところである。 
専門科目の修得とものづくりに必要な力を身につけるために、卒業研究を含む実験・実習を通じて

専門分野の工学的現象及び問題点を理解し解析または解く力の育成を重視している。各学科は、実験

や実習の科目を１学年から４学年まで通して配置し、５学年には卒業研究を配置している。また、そ

の成果として卒業研究や研究室で行われた実験・実習の成果を学外に積極的に発表している。 
教材の工夫は科目ごとに実施され、プリントの改良、e-learningの活用、実験の活用に伴う工夫など

を随時実施し配慮している。また、その報告を毎年、教務委員会の教育改善推進室においてFDアクシ

ョンレポートとして収集している。特別な学生に対する配慮として、３学年に編入する留学生に対す

る「日本語の授業」や、４学年に編入予定の学生に対する入学前指導について、準備学習の指示をし

て入学に備えさせている。 
シラバスの作成・授業評価のアンケートを実施してシラバスの活用を図っている。19年度のアンケ

ートよりも21年度のアンケートのほうが成果を挙げており、努力がみられる。 
準学士課程では学生の創造力を育む教育方法として、各学科とも卒業研究を重視している。最終的

にはその成果を学内で口頭発表する形式をとっており、学生の創造性を育成するような教育方法をと

っている。また、各学科においても創造性を育む授業を独自に開講するなど、繰り返しを含む教育シ

ステムへと移行している。１年生から全学科共通のフロンティア技術入門の導入なども図られている。 
成績評価・単位認定、進級、再評価及び卒業の認定について学業成績の評価並びに学年課程修了及

び卒業の認定に関する規程が定められており、学生に周知している。また、成績の評価方法は明確に

定められシラバスに記載されており、学生へ周知されている。及落（含む卒業）判定会議は原則とし

て全教員が参加し、学業成績の評価並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程に従って厳正に

行われている。 
１～３学年までは週１時間の特別活動（ＨＲ）の時間を設けている。特別活動は学級担任が中心と

なり、生活指導・成績指導・諸連絡、環境整備（学内外の清掃）等を企画し実施している。その他、
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新入生日帰り研修や球技大会・工陵祭等の行事を実施し、人間の素養の涵養がなされるように配慮し

ている。また授業においても、５年生において全学生向けに安全工学の導入などを実施し人間の素養

の涵養に配慮している。 
生活指導面では学級担任を中心とした学生支援体制を整え、学生指導にあたっている。さらに、学

科会議や学生課においてサポート体制を整えている。また、学生組織である学生会が存在し、規約に

従って活発な課外活動が行われている。 
 

専攻科課程では、専攻科修了時に学位授与申請ができるように、準学士課程と専攻科課程の連携が

適切に考慮されて科目が編成されている。なお、平成22年４月より改組を行い、３専攻を１専攻５コ

ース制にすることで、より一層の連携に配慮を行う予定である。さらに、本校の教育目標を達成する

ために、授業科目の流れが体系的に構築され、全専攻共通の科目で異分野を学べる科目などが適切に

配置されている。また、全科目のシラバスが適切に作成されて、教員と学生に活用されている。 

学生のニーズに応えるため、他専攻で開設されている専門科目や他の高等教育機関で開設されてい

る授業科目についても履修を認めている。他にも、「実務研修」を必修専門科目として開設し、学生

が会社での実務経験を積む貴重な機会を提供している。  

専攻科課程では開発型技術者の育成をめざしていることから、「実験・実習科目」、「実務研修」、

「特別研究」が重要視されている。創造力を育む主な授業として「プロジェクトデザイン」や「地域

設計１」が、教育の工夫を行っている授業として「各専攻実験」が配置されている。 

「特別研究」の研究テーマの決定は学生の希望を尊重し、指導体制も複数教員による評価を設定す

ることで、学生に専門的な研究意欲を向けさせるよう配慮している。また、１学年終了時に「特別研

究中間発表」を義務づけ、学生が研究を計画的に進めるために活用するとともに、専攻として研究の

指導に活用している。専攻科生の授業や研究において技術職員による教育的機能の活用も行っている。

さらに、「特別研究」の活性化を目的として学会等の外部発表を推奨している。 

「創造性」や「問題解決能力」に関する、専攻科生の自己評価アンケート結果から、これらの能力

が身に付いたとの結果が保証されており、本校の学習・教育目標を達成するためのカリキュラムの教

育効果が表れているといえる。 

専攻科の試験、成績評価、単位認定、修了認定については、「専攻科の授業科目の履修等に関する

規程」に明確に定められており、これらのことは学生に周知されている。修了認定のための判定会議

は原則として全教員の参加により、「専攻科の授業科目の履修等に関する規程」に基づいて「専攻科

修了判定資料」に従って適切に行われている。 
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6章 教育の成果 

（１）分析 

６-１-①: 高等専門学校として，その目的に沿った形で，課程に応じて，学生が卒業（修了）

時に身に付ける学力や資質・能力、養成する人材像等について，その達成状況を把

握・評価するための適切な取組が行われているか。 

（状況） 

（Ａ）準学士課程 

 本校の学生が身に付けるべき学力や資質・能力は、準学士課程卒業時に達成すべき教育目標①Ａ

～⑥Ａで示している（既出：資料１-１-①-３）。 

そのために、それぞれの専門分野に応じた科目間の流れ図（既出：資料５-１-①-８〜12）が編

成されており、一例として（既出：資料５-１-①-９）を示す．また、シラバス（資料６-１-①-

１）には、科目ごとにそれぞれの達成すべき目標と達成度評価方法が明記されている。 

各学年においては進級に必要な単位を、また卒業時には５年間の集大成を評価するために、単位

修得状況、出欠席状況などの一定の判定基準のもとに審議、評価し（既出：資料５-３-①-１）

（既出：資料５-３-①-３、４）、身に付けるべき学力や資質・能力を保証している。また、それ

らの評価結果は学生課教務係で保存され、必要に応じて開示されることになっている。 

（Ｂ）専攻科課程 

本校の専攻科学生が身に付けるべき学力や資質・能力は、専攻科課程修了時に達成すべき教育目

標で示している。準学士課程と対比し①Ｓ～⑥Ｓに明記されている（既出：資料１-１-①-３）。 

そのために、それぞれの専門分野に応じた科目間の流れ図（既出：資料５-５-②-１～３）が編

成されており、シラバス（資料６-１-①-１）には科目ごとに達成すべき目標と成績評価方法が明

記されている。 

課程修了時には２年間の集大成を評価するために、単位修得状況、学習保証時間の確認などの一

定の判定基準のもとに審議、評価し（既出：資料５-８-①-４）、専攻科の授業科目の履修等に関

する規程で定められている専攻科生が身に付けるべき学力や資質・能力を保証している。また、そ

れらの評価結果は学生課教務係で保存され、必要に応じて開示できることとなっている。 
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資料１-１-①-３：（既出） 教育方針・育成する人材像に関する記述 

 

■教育方針と育成する人材像(Ａ:準学士課程、Ｓ:専攻科課程) 

① 豊かな人間性の涵養； 

 豊かな教養と専門知識を基礎にして、技術者としてふさわしい人格を有し、社会に貢献できる人材の育

成を目指している。 

①－Ａ★社会人となるための素養を身につけ、環境・福祉に配慮し工業技術が自然や社会に与える影響を

認識できること。 

①－Ｓ★社会・経済と工業技術の共生に配慮し、工業技術者としての社会的責任と倫理観を自覚すること。 

② 豊かな感性と創造力の育成； 

 ものづくりを基本とする実験実習を通じて製作・設計能力を育むことに加え、新しい工学的発想につな

がる感性とチャレンジ精神を培い、豊かな創造力・デザイン能力・実践力を有する人材の育成を目指して

いる。 

②－Ａ★実験実習に自主的に取り組み観察力・解析力を養い、新しい発想やアイデアを提案する習慣を身

につけること。 

②－Ｓ★専門分野にとらわれず工業技術全般に対し知的好奇心をいだき、工業技術に関する研究計画・設

計・製作およびその評価までの全プロセスをデザインできること。 

③ 自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上； 

 高度化する専門知識・技術の修得に必要な自然科学・数学・英語・専門基礎科目の十分な学力を有する

人材の育成を目指している。 

③－Ａ★自然科学・数学・英語の基礎知識を身につけ、専門分野の基礎知識を修得していること。  

③－Ｓ★自然科学・数学・英語の応用知識を身につけ、専門分野の工学理論を理解していること。 

④ 高度な専門知識と問題解決能力の育成； 

 専門分野に関する高度な知識と問題解決能力を有し、技術革新に柔軟に対応できる人材の育成を目指し

ている。 

④－Ａ★実践的技術者としての高度な専門分野の知識を修得し、与えられた技術的課題を解決できる能力

を身につけること。 

④－Ｓ★開発型技術者としての高度な専門分野の課題に対する問題点を自ら発見し、その解決方法をデザ

インし研究を遂行できる能力を身につけること。 

⑤ 情報技術力の向上； 

 コンピュータの利用能力に留まらず、新しいアイデアを具体化し設計するための情報技術力を有する人

材の育成を目指している。 

⑤－Ａ★情報技術に関する基礎知識と情報処理能力を有し、コンピュータを利用して適切な内容の報告書

を作成できること。 

⑤－Ｓ★情報技術の応用力を身につけ、コンピュータを利用して解析力と設計力を身につけること。 

⑥ コミュニケーション能力と国際感覚の育成；  

 優れたコミュニケーション能力とプレゼンテーション能力を養い、社会環境や文化の枠を超えて活躍出

来る、国際感覚豊かな人材の育成を目指している。 

⑥－Ａ★講義・実験・卒業研究の内容について日本語で口頭発表・質疑応答ができることと、基本的な技

術英語の文章を理解し国際的視野を身につけること。 

⑥－Ｓ★特別研究を含む専門分野の内容を学内・学外において日本語で口頭発表・質疑応答ができること

と、高度な専門分野に関する技術英語の文章を理解し国際社会で活躍できる基礎能力を身につけること。 
 

（出典：平成 21 年度学生便覧） 
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資料５-１-①-９：（既出） 電気情報工学科 

 

本科 １年 2年 ３年 ４年 ５年

地理 政治・経済 倫理・社会 哲学 人間と科学Ⅰ（１選択）
歴史 歴史学 人間と科学Ⅱ（１選択）

芸術

電気情報工学実験 電気情報工学実験 電気情報工学実験 電気情報工学実験 卒業研究
電気電子製図 プロジェクト・ワーク 電磁工学実験 電磁工学実験（選択）

情報工学実験 情報工学実験（選択）
物性工学実験 物性工学実験（選択）

基礎数学ＡⅠ 微分積分学 解析学 確率統計
基礎数学ＡⅡ 代数学・幾何学 線形代数学 応用数学
基礎数学Ｂ
一般理科
物理 物理 応用物理 応用物理
化学Ⅰ 化学Ⅱ

英語ⅠＡ 英語Ⅱ 英語Ⅲ
英語ⅠＢ 英語ライティングＡ

英語ライティングＢ

電気数学Ⅰ 電気数学Ⅱ
電気情報工学大系 電気回路学Ⅰ 電気回路学Ⅱ 過渡現象論

電気磁気学Ⅰ 電気磁気学Ⅱ
電子回路Ⅰ 電子回路Ⅱ

電気電子工学演習Ⅰ 電気電子工学演習Ⅱ

電子情報工学 電子工学
電気電子計測

電磁波工学

コンピュータ工学 信号処理
情報通信工学 ディジタル回路

集積回路設計
マルチメディア工学
情報ネットワーク論
画像工学

電子デバイス工学 情報デバイス工学
電子物性 電気材料

フォトニクス材料
量子力学

電気機器工学 電磁エネルギー工学
パワーエレクトロニクス 電力システム工学

制御工学
メカトロニクス

電気法規

（5年次配当科目は選択）

情報工学Ⅰ 情報工学Ⅱ 情報工学Ⅲ 情報工学Ⅳ 数値計算法

（5年次配当科目は選択）

国語 国語 国語 文学
英会話 英会話 英語演習Ⅰ 英語演習Ⅱ

ドイツ語Ⅰ ドイツ語演習
ドイツ語Ⅱ

保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ 保健・体育Ⅰ
保健・体育Ⅱ

（5年次配当科目は選択）

⑤
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（出典：平成 21 年学生便覧より整理） 
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科目名 生物有機化学 英 語 科 目
名 

Bioorganic Chemistry 

開講年度・学期 平成１９年度・前期 対 象 学
科・専攻・
学年 

物質工学科５年 

授業形態 講義 必修 or 選
択 

選択 

単位数 １単位 単位種類 履修単位（３０ｈ） 

担当教員 胸組虎胤 居室（もし
くは所属） 

物質工学科実験棟 2階 

電話 0285-20-2800 E-mail munegumi@oyama-ct.ac.jp 

授業の達成目標 

１．     一般酸、一般塩基の概念について説明できること。 

２．        酵素の活性中心にある基質結合部位、触媒部位の働きについて説明できること。 

３．        分子認識に必要とされる作用と化学構造との関係を説明できること。 

４．        代表的な酵素（少なくとも５種類）の触媒機構を説明できること。 

５．        人工酵素設計の基礎を説明できること。 

 

各達成目標に対する達成度の具体的な評価方法 

達成目標１～５：試験での関連問題について６０％以上の成績で達成とする。 

 

評価方法 

２回の試験（各９０分）の相加平均で評価する。 

試験における参考書、コピー、携帯電話、電卓、ノート、メモ等の持ち込みは不可。 
 

授業内容 

１．生体分子の構造と機能：タンパク質、脂質、核酸、糖質 

２．触媒作用の基礎：一般酸触媒、一般塩基触媒、ブレンステッド則 

３．生体反応と分子間力：クーロン力、水素結合、分子間力、疎水結合 

４．酵素の構造と機能：基質結合部位、触媒部位 

５．酵素反応の動力学：ミカエリスメンテンの式、反応速度、動力学パラメーター 

６． 代表的な酵素の触媒作用：セリンプロテアーゼ、リボヌクレアーゼ、リゾチーム 

７． 酵素の固定化とその利用：固定化のメリット、酵素固定、細胞固定、微生物固定 

８．（前期中間試験） 

 

９． 補酵素：ビタミンと補酵素、ピロドキサール、ATP 

10． 金属イオンと金属錯体の化学の基礎：金属イオンと生体分子、配位子交換 

11． 金属酵素：カルボキシペプチターゼ、カルボニックアンヒドラーゼ、 

12． 分子内触媒作用：分子内、分子間触媒、分子配向、エントロピー、エンタルピー 

13． 協同触媒作用：分子内での協同触媒、 

14． 人工ホスト化合物：シクロデキストリン、クラウンエーテル、シクロファン 

15． 人工酵素の構築：包摂化合物、人工酵素 

（前期期末試験） 

 

キーワード タンパク質、酵素、人工酵素、反応機構、酵素モデル、一般酸塩基触媒  

教科書 小宮山、八代著、「生命化学 I」（丸善） 

参考書 １．田宮 他訳「ヴォート生化学（上）（下）」第２版、」東京化学同人（2005） 
 

小山高専の教育方針①～⑥との対応 ① ② 
技術者教育プログラムの学習・教育目標 

（Ｂ－３） （Ｃ－１） 

JABEE基準１の（１）との関係 (b)(d（１）)(e) 
カリキュラム中の位置づけ 

前年度までの関連科目 生物有機化学 

現学年の関連科目 物質工学実験 

次年度以降の関連科目  

連絡事項 

 
 

シラバス作成年月日：平成 18年 12月 26日 

 

小山高専の教育方針①～⑥で該

当するものを記入。４，５年以上に

ついては JABEE との対応表から該

当する番号を記入。  １－３年に

ついては各科で作成する分類表に

従って記入。 

この 2 項目は JABEE との関連を記

入、１－３年は記入不要。 

資料６-１-①-１： １９年度シラバス作成例（教務委員会） 

１年から５年までの履修単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：教務委員会シラバス作成資料） 
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資料５-３-①-１：（既出）成績判定の規程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成21年度学生便覧p.45～48） 
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資料５-３-①-３：（既出） 及落判定会議の開催通知 

 

平成２１年度及落判定会議の開催について 

【５年生】 予 備 会 議 

 日 時：平成２１年３月１０日（水） ９時００分～ 

 場 所：管理棟会議室 

 出席者：校長、副校長、校長補佐（教務担当）、教務補佐、一般科・各学科長、 

５年学級担任 

【専攻科】 予 備 会 議 

 日 時：平成２１年３月１０日（水） ５年生予備会議終了後 

 場 所：管理棟会議室 

 出席者：校長、専攻科委員会委 

【５年生】 判 定 会 議 

 日 時：平成２１年３月１０日（水） １０時３０分～ 

 場 所：管理棟会議室 

 出席者：校長、副校長、校長補佐（教務担当）、教務補佐、一般科・各学科長、 

     各教員 

【専攻科】 

 日 時：平成２１年３月１０日（水） ５年生判定会議終了後 

 場 所：管理棟会議室 

 出席者：校長、専攻科委員会委員、各教員 

    場 所 ； 管理棟会議室 

    出席者 ； 校 長，副校長，校長補佐(教務担当)，教務補佐，一般科・各学科長 

                ５年学級担任， 

（出典：教務委員会資料より） 
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資料５-３-①-４：（既出）学年末成績の教員に対する注意通知の一部（１／２） 
平成２２年１月  

  教員各位  
 

学年末の日程等について 
                                                 校長補佐 (教務担当 )  森 夏樹 

  学年末の日程等について連絡いたします。 
 
１．後期期末試験  
    ・後期期末試験は、２月４日 (木 )～２月１０日 (水 )です。 
   
２．再試験について 
  ・学年成績が 60 点未満の 1 年生（21 年度入学者）については、再試験を必ず実施願います。 

・学年成績が 60 点未満の場合、20 年度以前入学の 1 年生と２～５年生については、担当教員の判断によ
って再試験を行うことができます。再試験の結果の点数は 60 点が上限となります。再試験の結果、学年
成績として 60 点の評価が得られれば、その科目は合格となります。 

  ・20 年度以前入学の 1 年生と２～５年生の再試験を行うかどうかは、担当教員の裁量に任されます。学生に
対しては、実施の有無を伝えておくことが適当かと考えます。 

  ・再試験該当者の掲示用紙（別紙）の提出締切は、２月２２(月 )正午です。掲示は、図書情報センター南側の
学生向け掲示板にて行います。各教員は、締切までに所定の用紙 (別紙参照 )に記入の上、教務係に提
出してください。学生はこの掲示を見ることを原則としますので、教員が学生に直接連絡する必要はありま
せん。もし締切に間に合わなかった場合には、各教員自身の責任において、直接学生に連絡してくださ
い。 

  ・再試験期間は、３月１日 (月 )～３月５日 (金 )です。再試験の時間割は、原則として後期期末試験に対応する
ものとします。例えば、期末試験の１日目の１時限の科目は、再試験の１日目の１時限になります。 

  ・再試験の監督は、担当教員が行うこととします。担当教員が非常勤講師の場合は、各学科、各教科で対応
してください。 

 
３．学年末成績、再試験の結果、再評価の結果の提出について         
    ・学年成績の締切は、２月２２日 (月 )の午後５時までに、教務支援システムで入力をお願いします。締切に間

に合うようにお願いします。教員室でコンピュータが使用できない場合には、教務係のコンピュータをご利
用ください。この時、再試験の対象学生の得点も含めて全学生の成績を入力してください。成績入力後
は、正しく入力されていることをご確認ください。成績入力についてのご質問は、教務係までお願いしま
す。 

  ・非常勤講師の先生は、名票に記入して、２月１８日 (木 )までにご提出ください。 
  ・再試験の結果報告は名票に記入署名捺印の上３月９日 (火)正午までにお願いします。 

なお、５年生については３月５日 (金 )１７時までにお願いします。 
  ・教務支援システムで、成績の閲覧が可能になります。すべての入力が終了した時点で成績、欠課の一覧表

が閲覧できます。ただし、この一覧は訂正される可能性がありますので、判定会議で配布される一覧表が
最終的なものということになります。 

 ・成績提出の締切後でどうしても訂正が必要な場合には、次のような手順になります。   Ａ）判定会議資料の
作成に間に合う場合は、担当教員は「成績訂正願」の用紙に必         

要事項を記入し、教務係に提出する。 
  Ｂ）判定会議資料の作成に間に合わない場合には、担当教員は「成績訂正願」の用紙に必要事項を記入し、

教務係に提出し、判定会議の時に報告する。担当教員が非常勤講師の場合には、校長補佐 (教務担
当 )が判定会議の時に報告する。 

  Ｃ）判定会議後には、科目の合否が関係する訂正は行わない。それ以外の訂正は、３月  
中であれば、担当教員が「成績訂正願」の用紙に必要事項を記入し、教務係に提出する。訂正内容
は、新年度に担当教員が教職員会議等で報告する。担当教員が非常勤講師の場合は、校長補佐 (教
務担当 )が教職員会議等で報告する。 

 
４．判定会議  
  ・判定会議は、５年生については、３月１０日 (水 )、１年生から４年生については、３月１５日 (月 )です。この時に

成績の資料を持参していただき、入力した成績に誤りがないことをご確認ください。 
    ・判定会議の結果、進級が認められなかった学生に対しては、学級担任教員から速やかに連絡をお願いし

ます。不測の事態を防ぐためにも、学生に対しては連絡方法をはっきりさせておいてください。 
  ・進級できなかった学生の意思決定 (留年、進路変更など)は、次年度の名簿の準備の関係がありますので、３

月２３日 (火 )までに、学級担任教員は教務係へ連絡をお願いします。 
 
５．進級の規定について 
  ・進級判定･卒業認定基準等につきましては、平成２１年度入学の 1 年生については学生便覧の 46、47 ペー

ジの第 10 条及び第 13 条等、平成２０年度以前入学の１年生及び２～５年生については学生便覧 50、
51 ページの第 10 条及び第 13 条等を参照してください。 

  ・進級できない場合でも、学年課程の修了を追認される場合があります。基準につきましては、４月に配布しま
した「教務関係資料」にある、「学業成績並びに再評価及び進路変更者への評価に関する申し合わせ
事項」をご覧ください。 

 
６．再評価  
  ・平成２１年度入学の１年生が５単位までの不合格単位を持って進級した場合は、進級後に前学年の不合格

科目についてのみ再評価を必ず実施願います。再評価の結果、合格の評価が得られれば、その科目は
60 点に評価し直されます。 

・平成２０年度以前入学の１年生及び２～４年生が７単位までの不合格単位を持って進級した場合、担当教
員の判断によって進級後に前学年の不合格科目についてのみ再評価を行うことができます。再評価の結
果、合格の評価が得られれば、その科目は 60 点に評価し直されます。 

  ・再評価を希望する平成２０年度以前入学の１年生及び２～４年生は、４月中に願い出ることになっています。 

（出典：学生課資料及び教員配布資料） 
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資料５-３-①-４：（既出）学年末成績の学生に対する注意通知の一部（２／２） 

（出典：学生課資料及び教員配布資料） 

平成２２年１月 
 

 学生の皆さんへ 
 

学年末の日程等について(案) 
 

                                               校長補佐(教務担当)  森 夏樹 
 
   学年末の日程、進級などについてお知らせします。 
 
１． 進級判定の基準について 
  ・１年生（21 年度入学者）の学年課程修了が認められるのは、単位数については、当該学年の不合格単位が５単位

を超えない場合です（不合格単位が６単位以上になれば、進級は不可）。その他の進級判定基準については、
学生便覧の 46 ページの第 10 条に記載されていますので確認してください。 

    ・20 年度以前入学の１年生と、２年生～４年生の学年課程修了が認められるのは、単位数については、当該学年
までの不合格単位が累積７単位を超えない場合です(累積不合格単位が８単位以上になれば、進級は不可)。
その他の進級判定基準については、学生便覧の 50 ページの第 10 条に記載されていますので確認してくださ
い。 

    ･ ５年生の進級判定基準及び卒業認定基準については、学生便覧の 50、51 ページの第 10 条及び第 13 条に
記載されていますので確認してください。 

 
２．再試験 
    ・平成 21 年度入学の 1 年生について、学年成績が 60 点未満の科目は、再試験を実施します。 

・平成 20 年度以前入学の 1 年生及び 2～5 年生について、学年成績が 60 点未満の科目は、担当教員の判断
で再試験を行うことがあります。 

 
３．再評価 
  ・平成 21 年度入学の 1 年生について、５単位までの不合格単位を持って進級した場合、進級後に前学年の不合

格科目についてのみ再評価を行います。 
・平成 20 年度以前入学の 1 年生及び２～４年生について、７単位までの不合格単位を持って進級した場合、担
当教員の判断で進級後に前学年の不合格科目についてのみ再評価を行うことがあります。 

 
４．後期期末試験、再試験、再評価の日程 
    後期期末試験 ：２月４日(木)～２月１０日(水) 
    成績に関して意見等がある場合は、なるべく早く（遅くとも３／５（金）までに）科目担当教員まで申し出てください。 
        ↓ 
    再試験の掲示：２月２２日(月)１５：００に、図書情報センター南側の学生向け掲示板          に発表 
    再試験については、２月２２日以前に担当教員から学生個人に連絡することは、原   則としてありませんので、こ

の掲示を確認してください。平成 21 年度入学の 1 年生以外に対しては、すべての科目で再試験が実施されると
は限りません。従って、再試験がないからといって、その科目が合格したとは限りません。 

        ↓ 
    再試験の実施 ：３月１日(月)～３月５日(金) 
    再試験の日程は原則として後期期末試験に対応します。期末試験の１日目の１時限   目の科目は、再試験で

も１日目の１時限目ということです。変更もありますので、    掲示で日時、場所、出題範囲は、確認してくださ
い。 

        ↓ 
    判定会議 ：５年生…３月１０日(水)、１～４年生…３月１５日（月） 
     進級できない場合には、学級担任教員から連絡があります。進級できる場合には特    に連絡はありません。

学年の成績は、郵送で通知されます。 
        ↓ 
    再評価 ：新学期(４月) 

・ 不合格単位を持って進級した平成２１年度入学の新２年生について、再評価を行います。再評価の結果、１
科目でも不合格の場合には、進級できません。 

・不合格単位を持って進級した平成２０年度以前入学の新２年生及び、新３～５年生について、再評価の機会が
あります。再評価の実施は担当教員の判断によりますので、担当教員にたずねてください。再評価を受ける場
合には、教務係で用紙を受け取り、教科担当教員、学級担任教員の承認を得て、教務係へ４月中に提出して
ください。 
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資料５-５-②-１ ： （既出） 

学習・教育目標を達成するために必要な授業科目の流れ（電子システム工学専攻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成２１年度学生便覧より作成）
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資料５-２-②-１：（既出）２２年度シラバス作成例（教務委員会） 

４年・５年（学修単位）・専攻科 

 

 

（出典：教務委員会シラバス作成資料） 
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回収資料 

 

 

 

平成 21 年度 

専攻科修了判定資料 
 

 

 

小山工業高等専門学校 

 

 

 

平成 22 年 3 月 5 日 

 

（評価結果）  

資料５-８-①-４：（既出）専攻科修了判定会議資料 
 

表紙 

 

電子システム工学専攻の例 

専攻科 1

年後期 

電子システム工学専攻　1学年  後期　　成績及び修得単位数一覧表

一 般 専門基礎 専 門 計

氏

名

応
用
英
語
　
２

応
用
解
析
学

応
用
科
学

機
構
設
計
論

生
産
シ
ス
テ
ム
工
学

力
学
特
論

計
算
機
応
用
論

光
制
御
工
学

電
気
材
料
特
論

シ
ス
テ
ム
同
定
論

エ
ネ
ル
ギ
ー

工
学

塑
性
力
学

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
演
習
Ａ
・
後
期

電
子
シ
ス
テ
ム
工
学
演
習
Ｂ
・
後
期

ゼ
ミ
ナ
ー

ル

特
別
研
究

(

１

)

環
境
技
術

工
学
シ
ス
テ
ム
概
論

単位数 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0 1.0 2.0 3.0 2.0 2.0

73 84 76 90 52 73 80 合 64 2.0/6.0 2.0/4.0 13/30 17/40

65 80 90 0 82 100 100 85 合 73 0.0/4.0 2.0/4.0 16/39 18/47

90 70 96 60 55 66 76 100 83 合 77 2.0/6.0 4.0/6.0 14/35 20/47

92 100 87 90 88 93 90 合 81 0.0/4.0 4.0/6.0 15/36 19/46

60 70 90 87 74 73 100 100 85 合 73 0.0/4.0 4.0/6.0 18/41 22/51

62 70 76 80 95 90 75 86 85 合 74 2.0/6.0 4.0/6.0 16/35 22/47

78 83 100 83 83 85 合 71 0.0/4.0 2.0/4.0 14/35 16/43

70 70 77 90 80 62 73 80 合 70 2.0/6.0 2.0/4.0 16/35 20/45

60 79 79 80 48 83 70 合 67 0.0/4.0 4.0/6.0 13/32 17/44

62 80 91 90 87 90 81 80 合 72 2.0/6.0 2.0/4.0 16/37 20/47

80 80 74 87 75 96 86 89 85 合 74 2.0/6.0 4.0/6.0 16/37 22/49

79 90 90 93 0 71 90 合 80 0.0/4.0 4.0/6.0 13/32 17/44

84 94 92 95 86 80 100 90 合 72 0.0/4.0 4.0/6.0 17/38 21/48

86 89 89 95 85 83 87 100 80 合 79 0.0/4.0 4.0/6.0 18/43 22/53

60 64 80 70 70 78 76 85 合 70 2.0/4.0 2.0/4.0 16/33 20/41

修 得 単 位 数
( 後 期 修 得 単 位 / 累 積 修 得 単 位 )

一 般

選 択

専門基礎科目

選 択

専 門 科 目

必 修選 択

 

専攻科 2

年後期 

電子システム工学専攻　2学年  後期　　成績及び修得単位数一覧表

一 般 専門基礎 専 門 計

氏

名

固
体
電
子
論

光
波
応
用
工
学

特
別
研
究

(

２

)

単位数 2.0 2.0 11.0

77 合 0.0/8.0 0.0/4.0 13/49 13/61

合 0.0/6.0 0.0/4.0 11/56 11/66

72 合 0.0/8.0 0.0/6.0 13/54 13/68

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/51 11/63

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/54 11/64

合 0.0/8.0 0.0/6.0 11/48 11/62

合 0.0/6.0 0.0/4.0 11/50 11/60

合 0.0/8.0 0.0/4.0 11/48 11/60

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/49 11/63

合 0.0/8.0 0.0/4.0 11/50 11/62

合 0.0/8.0 0.0/6.0 11/52 11/66

0 合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/51 11/65

合 0.0/6.0 0.0/6.0 11/51 11/63

82 合 0.0/6.0 0.0/6.0 13/66 13/78

合 0.0/6.0 0.0/4.0 11/50 11/60

修 得 単 位 数
( 後 期 修 得 単 位 / 累 積 修 得 単 位 )

一 般

選 択

専門基礎科目

選 択

専 門 科 目

必 修選 択

 
 

（出典：平成 21 年度専攻科修了判定資料） 

 

回収資料 

 

 

 

平成 21 年度 

専攻科修了判定資料 
 

 

 

小山工業高等専門学校 

平成 22 年 3 月 5 日 
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 シラバスには各科目の達成目標と評価方法が明記されている。また、準学士課程卒業時と専攻科

課程修了時には、判定基準のもとに達成度が審議、評価されている。 

 卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力は、本校の教育目標別に区分された必要科目

を履修することで保証されている。 

 学生が卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力、養成される人材像は、以上のように

評価され保証されており、取り組みとして適切である。 

 

６-１-②： 各学年や卒業（修了）時などにおいて学生が身に付ける学力や資質・能力について，

単位修得状況，進級の状況，卒業（修了）時の状況，資格取得の状況等から，ある

いは卒業研究，卒業制作などの内容・水準から判断して，教育の成果や効果が上が

っているか。  

（状況）  

（Ａ）準学士課程 

 過去３年間における退学率（休学・留年・退学）の推移状況を（資料６-１-②-１）に示す。ま

た、過去５年間の進級率を学年ごとに（資料６-１-②-２）に示す。平成 21 年度については５学科

５学年の進級状況を（資料６-１-②-３）に示す。 

平成 21 年度 12 月時点における資格取得状況を学科ごとに（資料６-１-②-５）に示す。また、

平成 21 年度の卒業研究・卒業制作の状況を学科ごとに（資料６-１-②-６）に示す。さらに、平成

19 年から平成 21 年の間における各種コンペティションへの参加状況及び口頭発表の状況を学科ご

とに（資料６-１-②-７、８）に示す。 

（Ｂ）専攻科課程 

 過去２年間の修了率を（資料６-１-②-４）に示す。 

平成 21 年度 12 月時点における資格取得状況を学科（専攻科生の取得状況を含む）ごとに（資料

６-１-②-５）に示す。また、平成 21 年度の特別研究の状況を学科（専攻科課程を併記した）ごと

に（資料６-１-②-６）に示す。そして、平成 19 年から平成 21 年の間における学会発表の参加状

況を学科ごとに（資料６-１-②-７）に示す。 
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資料６-１-②-２：過去５年間の進級率 

 

本科学生の進級率（学年毎） 
退学者を含む  

学年 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

1 年生 95.1% 96.2% 96.6% 97.1% 98.0% 

2 年生 91.8% 94.6% 95.6% 93.2% 92.7% 

3 年生 89.3% 90.8% 88.0% 88.4% 89.8% 

4 年生 89.3% 89.3% 90.0% 90.0% 89.5% 

5 年生 98.9% 96.8% 98.4% 98.4% 97.3% 

      

本科学生の進級率（学年毎） 退学者を含まない  

学年 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

1 年生 97.5% 98.5% 97.0% 99.5% 98.5% 

2 年生 95.0% 98.5% 96.6% 96.5% 94.5% 

3 年生 96.3% 96.4% 92.9% 95.0% 91.1% 

4 年生 93.6% 93.4% 93.5% 94.3% 90.8% 

5 年生 99.5% 96.8% 99.5% 98.4% 97.3% 

 

（出典：学生課教務係資料） 

資料６-１-②-１：退学率の推移状況 

    

準学士課程の過去 3 年間の休学、留年及び退学者の各数と退学率 

    

異動事項 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

休学 4 1 7 

留年 41 32 38 

退学（ａ） 24 36 11 

学生総数（ｂ） 1016 1018 1006 

退学率（ａ／ｂ）（％） 2.4% 3.5% 1.1% 

  学生総数は各年度５月１日現在 

休学：休学により原級に留まった者の数   

留年：成績不振により原級に留まった者の数  

退学：退学により学籍を失った者の数   

（出典：学生課教務係資料） 
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資料６-１-②-４：専攻科学生の修了率 

 

専攻科学生の修了率   

  平成 20 年度修了 平成 21 年度修了 

電子システム工学 91.7% 100.0% 

物質工学 85.7% 100.0% 

建築学 100.0% 83.3% 

 

（出典：学生課教務係資料） 

資料６-１-②-３：平成 21 年度進級状況 

平成21年度進級状況
平成22年3月31日

計
休学：退学（内数） 1 1 0 1
留年：退学（内数） 1 1 1 2 1 1
退学：退学合計 0 0 1 0 0 0 1 1
休学：退学（内数） 1 1 2 0 2
留年：退学（内数） 1 1 2 5 2 8 3 5
退学：退学合計 0 1 0 1 1 2 1 4 4
休学：退学（内数） 1 1 0 1
留年：退学（内数） 2 3 1 6 2 3 3 17 3 14
退学：退学合計 0 1 2 0 0 0 3 3
休学：退学（内数） 1 1 2 0 2
留年：退学（内数） 4 1 2 4 1 2 1 5 17 3 14
退学：退学合計 1 0 1 1 0 0 3 3
休学：退学（内数） 1 1 0 1
留年：退学（内数） 1 1 1 0 1 4 0 4
退学：退学合計 0 0 0 0 0 0 0 0
休学：退学（内数） 1 0 0 0 3 0 1 0 2 0 7 0 7
留年：退学（内数） 7 1 8 2 14 4 5 1 14 2 48 10 38
退学：退学合計 0 1 0 2 0 4 1 2 0 2 1 11 11

・「休学：退学（内数）」は「休学により原級に留まった者の数：その内の退学者数（ａ）」を表す。
・「留年：退学（内数）」は「成績不振により原級に留まった者の数：その内の退学者数（ｂ）」を表す。
・「退学：退学合計」は、「上記（ａ）と（ｂ）以外の退学者数（ｃ）：（ａ）+（ｂ）+（ｃ）」を表す。

　　　　　　（出典　学生課資料）

5

計

1

2

3

4

平成21年度の各学年各クラスの進級状況

Ｍ E D C A 小計

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料６-１-②-５：資格取得状況(機械工学科及び専攻科の例)  
学年 取得資格名 取得学年・年・月 人数 
準学士過程 
資格取得状況 学科名：機械工学科 
１学年 基礎製図検定 １年・2005 年 1 
 ４件 情報技術検定 ３級 １年・2005 年 1 
 計算技術検定 ３級 １年・2005 年 1 
 機械加工技能士（普通旋盤作業） ３級 １年・2005 年 1 
２学年 危険物取扱者 乙種 １類 ２年・2006 年 1 
 ５件 危険物取扱者 乙種 ２類 ２年・2006 年 1 
 危険物取扱者 乙種 ４類 ２年・2006 年 3 
３学年 ボイラー技士 ２級 ３年・2007 年 5 
 ７件 危険物取扱者 乙種 ３類 ３年・2007 年 1 
 危険物取扱者 乙種 ５類 ３年・2007 年 1 
４学年 ボイラー技士 ２級 ４年・2008 年 2 
 ６件 アマチュア無線技師 ３級 ４年・2008 年 1 
 TOEIC ４２０以上 ４年・2008 年 1 
 TOEIC ５５０以上 ４年・2008 年 1 
 危険物取扱者 乙種 ６類 ４年・2008 年 1 
５学年 ボイラー技士 ２級 ５年・2009 年 3 
 ７件 アマチュア無線技師 ３級 ５年・2009 年 1 
 TOEIC ４２０以上 ５年・2009 年 1 
 TOEIC ５５０以上 ５年・2009 年 1 
 危険物取扱者 乙種 ４類 ５年・2009 年 1 
５学年 第３種 電気主任技術者試験 ５年・2009 年 1 
 1 件    
専攻科 
資格取得状況 専攻名：電子システム工学専攻（機械工学系） 
１学年 なし   
 ０件    
２学年 ボイラー技士 ２級 ２年・2009 年 1 
 ２件 危険物取扱者 乙種 ４類 ２年・2009 年 1 
資格取得状況 専攻名：電子システム工学専攻（電気情報工学系） 
１学年 日本漢字能力検定 ２級 １年・2008 年 1 
 ３件 実用英語技能検定 ２級 １年・2008 年 1 
 TOEIC ６３５ １年・2008 年 1 
２学年 なし   
 ０件    
資格取得状況 専攻名：電子システム工学専攻（電子制御工学系） 
１学年 なし   
 ０件    
２学年 なし   
 ０件    
資格取得状況 専攻名：物資工学専攻 
１学年 なし   
 ０件    
２学年 TOEIC ４２０以上 ２年・2009 年 1 
 １件    
資格取得状況 専攻名：建築学専攻 
１学年 なし   
 ０件    
２学年 ２級建築士 ２年・2009 年 1 
 １件    

（出典：各学科資格取得状況調査資料を整理） 

資料６-１-②-５（続き）：資格取得状況のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：学科資格取得状況調査資料を整理） 

準学士課程 
 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 

１学年 4 0 0 1 0 
２学年 5 2 0 2 0 
３学年 7 1 13 1 1 
４学年 6 1 11 4 3 
５学年 7 7 1 7 6 
小計 29 11 25 15 10 

専攻科 
 電子システム 

工学専攻 
(機械工学系) 

電子システム 
工学専攻 

(電気情報工学系) 

電子システム 
工学専攻 

（電子制御工学系） 

 
物質工学専攻 

 
建築学専攻 

１学年 0 3 0 0 0 
２学年 2 0 0 1 1 
小計 2 3 0 1 1 
計 31 14 25 16 11 
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資料６-１-②-６（続き）：卒業研究評価結果一覧の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料６-１-②-６（続き）：専攻科特別研究の評価シートの一例 

    

資料６-１-②-６：卒業研究・卒業制作の状況 

平成２１年度 

準学士課程 卒業研究   評価点    

学科名   最大 最小 平均 

機械工学科   94 69 79.3 

電気情報工学科   87 66 74.6 

電子制御工学科   99 64 83.7 

物質工学科   96 60 82 

建築学科   84.8 69.7 75.2 

     

専攻科課程 特別研究  評価点    

専攻名   最大 最小 平均 

  機械工学系 85 77 81.8 

電子システム工学専攻 電気情報工学系 80 64 72.4 

  電子制御工学系 94 80 88.3 

物質工学専攻   97 80 90 

建築学専攻   82.8 78.1 81.1 

（出典：各学科成績資料を整理） 
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資料６-１-②-６（続き）：卒業研究評価結果一覧の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６-１-②-６（続き）：卒業研究発表プログラムの一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：各学科資料） 

２０１０年 １月 ２７日 
２０１０年度電子制御工学科卒業研究発表会開催要項 

電子制御工学科 

 下記のように、２０１０年度電子制御工学科卒業研究発表会を開催します。 
記 

１．開催日時 ２０１０年２月１８日（木）９：００− １７：００ 

２．場所      図書館棟視聴覚室 
３．発表要領  （１）発表時間 １人７分、質疑応答３分 
          発表者が２人以上の場合には発表：７＋(発表者数− １)×２分 

          質疑応答：３分 
 （２）発表方法  PowerPoint に類するプレゼンテーションソフト、または PDF ファイルを用いるこ

と。それ以外の方法の場合、事前に相談すること。パソコン、プロジェクタは学科

が用意。 
 （３）司会    学生同士で行うこと。 
 （４）練習 発表前日２月１７日（水）に視聴覚室を借り切っています。発表日が近づきました

ら、調整方法を周知します。 
４．概要集 
       以下省略   
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資料６-１-②-７：学会発表（含：ｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝ）に関する調査例 

 
発表学生氏名 指導教員名 書名・発表題目 

発行所、発表雑誌等又は発表学会等の名称 
（巻・号・頁等） 

発行又は発表の年月 
査読
有無 

共著、発表
者一覧 

備考：受賞などの
特記事項 

 準学士課程 

    
 

機械工学科 準学士課程 口頭発表 （１４件） 

  山下進 ヘッドマウントディスプレイの医用への応用 
日本機械学会 2009 年度年次大会講演論文集

Vol.7、pp.289～290 
平成２１年９月 無     

    （以下省略）           

      
   

  

  機械工学科 準学士課程 論文発表（１件） 

  山下進 
災害現場および緊急処置における異空間画像共有可倒式ヘッド

マウントディスプレイの有用性 

第 36 回日本救急医学会総会・学術集会、日本救

急医学会雑誌 19(8)637 
平成２０年１０月 有     

                

電気情報工学科 準学士課程 口頭発表（３６件）           

  石原 学 力覚の提示間隔の影響 第 15 回高専シンポジウム 平成２２年１月 無     

  鈴木真ノ介 電磁石を用いた磁性流体クラッチの制御に関する基礎検討 第１５回高専シンポジウムｉｎいわき、P1-25 平成２２年１月 無     

  田中昭雄 二足歩行ロボットの動力学シミュレーション 
第 27 回日本ロボット学会学術講演会予稿集、ジ
ュニアセッション（２）（高専ロボットセッショ

ン）、1N-05 

平成２１年９月 無     

    （以下省略）           

                
電気情報工学科 準学士課程 論文発表（１件）           

  千田正勝 
伝達関数法を用いたコモンモードノイズからのＰＣモニタ画像

復元 

Journal of the Japan Association for College 

of Technology、vol. 14、 no. 4、 pp. 55-60 
(2009). 

平成２１年１２月 有     

                

                

物質工学科 準学士課程 口頭発表（２４件）           

  田中孝国 高分子ろ材を用いた脱窒菌高密度培養法の検討 第 15 回高専シンポジウム講演要旨集 p.67 平成２２年１月 無     

  飯島 道弘 
カルボキシル基を有するヘテロテレケリックポリエチレングリ

コールの新規合成反応 

第５８回高分子学会討論会、高分子学会予稿集、

５８(２)、4865（2009） 
平成２１年９月 無     

    （以下省略）           

             
物質工学科 準学士課程 論文発表（０件）      

        

             

建築学科 準学士課程 口頭発表（３２件）           

  大島隆一 表参道 - 裏参道 -伝統工芸でつなぐみち- JIA 栃木クラブ卒業設計・学生賞推薦 平成２１年３月 有   
作品展示・口頭発

表、最優秀賞 

    （以下省略）           

         
建築学科 準学士課程 論文発表（９件）         

  高橋純一 
既存鉄筋コンクリート造学校建築の耐震補強費用効果に関する

研究 
櫟会(小山高専建築学科同窓会)卒業研究表彰 平成２１年３月 有   表彰推薦 

  川上勝弥 
補強コンクリートブロック造の実態調査 -関東地方における組
積造建築物の現状- 

高専機構本部：創造性を育む「卒業研究」集、推
薦 

平成２１年３月 有   推薦出典 

  瀧澤雄三 ケアハウスの現状と「特定」指定状況について 櫟会(小山高専建築学科同窓会)卒業研究表彰 平成２０年３月 有   表彰推薦 

    （以下省略）           

                

建築学科 準学士課程 論文（設計）（１２件）           

  豊川斎赫 gionjo GATE street ―小山駅西口祇園城通り再計画― 日本建築学会全国大学・高専卒業設計展示会 
平成２１年５月〜１１

月 
有   作品展示 

  大島隆一 まなび舎あそび舎‐地域に守られる子どもたちの居場所‐ 日本建築学会全国大学・高専卒業設計展示会 
平成２０年５月〜１１

月 
有   作品展示 

    （以下省略）           

                

専攻科         

                

                

電子システム工学専攻        

                

                
機械工学系 口頭発表（１３件）           

  朱勤 第 15 回高専シンポジウム in いわき 
第 15 回高専シンポジウム in いわき講演要旨集、 

pp. 314 
平成２２年１月 無     

  増淵寿 日本機械学会、関東学生会第 48 回学生員卒業研究発表講演会 
日本機械学会、関東学生会第 48 回学生員卒業研
究発表講演前刷集 pp.421～422 

平成２１年３月 無     

    （以下省略）           

                

機械工学系 論文発表（３件）           

  山下 進 

アタッチメント型フットモーションキャプチャーセンサーユニ

ットの開発：機械化フットペダルの位置センサーとしての有用

性 

第 17 回日本コンピュータ外科学会、日本コンピ

ュータ外科学会誌 10(4)56 
平成２０年１０月 有     

                
電気情報系 口頭発表（２６件）           

  甲斐隆章 風力用巻線形誘導発電機の系統事故時連系性能の検討 
電気学会電力・エネルギー部門大会                                                      

ポスターP7 
平成２１年８月 無     

  北野達也 
直列接続方式昇降圧チョッパ回路における時分割形電力センサ
レス MPPT 制御 

電気学会産業応用部門大会講演論文集 (Y-8、
p.8) 

平成２１年８月 無     

  森夏樹 
インジウム酸化物に対する稀土類および遷移金属元素による不

純物効果 

平成 20 年度電気学会東京支部栃木支所研究発表

会予稿集 pp. 24-26 
平成２１年２月 無     

    （以下省略）           

                

電気情報系 論文発表（９件）           

  千田正勝 
伝達関数法を用いたコモンモードノイズからのＰＣモニタ画像
復元 

Journal of the Japan Association for College 

of Technology、vol. 14、 no. 4、 pp. 55-60 
(2009). 

平成２１年１２月 有     

  
石原 学、鈴

木真ノ介 

Evaluation of Method of Measurring Distance Between 

Object and Walls Using Ultrasonic Sensors 

Journal of Asian Electric Vehicles、 Vol.7、

No.1、 pp.1207-1212 
平成２１年６月 有     

  森夏樹 
Characterization of polycrystalline LaBaCaCu3O7-d super-
conductors in the fluctuation regime 

Physica C Vol. 468、 pp.1225-1227 平成２０年１０月 有     

    （以下省略）           

                

電子制御系 口頭発表（７件）           

  市村智康 イメージセンサを用いる車輪の接地点検出 
日本機械学会ロボティクス・メカトロニクス講演

会 2009（ROBOMEC2009）、pp.2P1-G02(1)-(2) 
平成２１年５月 無     

  鹿野文久 キャパシタ充放電のための DC-DC コンバータ制御 
平成 20 年度電子情報通信学会東京支部学生会研

究発表会 
平成２１年３月 無     

                

物質工学専攻 口頭発表（２４件）           

  田中孝国 超音波照射を施した活性汚泥の示す廃水処理能の評価 第 12 回化学工学会学生発表会(東京大会) 平成２２年３月 無     

  飯島道弘 
医療用ハイドロゲルを目指した末端反応性マクロモノマーの合
成と応用 

大学コンソーシアムとちぎ 第６回学生＆企業研
究発表会、大学コンソーシアムとちぎ 

平成２１年１２月 無   
優秀賞受賞（ポス
ター発表） 

  笹沼いづみ   
大学コンソーシアムとちぎ 第６回学生＆企業研

究発表会、大学コンソーシアムとちぎ 
平成２１年１２月 無     

    （以下省略）           

                

（出典：各学科の学会発表に関する調査資料） 
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資料６-１-②-７（続き）： 学会発表（含：ｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝ）に関する調査 
 

 平成 19～21 年度 口頭発表と論文の件数まとめ（件数） 

準学士課程 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 

口頭発表 14 36 - 24 32 

論  文 1 1 - - 21 

小  計 15 37 - 24 53 

専攻科課程 
電子システム工学専攻 

物質工学専攻 建築学専攻 
機械工学系 電気情報工学系 電子制御工学系 

口頭発表 13 26 7 24 19 

論  文 3 9 - - 11 

小  計 16 35 7 24 30 

総  計 31 72 7 48 83 

 

（出典：各学科の学会発表に関する調査資料のまとめ） 

 

資料６-１-②-８：ﾛﾎﾞｺﾝ、ﾌﾟﾛｺﾝ、ｱｲｺﾝなどのｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝなどへの参加状況の例 

参加学生氏名 
（学科学年） 

指導教員名 コンテスト名 主催団体名 開催年月 
査読 
有無 

共同
参加
者 

受賞などの 
特記事項 

準学士課程 

機械工学科 準学士課程（１件）           

(4M)、(5M)、(2M) 川村壮司 高専ロボットコンテスト 2008 

高 等 専 門 学 校 連 合 会 、
NHK、NHK エンタープライズ 

平成２０年 

    関東甲信越地
区大会：優勝、
全 国 大 会 ： 準
優勝 

電気情報工学科 準学士課程（５件） 

(4E)、(3D)、(3E) 田中昭雄 高専ロボットコンテスト 2007 
高 等 専 門 学 校 連 合 会 、
NHK、NHK エンタープライズ 平成１９年 

    関東甲信越地
区大会：優勝 

(4E)、(4E)、(4E) 石原学 第１９回プログラミングコンテスト自由部門 
高等専門学校連合会（福島
高専） 

平成２０年１０
月 

    全 国 大 会 ： 敢
闘賞 

電子制御工学科 準学士課程（３件） 

(4D)、(4D)、(4D) 南斉清巳 
第１８回高専プログラミングコンテスト競技部
門「オクトミノ工房」 

高等専門学校連合会（津山
高専） 

平成１９年１０
月 

      

建築学科 準学士課程（４６件）           

  

本多良政 

全国高専デザコン 2009in 豊田/構造構造ブ
リッジコンテスト「３点支持ブリッジコンテス
ト」 

高等専門学校連合会 
平成２１年１１
月 

有 

  建築設計競技 
(コンペ)、 
本選出場 

    （以下省略）       
  

  

専攻科 
建築学専攻（２８件） 

  

豊川斎赫 

三井不動産レジデンシャル・新建築社/第 6
回三井住空間デザインコンペ 

三井不動産レジデンシャル・
新建築社 平成２１年１月 有 

  建築設計競技 
(コンペ) 

  

尾立弘史 

全国高専デザコン 2008in 高松/構造構造ブ
リッジコンテスト「ブリッジコンテスト」 

高等専門学校連合会 
平成２０年１２
月 

有 

  建築設計競技 
(コンペ)、 
本選出場 

    （以下省略）          

 

（出典：各学科のコンペティションなどへの参加状況資料） 
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（評価結果）  

（Ａ）準学士課程 

学年ごとに多少のバラツキはあるが、ほぼ 90％以上の割合で進級しており、進級時に学生が身

に付ける学力や資質・能力が評価され、教育の成果や効果が上がっている。 

学科ごとに多少のバラツキはあるが、それぞれの専門分野に適合した資格を３～５年生を中心に

取得している。また、卒業研究・卒業制作はそれぞれの学科の判定基準に従って評価されている。

研究発表では、発表時間と質疑応答時間がプログラムされており、準備したプレゼンテーションに

対して、質問にどの程度答えられるかなど評価されており、育成結果が検証されている。以上のこ

とから、卒業時に学生が身に付ける学力や資質・能力が評価され、教育の成果や効果が上がってい

るといえる。  

（Ｂ）専攻科課程 

専攻ごとに多少のバラツキはあるが、それぞれの専門分野に適合した資格を取得している。特別

研究はそれぞれの学科の判定基準に従って評価され、その一部が学会発表を通じて社会に発表され

ている。研究発表では、発表時間と質疑応答時間がプログラムされており、準備したプレゼンテー

ションに対して、質問にどの程度答えられるかなど評価されており、育成結果が検証されている。

以上のことから、修了時に専攻科学生が身に付ける学力や資質・能力が評価され、養成される人材

を保証しており、教育の成果や効果が上がっているといえる。 

 

 

６-１-③： 教育の目的において意図している養成しようとする人材像等について，就職や進

学といった卒業（修了）後の進路の状況等の実績や成果から判断して，教育の成

果や効果が上がっているか。 

（状況）  

資料６-1-②-８（続き）：ﾛﾎﾞｺﾝ、ﾌﾟﾛｺﾝ、ｱｲｺﾝなどのｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝ等への参加状況(参加件数まと

め) 

準学士課程 

年度 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 

平成１９年度 - 1 1 - 14 

平成２０年度 1 2 1 - 16 

平成２１年度 - 2 1 - 16 

小計 1 5 3 - 46 

専攻科課程 

年度 
電子システム工学専攻 

物質工学専攻 建築学専攻 
機械工学系 電気情報工学系 電子制御工学系 

平成１９年度 - - - - 19 

平成２０年度 - - - - 9 

平成２１年度 - - - - - 

小計 - - - - 28 

計 1 5 3 - 74 
 

（出典：各学科のコンペティションなどへの参加状況資料のまとめ） 
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（Ａ）準学士課程 

 過去 10 年間の求人倍率の推移を(資料６-１-③-５)に示す。直近の５年間の就職先を(資料６-１

-③-７)に示す。就職先は、県内及び県外の企業において広く様々な分野に分布している。(資料６

-１-③-６)と(資料６-１-③-７)から求めた値(就職者数＋進学者数)/(卒業生数)≒0.98 から、就

職率は極めて高く、就職先企業の分野や業種を（資料６-１-③-１、８）に示す。機械、電気、情

報、制御、化学、建築、環境等の工業系企業でありそれぞれの専門性を生かした分野や業種である。 

過去 10 年間の進学率の推移を（資料６-１-③-９）に示す。また、進学先を（資料６-１-③-３、

７）に示す。進学においても県内及び県外の理工系を中心とする大学に広範囲に分布している。 

（Ｂ）専攻科課程 

 平成 20 年度と平成 21 年度の就職先状況を（資料６-１-③-２）に示す。専攻科生の就職先も、

県内及び県外の企業の様々な広い分野に分布している。就職先企業の分野や業種は機械、電気、情

報、制御、化学、建築、環境等の工業系企業でありそれぞれの専門性を生かした分野や業種である。 

また、大学院進学先を（資料６-１-③-３、９）に示す．県内及び県外の理工系を中心とする大学

に広範囲に分布している。 

なお、平成１９年度に、宇都宮大学大学院工学研究科との間に、「推薦入学に関する協定」を締

結している（資料６-１-③-４）。平成20年度の専攻科修了生の内4名が、この協定に基づいて宇都

宮大学大学院へ推薦入学を果たしている（既出：資料６-１-③-２）。 
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資料６-１-③-１：過去 3 年間の本科生就職先一覧（１／２） 

 
（出典：学生課学生係資料） 
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資料６-１-③-１：過去3年間の本科生就職先一覧（２／２） 

 

（出典：学生課学生係資料） 
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資料６-１-③-２：専攻科修了生の就職先一覧 

平成２０年度、２１年度専攻科修了生の就職先一覧 

就職先 
平成２０ 平成２１ 

ＳＳ ＳＣ ＳＡ 計 ＳＳ ＳＣ ＳＡ 計 
ｱｰﾚｽﾃｨﾀﾞｲﾓｰﾙﾄﾞ栃木 1     1         
いすゞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 1     1         
ＷＩＴＨ ＭＥ         1     1 
宇都宮機器         1     1 
江田特殊防水     1 1         
ＮＥＣﾈｯﾂ･ｴｽｱｲｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 1     1         
ＮＴＴファシリティーズ     1 1 1     1 
ｵｰｴﾙｼｰ･ｷｯﾁﾝﾃｸﾉ     1 1         
関西ペイント           1   1 
カネカ 1     1         
共伸         1     1 
桑名商事           1   1 
コスモス   1   1         
小松製作所 1     1 1     1 
三洋電機 1     1         
シャープ 1     1         
ＪＵＫＩ 1     1         
ｿﾆｰｹﾐｶﾙ&ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃﾞﾊﾞｲｽ   1   1         
ｿﾆｰﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ     2 2         
高岳製作所 1     1 1     1 
中興化成工業   1   1         
中外製薬           1   1 
ＤＲＤ 1     1         
東京電力         1     1 
東芝 1     1         
ニコン         1     1 
羽鳥芳之建築設計事務所     1 1         
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｱﾝﾄﾞ・ｻｰﾋﾞｽ         1     1 
平河ヒューテック   1   1         
本田技研工業 2     2 1     1 
ミケラ・ムウト     1 1         
三菱化学           1   1 
三菱地所藤和コミニュティ             1 1 
森永乳業           1   1 

合計 13 4 7 24 10 5 1 16 

 

（出典：学生課学生係資料） 
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資料６-１-③-３：大学院進学者状況一覧 

 

高専 小山高専専攻科 24 （ 18 ） 23 （ 10 ） 29 （ 22 ） 26 ( 20 ) 29 （ 20 ） 37 （ 17 ）
東京高専専攻科 1  
和歌山高専専攻科

計 24 （ 18 ） 23 （ 10 ） 30 （ 22 ） 26 ( 20 ) 29 （ 20 ） 37 （ 17 ）

国立 北海道大学 1   1 （ 1 ） 1
室蘭工業大学 1 1
弘前大学 1 1 1
岩手大学 1 1 （ 1 ）     1
東北大学 1 2  1
秋田大学 1
山形大学
茨城大学 1 （ 1 ） 5 （ 1 ） 1    5 ( 1 ) 2 1 （ 1 ）
筑波大学 2 5 3 3 6 1
図書館情報大学
宇都宮大学 11 （ 3 ） 4 （ 1 ） 7 （ 3 ） 4 ( 1 ) 10 （ 3 ） 4 （ 2 ）
群馬大学 7 （ 2 ） 7 （ 1 ） 7 （ 1 ） 3 9 （ 1 ） 6 （ 2 ）
埼玉大学 1 1  
千葉大学 3 2 （ 1 ） 1    7 5 （ 1 ） 2 （ 2 ）
東京大学 1
東京工業大学 2 （ 1 ） 3    
東京農工大学 5 （ 2 ） 4 （ 2 ） 8 （ 5 ） 3 ( 3 ) 7 （ 3 ） 8 （ 6 ）
電気通信大学 3 （ 3 ）     2 （ 2 ） 1 ( 1 ) 1 （ 1 ） 1 （ 1 ）
東京海洋大学 1 （ 1 ）     
横浜国立大学 1 （ 1 ）     1
山梨大学 1   1 1
新潟大学 1 2 （ 2 ）
長岡技術科学大学 11 （ 9 ） 10 （ 7 ） 11 （ 7 ） 16 ( 11 ) 8 （ 4 ） 13 （ 4 ）
金沢大学
信州大学 1 （ 1 ）     1 ( 1 ) 1 （ 1 ） 1 （ 1 ）
福井大学 1 2
富山大学 1
岐阜大学 1 ( 1 )
豊橋技術科学大学 7 （ 6 ） 5 （ 3 ） 6 （ 3 ） 9 ( 9 ) 6 （ 6 ） 6 （ 4 ）
三重大学   
名古屋大学 1 （ 1 ）         
奈良女子大学 1 1 （ 1 ）
京都工芸繊維大学
大阪大学 1
神戸大学
岡山大学
山口大学 1
愛媛大学 1
九州大学 1 1
熊本大学
宮崎大学
鹿屋体育大学 1   

計 57 （ 27 ） 53 （ 21 ） 51 （ 21 ） 57 ( 28 ) 66 （ 21 ） 52 （ 26 ）

公立 前橋工科大学 1 2 3 1
首都大学東京 1 1 （ 1 ）
東京都立科学技術大学
愛知県立大学 1   
京都府立大学

計 2 （ 0 ） 2 （ 0 ） 3 （ 0 ） 2 （ 0 ） 1 （ 1 ） 0 （ 0 ）

私立 仙台大学
東京理科大学 1
東京造形大学
東京電機大学 1 （ 1 ）     1 （ 1 ） 1 ( 1 ) 1 （ 1 ）
慶應義塾大学 1
東海大学 1
日本大学
豊田工業大学
愛知工科大学 1
人間環境大学
武蔵野美術大学 1

計 1 （ 1 ） 0 （ 0 ） 1 （ 1 ） 3 ( 1 ) 2 （ 0 ） 2 （ 1 ）

84 （ 46 ） 78 （ 31 ） 85 （ 44 ） 88 ( 49 ) 98 （ 42 ） 91 （ 44 ）

国立 東京農工大学大学院 1
筑波大学大学院 1 1 4 （ 4 ） 2 3
宇都宮大学大学院 1 （ 1 ） 1 　 　 　 1 　 　 　 4 （ 4 ） 4 （ 4 ）
群馬大学大学院 1 　 　 　
埼玉大学大学院 1 　 　
東京工業大学大学院 1 　 　 1
長岡技術科学大学大学院 1 （ 1 ） 　 　 　 　 　 　 　 　 1 （ 1 ）
豊橋技術科学大学大学院 1 1 （ 1 ）
北陸先端大学大学院 1 （ 1 ）     1    
九州工業大学大学院 1 　 　

計 6 （ 2 ） 2 （ 0 ） 4 （ 1 ） 9 （ 9 ） 6 （ 4 ） 7 （ 1 ）

私立 早稲田大学大学院

計 0 （ 0 ） 0 （ 0 ） 0 （ 0 ） 0 （ 0 ） 0 （ 0 ） 0 （ 0 ）

6 （ 2 ） 2 （ 0 ） 4 （ 1 ） 9 （ 9 ） 6 （ 4 ） 7 （ 1 ）

専攻科進学及び大学編入学状況一覧(年度別)
(平成22年度入学) 2010/2/26

大学等名 １６年度 １７年度

（　）内は推薦で内数

（　）内は推薦で内数

大学院進学状況一覧(年度別)
2010/2/26

大学院名 １８年度１７年度 ２１年度

合計

(平成22年度入学)

１９年度１６年度

１８年度 ２１年度

合計

１９年度 ２０年度

２０年度

 

（出典：学生課学生係資料） 
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資料６-１-③-４：宇都宮大学大学院工学研究科との推薦入学に関する協定 
 

 
 

（出典：総務課総務係資料） 



６章 

 - 252 - 

資料６-１-③-５：求人倍率の推移 

求人倍率の推移
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（出典：学生課学生係資料） 

資料６-１-③-６：平成 21 年度卒業者進路状況 

      

学科 卒業者数 就職者数 大学編入学者 専攻科入学者 その他 

機 械 工 学 科 ３６ １６ １２ ８ ０ 

電気情報工学科 ４０ ２４ ９ ７ ０ 

電子制御工学科 ３９ １４ １７ ５ ３ 

物 質 工 学 科 ３２ １４ １０ ８ ０ 

建 築 学 科 ３４ １６ ６ ９ ２ 

計 １８１ ８４ ５４ ３７ ５ 

     

（出典：学生課学生係資料） 

資料６-１-③-７：平成 21 年度卒業生進路 

 
(出典：学生課学生係資料） 
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資料６-１-③-９：進学率の推移 
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（出典：学生課学生係資料） 

資料６-１-③-８：平成 21 年度卒業者の産業別就職状況 

 

（出典：学生課学生係資料） 

 

（評価結果）  

求人倍率は平成 9～21 年度で約 20～40 倍で推移してきている。(就職者数＋進学者数)/(卒業生

数)≒0.98 から、就職率と進学率は極めて高くほぼ全員が就職と進学ができており、本校の卒業生

に対する期待及び評価の高いことを示している。就職先企業の分野や業種は機械、電気、情報、制

御、化学、建築、環境等の工業系企業であり、それぞれの専門性を生かした分野や業種である。以

上のことから、教育の成果や効果は上がっており、養成しようとする人材が育ち、社会にほぼ適合

している。 

進学については、準学士課程の卒業生は本校専攻科及び国・公・私立大学の３年次へ進学してい

る。また、専攻科課程修了生は就職または国・公・私立大学大学院へ進学しており、本校のそれぞ

れの専門分野に関係した方向へ進学していることから、教育の成果や効果が上がっている。  

平成 19 年度に宇都宮大学大学院工学研究科との間に締結した「推薦入学に関する協定」に基づ

き、平成 20 年度の本校専攻科修了生４名が推薦入学を果たしており、当協定の成果を示している。 
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資料６-１-④-１：教育に関するアンケート（様式１） 

 

（出典：平成 21 年教育に関するアンケート（卒業生版）） 

６-１-④： 学生が行う学習達成度評価等，学生からの意見聴取の結果から判断して，教育の

成果や効果が上がっているか。 

（状況）  

平成 21 年度に準学士課程卒業生と専攻科課程修了生に対してアンケート（資料６-１-④-１）を

実施した。アンケート中の学習達成度についての集計結果を（資料６-１-④-２）に示す。 
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資料６-１-④-２：教育に関するアンケート集計結果（Ⅳ 学習到達度） 

0

1

2

3

4

5

「豊かな人間性」が身についた。

「豊かな感性」が身についた。

「創造力」が身についた。

「自然科学系（数学・物理など）」

の学力が身についた。

「英語」の学力が身についた。

「専門基礎科目」の学力が身についた。

「専門知識」が身についた。

「問題解決能力」が身についた。

「情報技術力」が身についた。

「コミュニケーション能力」が

身についた。

「国際感覚」が身についた。

「社会のニーズを理解する力」が身につい

た。

 

 
 

 

（出典：平成 21 年教育に関するアンケート（卒業生版）） 

 

（評価結果）  

学習到達度 11 項目中 9 項目において５段階評価中概ね 3 以上を得ている。特に、「自然科学系

（数学、物理など）」、「専門基礎科目」、「専門知識」のポイントが高く、教育の成果や効果が

上がっている。一方で、「英語の学力」、「国際感覚」に関するポイントが低く、今後改善が必要

である。 

 

 

６-１-⑤： 卒業（修了）生や進路先などの関係者から，卒業（修了）生が在学時に身に付け

た学力や資質・能力等に関する意見を聴取するなどの取組を実施しているか。ま

た，その結果から判断して，教育の成果や効果が上がっているか。 

（状況）  

平成 21 年度に就職先企業・進学先大学・インターンシップ受け入れ企業に対して、本校卒業生

に関するアンケート（資料６-１-⑤-１）を実施した。その集計結果を（資料６-１-⑤-２）に示す。 
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資料６-１-⑤-１：教育に関するアンケート（様式２） 

 

（出典：平成 21 年教育に関するアンケート（企業版）） 
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（評価結果） 

資質・能力については９項目中７項目において概ねポイント３以上の評価を得ている。特に、

「専門領域における基礎的能力」、「専門領域における問題解決能力」に加えて、「情報処理能力

・情報処理技術力」、「コミュニケーション能力」の評価も高く、本校の学生を受け入れている企

業や大学及びインターンシップを受け入れている企業からの評価を勘案すると、本校の教育の成果

や効果が上がっているといえる。 

 

（２）「６章 教育の成果」の自己評価の概要 

 本校の教育目標を達成するために、授業科目の流れ図に従って準学士課程から専攻科課程へ至る

カリキュラムが編成されており、各科目にはシラバスが明示されている。また、評価資料は適切に

保管されている。学生はカリキュラム中の開講科目から卒業（修了）要件を満たすべく、学年ごと

に単位を履修する。その達成状況は学年末に開催される判定会議の中で、基準に従って判定される。

こうして卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力を評価し、養成する人材像を保証して

いる。 

準学士課程及び専攻科課程のそれぞれの集大成として卒業研究と特別研究があり、いずれも指導

教員による直接的指導を通じて教育目標が達成されるように実行され、口頭発表会と論文提出によ

りその達成度を把握し、評価している。このような評価方法に従って判定された結果、両課程の学

生の卒業率及び修了率は極めて高く、教育の効果や成果が上がっている。 

また、準学士課程には特別演習科目が設定されており、在学中に取得した各種資格に対して履修

単位として認められている。これらの資格は教育目標の達成度を評価するに相応しく整合性のある

ものとして厳選されており、資格取得の件数も増加傾向にあり、教育の効果や成果が上がっている。 

就職における求人倍率は高く、企業からは高い評価を得ており、就職先も本校の各専門学科の専

門性と深く関連した工業系企業がほとんどである。また、進学においても同様に、それぞれの専門

性に整合した国・公・私立大学等の理工学系の学部及び大学院に進んでいる。 

平成 19 年度に宇都宮大学大学院工学研究科との間に締結した「推薦入学に関する協定」に基づ

き、平成 20 年度の本校専攻科修了生４名が推薦入学を果たしており、当協定の成果を示している。

資料６-１-⑤-２：教育に関するアンケート集計結果（Ⅰ、Ⅱ） 

0

1

2

3

4

5
感性や創造力が豊かである。

自然科学系の学力が高い。

英語の能力が高い。

専門領域における基礎的

能力が高い。

専門領域における問題解決

能力が高い。
情報技術力が高い。

コミュニケーショ ン能力が高い。

国際感覚が豊かである。

社会のニーズに関心が高い人間性

を有している。

0

1

2

3

4

5
感性や創造力が豊かである。

自然科学系の学力が高い。

英語の能力が高い

専門領域における基礎的

能力が高い。

専門領域における問題解決

能力が高い。
情報技術力が高い。

コミュニケーショ ン能力が高い。

国際感覚が豊かである。

社会のニーズに関心が高い人間性を

有している。

 

 

 

 

（出典：平成 21 年教育に関するアンケート（企業版）） 
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以上のことから教育の効果や成果が上がっている。 

在校生・卒業生・教職員が行う学習達成度評価に関するアンケート調査結果からは、いずれの項

目においても５段階評価で概ね３以上を得ている。「英語の学力」と「国際感覚」についてはやや

劣ると評価されている点に関しては改善を要する。一方、「専門知識」に関する評価が高い点につ

いては、教育の効果や成果が上がっている。 

企業・大学・大学院が行う資質・能力評価に関するアンケート調査結果からは、いずれの項目に

おいても５段階評価で概ね３以上を得ているが、「英語の学力」と「国際感覚」についてはやや低

く評価されている点に関しては今後改善の必要がある。一方、「専門知識」「コミュニケーション

能力」に関する評価は高く、教育目標に対する学力や資質・能力はある程度高い評価を得ていると

理解でき、養成しようとしている人材像に対しての教育の効果や成果が上がっている。 
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７章 学生支援等 

（１）分析 

７-１-①： 学習を進める上でのガイダンスが整備され，適切に実施されているか。また，学生の

自主的学習を進める上での相談・助言を行う体制が整備され，機能しているか。 

（状況）  

１学年に対して入学直後に新入生ガイダンスを行っている（資料７-１-①-１）。また、その一環

として日帰り研修を実施している（資料７-１-①-２）。 

全専門学科で卒業研究についてのガイダンスを行い、一部の学科ではコース分けガイダンスも行わ

れている（資料７-１-①-３）。 

専攻科においても入学者ガイダンス（資料７-１-①-４）及び学位授与申請説明会（資料７-１-①-

５）を実施している。学習の相談・助言体制として、全教員がオフィスアワ-を設け、学生相談に応

じている（資料７-１-①-６）。オフィスアワーの相談状況を（資料７-１-①-７）に示す。 

 

資料７-１-①-１：新入生ガイダンス日程表 

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料７-１-①-２：日帰り研修実施要項 

 

         

（出典：学生課学生係資料） 
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資料７-１-①-３：各種ガイダンス（電気情報工学科の例） 

 

 

H21年4月22日(水) E科ガイダンス
学科長がE科新入生に対してE科の教育課程、とくに基礎となる科目およびコース制について概要説明した。ま
た、専任教員の専門分野を簡単に紹介するとともに、放課後等の時間の使い方などについてアドバイスした。

H21年5月20日(水) JABEEプログラム説明

JABEE委員が新４年生に対して本校のJABEEプログラムの概要を説明した。プログラムを修了するためには、４
年以上の教育課程がこれに該当し、学習・教育目標をふまえたうえで４年間で124単位以上の取得、ならびに学
位授与機構による審査を受けて学士号を取得する必要があり、そのほかにも付帯条件がついていることを伝え
た。

H21年10月1日(木) 企業技術者活用プログラムガイダンス
当学科では昨年度に引き続き４年生を対象に、企業技術者を招聘しての特別授業を実施した。本プログラムの位
置づけと目的、開講予定を説明し積極的な出席を指導した。

H22年1月27日(水) 新４年生コース選択ガイダンス
当学科では４年生以上で３コースに分かれるため、新４年生に対し、コース制の趣旨・制約事項の説明、各コース
の専門分野の説明、専攻科との関連事項の説明などを行い、また後日希望コースの調査を行った。

H22年1月27日(水) 専攻科・ＪＡＢＥＥに関するガイダンス
専攻科受験およびＪＡＢＥＥ教育目標に関しては４年生以降の成績が関係するため，それらに関するガイダンスを
行った．

H22年1月28日(木)
新５年生選択科目・卒業研究室選択ガ
イダンス

新５年生に対して各担当教員より、次年度開講される選択科目のガイダンスと卒業研究室の紹介が実施された。
卒業研究室については、希望調査を行い、約１週間の期間を経て配属調整を行った。

H22年3月8日(月) 新４年編入生ガイダンス H22年度に編入学予定学生２名について、コース分け・授業等について説明し、学科内の教室・実験室を案内した。

H20年4月8日(火) 新入生ガイダンス：E科ガイダンス
学科長がE科新入生に対してE科の教育課程、とくに基礎となる科目およびコース制について概要説明した。ま
た、専任教員の専門分野を簡単に紹介するとともに、放課後等の時間の使い方などについてアドバイスした。

H20年5月28日(水) JABEEプログラム説明

JABEE委員が新４年生に対して本校のJABEEプログラムの概要を説明した。プログラムを修了するためには、４
年以上の教育課程がこれに該当し、学習・教育目標をふまえたうえで４年間で124単位以上の取得、ならびに学
位授与機構による審査を受けて学士号を取得する必要があり、そのほかにも付帯条件がついていることを伝え
た。

H21年1月29日(木) 新４年生コース選択ガイダンス
当学科では４年生以上で３コースに分かれるため、新４年生に対し、コース制の趣旨・制約事項の説明、各コース
の専門分野の説明、専攻科との関連事項の説明などを行い、また後日希望コースの調査を行った。

H21年1月29日（木）
新５年生選択科目・卒業研究室選択ガ
イダンス

新５年生に対して各担当教員より、次年度開講される選択科目のガイダンスと卒業研究室の紹介が実施された。
卒業研究室については、希望調査を行い、約１週間の期間を経て配属調整を行った。

H19年4月9日(月) 新入生ガイダンス：E科ガイダンス
学科長がE科新入生に対してE科の教育課程、とくに基礎となる科目およびコース制について概要説明した。ま
た、専任教員の専門分野を簡単に紹介するとともに、放課後等の時間の使い方などについてアドバイスした。

H19年5月16日(水) JABEEプログラム説明

JABEE委員が新４年生に対して本校のJABEEプログラムの概要を説明した。プログラムを修了するためには、４
年以上の教育課程がこれに該当し、学習・教育目標をふまえたうえで４年間で124単位以上の取得、ならびに学
位授与機構による審査を受けて学士号を取得する必要があり、そのほかにも付帯条件がついていることを伝え
た。

H20年１月30日（水） 新４年生コース選択ガイダンス
当学科では４年生以上で３コースに分かれるため、新４年生に対し、コース制の趣旨・制約事項の説明、各コース
の専門分野の説明、専攻科との関連事項の説明などを行い、また後日希望コースの調査を行った。

 

（出典：電気情報工学科資料） 
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資料７-１-①-４：専攻科入学者ガイダンス案内 

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料７-１-①-５：学位授与申請説明会案内 

                  

（出典：学生課教務係資料）    

 

資料７-１-①-６：オフィスアワー（電気情報工学科の例） 

            

 

                            （出典：電気情報工学科資料）     
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資料７-１-①-７：オフィスアワー相談受付状況一例 

 

 

（出典：学生課教務係資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価結果）  

入学時に、新入生ガイダンス、日帰り研修を実施しており、専攻科においても新入生のための説明

会等を開催している。全専門学科で卒業研究に関するガイダンスが行われており、各授業科目ならび

にコース分けガイダンスも必要に応じて行われている。また、個々の教員がオフィスアワーを実施し

ており、学習に関するガイダンス及び相談・助言体制は整備され、十分機能している。 

 

７-１-②： 自主的学習環境及び厚生施設，コミュニケーションスペース等のキャンパス生活環境

等が整備され，効果的に利用されているか。 

（状況）  
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図書情報センター及び情報科学教育研究センターの施設・設備の概要を示す（資料７-１-②-１、

２）。また、両センターの利用状況を示す（資料７-１-②-３、４）。図書情報センターは平日 20 時、

土曜日 17 時まで開館し、学生の学習の便に供している。また、卒業研究・特別研究に携わる学生に

対しては特に１ヶ月の館外貸出しを認めている（資料７-１-②-５）。情報科学教育研究センタ-の利

用時間は 17 時 15 分までであるが、指導教員のもとであればそれ以降の利用も可能としている。また、

同センタ-内の演習室は所定時間内であれば、授業で使用していない限り自由に利用できる（資料７-

１-②-６）。両センターに係る満足度のアンケート結果を(資料７-１-②-７)に示す。満足度に対し

否定的に回答しているのは図書情報センターにあっては約 14％、情報科学教育研究センターにあっ

ては約 23％に止まっている。 

ものづくり教育研究センターにおいては、卒業研究に使用する実験器具の製作などに平日の時間外、

休日にも積極的に利用されている（資料７-１-②-８）。また、学生が安全に作業を行えるよう、利

用者講習会などを開催している（資料７-１-②-９）。 

学生のコミュニケーションスペースとしては、ＨＲ教室のほか図書情報センター内のブラウジング

ロビー及び学生課横の就職・進学コーナーを兼ねた学生ホールがあり、専攻科棟にも適宜学生がくつ

ろげるスペースを配置している。また、厚生施設としては食堂（150 席）及び売店がある（資料７-

１-②-10）。 

 

資料７-１-②-１：図書情報センターの施設設備の概要 

 

①� 図書情報センター専有面積：９３３㎡（通路・階段含む） 

 ２階 第一閲覧室・・・・・・・・・・ ４０８㎡ 

       第二閲覧室・・・・・・・・・・  ６５㎡ 

  マルチメディアルーム・・・・・・・  ７６㎡ 

  グループ学習室・・・・・・・・  ２７㎡   ２階計５７６㎡ 

１階    第一書庫・・・・・・・・・・・  ２７㎡ 

  第二書庫・・・・・・・・・・・  ２１㎡ 

  教材資料作成室・・・・・・・・  ２８㎡ 

  事務室・・・・・・・・・・・・  ５８㎡ 

  ブラウジングロビー・・・・・・ １１４㎡   １階計２４８㎡ 

 

②座席数：１１２席（グループ学習室：１１席 マルチメディアルーム：２０席 

     ブラウジングロビー：１６席 を含む） 

 

③図書館システム 

    平成１９年度より長岡技術科学大学・高等専門学校統合図書館システムに参加。 

      長岡技術科学大学と全国４０高専（４２サイト）の図書館をネットワークで結び 

     長岡技術科学大学がセンターとしてサーバを管理し、各高専は、クライアントとして 

     データを共有することにより、経費の削減化、システムの安定供給及び書誌データの 

相互流用により業務の効率化が計られた。 

    業務用端末：２台， ＯＰＡＣ用端末：２台,  プリンタ：１台 

 

④マルチメディアルーム設置機器 

        平成２０年度よりＶＩＤシステムを導入。 

    マルチメディアルームのパソコン１５台を、教材資料作成室に設置したサーバで一括 

    管理し、ＯＳ及びアプリケーションのグレードアップとメンテナンスの効率化を計った。 

サーバ：２台  管理用パソコン：１台 

パソコン：１５台， DVD/LD/CD 再生機：１台， DVD：４台， プリンタ：1 台 
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⑤開館時間 

    平 日 ９：００～２０：００ 

    土曜日、長期休業期間中の平日、定期試験期間中の日曜日  ９：００～１７：００ 

 

閉館日 日曜日・国民の祝日（振替休日）、年末・年始、長期休業期間中の土曜日、 

特別整理期間 

 

 

⑥年間開館日数 

 

 

 

⑦蔵書構成 

 

  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

計 
総記 哲学 歴史 

社会 

科学 

自然 
科学 

工学 産業 芸術 語学 文学 

学 

生 

用 

和書 2,406  1,701  4,153  4,092  13,239  20,588  629  2,689  2,977  6,137  58,611  

洋書 179  12  27  48  879  749  5  29  916  267  3,111  

小計 2,585  1,713  4,180  4,140  14,118  21,337  634  2,718  3,893  6,404  61,722  

教 

員 

用 

和書 428  783  1,607  1,298  2,059  4,455  236  690  1,147  1,346  14,049  

洋書 18  4  16  14  325  590  1  15  490  90  1,563  

小計 446  787  1,623  1,312  2,384  5,045  237  705  1,637  1,436  15,612  

合 

計 

和書 2,834  2,484  5,760  5,390  15,298  25,043  865  3,379  4,124  7,483  72,660  

洋書 197  16  43  62  1,204  1,339  6  44  1,406  357  4,674  

小計 3,031  2,500  5,803  5,452  16,502  26,382  871  3,423  5,530  7,840  77,334  

 

配架雑誌等 

受入雑誌 ６１７誌， 所蔵雑誌 ７３誌， 購読新聞 ９紙（うち外国語２紙） 

 

⑧マルチメディア資料（平成 21 年 12 月現在） 

 

ＶＴＲ ＤＶＤ ＬＤ ＣＤ ＣＤ－ＲＯＭ 

369 415 15 55 58 

 

（出典：図書情報センター資料） 

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度(予定を含む) 

２６４日 ２６７日 ２６４日 
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資料７-１-②-２：情報科学教育研究センターの施設・設備の概要 

 

名称 
面積 

(㎡) 

収容 

人数 

一人当 

面積(㎡) 
場 所 主要設備等 

第１演習室 

116 49 2.4 情報科学ｾﾝﾀｰ 

教 育 用 電 子 計 算 機 ｼ ｽ ﾃ ﾑ

(＊)、ｽｸﾘｰﾝ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、

LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

第２演習室(電子

計算機実習室) 121 49 2.5 電子棟4F 

教育用電子計算機ｼｽﾃﾑ、ｽｸﾘ

ｰﾝ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ、

空調設備 

第３演習室(多目

的マルチメディア 

教育室) 

79 21 3.8 
電物棟2F 

  【再掲】 

教育用電子計算機ｼｽﾃﾑ、ｽｸﾘ

ｰﾝ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、 

LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

マルチメディア 

実習室 
53 13 4.1 情報科学ｾﾝﾀｰ 

動画編集装置、ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺ

ﾝｾﾝﾄ、空調設備 

ネットワーク 

実習室 
53 22 2.4 情報科学ｾﾝﾀｰ 

UNIX実験ｼｽﾃﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸ実験ｼ

ｽﾃﾑ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

(＊) 教育用電子計算機ｼｽﾃﾑの構成 

(１)システム用管理サーバ      １台 

 (２)システム用I/Oサーバ(Windows)   ５台 

 (３)システム用NFSサーバ(Linux)    ２台 

 (４)ファイルサーバ         １台 

 (５)認証サーバ          １台 

 (６)プリントサーバ        １台 

 (７)プリンタ           ５台 

(８)システム専用端末       120台 

    内      訳  

        第一演習室       49台 

        第二演習室       49台 

        第三演習室       21台 

        システム再構築専用機  １台 

  

（出典：総務課施設係資料） 

 

資料７-１-②-３：図書情報センターの利用状況 

 

学年別貸出数        

  平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

  図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 

1  年 489  20  509  1,313  45  1,358  712  62 774  

2  年 503  14  517  750  5  755  1,004  62 1,066  

3  年 1,004  87  1,091  1,468  114  1,582  1,708  176 1,884  

4  年 1,741  131  1,872  1,741  127  1,868  2,021  220 2,241  

5  年 1,353  29  1,382  1,250  46  1,296  1,130  72 1,202  

専攻１年 387  12  399  466  6  472  310  11 321  

専攻２年 205  7  212  218  2  220  297  8 305  

教職員 854  156  1,010  731  124  855  489  108 597  

一  般 187  64  251  213  60  273  165  55 220  

名誉教授・他 26  0  26  80  14  94  2  0 2  

計 6,749  520  7,269  8,230  543  8,773  7,838  774 8,612  

          

（出典：図書情報センター資料） 
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資料７-１-②-４：情報科学教育研究センターの時間外利用状況 

 

情報科学教育研究センター時間外利用統計表 
【学年別利用状況】                                単位：人 

    

年 月 
本科 専攻科 

計 
1 2 3 4 5 1S 2S 

2009 11 4 9 7 1       21 

2009 10 2 3 4 3 1     13 

2009 9               0 

2009 8               0 

2009 7 5 3 2 1 1     12 

2009 6 8 12 6   1     27 

2009 5 8 2 4 1       15 

2009 4 10 3 5 1 1     20 

計 37 32 28 7 4 0 0 108 
 

【曜日別利用状況】 

年 月 
曜日 

計 
日 月 火 水 木 金 土 

2009 11     4 6 8 3   21 

2009 10   2 2 4 1 4   13 

2009 9               0 

2009 8               0 

2009 7   2 1   7 2   12 

2009 6   5   13 3 6   27 

2009 5   1 5 6 2 1   15 

2009 4   9 1 5 5     20 

計 0 19 13 34 26 16 0 108 
 

【利用時間状況】 

 
0 分～ 

30 分   

30 分～ 

1 時間 

1 時間～ 

1 時間 30

分 

1 時間 30

分 

～2 時間 

2 時間～ 

2 時間 30

分 

2 時間 30 

以上 
計 

2009 年 11 月 4 5   13  21 

10 月 3 3 6    13 

9 月       0 

8 月       0 

7 月 5 7     12 

6 月 9 4 7  5 2 27 

5 月 7 3 5    15 

4 月 13 5 2    20 

合計 41 27 20 0 18 2 108 

 

（出典：情報科学教育研究センター資料） 
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資料７-１-②-５：図書情報センター利用案内 

                                                          （出典：図書情報センター資料） 



７章 

 - 270 - 

資料７-１-②-６：情報科学教育研究センターの利用について 

 

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p158～160） 
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資料７-１-②-７：教育に関するアンケート 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：平成 21 年度教育に関するアンケート（学生版）様式) 

学生の満足度アンケート結果 

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート（学生版）） 
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資料７-１-②-８：ものづくり教育研究センターの利用状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：2008 年度技術室年報） 
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資料７-１-②-８（続き） 

 

（出典：2008 年度技術室年報） 
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資料７-１-②-９：ものづくり教育研究センター利用講習会 

 

 

（出典：2008 年度技術室年報） 

 

 

資料７-１-②-９（続き） 

 

 

（出典：ものづくり教育研究センター運営委員会議事録） 
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資料７-１-②-10：コミュニケーションスペース及び厚生施設 

 

ホームルーム教室                               学生コーナー 

                         

 

 

 

 

 

 

 

ブラウジングロビー                             一般食堂、売店 

  

 

 

 

 

 

 

 

（出典：学生課学生係資料） 

 

（評価結果）  

図書情報センター、情報科学教育研究センター及びものづくり教育研究センターとも施設・設備が

整っており、時間外の利用の道も開かれ、有効に利用されている。また、コミュニケーションスペー

スも随所に確保されており、自主的な学習環境及びキャンパス生活環境は整備され、効果的に利用さ

れている。 

 

７-１-③： 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されているか。 

（状況）  

学生のニーズの把握は、クラス担任によりＨＲ等を通じて日常的に行われている（資料７-１-③-

１）。そのほか教育面に関しては授業評価アンケートを行い、授業等に対する学生の意見、要望を聞

いている（資料７-１-③-２）。また、学生寮においては、毎月、校長補佐（寮務担当）及び寮務担

当補佐と寮生との談話会を開催し、学生生活全般に係る意見及び要望をくみ取っている（資料７-１-

③-３）。平成 19 年度からは校長補佐（学生担当）等と学生会との定期的な懇談会を開催し、学生側

の要望を聞くことを始めている（資料７-１-③-４）。 

なお、学生の保護者との懇談会を開催し、保護者からのニーズのくみ取りも行っている（資料７-

１-③-５）。 
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資料７-１-③-１：ホームルーム実施記録抜粋 

 

（出典：平成 21 年度授業実施記録） 
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資料７-１-③-２：学生の授業評価アンケート 

      

（出典：平成 21 年度授業評価アンケート） 
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資料７-１-③-３：平成 21 年度学寮行事予定表 

 

（出典：平成 21 年度寮生のしおり） 

 

資料７-１-③-４：学生会との談話会メモ 

学生会談話会メモ 

場所 機械２０１ 日時

4M木村 4E岡戸(欠席)

目安箱設置（近々許可はとります） 一般企画終了
目安箱設置期間：～三月まで スポンサーへの礼状未送
引継ぎ未定 来年度の委員長未定

決算は発送終われば

優勝トロフィー渡し済み 広報局との連携
回収予定2/1 新聞作り・関心うすい
委員長未定（候補あり） クォータリーをメインとした活動予定

副委員長が引き継ぎ

物品片付け、検討 委員長・副委員長未定
候補なし、関心がうすい 球技大会に決議
来年度廃止（予定)

請求書の処理 定例FAX　文発9月17日
来年度の専攻科生にアンケート 22年1月16、17日に冬地区
　学生会への加入が自動か任意か 関東信越ML廃止
回収予定は1月末 時期開催校は木更津高専
引継ぎ局員の田村

学内新聞の発行 部活動見回り：年4回
クォータリー11月～、そろそろ郵送 球技大会時に盗難防止見回り
学内新聞の発行がメインになる 引き継ぎは局員の熊倉
引き継ぎは局員の田中

上野：学生会活動のアンケート1/27に実施
佐藤：交流会に参加
堀越：後援会と話し合いをしました

先生方
糸井（次期主事）

吉田
大島

田中
平田

北條

会計局 渉外局

広報局 庶務局

その他

確認事項、決定事項 次回への引継ぎ事項

クラス代表者委員会 工陵祭実行委員会

体育委員会 広報委員会

アイデアコンテスト実行委員会 選挙管理委員会

広報局長
庶務局長

学生会執行部 委員会
学生会長
副会長

会計局長
渉外局長

アイデアコンテスト実行委員会

選挙管理委員会

　22年 1月　19日（火）　　 16：50～第７回談話会

4A堀越

3A沼田(欠席)

クラス代表者委員会
工陵祭実行委員会

体育委員会

4E阿部
4E佐々木
3M田畑

3C小川(欠席)

奥島

3D木藤(欠席)
3C野沢

4M島方(欠席)
4M蟹澤(代:久保)

4E伊藤

広報委員会

 

(出典：学生会との談話会要旨) 
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資料７-１-③-５：保護者懇談会開催案内 

       

（出典：教務委員会資料） 

 

（評価結果）  

ホームルーム、学生との懇談、学生アンケート及び保護者との懇談会など、種々の機会及び方法に

より学生のニーズのくみ取りや支援が適切に行われている。 

 

７-１-④： 資格試験や検定試験受講，外国留学のための支援体制が整備され，機能しているか。 

（状況）  

「資格取得に係わる単位認定に関する規程」により、資格試験等の合格者に対し単位認定することが

制度化されている（資料７-１-④-１）。資格による単位認定状況を(資料７-１-④-２)に示す。各学

科では、クラス担任が各種資格試験等の受験案内を行っているほか、必要に応じ関係教員が受験指導

も行っている（資料７-１-④-３）。また、図書情報センターには、資格試験等に関する参考書が配

架されている（資料７-１-④-４）。TOEICについては、本校を試験会場とし学生の受験の便を図って

いる。この受験状況を（資料７-１-④-５）に示す。 

専攻科では、毎年７月に学位授与申請の説明会を開催し、学位授与申請に係る手続き方法及び留意

事項等について説明している（既出：資料７-１-①-６）。 

海外留学については、「留学規則」が定められており（資料７-１-④-６）、第１学年～第３学年

については留学中に修得した単位を一括して30単位まで認めることとしている。また、英会話の実践

的能力の涵養と異文化理解を目的とし、準学士課程３、４年生を対象にオーストラリアに海外研修生

を派遣しており、毎年20名前後の学生が参加している。さらにそれ以外の異文化理解のため、中国重

慶大学自動化学院との交流協定において、親善訪問を実施している。（資料７-１-④-７、８）。 
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資料７-１-④-１：資格取得に係わる単位認定に関する規程 
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資料７-１-④-１(続き) 

 

 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p56～62） 
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資料７-１-④-２：資格取得による単位認定状況（平成 21 年度） 

平成２１年度資格取得による単位認定者数 延べ人数

取得資格名等 Ｍ Ｅ Ｄ Ｃ Ａ 合計

ＣＡＤ利用技術者試験２級 1 1
ＣＧエンジニア検定　ＣＧ部門２級 3 3
C Gクリエイター検定W ebデザイン部門２級 1 1
ＩＴパスポート試験 1 1
ＴＯＥＩＣ　４２０以上 1 4 1 1 7
ＴＯＥＩＣ　５５０以上 2 1 5 1 9
危険物取扱者　乙種 1 1
危険物取扱者　甲種 1 1
危険物取扱者乙種４類 2 1 3
色彩検定２級 2 2

色彩検定３級 3 3

実用英語検定　準１級 3 3
情報活用試験　１級 1 1
情報処理技術者　応用情報技術者 6 13 19
第２種　電気工事士 1 1
第３種　電気主任技術者 1 1
二級ボイラー技士 6 6
福祉住環境コーディネーター　３級 2 2

インターンシップ：アクタス宇都宮 1 1

インターンシップ：宇都宮大学 1 1
インターンシップ：株式会社安藤設計 1 1
宇都宮大学単位互換：バイオテクノロジー（２単位） 3 3

合 計 14 12 30 4 11 71

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料７-１-④-３：補習授業 

 

機械工学科 

      

 

受講者名簿 

 

（出典：機械工学科資料） 
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資料７-１-④-３：補習授業（続き） 

 

電気情報工学科 

2008 年度実施実績 

回 内 容 実施日 時 間 担当者 場 所 対象学年 

１ 
資格取得学習支援  ＴＯＥＩＣコース  

ポイント解説 

１／８ 

（火） 

１７：００から 

１９：００まで 
千田  

４年 

専攻科１年 

２ 

資格取得学習支援  ＴＯＥＩＣコース  

模擬試験 

１／１１ 

（金） 

１７：００から 

１９：００まで 
千田  〃 

３ 

資格取得学習支援 

基本情報処理技術者試験コース 

演習問題（１）（２） 

１／２２ 

（火） 

１７：００から 

１９：００まで 石原  〃 

４ 

資格取得学習支援 

基本情報処理技術者試験コース 

演習問題（３） 

１／２５ 

（金） 

１７：００から 

１９：００まで 石原  〃 

５ 

資格取得学習支援 

基本情報処理技術者試験コース 

基礎プログラミング 

１／２８ 

（月） 

  １７：００から 

１９：００まで 石原  〃 

（出典：電気情報工学科資料） 

 

資料７-１-④-４：各種資格試験等に関する参考書の配架状況（図書情報センター） 

   

     

（出典：図書情報センター） 

 

資料７-１-④-５：ＴＯＥＩＣ ＩＰ受験状況 

 

区 分 
平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

９月 １２月 ９月 １２月 ９月 １２月 

本 科 １７１ １４１ １４６ １１０ ５５ １４３ 

専攻科  ２５  ４  ２６  ３   ０   ３０ 

計 １９６ １４５ １７２ １１３ ５５ １７３ 

（出典：一般科資料） 
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資料７-１-①-６：（既出）学位授与申請説明会開催案内 

               

（出典：専攻科委員会資料） 

 

資料７-１-④-６：留学規則 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料７-１-④-７：海外研修募集要項 

             

（出典：教務委員会資料） 

 

資料７-１-④-８：海外研修参加状況 

 

（出典：学生課教務係資料） 
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（評価結果）  

資格試験及び外国留学に係る単位認定の規程が整備されており、受験案内及び受験指導等も行われ

ている。また、海外研修制度も設けており、資格試験や、検定試験受講及び外国留学のための支援体

制は整備され、機能している。 

 

７-１-⑤： 特別な支援を行うことが必要と考えられる者への学習支援体制が整備されているか。

また，必要に応じて学習支援が行われているか。 

（状況）  

留学生については、クラス担任が学習面及び生活面の指導並びに助言を行っているほか、留学生相

談員（チューター）が配置され、就学上のハンディである日本語を指導するとともに、学習面及び生

活面でのアドバイスを行っている。チューターにはチューターマニュアルを配付し（資料７-１-⑤-

１）、毎月、指導報告書を提出させている（資料７-１-⑤-２）。また、カリキュラム面では、人文

社会系科目及び第２外国語（ドイツ語）を免除し、代替科目として日本語及び日本事情を履修するこ

ととしている（資料７-１-⑤-３）。 

編入学生については、合格決定後、参考資料や演習問題を送付し、あらかじめ学習しておくよう指

導している（資料７-１-⑤-４）。また、入学後も必要に応じ補講などを行っている。 

外国人留学生及び編入学生の受け入れ状況を（資料７-１-⑤-５、６）に示す。 

なお、年２回の留学生と留学生指導員、指導教員及び教職員の交流のための懇談会を開催しており、

さらに他高専との交流のため合同研修会も開催している（資料７-１-⑤-７）。 

また、留学生・国際交流担当教員のスキルアップのため、平成 21 年度から開催された留学生交流

促進センター主催の留学生・国際交流担当教員研究集会に参加している（資料７-１-⑤-８）。 

 

資料７-１-⑤-１：チューターのためのマニュアル 

 

                

               

（出典：教務委員会資料） 

 

チューターのためのマニュアル 

小山工業高等専門学校 
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資料７-１-⑤-２：平成 19 年度留学生相談員指導報告書 

 

 

（出典：平成 19 年度学生課留学生相談員指導報告書） 
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資料７-１-⑤-３：外国人留学生規程 

 

 

 

（出典：平成21年度学生便覧p99～100） 
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資料７-１-⑤-４：編入学予定者への通知文 

 

                                 

 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料７-１-⑤-５：留学生受け入れ状況 

 

  年度 19 20 21 受入累計 

政府派遣 マレーシア 6 4 2 58 

国 
 

 

費 

マレーシア       2 
中国       10 
韓国       2 
タイ       1 
スリランカ       2 
カンボジア       2 
モンゴル       3 
インドネシア 1 1   7 
ベトナム       5 
ミャンマー       1 
ラオス       3 
ブラジル       1 
フィリピン       1 
バングラデシュ     1 1 
計 7 5 3 99 

 

 

（出典：学生課教務係資料） 

 

 

資料７-１-⑤-６：年度別編入学者数 

 

                  

志

願

者

数

入

学

者

数

卒

業

者

数

志

願

者

数

入

学

者

数

卒

業

者

数

志

願

者

数

入

学

者

数

卒

業

者

数

機 械 工 学 科 4 2 2 6 2 1 6 2

電気情報工学科 4 0 0 3 3 2 16 3

電子制御工学科 2 1 1 2 0 0 8 2

物 質 工 学 科 2 0 0 1 0 0 4 1

建 築 学 科 7 4 3 4 0 0 6 1

合 計 19 7 6 16 5 3 40 9

注）卒業者数は当該年度入学者の内、２（３）年後卒業した者を示

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

 

 

（出典：学生課教務係資料） 
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資料７-１-⑤-７：留学生交流 

 

        

（出典：学生課学生係資料） 

 

資料７-１-⑤-７（続き） 

 

（出典：小山高専Quarterly2010spring） 
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資料７-１-⑤-８：留学生・国際交流担当教員研究集会 

        

（出展：国際交流推進室資料） 

 

 

（評価結果）  

留学生には、クラス担任及びチューターが学習面及び生活面の指導並びに助言を行っており、編入

学生については入学前及び入学後に学習面で必要な指導を行っており、特別な支援が必要な学生に対

する支援体制は整備され、支援が適切に行われている。 

 

７-１-⑥： 学生のクラブ活動や学生会等の課外活動に対する支援体制が整備され，機能している

か。 
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（状況）  

学生会の規約、組織を（資料７-１-⑥-１、２）に示す。クラブ活動も学生会活動の一環として位

置づけられている。学生会の運営は、教育的観点から主体性を認めつつ、学生担当補佐などが指導及

び助言を行っている。クラブ活動についてはすべてのクラブに指導教員を配置し、各クラブの活動を

指導及び助言している（資料７-１-⑥-３）。また、工陵祭（学園祭）及び球技大会等の諸行事も学

生会の運営を基本とするが、校長補佐（学生担当）等が必要に応じ指導及び助言を行っている。平成

19 年度からは学生会と校長補佐（学生担当）及び学生担当補佐との間で学生会の運営を中心に意見

交換する場として定期懇談会を開催している。 

財政的支援としては、後援会が各種行事の参加費、旅費及び雑費などの補助並びに工陵祭の運営費

の補助を行っている（既出：資料２-２-③－９）。 

なお、課外活動等に係る施設を資料７-１-⑥-４に示す。 

また、学生のボランティア活動として、小山高専周辺の清掃活動やハンドベル部が福祉演奏活動を

実施している（資料７-１-⑥-５）。 

 

資料７-１-⑥-１：学生会規約 

 

（以下省略） 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p123～130） 
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資料７-１-⑥-２：学生会組織図及びクラブ一覧 

 

 

                      （出典：2009 学校要覧 p41，小山高専ＨＰ） 
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資料７-１-⑥-３：学生会各部指導教員一覧表 

 

（出典：平成 21 年度学生便覧 p173） 
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資料７-１-⑥-４：課外活動施設等一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務課施設係資料） 
 

資料７-１-⑥-５：ボランティア活動 

 

        

（出典：学生会資料） 
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資料７-１-⑥-５：ボランティア活動（続き） 

  

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

（評価結果）  

学生会に対する指導及び助言、クラブ活動に対する指導教員の指導及び助言体制が確立しており、

また、財政的支援も行われ、課外活動施設も整備されている。 

 

 

７-２-①： 学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備され，機能している

か。 

（状況）  

厚生補導に係る委員会として学生委員会が設置されている（資料７-２-①-１）。また、学生相談

に係る全学的組織として学生支援室が設置されており、室員が交替で毎日昼休みに学生支援室で待機

し、学生の相談に応じている（資料７-２-①-２、３）。また、非常勤であるが心理療法士のカウン

セラーを配置し、学生のメンタル面での相談に応じている（資料７-２-①-４）。 

保健室には看護師が常駐し、学生の病気及びけが等の応急処置を行っているほか、学生の身体的、

精神的な相談などにも応じている。 

毎年、厚生補導研究会を開催し、学生の厚生補導に関する種々の問題について研究討議し、学生指

導面の資質向上を図っている（資料７-２-①-５）。また、経済面に係る支援としては、授業料免除

制度及び奨学金制度が設けられている。これらの実施状況を(資料７-２-①-６)に示す。 
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資料７-２-①-１：学生委員会規程 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料７-２-①-２：学生支援室規則 

 

 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

小山工業高等専門学校学生委員会規程 
 

制 定 昭和４２年４月１日 
最終改正 平成２２年４月１日 

 
第１条 小山工業高等専門学校に、学生委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
第２条 委員会は、校長の諮問に応じて次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 学生の身上に関すること。 
二 学生会及び学生団体に関すること。 
三 課外活動及び学生生活に関すること。 
四 学生の保健衛生に関すること。 
五 その他学生の厚生補導に関すること。 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 副校長（学生主事） 
二 学生主事補 
三 専門学科教員から各１名及び一般科教員から２名 
四 学生課長 
五 その他校長が必要と認めたもの 

第４条 委員会は、副校長（学生主事）が招集し、その議長となる。 
第５条 委員会は、必要に応じ委員以外の者を出席させることができる。 
第６条 委員会に関する事務は、学生課学生係において処理する。 

小山工業高等専門学校学生支援室規則 

 
制 定 平成 13 年１月 15 日 

最終改正 平成 16 年 4 月 1 日 

（設置の目的） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）
に、学生の様々な悩みに応えることにより、学生が本校に

おいて円滑な学生生活を送ることができるように、適切な
助言及び援助等を行うこと（以下「学生支援」という。）
を目的として学生支援室（以下「支援室」という。）を置

く。 
（支援室の業務） 
第２条 支援室においては次に掲げる業務を行う。 

一 修学に係る学生の個人的な相談・支援に関するこ
と。 

二 奨学金や学費等の経済的な問題の相談・支援に関す

ること。 
三 進学や就職等の進路の相談・支援に関すること。 
四 セクシュアル・ハラスメントの相談・支援に関する

こと。 
五 学生の個人的な精神・心理的な心因性の問題の相談

に関すること。 

六 前各号の業務の実施に必要な資料の作成及び調査研
究に関すること。 

七 その他学生の相談・支援に関すること。 

（相談員） 
第３条 支援室には次の相談員を置く。 

一 室長 １名 

二 カウンセラ－ 若干名 
三 室員 若干名 

２ 室長及び室員は、本校教員の中から校長が任命する。 

３ カウンセラ－は、カウンセリングに関する専門的知識
や経験を有する者を当て、校長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 室長の任期は２年とし、室員及びカウンセラ－の
任期は１年とする。 
２ 相談員は、これを再任することができる。 

（支援室業務の処理） 
第５条 室長は、校長の命を受け、支援室の業務を掌理す
る。 

２ 室員は室長を補佐し、支援室の業務に従事する。 
（相談員の義務） 
第６条 相談員は、業務上知ることができた秘密を漏らし

てはならない。相談員を退いた後といえども同様とする。 
２ 相談員は、必要に応じてカウンセリング等に関する専
門的な研修を受けるものとする。 

（委員会の設置） 
第７条 支援室の運営に関する事項を審議するため、本校
に学生支援室運営委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 
（委員会の組織） 
第８条 委員会は次の委員をもって組織する。 

一 室長 
二 室員 
三 学生課長 

四 学生係長 
（委員長） 
第９条 委員会に委員長を置き、室長をもって充てる。 

（会議） 
第１０条 委員長は、必要に応じて委員会を招集し、議長
となる。 

２ 委員長は、必要があると認めたときは委員以外の者を
委員会に出席させることができる。 
（事務） 

第１１条 支援室及び委員会に関する事務は、学生課学生
係において処理する。 
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資料７-２-①-３：相談担当者カレンダー 

 

（出典：学生支援室資料） 

 

資料７-２-①-４：学生支援室相談受付状況 

１）平成２１年度学生支援室の相談件

数 

 

勤務月 カウンセリング

数 

４月    ０件 

５月    １件 

６月    ６件 

７月    ５件 

９月    １件 

１０月    ０件 

１１月    ０件 

１２月    ０件 

 １月    ０件 

 ２月    ０件 
 

２）Ａカウンセラーのカウンセリン

グ記録 

勤務月 カウンセリン

グ数 

４月  ２件 

５月  １件 

６月  ０件 

７月  １件 

１０月  １件 

１１月  １件 

１２月  １件 

  １月  ０件 

 

 

３）Ｂカウンセラーのカウンセリング記録 

月 件数 相 談 内 容 

４月 ７件 

 

保護者・・発達障害の対応 

学生・・心理検査（発達障

害） 

５月 ４件 保護者・・病院紹介 

学生・・その他 

６月 ４件 

 

保護者・・不登校 

学生・・不登校 

７月 ４件 保護者・・寡黙学生の保護

者に病院紹介 

学生・・寡黙 

８月 １件 保護者・・発達障害の対応 

10 月 ３件 学生・・対人恐怖症、ＰＴ

ＳＤ 

11 月 ５件 保護者・・病院紹介 

学生・・いじめ、ＰＴＳＤ 

12 月 ２件 学生・・いじめ 
 

    （出典：学生支援室資料） 
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資料７-２-①-５：厚生補導研究会開催通知 

 

（出典：学生委員会資料）          

 

資料７-２-①-６：授業料免除実施状況及び奨学金受給状況 

 授業料免除者数 

年度（前・後期） 全額免除人数 半額免除人数 年度合計数 

平成 19 
前期 36 14 

90 
後期 29 11 

平成 20 
前期 33 16 

92 
後期 35 8 

平成 21 
前期 39 16 

109 
後期 36 18 

 

（出典：平成 21 年小山高専自己点検評価報告書） 

日本学生支援機構奨学生状況 

 

（出典：2009 学校要覧 p41） 

 

（評価結果）  

厚生補導に係る全学的な問題は学生委員会が対処し、個々の学生指導・相談・助言はクラス担任、

学生支援室及びカウンセラーが対応している。また、厚生補導研究会などにより関係教員の学生指導
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に係る資質向上にも努めている。経済的支援についても授業料免除制度等を整備しており、学生の生

活及び経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備され、機能している。 

 

 

７-２-②： 特別な支援を行うことが必要と考えられる者への生活支援等を適切に行うことができ

る状況にあるか。また，必要に応じて生活支援等が行われているか。 

（状況）  

留学生は全員学生寮に入居している。学生寮には留学生用の設備として補食室及びシャワー室を設

置し、食生活及び生活習慣の違いに配慮している（資料７-２-②-１）。寮生活においては、校長補

佐（寮務担当）、寮務補佐、寮務係及び留学生相談員などが生活の指導及び助言を行っている。また、

毎年、合同留学生研修を実施し、視野の拡大と学生生活の一層の充実を図っている（資料７-２-②-

２）。 

なお、平成19年度から学生寮において、校長補佐（寮務担当）等が毎月、留学生との懇談会を開催

し、留学生の要望や悩み等を聞くことを始めた。 

障害を持つ学生は現在在学していないが、車椅子用スロープ、エレベーター及び障害者用トイレを

設置し（資料７-２-②-３）、構内のバリアフリー化に努めている。 

 

資料７-２-②-１：留学生用シャワー室 

  

留学生用補食室 

（出典：学生寮） 
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資料７-２-②-２：合同研修計画書 

    

 

 

 

（出典：学生課学生係資料） 
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資料７-２-②-３：車椅子用スロープ・身障者用トイレ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

（出典：学生課学生係資料） 

  

（評価結果）  

留学生は全員学生寮に入居し、教職員及び寮生が生活面での支援を行っているほか、留学生用の生

活設備も設けている。また、障害を持つ学生に対しては、いつでも対応できるよう構内のバリアフリ

ー化に努めており、留学生及び障害を持つ学生への支援体制は整備されている。 

 

７-２-③： 学生寮が，学生の生活及び勉学の場として有効に機能しているか。 

（状況） 

学生寮の現況を(資料７-２-③-１、２)に示す。上級生の居室を１年生の居室に隣接させ、寮生活

の指導及び勉学のサポートができるようにしている。勉学のサポートとしては、２年指導寮生によ

る１年生への学習指導会（資料７-２-③-３）及び定期試験前のボランティア教員による学習会が開

かれている（資料７-２-③-４）。また、宿直教員による勉学指導も日常的に行われている。 

設備面では、フロアーごとに談話室（学習室）を配置するとともに無線LANの設備を設け、寮生の

IT環境にも配慮している。なお、女子寮には入退居カードシステムを導入し、安全確保に努めてい

る。（資料７-２-③-５） 

学生寮は教育寮と位置づけられていることから、寮生会が組織され、寮生による自主的な運営が行

われている（資料７-２-③-６）。寮生会はスポーツ大会等の各種行事を自主的に企画している（資

料７-２-③-７）。 

また、学寮生活を広く一般に紹介するため、寮のホームページを開設している（資料７-２-③-

８）。 
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資料７-２-③-１：学寮案内図 

 

 

 

（出典：平成 21 年度寮生のしおり） 
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資料７-２-③-２：入寮状況 

 

入寮状況（過去５年間）                               (毎年度５月１日現在)  

区 分 学 生 数 (人) 入寮者数(人)  学生数に対する入寮率 

＼ 
男(a) 女(b) 計(c) 男(ｲ) 女(ﾛ) 計(ﾊ) 

男 女 計 

年 度 (ｲ/a*100) (ﾛ/b*100) (ﾊ/c*100) 

17 929  136  1,065  113  34  147  12.16 25.00 13.80 

18 922  140  1,062  126  36  162  13.67 25.71 15.25 

19 926  145  1,071  151  42  193  16.31 28.97 18.02 

20 926  154  1,080  147  41  188  15.87 26.62 17.41 

21 925  138  1,063  139  32  171  15.03 23.19 16.09 

注）留学生、専攻科生を含む。      

（出典：学生課寮務資料） 

 

資料７-２-③-３：２年指導寮生による学習会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

                        （出典：学生寮掲示板） 

 

資料７-２-③-４：ボランティア教員による学習会（寮務委員会議事概要抜粋） 

 

（３）その他 

        ・中間試験を前に有志教員参加による学寮の学習会を５／２６(火)、２７(水)、 

    ２８(木)の３日間実施、今回はかなり盛況で毎日多数の参加者となり特に２７日 

    (水)は参加寮生２６名と例年を上回る結果となり寮生会役員等からはご協力願っ 

    た先生方に感謝したい旨のお礼の言葉が、校長補佐(寮)に寄せられた。 

                       

（出典：寮務委員会議事概要 H21.6） 
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資料７-２-③-５：学生寮 談話室、無線ＬＡＮ、入退居カードシステム 

談話室           無線ＬＡＮ       入退居カードシステム 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：学生課寮務係資料） 

 

資料７-２-③-６：寮生会規約 

 

                   

           （出典：小山高専ＨＰ） 

 
 
 
 
３ 総会は、出席者の過半数以上の賛成をもって議決とす
る。 
第 10 条役員会は、役員の任務遂行を目的とする。 
２ 役員会は、寮長が必要と認めた場合及び全役員の生の３

分の２以上の出席により成立する。 
（会計） 
第 11 条本会の運営に要する資金は、会員の会費及びその他
をもって充てる。 
第 12 条本会の会費は、総会において、その額を決定する。 
（寮長の選挙） 
第 13 条寮長の選挙に関する一切の事務は、選挙管理委員会
が、これに当たる。 
第 14 条選挙管理委員会は、必要に応じて置かれるものと
し、総会において選出された３名の寮生を委員とし構成す
る。 
第 15 条選挙管理委員長は、委員の互選による。 
第 16 条選挙管理委員会は、次のことを行う。 

一選挙日の告示 
二立候補者の取り扱い 
三立候補者の人物・意見の周知徹底 
四立会演説の日取り及び方法の決定 
五投票方法の決定 
六開票事務及び結果の報告 

第 17 条寮長は、立候補制とし、立候補しようとする者は選
挙日の７日前までに、２名以上の推薦者が署名押印した所定
の届け出を選挙管理委員会に提出するものとする。 
第 18 条選挙日の４日前までに立候補者がない場合は、役員
会が推薦した者に対して信任投票を行う。なお、信任投票の
方法は、選挙管理委員会が決める。 
第 19 条立候補者は、届け出と同時に選挙活動を行うことが
できる。 
第 20 条選挙日程は、選挙管理委員会が決定する。ただし、
選挙日の告示は、原則として投票日の４日前までに行うもの
とする。 
第 21 条不在投票及び委任投票は認めない。 
第 22 条得票の最多数をもって当選とする。ただし、得票数
が投票総数の過半数に満たない場合は、最高得票者と次点者
の２名で決選投票を行う。 
第 23 条開票は、投票日に選挙管理委員会が行う。 
２ 開票は、公開の場で行う。 
第 24 条選挙の結果は、選挙管理委員会が公表するものとす
る。 
第 25 条選挙管理委員会は、立候補者の応援はできない。ま
た、すべてに対して厳正中立でなければならない。 
第 26 条選挙管理委員長は、選挙の結果を校長補佐（寮務担
当）を経て校長に報告する。 
第 27 条その他、選挙の実施に関する必要事項については、
選挙管理委員会が校長補佐（寮務担当）の指導助言を得て定
める。 
（規約の改正） 
第 28 条この規約は、寮生の発議により総会において出席者
の３分の２以上の賛成がある場合に改正することができる。 

小山工業高等専門学校寮生会規約 
制定昭和 51 年 9 月１日 

最終改正平成 16 年 4 月１日 
（総則） 
第１条本会は、小山工業高等専門学校寮生心得（昭和 49 年
４月 11 日制定。以下「寮生心得」という。）「13 寮生会組
織」に基づくもので、小山工業高等専門学校寮生会と称す
る。 
第２条本会は、寮生心得にのっとり、共同生活を自律的に営
み、寮生相互の連絡を密接かつ円滑にすることを目的とす
る。 
第３条本会は、本校寮生全員をもって構成する。 
第４条会員は、学年を問わず会員として平等の権利を持つと
ともに、その責任と義務を負わなければならない。 
（役員） 
第５条本会に次の役員をおく。 

一寮長１名 
二副寮長各棟１名 
三企画委員長１名  企画委員若干名 
四記録委員長１名  記録委員若干名 
五会計委員長１名  会計委員若干名 
六食事委員長１名  食事委員若干名 
七交通委員長１名  交通委員若干名 
八美化委員長１名  美化委員若干名 
九室長各室１名 
十その他、寮長は必要に応じて、専門委員を任命すること

ができる。 
第６条役員の選出及び任期は、次のとおりとする。 

一寮長は、全寮生の選挙によって選出される。 
二第５条第２号から第８号までの役員は、寮長が選出し、

総会の承認を受けるものとする。 
三室長は、室員の互選による。 
四役員の任期は６か月とする。ただし、再任は妨げない。 
五欠員補充による役員の任期は前任者の残任期間とする。 

第７条役員の任務は、次のとおりとする。 
一寮長は、本会を代表し、会務を執行する。 
二副寮長は、寮長を補佐し、寮長に事故のあるときは、こ

れに代わる。 
三企画委員は、本会の行事の企画運営に当たる。 
四記録委員は、本会の記録に当たる。 
五会計委員は、本会の会計を掌理する。 
六食事委員は、寮生の食事改善に当たる。 
七交通委員は、寮生のオートバイその他の管理に当たる。 
八美化委員は、寮の美化に努める。 

（機関） 
第８条本会に次の機関をおく。 

一総会 
二役員会 

第９条総会は、本会の最高議決機関であり、全寮生によって
構成される。 
２ 総会は、寮長が必要と認めた場合及び構成員の過半数が
必要と認めた場合に開かれ、全寮生の３分の２以上の出席に
より成立する。 
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資料７-２-③-７：平成 21 年度学寮行事予定表 

 

（出典：平成 21 年度寮生のしおり） 

 

資料７-２-③-８：小山高専 HP「青嵐寮」 

         

                               （出典：小山高専ＨＰ） 
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（評価結果）  

居室のほか、食堂、補食室及び洗濯コーナー等日常の生活に必要な設備は整備されている。また、

居室以外の勉学スペースとして談話室（学習室）が設置され、下級生への高学年寮生による学習指導、

教員による学習指導も行われており、勉学の場として機能している。 

 

７-２-④： 就職や進学などの進路指導を行う体制が整備され，機能しているか。 

（状況）  

学生の進路指導は５学年のクラス担任が担当している。全学的な組織としては、各学科及び専攻科

の進路担当教員で組織する進路支援室が設置されている（資料７-２-④-１）。進路支援室は、学生

の進路に係る全学的事項について検討するとともに、進路指導に関する情報収集及び就職先の開拓な

どを行っている。また、進路指導担当教員の打ち合わせ会を開催している（資料７-２-④-２）。 

毎年後期に準学士課程４年生及び専攻科１年生を対象に、就職ガイダンス及び進学説明会を開催し、

学生の進路選択の一助としている（資料７-２-④-３）。説明会にはほとんどの学生が参加しており、

アンケート結果でも好評を得ている（資料７-２-④-４）。企業の求人票は学生課を通して全学科に

配付しているが、平成 19 年度から学内サーバを利用して学生が直接パソコンで自由に閲覧できるよ

うにした（資料７-２-④-５）。 

本校学生の進路状況を（資料７-２-④-６）に示す。 

 

資料７-２-④-１：進路支援室規程 

 

小山工業高等専門学校進路支援室規程 

制  定 平成16年４月１日 

（設置の目的） 

第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、学生の就職及び進学に関連する事項の検討と方針を

決定し、学生に対する適切な指導、助言、援助等及び就職先の開拓を行うことを目的として、小山工業高等専門

学校進路支援室（以下「進路支援室」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 進路支援室は次に掲げる者をもって組織する。 

一 各学科及び各専攻科進路担当教員 

二 その他校長が必要と認めたもの 

２ 進路支援室に室長を置き、学生補佐をもって充てる。 

（任務） 

第３条 進路支援室においては、次に掲げる業務を行う。 

一 就職先の開拓に関すること。 

二 就職の斡旋に関すること。 

三 就職指導及び情報の収集並びに提供に関すること 

四 進学指導及び情報の収集並びに提供に関すること。 

五 その他就職・進学に関すること 

（事務） 

第４条 進路支援室に関する事務は、学生課において処理する。 

附 則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料７-２-④-２：進路指導担当教員の打ち合わせ会案内 

 

４、５年生担任の先生方へ  

 

お世話になっております。進路支援室担当、電気の田中です。  

下記の日程で来年度の「就職、進学指導に関する打ち合わせ」を開催致します。  

お集まり下さいますよう宜しくお願い致します。  

 

日 時：１１月２５日（水）１６：３０～１７：３０  

※１時間はかからないと思います。  

場 所：管理棟１階中会議室  

 

打ち合わせ内容：  

（１）今年度の就職、進学指導について５年生担任からのご意見、申し送り事項  

（２）就職協定に関する資料の配付と内容確認  

（３）その他 

 

就職、進学指導に関する打ち合わせ 

進路支援室 

 

日 時：１１月２５日（水）１６：３０～１７：３０ 

 

場 所：管理棟１階中会議室  

 

出席者：５年担任、４年担任 

 

打ち合わせ内容：  

 

（１）就職協定に関する資料の配付と内容確認 

 

（２）今年度の就職、進学指導について５年生担任からのご意見、申し送り事項  

 

（３）その他 

 

 

（出典：進路支援室資料） 
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資料７-２-④-３：進路説明会の開催案内 

 

 

 

 

 

（出典：学生委員会資料） 
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資料７-２-④-３（続き） 

 

     

 

 

 

（出典：学生委員会資料） 
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資料７-２-④-４：進路説明会アンケート結果 

 

                       （以下略） 

 

（出典：学生委員会資料） 
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資料７-２-④-５：学内サーバによる情報提供  

       

 

 

（出典：就職・進学情報サーバ） 
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資料７-２-④-６：進路（就職、進学）状況 

 

 

（出典：2009 学校要覧 p42，44，小山高専ＨＰ） 
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（評価結果）  

全学組織として進路支援室が設置されており、個々の学生に対してはクラス担任が直接進路指導を

行っている。また、就職ガイダンス及び進学説明会を開催するとともに、学内サーバなどにより進路

関係の情報提供を行っている。本校の就職率は毎年ほぼ100％を維持しており、進路指導を行う体制

は整備され、機能している。 

 

 

（２）「７章 学生支援等」の自己評価の概要 

準学士課程及び専攻科課程とも入学時にガイダンスを実施し、学習面及び生活面での必要な事項

について、指導及び助言を行っている。卒業研究に関するガイダンスは全専門学科で行われ、その

他各授業科目やコース分けのガイダンスも一部で行われている。また、全教員がオフィスアワーを

設定し、学習相談をはじめ種々の相談に応じている。図書情報センター、情報科学教育研究センタ

ー及びものづくり教育研究センターでは、時間外利用の道を開くなど学生の便宜を図っている。そ

のほか、教室、図書情報センター、専攻科棟及び学生ホールなど随所にコミュニケーションスペー

スを配置しており、厚生施設についても食堂及び売店が完備されている。 

  学習支援に係るニーズ把握は、クラス担任によるホームルームでのくみ取りが主となるが、その 

ほか、学生会及び寮生会との懇談並びに授業評価アンケートの活用など様々な機会を利用してニー

ズ把握に努めている。 

資格取得による単位認定の道を開くとともに、資格受験指導も行うなど取得しやすい環境作りに

努めている。また、海外留学については留学規則を定めて留学の道を開き、単位認定及び復学など

についても配慮しており、さらにオーストラリア海外研修及び中国重慶大学自動化学院への海外研

修を実施し、学生の異文化理解、語学力の涵養を図っている。 

  留学生の支援としては、クラス担任の指導及び助言のほか、チューター制度を設け、学習面及び

生活面での支援を行っている。また、留学生全員が入居する学生寮には、シャワー室及び補食室な

どの留学生用設備を設け、住環境の整備にも力をいれている。そのほか、編入学生に対しては、入

学前に学習指導を行うほか、入学後も必要に応じ補講等を行っている。また、障害のある学生の入

学実績はないが、身障者用トイレ、エレベーター及び車いす用スロープを設置しバリアフリー化に

努めている。   

学生生活面でのサポートとして学生支援室を設置し支援室員が相談に応じているほか、特に精神

面での学生相談に対応するために、専門のカウンセラーも配置している。 

進路指導体制としては、進路支援室を設置し、進路関係の情報収集及び就職先の開拓などを行っ

ている。また、進路指導担当教員の打ち合わせ会を開催するとともに、企業及び大学関係者を招い

た就職ガイダンス及び進学説明会を開催し、学生の進路に関する意識を高めるとともに、進路関係

の情報を提供している。 



８章 

 - 317 - 

８章 施設・設備 

（１）分析 

８-１-①： 学校において編成された教育課程の実現にふさわしい施設・設備が整備され，有効

に活用されているか。また，施設・設備のバリアフリー化への配慮がなされている

か。 

（状況） 

本校において編成された教育課程の実現に必要な施設として、校地、運動場、体育館、教室、研

究室、実験・実習室、演習室、情報処理学習のための施設、語学学習のための施設、図書館及び実習

工場などが整備されている。施設の概要を（資料８-１-①-１）に示す。 

教育目標とそれに対応する施設の関連は（資料８-１-①-２）に示すように、全ての教育目標が達

成できるよう整備されている。 

  また本校では、「第１次緊急整備５か年計画」に基づく校舎等の狭隘・老朽改善事業を平成 15 年

12 月に完了した。この事業により、多目的ホールや視聴覚室等の大型講義室、卒業研究や実験実習

・選択制授業が多い５年生の教室を除く１～４年の教室（20 室）について、学生一人当たりの広さ

が従来 1.5 ㎡程度であったものを 2.0 ㎡程度まで改善し十分な広さが確保された。設備面については

各部屋に空調設備、電動スクリーン及び情報用 LAN コンセントを整備した他、１～２年生の教室（10

室）や多目的ホールについては常設の固定式プロジェクターを設置している（資料８-１-①-３）。 

各専門学科の実験・実習・研究室についても、それぞれの用途に応じた十分な広さが確保され、

設備面についても空調設備及び情報用 LANコンセントの設置の他、教育課程の実現のための教育用機

器を整備している（資料８-１-①-４～10）。 

 情報処理関連施設は、「情報科学教育研究センター」を中心に大・中演習室を５室保有し、広さも

学生一人当たり 2.4 ㎡以上を確保して、情報教育用電子計算機システムの他、空調設備及び情報用

LAN コンセントを設置している（資料８-１-①-11）。情報科学教育研究センターは情報処理学習等

の授業で平均 60％程の利用があり、教育用のコンピュータ（パソコン）も学生１人に１台が確保さ

れ、授業時間外にも学生が自主学習等に利用している（資料８-１-①-12～14）。 

 語学学習用施設である語学情報教室（ＬＬ教室）は、収容定員 48 名、学生一人当たりの広さも

2.1 ㎡で、教育用機器も整備されている（既出：資料８-１-①-５）。  

 図書情報センターについては（資料８-１-①-15）に示すように、蔵書検索システムが導入されて

いる他、ブラウジングロビー及びマルチメディアルーム等が設置され学生の利便にも配慮している。

また本校の図書情報センターは平日の夜間や、土曜日も開館しており、利用者数は年間６万人を超え

ている（資料８-１-①-16）。 

 ものづくり教育研究センターは、地域連携共同開発センターと共に学内共同利用施設として十分な

広さが確保され、教育用機器が整備されている（資料８-１-①-17）。 

 その他、選択制授業や卒研発表、学生の自主的活動に対応するスペースとして、ホームルーム 25

教室以外に講義室等（８室）、ゼミ室（７室）の計 15 室の共同利用スペースを保有し、スクリー

ン、空調設備、情報用 LAN コンセントを設置している（既出：資料８-１-①-３、資料８-１-①-

18）。 

 体育施設は、十分な広さが確保され、温水シャワー、トイレ及び体育器具庫等の必要な設備・施設
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が整備されている（資料８-１-①-19）。 

 安全面については、各施設に安全管理主任者を置き、更に実験室等には作業主任者（作業責任

者）を置いて日常的な管理を行っている。また学校全体の安全管理のため安全衛生委員会を設置し、

毎月校内巡視を行い、実験室等の安全管理状況を調査し問題がある場合は改善を図っている（資料８

-１-①-20、21）。 

平成21年度に実施した学生の「施設満足度アンケート結果」によれば、各施設とも平均点を超え

る評価を得ており、施設・設備面についてほぼ満足していることが伺える（資料８-１-①-22）。 

 バリアフリー化の取組状況については、各棟にスロープ及び自動ドアを設置した他、専攻科棟及び

図書情報センターには身障者用トイレ及びエレベーターを設置している。また、主要校舎のうち５棟

（一般・管理棟、図書情報センター、電気情報・物質工学科棟、専攻科棟、電子制御工学科棟）を２

階の渡り廊下で接続し、機能面における学生支援とバリアフリー化を図っている（資料８-１-①-

23）。 
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資料８-１-①-１：施設の概要（１／２） 

施 設 の 概 要 
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資料８-１-①-１：施設の概要（２／２） 

 

施 設 の 概 要 

 

 

（出典： 2009学校要覧p.50，51） 
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資料８-１-①-２：教育目標と対応する施設 

 

教育目標と対応する施設 

教育方針と育成する人材像（Ａ：準学士課程、Ｓ：専攻科課程） 対応する施設 

①豊かな人間性の涵

養 

①－Ａ： 社会人となるための素養を身につけ、環境･福

祉に配慮し工業技術が自然や社会に与える影響を認

識できること。 

講義室､ 図書館､合宿研修施

設､学生福利施設､ブラウジ

ングロビー（学生ホール） ①－Ｓ： 社会･経済と工業技術の共生に配慮し、工業技

術者としての社会的責任と倫理観を自覚すること。 

②豊かな感性と創造

力の育成 

②－Ａ： 実験実習に自主的に取り組み観察力･解析力を

養い、新しい発想やアイデアを提案する習慣を身に

つけること。 
講義室､ 図書館､一般系物理

実験室・化学実験室､ロボ

ット工房､ものづくり教育

研究ｾﾝﾀｰ 

②－Ｓ： 専門分野にとらわれず工業技術全般に対し知

的好奇心をいだき、工業技術に関する研究計画･設

計･製作およびその評価までの全プロセスをデザイン

できること。 

③自然科学･数学･英

語･専門基礎科目

の学力向上 

③－Ａ： 自然科学･数学･英語の基礎知識を身につけ、

専門分野の基礎知識を修得していること。 
講義室､ 図書館､語学情報教

室（LL 教室）､一般系物理実

験室・化学実験室 
③－Ｓ： 自然科学･数学･英語の応用知識を身につけ、

専門分野の工学理論を理解していること。 

④高度な専門知識と

問題解決能力の育

成 

④－Ａ： 実践的技術者としての高度な専門分野の知識

を修得し、与えられた技術的課題を解決できる能力

を身につけること。 
実験室､ 研究室､ものづくり

教育研究ｾﾝﾀｰ､地域共同開発

ｾﾝﾀｰ 
④－Ｓ： 開発型技術者としての高度な専門分野の課題

に対する問題点を自ら発見し、その解決方法をデザ

インし研究を遂行できる能力を身につけること。 

⑤情報技術力の向上 ⑤－Ａ： 情報技術に関する基礎知識と情報処理能力を

有し、コンピュータを利用して適切な内容の報告書

を作成できること。 

情報科学教育研究ｾﾝﾀｰ､第二

演習室(電子計算機実習室)､

第三演習室(多目的ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ

教育室)､講義室 
⑤－Ｓ： 情報技術の応用力を身につけ、コンピュータ

を利用して解析力と設計力を身につけること。 

⑥コミュニケーショ

ン能力と国際感覚

の育成 

⑥－Ａ： 講義･実験･卒業研究の内容について日本語で

口頭発表･質疑応答ができることと、基本的な技術英

語の文章を理解し国際的視野を身につけること。 講義室､ 視聴覚室､多目的ﾒ

ﾃﾞｨｱﾎ ｰﾙ ､語学情報教室、

（LL 教室）体育施設 

⑥－Ｓ： 特別研究を含む専門分野の内容を学内･学外に

おいて日本語で口頭発表･質疑応答ができることと、

高度な専門分野に関する技術英語の文章を理解し国

際社会で活躍できる基礎能力を身につけること。 

 

 （出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-３：講義室の概要 

講義室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

収容 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 主要設備等 

教室（HR） 

１年教室（5部屋） 78 40 2.0 専攻科棟2F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
２年教室（5部屋） 78 40 2.0 専攻科棟3F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
５Ｅ教室 58 40 1.5 電物棟1F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
３Ｅ教室 87 40 2.2 電物棟2F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
４Ｅ教室 87 40 2.2 電物棟2F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
５Ｃ教室 58 40 1.5 電物棟3F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
３Ｃ教室 87 40 2.2 電物棟4F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
４Ｃ教室 87 40 2.2 電物棟4F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
３Ｍ教室 87 40 2.2 機械棟2F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
４Ｍ教室 87 40 2.2 機械棟3F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
５Ｍ教室 58 40 1.5 機械棟3F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

３Ａ教室 79 40 2.0 建築棟1F 
DVD・VHS再生機、ｽﾋﾟｰｶｰ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ﾜｲﾄﾞ手動ｽｸﾘ
ｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

４Ａ教室 79 40 2.0 建築棟1F 
DVD・VHS再生機、ｽﾋﾟｰｶｰ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ﾜｲﾄﾞ手動ｽｸﾘ
ｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

５Ａ教室 64 40 1.6 建築棟1F 
DVD・VHS再生機、ｽﾋﾟｰｶｰ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ﾜｲﾄﾞ手動ｽｸﾘ
ｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

３Ｄ教室 78 40 2.0 電子棟2F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
４Ｄ教室 78 40 2.0 電子棟2F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
５Ｄ教室 78 40 2.0 電子棟2F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

その他の講義室等 

講 義 室 68 40 1.7 講義棟 1F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

多目的ホール 96 60 1.6 専攻科棟1F 
ﾋﾞﾃﾞｵ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備 

多目的メディアホ
ール 

114 80 1.4 専攻科棟4F 
ﾋﾞﾃﾞｵ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備 

講義室Ⅰ 40 20 2.0 専攻科棟4F ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
講義室Ⅱ 25 10 2.5 専攻科棟4F ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
演習室 40 15 2.7 専攻科棟4F LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

多目的ホール 77 42 1.8 専攻科棟4F 
ﾋﾞﾃﾞｵ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備 

視聴覚室 
（階段教室） 

216 210 1.0 図書館1F 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ､書画ｶﾒﾗ、電動ｽｸﾘｰﾝ、DVD､VHS再生機、
ﾋﾞﾃﾞｵ、ｽﾋﾟｰｶｰ、ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ、ﾋﾟｱﾉ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調
設備 

 

（出展：総務課施設係資料） 
 

 

資料８-１-①-４：専攻科系実験室の概要 
 

専攻科系実験室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

機械系専攻研究室 78 13 6.0 専攻科棟5F 
高速度ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ、電気炉、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｵｼﾛｽｺｰ
ﾌﾟ、ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電気系専攻研究室 78 21 3.7 専攻科棟5F 

高周波ｽﾊﾟｯﾀﾘﾝｸﾞ装置、真空蒸着装置、分
光光度計、液体ﾍﾘｳﾑｸﾗｲｵｽﾀｯﾄ、液体窒素ｸﾗ
ｲｵｽﾀｯﾄ、ﾊﾟｿｺﾝ、ﾅﾉﾎﾞﾙﾄﾒｰﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空
調設備 

電子系専攻研究室 78 6 13.0 専攻科棟5F 
測色計、ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、ﾌｧﾝｸｼｮﾝｼﾞｪﾈﾚｰﾀｰ、ﾏﾙﾁ
ﾒｰﾀｰ、ｽｷｬﾅｰ、ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備 

物質系専攻研究室 78 5 15.6 専攻科棟5F 

分光器、蛍光分光光度計、赤外スペクトル
装置、小型ＬＢ膜作製装置、超臨界装置、
電子天秤、超純水作製装置、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、
空調設備 

建築系専攻研究室 78 9 8.6 専攻科棟5F 
ﾋﾞﾃﾞｵ、OHP、工作机、ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、
空調設備 

 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-５：一般科系実験室・講義室の概要 
 

一般科系実験室・講義室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

化学実験室 124 40 3.1 電物棟3F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ､LANｺﾝｾﾝﾄ、 
実験台､空調設備 

一般機器分析室 19 5 3.8 電物棟4F LANｺﾝｾﾝﾄ、実験台､空調設備 

生物学実験室 39 5 7.8 電物棟4F 
ﾊﾟｿｺﾝ、乾燥機、LANｺﾝｾﾝﾄ、実験台､空調設
備 

物理学実験室 118 42 2.8 管理棟3F LANｺﾝｾﾝﾄ、実験台､空調設備 
語学情報教室 
（ＬＬ教室） 

101 48 2.1 講義棟2F 
語学教育CALLｼｽﾃﾑ、ﾋﾞﾃﾞｵ、ｽﾋﾟｰｶｰ、ｽｸﾘｰ
ﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

一般製図室 126 40 3.2 講義棟3F 
A1 判平行定規ﾗｲﾅｰﾎﾞｰﾄﾞ、ｽｸﾘｰﾝ、書画ｶﾒ
ﾗ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、製図台､空調設
備 

留学生講義室 29 3 9.7 
図書情報ｾﾝﾀｰ

1F 
ﾋﾞﾃﾞｵ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

 

（出典：総務課施設係資料） 

 

資料８-１-①-６：機械工学科実験室の概要 
 

機械工学科実験室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

ミクロ計測室 29 8 3.6 機械棟1F 
表面粗さ計、輪郭形状測定器、三次元測定
器、実体顕微鏡、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

材料加工ﾌﾟﾛｾｽ研究室 19 3 6.3 機械棟1F ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ実験室 29 8 3.6 機械棟1F 
ｾﾗﾐｯｸｽ用電気炉（高温低温用）、金属用電
気炉（高温低温用）、ラップ盤、切断機、
LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

水力研究室 19 11 1.7 機械棟1F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

機械工作実験室 58 5 11.6 機械棟1F 
炭酸ｶﾞｽｱｰｸ溶接機、被覆ｱｰｸ溶接機、電気
炉、放射温度計、実体顕微鏡、ﾊﾟｿｺﾝ、LAN
ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

材料強度研究室 19 4 4.8 機械棟1F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

材料力学実験室 87 15 3.9 機械棟1F 
万能試験機、衝撃試験機、硬さ試験機、
LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

流体実験室 58 11 2.6 機械棟1F 水力学実験装置、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

バ イ オ メ カ研究室 29 11 2.6 機械棟1F 
高速度ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ、動画像解析装置、ﾊﾟｿｺ
ﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

応用物理実験室 124 40 3.1 機械棟2F 
ﾊﾟｿｺﾝ、ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、ﾃｽﾀｰ、ﾚｺｰﾀﾞ、発振器、
ﾒﾝﾄﾛ実験装置、ｽｸﾘｰﾝ、ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ、LANｺﾝｾ
ﾝﾄ、空調設備 

機械力学実験室 58 8 7.3 機械棟2F 
ﾊﾟｿｺﾝ、位置決め実験装置、、LANｺﾝｾﾝﾄ、空
調設備 

工作室 19 4 4.8 機械棟2F 
ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備、卓上ﾎﾞｰﾙ
盤、卓上ﾊﾞﾝﾄﾞｿｰ 

CAE室（旧暗室） 19 4 4.8 機械棟2F ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

機械工学科 
共通実験室 

58 8 7.3 機械棟2F 
ﾊﾟｿｺﾝ、ｽｷｬﾅｰ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、車輪型倒立振子、
LEGO MINDSTORMS、4 自由度車両ﾓﾃﾞﾙ振動
実験装置、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

機械製図室 124 40 3.1 機械棟3F 
製図機器一式 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

非線形ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽ 
研究室 

19 5 3.8 機械棟3F 
ﾊﾟｿｺﾝ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、2足歩行のﾋｭｰﾏﾉｲﾄﾞﾛﾎﾞｯﾄ
(KHR-1HV)、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

設計製図準備室 59 15 3.9 機械棟3F 三次元CAD、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

計算力学実験室 58 6 9.7 機械棟3F 
ﾊﾟｿｺﾝ、風洞実験装置、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、ｺﾝﾀｰﾏｼﾝ、ﾎﾞｰﾙ盤 

熱機関実験室 95 14 6.8 ものづくりｾﾝﾀｰ 

ｶﾞｿﾘﾝ機関の性能試験装置、ｼﾞｭｰﾙ熱による
熱の仕事当量の測定実験装置、熱電対の温
度較正実験装置、ｴﾝｼﾞﾝ分解･組立て実習設
備 

 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-７：電気情報工学科実験室の概要 

電気情報工学科実験室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

ロボット工房 50 15 3.3 電物棟1F 
旋盤、ﾌﾗｲｽ盤、帯ﾉｺ盤、溶接機、LANｺﾝｾﾝ
ﾄ、空調設備 

ｼｽﾃﾑ工学研究室 29 8 3.6 電物棟1F 
模擬太陽電池ｼｽﾃﾑ、、ｲﾝﾊﾞｰﾀ実験装置、
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電力応用研究室 19 1 19 電物棟1F 
小型風力発電ｼｽﾃﾑ、ｲﾝﾊﾞｰﾀ装置、LANｺﾝｾﾝ
ﾄ、空調設備 

物性ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ研究室 19 6 3.2 電物棟1F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
パ ワ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス
研究室 

29 5 5.2 電物棟1F ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

音響工房 29 4 7.3 電物棟1F 
ﾊﾟｿｺﾝ、ｵｰﾄﾃﾞｼﾞﾀｲｻﾞ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾍﾟｸﾄﾙｱﾅﾗｲ
ｻﾞ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電力ｼｽﾃﾑ研究室 19 4 4.8 電物棟1F ﾊﾊﾟ゚ｿｿｺｺﾝﾝ、、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換実験室 138 40 3.5 電物棟1F 
直流発電機、三相誘導電動機、変圧器、
同機発電機、直流電源、風洞装置、LANｺﾝ
ｾﾝﾄ、空調設備 

高ｴﾈﾙｷﾞｰ研究室 58 4 14.5 電物棟1F 
球ｷﾞｬｯﾌﾟ、ｲﾝﾊﾟﾙｽ電圧発生装置、LANｺﾝｾﾝ
ﾄ、空調設備 

生体ｼｽﾃﾑ研究室     19 4 4.8 電物棟1F 
ﾃﾞｰﾀﾚｺｰﾀﾞ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、生体ｱﾝﾌﾟ、LANｺﾝｾ
ﾝﾄ、空調設備 

放電計測室 29 8 3.6 電物棟1F 
ｲﾝﾊﾟﾙｽ電圧発生装置制御盤、放電波形観
測ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

情報ﾃﾞﾊﾞｲｽ研究室 19 4 4.8 電物棟1F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
多目的マ ル チ メ デ ィ ア教
育室 

79 20 4.0 電物棟2F ﾊﾟｿｺﾝ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

シーズ・イノベーショ
ン研究室 

39 7 5.6 電物棟2F 
ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、高周波電力増幅器、ﾌｧ
ﾝｸｼｮﾝｼﾞｪﾈﾚｰﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

通信情報工学実験室 88 40 2.2 電物棟2F 

発信器、直流電源、ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ、電圧
計、電流計、ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ増幅実験装置、ﾊﾟﾙｽ
回路実験装置、論理回路実験装置、LEGO 
MINDSORM、変調回路、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備 

高周波計測研究室 19 2 9.5 電物棟2F 高周波計測ｼｽﾃﾑ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
画像情報研究室 29 6 4.8 電物棟2F 衛星画像解析ｿﾌﾄ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

音響情報研究室 19 6 3.2 電物棟2F 
低周波ﾚﾍﾞﾙ計、騒音計、ﾀﾞﾐｰﾍｯﾄﾞ、LANｺﾝ
ｾﾝﾄ、空調設備 

音響計測室（無響室） 39 6 6.5 電物棟2F 
音響測定装置、B&K製PULSE、標準ﾏｲｸﾛﾎ
ﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

情報ネットワーク研究
室 

29 6 4.8 電物棟2F PHANToM Omni 、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

実装研究室 19 7 2.7 電物棟2F 
直流電源、ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、
ﾌｧﾝｸｼｮﾝｼﾞｪﾈﾚｰﾀ、3Dﾌﾟﾛｯﾀ、3Dｽｷｬﾅ、ﾊﾟｿｺ
ﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

Ａ Ｉ シ ミ ュ レ ー シ ョ ン
研究室 

29 4 7.3 電物棟2F 
ﾚｰｻﾞﾌﾟﾘﾝﾀ、ｵｰﾙｲﾝﾜﾝﾌﾟﾘﾝﾀ、 
LEGO MINDSTORMS ROBOTICS INVENTION、
ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

レ ー ザ ー研究室 29 3 9.7 電物棟2F CO2ﾚｰｻﾞ彫刻機LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

レ ー ザ ー応用研究室 29 3 9.7 電物棟2F 
ｺﾝﾄﾛｰﾗ付き微動ｽﾃｰｼﾞ、光造形装置、LANｺ
ﾝｾﾝﾄ、空調設備 

マ ル チ メ デ ィ ア研究室 20 7 2.9 管理棟2F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電磁気実験室 87 40 2.2 管理棟3F 

光電効果計測装置、直流電源、ｵｼﾛｽｺｰ
ﾌﾟ、発振器、ﾌｧﾝｸｼｮﾝｼﾞｪﾈﾚｰﾀ、各種電圧･
電流計、Q メータ、交流ﾌﾞﾘｯｼﾞ、電力計、
LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

情報通信研究室 19 1 19 管理棟 2F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-８：電子制御工学科実験室の概要 
 

電子制御工学科実験室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ研究室 26 4 6.5 電子棟1F 
ﾐﾆ旋盤、ﾐﾆ CNC、小型帯鋸盤、LAN ｺﾝｾﾝ
ﾄ 

工作室 19 3 6.3 電子棟1F 
フライス盤、ボール盤、木工旋盤、小
型旋盤、高速カッター、小型溶接機 

制御動力研究室 
      

81 4 20.2 電子棟1F 
液面制御装置、倒立振子、サーボモー
タ制御装置、LANｺﾝｾﾝﾄ 

ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ研究室 39 4 7.8 電子棟1F 小型ﾌﾗｲｽ盤、LAN ｺﾝｾﾝﾄ 

電磁相互作用研究室 79 6 13.2 電子棟2F 
プロジェクタ、オシロスコープ、発信
器、光強度計、ホログラフィー実験装
置、LD光源、ﾊﾟｿｺﾝ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、 

第一情報ﾈｯﾄﾜｰｸ研究室 59 5 11.8 電子棟2F 
ﾊﾟｿｺﾝ、Windows ｻｰﾊﾞ、Linux ｻｰﾊﾞ、ﾌﾟﾘ
ﾝﾄｻｰﾊﾞ、ﾌﾟﾘﾝﾀ、ｽｷｬﾅ、LAN ｽｲｯﾁ、LAN ｺ
ﾝｾﾝﾄ 

電子物性研究室 80 4 20.0 電子棟3F 

放射線計測ｼｽﾃﾑ、ｱﾅﾛｸﾞ信号処理ｼｽﾃﾑ、
微弱信号処理ｼｽﾃﾑ、 
ＣＶＤ装置、蒸着装置、ｽﾊﾟｯﾀﾘﾝｸﾞ装
置、ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

エネルギーシステム研究室 79 4 19.8 電子棟3F 

基板ｴｯﾁﾝｸﾞ装置、基板露光装置、基板ｶ
ｯﾀｰ、卓上ﾎﾞｰﾙ盤、直流電源装置、電子
負荷装置、ﾛｼﾞｯｸｱﾅﾗｲｻﾞｰ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰ
ﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

電子工学実験室 81 47 1.7 電子棟3F 

ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、ﾌｧﾝｸｼｮﾝｼﾞｪﾈﾚｰﾀ、 
直流安定化電源、ｵｼﾚｰﾀｰ、ﾃｽﾄｻｰｷｯﾄﾎﾞｯ
ｸｽ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏﾙﾁﾒｰﾀ、ｱﾅﾛｸﾞﾃｽﾀｰ、ﾊﾟｿｺ
ﾝ、、ﾛｼﾞｯｸ学習装置、ｵﾍﾟｱﾝﾌﾟ実験装
置、XY軸ｽﾃｰｼﾞ、基板露光装置、ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾀｰ、書画ｶﾒﾗ、ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

第２情報ネ ッ ト ワ ー ク研
究室 

24 2 12.0 電子棟3F 
ﾊﾟｿｺﾝ、Windows ｻｰﾊﾞ、Linux ｻｰﾊﾞ、ﾚｰ
ｻﾞﾌﾟﾘﾝﾀ、ﾙｰﾀ、ｽｲｯﾁ、ﾌｧｲｱｰｳｫｰﾙ、LAN ｺ
ﾝｾﾝﾄ 

デ ィ ジ タ ル工学研究室 80 4 20.0 電子棟4F 赤外線ｶﾒﾗ、ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

情報工学研究室 74 7 10.6 電子棟4F 
ﾊﾞｿｺﾝ、ｻｯｶｰﾛﾎﾞｯﾄ、DSP評価ｷｯﾄ、波形
入力装置､LANｺﾝｾﾝﾄ 

遠隔制御研究室（電波暗
室） 

79 6 13.2 電子棟4F 
電波暗室、ﾊﾟｿｺﾝ、ｻｰﾊﾞ、ｵｼﾛｽｺｰﾌﾟ、ｼ
ｸﾞﾅﾙｼﾞｪﾈﾚｰﾀ、遠赤外線ｶﾒﾗ、ﾈｯﾄﾜｰｸｱﾅﾗ
ｲｻﾞ、ｽﾍﾟｸﾄﾙｱﾅﾗｲｻﾞ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-９：物質工学科実験室の概要 

物質工学科実験室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

化学工学研究室 58 6 9.7 電物棟3F 
ﾚｰｻﾞｰﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ電気泳動光散乱光度計、圧搾･
電気浸透脱水試験装置、比表面積測定装置、
ﾃﾞｰﾀﾛｶﾞｰ計測ｼｽﾃﾑ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

プ ロ セ ス工学実験室 110 14 7.9 電物棟3F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、単蒸留実験装置、定圧濾過実
験装置、固体乾燥実験装置、純水製造装置、
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

プ ロ セ ス工学計算室 19 6 3.2 電物棟3F ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

分子生物学研究室 58 6 9.7 電物棟3F 
ｸﾘｰﾝﾍﾞﾝﾁ、ｻｰﾏﾙｻｲｸﾗｰ、CO2ｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀｰ、LANｺﾝ
ｾﾝﾄ、空調設備 

物質工学基礎実験室 116 40 2.9 電物棟3F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、蒸留ｲｵﾝ交換水製造機、LAN ｺﾝ
ｾﾝﾄ、空調設備 

反応工学研究室 58 6 9.7 電物棟3F 
ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞ、真空乾燥機、分光光度計、LANｺﾝｾ
ﾝﾄ、空調設備 

金属化学研究室 58 4 14.5 電物棟3F 
微量電子天秤、電子天秤、周波数解析装置、
ﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電子顕微鏡室 19 8 2.4 電物棟3F 
走査型電子顕微鏡、 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

Ｘ線室 19 2 9.5 電物棟3F X線回折装置、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

物理化学研究室 58 5 11.6 電物棟4F 
電気炉、直流電流･電圧発生源･ﾓﾆﾀｰ、ｾﾗﾐｯｸｽ
成形機、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

質量分析計室 19 8 2.4 電物棟4F 
ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LANｺﾝｾﾝ
ﾄ、空調設備 

物質合成研究室 88 9 9.8 電物棟4F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、ﾌｰﾄﾞ付実験台、排水規制対策
溶媒濃縮装置、ﾊﾟｰｿﾅﾙ有機合成装置、 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

有機機器分析室Ⅰ 19 8 2.4 電物棟4F 
旋光計、ﾌｰﾘｴ変換赤外分光計、UV照射器、
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

有機機器分析室Ⅱ 78 11 7.1 電物棟4F 
ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ、高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ、中圧液体ｸ
ﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ、 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

高分子材料研究室 58 7 8.3 電物棟4F 

遠心分離機、紫外線照射装置、精密合成用ｶﾞ
ﾗｽ製真空ﾗｲﾝ、高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ、紫外可視
分光器、凍結乾燥機、角質水分量測定装置、
回転粘度計、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調
設備 

材料化学実験室Ⅱ 29 19 1.3 電物棟4F 
分光光度計、分光器、蛍光分光光度計、ｶﾞｽｸ
ﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

無機材料研究室 58 5 11.6 電物棟4F 
交流ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ測定装置、示差熱・熱重量分
析装置、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

材料化学実験室Ⅰ 58 19 3.1 電物棟4F ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

生体材料工学研究室 48 8 6.0 
物質実験棟 

2F 
電気炉、乾燥器、耐圧容器、pHﾒｰﾀｰ、電子天
秤、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

生物工学実験機器 
分析室 

23 4 5.8 
物質実験棟 

1F 
蒸留水製造装置、ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ（ECD検出器
付）、ｸﾛﾏﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、ﾌﾗｸｼｮﾝｺﾚｸﾀｰ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

生物工学実験室 94 40 2.6 
物質実験棟 

1F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、排水規制対策溶媒濃縮装置、
恒温槽、超音波細胞破壊機、LANｺﾝｾﾝﾄ 

試料調整室 
（低温室） 

27 4 6.8 
物質実験棟 

2F 
低温室、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、デジタル旋光計、LAN
ｺﾝｾﾝﾄ 

生体物質工学研究室 40 4 10.0 
物質実験棟 

2F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰ、LANｺﾝｾﾝ
ﾄ 

微生物工学研究室 
(培養室)(ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ) 

70 4 17.5 
物質実験棟 

2F 

ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ、ｸﾘｰﾍﾞﾝﾁ、高速冷却遠心分離機(大･
小)、卓上高速遠心分離機、蒸留ｲｵﾝ交換水製
造機、ｵｰﾌﾞﾝ、ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞ、恒温培養機、冷却
恒温培養機、LANｺﾝｾﾝﾄ 

物質系講義室 41 20 2.0 
物質実験棟 

1F 
LANｺﾝｾﾝﾄ 

 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-10：建築学科実験室の概要 
 

建築学科実験室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

実験時 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 設備等 

材料･構造実験室 277 40 6.9 建築棟1F 

恒温水槽循環装置、中性化促進試験
槽、乾燥炉、ﾊﾟﾝ型強制練りﾐｷｻｰ、水
銀圧入式ﾎﾟﾛｼﾒｰﾀｰ、油圧中空ｼﾞｬｯｷ、
耐圧・万能試験機 

デ ザ イ ン ス タ ジ オ 116 40 2.9 建築棟2F 

名作椅子、ﾎﾟｽﾀｰ、研究用 PC、大画面
モニタ、DVD・VHS デッキ、BlueRay デ
ッキ、ｽﾋﾟｰｶｰ、ｶﾗｰﾌﾟﾛｯﾀ、各ｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ
ｿﾌﾄ、書画ｶﾒﾗ、ｽｸﾘｰﾝ(80))ｲﾝﾁ)、専門
雑誌、工作道具一式、模型材料一式、
LAN ｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

製図室（Ⅰ） 127 40 3.2 建築棟3F 平行定規、製図台、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

製図室（Ⅱ） 171 40 4.3 建築棟3F 

平行定規、展示用模型、保管図面ｹｰ
ｽ、ﾃﾞｼﾞﾀｲｻﾞ、撮影装置、作業台、ﾌﾟﾚ
ｾﾞﾝ台、ﾄﾚｰｽ台、展示ﾊﾟｰﾃｨｼｮﾝ、壁面ｽ
ｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

製図室準備室 28 5 5.6 講義棟3F 
展示用模型、保管図面ケース、PC、
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

川上研究室 32 4 8.0 建築棟1F 研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
奥富研究室 22 1 22 建築棟2F 研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
山本(嘉)研究室 33 7 4.7 建築棟2F 研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

山本(昇)研究室 32 4 8.0 建築棟2F 
研究室用PC、鉄骨継手仕口ｷｯﾄ、有限
要素解析ｿﾌﾄ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

大島研究室 23 8 2.9 建築棟2F 

研究室用PC、建築設計ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ･ﾚﾀﾘﾝｸﾞ
ｿﾌﾄ、ｸﾞﾗﾌｨｯｸｿﾌﾄ、書画ｶﾒﾗ、一眼ﾚﾌｶﾒ
ﾗ、ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ、大型ｽｷｬﾅ、模型材料一
式、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

尾立研究室 23 6 3.8 建築棟2F 
ｶﾗｰﾌﾟﾛｯﾀ、建築設計ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ･ﾚﾝﾀﾞﾘﾝｸﾞ
ｿﾌﾄ、研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設
備 

豊川研究室 23 3 7.7 建築棟2F 研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
佐藤篤史研究室 43 5 8.6 建築棟3F 研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 
瀧澤研究室 32 5 6.4 建築棟3F 研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

高橋(純)研究室 33 9 3.7 建築棟3F 
構造力学実験装置、強震計(電子棟､専
攻科棟)、研究室用PC、LANｺﾝｾﾝﾄ、空
調設備 

 

（出典：総務課施設係資料） 

 

資料８-１-①-11：情報処理関連演習室等の概要 
 

情報処理関連演習室等の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

収容 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 主要設備等 

第１演習室 116 49 2.4 情報科学ｾﾝﾀｰ 
教育用電子計算機ｼｽﾃﾑ(＊)、ｽｸﾘｰ
ﾝ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

第２演習室(電子計算機
実習室) 

121 49 2.5 電子棟4F 
教育用電子計算機ｼｽﾃﾑ、ｽｸﾘｰﾝ、ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

第３演習室(多目的マル
チメディア教育室) 

79 21 3.8 
電物棟2F 
  【再掲】 

教育用電子計算機ｼｽﾃﾑ、ｽｸﾘｰﾝ、ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

マルチメディア実習室 53 13 4.1 情報科学ｾﾝﾀｰ 
動画編集装置、ﾊﾟｿｺﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ 
空調設備 

ネットワーク実習室 53 20 2.7 情報科学ｾﾝﾀｰ 
UNIX実験ｼｽﾃﾑ、ﾈｯﾄﾜｰｸ実験ｼｽﾃﾑ、
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

 
(＊) 教育用電子計算機ｼｽﾃﾑの構成 
 (１)システム用管理サーバ      １台 
 (２)システム用I/Oサーバ(Windows)   ５台 
 (３)システム用NFSサーバ(Linux)    ２台 
 (４)ファイルサーバ         １台 
 (５)認証サーバ           １台 
 (６)プリントサーバ         １台 
 (７)プリンタ            ５台 
 (８)システム専用端末        120台 内 訳  第一演習室       49台 

        第二演習室       49台 
                           第三演習室       21台 
                           システム再構築専用機  １台 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-12：情報科学教育研究センターの利用状況（平成21年度） 
 

情報科学教育研究センターの利用状況（平成21年度） 

第一演習室 第二演習室 第三演習室 
マルチメディア実習

室 
ネットワーク実習室 

1 週当た

り 
の平均 
利用率 

１週当た

り 
利用率 

１週当た

り 
利用率 

１週当た

り 
利用率 １週当たり 利用率 

１週当た

り 
利用率 

28 時間 
(前期) 

70.00% 
25 時間 
(前期) 

62.50% 
12 時間 
(前期) 

30.00% 
28 時間 
(前期) 

70.00% 
29 時間 
(前期) 

72.50% 

58.00% 
25 時間 

(後期) 
62.50% 

23 時間 

(後期) 
57.50% 

10 時間 

(後期) 
25.00% 

25 時間 

(後期) 
62.50% 

27 時間 

(後期) 
67.50% 

利用時間・利用率は授業での通常利用時間のみカウント、週４０時間として算定 

この他に、卒業研究や補習授業において、各部屋を随時利用 
 

（出典：総務課施設係資料） 

 

資料８-１-①-13：情報科学教育研究センター時間外利用統計表 
 

情報科学教育研究センター時間外利用統計表 
【学年別利用状況】                                     単位：人 

年 月 
本科 専攻科 

計 
1 2 3 4 5 1S 2S 

2009 4 10 3 5 1 1     20 
2009 5 8 2 4 1       15 
2009 6 8 12 6   1     27 
2009 7 5 3 2 1 1     12 
2009 8               0 
2009 9               0 
2009 10 2 3 4 3 1     13 
2009 11 4 9 7 1       21 

計 37 32 28 7 4 0 0 108 
 
【曜日別利用状況】 

年 月 
曜日 

計 
日 月 火 水 木 金 土 

2009 4   9 1 5 5     20 
2009 5   1 5 6 2 1   15 
2009 6   5   13 3 6   27 
2009 7   2 1   7 2   12 
2009 8               0 
2009 9               0 
2009 10   2 2 4 1 4   13 
2009 11     4 6 8 3   21 

計 0 19 13 34 26 16 0 108 
 
【利用時間状況】 

年 月 

利用時間 

計 0 
～ 

30 分 

30 分 
～ 

1 時間 

1 時間 
～ 

1時間 30分 

1時間 30分 
～ 

2 時間 

2 時間 
～ 

2時間 30分 

2時間 30分 
～ 

3 時間 

3 時間以
上 

2009 4 13 5 2         20 
2009 5 7 3 5         15 
2009 6 9 4 7   5   2 27 
2009 7 5 7           12 
2009 8               0 
2009 9               0 
2009 10 4 3 6         13 
2009 11 3 5     13     21 

計 41 27 20 0 18 0 2 108 
 

（出典：情報科学教育研究センター資料） 
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資料８-１-①-16：図書情報センターの利用者数 
 

図書情報センターの利用者数         単位：人 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 過去５年間の平均 

62,660 61,674 64,592 70,766 75,094 66,957 
 

（出典：図書館入退館管理システム） 

資料８-１-①-15：図書情報センターの概要 
 

図書情報センターの概要 

名称 
面積 
(㎡) 

収容 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 主要設備等 

図書情報ｾﾝﾀｰ 1,520 
全体 

(共通) 
－ 

図書情報ｾﾝﾀｰ 
1F、2F 

長岡技術大学・高専統合図書館ｼｽﾃﾑ 
（ｸﾗｲｱﾝﾄ２台、OPAC 用端末２台、プリン
タ１台）、ﾌﾞｯｸﾃﾞｨﾃｸｼｮﾝ(BDS)２台、館内
監視ｶﾒﾗ４台、ﾓﾆﾀｰ１台、LAN ｺﾝｾﾝﾄ、ｴ
ﾚﾍﾞｰﾀｰ、空調設備 

視聴覚室 215 210 1.0 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

1F 
 【再掲】 

LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、書
画ｶﾒﾗ、電動ｽｸﾘｰﾝ、DVD､VHS再生機、
ﾋﾟｱﾉ、無線LANｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ、LANｺﾝｾﾝﾄ、
空調設備 

留学生講義室 
 

29 8 3.6 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

1F 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備、和室６畳、床の
間、囲炉裏、水屋 

教材資料作成室 28 7 4.0 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

1F 

LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備、HP用ﾊﾟｿｺﾝ１台、
ＶＩＤｼｽﾃﾑ（ｻｰﾊﾞｰ2台、管理用ﾊﾟｿｺﾝ1
台） 

ﾌﾞﾗｳｼﾞﾝｸﾞﾛﾋﾞｰ 
（学生ホール） 

114 16 7.1 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

1F 
ﾃｰﾌﾞﾙ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

第一閲覧室 408 78 5.2 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

2F 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備、洗面台、、無線
LANｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ 

第二閲覧室 65 9 7.2 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

2F 
LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備､有線電話端子 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱﾙｰﾑ 76 20 3.8 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

2F 

LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備､有線電話端子、
DVD/LD/CD再生機1台、DVD再生機４
台、プリンタ1台、ＶＩＤｼｽﾃﾑ（ﾊﾟｿｺﾝ端末
15台） 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ学習室 27 14 1.9 
図書情報ｾﾝﾀｰ 

2F 
空調設備、有線電話端子 

書庫・ﾎｰﾙ他 558  － － 
図書情報ｾﾝﾀｰ 
1F、2F 

 

 

（出典：総務課施設係資料） 

 
（出典：平成 21年教育に関するアンケート（学生版）） 

 

資料８-１-①-14：コンピュータ利用状況アンケート結果 
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資料８-１-①-17：ものづくり教育研究センター・地域連携共同開発センターの概要 
 

ものづくり教育研究センター・地域連携共同開発センターの概要 

名称 
面積 
(㎡) 

収容 
人数 

一人当 
面積(㎡) 

場 所 主要設備等 

機械加工実習工場 390 40 9.8 も の づ く りｾﾝﾀｰ 
CNC旋盤、CNCﾌﾗｲｽ盤、ﾛﾎﾞﾄﾞﾘﾙ、旋盤、
立横複合ﾌﾗｲｽ盤、円筒研削盤、形削り
盤、ﾎﾞｰﾙ盤 

鋳造実習場 93 12 7.8 も の づ く りｾﾝﾀｰ るつぼ炉、乾燥炉、重油ﾀﾝｸ 

鍛造実習場 70 8 8.8 も の づ く りｾﾝﾀｰ 回転炉、ｴｱﾊﾝﾏ、焼入れ炉、重油ﾀﾝｸ 

溶接実習場 72 8 9.0 も の づ く りｾﾝﾀｰ 溶接機、排気装置 

電子顕微鏡室 30 6 5.0 共同ｾﾝﾀｰ1F 
電子顕微鏡、光透過式粒度分布測定
器、LANｺﾝｾﾝﾄ、 

材料測定室 30 8 3.8 共同ｾﾝﾀｰ1F 
ｱｺｰｽﾃｯｸ･ｴﾐｯｼｮﾝ、ＣＣＤﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ、
LANｺﾝｾﾝﾄ 

材料実験室 61 6 10.2 共同ｾﾝﾀｰ1F 材料試験機、LANｺﾝｾﾝﾄ 

ゼ ミ ナ ー ル室 31 8 3.9 共同ｾﾝﾀｰ1F 
耐久性試験装置（産業用ﾛﾎﾞｯﾄ、ｺﾝﾌﾟﾚｯ
ｻｰ、ｴｱﾄﾞﾗｲｱ、ｱｸﾁｭｴｰﾀ）、ｽｸﾘｰﾝ、LANｺ
ﾝｾﾝﾄ 

電気化学分析室（ﾚﾝﾀﾙﾗ
ﾎﾞ室.2） 

16 3 5.3 共同ｾﾝﾀｰ2F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LANｺﾝｾﾝﾄ、超臨界用圧力
容器、 

精密機器測定室 26 6 4.3 共同ｾﾝﾀｰ2F ＮＭＲ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

合成実験室 
（ﾚﾝﾀﾙﾗﾎﾞ室.1） 

60 1 60.0 共同ｾﾝﾀｰ2F 
分取液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、LANｺ
ﾝｾﾝﾄ、電磁処理装置 

エスカ・ICP室 30 5 6.0 共同ｾﾝﾀｰ2F ｴｽｶ･ｵｰｼﾞｪ、ＩＣＰ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

半導体作成室 31 6 5.2 共同ｾﾝﾀｰ2F 
ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ、単結晶引き上げ装置、
LANｺﾝｾﾝﾄ 

超伝導測定室 31 5 6.2 共同ｾﾝﾀｰ2F ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ、極低温ｸﾗｲｵｽﾀｯﾄ 

セ ラ ミ ッ ク実験室 40 3 13.3 共同ｾﾝﾀｰ別館 
ﾌﾟﾗｽﾞﾏ溶射装置、超高温ﾎｯﾄﾌﾟﾚｽ、ｺﾞﾑ
引っ張り試験機 

腐食実験室 20 3 6.7 共同ｾﾝﾀｰ別館 ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ 

Ｘ線回折室 20 5 4.0 共同ｾﾝﾀｰ別館 Ｘ線回折装置 

福祉防災実験室 20 2 10.0 共同ｾﾝﾀｰ別館 車椅子、高齢者体験ｸﾞｯｽﾞ 

 

（出典：総務課施設係資料） 

 

資料８-１-①-18：ゼミ室の概要 
 

ゼミ室の概要 

名称 
面積 
(㎡) 

収容 
人数 

一人当 
面積(㎡) 場 所 主要設備等 

管理棟３０１ゼミ室 39 20 2.0 管理棟3F ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電物棟２０１ゼミ室 39 21 1.9 電物棟2F ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電物棟４０１ゼミ室 29 20 1.5 電物棟4F ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

機械棟２０１ゼミ室 58 42 1.4 機械棟2F 電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、ﾋﾞﾃﾞｵ、空調設
備 

機械棟３０１ゼミ室 58 42 1.4 機械棟3F 
電動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、ﾋﾞﾃﾞｵ、空調設
備 

建築棟１０１ゼミ室 48 40 1.2 建築棟1F DVD・VHS再生機、ｽﾋﾟｰｶｰ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、
ﾜｲﾄﾞ手動ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ、空調設備 

電子ゼミ室 115 42 2.7 電子棟1F ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、ｽｸﾘｰﾝ、LANｺﾝｾﾝﾄ 

 

（出典：総務課施設係資料） 
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資料８-１-①-19：体育施設の概要 

 
体 育 施 設 の 概 要 

 

  施設名称  附 属 設 備 等 

グランド  9,472 300ｍトラック(トラック内は天然芝で多目的に使用)､器具庫 

野球場・サッカー場 11,485 屋外便所 

テニスコート  4,782 人工芝６面、テニス練習板 

第一体育館   1,106 ステージ､舞台設備､ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ設備､ﾊﾞﾚｰ・ﾊﾞｽｹｯﾄ他､温水ｼｬﾜｰ 

第二体育館     880 ﾊﾞﾚｰ・ﾊﾞｽｹｯﾄ他、温水ｼｬﾜｰ 

武道館 349 柔道、剣道 

水泳プール     524 25ｍ×５ｺｰｽ、屋外ﾌﾟｰﾙ、温水ｼｬﾜｰ 

 体育施設は、授業や課外活動に使用するほか、休日等の未使用時には地域開放にも供している 

 

（出典：総務課施設係資料） 

資料８-１-①-20：小山工業高等専門学校 安全衛生管理規程 別表第２ 

 

別表第２ 

〔小山工業高等専門学校 安全衛生管理体制〕 

 

（総務課長）

（財務係長、施設係長）

（人事係長）

 （各学科長  センター長等）

（各学科(課)等）

(必要な作業場（実験室等)) （実験室等）

安全衛生委員会

安全衛生推進者

安全推進担当者

作業主任者 作業責任者

安全管理主任者

衛生担当者

衛生管理者

衛生推進担当者

（校長）

産業医

総括安全衛生管理者

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料８-１-①-21：安全衛生委員会 巡視チェックシート 

 

 〔安全衛生委員会 巡視チェックシート〕 

 

 

安全衛生チェック項目 

 
（実験室、センター等）                             （実施日：平成  年  月  日） 

                            氏 名             

 
   

 

（出典：安全衛生委員会資料） 

 チ ェ ッ ク 項 目 良 否 備    考 

 

通 

 

 

 

 

路 

 

 １．安全な通路が設けられているか。         

  ２．通路は、段差、くぼみ等はないか。    

  ３．通路は、白線等で作業場所とはっきり区別されているか。    

  ４．通路を横切るコード、ホース、配管類はないか。通行する際に安全に覆われ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

  ５．通路に物が置かれたり、障害となるものはないか。     

  ６．通路は、油の汚れや水がこぼれたままになっていないか。     

  ７．清掃がよく行われ、ゴミ、ホコリがたまっていないか。    

作 

業 

床 

 

  １．作業床は、段差、くぼみ等はないか。作業床の端は、作業が行いやすい状態

となっているか。    

   

  ２．作業床は、コード、ホース、配管類が作業の障害になっていないか。    

  ３．機械の電源スイッチ、消火器や非常口の表示がはっきりと見えるか。        

  ４．作業床には、不要物が置かれていないか。     

  ５．作業床は、油での汚れや水がこぼれたままになっていないか。    

  ６．清掃がよく行われ、ゴミ、ホコリがたまっていないか。    

原

材

料

・

半

製

品 

  １．原材料、半製品は、棚、台、箱等に適切に区分され、収納されているか。    

  ２．原材料、半製品が置かれた場所には、運搬可能な通路、空間が確保されてい

るか。 

   

  ３．原材料、半製品の形状や重量に応じて、積み上げの高さ等を決め、荷崩れ、

落下、転倒のおそれのない、安定した置き方をしているか。 

   

  ４．危険有害物は、指定の場所で、専用容器に収納されているか。 
   

治

具

等 

  １．治具、作業用具等は、所定の場所に使いやすい状態で収納されているか。    

  ２．掃除用具は、所定の場所に収納されているか。 
   

廃

品

・

ク

ズ

等 

  １．廃品、クズ等は、捨てる場所を指定し、区分され、適切な容器に収納されて

いるか。 

   

  ２．廃品、クズ等を収納する容器は、内容物が表示され、たまりすぎていないか    

  ３．機械、設備のその周辺は、ゴミ、ホコリがたまった状態になっていないか。    

４．油ボロは、蓋つきの不燃性容器に収納されているか。 
   

そ 

 

の 

 

他 

 １．各部屋に監守者・火元責任者が指名され、表示がされているか    

 ２．消火器が適正に配置されているか                      

 ３．照明設備、換気設備は整っているか                    

 ４．各種機器の操作マニュアルの有無                      

 ５．装置の緊急停止ボタンがあるか                        

 ６．地震時の転倒防止措置はなされているか                

 ７．非常口の表示はあるか     
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資料８-１-①-22：施設満足度アンケート結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度教育に関するアンケート（学生版）） 

 

資料８-１-①-23：施設・設備一覧 

 
〔施設・設備一覧〕 
                            資料：施設実態調査 H19.05 

 ○敷 地 総 面 積         99,014㎡ 学校用敷地全体 

      校 舎 敷 地         60,582㎡ 校地 

      寄宿舎敷地          9,156㎡ 学生寄宿舎用地 

      運動場敷地         29,276㎡ 屋内外運動場用地 

  ○建 物 構 造 面  積     施設・設備 

      一般・管理棟 RC3 2,322㎡ 実験･実習室                SL 

      電気情報・物質工学科棟 RC4 4,446㎡ 研究室､実験･実習室､演習室   SL 

      機械工学科棟 RC3 2,040㎡           〃                SL 

      電子制御工学科棟 RC4 2,179㎡           〃                SL 

     建築学科棟 RC3 1,680㎡           〃                SL 

      専攻科棟（テクノ棟） RC5 3,139㎡           〃     EV､ 障WC､ SL 

      講義棟 RC3 668㎡ 語学学習、一般製図室、等 

      図書情報センター RC2 1,624㎡ 図書館          EV､ 障WC､ SL 

      情報科学教育研究センター RC1 312㎡ 情報処理学習                SL 

      地域共同開発センター RC2 484㎡ 地域連携･共同研究           SL 

地域共同開発センター RC1 100㎡ 地域連携･共同研究 

      ものづくり教育研究ｾﾝﾀｰ S1 840㎡ 実習工場 
      建築材料構造実験室 S1 277㎡ 研究室､実験･実習室 

      第一体育館 S1 1,106㎡ 屋内運動場                  SL 

      第二体育館 S1 880㎡     〃                      SL 

      武道館 RC1 349㎡     〃 

      合宿研修施設棟 RC2 408㎡ 学生福利厚生施設 

      一般食堂棟 RC1 583㎡      〃       障WC､ SL 

      学生寮（東、西、南、北） RC3-5 6,030㎡ 学生寄宿舎 

      物質工学科実験棟 RC2 512㎡ 研究室､実験･実習室          SL 

      その他  1,092㎡ 倉庫､車庫等管理用施設 

          合   計  31,071㎡  

      《摘要》 〔EV〕：エレベーター 〔障 WC〕：身障者用トイレ 〔SL〕：スロープ 
  

（出典：総務課施設係資料） 
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（評価結果）  

教育課程実現のための多数の講義室、実験室及び演習室等の施設及び設備が整備されている。そ

の他、選択制授業等にも弾力的に対応するための共同利用スペースも多数確保され、有効に活用され

ているとともに、安全衛生に関しても十分な配慮がなされている。平成21年度に実施した学生の「施

設満足度アンケート結果」からも、各施設ともおおむね良い評価を得ており、施設・設備面について

ほぼ満足していることが伺える。 

教育用のコンピュータ（パソコン）も学生１人に１台が確保され、また授業以外にも自習等で有

効に活用されている。バリアフリー化についても、スロープ、自動ドア、身障者用トイレ及びエレベ

ーターが設置され十分な配慮がなされている。 

 

８-１-②： 教育内容，方法や学生のニーズを満たす情報ネットワークが十分なセキュリティ管

理の下に適切に整備され，有効に活用されているか。 

（状況）  

教育内容・方法の面からの情報ネットワークによるニーズの把握や情報セキュリティの構築など

に関しては、情報科学教育研究センター運営委員会により現状の把握と今後の改善がなされている

（資料８-１-②-１、2）。また、情報科学教育研究センターに情報ネットワーク室を設置し、「小山

工業高等専門学校情報セキュリティポリシー」（資料８-１-②-３）に基づいたネットワークの運用

と整備を行っている。情報科学教育研究センターには技術職員が配置され（資料８-１-②-４）、常

に安全性の管理とともに緊急時の対応がとれるようになっている。 

本校のネットワークシステムは基幹が Gigabit Ethernet により構成され、情報の高速伝送が可能

である。また、学外及び学内の情報交換のために WWWサーバ、メールサーバ、イントラネットサーバ

及びグループウェアサーバ等 10 台の専用サーバを設置すると共に、安全性確保のためファイアーウ

ォール及びアンチウィルスゲートウェイサーバを導入している。さらに教職員及び学生が使用するす

べてのパソコンにはウィルス対策ソフトを導入し、安全性をより高めている。十分な安全性を考慮し

たシステムと管理の下、学生の実験実習や卒業研究、教職員の研究、事務業務に係る利用、WWW サー

バによる情報発信及びインターネットによる国内外の情報の収集・交換に広く利用されている（資料

８-１-②-５）。 

情報科学教育研究センターの第一演習室は、昼休み及び放課後等、授業で使用していない時間帯

は学生の自習及び情報収集のために開放している。利用に際しては利用記録簿により管理を行ってい

る（既出：資料８-１-①-13）。 

これら、情報ネットワークの利用頻度の増加、データ量の大きな情報の増加により、ネットワー

クトラフィックが増加したことから、平成 19 年 9 月に回線容量の増強を行い改善が図られた (資料

８-１-②-６)。 

 全学生に対し年度初めに「情報科学教育研究センター利用について」（資料８-１-②-７）が掲載

された学生便覧を配付すると共に、すべての新入学生に対して利用講習会を行い、セキュリティポリ

シーの遵守とインターネットやメール利用上のモラル向上に努めている。
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資料８-１-②-２：小山高専情報ネットワークシステムのこれまでの経緯 
 
１．小山高専情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑのこれまでの経緯 

小山高専情報ﾈｯﾄﾜｰｸは平成８年度に導入されて以来，次のように変更及び整備が行われてきた。 
 
□ 平成 8 年 3 月(1996 年) 情報ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ導入(ATM ｽｲｯﾁ) 
□ 平成 9年   (1997年)   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ外部接続速度を 64Kbpsから 256Kbpsへ変更 
□ 平成 11年 12月(1999年) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾊﾞ及びﾙｰﾀの 2000年対応 
□ 平成 11年 12月(1999年) ﾌｧｲｱｰｳｫｰﾙ(外向けサービスを含む)の更新 
□            校内ＰＣへｳｲﾙｽ対策ｿﾌﾄを一括導入し，ｳｲﾙｽへの対策を行う 
□ 平成 12年 3月(2000年)  基幹ﾈｯﾄﾜｰｸのｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄｲｰｻ化し，高速化と信頼性を図る 
□ 平成 12年 4月(2000年)  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ外部接続を SINETから TTnetへ変更，これに伴い，速度は 256Kbpsから 1.5Mbpsとなる 
□ 平成 13年 3月(2001年)  ﾌｧｲｱｰｳｫｰﾙの２重化により負荷分散と信頼性の向上を図る 
□ 平成 13年 3月(2001年)  専攻科棟ﾈｯﾄﾜｰｸ新設，情報ｾﾝﾀｰのｽｲｯﾁ増強 
□ 平成 13年 6月(2001年)  ﾈｯﾄﾜｰｸ基幹部の保守契約 
□ 平成 13年 9月〜平成 14年２月  校舎改修に伴い，管理棟及び図書館棟のﾈｯﾄﾜｰｸを増強し，電子図書館への対応を考慮する 
□ 平成 14年 3月(2002年)  学内ﾈｯﾄﾜｰｸ基幹部分を全面的にｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄ化 
□ 平成 14年 3月(2002年)  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ外部接続を 10Mbps/8ユーザ型(ﾊﾟﾜｰﾄﾞｺﾑ)とする 
□ 平成 14年 12月(2002年) ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ外部接続を 10Mbps/占有型とする 
□ 平成 15年 3月(2003年)  機械工学科棟、建築学科棟及び講義棟の改修工事に伴いｽｲｯﾁを増設する(Summit24e 3台) 
□ 平成 16年 2月(2004年)  財務会計ｼｽﾃﾑの導入(ﾌｧｲｱｰｳｫｰﾙの設置) 
□ 平成 17年 3月(2005年)  ﾌｧｲｱｰｳｫｰﾙを更新する(Netscreen-100x2 ->Netscreen-204x2) 
□ 平成 18年 6月(2008年)  ｽﾊﾟﾑﾒｰﾙ対策の導入 
□ 平成 19年 3月(2007年)  人事給与ｼｽﾃﾑ及び共済ｼｽﾃﾑの導入 
□ 平成 19年 3月(2007年)  ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｻｰﾊﾞ、Web ｻｰﾊﾞ及び CGI ｻｰﾊﾞを更新(同時にｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ ImpressionOffice のﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ) 
□ 平成 19年 3月(2007年)  情報ｾﾝﾀｰﾒｲﾝｽｲｯﾁ、情報ｾﾝﾀｰﾌﾛｱｽｲｯﾁ及び専攻科棟ﾌﾛｱｽｲｯﾁ上位部分更新 
□ 平成 19年 9月(2007年)  外部接続回線を，帯域保証型 10Mbpsから帯域保証型 20Mbpsとする 
□ 平成 19年 12月(2007年) 一般・管理棟 1F，機械工学科棟 1F・2F，電気情報・物質工学科棟 1F，電子制御工学科棟 3F，建築学

科棟 1Fのﾌﾛｱｽｲｯﾁを更新(Catalyst 2960G) 
□ 平成 20年 3月(2008年)  一般・管理棟 2F，図書情報ｾﾝﾀｰ，電気情報・物質工学科棟 2F・3F・4F，電子制御工学科棟 1F，建築

学科棟 2F，物質工学科実験棟のﾌﾛｱｽｲｯﾁを更新(Catalyst 2960，Catalyst2960G) 
□ 平成 20年 4月(2008年)  ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｼｽﾃﾑを更新(desknet’s) 
□ 平成 21年 3月(2009年)  情報ｾﾝﾀｰ事務室内ﾌﾛｱｽｲｯﾁを更新 
□ 平成 21年 12月(2009年) 一般・管理棟 3F，機械工学科棟 3F，建築学科棟 3F，講義棟 2F ﾌﾛｱｽｲｯﾁを更新(Catalyst 2960G) 
□ 平成 22 年 3 月(2010 年) 学内ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾊﾞ群用無停電電源装置更新 
 

（出典：情報科学教育研究センター資料） 

資料８-１-②-１：小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター運営委員会細則 
 

小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター運営委員会細則 
 

制    定  平成15年４月１日 
最終改正 平成20年10月１日 

 
 （趣旨） 
第１条 小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター（以下「情報センター」という。）規則第６条第２項に基づき、情報科

学教育研究センター運営委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営等に関し必要な事項を定める。 
  （組織） 
第２条  委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 
  一  情報科学教育研究センター長（以下「センター長」という。） 
  二  情報科学教育研究センター情報ネットワーク室長 
  三  本校の各学科専任教員から各１名 
  四  学生課長 
  五  教育研究技術支援部技術長 
 六 教育研究技術支援部技術室第２グループ長 
 七 その他校長が必要と認めた者 
２ 前項第３号に掲げる委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任

期間とする。 
 （委員の任命） 
第３条 前条第１項第３号の委員は、校長が任命する。  
  （委員長及び会議の開催） 
第４条  委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる。 
２  委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
３ 委員長に事故があるときは、委員長の指名する委員がその職務を代行する。 
４  委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させることができる。 
 （審議事項） 
第５条  委員会は、次の事項について審議する。 
  一  情報センター及び情報ネットワークの管理運営に関わる基本方針及び長期計画に関すること。 
  二  情報センター及び情報ネットワークの利用計画に関すること。 
  三  情報処理教育についての基本計画に関すること。 
  四  情報処理技術の研究、開発及び普及に関すること。 
  五  校長から諮問があったこと。 
  六  その他情報センター及び情報ネットワークについての重要事項に関すること。 
  （事務） 
第６条  委員会の事務は、教育研究技術支援部技術室第２グループが処理する。 

（略） 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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（出典：小山高専情報セキュリティポリシー） 

 

資料８-１-②-４：小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター規則 

 
小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター規則 

 
制  定 平成 15年４月１日 
最終改正 平成 19年４月１日 

(設置) 
第１条 小山工業高等専門学校(以下｢本校｣という。)における、情報処理教育・研究を推進するとともに、学外の諸機関との連絡

・調整及び情報ネットワークの管理運営を行うために、情報科学教育研究センター(以下｢情報センター｣という。)を置く。 
(業務) 
第２条 情報センターにおいては、次の各号に掲げる業務を行う。 

一 情報センター内の施設・設備に関する管理運営及び保守に関すること。 
二 情報ネットワークの管理運営及び保守に関すること。 
三 情報処理及び関連技術に関する教育・研究及び助言を行うこと。 
四 情報処理に関する外部機関との連絡・調整を行うこと。 
五 情報処理に関連した公開講座の実施及び課外活動等の支援に関すること。 

(センター長) 
第３条 情報センターに情報科学教育研究センター長(以下｢センター長｣という。)を置き、本校の専任教員のうちから校長が任命

する。 
２ センター長は、前条の業務を掌理する。 
３ センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
(センター員) 
第４条 センターの管理運営を円滑に行うために情報科学教育研究センター員(以下｢センター員｣という。)を置く。 
２ センター員は、センター長を補佐するとともに、第２条のセンター業務の企画立案及びその業務の遂行にあたる。 
３ センター員は、本校の教職員のうちから校長が任命する。 
４ センター員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
(センター職員) 
第５条 情報センター担当の技術職員を技術室に置く。 
２ 技術職員は、センター長の指示を受けて、センター員とともに第２条のセンター業務の遂行及び援助を行う。 
(運営委員会) 
第６条 情報センターの管理運営に関する事項を審議するため、情報科学教育研究センター運営委員会(以下｢委員会｣という。)を

置く。 
２ 委員会に関する必要な事項は別に定める。 
(情報ネットワーク室) 
第７条 第２条の業務を円滑に行うため、情報ネットワーク室を置く。 
２ 情報ネットワーク室に室長及び主任を置き、センター員の中から校長が任命する。 
３ 情報ネットワーク室の運営について必要な事項は別に定める。 
(事務) 
第 8条 情報センターに関する事務は、技術室第２グループが行う。 
(雑則) 
第９条 情報センター及び情報ネットワークの利用について、必要な事項は別に定める。 

附 則 
１ この規則は、平成 15年４月１日から施行する。 

２ 小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター規程(平成９年４月１日制定)は、廃止する。 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 

資料８-１-②-３：小山工業高等専門学校情報セキュリティポリシー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：小山高専情報セキュリティポリシー） 

 
 
 
 

小山工業高等専門学校 
情報セキュリティポリシー 

 

 

 

 

 
小山工業高等専門学校 

平成 16 年 3 月 
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 資料８-１-②-５：ホームページのアクセス件数 

Usage Statistics for www.oyama-ct.ac.jp 

Summary Period: Last 12 Months 
Generated 30-Mar-2010 10:25 JST 

 Summary by Month 

Month 
Daily Avg Monthly Totals 

Hits Files Pages Visits Sites KBytes Visits Pages Files Hits 

Mar 2010 23704 15945 4549 1116 19358 90656640 33502 136481 478358 711145 
Feb 2010 23477 16128 4949 1355 22132 80534854 37946 138593 451589 657383 
Jan 2010 23702 15994 5374 1444 27620 94931582 44768 166622 495832 734767 

Dec 2009 18899 12325 4094 1253 20585 64249152 38856 126941 382081 585886 
Nov 2009 20158 13777 4308 1311 22270 68952411 39358 129260 413334 604769 
Oct 2009 26549 18038 5471 1508 23111 82054386 46777 169611 559207 823041 

Sep 2009 18146 12303 4182 1197 17761 63142377 35930 125485 369101 544390 
Aug 2009 18397 11937 4100 1146 18803 65057819 35542 127110 370058 570320 
Jul 2009 22749 14583 4952 1305 23865 73482749 40458 153526 452103 705223 

Jun 2009 22581 14566 5069 1242 22170 55314609 37283 152093 436990 677430 
May 2009 19780 13790 4351 1129 22379 48251994 35011 134906 427517 613194 
Apr 2009 22557 15718 4807 1065 19826 46859750 31964 144215 471554 676720 

Totals 833488323 457395 1704843 5307724 7904268 

（出典：情報教育研究センター内資料） 
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http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_201001.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200912.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200911.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200910.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200909.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200908.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200907.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200906.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200905.html�
http://www.oyama-ct.ac.jp/webalizer/usage_200904.html�
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資料８-１-②-６：インターネットにおける回線利用量 
 

The statistics were last updated Friday, 28 May 2010 at 13:00, 
at which time 'Internet-Router' had been up for 284 days, 4:29:38． 

Daily' Graph (5 Minute Average) 毎日のグラフ(5 分の平均) 

 
Max         Average          Current 

In    20.1 Mb/s (10.0%)   5738.5 kb/s (2.9%)      20.0 Mb/s (10.0%) 
Out   2369.1 kb/s ( 1.2%)   493.1 kb/s (0.2%)     798.5 kb/s ( 0.4%) 

Weekly' Graph (30 Minute Average) 毎週のグラフ(30分の平均) 

 
Max         Average         Current 

In     19.9 Mb/s (9.9%)   5458.2 kb/s (2.7%)     13.2 Mb/s (6.6%) 
Out  1632.9 kb/s (0.8%)    495.2 kb/s (0.2%)    635.2 kb/s (0.3%) 

Monthly' Graph (2 Hour Average) 毎月のグラフ(2時間の平均) 

 
Max         Average        Current 

In     17.3 Mb/s (8.6%)   4164.9 kb/s (2.1%)   5951.5 kb/s (3.0%) 
Out  1084.4 kb/s (0.5%)    413.2 kb/s (0.2%)    813.0 kb/s (0.4%) 

Yearly' Graph (1 Day Average) 毎年のグラフ(1日の平均) 

 
Max         Average           Current 

In    8021.1 kb/s (4.0%)   3741.9 kb/s (1.9%)   7378.1 kb/s (3.7%) 
Out   1693.4 kb/s (0.8%)    461.3 kb/s (0.2%)    531.7 kb/s (0.3%) 

 
GREEN ### Incoming Traffic in Bits per Second 
BLUE ### Outgoing Traffic in Bits per Second      

 

（出典：情報教育センター内資料） 
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資料８-１-②-７：情報科学教育研究センターの利用について 
 

  

 

（出典：平成 21 年度学生便覧ｐ158-159） 
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（評価結果） 

学内にGigabit Ethernetによる高速なネットワークが構成されており、全学生及び教職員は情報

科学教育研究センター、図書情報センター、研究室及び事務室に設置のパソコンを利用してインター

ネットによる情報の収集及び電子メール等による情報交換が行われている。また、WWWサーバによる

情報発信も積極的に行っている。こうした情報ネットワークの利用においては「小山工業高等専門学

校情報セキュリティポリシー」に基づき、常に安全性の管理の下に運用されている。また、安全性向

上のための対策ソフトやファイアーウォール等の機器の導入も行っている。以上、本校の情報ネット

ワークは十分なセキュリティ管理の下に適切に整備され、有効に利用されている。 

 

８-２-①： 図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備され，

有効に活用されているか。 

（状況）  

現在、図書情報センターに所蔵している蔵書数は約 77,000 冊である。このうち 16,000 冊あまり

は研究用図書として各研究室に所蔵している（資料８-２-①-１）。 

蔵書の内訳では、教育・研究に必要な「自然科学」「工学」が全体の約 55％を占めるが、近年は、

本校の教育理念の一つである「豊かな人間性の涵養」に基づき、「社会科学」、「芸術」及び「文

学」の分野の資料収集にも力を注いでいる。 

図書の選定は、図書情報センター運営委員会で各学科からの意見も取り入れながら協議し、また、

学生からは、リクエスト箱の設置や学生によるブックハンティングの実施等により学生の要望も反映

されるよう配慮し、年間の貸出冊数は 8,600冊を超えている。 

図書の配架は、「学修単位のための自学自習」、「JABEE」、「低学年のための工学の基礎」、

「TOEIC・英語の多読」、「試験・資格」、「旅行ガイド」及び「郷土資料」等、特別にコーナーを

設け利用しやすいように工夫している。 

図書以外では、所蔵雑誌 73 誌（学会誌４誌、洋雑誌１誌を含む｡）と購読新聞 9 紙（外国語 2 紙

を含む。）が､自由に閲覧できるようになっている。また、視聴覚資料として、DVD と VHS をそれぞ

れ約 400 本ずつ、その他に LD、CD、CD-ROM 等を所蔵し授業にも活用されている他、図書情報センタ

ー内のマルチメディアルームで学生が自由に視聴でき、また学習のための調べ物や映画鑑賞など余暇

を楽しむために役立っている。なお、所蔵している資料はすべてデータベース化しており、貸出・返

却等のカウンター業務は電算化されている（資料８-２-①-２、３）。 

図書情報センターの業務は、これまでは、本校単独で電子化されていたが、平成 19 年度より長岡

技術科学大学・高等専門学校統合図書館システムに参加している。このシステムは、長岡技術科学大

学と全国 40 高専（42 サイト）の図書館をネットワークで結び、長岡技術科学大学がセンターとして

サーバを管理、各高専はクライアントとしてデータを共有することにより、経費の削減化、システム

の安定供給及び書誌データの相互流用により業務の効率化が図られている。 

また、図書情報センター内に２台の情報端末を設置し、利用者が本校をはじめ参加校の所蔵資料

の検索、貸出状況の確認や新着図書案内の閲覧が可能で、さらに図書情報センターのホームページを

通じ、学内をはじめ学外のパソコンからも蔵書検索と新着図書案内の閲覧も可能になっている。平成

21年度からは、図書の貸出予約も行えるようになり利便性が増した。 
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現在、本校のネットワークに接続されているパソコンからアクセスできる電子ジャーナル・デー

タベースは複数あり、これらを有効活用することにより学習・研究活動がより充実したものになって

いる。なお平成 20 年度より、５年生、専攻科生及び教職員を対象とした電子ジャーナル講習会を開

催し、電子ジャーナルの周知と利用方法の案内など普及活動に取り組み、平成 21 年度からは、さら

に４年生を対象に文献検索と電子ジャーナルの利用方法などテーマを広げ、周知活動に努めている 

（資料８-２-①-４）。 

文献複写・相互貸借については、長岡技術科学大学・高等専門学校統合図書館システムを通じ、

国立情報学研究所（NII）が運営している国公私立大学図書館間相互利用（NACSIS-CAT、NACSIS-

ILL）に参加したことにより、近年は大学図書館等への文献複写の依頼が増加している。 

図書情報センターは、学生・研究者のニーズに応えるべく、平成７年より時間外開館を開始し、

現在の開館時間は平日９時から 20時まで、土曜日も９時から 17時まで開館し、試験前や土曜日など

は、多く利用されている。また平成 20 年度から、定期試験期間中の日曜日も開館し利用者の利便性

を図っている。 

なお、地域への一般開放については、平成 12 年より実施しており、貸出冊数と期限等は本科の学

生と同じ条件としている（資料８-２-①-５）。 

以上のような図書情報センターに関する様々な情報は、リアルタイムで図書情報センターホーム

ページに掲載し、学内外から閲覧が可能になっている(資料８-２-①-６)。 

図書情報センターでは、利用方法を記載したパンフレット「図書情報センター利用案内」を毎年、

作成し、学生、教職員、学外者及び近隣の図書館にも配布している(資料８-２-①-７)。 

また、図書情報センター内の掲示版には、各種のお知らせや「新着図書の紹介」、「貸出ランキ

ング」等を掲示している。 

平成 20 年度から、資源の有効活用を目的として、保存期限が過ぎた図書や雑誌、利用者が不要と

なった図書を配架した「リサイクル図書コーナー」を設置している。 
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資料８-２-①-１：蔵書構成表      

                                   平成 22年 3月 31 日現在  

  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

計 
総記 哲学 歴史 

社会 

科学 

自然 

科学 
工学 産業 芸術 語学 文学 

学

生

用 

和書 2,431  1,705  4,166  4,106  13,502  20,725  637  2,698  2,996  6,142  59,108  

洋書 179  12  27  48  905  750  5  29  916  267  3,138  

小計 2,610  1,717  4,193  4,154  14,407 21,337  642  2,727  3,912  6,409  62,246  

教

員

用 

和書 427  783  1,609  1,300  2,061  4,518  236  688  1,147  1,346  14,115  

洋書 18  4  16  14  303  596  1  15  491  90  1,548  

小計 445  787  1,625  1,314  2,364  5,114  237  703  1,638  1,436  15,663  

合

計 

和書 2,858  2,488  5,775  5,406  15,563  25,243  873  3,386  4,143  7,488  73,223  

洋書 197  16  43  62  1,208  1,346  6  44  1,407  357  4,686  

小計 3,055  2,504  5,818  5,468  16,771  26,589  879  3,430  5,550  7,845  77,909  

割合(％) 3.9 3.2 7.5 7.0 21.5 34.2 1.1 4.4 7.1 10.1 100 

（出典：図書館管理システム） 

 

資料８-２-①-２： 学年別貸出数一覧 

                                                              平成 22 年 3月 31日現在  

   平成 19 年度  平成 20 年度 平成 21 年度 

  図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 

１年 489  20  509  1,313  45  1,358  890  16 606  

２年 503  14  517  750  5  755  1,210  46 1,256  

３年 1,004  87  1,091  1,468  114  1,582  1,708  177 2,293  

４年 1,741  131  1,872  1,741  127  1,868  2,558 250 2,808  

５年 1,353  29  1,382  1,250  46  1,296  1,317  88 1,405  

専攻１年 387  12  399  466  6  472  559   8 567  

専攻２年 205  7  212  218  2  220  226  12 238  

教職員 854  156  1,010  731  124  855  646  106 752  

一般 187  64  251  213  60  273  203  59 262  

名誉教授・他 26  0  26  80  14  94  4  0 4  

計 6,749  520  7,269  8,230  543  8,773  9,729  762 10,491 

                            （出典：図書館管理システム） 
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資料８-２-①-３：分類別貸出数一覧  

平成 21 年 12 月 31 日現在 

分類別貸出数 
 

分類  平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

0 285  244  335  

1 42  103  77  

2 187  296  282  

3 122  290  312  

4 1,392  1,632  2,196  

5 2,273  2,501  2,940  

6 10  48  47  

7 128  170  132  

8 227  227  216  

9 849  985  688  

文庫他 1,234  1,733  2,498  

雑誌 520  544  768  

計 7,269  8,773  10,491 

                         （出典：図書館管理システム） 

 

 資料８-２-①-４：電子ジャーナル・データベース 

名  称  
（アルファベット順） 

内   容 提供元 EJ or DB 

ACS Publications ACS が発行するコアジャーナル 24 誌
と New タイトル 2誌フルテキスト 

American Chemical 
Society 

EJ 

CiNii  
（論文情報ナビゲータ） 

学協会で発行された学術雑誌と大学
等で発行された研究紀要の両方を検
索し、引用文献情報をたどったり、
本文を参照したりすることができる 

ＮＩＩ 
(国立情報学研究所）      

DB 

JdreamⅡ   
(科学技術文献速報 Web版) 

科 学 技 術 全 分 野 （ 1975 年 ～
Current）文献検索 DB。 

JST 
(科学技術振興機構)      

DB 

KANON 世界中で発行されている外国雑誌約
16,000 誌の目次情報を検索できるデ
ータベース （1995 年～）  

Swets 
長岡技術科学大学 

DB 

MathSciNet 米国数学会が提供する世界の数学文
献を収録したデータベース（1940 年
～） 

American Mathematical 
Society 

DB 

Science Direct Elsevier グループ発行の全雑誌のフ
ルテキスト （1995 年～）   

Elsevier EJ 

＊EJ=電子ジャーナル（主に論文のフルテキストまで利用可）   

 DB=文献検索データベース（主に書誌情報=論文の情報および抄録まで利用可）   

  

新聞のデータベース                                    
日経テレコン 21 日経 4 誌・毎日新聞等 

10 アクセス 
日経マーケティング 

 
（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料８-２-①-５：平成 22年 3月末現在学外利用登録者 254人 

  新規登録者 

平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 

9人 19人 12人 
                                

（出典：図書館管理システム） 



８章 

 - 344 - 

資料８-２-①-６：ホームページ目次 
 

図書情報センターの紹介 
利用案内 

（一般開放のご案内） 
開館予定 

蔵書構成 蔵書検索 トピックス 

図書情報センターだより 
小山高専研究紀要目次(平成 15 年度第

36 号より本文も掲載） 
リンク集 

 

：学内ページ目次 

蔵書検索 新着図書案内 定期購読図書一覧 
電子ジャーナル 
データベース 

マルチメディアルーム 
グループ学習室の利用法 

文献複写の申込み 

図書情報センター規程 研究紀要案内 学生希望図書の申込み 
読書体験記   

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料８-２-①-７ ：図書情報センター利用案内  

 

 

                          （出典：図書情報センター資料）         
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（評価結果） 

図書情報センターには、図書、学術雑誌、視聴覚資料、パソコン、視聴覚機器が十分整備され、

多くの学生が利用し、年間 8,600冊以上の図書が貸し出されている。リクエスト箱の設置や学生によ

るブックハンティングにより図書購入に際し学生の要望が反映されるようにし、ホームページ等によ

り新着図書の周知も十分行われている。 

時間外開館は、平日 17 時から 20 時、土曜日９時から 17 時、試験前や土曜日は、多くの利用があ

る。学外者にも貸出冊数・期限等を本科の学生と同じ条件で開放している。 

また、読書感想文コンクールを毎年開催し表彰制度を設けるなど、学生の読書に対する意欲の啓

発も行っている。以上、図書・学術雑誌、視聴覚資料が系統的に整備され、有効に活用されている。 

 

（２）「８章 施設・設備」の自己評価の概要 

本校の教育目標を達成するため、各校舎、施設及びセンター等が適切に整備されている。 

各専門学科には実験室及び研究室が多数整備され、実践的教育等のための「ものづくり教育研究

センター」及び情報処理能力習得のための情報処理演習室が整備されるなど、充実した設備が全学的

な安全管理のもとで有効に活用されている。 

本校のネットワークの管理運用及び情報教育の中枢として「情報科学教育研究センター」が設置

され、技術職員が配置されている。情報科学教育研究センターにはネットワーク室が置かれ、ネット

ワークの管理、コンピュータウィルス情報の周知、ファイアーウォールの管理、メールサーバの管理

及びWWWサーバの管理等ネットワークの安全な運用管理に努めている。このような安全管理のもとに

情報処理教育及びプログラミング教育が有効に行われ活用されている。また、全新入学生にネットワ

ーク利用講習会を行うなどネットワークモラルの向上についても配慮している。情報科学教育研究セ

ンター運営委員会では、情報教育内容及び教育方法の面から情報ネットワークのニーズ及び情報セキ

ュリティの現状について把握し改善を行っている。 

 図書情報センターは、十分な面積を有し、図書、学術雑紙、視聴覚資料、その他の教育上必要な資

料が十分整備され、学生や教職員に有効に活用されている。蔵書の検索は図書情報センターの端末の

みならず学内外のパソコンからも検索可能となっている。また時間外開館は、平日 17時から 20時、

土曜日９時から 17 時と開館し、試験前や土曜日などに多くの利用がある。学外者にも貸出冊数・期

限等は本科の学生と同じ条件で開放している。その他、読書感想文コンクールを毎年開催し学生の表

彰制度を設けて、学生の読書に対する意欲の啓発を行っている。図書購入の希望は、図書情報センタ

ー運営委員会により各学科、各専攻教員から要望を調査し決定している他、リクエスト箱の設置や、

学生によるブックハンティングにより、図書購入に際し学生の要望が反映されている。新着図書の案

内は、図書情報センター内の掲示板のみだけではなく、ホームページ等により閲覧可能であり、図書

情報センターに利用頻度の高い部門の専用書架を設置、展示している。電子ジャーナル・データベー

スの利用先も多数あることにより文献複写依頼などサービスも充実し、学生のみならず教職員の知識

向上にも大いに役立っている。 
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９章 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

（１）分析 

９-１-①： 教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄積さ 

れ，評価を適切に実施できる体制が整備されているか。 

（状況）  

教育活動に関するデータや資料の収集・蓄積は、教育改善推進室（資料９-１-①-１）を中心に実施

されている。各教員は毎年、教務関係資料に記載されているＦＤ（ファカルティ･ディベロップメント）

の仕組みに示された書類を提出することにしている（資料９-１-①-２）。授業計画（Plan）に関して

は、シラバス、教科書・教材選定書を、授業実施（Do）に関しては授業実施記録、答案コピーを、授

業評価（Check）に関しては、学生による授業評価のアンケート、公開授業の評価を、授業改善（Action）

に関するアクションレポート、授業評価へのコメントを提出することになっている。これらの資料は

ＦＤ年間計画（資料９-１-①-３）に沿って収集され、（資料９-１-①-４）に示されるような改善の

サイクルとなっている。上記のように教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄積されて

いる。また、収集・蓄積に関する実施方法を（資料９-１-①-５）に示す。 

また、教育改善推進室を中心に収集されたデータは教務委員会で報告され（資料９-１-①-６）、評

価、審議されている。なお、教育改善推進室と教務委員会との組織上の関係を（資料９-１-①-７）に

示す。さらに、小山高専における教育点検システム全般についての組織図とサイクルを（資料９-１-

①-８）に示す。これによって、他の部局等と連動して評価を適切に実施できるための体制が整備され

ている。 

 

資料９-１-①-１：教育改善推進室規程 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

小山工業高等専門学校教育改善推進室規程 
制 定 平成１６年１１月１日 

最終制定 平成２２年  ４月１日 

（設置の目的） 
第１条 教育の改善活動に対して組織的・継続的に支援し、教授方法の改善・向上を促進する 

ことを目的として、小山工業高等専門学校教育改善推進室(以下「推進室」という。）を置く。 

（組織） 
第２ 推進室は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 教務主事補 

二 教務委員若干名 
三 その他校長が必要と認めた者 

２ 室員は、校長が任命する。 

３ 第１項各号の室員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
４ 推進室に室長を置き、教務主事補をもって充てる。 
（任務） 

第３条 推進室は、次に掲げる業務を行う。 
一 教育方法の評価と改善に関すること。 
二 教育技術の向上に関すること。 

三 研修に関すること。 
四 教育貢献評価方法の調査研究に関すること。 
五 カリキュラム改革に関すること。 

六 その他教育改善の推進に関すること。 
（事務） 
第４条 推進室に関する事務は、学生課において処理する。 

（雑則） 
第５条 この規程に定めるもののほか、推進室の運営に関し必要な事項は、推進室が別に定める。 
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資料９-１-①-２：教員の教育活動に関する提出書類 

 

 

（出典：平成19年度教務関係資料 p23） 
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資料９-１-①-３：ＦＤ年間計画  

 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料９-１-①-４：ＦＤの仕組み（組織的な取り組み） 

 

 

（出典：平成19年度教務関係資料 p22） 
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資料９-１-①-５：教育改善推進室活動状況（平成20～21年度) 

 

月日 事項 備考

学生
によ
る評
価

同僚
によ
る評
価

自己
評価

研修
会

計画
その
他

4月 7日 ＜全教員に通知＞「授業実施記録」、「FDアクションレポート」作成依
頼

○

6月23日 前期授業公開実施（6月２３～27日） ◎

7月16日 教育改善研修会　実施 ◎

7月18日 学生による授業評価アンケート実施～７月３１日 ◎

10月15日 ＜全教員に通知＞平成２０年度 後期「授業見学週間」の実施案内 ○

10月20日 後期授業公開実施（10月20～24日） ◎

10月22日 平成19年度授業アンケート報告書配布 ◎

12月11日 ＜全教員に通知＞シラバス作成依頼 ○

12月19日 ＜全教員に通知＞後期授業評価アンケート対象科目一覧確認依頼 ○

1月6日 学生による授業評価アンケート実施1月下旬～２月初旬 ◎

1月15日 ＜全教員に通知＞後期教育改善研修会案内 ○

1月27日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会事前案内 ○

3月12日 ＜全教員に通知＞「授業実施記録」、「FDアクションレポート」提出依
頼

◎

1月28日 教育改善研修会　実施 ◎

4月10日 ＜全教員に通知＞「授業実施記録」、「FDアクションレポート」作成依
頼

○

4月4日 教育改善推進室会議（年間活動計画） ◎

5月21日 教育改善推進室打ち合わせ（授業評価アンケート、前期教育改善研
修会、前期授業見学）

○

5月26日 教育改善研修会・第１部講演会の講師依頼 ○

6月4日 ＜全教員に通知＞平成２１年度前期授業見学週間案内 ○

6月10日 ＜全教員に通知＞平成２０年度後期授業評価アンケート結果コメント記
入依頼

○

6月11日 ＜全教員に通知＞平成２１年度前期授業見学週間案内 ○

6月15日 前期授業公開実施（6月15～19日） ◎

6月18日 第2回教育改善推進室会議 ○

7月8日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会開催案内 ○

7月15日 ＜全教員にメール通知＞教育改善研修会 ○

7月15日 教育改善研修会　実施 33名参加 ◎

7月17日 ＜全教員に通知＞学生による授業評価アンケート実施依頼 ○

7月17日 学生による授業評価アンケート実施～８月７日 ◎

9月17日
＜全教員に通知＞学生による授業評価アンケート（前期終了科目）
コメント記入依頼

○

10月9日 ＜全教員に通知＞後期授業見学実施案内 ○

10月16日 ＜全教員に通知＞後期授業見学週間事前案内 ○

10月19日 後期授業公開実施（10月19～23日） ◎

11月10日 第３回教育改善推進室会議 ○

11月13日 平成20年度授業評価アンケート配布 ◎

11月17日 教育改善研修会・第１部講演会の講師依頼 ○

11月18日
教育改善推進室打ち合わせ（後期教育改善研修会、授業評価アン
ケート、FDアクションレポートの開示）

○

12月12日 ＜全教員に通知＞シラバス作成依頼 ○

1月8日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会案内 ○

1月19日 学生による授業評価アンケート実施～２月１８日 ◎

1月27日 ＜全教員に通知＞教育改善研修会事前案内 ○

1月27日 教育改善研修会　実施 ◎

3月31日 「授業実施記録」、「FDアクションレポート」提出〆切 ◎

◎：強い関連、○：やや関連

平
成
20
年
度

平
成
21
年
度

 

 

（出典：教育改善推進室資料） 
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資料９-１-①-６：教務委員会議事録（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：教務委員会議事録） 

資料９-１-①-７：小山高専内での学内会議の階層性（抜粋） 

 

（出典：教職員会議資料H17.4） 

 平 成 ２ １ 年 度 ２ 月 教 務 委 員 会 議 事 要 録 
日 時 平成２２年２月３日（水） １５：００～１７：００ 
場 所 管理棟３Ｆ３０１ゼミ室 
出 席 者 森･島田･亀山･千田･鹿野･佐藤(巌)･有坂(顕)･伊澤(代理)･石原･南斉･渥美･本多  山口･（足立） 
議 題 
［ 報告事項 ］（省略） 
［ 審議事項 ］（省略） 
［ 依頼事項 ］（省略） 
入学者対策室報告 
亀山室長より、学力選抜検査の出願人数が少ないこと、採点教員は決定次第連絡する予定であることについて報告
があった。また、推薦選抜検査の実施方法について各科の意見が求められ、佐藤委員から面接評価書・面接記録書
の記入方法について見直しが求められた。それに対し、森校長補佐より、評価点の集計ミスを防ぐために現在の方
法が取られている旨説明があり、各科の協力が改めて依頼された。より効率的な方法については、今後も検討して
いくこととなった。また、前年度同様、口頭試問の内容について各科に提出が依頼された。 
 
教育改善推進室報告 
鹿野室長より、１月２７日（水）に後期教育改善研修会が実施され、第１部講演会に３２名、第２部討論会に１４
名の参加があった旨報告された。 
・授業実施記録作成のお願い 【資料－１２】 
・ＦＤアクションレポート作成のお願い 
鹿野室長より資料に基づき、３月末までの提出が依頼された。様式は文書管理 desknet's に掲載されているので、
それを利用していただきたい旨説明があった。授業実施記録の作成に関して、補講をしなければ授業時間の確保が
できない現状について説明があり、授業時間が確保できるよう、来年度以降行事予定を検討していくこととなった。 

（省略） 
 
以上 
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（評価結果）  

 教育活動の資料は、PDCAの段階毎に教員に明示され、年間計画に基づいて収集・蓄積されている。

教育改善推進室と教務委員会が連携して会議を行い評価しており、実施体制が整っている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料９-１-①-８：小山高専における教育点検システム 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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９-１-②： 学生の意見の聴取が行なわれており，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形

で反映されているか。 

（状況）  

学生による授業評価アンケートは、平成17年度からはマークシート（資料９-１-②-１）が採用さ

れ、アンケート実施から教員へのフィードバックまでの期間は約１ヶ月と大幅に短縮され実施され

ている。授業評価アンケート結果は、各科目のアンケートに対する教員のコメントを含め毎年冊子

化して、校長、校長補佐（教務担当）、各学科、教務係、図書情報センター、各ホームルームに配付

されている（資料９-１-②-２）。各学科、教務係、図書情報センター、各ホームルームでは、同冊

子が閲覧可能となっている。 

 学生による学習環境評価を（資料９-１-②-３）に示す。これらの結果は、前回の自己点検・評価

の中で取り上げられ評価されている（資料９-１-②-４）。 
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資料９-１-②-１：授業アンケート用紙 

 

（出典：平成 21年度授業評価アンケート用紙） 
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資料９-１-②-２：学生による授業評価アンケート報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（出典：平成20年度 学生による授業評価アンケート報告書） 

  
 
 

平成２０年度分 

 

学生による授業評価アンケート報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年９月 

小山工業高等専門学校 報告書表紙 
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資料９-１-②-３：学習達成度調査結果、施設満足度調査等 

全く
その通り
である

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
全体
平均

7 154 210 418 94 64 1 941 3.31

8 168 253 407 59 53 1 941 3.45

9 186 261 401 54 37 2 941 3.54

10 206 294 334 68 37 2 941 3.60

11 79 122 357 224 156 3 941 2.73

12 202 357 319 27 32 4 941 3.72

13 259 396 228 32 18 8 941 3.91

14 145 304 387 64 33 8 941 3.50

15 162 320 365 51 35 8 941 3.56

16 162 222 382 113 54 8 941 3.35

17 71 108 383 226 144 9 941 2.72

18 86 146 474 151 76 8 941 3.02

19 154 236 365 111 67 8 941 3.32

20 212 318 305 58 39 9 941 3.65

21 144 243 368 103 75 8 941 3.30

22 165 280 376 74 38 8 941 3.49

23 157 273 398 70 33 10 941 3.48

24 170 259 365 99 39 9 941 3.45

25 90 158 415 142 127 9 941 2.94

27 617 111 167 10 24 12 941 4.39

28 124 163 325 162 156 11 941 2.93

29 105 189 375 140 119 13 941 3.02

30 266 215 263 69 116 12 941 3.48

31 145 206 465 53 59 13 941 3.35

「国際感覚」が身についた。

小山高専に学んで次の能力等が身についたと思いますか。

「コミュニケーション能力」が身についた。

「豊かな人間性」が身についた。

「豊かな感性」が身についた。

「創造力」が身についた。

「英語」の学力が身についた。

「専門基礎科目」の学力が身についた。

「専門知識」が身についた。

「問題解決能力」が身についた。

「情報技術力」が身についた。

演習室のコンピュータの処理能力（性能）は十分である。

使用に満足できるコンピュータを自分で所有している。

小山高専の次の施設に満足していますか。

「体育施設」に満足している。

「食堂」に満足している。

「教室（ＨＲ）」に満足している。

「実験・実習室」に満足している。

「情報センター」に満足している。

「図書情報センター」に満足している。

演習室のコンピュータに入っているソフトウェアは十分である。

Ⅳ．学修達成度

Ⅴ．施設満足度とニーズ

Ⅵ．コンピュータについて

授業でコンピュータを使用するときに、１人１台で使用している。

授業時間以外にコンピュータ演習室のコンピュータをよく使う。

コンピュータの利用状況などについて答えてください。

「特別教室（視聴覚・メディアホール等」に満足している。

「自然科学系（数学・物理など）」の学力が身についた。

「社会のニーズを理解する力」が身についた。

設問内容

 

（出典：平成21年教育に関するアンケート調査（学生版）） 

 

資料９-１-②-４：教育活動の収集が自己点検・評価に適切に反映されている資料 

 

 

 

（出典：平成19年自己点検評価報告書） 
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（評価結果）  

学生の意見の聴取（授業評価、満足度評価、学習環境評価等）が行なわれており、教育の状況に関

する自己点検・評価に適切な形で反映されている。これは上記収集資料と平成19年小山高専自己点検

評価報告書の記述で明らかである。 

 
 

９-１-③： 学外関係者の意見が，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映さて 

いるか。 

（状況）  

卒業生、卒業生の就職先、進学した大学へのアンケートの依頼文書を（資料９-１-③-１）に示す。

また、アンケート調査結果を（資料９-１-③-２、３）に示す。前回のアンケート調査結果は平成19

年小山高専自己点検評価報告書において評価されている（資料９-１-③-４）。今回の調査結果は、今

後評価する予定で、これらを継続的に実施して改善に結び付けている。 

 

 

資料９-１-③-１：学外関係者に対するアンケート依頼文（１/２） 

 

 

 

（出典：点検評価対応委員会） 

平成２２年４月吉日 

 

 本校卒業生・修了生就職先企業                  

 本校在校生インターンシップ受入企業 様 

 人事・採用ご担当者  

                            小山工業高等専門学校長 

苅 谷 勇 雅 

 

                                 （印影印刷） 

アンケートへのご協力のお願いについて（依頼） 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 さて、この度本校におきまして自己点検評価報告書を作成することとなり、別添のアン

ケートを実施させて頂く運びとなりましたので、ご多忙のところお手数をおかけして大変

恐縮でございますが、何卒ご協力の程よろしくお願い致します。 

 なお、裏面にアンケート回答の際の注意事項等を記載してございますので、こちらにご

留意下さるようお願い致します。 

                                     敬具 
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資料９-１-③-１：学外関係者に対するアンケート依頼文（２/２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：点検評価対応委員会） 

平成 21 年度 小山高専の教育に関するアンケート（企業対象） 

 

【記入上の注意】 

○「調査対象となる機関」は【企業】にチェックして下さい。 

○「対象となる卒業生（在校生）」にチェックする際は以下の例に従ってチェックして下さい。 

（例１）本校機械工学科（準学士課程＝本科）を卒業した学生の就職先企業の場合 

→【準学士課程（学科）卒業生（在校生）】をチェック。 

（例２）本校電子システム工学専攻（専攻科）を修了した学生の就職先企業の場合 

→【専攻科課程修了生（在校生）】をチェック。 

（例３）本校物質工学科（本科）に在学中の学生をインターンシップで受け入れた企業の場合 

→【準学士課程（学科）卒業生（在校生）】をチェック。 

（例４）本校建築学専攻（専攻科）に在学中の学生をインターンシップで受け入れた企業の場合 

→【専攻科課程修了生（在校生）】をチェック。 

※なお、対象となる卒業生（在校生）が準学士課程、専攻科課程のいずれにも該当する場合は、 

両方にチェックして下さい。 

○就職先企業の場合「Ⅰ．小山高専卒業生の資質・能力」欄の質問にのみお答え下さい。 

○インターンシップ受入企業の場合「Ⅱ．インターンシップ受入学生の資質・能力」欄の質問に 

のみお答え下さい。 

○就職先企業のうち、インターンシップ受入（今後受入予定も含む）も行っている場合は、 

「Ⅰ．小山高専卒業生の資質・能力」「Ⅱ．インターンシップ受入学生の資質・能力」欄の質問に 

お答え下さい。 

○対象となる卒業生（在校生）が複数の場合は、平均値でお答え下さい。 

 

【提出方法】 

お手数をおかけ致しますが、同封の返信用封筒にてお近くの郵便ポストにご投函下さい。 

 

【提出期限】 

平成２２年５月７日（金）までにご投函下さい。 

 

【問い合わせ先】 

小山工業高等専門学校 

〒323-0806 栃木県小山市大字中久喜 771 

[担 当] 

総務課 評価･地域連携係（宇津木） 
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資料９-１-③-３：学外関係者に対する意見聴取結果（準学士-大学） 

全くその
通りであ

る

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
当該
平均

全体
平均

1 2 3 8 1 0 0 14 3.43 3.43

2 1 4 8 1 0 0 14 3.36 3.29

3 0 0 6 7 1 0 14 2.36 2.51

4 2 8 3 1 0 0 14 3.79 3.75

5 3 3 6 2 0 0 14 3.50 3.55

6 1 6 5 2 0 0 14 3.43 3.46

7 0 5 7 2 0 0 14 3.21 3.41

8 0 0 7 7 0 0 14 2.50 2.69

9 0 3 9 2 0 0 14 3.07 3.27

11 0 0 1 0 0 13 14 3.00 3.77

12 0 0 0 1 0 13 14 2.00 3.18

13 0 0 0 1 0 13 14 2.00 2.86

14 0 1 0 0 0 13 14 4.00 4.09

15 0 0 1 0 0 13 14 3.00 3.91

16 0 0 1 0 0 13 14 3.00 3.59

17 0 0 1 0 0 13 14 3.00 4.09

18 0 0 0 1 0 13 14 2.00 2.82

19 0 0 1 0 0 13 14 3.00 3.73

自然科学系の学力が高い。

英語の能力が高い。

専門領域における問題解決能力が高い。

Ⅱ．インターンシップ受入学生の資質・能力

入社あるいは入学している小山高専の卒業生（修了生）の資質・能力についてご質問致します。

国際感覚が豊かである。

コミュニケーション能力が高い。

専門領域における基礎的能力が高い。

Ⅰ．小山高専卒業生の資質・能力

感性や創造力が豊かである。

社会のニーズに関心が高い人間性を有している。

インターンシップを受け入れる際に期待する学生の資質・能力についてご質問致します。

設問内容

コミュニケーション能力が高い。

国際感覚が豊かである。

英語の能力が高い

感性や創造力が豊かである。

情報技術力が高い。

情報技術力が高い。

専門領域における基礎的能力が高い。

自然科学系の学力が高い。

社会のニーズに関心が高い人間性を有している。

専門領域における問題解決能力が高い。

 

 

（出典：平成21年教育に関するアンケート調査（大学版）） 

資料９-１-③-２：学外関係者に対する意見聴取結果（準学士-企業） 

全くその
通りであ

る

かなり
そうで
ある

普通
あまり

そうでは
ない

全く
そうでは

ない

無効
回答

合計
当該
平均

全体
平均

1 1 4 8 0 0 1 14 3.46 3.43

2 0 4 8 0 1 1 14 3.15 3.29

3 0 1 7 4 1 1 14 2.62 2.51

4 1 8 4 0 0 1 14 3.77 3.75

5 1 5 6 1 0 1 14 3.46 3.55

6 1 3 7 1 0 2 14 3.33 3.46

7 1 7 4 1 0 1 14 3.62 3.41

8 0 0 10 3 0 1 14 2.77 2.69

9 1 2 10 0 0 1 14 3.31 3.27

11 2 2 3 0 0 7 14 3.86 3.77

12 0 2 4 1 0 7 14 3.14 3.18

13 0 0 7 0 0 7 14 3.00 2.86

14 2 4 1 0 0 7 14 4.14 4.09

15 2 4 1 0 0 7 14 4.14 3.91

16 2 0 5 0 0 7 14 3.57 3.59

17 4 2 1 0 0 7 14 4.43 4.09

18 0 1 5 1 0 7 14 3.00 2.82

19 1 4 2 0 0 7 14 3.86 3.73

自然科学系の学力が高い。

英語の能力が高い。

専門領域における問題解決能力が高い。

Ⅱ．インターンシップ受入学生の資質・能力

入社あるいは入学している小山高専の卒業生（修了生）の資質・能力についてご質問致します。

国際感覚が豊かである。

コミュニケーション能力が高い。

専門領域における基礎的能力が高い。

Ⅰ．小山高専卒業生の資質・能力

感性や創造力が豊かである。

社会のニーズに関心が高い人間性を有している。

インターンシップを受け入れる際に期待する学生の資質・能力についてご質問致します。

設問内容

コミュニケーション能力が高い。

国際感覚が豊かである。

英語の能力が高い

感性や創造力が豊かである。

情報技術力が高い。

情報技術力が高い。

専門領域における基礎的能力が高い。

自然科学系の学力が高い。

社会のニーズに関心が高い人間性を有している。

専門領域における問題解決能力が高い。

 

（出典：平成21年教育に関するアンケート調査（企業版）） 
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（評価結果）  

 学外者の意見は適切な形で教育の状況に関する自己点検評価報告書の中で記述しており、改善すべ

き内容が指摘されている。したがって、教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されて

いる。 

 

９-１-④： 各種の評価の結果を教育の質の向上，改善に結び付けられるようなシステムが整備さ

れ，教育課程の見直しなど具体的かつ継続的な方策が講じられているか。 

（状況）  

教育改善推進室（既出：資料９-１-①-１）で検討されたカリキュラムと教育評価に関する内容は、

教務委員会（資料９-１-④-１、既出：資料９-１-①-６）で報告され、審議されている。次に、決定

事項は運営会議に提出され、審議されている（既出：資料９-１-①-７）。また、教務委員会では、学

科の教務委員を通じて、授業評価アンケートに対する改善案と前年度に対する改善状況も含めたコメ

ントの提出（既出：資料９-１-①-６）を求めるなど、教育改善への方向性が示されている。授業評価

アンケートの結果、教育課程の見直し等については学科会議で報告され継続的に審議されている（資

料９-１-④-２）。各学科会議で出された専攻科の教育活動に関する提案等は専攻科委員会（資料９-

１-④-３）に提出され、審議されている。 本校におけるこれらの組織間の相互関係、及び改善に結び

つけるための仕組みは小山高専における教育点検システムとして示されている（既出：資料９-１-①-

８）。  

学生による達成度評価（既出：資料９-１-②-３）は平成19年に実施され、自己点検評価の中で改善

策が論じられている（既出：資料９-１-②-４）。今回の調査結果において改善を必要とする点は、今

後検討予定である。 

 

 

資料９-１-③-４：学外関係者に対する意見聴取結果の自己点検・評価 

 

 

（出典：平成19年自己点評価報告書） 



９章 

- 361 - 

資料９-１-④-１：教務委員会規程 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

 

 

 

 

小山工業高等専門学校教務委員会規程 
制 定 昭和４２年４月１日 

最終改正 平成２２年４月１日 

（設置） 
第１条 小山工業高等専門学校に、小山工業高等専門学校教務委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（組織） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 副校長（教務主事） 
二 教務主事補 

三 各学科長 
四 学生課長 
五 その他校長が必要と認めた者 

２ 委員会に委員長を置き、副校長（教務主事）をもって充てる。 
（審議事項） 
第３条 委員会は、校長の諮問に応じ次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 教育課程の編成及び改廃に関すること。 
二 授業時間割の編成に関すること。 
三 学校の行事に関すること。 

四 入学者の選抜に関すること。 
五 学生の試験に関すること。 
六 教育改善に関すること。 

七 その他教務に関すること。 
（会議） 
第４条 委員会は、副校長（教務主事）が招集し、その議長となる。 

第５条 委員会は、必要に応じ委員以外の者を出席させることができる。 
（時間割編成専門部会） 
第６条 委員会に授業時間割の編成作業等を実施するため時間割編成専門部会を置く。 

２ 時間割編成専門部会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 
一 教務主事補から１名 
二 各学科及び一般科から各２名 

３ 前項の構成員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
４ 欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
５ 時間割編成専門部会に部会長を置き、委員長が指名する。 

（ｅ-learning専門部会） 
第７条 教務委員会にｅ-learningの活用と推進を図るため、ｅ-learning専門部会を置く。 
２ ｅ-learning専門部会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 教務主事補から１名 
二 各学科及び一般科から各１名 
三 技術室から１名 

四 その他校長が必要と認めた者 
３ 前項の構成員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
４ 欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ ｅ-learning専門部会に部会長を置き、委員長が指名する。 
６ ｅ-learning専門部会は、次に掲げる事項を所管する。 

一 ｅ-learningの活用と推進に関すること。 

二 教材資料作成室の運用に関すること。 
三 教材資料作成室の設備・備品等の管理に関すること。 
四 ｅ-learningに係わる機器等の整備に関すること。 

五 その他ｅ-learningの運用等に関すること。 
（事務） 
第８条 委員会及び専門部会に関する事務は、学生課教務係において処理する。 
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資料９-１-④-２：学科会議で授業評価と教育課程が議論されている証拠 

 

 

（出典：物質工学科会議議事録） 
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（評価結果）  

教員の教育活動に関する評価のうち授業評価アンケートについては、教育の質の向上、改善に結び

付けられるようなシステムが教育改善推進室を中心に整備され、学科会議と教務委員会を中心に教育

課程の見直しなど具体的かつ継続的な方策が講じられている。自己点検・評価の継続的な実施が行わ

れており、学生による達成度評価等についても、継続的な評価が行われている。 

 

９-１-⑤： 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授業 

内容，教材，教授技術等の継続的改善を行っているか。また，個々の教員の改善 

資料９-１-④-３：専攻科委員会規則 

 
 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 

小山工業高等専門学校専攻科委員会規則 
 

制 定 平成 11年４月１日 
最終改正 平成 19年４月１日 

(目的) 
第１条 この規則は、小山工業高等専門学校専攻科運営規則第４条第２項の規定に基づき、 
小山工業高等専門学校専攻科委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定め 
るものとする。 

（審議事項） 
第２条 委員会は、校長の諮問に応じて、次に掲げる事項を審議する。 
一 教育課程の編成及び実施に関すること。 
二 教育計画及び授業時間の編成に関すること。 
三 入学者選抜に関すること。 
四 入学、退学、転学、休学、復学及び修了に関すること。 
五 試験及び学業成績に関すること。 
六 学生の進学及び就職に関すること。 
七 学生の厚生補導に関すること。 
八 その他専攻科の運営に関すること。 

（組織） 
第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 
一 専攻科長 
二 各専攻主任 
三 各専門学科及び一般科で、専攻科を担当する教員各１名 
四 学生課長 

２ 前項第３号の委員の任期は１年とし、再任を妨げない。 
３ 前項の委員に欠員を生じたときの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
（委員長） 
第４条 委員会に委員長を置き、専攻科長をもって充てる。 
２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
（副委員長） 
第５条 委員会に副委員長を置く。 
２ 副委員長は、委員の互選による。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、副委員長が、その職務を代行 
する。 
（委員以外の者の出席） 
第６条 委員長が必要と認めるときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、意見を求める 
ことができる。 
（委員会の運用） 
第７条 委員会は、他の委員会と密接な関連があり調整を必要とする場合、又は他の委員会 
で審議することがふさわしいと判断した場合は、それぞれ調整し、又は審議を依頼するこ 
とができる。 

(事務） 
第８条 委員会の事務は、学生課において処理する。 
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活動状況を，学校として把握しているか。 

（状況）  

個々の教員はＦＤ年間計画（既出：資料９-１-①-３）に基づいて、３月にＦＤアクションレポート

（資料９-１-⑤-１、２）を提出することになっている。これは個々の教員が１年間に教育内容の改善

等で得られた結果を書面で報告するものである。平成20年度は53名の提出があり、教員のＦＤ活動状

況が学校全体で共有できている（資料９-１-⑤-３）。また、授業評価アンケートに対する教員のコメ

ントについては、平成18年度より前年度からの改善状況もあわせて記載することになっている。授業

内容改善の具体例としては、教育改善推進室活動状況（既出：資料９-１-①-５）に示すように実施し

ている。 
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資料９-１-⑤-１：ＦＤアクションレポートの提出について 

 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料９-１-⑤-２：ＦＤアクションレポートの記入例 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料９-１-⑤-３：ＦＤアクションレポートの集計結果 

 

平成20年度　小山高専教員ＦＤ教育活動　一覧

項目 一般科 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 計

ＦＤレポート提出 15 5 10 7 10 6 53

①教育関係研修会へ
の参加、発表、企画

17 6 23 8 13 10 77

②教育関係学会への
参加、発表、企画

13 5 4 4 12 2 40

③教育関係の論文発
表

10 4 4 2 6 0 26

④教科書等教育関係
書籍の執筆、教具・
教材の作製

5 3 5 2 2 0 17

⑤教育関係の受賞、
研究費受領

4 0 1 6 1 1 13

⑥指導した学生の受
賞

5 2 3 2 3 5 20

⑦その他、教員とし
ての資質向上につな
がる活動

19 10 13 20 16 10 88

 

 

（出典：教務委員会資料） 

 

（評価結果）  

 個々の教員は、授業評価アンケートの結果に対して前年度からの改善結果を含めたコメントを提出

しており、授業内容、教材、授業技術を含めた改善を継続的に行なっている。また、学校は個々の教

員から提出される授業評価アンケートとコメントをまとめた報告書、及び年度毎のＦＤアクションレ

ポートを通して改善状況を把握している。 

 

９-１-⑥： 研究活動が教育の質の改善に寄与しているか。 

（状況）  

各教員の研究活動は、「５年生の卒業研究」及び「専攻科の特別研究」のテーマ（資料９-１-⑥-１）

と関連している。実施された卒業研究の一部と特別研究の多くは、研究を行なった学生自身によって

学外の学会等で発表されている（既出：資料６-１-②-７）。これは教員の研究が学生の研究の質を高

め、さらに学生のプレゼンテーション能力向上のためのよい機会を与えている。 

教員は通常の研究活動及び卒業研究や特別研究等の学生を交えた研究活動によって得られた成果を

利用し、教育の質の改善に貢献している。教員の研究が教育関係の原著論文として掲載された例を（資

料９-１-⑥-３～５）に示す。これらは、教育に役立てられた成果である。 
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料９-１-⑥-１：教員の研究活動と卒業研究、特別研究のテーマ 

 
学生による卒業研究及び特別研究関連の学外発表一覧 

（機械工学科、電子システム工学専攻（機械工学系）の一部） 

発 表 学生             
  指導
教員名

書名・発表題目
発行所、発表雑誌等又は発表学会等の

名称（巻・号・頁等）
発行又は

発表の年月

査
読
有

共著、発表
者一覧

備考：受賞などの
特記事項

準学士課程

機械工学科　準学士課程　口頭発表　（１４件）

山下進
ヘッドマウントディスプレイの医用への
応用

日本機械学会2009年度年次大会講演論文集
Vol.7、pp.289～290

平成２１年９月 無

山下進 3次元異材接合体の応力解析
日本機械学会関東支部関東学生会第48回学
生員卒業研究発表講演会講演前刷集、pp.65
～66

平成２１年３月 無

山下進 V-A型小型ACVの運動特性
日本機械学会関東支部関東学生会第48回学
生員卒業研究発表講演会講演前刷集、pp.369
～370

平成２１年３月 無

川村壮司
線形切欠き力学に基づくFEMの有効利
用

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会－
2008おやま－講演論文集

平成２０年９月 無

川村壮司
FEMによる第ゼロ節点法の要素分割
依存性とその精度

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会－
2008おやま－講演論文集

平成２０年９月 無

山下進 V-A型小型ACVの設計と製作
日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
2008おやま講演論文集、pp.251～252

平成２０年９月 無

山下進
災害現場および緊急処置における異
空間画像共有可倒式ヘッドマウント
ディスプレイの有用性

第36回日本救急医学会総会・学術集会、日本
救急医学会雑誌19(8)637

平成２０年１０月 有

機械工学科　準学士課程　論文発表（１件）

山下進
災害現場および緊急処置における異
空間画像共有可倒式ヘッドマウント
ディスプレイの有用性

第36回日本救急医学会総会・学術集会、日本
救急医学会雑誌19(8)637

平成２０年１０月 有

専攻科

電子システム工学専攻

機械工学系　口頭発表（１３件）

朱勤 第15回高専シンポジウムinいわき
第15回高専シンポジウムinいわき講演要旨集,
pp. 314

平成２２年１月 無

増淵寿
日本機械学会，関東学生会第48回学
生員卒業研究発表講演会

日本機械学会，関東学生会第48回学生員卒
業研究発表講演前刷集 pp.421～422

平成２１年３月 無

菊地吉郎 機械学会ブロック合同講演会（小山）
機械学会ブロック合同講演会（小山）　講演論
文集、Ｎｏ．０８０－３，ｐｐ．２３３～２３４

平成２０年９月 無

菊地吉郎 機械学会ブロック合同講演会（小山）
機械学会ブロック合同講演会（小山）　講演論
文集、Ｎｏ．０８０－３，ｐｐ．２３５～２３６

平成２０年９月 無

山下　進
キャプチャ機能付きフットペダルの鏡視
下手術における有用性

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
2008おやま講演論文集、pp.195～196

平成２０年９月 無

山下　進 V-A型小型ACVの設計と製作
日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
2008おやま講演論文集、pp.251～252

平成２０年９月 無

伊澤　悟
ショットピーニングSUS316SENB試験片
のき裂進展と形状解析

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会－
2008おやま－講演論文集，p.81-p.82

平成２０年９月 無

 （     省           略     ）

 （     省           略     ）

 （     省           略     ）

  

    

 

学生による学外発表の件数（平成 19～21年度） 

準学士課程 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 

口頭発表 １４ ３６ － ２４ ３２ 

論  文  １  １ － － ２１ 

計 １５ ３７ － ２４ ５３ 

専攻科課程 
電 子 シ ス テ ム 工 学 専 攻 

物質工学専攻 建築学専攻 
機械工学系 電気情報工学系 電子制御工学系 

口頭発表 １３ ２６ ７ ２４ １９ 

論  文  ３  ９ － － １１ 

計 １６ ３５ ７ ２４ ３０ 

総 計 ３１ ７２ ７ ４８ ８３ 

 

（出典：各学科、各専攻学生の学外発表に関する調査資料） 
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資料９-１-⑥-３：教育改善についての論文（１） 

 
（出典：「高専教育」 第32号 2009.3） 

資料９-１-⑥-４：教育改善についての論文（２） 

 

（出典：「高専教育」 第32号 2009.3） 

資料９-１-⑥-５：教育改善についての論文（３） 

 

 

 

（出典：工学教育 第56号、5号、p144[2008.9]） 
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（評価結果）  

教員の研究活動は、「５年生の卒業研究」及び「専攻科の特別研究」のテーマとして役立っており、

これらの成果の多くは学生により学外で研究発表され、学生の研究の質とプレゼンテーション能力育

成に役立っている。上記により、研究活動は教育の質の改善に寄与している。 

 

９-２-①： ファカルティ・ディベロップメントについて，組織として適切な方法で実施され 

ているか。 

（状況）  

教育改善推進室（既出：資料９-１-①-１）を中心に、教員のファカルティ・ディベロップメントが

実施されている。ＦＤ年間計画（既出：資料９-１-①-３）によって、各教員はＦＤに関する行事を把

握できる。教育改善研修会の例を（資料９-２-①-１）に示す。また、本校では学外における研修会に

教員を派遣している（資料９-２-①-２）。これらの研修会に派遣された教員は、本校の教育改善に役

立てる基礎知識を得ている。 

 

 

資料９-２-①-１：教育改善研修会案内 

 

 

（出典：教育改善推進室資料） 
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（評価結果）  

授業改善におけるPDCAの具体的内容、ＦＤ年間計画が教員に配布され、教員間及び学外のＦＤ関係

の教育改善研修が適切に実施されており、これによってファカルティ・ディベロップメントについて

組織として適切な方法で実施されている。 

 

９-２-②： ファカルティ・ディベロップメントが，教育の質の向上や授業の改善に結び付い 

ているか。 

（状況） 

本校におけるＦＤ活動の中心は、a．学生による評価（授業評価アンケート）、b．同僚による評価

（公開授業）、c．自己評価（ＦＤアクションレポート）、及び d．教育改善研修会である。教育改善

推進室活動状況（既出：資料９-１-①-５）は平成19～21年度のこれらの活動状況をまとめたものであ

る。 「a．授業評価アンケート」は学生から見た授業の分かりやすさ、内容等を教員にフィードバッ

クし、それに教員がコメントと改善状況を報告するものである。これは教員に自分の授業を客観的に

見直す機会を与えている。平成20年度から平成21年度にかけて評点の変化を見ると（資料９-２-②-

１）、平均で0.05ポイントとわずかではあるが上昇していることが分かる。「b.公開授業」（資料９-

２-②-３）は他の教員から見た授業のあり方を教員が見直すきっかけを与えている。「c. ＦＤアクシ

ョンレポート」は教員が自分の一年の教育活動を見直す機会となる。さらに、「d．教育改善研修会」

は教員の代表が教育改善についての具体例を提示し、授業のコツや教育改善の要点を教員間で共有す

る機会を与えている（資料９-２-②-２）。以上のＦＤ活動の結果、教育改善の実証として教育関係の

学会誌等に論文が発表されるようになってきている（既出：資料９-１-⑥-３～５）。 

資料９-２-①-２：学外のＦＤ研修会への参加状況 
 

平成21年度　小山高専教員ＦＤ教育活動　一覧

項目 一般科 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 計
参考
H20

ＦＤレポート提出 14 6 8 7 7 6 48 53

①教育関係研修会へ
の参加、発表、企画

15 4 19 9 10 10 67 77

②教育関係学会への
参加、発表、企画

15 6 2 3 13 1 40 40

③教育関係の論文発
表

8 6 8 2 1 0 25 26

④教科書等教育関係
書籍の執筆、教具・
教材の作製

6 2 6 5 4 5 28 17

⑤教育関係の受賞、
研究費受領

5 1 2 4 3 1 16 13

⑥指導した学生の受
賞

6 1 1 2 5 4 19 20

⑦その他、教員とし
ての資質向上につな
がる活動

21 14 19 20 13 15 102 88

H22 4/29時点

  

（出典：教務委員会資料） 
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資料９-２-②-２：教育改善研修会で教育改善についてなされた報告の例 

  

（出典：平成21年度第1回小山高専教育改善研修会） 

 

資料９-２-②-１：ＦＤの効果を裏付ける資料（平成20～21年度）  

 
（出典：教務係資料） 
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資料９-２-②-３：授業公開実施状況 

 

 

 

 

 

 

（出典：教務委員会資料） 
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資料９-２-②-３：授業公開実施状況  続き 

 

 

（出典：教務委員会資料） 
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（評価結果）  

 本校では、多様なＦＤ活動によって、教育改善の成果が授業評価アンケート結果に表れており、さ

らに、具体的な教育改善例の報告、学会誌に発表される研究論文などから、ファカルティ・ディベロ

ップメントが、教育の質の向上や授業の改善に結びついている。 

 

 

（２）「９章 教育の質の向上及び改善のためのシステム」の自己評価の概要 

教育活動に関するデータや資料の収集・蓄積は、教育改善推進室を中心に適切に実施されている。

教員は授業計画（Plan）、授業実施（Do）、授業評価（Check）、授業改善（Action）に関する書類を

ＦＤ年間計画に沿って提出している。収集されたデータは教務委員会で報告、評価、審議されている。

さらに、他の部局等と連携して評価を適切に実施できるための体制が整備されている。 

数値化された授業評価アンケートの集計結果は各教員に配布されている。各科目の授業評価アンケ

ート結果と教員のコメントは報告書として冊子化されて、校長、校長補佐（教務担当）、各学科、教務

係、図書情報センター、各ホームルームに配付され、閲覧可能となっている。満足度調査、学習環境

評価の結果は自己点検・評価の中で取り上げられ評価されている。 

卒業生、卒業生の就職先、進学した大学等の学外者へのアンケートの結果は自己点検評価報告書に

記述され、教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されている。 

教育改善推進室で検討された教育評価に関する内容は、教務委員会、運営会議で審議されている。

教務委員会では、学科の教務委員を通じて、授業評価アンケートに対する改善案と前年度に対する改

善状況も含めたコメントの提出を求めるなど、教育改善への方向性が示されている。授業評価アンケ

ート結果に基づく教育課程の見直しは、学科会議で継続的に審議されている。  

個々の教員は、授業評価アンケートの結果に対して前年度からの改善結果を含めたコメントを提出

しており、授業内容、教材、授業技術を含めた改善を継続的に行なっている。また、学校は授業評価

アンケート及び年度毎のＦＤアクションレポートを通して改善状況を把握している。 

教員の研究活動は「５年生の卒業研究」及び「専攻科の特別研究」のテーマとして役立ち、成果の

多くは学外で研究発表され、学生の研究の質の向上とプレゼンテーション能力の育成に役立っている。

他方、教育内容・方法の改善にも直接役立っており、研究活動は教育の質の改善に寄与している。 

授業改善におけるPDCAの具体的内容、ＦＤ年間計画が教員に配布され、教員間及び学外のＦＤ関係

の教育改善研修が適切に実施されており、ファカルティ・ディベロップメントは組織として適切な方

法で実施されている。 

多様なＦＤ活動の成果は、授業評価アンケート結果、具体的な教育改善例の報告、教育論文発表な

どに表れており、ファカルティ・ディベロップメントが、教育の質の向上や授業の改善に結びついて

いる。 
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10章 財務 

（１）分析 

10-１-①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。また，

債務が過大ではないか。 

（状況）  

  本校は目的に沿った教育研究活動を将来的に適切かつ安定して遂行するために必要な校地・校舎

・設備等の資産を有している(資料10-１-①-１～３、詳細は８章)。また本校に債務はなく、確実

な学校運営を行っている(資料10-１-①-４)。 

 

資料10-１-①-１：資産の保有状況（本校の施設の概要１／２） 

(出典：2009学校要覧p.46) 
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資料10-１-①-２：資産の保有状況（本校の施設の概要２／２） 

                  

  (出典：2009学校要覧p.47) 
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資料10-１-①-３：資産の保有状況 

本 校 資 産 保 有 状 況 一 覧（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務課財務係資料） 
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資料10-１-①-４：平成21年度貸借対照表（平成22年3月31日現在） 
 

［資産の部］ 金  額(円) ［負債の部］ 金  額(円)

    流動資産 107,505,766     流動負債 417,433,426

        現金及び預金 4,175,668         運営費交付金債務 0

        有価証券 0         授業料債務 0

        受取手形 0         承継剰余金債務 0

        未収学生納付金収入 423,000         預り施設費 0

        棚卸資産 1,906,051         預り補助金等 0

        未収入金 96,286,912         預り寄附金 6,438,524

        前渡金 0         前受受託研究費等 2,100,000

        前払費用 12,975         前受受託事業費等 0

        未収収益 0         短期借入金 0

        短期貸付金 0         １年以内返済予定長期借入金 0

        その他の流動資産 4,701,160         未払金 393,652,833

        徴収不能引当金 0         未払消費税等 0

        貸倒引当金 0         未払費用 11,924,291

    固定資産 3,079,821,224         前受金 0

        有形固定資産 3,079,127,756         預り金　 3,317,778

            建物 2,807,835,388         前受収益 0

            建物減価償却累計額 -1,054,151,577         引当金 0

            建物減損損失累計額 0         その他の流動負債 0

            構築物 421,279,659     固定負債 284,794,602

            構築物減価償却累計額 -210,084,977         資産見返負債 274,236,711

            構築物減損損失累計額 0         長期預り金補助金等 0

            機械装置 0         長期預り金寄附金 10,557,891

            機械装置減価償却累計額 0         長期前受受託研究費等 0

            機械装置減損損失累計額 0         長期前受受託事業費等 0

            船舶 0         長期借入金 0

            船舶減価償却累計額 0         長期未払金 0

            船舶減損損失累計額 0         引当金 0

            車両運搬具 4,897,573         その他の固定負債 0

            車両運搬具減価償却累計額 -4,897,570 ［負債の部］合計 702,228,028

            車両運搬具減損損失累計額 0 ［純資産の部］

            工具器具備品 350,528,449     資本金 3,557,761,534

            工具器具備品減価償却累計額 -151,099,189     資本剰余金 -792,745,190

            工具器具備品減損損失累計額 0         資本剰余金 515,575,325

            土地 914,320,000         損益外減価償却累計額 -1,303,071,444

            建設仮勘定 0         損益外減損損失累計額 -44,000

            その他の有形固定資産 500,000         損益外固定資産除売却差額 -5,205,071

            その他の有形固定資産減価償却累計額 0     利益剰余金 -732,823

            その他の有形固定資産減損損失累計額 0         前中期目標期間繰越積立金 0

        無形固定資産 658,288         目的積立金 0

            特許権 1,281         当期未処分利益 -732,823

            借地権 0     繰越欠損金 0

            商標権 0         当期未処理損失 0

            実用新案権 0     その他の有価証券評価差額金 0

            意匠権 0 ［純資産の部］合計 2,764,283,521

            ソフトウェア 0 純資産・負債の部合計 3,466,511,549

            電話加入権 12,000

            その他の無形固定資産 0

            著作権 0

            特許権仮勘定 645,007

        投資その他の資産 35,180

［資産の部］合計 3,187,326,990

    [本支店]機構本部 -411,469

    [本支店]機構本部　管理課 279,596,028

合　　　計 3,466,511,549

 

（出典：総務課財務係資料） 
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（評価結果） 

  本校の教育･研究活動を安定的に遂行するための資産を保有している。本校の資産は、平成16年4

月1日の独立行政法人化に伴い、政府から独立行政法人国立高等専門学校機構に出資され、本校が

管理している。また、債務はない。 

 

10-１-②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継続的

に確保されているか。 

（状況） 

  平成21年度における本校の教育・研究を支える運営費・事業費等の収入予算の推移を（資料10-

１-②-１）に示す。本校は平成16年度から独立行政法人に移行したため、従来の国立学校特別会計

による予算配賦から、収支差補填の考え方を基本とした運営費交付金による予算措置となっている。

また、平成16年度から産学官連携コーディネーターの配置を受けるとともに、科学研究費補助金の

説明会を開催し、科学研究費補助金、受託研究費、共同研究費及び奨学寄附金等外部資金の受入に

努めている(資料10-１-②-２～４)。 

 

資料 10-１-②-１：収入確保の状況 

 

（単位：円）

項目 配分予算額 第一・四半期 第二・四半期 第三・四半期 第四・四半期

科目 （A) 収入実績額 収入実績額 収入実績額 収入実績額

授業料収入 246,549,000 116,725,050 3,460,350 110,368,150 6,744,750 237,298,300
入学料収入 20,026,000 0 8,400 0 21,284,800 21,293,200
検定料収入 8,482,000 957,000 318,400 3,151,500 2,039,300 6,466,200
雑収入 7,924,000 2,199,046 564,975 1,087,852 565,636 4,417,509
　講習料収入 6,007,000 192,200 0 0 0 192,200
　職員宿舎収入 474,867 495,115 499,422 501,436 1,970,840
　寄宿料収入 720,600 21,600 684,000 35,400 1,461,600
　その他の貸付料収入 789,209 48,000 -95,570 28,800 770,439
　その他の利用料収入 0 0 0 0 0
　その他収入 22,170 260 0 0 22,430
学校財産処分収入 0 0 0 0 0 0
運営費交付金 238,792,190 221,585,615 254,498,695 279,681,252 994,557,752
施設費交付事業費 0
寄付金収入 6,071,513 1,816,000 10,540,000 558,433 18,985,946
産学連携等研究収入 2,915,000 7,340,000 500,000 2,705,700 13,460,700

計 282,981,000 367,659,799 235,093,740 380,146,197 313,579,871 1,296,479,607

平成21年度収入額

合計（B)

 

（出典：総務課財務係資料） 
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資料 10-１-②-２：外部資金獲得状況 

単位：千円

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

3 2,300 2 3,200 0 0 0 0 0 0

3 2,700 1 1,100

2 1,500 1 500

単位：千円 単位：千円

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

12 4,403 16 6,217 17 9,955 17 7,440 17 8,919 21 18,985

単位：千円

件数 金額 件数 金額 件数 金額

2 3,389 1 2,000 2 3,506

奨学寄付金受入状況

19年度 20年度 21年度

受託研究受入状況

受託事業受入状況

19年度 20年度 21年度

平成20年度

科学研究費補助金採択状況

研究種目 基盤研究（Ｃ） 若手研究（Ｂ）

年度

平成19年度

19年度 20年度 21年度

平成21年度

民間等との共同研究受入状況

19年度 20年度 21年度

 

（出典：総務課財務係資料） 

 

資料 10-１-②-３：産学官連携コ-ディネ-タ-配置承認書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務課評価・地域連携係資料） 
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資料 10-１-②-４：科研費説明会次第 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出典：総務課評価・地域連携係資料） 
 

 

（評価結果）  

本校は継続的に経常収入を確保している。また運営費交付金は、国から高専機構を通じて継続的に

交付されており安定的に確保されている。さらに科学研究費補助金及び受託研究費等の外部資金につ

いても収入の確保に努めている。しかし、運営交付金が毎年減額されている現在、外部資金獲得のさ

らなる努力が必要である。 

 

10-２-①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計画等

が策定され，関係者に明示されているか。 

（状況） 

  各年度の予算に係る計画は、先に校内予算配分方針を予算委員会に諮り (資料10-２-①-１、

２) 、同方針に沿った予算積算の考え方に基づき、総務課(財務担当)で調整した配分案 (資料10-

２-①-３～５)を 、予算委員会での審議後(既出：資料10-２-①-２)、校長に報告し了承を受け瑠

手続きをふんでいる。なお、公表にあたっては、直近の運営会議を通じて教職員に明示する(資料

10-２-①-７)とともに、予算はその方針により適正に配分している。また財務状況に関しては毎年

学校要覧に掲載して明示している(資料10-２-①-８)。 
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資料 10-２-①-１：校内予算配分方針 
 

平成 21 年度当初予算配分方針等について 

 １．予算編成 

(1) 独立行政法人会計基準等に沿って、予算は収入予算と支出予算に区分し、収入予算は、運営費交付金及び自己収入

（授業料、入学検定料等）とし、支出予算は、人件費と物件費とする。 

(2) 物件費については、十分な説明責任を果たすため教育研究費、教育研究支援経費及び一般管理費に区分した予算編成

を行い、物件費、旅費、謝金といった事前統制科目は設けない。 

(3) 人件費は各学科等へ配分せず、学校全体で管理する。 

(4) 学校の中期計画との関連を見据えつつ、全学的視点からの戦略的な施策等を実施するため、校長裁量経費を設ける。 

(5) 予見し難い事情やその他やむを得ない事由に備えるため、学校全体の予備費を確保する。 

 ２．予算配分の基本方針 

(1) 教育研究経費及び教育研究支援経費は、21 年度の事業計画、予算積算上の基礎額及び 20 年度実績等を勘案し配分す

る。 

(2) 一般管理費は、学校共通的経費及び事務部に係わるものとし、平成 21 年度の学校運営に支障をきたすことのないよう

21 年度の事業計画及び平成 20 年度実績を勘案し必要な経費を積算の上配分する。 

 ３．予算の審議 

(1) 予算（校長裁量経費を除く。）は、校長の諮問により予算委員会で審議した後、校長へ答申し、校長が決定し配分す

る。 

(2) 校長裁量経費は、教育研究の一層の充実発展を図るため、校長の判断により執行できる経費とし、後日配分する。 

(3) 予備費は、予見し難い事情やその他やむを得ない事由に備える経費とし、後日配分する。 

                                         以 上 

（出典：予算委員会資料 H21.4.27） 

 

資料 10-２-①-２：予算委員会議事要旨 
 

平成 21 年度第１回予算委員会議事要旨 

 

日   時  平成 21 年４月 27 日(水)    15：00～16:00 

場   所  管理棟 1 階小会議室 

出 席 者  瀧澤委員長,尾立委員(専攻科),小野委員(一般科),小林(一)委員(機械工学科),土田委員(電気情報工学科), 

伊藤委員(電子制御工学科),胸組委員(物質工学科),豊川委員(建築学科代理出席),事務部長 総務課長 

 陪席者藤沼総務課長補佐(財務担当),土橋財務係長  

 

議   事 

１．平成２１年度予算について 

総務課長より資料に沿って説明がなされ、審議の結果、「平成 21 年度当初予算配分方針等について」は、原案のとおり

了承された。また、平成 21 年度学内配分予算審議スケジュ-ル（案）については、次回開催日を 5 月 25 日とし、平成 21

年度学内配分(案) を提示し、審議することとした。 

２．平成 22 年度施設整備費概算要求について 

総務課長より資料に沿って説明がなされ、審議の結果、施設整備事業分、営繕事業分とも原案のとおり了承された。 

３．高専教育充実設備費について 

総務課長より資料に沿って説明がなされ、平成 18 年６月６日の予算委員会で承認されたとおりのロ-テ-ションで、今

年度も配分することが了承された。（一般科、建築学科 各 400 万円、地域連携共同開発センター500 万円） 
 

（出典：予算委員会議議事要旨） 
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資料 10-２-①-３：校内予算配分の考え方 
 

小山高専における平成21年度当初予算について 
 

平成20年度当初予算配分表と平成21年度当初予算配分表の比較を見てみると人件費については、平成20年度の約9億9百万円に
対して、平成21年度は約8億9千3百万円で約1千6百万円強の減となっている。 

また、退職手当については、対平成20年度に比べ約3千5百万円の贈となっている。 
赴任旅費については、実績額を追加示達されるため、当初示達に盛り込まれていない。 
物件費については、今年度も機構からの運営費交付金の配分は、効率化係数△1％の反映の中で、管理運営費については△3％

（18年度配分に）となっている。 
また、厚生補導施設充実費、教育改善充実費を除き、学生指導費、保健管理費、教務・学生関係研修会費、外国人留学生教育

経費、、インターンシップ経費、外国人留学生特別指導費については、前年度と同額又は調書により配分されている。 
教育経費、学生支援経費については、対前年度と同額の積算で配分されているが、研究経費は減額されている。その他の経費

は△1％となっており、前年度に増して更に厳しい状況が続いている。 
物件費への効率化影響額は、全体で515百万円÷55高専＝94百万円になる。 
その他の経費（つまり、学校が事業を行うための経費）については、平成20年度は、当初約2億9千71万円の配分があり、平成

21年度は、当初約3億1千577万円の配分があった。当初予算は、前年度に比して約2千886万円の贈となっている。 
約2千886万円の贈の要因は、機構の方針で、年度途中での追加配分を極力避けるため、例年追加示達してた燃料費等の管理運

営費を前倒しで配分された結果であって、今年度の本校予算贈とはならない。 
当初予算の配分額の増減を見てみると、 

増の要因として、光熱費            19,239,000円 
燃料費             1,269,000円 
厚生補導設備充実費           2,730,000円（冷凍・冷蔵庫分） 
教育改善充実費               2,000,000円 
在外研究員旅費               1,742,000円 
外国人留学生特別指導費         827,000円 

等が、主な要因としてあげられる。 
減の要として、 研究経費                       411,000円 

教育等施設基盤経費             522,000円 
国立学校事務機械化経費         412,000円 
教官会議等出席旅費             388,000円 
その他全体的に1～3％の減 

平成21年度の見通しとしては、全体として贈ではあるが、増の要因の内、在外研究員、厚生補導設備充実費等の3，477千円は
その他の予算に振り替えられず、これらを加えた4,975千円を平成20年度の学校予算から減じた内容で平成21年度の予算を編成
することとなる。 
 

（出典：総務課財務係資料） 

 
資料 10-２-①-４：学科等配分表 
 

（単位：千円） 21.5.25

教育研究経費（旧教官当校費）

1,000 40 1,040

19,673 757 20,430

1 0 0 0 569

10

12
22 3,279 131 3,410 9,670

3,279 131 3,410 8,626
3,279 131 3,410 8,910
3,279 131 3,410 7,412
3,279 131 3,410 8,701
3,279 131 3,410 7,260

57 16,395 655 17,050 40,909
80 19,674 786 20,460 51,148

0 200
19,674 786 20,460 51,348

＊ 教官当校費と学生当校費の比率については、平成20年度配分比率を適用した。

学科等配分額（経過措置1年目）
学生支援経費（旧学生当校費）

21年度
配分額区　　　　　　分

Ｇ
格差率

教授 准教授 講師 助教 積算係数
学科等配分額

（端数処理済）
配分対
象額

本科学
生数

専攻科
学生数

計3 1.9 1.5 1.5 格差率×
Ｇ×人数a b c d

配分対象額 30,689 e
人 人 人 人 J=e×(a×f+b

×g+c×h+d×
I)

配分対象額×J
÷積算係数合計

20,460
f g h I

10.50 569 

一般
科目
人文

国 語 1 1 2 0 0 6.80
校　　　　　長 3.5 1

368 

3,279 131 3,410

倫 理 社 会 1 1 0 0 0 3.00 163 
歴 史 1 0 1 0 0 1.90 103 
英 語 1 1 2 1 0 8.30 450 

3.00 163 
小　　計 4 5 1 0 23.00 1,247 

ド イ ツ 語 1 1 0 0 0

一般
科目
自然

応 用 数 学 3.5 0 1 0

一 般 理 科 3.5 0 1
一 般 化 学 3.5 0 1 0

保 健 体 育 2 0 1 1

0 6.65 360 
一 般 物 理 3.5 0 1 0 0 6.65 360 

0 6.65 360 
0 0 6.65 360 

数 学 3.5 5 1 0 0 59.15 3,205 

7

0 6.80 368 
92.55 5,013 

一般科目 9 11 2 0 115.55 6,260 
小　　計 5 6 1 0

1 96.25 5,216 
電気情報工学科 3.5 5 5 1 2 101.50 5,500 
機 械 工 学 科 3.5 5 5 1

1 73.85 4,002 
1 2 97.65 5,291 

建 築 学 科 3.5 4 2 2 1 71.05 3,850 
物 質 工 学 科 3.5 4 6
電子制御工学科 3.5 3 4 2

7 440.30 23,859 
566.35 30,688 

非常勤講師分 0 0 0 0 0 0 200 
合　　計 31 33 9 7

専門
科目

小　　計 21 22

30,888 

（非常勤講師分２０万円差し引き後、教官６、学生４の割合とした。）

総　　計

 
（出典：予算委員会資料 H21.5） 
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資料 10-２-①-５：平成 21 年度予算配分表 

(単位：円)

配分一覧
平成20年度
当初配分額

平成21年度
当初配分額

差引増減
平成21年度
限り配分

教育研究経費
    校長 604,890 564,000 △ 40,890
　　一般科 9,861,885 9,574,000 △ 287,885 有坂(夏)除く
　　機械工学科 8,253,630 8,540,000 286,370
　　電気情報工学科 9,383,220 8,821,000 △ 562,220
　　電子制御工学科 7,251,750 7,338,000 86,250
　　物質工学科 9,016,920 8,614,000 △ 402,920
　　建築学科 7,220,070 7,188,000 △ 32,070 奥富教員分除く
　　非常勤講師 198,000 198,000 0
専攻科 1,108,800 1,098,000 △ 10,800
高専教育充実設備費（一般設備費） 13,000,000 13,000,000 0
教育改善充実費 6,500,000 8,500,000 2,000,000
非常勤講師手当
（学校医・カウンセラー含む）

27,868,000 25,287,000 △ 2,581,000 ｶﾝｾﾗｰ1名増

非常勤講師（旅費） 3,400,000 3,367,000 △ 33,000 ｶﾝｾﾗｰ1名増
内地研究員旅費 1,074,050 0 △ 1,074,050
在外研究員旅費 129,000 4,899,755 4,770,755 奥富教員分
ＪＡＢＥＥ受審審査料等 286,268 141,000 △ 145,268
高専全国大会・地区大会 499,800 447,000 △ 52,800
学生厚生補導費 7,094,220 7,024,000 △ 70,220
学生厚生補導設備費 3,815,140 6,623,000 2,807,860
学寮経費 552,720 548,000 △ 4,720
入学試験経費 2,193,419 2,172,000 △ 21,419
教務経費 6,242,600 6,181,000 △ 61,600
再チャレンジ経費 0 0 0
インターンシップ 17,914 18,000 86
留学生経費 3,430,000 3,396,000 △ 34,000
ジユニア科学リーグ 619,791 614,000 △ 5,791
企業技術者等活用経費 0 0 0
紀要刊行費 490,000 486,000 △ 4,000
視聴覚室 445,900 442,000 △ 3,900
ＬＬ維持費 242,550 241,000 △ 1,550
公開講座 940,800 990,000 49,200
入学式・卒業式等経費 196,000 233,000 37,000
論文助成 300,000 300,000 0 ５万円×６人分

小　　　　　計 132,237,337 136,844,755 4,607,418
ものづくり教育研究センター 1,039,500 1,030,000 △ 9,500
情報科学教育研究センター 3,138,300 3,107,000 △ 31,300
地域連携共同開発センター 2,681,910 2,656,000 △ 25,910
ＬＡＮ回線使用料 5,404,140 5,404,140 0
技術室 833,000 825,000 △ 8,000
学生用図書購入費 2,332,400 2,810,000 477,600
ＦＤ（学生アンケート等） 1,012,604 792,000 △ 220,604
ロボツト制作費補助 600,000 600,000 0
アイコン補助 0 400,000 400,000
地域連携等経費 2,293,200 2,248,000 △ 45,200
国際交流推進室関係 98,000 650,000 552,000
サイエンススクエア 0 0 0
教育研究設備維持運営費 1,366,200 1,353,000 △ 13,200
ＬＡＮ保守料 409,500 409,500 0
図書館経費 1,088,780 1,078,000 △ 10,780
教育用電算機借料 6,599,688 6,599,688 0

小　　　　　計 28,897,222 29,962,328 1,065,106
職員厚生経費 1,187,760 1,176,000 △ 11,760
労働安全衛生関係経費 1,261,600 1,753,000 491,400
非常勤賃金職員 4,754,341 5,500,000 745,659
印刷製本費 521,291 522,000 709
各所修繕費・一般改修費 16,830,000 25,000,000 8,170,000
自動車維持費等 411,600 412,000 400
一般事務費 6,965,217 6,918,640 △ 46,577
業務委託及び保守等経費 23,570,680 23,716,138 145,458
光熱水料 39,465,615 38,714,000 △ 751,615
燃料費（暖房用燃料代） 3,513,720 2,310,000 △ 1,203,720
通信運搬費 2,906,764 2,763,000 △ 143,764
負担金（会費等） 963,380 954,000 △ 9,380
研修・事務連絡等旅費 1,869,757 1,852,000 △ 17,757
認証評価経費 274,400 540,000 265,600
自己点検等 0 0 0
新任教員研修（当番校） 1,274,000 0 △ 1,274,000
営繕工事費 0 0 0
支払い手数料 40,000 40,000 0
固定資産税 1,468,950 1,455,000 △ 13,950

小　　　　　計 107,279,075 113,625,778 6,346,703
校長裁量経費 5,000,000 5,000,000 0
予備費 3,547,483 20,668,965 17,121,482
超過勤務手当 13,750,047 13,476,000 △ 274,047

小　　　　　計 22,297,530 39,144,965 16,847,435
合　　　　　　　　計 290,711,164 319,577,826 28,866,662

平成 ２１年度　予 算 配 分  一 覧 

教
育
研
究
費

教
育
研
究
支
援
経
費

一
般
管
理
費

そ
の
他

 

（出典：予算委員会資料H21.5） 
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資料10-２-①-８：財務状況の明示 
 

収入・支出額（平成21年度）
□ 収入額 □ 支出額

（単位：千円） （単位：千円）

区　　　　分 区　　　　分
  運営費交付金 1,311,467   人件費 1,149,445
  授業料、入学料及び検定料 264,738   物件費 431,412
  雑収入 4,418   施設費交付事業費 0
  施設費交付事業費 0   産学連携等研究経費 15,815
  産学連携等研究収 15,711   寄付金事業費 9,284
  寄付金収入 18,991 　設備整備費補助金 94,637
　設備整備費補助金 94,637

合　　　　計 1,709,962 合　　　　計 1,700,593

決　算　額 決　算　額

 

 (出典：総務課財務係資料、平成22年度学校要覧掲載予定) 

 

（評価結果） 

  各年度の予算に係る計画は、予算委員会が定めた方針に基づき、総務課(財務担当)で必要経費を

積算し、予算委員会の承認を受けた後、校長に報告し了承を受ける手続きをふんでいる。予算配分

内容は、運営会議等を通じて適切な執行を要請し、教職員に明示している。また財務状況について

も明示している。 

 

10-２-②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

（状況） 

  高専機構理事長は、毎事業年度開始前に独立行政法人通則法第31条第1項に定める年度計画に基

づいて予算実施計画を作成し、収入及び支出を管理しなければならない。また作成した予算実施計

画に基づく予算額を各高専契約担当役及び出納命令役に通知するものとされている (資料10-２-②

-１)。本校は、高専機構からの収支予算額以上の支出はできないこととなっており、収支は均衡し

ている(資料10-２-②-２)。 
 

資料10-２-②-１：高専機構会計規則抜粋（第17条・第18条） 
 
第２章 予算 
（予算実施計画の作成） 

第17条 理事長は、毎事業年度開始前に通則法第31条第１項に定める年度計画に基づいて、予算実施計画を作成し、これに基づ
いて収入及び支出を管理しなければならない。 

２ 理事長は、機構の効率的、効果的な運営に常に配慮するものとする。 

（予算実施計画の通知） 
第18条 理事長は、前条で作成した予算実施計画に基づく予算額を契約担当役及び出納命令役に通知するものとする。 
 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構規則第34号） 
 

資料10-２-①-７：運営会議議事要旨（抜粋） 
 

第 ３ 回 運営会議議事要旨 
 

日  時  平成21年6月10日（水） 13:10～14:10 
場  所  校 長 室 
議  事 

３．運営関係 
3) 平成21年度の当初予算配分について（資料３） 

総務課長より、5月25日の予算委員会で了承された当初予算配分額について、資料に沿って説明があった。 

非常勤講師枠削減努力分の学科配分は、後日配分と説明があった。 
 

(出典：運営会議議事要旨） 
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資料10-２-②-２：平成21年度損益計算書（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

費用の部 明細金額 収益の部 明細金額
業務費 ［経常収益］運営費交付金収益 1,235,838,600
        教育・研究経費 285,519,921 ［経常収益］授業料収益 225,529,982
            消耗品費 76,960,170         ［授業料収益］授業料収益 225,337,782
            備品費 39,797,645         ［授業料収益］講習料収益 192,200
            印刷製本費 4,594,594 ［経常収益］入学金収益 21,293,200
            水道光熱費 28,703,198 ［経常収益］検定料収益 6,466,200
            旅費交通費 18,215,096 ［経常収益］受託研究等収益 11,975,700
            通信運搬費 6,681,335         受託研究収益 3,505,700
            賃借料 1,336,780             国又は地方公共団体 0
            車両燃料費 1,226,207             その他 3,505,700
            福利厚生費 0         共同研究収益 8,470,000
            保守費 0             国又は地方公共団体 0
            修繕費 54,997,728             その他 8,470,000
            損害保険料 0 ［経常収益］受託事業等収益 0
            広告宣伝費 44,100         国又は地方公共団体 0
            行事費 986,264         その他 0
            諸会費 2,044,262 ［経常収益］補助金等収益 6,440,781
            会議費 110,000 ［経常収益］寄附金収益 11,133,474
            報酬・委託・手数料 12,622,592 ［経常収益］施設費収益 0
            奨学費 11,676,200 ［経常収益］資産見返負債戻入 26,552,823
            減価償却費 17,990,357         資産見返運営費交付金等戻入 21,403,963
            貸倒損失 0         資産見返補助金等戻入 1,800,761
            貸倒引当金繰入額 0         資産見返寄附金戻入 1,542,807
            徴収不能引当金繰入額 0         資産見返物品受贈額戻入 1,805,292
            雑費 7,533,393         特許権仮勘定見返運営費交付金等戻入 0
        教育研究支援経費 38,876,008         特許権仮勘定見返補助金等戻入 0
            消耗品費 9,344,657         特許権仮勘定見返寄付金戻入 0
            備品費 3,326,200 ［経常収益］財務収益 0
            印刷製本費 1,331,022         受取利息 0
            水道光熱費 3,758,710         その他の財務収益 0
            旅費交通費 784,970 ［経常収益］雑益 6,453,139
            通信運搬費 912,976         財産貸付料収入 4,202,879
            賃借料 6,689,988         文献複写料 260
            車両燃料費 775,366         物品受贈益 0
            福利厚生費 0         債権受贈益 0
            保守費 966,000         承継剰余金債務戻入 0
            修繕費 3,629,850         間接経費収入 2,250,000
            損害保険料 0         その他の雑益 0
            広告宣伝費 0 ［経常収益］合計 1,551,683,899
            行事費 0 ［臨時損失］ -719,949
            諸会費 234,885 ［臨時利益］ 22,170
            会議費 0 合　　　計 1,550,986,120
            報酬・委託・手数料 37,000
            減価償却費 6,171,481
            貸倒損失 0
            貸倒引当金繰入額 0
            徴収不能引当金繰入額 0
            雑費 912,903
        受託研究費 3,505,700
        共同研究費 8,470,000
        受託事業費 0
        教員人件費 860,249,189
        職員人件費 289,196,278
一般管理費 65,901,847
            消耗品費 9,335,373
            備品費 391,400
            印刷製本費 2,213,897
            水道光熱費 3,768,548
            旅費交通費 3,097,649
            通信運搬費 1,436,929
            賃借料 677,617
            車両燃料費 73,140
            福利厚生費 1,215,880
            保守費 8,252,056
            修繕費 12,349,984
            損害保険料 22,244
            広告宣伝費 0
            行事費 0
            諸会費 352,130
            会議費 35,805
            報酬・委託・手数料 11,429,506
            租税公課 1,389,050
            減価償却費 2,390,985
            貸倒損失 0
            貸倒引当金繰入額 0
            徴収不能引当金繰入額 0
            雑費 7,469,654
［経常費用］合計 1,551,718,943
［当期純利益］ -732,823

合　　　計 1,550,986,120
 

（出典：総務課財務係資料） 
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（評価結果） 

  高専機構会計規則第18条に基づき通知された予算額を以て執行計画を策定し、収支はバランスの

取れたものとなっており、過大な支出超過とはなっていない。 

 

10-２-③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動に対し適切な資源配分がなされているか。 

（状況） 

  校内予算配分方針を定め（既出：資料10-２-①-１）、教育研究活動に必要な経費を確保してい

る（既出：資料10-２-①-４、５）。教育研究上特に必要とされる設備経費については、高専教育

充実設備費を設け、予算委員会が配分に係るル-ルを定めて各学科及び各センターに必要な配分を

行うとともに、その使途については学科及びセンター間で柔軟な対応がとれるようにしている(資

料10-２-③-１)。また、教育研究の活性化等を図る競争的な資金として重点配分経費及び校長裁量

経費を設け、各学科及び教員等からの申請により教育研究上必要な予算の配分に努めている(資料

10-２-③-２～４)。 

  施設・設備の整備については、環境整備委員会等において全学的に検討した後、予算要求すべき

ものは高専機構に要求し、計画的な整備に努めている。また、学内予算においても毎年一定の額を

計上して施設・設備の維持に支障が生じないようにしている(資料10-２-③-５、６)。  

 

資料10-２-③-１：予算委員会資料 
 

高専教育充実設備費について 
平成 18 年 6 月 6 日（火）：予算委員会 
 

 平成 9 年 12 月 8 日付「教育研究設備に係る予算要求システム検討委員会」の答申に基づく年次別一覧のローテーションが、
今年度一般科に配分することで２巡目が終了することに伴い、平成 18 年度以降の高専教育充実設備費については次のように扱
うことを委員会の共通理解とした。 

 
 ○ ６学科と４センターのローテーションを別に考える。また、センターへの措置については、共同購入等柔軟な対応を図る

ことにより、より効果的な運用が可能となるよう調整ができるものとする。 

 ○ 原則として機構から配分された予算額の範囲内で、配分することとし、予算額に大幅な変動が無い限り、毎年２学科及び
１センターへの３件を措置することを目安とする。 

 ○ １件当たりの配分額は、学科に 400 万円、センターに 500 万円を目安とする。ただし、18 年度の一般科への配分について

は、従来のローテーションの残り分として、450 万円を配分する。 
 ○ 本経費で購入した設備については、既存の設備とともに掲示板等を利用して公表し、共同利用について周知する。 
  ○ ローテーションの順番は次のとおりとし、必要に応じて見直しを行う。 

    平成 18 年度 一般科  ・建築学科   ・ものづくり教育研究センター 
    平成 19 年度 機械工学科・電気情報工学科・情報科学教育研究センター 
    平成 20 年度 物質工学科・電子制御工学科・図書情報センター 

    平成 21 年度 一般科  ・建築学科   ・地域共同開発センター 
        平成22年度 機械工学科・電気情報工学科・ものづくり教育研究センター 
 

（出典：予算委員会資料） 
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資料10-２-③-２：校長裁量経費及び重点配分経費の計画 
 

平成 21 年度 校長裁量経費及び重点配分経費の計画 
 
１．基本的考え 

平成 21 年度の校長裁量経費及び重点配分経費については、校長裁量経費 500 万に、教育改善充実費（旧校長裁量経費）850
万を加えた 1,350 万を原資とし、次の考えに基づき実施する。 
(1) 予算額は、校長裁量経費へ 350 万、重点配分経費へ 1,000 万を基準とする。 

(2) 中期目標・中期計画、年度計画に即した企画やプロジェクトを推進・支援する。 
(3) 中期計画期間の評価、年度評価、機関別認証評価などにおいて学校をアピールできる内容を重視する。 

２．校長裁量経費について 

校長裁量経費については、昨年度に引き続き、学校として取り組むロボコンやアイコンなどのプロジェクト、学生の教育環
境の整備及び地域貢献活動の支援や入学者の確保に資するプロジェクトなど、学校として取り組むべき企画を校長指定プロジ
ェクトとして実施する。 

３．重点配分経費について 
重点配分経費は、昨年度に引き続き次の３区分とし、公募によることを原則とする。また、１件への配分額も昨年と同規模

とする。 

(1) 学校プロジェクト（50 万～100 万 / 件） 
① 学科、センター、委員会及び室（複数を含む。）で企画したプロジェクト又は２名以上の共同研究、共同教育プロジ
ェクトで、本校の中期計画に沿った企画又は競争的資金獲得への発展性のある企画。なお、本プロジェクトにあっては、

複数年申請（概ね３年程度）も可とする。 
② 評価項目及び評点は次のとおり。 
・プロジェクトの必要性・重要性（０～４） 

・プロジェクトの計画性（０～２） 
・期待される成果・効果（０～２） 
・中期計画との整合性・関連性（０～２） 

(2) 教育企画（20 万～50 万 / 件） 
① 個人又は複数の教職員による教育方法の改善や教材開発などを内容とする教育上の企画及び他機関との共同教育事業
など、本校の教育改革の一助となるような教育企画とし、１人の申請件数は１件を限度とする。 

② 評価項目及び評点は次のとおり。 
・企画の必要性・重要性（０～４） 
・企画の計画性（０～２） 

・期待される成果・効果（０～２） 
・本企画を実施することによる学校への貢献度（０～２） 

(3) 教職員研究経費（30 万～50 万 / 件） 
① 個人又は複数の教職員による研究とし、１人の申請件数は１件を限度とする。 
② 評価項目及び評点は次のとおり。 
・研究の重要性（０～２） 

・研究の計画性（０～２） 
・同テーマに対する研究への取組状況（０～２）※過去５年の主な発表状況を含む。 
・学校への貢献度（０～４） 

４．審査について 
(1) 校長裁量経費については、校長が採否を決定する。 
(2) 重点配分経費について 

①審査委員は、校長、副校長、校長補佐、専攻科長の６名とする。 
②審査方法は、申請書類内容の評価及びヒアリングの評価結果により、採否を決定する。 

５．留意事項について 

(1) 重点配分経費における一人の申請件数は、全体で２件を限度とする。 
(2) 申請された課題についてヒアリングを行う。 
(3) 教職員研究経費の課題に関し、科研費等外部資金獲得に努力する。 

※ 上記３-(２) 教育企画及び３-(３)教職員研究経費については、新任者を除き、前年度に科研費の応募をしたことを
申請の条件とする。 

(4) 採択された本課題について、成果発表会を実施する。50 万円以上の配分を受けたプロジェクトについては、義務とす

る。 
(5) 配分を受けた本課題については、企画終了後速やかに、実施報告書（プロジェクトの目的内容、実施経過等の概要（600

字程度）、得られた成果、成果の今後における活用予定及び予想される効果、成果の発表等、実際に要した経費などを内

容とする。）を提出する。なお、提出された実施報告書は冊子にまとめ、図書館において閲覧に供する。 
(6)本年度も昨年度に引き続き、e-learning 教材作成に関する申請については、以下のように制限を緩和する。 

１．教育企画１人１件の制限を超えても受理する。 

２．教育企画 20万円以下の申請も可とする。 
３．複数の企画をまとめ、学校プロジェクト区分での採択もあり得ることとする。 

以  上 

 

（出典：予算委員会資料H21.5.25） 
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資料10-２-③-３：重点配分経費 
 

採択額
(千円）

機械 准教授 伊澤　悟

高島武雄、小林一光、
土田英一、中山光幸、
本多良政、南斉清巳
武　成祥、矢島直樹
中澤　剛(群大工)

准教授 久保和良
西野　聡、金野茂男
伊藤久夫、南斉清巳
渡辺達夫、鹿野文久
笠原雅人、市村智康
平田克己

小計 1,355

教育企画 № 学科等 採択額 課                 　　　　　題

助教 鈴木真ノ介

土田英一、小林幸夫、
石原　学

助教 田中孝国
西井　圭、山下　進
田中昭雄、小林康浩
佐藤智一、出川強志

〃 3 建築 准教授 佐藤篤史 454 建築環境工学用測定機器更新による授業改善

小計 1,344

教職員研究経費 № 学科等 採択額 課                 　　　　　題

〃 1 機械 教授 朱　勤 255 Wavelet変換を用いたカオス振動判定方法の開発

助教 山崎敬則
堤正臣(東京農工大)
岡崎祐一（産総研）

〃 3 電気情報 准教授 石原　学 450 液晶タブレットを利用した仮想現実システムの試作

4 電気情報 助教 鈴木真ノ介　 471 ウェアラブルデバイス用通信システムに関する研究

5 電気情報 助教 山田靖幸 250
テラヘルツ帯における超伝導系メタマテリアル開発のため
のPCクラスタ構築

〃 6 電子制御 教授 西野　聡 400 近赤外線分光器による癌診断の基礎研究

〃 7 電子制御 講師 市村智康 496
ロボット姿勢情報と車輪接地点情報を用いる操舵型２輪ロ
ボットの曲面上自己位置推定
－姿勢モニタ部とロボット制御部の試作－

〃 8 電子制御 助教 平田克己 208
不規則音源の3次元位置リアルタイム推定システムの構築と
小型化

9 物質 教授 糸井康彦 230 超臨界二酸化炭素条件下における無電界メッキ技術の検討

〃 10 物質 教授 胸組虎胤　 480
光学活性α-アミノオキシカルボン酸のエチレン生成阻害活
性

〃 11 物質 教授 亀山雅之 364
meso-3,5-ジメチルグルタル酸誘導体の立体選択的非対称化
２

〃 12 物質 准教授 武　成祥 458
溶融塩薄膜条件下における材料耐食性の電気化学的測定に
よる評価

〃 13 物質 准教授 酒井　洋 300 赤外外部反射法による界面活性剤Gibbs膜の構造評価

〃 14 物質 准教授 飯島道弘 400
複数の外部刺激応答性セグメントを有する新規グラフトポ
リマーの精密合成

〃 15 物質 講師 田中孝国 300
水熱処理を追加したハイドロキシアパタイトフィルターの
特性

〃 16 物質 助教 西井　圭 280 次世代無機ガラス代替高機能透明樹脂の開発

〃 17 建築 助教 豊川斎赫 400 丹下健三作品の現地調査及び研究発表のための準備

〃 18 一般 准教授 井上次夫　 379 語の位相に基づく文体値測定の研究

〃 19 一般 准教授 小野雄一 450
ポッドキャスティングシステムに関する英語教育への応用
を見据えた研究

〃 20 一般 講師 石崎聡之 410
シーズンオフ期のクレアチン摂取が間欠的運動のパワーに
及ぼす影響

小計 7,301

10,000

平成21年度重点配分経費採択一覧

区　　分 № 学科等 申　請　者 課　　　題

ノートPCをツールとして利用する講義形式の提案

学校プロジェクト 1 750
企業安全技術を活用した体験型総合安全教育－大学教育推
進プログラム申請に平行して－

〃 2 605
創造性育成科目導入の試行　－１年生指導教員制度の創設
－

 申　請　者

〃 1 電気情報 490

電子制御

直動ころがり案内の摩擦特性解析

〃

〃 2 物質 400 出前実験を目的としたオリジナル企画物の開発と広報

 申　請　者

合　　計

〃 2 機械 320

 

（出典：総務課財務係資料） 
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資料10-２-③-４：校長裁量経費 

金額
 (単位：千円)

課　題 備考

241
コミュニケーションカを養い発信する言語
教育プログラムの推進

310 親子サッカー教室による地域貢献活動の充

84 プログラミングコンテストに関する支援
350 小学校理科教育支援プロジェクト
340 女子入学者数増加のためのイベン卜開催

400
デザコン等に対する制作物材料・道具等課
外活動への環境整備費

(教務係) 380
入学者確保の取組　－　ロゴ入りキャリン
グホルダー等　－

300 「小山高専　Q u a rte rly 」の発刊
450 ロボコン2 0 0 9 におけるロボット制作

(寮務係) 195
入寮者の増加を目的とした学寮パンフ・展
示パネル等の作成

(学校長) 700 ホームページの整備
(地域連携室) 250 地域貢献活動

4,000

学生課 (学生係)

総務課

校長裁量経費　配分一覧

学科等

一般学科

電子制御工学科
物質工学科

建築学科

 

（出典：総務課財務係資料） 

 

資料 10-２-③-５：施設整備の状況 

 

年度/区分 教育・研究施設 福利厚生・課外活動 安全管理 管理施設・その他

平成12年度

・専攻科棟新営工事（3,139㎡）
・実習工場屋外ﾄｲﾚ設置

・野球場防球ﾈｯﾄ改修
・部室用ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ設置(８棟)

・さく井工事

平成13年度

・校舎改修工事（2,200㎡）
    管理・電物・図書館棟
・高速ＬＡＮ整備工事

・野球場屋外ﾄｲﾚ設置
・図書館国際交流室設置

・正門改修工事
・ｿｰﾗｰ外灯設置

・構内携帯電話整備（PHS化）

平成14年度

・校舎改修工事 (3,390㎡）
     機械・建築・講義・電子棟
・情報ｾﾝﾀｰ内部改修
・情報ｾﾝﾀｰ渡り廊下
・実習工場内部改修

・構内環境整備(噴水庭園改修)
・ロボコン製作用プレハブ設置
（２棟）
・北寮学習室改修
・南寮防水改修

・スロープ設置(８棟)

平成15年度

・校舎改修工事(2,220㎡)
     電物棟

・守衛所新営工事
・防災設備等移設
・局所排気装置・特殊ｶﾞｽ設備等
整備

・外来者休憩所取設

平成16年度

・図書館他照明器具改修
・建築棟３階空調機設置

・一般食堂・情報ｾﾝﾀｰ防水改修
・第一・第二体育館・合宿所トイ
レ改修
・ﾄｲﾚ暖房便座設置

・実習工場排気装置改修他安全対
策

・建築棟前井戸改修

平成17年度

・武道館屋根改修
・第二体育館軒樋・屋根塗装改修

・西寮防水改修 ・外灯更新工事
・正門前投光器設置

・一般食堂給湯ボイラー更新

平成18年度

・視聴覚室空調改修
・水泳プール改修
・テニス練習板改修

・自転車置場(車庫前）改修
・学寮浴室ｼｬﾜｰ水洗改修

・実習工場耐震改修
・第一体育館耐震改修
・水泳プール侵入防止柵設置

・学寮食堂空調用電源工事

平成19年度

・機械棟屋上防水改修
・共同センター別館防水改修

・学寮食堂空調設置 ・北寮耐震改修
・第二体育館耐震改修
・緊急地震警報設置
・学寮放送設備改修

・井水加圧送水ポンプ増設
・生活排水処理施設ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ更新

平成20年度

・共同センター防水改修 ・自転車置場(管理棟東）増設
・自転車置場（建築棟北）改築
・学生厚生施設防水改修

・一般食堂耐震改修 ・井水ろ過ポンプ更新
・生活排水処理施設攪拌機No1改
修

平成21年度

・ｴﾈﾙｷﾞｰ変換実験室床改修
・自動車ｼﾐｭﾚｰﾀ室設置
・テニスコート改修
・物質実験棟防水改修
・デジタル放送対策

・一般食道内部改修
・寮食堂自動ドア設置

・生活排水処理施設攪拌機No2改
修
・実験排水監視装置改修
・実験排水処理施設ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ更新

 

 （出典：総務課施設係資料） 
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資料10-２-③-６：設備整備の状況 

 

トレーニングマシン一式（一般科）

環境インテリア実験装置一式（建築学科）

音響計測装置一式（地域連携共同開発センター）

Ｘ線回折装置バージョンアップ一式（物質工学科）

CNC3次元測定機用データ処理装置一式（機械工学科）

大容量電源・電子負荷装置一式（電気情報工学科）

オシロスコープ一式（電気情報工学科）

同時表示用実験装置一式（電気情報工学科）

ガスクロマトグラフシステム一式（物質工学科）

紫外可視分光光度計一式（物質工学科）

分光モジュール一式（電子制御工学科）

アナログSEM用高繊細画像処理システム一式（物質工学科）

マルチメディア室計算機システム一式（図書情報センター）

内燃機関性能総合試験装置一式（機械工学科）

イメージインテンシファイアユニット一式（電気情報工学科）

力覚シミュレーションシステム一式（電気情報工学科）

ネットワークスイッチ一式（情報科学教育研究センター）

学内グループウェアシステム一式（情報科学教育研究センター）

e-learningシステム（一般科）

サスティナブルな建築環境構築のための実験装置（建築学科）

精密旋盤一式（ものづくり教育研究センター）

ポーダブル近赤外分光分析計（地域共同センター）

NMRデータシステム（物質工学科）

ネットワークセキュリティ実験装置（電子制御工学科）

平成17年度

（高専教育充実設備費）

平成21年度

平成20年度

平成19年度

平成18年度

 

（出典：総務課財務係資料） 

 

（評価結果） 

  予算配分の方針及び配分内容は予算委員会で審議決定されている。また、高専教育充実設備費、

重点配分経費及び校長裁量経費の学内採択経費を設けることにより柔軟な予算執行を行っている。 

  施設・設備の整備については、環境整備委員会等において全学的な見地から検討することにして

おり、経費の効率的な配分に努めている。 

 

10-３-①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

（状況） 

  高専機構として統一された財務会計システムに基づき財務会計処理を行っており、高専機構理事

長は、年度末決算後に決算整理を行ない、翌事業年度５月末日までに財務諸表を作成し、公表して

いる(資料10-３-①-１～３)。 
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資料10-３-①-２：独立行政法人通則法抜粋（第38条） 
 

（財務諸表等） 
第三十八条 独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他主務省令

で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に主務大臣に
提出し、その承認を受けなければならない。  

２ 独立行政法人は、前項の規定により財務諸表を主務大臣に提出するときは、これに当該事業年度の事業報告書及び予算の区

分に従い作成した決算報告書を添え、並びに財務諸表及び決算報告書に関する監事の意見（次条の規定により会計監査人の監
査を受けなければならない独立行政法人にあっては、監事及び会計監査人の意見。以下同じ。）を付けなければならない。  

３ 主務大臣は、第一項の規定により財務諸表を承認しようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければなら

ない。  
４ 独立行政法人は、第一項の規定による主務大臣の承認を受けたときは、遅滞なく、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸

表並びに第二項の事業報告書、決算報告書及び監事の意見を記載した書面を、各事務所に備えて置き、主務省令で定める期

間、一般の閲覧に供しなければならない。 
 

（出典：独立行政法人通則法 平成11年法律第103号） 

 

資料10-３-①-１：高専機構会計規則抜粋（第44条） 
 
（年度末決算） 
第４４条 年度末決算に際しては、当該年度末における資産・負債の残高並びに当該期間における損益に関し真正な数値を把握

するための各帳簿の締め切りを行い、資産の評価、債権・債務の整理、その他決算整理を的確に行って、所定の手続きに従っ
て決算数値を確定しなければならない。 

２ 理事長は、前項の整理を行った後、翌事業年度５月末日までに次の各号に掲げる書類を作成しなければならない。 

一 貸借対照表 
二 損益計算書 
三 キャッシユ・フロ-計算書 

四 利益の処分又は損失の処理に関する書類  
五 行政サ-ビス実施コスト計算書 
六 附属明細書 

３ 前項各号の書類の様式は、別に定めるものとする。 
 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構規則第34号） 

資料 10-３-①-３：国立高等専門学校機構財務諸表（ホ-ムペ-ジでの公表） 

 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構ＨＰ） 
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（評価結果）  

  高専機構会計規則第44条に基づき、当該年度における資産・負債の残高並びに当該期間における

損益に関し真正な数値を把握するため各帳簿の締め切りを行い、資産の評価、債権・債務の整理、

その他決算整理を的確に行って、所定の手続きに従って決算数値を確定している。また高専機構理

事長は、翌事業年度５月末日までに財務諸表を作成し、公表を行っている。 

 

10-３-②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

（状況） 

  独立行政法人通則法第39条に基づき、監事による監査及び会計監査人による監査が明確に規定さ

れているとともに(資料10-３-②-１)、高専機構会計規則第45条に基づき、会計機関の義務及び責

任並びに内部監査を明確に規定している(資料10-３-②-２、３)。外部監査として、会計検査院に

よる会計実地検査及び監査法人による監査が行われている。 

 

 資料10-３-②-１：独立行政法人通則法抜粋（第39条～第43条） 
 
（会計監査人の監査）  
第三十九条  独立行政法人（その資本の額その他の経営の規模が政令で定める基準に達しない独立行政法人を除く。）は、財務

諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について、監事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなけ
ればならない。  

（会計監査人の選任） 
第四十条  会計監査人は、主務大臣が選任する。  
（会計監査人の資格）  
第四十一条  会計監査人は、公認会計士（公認会計士法 （昭和二十三年法律第百三号）第十六条の二第五項 に規定する外国公

認会計士を含む。）又は監査法人でなければならない。  
２ 公認会計士法 の規定により、財務諸表について監査をすることができない者は、会計監査人となることができない。  
（会計監査人の任期）  
第四十二条  会計監査人の任期は、その選任の日以後最初に終了する事業年度の財務諸表についての主務大臣の第三十八条第一

項の承認の時までとする。  
（会計監査人の解任）  
第四十三条  主務大臣は、会計監査人が次の各号の一に該当するときは、その会計監査人を解任することができる。  

一  職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。  
二  会計監査人たるにふさわしくない非行があったとき。  
三  心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 
  

（出典：独立行政法人通則法 平成11年法律第103号） 

 

資料10-３-②-２：高専機構会計規則抜粋（第 45条・第 46条） 
 
（内部監査） 
第４５条 理事長は、予算の執行及び会計処理の適正を期するため、必要と認めるときは、特に命令した教職員に内部監査を行

わせるものとする。 
２ 内部監査について必要な事項は、別に定めるものとする。 
（会計機関の義務及び責任） 
第４６条 会計機関は、機構の財務及び会計に関し、適用又は準用される法令並びにこの規則に準拠し、かつ、予算で定めるとこ

ろに従い善良な管理者の注意をもって、その職務を行わなければならない。 
２ 会計機関は、故意又は重大な過失により前項の規定に違反して、機構に損害を与えた場合は、その損害を弁償する責を負わ

なければならない。 
 

（出典：独立行政法人国立高等専門学校機構規則第34号） 
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資料10-３-②-３：内部会計監査実施規程 
 

小山工業高等専門学校内部会計監査実施規程 
 

                                                   制    定  平成 16 年 4 月１日 
最終改正 平成 18 年 4 月１日 

  （目的） 
第１条  この規程は、独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則（平成 16 年規則第 34 号）第 45 条の規定に基づく、本校にお

ける会計事務処理の適正を期するため、内部会計監査（以下「監査」という。）について、必要な事項を定めることを目的と
する。 

  （監査事項） 
第２条  監査は、会計経理に関し次の各号に掲げる事項について実地に行うものとする。 
  一  会計経理に関する法令等の適用に関する事項 
  二  予算決算に関する事項 
  三  収入支出に関する事項 
  四  債権に関する事項 
  五  物品に関する事項 
  六  不動産に関する事項 
  七  契約に関する事項 
  八  旅費に関する事項 
  九  寄附金に関する事項 
  十  帳簿及び証拠書類に関する事項 
  十一  その他校長が必要と認める事項 
  （監査員） 
第３条  校長は、監査を実施するため総務課(財務担当)職員のうちから監査員を命ずるものとする。ただし、必要があると認め

たときは、総務課(財務担当)職員以外の職員に監査員を命ずることができる。 
  （監査の時期） 
第４条  定期監査は、毎会計年度１回実施するものとし、特に必要があるときは、臨時に監査を 

実施することができる。 
  （監査の実施） 
第５条  校長は、監査を実施しようとするときは、あらかじめ実施しようとする部局に対し、その期日及び監査を行う監査員そ

の他必要な事項を通知するものとする。 
  （監査員の責務） 
第６条  監査員は、公正かつ厳正に監査に当たらなければならない。 
２  監査員は、監査の実施に伴い、必要があるときは、関係者に説明を求め、かつ、調書等の提出を求めることができる。 
  （監査報告） 
第７条  監査員は、監査が終了したときは速やかに別紙様式による内部会計監査報告書を校長に提出しなければならない。 
  （是正改善の措置） 
第８条  校長は、監査の結果会計経理に関し、是正改善を必要とする事項があるときは、直ちにその措置をとるものとする。 
    附 則（略） 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

（評価結果） 

  財務に対する監査は、独立行政法人通則法及び高専機構会計規則に明確に定められている。高専

機構における監事及び特に命令された教職員による内部監査、監査法人及び会計検査院による外部

監査を受けている。 

 

（２）「10章 財務」の自己評価の概要 

  本校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するために必要な校地・校舎・設備の資産を有

するとともに、授業料、入学検定料、入学料及び高専機構からの運営費交付金の配分予算等から経

常的な収入が確保されている。科学研究費補助金、受託研究費、共同研究費及び奨学寄附金等外部

資金の受入れに努力している。しかし、運営交付金が毎年減額されている現在、外部資金獲得のさ

らなる努力が必要である。 

  予算配分方針を作成し、適切に予算の配分を行っている。また、高専教育充実設備費、重点配分

経費及び校長裁量経費の学内採択経費を設けることにより、教育研究上必要な予算を重点的に配分

するよう努めている。 

  本校では当該年度における資産・負債の残高並びに損益に関し、資産の評価及び債権・債務の整

理、その他決算整理を的確に行い、所定の手続きに従って高専機構に報告している。高専機構理事

長は、それに基づき翌事業年度５月末日までに財務諸表を作成し、公表している。 

  財務に対する監査は独立行政法人通則法及び高専機構会計規則等に明確に定められており、内部

監査及び外部監査が行われている。 
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11章 管理運営 

（１）分析 

11-１-①： 学校の目的を達成するために，校長，副校長，校長補佐，委員会等の役割が明確にな

っており，校長のリーダーシップの下で，効果的な意思決定が行える態勢となってい

るか。 

（状況）  

 本校では、学則第１条に規定する本校の目的を達成するため、校長、副校長（総務・研究協力担

当）、校長補佐３名（教務担当、学生担当、寮務担当）、事務部長及び課長２名による管理運営体制

を敷き、その意思決定が効果的に行えるよう管理運営に関する主要な校務を処理する各委員会及び

会議等の内部組織を定め、各組織の役割を明確にしている（資料11-１-①-１、２）。 

 また、本校の重要な意思決定は運営会議での議を経て行われている（資料11-１-①-３、４）。運

営会議の構成は校長、副校長、校長補佐３名、専攻科長、一般科長２名、学科長５名、センター長

４名、事務部長、課長２名及び技術長の各部署の責任者から成る。運営会議では各委員会及び会議

等において纏められた審議事項及び提案事項が諮られ、主宰者である校長が最終判断を行える態勢

となっている。 
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副校長（総務担当） 

校長補佐（教務担当） 
 

校長補佐（学生担当） 

校長補佐（寮務担当） 
 

専攻科長 
 
機械工学科長 
 
電気情報工学科長 
 
電子制御工学科長 
 
物質工学科長 
 
建築学科長 
 
一般科長 
 

企画室長（副校長兼任） 

産学官連携部門長 
 
研究開発部門長 
 
教育文化活動支援部門長 

教育研究技術支援部長 
 

国際交流推進室長 

事務部長 
 

広報室長（事務部長兼任） 

総務課長 

学生課長 
 

技術長 

課長補佐 
(総務担当) 

課長補佐 
(財務担当)  

教務係長 
 
学生係長 
 
寮務係長 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学生補佐 
 
学生支援室長 
 
キャンパス安全衛生管理室長 
 
進路支援室長 

教務補佐 
 
入学者対策室長 
 
教育改善推進室長 

寮務補佐 

電子システム工学専攻主任 
 
物質工学専攻主任 
 
建築学専攻主任 

総務係長 
 
人事係長 
 
図書情報係長 
 
評価･地域連携係長 

校  長 

図書情報センター長 
 
情報科学教育研究センター長 
 
地域連携共同開発センター長 
 
ものづくり教育研究センター長 

財務係長 
 
用度係長 
 
施設係長 
 

課長補佐  

第１グループ長 
 
第２グループ長 
 
第３グループ長 

 

 

 

 

 

 

資料11-１-①-１：小山工業高等専門学校運営組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：2009学校要覧p.4、小山高専ＨＰ） 
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資料 11－１－①－２：委員会等一覧 

 

 

名 称 設置の目的・趣旨 審 議 事 項 委員長等 委  員 

総務会議 
学校の運営に関する協
議を行う 

・学校の運営に関する協議、連絡
調整に関すること 

・運営会議に付議する議題の整理
に関すること 

校長 
(招集,主宰) 

・副校長 
・各校長補佐 
・専攻科長 
・事務部長 
・各課長 

運営会議 
学校の運営に関する審
議を行う 

・学校の運営組織の設置・廃止に
関する事項 

・他の運営組織の所管に属さない
事項 

・校務運営上重要でかつ連絡・調
整を要する事項 

校長 
(招集、主宰) 

・副校長 
・各校長補佐・専攻科長 
・学科長、一般科長 
・各センター長 
・事務部長・課長・技術長 

教職員会議 
学内運営に係る報告等
を行う 

・学内運営に関すること 
校長(招集) 
副校長(議
長) 

・教員 
・事務部長 
・課長、技術長 
・専門職員、係長 
・技術室グループ長 

教務委員会 
教務に関する事項を円
滑に処理する 

・教育課程の編成及び改廃に関す
ること 

・授業時間割の編成に関すること 
・学校の行事に関すること 
・その他教務に関すること 

校長補佐 
（教務） 

・教務補佐 
・各学科教員から各１名 
・一般科教員２名 
・学生課長 
・教務係長 
・校長が必要と認めた者 

学生委員会 
学生の厚生補導に関す
る事項を円滑に処理す
る 

・学生の身上に関すること 
・学生会及び学生団体に関するこ    

と 
・その他学生の厚生補導に関する 

こと 

校長補佐 
（学生） 

・学生補佐 
・各学科教員１名 
・一般科教員２名 
・学生課長 
・学生係長 
・校長が必要と認めた者 

寮務委員会 
学寮における学生の厚
生補導に関する事項を
円滑に処理する 

・入寮及び退寮に関すること 
・寮生の教育及び生活指導に関す 

ること 
・その他学寮の管理運営に関する   

こと 

校長補佐 
（寮務） 

・寮務補佐 
・各学科教員１名 
・一般科教員２名 
・校長が必要と認めた者 

専攻科委員
会 

専攻科に関する基本的
な事項の円滑な運営を
図る 

・教育課程の編成及び実施に関す
ること 

・教育計画及び授業時間の編成に
関すること 

・その他専攻科の運営に関するこ
と 

専攻科長 

・各校長補佐 
・各専攻主任 
・各学科、一般科教員各１名 
・学生課長 

図書情報セ
ンター 
運営委員会 

図書情報センターの円
滑な管理運営及び著作
権に関する諸問題を処
理する 

・図書情報センターの管理運営に
関すること 

・資料の選定に関すること 
・その他図書に関すること 

図書情報 
センター長 

・各学科教員から各１名 
・一般科教員２名 
・総務課長 
・校長が必要と認めた者 

情報科学教
育研究セン
ター 
運営委員会 

センターの管理運営に
関する事項を審議する 

・情報センター及び情報ネットワ
ークの管理運営に関わる基本方
針及び長期計画に関すること 

・その他情報センター及び情報ネ
ットワークについての重要事項
に関すること 

情報科学教
育研究セン
ター長 

・情報科学教育研究センター 
ネットワーク室長 

・各学科専任教員から各１名 
・学生課長・技術長 
・情報担当専門職員 
・校長が必要と認めた者 

地域連携共
同開発セン
ター運営委
員会 

センターの運営に関す
る重要事項を審議する 

・センターの管理運営の基本方針
に関すること 

・その他センター長が必要と認め
ること 

地域連携共
同開発セン
ター長 

・各学科専任教員各１名 
・技術長 
・技術室第３グループ長 
・総務課長 

ものづくり
教育研究セ
ンター 
運営委員会 

センターの運営に関す
る重要事項を審議する 

・センターの管理運営・利用計画
に関すること 

・その他センターについての重要
事項に関すること 

ものづくり
教育研究セ
ンター長 

･ 各学科専任教員各１名・技
術長 

・技術室第１グループ長・学
生課長 

教育研究技
術支援部運
営委員会 

教育･研究活動を支援
し、技術に関する専門
的業務を円滑かつ効率

的に処置する 

・技術支援部の技術職員の配置に
関すること 

・技術支援部が行う教育研究支援
業務及び地域連携支援業務に関
すること 

・技術支援部に係わる規則、規程、
細則に関すること 

技術支援 

部長 

・各学科及び一般科の教員各
1 名 

・情報科学教育研究、地域連
携共同開発及び、ものづく
り教育研究、各センターの
運営委員会委員各 1 名 

・技術長  
・技術室の各グループ長 
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国際交流
委員会 

国際交流に関する重要事
項を審議する 

・国際交流に関する重要事項 校長 

・各校長補佐・専攻科長 
・各学科長、一般科長 
・留学生指導教員 
・事務部長・各課長 
・委員長が必要と認めた者 

環境整備
委員会 

教育研究環境の保全と向
上を図る 

・長期的視野に立った環境の整備
及び施設の運営に関すること 

・施設の点検・評価及び有効利用
に関すること 

・その他環境整備に関すること 

副校長 

・各校長補佐 
・各学科、一般科教員１名 
・体育教員１名 
・事務部長・各課長 
・校長が必要と認めた者 

安全衛生
委員会 

安全及び衛生に関する重
要事項について、教職員の
意見を聴取し、災害及び健
康障害の防止対策に関す
る諸施策をより効果的な
ものにする 

・労働災害防止対策に関すること 
・教職員の健康障害の防止及び健    

康保持増進対策に関すること 
・その他災害防止上、特に重要な    

事項 

総括安全衛
生管理者 

・安全推進者 
・衛生管理者 
・産業医 
・総括安全衛生管理者が指 
 名した者 

人事委員
会 

教職員の採用及び配置計
画等を円滑に進める 

・教職員の採用に係る基本方針に
関すること 

・人事評価の方針・基準に関する
こと 

副校長 
・教員若干名 
・事務部長・総務課長 
・校長が必要と認めた者 

セクシャ
ル･ハラス
メント防
止委員会 

セクシャル･ハラスメント
のない健全な環境を達成
する上での諸問題を処理
する 

・セクシャル･ハラスメントの防止
を図るための啓発活動及び研修
等の企画･立案に関すること 

・苦情相談の事実関係の調査、適
切な措置の策定等に関すること 

副校長 

・副校長 
・校長補佐（教務,学生,寮

務） 
・学生支援室長 
・事務部長 
・校長が必要と認める者 

予算委員
会 

業務の適性・効率的な実施
を図り、財政状態・運営状
況を明らかにする 

・予算実施計画に関すること 
・決算報告に関すること 
・その他財務に関すること 

副校長 
・専攻科、各学科及び一般

科教員各１名 
・校長が必要と認めた者 

教育研究
支援 
委員会 

本校の教育研究水準の向
上を図り、かつ、地域社会
からの要請に応える 

・教職員・学生の海外派遣に関す
ること 

・共同研究の受け入れに関するこ
と 

・その他 

副校長 

・教員若干名 
・各センター長 
・専門委員会委員長 
・総務課長・技術長 
・校長が必要と認めた者 

発明専門
委員会 

教育・研究の成果を迅速に
権利化し、その果実を最大
限活用する 

・届け出のあった発明の権利の帰
属に関すること 

・取得した特許等の活用に関する
こと 

・その他発明に関し必要となる事
項 

地域連携共
同開発セン
ター長 

・地域連携共同開発センタ 
ー長 

・各学科、一般科教員から   
各１名 

・総務課長 
・校長が必要と認めた者 

点検評価
対応 
委員会 

大学評価・学位授与機構の
機関別認証評価及びJABEE
の認定審査等に対応する 

・認証評価を得るために必要とな
る施策に関すること 

・JABEE 技術者教育プログラムの
認定を得るのに必要な施策に関
すること 

・外部評価・第三者評価に関する
こと 

委員から 
校長が任命 

 
・校長が必要と認めた教員

若干名 
・事務部長 
・各課長 

自己点検
評価専門
委員会 

自己点検評価に関する事
項について専門的に審議
する 

・自己点検評価の基本方針並びに
実施基準の策定に関すること 

・自己点検評価報告書の作成及び
公表に関すること 

委員から校
長が任命 

・校長が必要と認めた教員
若干名 

・校長が必要と認めた職員 

機関別認
証評価 
専門委員
会 

認証評価を得るために必
要な施策に関する事項に
ついて専門的に審議する 

・認証評価に必要な資料作成及び
申請手続きに関すること 

・その他認証評価に関すること 

委員から 
校長が任命 

・校長が必要と認めた教員 
 若干名 
・校長が必要と認めた職員 

JABEE 専
門委員会 

JABEEの技術者教育プログ
ラムの認定を得るために
必要な施策について専門
的に審議する 

・プログラムの作成及びカリキュ
ラムに関すること 

・その他プログラムの認定に関す
ること 

委員から 
校長が任命 

・校長が必要と認めた教員
若干名 

・校長が必要と認めた職員 

情報安全
管理等 
委員会 

本校における情報セキュ
リティポリシーを確立す
る 

・情報安全管理等の組織体制の整
備に関すること 

・情報安全管理等の運用および管
理に関すること 

・その他情報安全管理等策定に必
要な事項に関すること 

校長 

・情報科学教育研究センタ
ー長 

・情報ネットワーク室長 
・情報ネットワーク室主任 
・支線管理者 
・各課長 
・情報担当専門職員 

 
 
 
 

（出典：企画室） 
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資料 11-１-①-３：小山工業高等専門学校運営会議規程 
 

小山工業高等専門学校運営会議規程 
制 定 昭和56年４月１日 

最終改正 平成20年４月１日 
（審議事項） 
第１条 小山工業高等専門学校運営会議（以下「運営会議」という。）は、校長の諮問建議 
機関として次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 学校の運営組織の設置・廃止に関する事項 
二 他の運営組織の所管に属さない事項 
三 校務運営上重要でかつ連絡・調整を要する事項 

（組織） 
第２条 運営会議は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 副校長 
二 校長補佐（教務担当）、校長補佐（学生担当）及び校長補佐（寮務担当） 
三 専攻科長 
四 学科長及び一般科長 
五 図書情報センター長 
六 情報科学教育研究センター長 
七 地域連携共同開発センター長 
八 ものづくり教育研究センター長 
九 教育研究技術支援部長 
十 国際交流推進室長 
十一 事務部長 
十二 総務課長及び学生課長 

（会議） 
第３条 運営会議は、校長が招集し、主宰する。 
２ 運営会議は、原則として毎月１回開催するものとする。ただし、必要に応じて臨時に開 
催することができる。 
３ 校長が必要と認めたときは、関係職員の出席を求めて意見を聴くことができる。 
（事務） 
第４条 運営会議に関する事務は、総務課総務係が処理する。 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料 11-１-①-４：小山高専学内会議の改善について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（出典：平成 18 年度運営会議資料） 

 

（評価結果）  

  本校では、学校の目的を達成するため、各委員会及び会議等の役割及び権限が規程で明確に定め

られている。また、意思決定のための審議は各部署の責任者で構成される運営会議で行われ、主宰

者である校長のリーダーシップの下に迅速に判断・決定が行われている。このことから、本校では

効果的な意思決定が行われている。 
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11-１-②： 管理運営に関する各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担し，効果的に活動して 

いるか。 

（状況）  

本校では、管理運営に関する事項を扱う各委員会が置かれ、各組織の所掌する事項については規

程で明確に定められている。この中で３校長補佐が委員長となっている教務委員会、学生委員会及

び寮務委員会は、一般科及び各学科の代表教員並びに学生課長及び学生課係長からなる委員によっ

て構成され、毎月定められた日に開催している。このように本校では各委員会が役割を分担し合い

（資料11-１-②-１、既出：資料11-１-①-２）、効率的な運営を行っている。 

 また、各委員会の決定事項を関係者へ周知するシステムも整備されており（既出：資料11-１-①-

４）、このことが迅速かつ効果的な活動に繋がっている。 

委員会以外でも、「安全に関する講習会」に代表される教職員向けの安全管理に関する運営

等をものづくり教育研究センター主催で実施している（資料11-１-②-２）。 

事務組織は、平成18年度から総務課、学生課の２課体制に移行して業務に当たっているが、組織

及び所掌事務については「小山工業高等専門学校事務組織規程」（資料11-１-②-３）に定められて

いる。また、具体的な業務については個々の規程において定められている。 

  事務職員及び技術職員については、宇都宮大学を中心とした他機関との積極的な人事交流を行い

（資料11-１-②-４）、人事の活性化を図っている。 
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資料 11-１-②-１：小山工業高等専門学校校務分掌一覧 

平成２１年度 小山工業高等専門学校校務分掌一覧表 
平成２１年１２月 １日現在 

◎副校長                                                                                            
   副  校  長  瀧 澤 雄 三                                                         

                                                                                                             
◎校長補佐・担当補佐                                                         ◎学科長等               

            氏名等 
 
分 掌 

    校 長 補 佐    担 当 補 佐        学 科 等      氏   名 
  島 田   勉  玉 木 正 一 
 亀 山 雅 之  

 一  般  科 
 長谷川   誠 

 千 田 正 勝   機 械 工 学 科        小 林 一 光  

 
  教 務 担 当 

 
※  
    森   夏 樹 

 鹿 野 文 久   電気情報工学科         土 田 英 一 
 北 條 恵 司   電子制御工学科  西 野   聰 
 田 中 昭 雄   物 質 工 学 科        胸 組 虎 胤  
 大 島 隆 一 

 
 
 
 
 
 
 
 
         

  建 築 学 科  山 本 嘉 孝 

 
 
 
 
 
 
 
  

 
  学 生 担 当 
       

 
  吉 田 裕 志 
     
                平 田 克 己 

 川 上 勝 弥  
 市 村 智 康 

       
  寮 務 担 当 

               
  新 井 一 道 

 川 越 大 輔 

                                                 
                                                  
  

 （※印：任期は平成２３年３月３１日まで） 
 
◎専攻科長・主任                                                       ◎センター長等                                       
  専 攻 科 長         専  攻  主  任 図 書 情 報 セ ン タ ー 長            ※ 中 田 伸 一 

 電子システム工学専攻   渡 邉 達 男  情報科学教育研究センター長   朱     勤  
 物 質 工 学 専 攻          笹 沼 いづみ   地域連携共同開発センター長              小 林 幸 夫  

 
 
  尾 立 弘 史  

 建 築 学 専 攻           高 橋 純 一 

 
 
 
 ものづくり教育研究センター長            ※ 菊 地 吉 郎 

教育研究技術支援部長   小 林 一 光   
国際交流推進室長   甲 斐 隆 章 

                                                                       （※印：任期は平成２３年３月３１日まで）        
                                                                                                                             
 ◎情報科学教育研究センター員                    ◎地域連携共同開発センター員      ◎ものづくり教育研究センター員                                 

◎玉木 正一   伊澤  悟 高 島 武 雄      本 多 良 政       川 村 壮 司   西 井    圭 
○井手尾光臣  山田 靖幸 北 條 恵 司      祇園寺則夫       鈴 木 真ノ介   大 島 隆 一  

                    
                    

○小林 康浩   久保 和良 北 野 達 也      石 崎 聡 之      

 
 
  笠 原 雅 人                                       

○佐藤 智一  酒井  洋 山 田 靖 幸      酒 入 陽 子      

 

○吉広 和晃   山本 嘉孝 

 
 
 
 
 

金 野 茂 男      椎 名 則 之      
渡 邉 達 男      宇津木崇史      
飯 島 道 弘      出 川 強 志      
田 中 孝 国      植 木 忠 司      

（◎印：情報ネットワーク室長）           
（○印：情報ネットワーク室主任）            
 

佐 藤 篤 史      佐 藤 智 一      

                                                        
                                                         
                                                         
                                                         
                                                         

 
◎学級担任（○：学年主任）                                                                              学 年 
 学科名    

 
  １  年  

  ２  年   
  ３  年  

  ４  年   
  ５  年  

機 械 工 学 科        有 坂 顕 二      ○佐 藤  巌      高 島 武 雄      北 條 恵 司       田 中 好 一      
電気情報工学科        石 崎 聡 之       酒 入 陽 子      千 田 正 勝       今 成 一 雄       北 野 達 也      
電子制御工学科   須 甲 克 也      中 田 伸 一       南 斉 清 巳       久 保 和 良      市 村 智 康      
物 質 工 学 科        伊 藤 益 生      島 田  勉      武  成 祥      田 中 孝 国      糸 井 康 彦      
建 築 学 科       ○三 原 大 介       井 上 次 夫      佐 藤 篤 史       豊 川 斎 赫      高 橋 純 一      

                                                                          
  
  

 
◎企画室                            ◎学生支援室            ◎国際交流推進室  

 室 長  瀧 澤 雄 三 室 長  松 島 隆 裕  室  長 甲 斐 隆 章  室 員 本 多 良 政 
 室 員   新 井 一 道 室 員  柴 田 美由紀 室  員 島 田   勉   〃 北 野 達 也 
   〃   島 田   勉   〃    小 野 雄 一   〃  平 田 克 己   〃 佐 藤 篤 史 
   〃   小 林 一 光  〃  山 下   進    〃 市 村 智 康   〃 井 上 次 夫 
   〃   森   夏 樹   〃    土 田 英 一 

 
 
 
 
    〃 南 斉 清 巳   〃 増 淵   寿 

 
 
 
 

   〃   土 田 英 一   〃    渡 邉 達 男 
   〃   久 保 和 良   〃    鹿 野 文 久 
   〃   吉 田 裕 志   〃  川 越 大 輔 
   〃   尾 立 弘 史 

 
 
 
 
 
 
 
 

  〃  川 上 勝 弥 

                                                        
                                  
 
  

 
 ◎入学者対策室                    ◎キャンパス安全衛生管理室     ◎広報室                                                 

室 長   亀 山 雅 之 室 長  北 條 恵 司  室 長  山 下 修 一 室 員  椎 名 則 之 
室 員   有 坂 顕 二 室 員  伊 藤 益 生 室 員  千 田 正 勝  〃   小 林 喜與志 
  〃     山 下   進   〃    田 中 孝 国   〃    大 島 隆 一   〃    井手尾 光 臣 

    
   
    

  〃   渡 邉 達 男   〃    小 野 雄 一 

 
 
 
 

  〃  川 越 大 輔                               

 

  〃    大 島 隆 一 

 
 
  
  

  〃  川 上 勝 弥 
   〃  廣 田 智 子 

                                                       

 
 ◎教育改善推進室                  ◎進路支援室                                                   

室 長   鹿 野 文 久 室 長  田 中 昭 雄  
室 員   佐 藤   巌 室 員  田 中 好 一 
  〃     須 甲 克 也   〃    北 野 達 也 
  〃     石 原   学   〃  市 村 智 康 

 

  〃     渥 美 太 郎 

 
 
 
 
   〃  糸 井 康 彦 

  〃  高 橋 純 一  
   〃  大 島 隆 一 
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◎運営会議                                                                                                           
 校  長 副 校 長 校長補佐 

（教務担当） 
校長補佐 
（学生担当） 

校長補佐 
（寮務担当） 

専攻科長 一般科長  一般科長 

 機械学科長 電気学科長 電子学科長 物質学科長 建築学科長 図書センタ
－長 

情報センター長      共同センター長      

       
       
       

ものづくりセンター長       技術支援部長     国際推進室長     事務部長 総務課長 学生課長  
◎委 員 会                                                                                                                  
 
委 員 会 名      

  学科等 
 
委員長等 

校長補佐 
（担当補
佐）等 

 
 一 般 科    

 
機械工学科 

電 気 情 報     
     
工 学 科     

 電子制御 
 
 工 学 科 

 
物質工学科 

 
 建築学科 

 
事 務 部 

 
教務委員会      

 
森  夏 樹     

島 田  勉     
亀 山 雅 之     
千 田 正 勝     
鹿 野 文 久     

佐藤  巌 
 
有坂 顕二 

      
山下  進 

      
石原  学 
        

      
南斉 清巳
         
    

      
渥 美 太 郎 

      
本多 良政 

小林喜與志      
山 口 繁 夫     

 
学生委員会      
 

 
吉 田 裕 志     

北 條 恵 司     
田 中 昭 雄     
大 島 隆 一     
平 田 克 己     

伊藤 益生 
 
酒入 陽子 

      
田中 好一 

      
北野 達也 

      
伊藤 久夫 

     
田 中 孝 国 
    

      
佐藤 篤史 

小林喜與志     
           
小 林 悟 志     

 
寮務委員会      

 
新 井 一 道     

川 上 勝 弥     
市 村 智 康     
川 越 大 輔     

須甲 克也 
 
井上 次夫 

      
増淵  寿 

      
今成 一雄 

      
笠原 雅人 

      
西 井    圭 

      
豊川 斎赫 

小林喜與志     
           
樫 村 秀 男     

専 攻 科      
 
委 員 会      

 
尾 立 弘 史     

渡 邉 達 男     
笹沼いづみ     
高 橋 純 一     

      
祇園寺則夫 
          

 
山崎 敬則
      

     
鈴木真ノ介
       

     
渡邉 達男
       

          
笹沼 いづみ
     

     
高橋 純一
     

 
小林喜與志     

図 書 情 報      
セ ン タ ー      
運営委員会      

 
中 田 伸 一     

    
  
－－－－
－ 
    
  

上村  孝 
 
柴田美由紀 

     
高島 武雄
      

     
正本 利行 
         

     
金野 茂男
       

     
飯 島 道 弘 
       

      
瀧澤 雄三 

 
椎 名 則 之     

情報科学教育 
研究センター 
運営委員会      

 
朱 勤     

 
玉 木 正 一     

      
柴田 洋一 
 
          

       
伊澤  悟 
 
       

      
山田 靖幸 
 
          

      
久保 和良 
          

     
酒 井    洋 
     
     

      
山本 嘉孝 
    

小林喜與志     
出 川 強 志     
井手尾光臣     
佐 藤 智 一     

地域連携共同      
開発センター      
運営委員会      

 
小 林 幸 夫     

（ 産 ） 小 林 幸 夫    
（ 研 ） 武  成 祥     
（ 教 ） 山 下  進     

 
石崎 聡之 

          
北條 恵司 

 
北野 達也 

         
金野 茂男 

          
飯 島 道 弘 

 
佐藤 篤史 

椎 名 則 之     
出 川 強 志     
植 木 忠 司     
     

ものづくり教育      
研究センター      
運営委員会      

 
菊 地 吉 郎     

    
  
－－－－
－ 
    
  

       
佐藤  巌 
        

      
川村 壮司 

      
中山 光幸 
          

      
笠原 雅人 
         

     
西 井    圭 
     

     
大島 隆一 
    

小林喜與志     
出 川 強 志     
矢 島 直 樹     

教 育 研 究     
技術支援部     
運営委員会      

 
小 林 一 光     

山 田 靖 幸     
山 下  進     
川 村 壮 司     

 
伊藤 益生 

 
高島 武雄 

 
田中 昭雄 

 
平田 克己 

 
酒 井    洋 

 
川上 勝弥 

出 川 強 志     
矢 島 直 樹     
井手尾光臣     

国 際 交 流      
推 進 室      
運 営 委 員 会      

 
甲 斐 隆 章     

森 夏樹、吉田 裕志、新井 一道、                                                                                      
椎名則之、小林喜與志                                                                    

環 境 整 備      
 
委 員 会      

      
瀧 澤 雄 三    
      

森  夏 樹     
吉 田 裕 志     
新 井 一 道     

新井 一道 
 
三原 大介 

      
川村 壮司 
          

      
甲斐 隆章 
          

      
久保 和良 
         

 
糸 井 康 彦 
     

     
尾立 弘史 
  

山 下 修 一     
椎 名 則 之     
小林喜與志     

安 全 衛 生      
 
委 員 会      

 
苅 谷 勇 雅     

 
甲 斐 隆 章     

 
森下佳代子 

 
菊地 吉郎 
          

 
甲斐 隆章 
          

 
笠原 雅人 
          

 
笹沼 いづみ
      

 
佐藤 篤史
       

椎 名 則 之     
小 杉 将 之     
福 嶋  偲     

人    事 
委 員 会      

瀧 澤 雄 三     森 夏樹、吉田 裕志、新井 一道、尾立 弘史、山下修一、椎名則之 

セクシュアル・     
ハラスメント      
防 止 委 員 会      

 
瀧 澤 雄 三     

 
森 夏樹、吉田 裕志、新井 一道、尾立 弘史、松島隆裕、山下修一                                

予    算 
委 員 会      

瀧 澤 雄 三     尾立 弘
史 

小野 雄一 小林 一光 
          

土田 英一 
          

伊藤 久夫 
          

胸 組 虎 胤 
     

本多 良政 山 下 修 一     
椎 名 則 之     

教育研究支援 
委 員 会      

瀧 澤 雄 三     中田 伸一、朱  勤、小林 幸夫、菊地 吉郎、小林 一光、 
椎名則之、出川強志 

発    明 
専門委員会      

小 林 幸 夫      小 林 一 光     
           

杉山 桂子 
        

山下  進 
        

北野 達也 
        

金野 茂男 
        

飯島 道弘 
       

本多 良政 椎 名 則 之     

点検評価対応      
 
委 員 会      

 
瀧 澤 雄 三     

森 夏樹、吉田 裕志、新井 一道、尾立 弘史、山下修一、椎名則之、小林喜與志 
 
高橋 純一、土田 英一 

自己点検評価      
 
専門委員会      

 
高 橋 純 一     

 
柴田 洋一、伊澤 悟、石原 学、渡邉 達男、糸井 康彦、佐藤 篤史、椎名 則之、小林  喜與志 

機関別認証評価      
 
専門委員会      

     
森  夏 樹     

 
胸組 虎胤、増淵  寿、鹿野 文久 

ＪＡＢＥＥ      
 
専門委員会      

 
土 田 英 一     

 
須甲 克也、伊澤  悟、鈴木 真ノ介、渡邉 達男、飯島 道弘、佐藤 篤史 

情報安全管理等       
          
委 員 会      

     
苅 谷 勇 雅     

朱 勤     
 
玉 木 正 一     

井手尾光臣、小林康浩、佐藤智一、吉広和晃、椎名則之、小林喜與志          （
支線管理者）三橋秀生、山下進、山田靖幸、久保和良、酒井洋、大島隆一         
     太田幸、土橋励、山口繁夫  

 

（出典：総務課人事係資料） 
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資料11-１-②-２：小山工業高等専門学校事務組織規程（既出：３-３-①-１） 

 
小山工業高等専門学校事務組織規程 

制 定 昭和40年４月１日 
最終改正 平成21年４月１日 

第１章 総則 
第１条 独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成15年10月１日制定）第12条及び小山工業高等専門学校学則（昭和40年４月１日
制定）第11条の規定に基づく小山工業高等専門学校事務組織及び事務分掌は、この規定の定めるところによる。 
第２章 事務組織 
第２条 事務部に総務課、学生課を置く。 
第３条 総務課に総務係、人事係、評価・地域連携係、図書情報係、財務係、用度係及び施設係を置く。 
第４条 学生課に教務係、学生係及び寮務係を置く。 
第５条 事務部に事務部長を置く。 
２ 事務部長は、校長の命を受けて事務部の事務を処理する。 
第６条 総務課及び学生課に課長を置く。 
２ 課長は、上司の命を受けその課の事務を処理する。 
第６条の２ 総務課及び学生課に課長補佐を置く。 
２ 課長補佐は、課長の命を受け課の事務を処理する。 
第６条の３ 総務課及び学生課に専門職員を置くことができる。 
２ 専門職員は、上司の命を受け高度の専門的知識又は経験を必要とする特定の分野の事務を処理する。 
第７条 係に係長又は主任を置く。 
２ 係長及び主任は、上司の命を受けその係の事務を処理する。 
第３章 事務分掌 
第８条 総務課長補佐（総務担当）は、次の事務をつかさどる。 

一 総務関係事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
二 中期計画・年度計画及び組織整備に関すること。 
三 その他総務関係所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 

２ 総務課長補佐（財務担当）は、次の事務をつかさどる。 
一 財務関係事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
二 収支予算計画に関すること。 
三 基準額以上の監査、内部監査・外部監査に関すること。 
四 その他財務関係所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 

３ 総務係においては、次の事務をつかさどる。 
一 学則その他諸規程の制定改廃に関すること。 
二 儀式及び他の係に属さない諸行事に関すること。 
三 公印（財務関係及び学生課の公印を除く。）の管守に関すること。 
四 会議に関すること。 
五 公文書の収受、発送に関すること。 
六 文書及び諸規則等の整理保存に関すること。 
七 日誌及び沿革史等の記録に関すること。 
八 秘書事務に関すること。 
九 渉外に関すること。 
十 電話交換その他電話の取扱いに関すること。 
十一 情報公開に関すること。 
十二 個人情報の保護に関すること。 
十三 事務が保有する電子ファイルの管理及び運用に関すること。 
十四 広報に関すること。 
十五 教職員の海外渡航に関すること。 
十六 校内の警備に関すること。 
十七 遺伝子組み換えＤＮＡに関すること。 
十八 総務担当職員及び教員の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
一九 国際交流推進室（学生課の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
二十 内地研究員並びに在外研究員及び国際化推進プログラムに関すること。 
二十一 公開講座に係る業務の支援及び連絡調整（評価・地域連携係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
二十二 情報安全管理等委員会に関すること。 
二十三 所掌事務に係る調査統計とその他諸報告に関すること。 
二十四 その他他の課の所掌に属さない事務を処理すること。 

４ 人事係においては、次の事務をつかさどる。 
一 教職員の任免、分限、懲戒及び服務に関すること。 
二 教職員の給与に関すること。 
三 教職員の定員及び級別定数に関すること。 
四 教職員の勤務評定に関すること。 
五 教職員の栄典及び表彰に関すること。 
六 教職員の団体に関すること。 
七 教職員の研修に関すること。 
八 教職員の退職手当に関すること。 
九 教職員の共済組合に関すること。 
十 教職員の災害補償に関すること。 
十一 教職員の人事記録に関すること。 
十二 非常勤教職員の任免、服務及び給与に関すること。 
十三 教職員宿舎の居住者選考に関すること。 
十四 財産形成貯蓄の事務に関すること。 
十五 教職員の衛生管理に関すること。 
十六 産業医に関すること。 
十七 教職員就業規則及び非常勤職員就業規則に関すること。 
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十八 総務担当職員及び教員の労働時間の補助業務に関すること。 
十九 教職員の身分証明等に関すること。 
二十 人事委員会に関すること。 
二十一 安全衛生委員会に関すること。 
二十二 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
二十三 レクリエーション委員会及び教職員の福利厚生に関すること。 
二十四 その他人事に関すること。 

５ 評価・地域連携係においては、次の事務をつかさどる。 
一 点検評価対応委員会、各種評価及び審査に関すること。 
二 科学研究費補助金及び各種法人等の補助金に関すること。 
三 民間等との共同開発、技術相談、共同研究、受託研究、受託試験の受入及び技術発表会等の産学連携事業に関すること。 
四 発明及び知的財産に関すること。 
五 地域連携に係る業務の支援及び連絡調整に関すること。 
六 公開講座及び生涯学習に関する企画及び立案（総務係の所掌に属するものを除く。） 
に関すること。 
七 生涯学習に関する企画、立案及び連絡調整に関すること。 
八 教育支援委員会に関すること。 
九 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十 その他評価・地域連携に関すること。 

６ 図書情報係においては、次の事務をつかさどる。 
一 図書館資料（以下「図書」という。）の選択及び収集に関すること。 
二 図書の契約及び支払決議に関すること。 
三 図書の分類、目録作成・編成及び装備、配架並びに整理に関すること。 
四 図書の受贈、交換及び除籍等に関すること。 
五 図書の閲覧、貸出及び保管に関すること。 
六 文献の相互利用、複写及び参考調査に関すること。 
七 研究紀要に関すること。 
八 著作権に関すること。 
九 図書情報センター運営委員会に関すること。 
十 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十一 その他図書情報に関すること。 

７ 財務係においては、次の事務をつかさどる。 
一 予算管理及び決算に関すること。 
二 財務関係規程等に関すること。 
三 監査に関すること。 
四 安全管理に関すること。 
五 防災に関すること。 
六 自動車の維持管理及び運行に関すること。 
七 寄附金に関すること。 
八 財務担当職員の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
九 予算委員会に関すること。 
十 財務会計システムに関すること。 
十一 債権の管理に関すること。 
十二 収入及び支出に関すること。 
十三 給与、旅費及び謝金の支払決議に関すること。 
十四 所得税及び住民税等の徴収に関すること 
十五 共済組合掛金の徴収及び給付金の支払に関すること。 
十六 寄附金、民間等との共同研究費、受託研究費、受託事業費、科学研究費補助金及び各種法人等の補助金の収支に関すること。 
十七 日本スポーツ振興センターの収支に関すること。 
十八 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十九 その他他の係の所掌に属さない財務関係事務に関すること。 

８ 用度係においては、次の事務をつかさどる。 
一 物品管理の総括調整に関すること。 
二 物件（図書及び営繕関係を除く。）の契約及び支払決議に関すること。 
三 物品の調達、出納、保管及び処分に関すること。 
四 物品の修理に関すること。 
五 電気、水道、ガス及び電話の料金に関すること。 
六 構内及び建物等の清掃に関すること。 
七 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
八 その他用度に関すること 

９ 施設係においては、次の事務をつかさどる。 
一 不動産の管理及び処分に関すること。 
二 営繕工事の企画、立案に関すること。 
三 営繕工事の予算資料作成に関すること。 
四 施設の計画及び整備に関すること。 
五 営繕工事の設計及び工事費の積算に関すること。 
六 営繕関係の契約及び支払決議に関すること。 
七 工事等に係る入札参加者選定に関すること。 
八 営繕工事の施工監督に関すること。 
九 土地、建物及び附帯施設の維持保存に関すること。 
十 教職員宿舎に関すること。 
十一 暖房用ボイラーの業務に関すること。 
十二 省資源、省エネルギーに関すること。 
十三 環境整備委員会に関すること。 
十四 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十五 その他施設に関すること。 

第９条 学生課課長補佐は、次の事務をつかさどる。 
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一 学生課事務の総括、連絡調整及び業務改善に関すること。 
二 専攻科の教育課程に関すること。 
三 専攻科生の入学、休学、復学、転学、退学及び修了に関すること。 
四 専攻科の授業及び試験に関すること。 
五 専攻科教育の実施状況等の審査に関すること。 
六 専攻科委員会に関すること。 
七 後援会に関すること。 
八 その他学生課所掌事務のうち、上司の命を受けた事項についての企画、調査及び連絡調整に関すること。 

２ 教務係においては、次の事務をつかさどる。 
一 本科の教育課程に関すること。 
二 本科生の入学、休学、復学、転学、退学及び卒業に関すること。 
三 本科の授業及び試験に関すること。 
四 指導要録に関すること。 
五 在学成績及び卒業等の証明に関すること。 
六 教科書及び教材に関すること。 
七 学生の校外研修及び専門研修に関すること。 
八 インターンシップに関すること。 
九 外国人留学生の受入及び教育に関すること。 
十 研究生及び聴講生に関すること。 
十一 外部からの学生支援に関すること。 
十二 教育改革の支援プログラムに関すること。 
十三 ＪＡＢＥＥの審査に関すること。 
十四 学生課職員及び非常勤講師の労働時間、休暇及び出張に関すること。 
十五 教務委員会に関すること。 
十六 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十七 その他他の係の所掌に属さない事務に関すること。 

３ 学生係においては、次の事務をつかさどる。 
一 学生の厚生補導（寮務係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
二 外国人留学生の厚生補導（寮務係の所掌に属するものを除く。）に関すること。 
三 学生の旅客運賃割引証及び通学証明書の発行に関すること。 
四 学生の諸願届に関すること。 
五 学生の集会、行事及び掲示に関すること。 
六 学生の奨学資金に関すること。 
七 入学料、授業料及び寄宿料の減免並びに徴収猶予に関すること。 
八 学生の健康管理及び安全保持に関すること。 
九 日本スポーツ振興センターに関すること。 
十 学生の団体活動、オリエンテーション、課外活動及び諸行事に関すること。 
十一 学生の進路に関すること。 
十二 学生食堂の管理運営に関すること。 
十三 学生の賞罰に関すること。 
十四 カウンセラーの労働時間に関すること。 
十五 教員の労働時間の補助業務に関すること。 
十六 学生委員会に関すること。 
十七 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十八 その他学生の厚生補導に関すること。 

４ 寮務係においては、次の事務をつかさどる。 
一 寄宿舎の管理運営に関すること。 
二 寄宿舎の諸経費に係る経理に関すること。 
三 入寮及び退寮に関すること。 
四 学寮における学生の厚生補導に関すること。 
五 学寮における外国人留学生の厚生補導に関すること。 
六 寮生の栄養指導及び衛生に関すること。 
七 教員の宿日直に関すること。 
八 寮務委員会に関すること。 
九 所掌事務に係る調査統計その他諸報告に関すること。 
十 その他寄宿舎に関すること。 

附 則 
この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料 11-１-②-３：安全に関する講習  

 
平成 21 年度 第３回 ものづくり教育研究センター運営委員会議事要旨 

 
日時：平成 21 年 10 月 29 日（木）14：00～ 
場所：ものづくりセンター内 技術室 
  
議題 
１．教員及び学生を対象とした講習会報告について 
○安全に関する講習：矢島 
 5/14（水）：田中（好）、田中（昭）、川村、西井、増淵 
 6/17（水）：小林（一）山崎、本多、朱、伊澤、市村、大島、西井 
 8/3（月）：山下（進） 
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○ロボコン学生向け講習会：矢島、生井、原田 
 7/1（水）Ｅ科１年生１５名、 7/15（水）Ｅ科１、2 年生８名 
○公開講座「ポンポン蒸気船を作ろう」：矢島、生井、原田 
 7/25（土）小、中学生 11 名 
○オープンキャンパス：矢島、生井、原田、古谷   9/27（日） 
 
２．補正予算での工作機械更新について 
 ＣＮＣ旋盤、ＣＮＣフライス盤、汎用旋盤、横フライス盤、鍛造・鋳造用設備が更新されることとなった。汎用旋
盤４台、鍛造・鋳造用設備は契約済。 
３．その他 
○工陵祭期間中の 10/31（土）、11/1（日）はＭ科専門企画でＮＣ機械を使用するので、センター職員１名が出勤して
対応する。11/3（火）は出ない予定。 

 

（出典：ものづくり教育研究センター運営委員会議事要旨） 

 

資料 11-１-②-４：事務職員・技術職員の人事交流状況 
 
 

事務職員・技術職員の人事交流状況 
 
  平成１９年度 

 
     転   出   者   名 

 
     受  入  れ  者  名 

 
（事務職員） 
 
○大 野 和 隆（宇都宮大学へ） 

 
（事務職員） 
 
○髙 山 敬 行（宇都宮大学から） 
 
○押 田 隆 三（宇都宮大学から）    
 
○輕 部 仁 美（宇都宮大学から）    

 
 
  平成２０年度 

 
     転   出   者   名 

 
     受  入  れ  者  名 

 
（事務職員） 
 
○本 橋 宜 久（宇都宮大学へ） 
 
○川 島 則 子（宇都宮大学へ）    
 
○泉 山 隼 人（宇都宮大学へ）    
 
○髙 山 敬 行（宇都宮大学へ）    
 
（技術職員） 
 
○中 澤   剛（群馬大学へ） 

 
（事務職員） 
 
○宇津木 崇 史（宇都宮大学から） 
 
○太 田   幸（宇都宮大学から） 
 
○根 津 宏 毅（宇都宮大学から） 
 
○本 多 亮 介（筑波大学から） 

 
 
  平成２１年度 

 
     転   出   者   名 

 
     受  入  れ  者  名 

 
（事務職員） 
 
○関   由美子（宇都宮大学へ） 
 
（技術職員）                        
                                    
○木 下   淳（東京農工大学へ）      

 
（事務職員） 
 
○篠 原 和 弘（宇都宮大学から） 
 
 
 
      

 
  

（出典：総務課人事係資料） 

 

（評価結果）  

  本校では、管理運営に関する各委員会及び事務組織が規程の定めるところにより組織されており、

それぞれが適切に役割を分担し、共通の理解を持ちながら効果的に活動をしていると判断される。 
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11-１-③： 管理運営の諸規定が整備されているか。 

（状況）  

本校の管理運営に関しては、学内規程において定められており、主要な校務の処理手続きについ

て明らかにされている。さらに、この規程に基づいた各委員会の規程も定められており、これらの

規程を、本校のホームページに掲載し、教職員が常に参照しながら業務を進められるようにしてい

る（資料 11-１-③-１）。 

これらの規程は、平成 16 年４月の独立行政法人国立高等専門学校機構設立時、及び平成 18 年４

月の事務組織の再編時に、大幅な見直しが行われているが、その後も随時制定又は改廃を行ってい

る。制定又は改廃の必要が生じた時には、学科会議等を経て所掌する委員会で十分に審議され、運

営会議において審議された後に決定される。決定後は「校報」に掲載することにより全教職員への

周知が図られている（資料 11-１-③-２）。 

 

資料11-１-③-１：小山工業高等専門学校学内規程集 

 

小山工業高等専門学校学内規程集 

       第１章  学   則 
◯ 小山工業高等専門学校学則  

         第２章  組 織・運 営 
◯ 小山工業高等専門学校事務組織規程 
◯ 小山工業高等専門学校総務会議規程 
◯ 小山工業高等専門学校運営会議規程 
◯ 小山工業高等専門学校専攻科運営規則 
◯ 小山工業高等専門学校判定会議規程 
◯ 小山工業高等専門学校教職員会議規程 
◯ 小山工業高等専門学校企画室規則 
◯ 小山工業高等専門学校地域連携室規則 
◯ 小山工業高等専門学校広報室規程 
◯ 小山工業高等専門学校入学者対策室規程 
◯ 小山工業高等専門学校教育改善推進室規程 
◯ 小山工業高等専門学校進路支援室規程 
◯ 小山工業高等専門学校学生支援室規則 
◯ 小山工業高等専門学校キャンパス安全管理室規程 
◯ 小山工業高等専門学校教育研究技術支援部規則 
◯ 小山工業高等専門学校技術室規程 
◯ 小山工業高等専門学校国際交流推進室規則 
◯ 小山工業高等専門学校参与会規程 

         第３章  委 員 会 
◯ 小山工業高等専門学校教務委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校学生委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校寮務委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校専攻科委員会規則 
◯ 小山工業高等専門学校図書情報センター運営委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター運営委員会細則 
◯ 小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター運営委員会細則 
◯ 小山工業高等専門学校ものづくり教育研究センター運営委員会細則 
◯ 小山工業高等専門学校教育研究技術支援部運営委員会細則 
◯ 小山工業高等専門学校環境整備委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校国際交流推進室運営委員会細則 
◯ 小山工業高等専門学校安全衛生委員会規則 
◯ 小山工業高等専門学校人事委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校予算委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校教育研究支援委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校発明専門委員会細則 
◯ 小山工業高等専門学校JABEE専門委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校情報安全管理等委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校情報公開委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校外部評価委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校点検評価対応委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校自己点検評価専門委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校機関別認証評価専門委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校施設の有効活用に関する専門委員会規程 
◯ 小山工 業高等専門学校組換えＤＮＡ実験安全委員会規則 
◯ 小山工 業高等専門学校懲戒等審査委員会規則 
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       第４章  総 務・人 事 
◯ 小山工業高等専門学校文書取扱規程 
◯ 小山工業高等専門学校法人文書管理規程 
◯ 小山工業高等専門学校情報公開取扱要項 
◯ 小山工業高等専門学校公印規則 
◯ 小山工業高等専門学校教職員服務規程 
◯ 小山工業高等専門学校に労働する教職員の休日及び労働時間の割振り等に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校教員選考規則 
◯ 小山工業高等専門学校安全衛生管理規程 
◯ 小山工業高等専門学校におけるセクシュアル・ハラスメントの防止に関する規則 
◯ 小山工業高等専門学校教員選考委員会規程 
◯ 小山工業高等専門学校名誉教授称号授与規程 
◯ 小山工業高等専門学校点検評価規程 
◯ 小山工業高等専門学校における民間等との共同研究取扱規程 
◯ 小山工業高等専門学校受託研究取扱規程 
◯ 小山工業高等専門学校受託試験取扱規程 
◯ 小山工業高等専門学校発明規程 
○ 小山工業高等専門学校組換えＤＮＡ実験安全管理規程 
◯ 小山工業高等専門学校内地研究員規則 
◯ 小山工業高等専門学校教職員表彰規則 
○ 点検・価項目に対するエビデンス及び作成･収集・保管等に関する取扱要項 
       第５章  総 務（財 務） 
◯ 小山工業高等専門学校会計機関の補助者の指定に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校契約事務処理基準 
◯ 小山工業高等専門学校寄附金取扱規程 
◯ 小山工業高等専門学校所属不動産管理規則 
◯ 小山工業高等専門学校施設使用規則 
◯ 小山工業高等専門学校防災管理規程 
◯ 小山工業高等専門学校自衛消防隊組織要領 
◯ 小山工業高等専門学校事務情報化推進要項 
◯ 小山工業高等専門学校事務用電子計算機業務処理要項 
◯ 小山工業高等専門学校における購入物品の機種選定に関する取扱要項 
◯ 小山工業高等専門学校における大型設備の調達に係る仕様策定等に関する取扱要項 
◯ 小山工業高等専門学校エックス線障害防止管理規程 
◯ 小山工業高等専門学校放射線障害予防に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校毒物及び劇物取扱要項 
◯ 小山工業高等専門学校施設の有効活用に関する要項 
◯ 小山工業高等専門学校排水管理要項 
◯ 小山工業高等専門学校科学研究費補助金経理事務取扱規程 
◯ 小山工業高等専門学校敷地使用基準  
       第６章  教 務・学 生 
◯ 小山工業高等専門学校学生準則 
◯ 小山工業高等専門学校外国人留学生規程 
◯ 小山工業高等専門学校研究生規程 
◯ 小山工業高等専門学校聴講生規程 
◯ 小山工業高等専門学校特別聴講学生規程 
◯ 小山工業高等専門学校科目等履修生規程 
◯ 学業成績の評価並びに学年課程修了及び卒業の認定に関する規程 
◯ 学業に関する取扱要項 
◯ 小山工業高等専門学校専攻科の授業科目の履修等に関する規程 
◯ 資格取得に係わる単位認定に関する規程 
◯ インタ－ンシップに係わる単位認定に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校実務研修要項 
◯ 大学、他高専における履修に係わる単位認定に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校留学規則 
◯ 小山工業高等専門学校入学料の免除等に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校授業料免除及び徴収猶予に関する規程 
◯ 小山工業高等専門学校体育施設運営規則 
◯ 小山工業高等専門学校体育施設使用手続要領 
◯ 小山工業高等専門学校合宿研修施設使用規程 
◯ 自動車等による通学に関する規則 
       第７章  学   寮 
◯ 小山工業高等専門学校学寮規則 
◯ 小山工業高等専門学校教員学寮宿日直規程 
◯ 小山工業高等専門学校学寮宿日直教員勤務要領 
◯ 学寮防災避難要領 
◯ 小山工業高等専門学校寄宿料免除に関する規程 
       第８章  図書情報センター 
◯ 小山工業高等専門学校図書情報センター規程 
◯ 小山工業高等専門学校図書情報センター一般開放実施要項 
◯ 小山工業高等専門学校研究紀要投稿要項 
       第９章  情報センター・ものづくりセンター・共同センター 
◯ 小山工業高等専門学校情報科学教育研究センター規則 
◯ 小山工業高等専門学校情報ネットワーク室運営細則 
◯ 小山工業高等専門学校ものづくり教育研究センター規則 
◯ 小山工業高等専門学校ものづくり教育研究センター利用規程 
◯ 小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則 
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◯ 小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター利用規程 
       第10章 学 生 会・寮 生 会 
◯ 小山工業高等専門学校学生会規約 
◯ 小山工業高等専門学校学生会本部室使用細則 
◯ 小山工業高等専門学校寮生会規約 

(出典：小山高専ＨＰ) 

 

資料 11-１-③-２：小山高専校報 

 

 
 

（出典：小山高専校報 132 号表紙） 

 

（評価結果）  

本校では、諸規程は必要事項を網羅する形で十分に整備されており、不断に見直しを加えて、必

要に応じた規程の制定及び改廃も行われている。また、「小山高専校報」により全教職員への周知

徹底も図られていることから、管理運営の諸規程整備に関して問題はない。 

 

11-２-①： 外部有識者の意見が適切な形で管理運営に反映されているか。 

（状況）  

  本校では、学校運営に関し、外部の有識者により多面的な審議を行うため、参与会を置いている。 

参与会は、本校側からの事項説明の後、それについての質疑応答を経て提言を行っている。参与 

会の詳細については「小山工業高等専門学校参与会規程」において定められている（資料11-２- 

①-１）。 

  また、本校の教育研究活動及び学校運営全般の改善に資することを目的として、外部評価委員会 

を置いている。外部評価委員会の詳細については「小山工業高等専門学校外部評価委員会規程」に 

おいて定められており（資料11-２-①-２）、当該委員会の評価は関係委員会及び運営会議に報告 
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され必要に応じて審議され、管理運営の改善及び見直しに反映されている（資料11-２-①-３，４）。 

 

資料 11-２-①-１：小山工業高等専門学校参与会規程 
 

小山工業高等専門学校参与会規程 
 （目的） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、本校の学校運営に関し、外部の有識者により多面的な審議を行うため、
小山工業高等専門学校参与会（以下「参与会」という。）を置く。 
 （組織） 
第２条 参与会は、参与を以て組織する。 
２ 参与は、本校の教職員以外の者で高等専門学校に関し広くかつ高い識見を有する者のうちから、校長が委嘱する。 
３ 参与の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合の後任の参与の任期は、前任者の残任期間とする。    
 （任務） 
第３条 参与会は、次に掲げる事項について、校長の諮問に応じて審議し、及び校長に対して助言又は勧告を行う。 
 一 本校の教育研究上の目的を達成するための基本的な計画に関する重要事項 
  二 本校の教育研究活動等の状況に関する重要事項 
 三 その他本校の運営に関する重要事項 
 （参与会の招集及び議長） 
第４条 参与会は、校長が招集する。   
２ 参与会に議長を置き、参与の互選により定める。 
３ 議長に事故あるときは、あらかじめ議長が指名する参与が、その職務を代行する。 
 （参与会の成立） 
第５条 参与会は、参与の過半数の出席をもって成立する。 
（事務） 
第６条 参与会に関する事務は、総務課が行う。 
（補則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、参与会に関し必要な事項は、別に定める。 
      附 則 
１  この規程は、平成１６年１２月１日から施行する。 
２ 小山工業高等専門学校外部評価実施要項（平成１２年７月１２日制定）は廃止する。 
   附 則 
 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料 11-２-①-２：小山工業高等専門学校外部評価委員会規程 
 

小山工業高等専門学校外部評価委員会規程 
 （目的） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）の教育研究活動及び学校運営全 般の改善に資することを目

的として学外有識者による評価を実施するため、小山工業高等専門学校外部評価委員会（以下「委員会」という。）を置き、必要
な事項を定めるものとする。 

 （組織） 
第２条 委員会は、委員若干名を以て組織する。 
２ 委員会の委員は、本校の教職員以外の者で高等専門学校に関し広くかつ高い識見を有する者のうちから、校長が委嘱する。 
３ 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 
４ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
 ただし、欠員が生じた場合の後任の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 （評価事項） 
第３条 委員会は、次に掲げる事項を評価する。 
 一 本校の教育理念及び目標等に関すること。 
 二 カリキュラムの編成、教育指導及び教授方法のあり方、その他の教育活動に関すること。 
 三 学生生活及び学校行事のあり方に関すること。 
 四 学寮生活に関すること。 
 五 研究活動に関すること。 

六 施設設備に関すること。 
 七 国際交流に関すること。 
 八 生涯学習及び社会連携に関すること。 
 九 学校運営に関すること。 
 十 自己点検・評価体制に関すること。 

十一 その他委員会が必要と認める事項 
 （評価及び報告） 
第４条 委員会は、資料による調査のほか、ヒアリング、実地調査等により評価を行う。 
２ 委員会は、評価報告書を作成し公表する。 
 （事務） 
第５条 委員会に関する事務は、総務課が行う。 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料 11-２-①-３：小山高専平成 19 年度外部評価報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：小山高専平成 19 年度外部評価報告書） 

 

資料 11-２-①-４：平成 18 年度第１回小山工業高等専門学校参与会議事要旨 

 

（出典：平成 18 年度第１回小山工業高等専門学校参与会議事要旨） 
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（評価結果）  

  本校では、外部からの意見を取り入れるための規程が整備されており、外部有識者の意見が適切 

に管理運営に反映されていると判断する。 

 

11-３-①： 自己点検・評価及び第三者評価が高等専門学校の活動の総合的な状況に対して行われ，

かつ，それらの評価結果が公表されているか。 

（状況）  

  本校では、自己点検・評価を規定する「小山工業高等専門学校点検評価規程（以下「点検評価規 

程」という。）」（資料11-３-①-１）が整備されており、点検評価規程に「小山工業高等専門学校 

点検評価委員会」に係る事項が定められている。点検及び評価の結果は３年を越えない範囲で取り 

纏め、報告書として公表され、本校の充実・発展に活用するとなっている。点検評価規程に基づく 

直近の自己点検・評価は、平成19年６月に独立行政法人大学評価・学位授与機構による平成19年高

等専門学校機関別認証評価に合わせて小山高専自己評価書として纏めた（資料11-３-①-２）。 

 また、準学士課程４、５年及び専攻科課程１、２年の４年間を一つのカリキュラムとして設定し

た複合工学系プログラムを平成17年度にJABEE（日本技術者教育認定機構）に認定申請、平成19年度

に中間審査申請し、それぞれJABEE認定基準に適合していると認定された（資料11-３-①-３）。 

 

資料 11-３-①-１：小山工業高等専門学校点検評価規程 
 

小山工業高等専門学校点検評価規程 
制 定 平成20年４月１日 

（趣旨） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）が、本校の教育研究水準の向上を図り、かつ、本校の目的

及び社会的使命を達成するため、学校教育法に基づく点検及び評価並びに認証評価、外部からの点検及び評価並びに
日本技術者教育認定機構による技術者教育プログラムの審査等（以下「点検及び評価等」という。）の実施に関し、
必要な事項を定めるものとする。 
（委員会） 

第２条 本校の点検及び評価等を円滑に実施するために、点検評価対応委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会に関して必要な事項は別に定める。 

（点検及び評価事項等） 
第３条 点検及び評価等の事項及び実施については、委員会が別に定める。 

（点検評価結果の対応） 
第４条 校長は、点検及び評価等の結果について委員会に検証させるとともに、教育研究等の改善にこれを反映させ

るものとする。 
２ 校長は、前項の検証結果に基づき、特に改善が必要と認められるものについては、関連する委員会等にその改善

策の検討を付託する。 
（雑則） 

第５条 この規程に定めるもののほか、点検及び評価等に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 
附 則 

１ この規程は、平成20年４月１日から施行する。 
２ 小山工業高等専門学校点検評価規程(平成10年４月22日制定)は、廃止する。 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料 11-３-①-２：高等専門学校機関別認証評価 表紙及び認定証 

 

（出典：平成 19 年高等専門学校機関別認証評価及び認定書） 

 

資料 11-３-①-３：ＪＡＢＥＥ認定基準 認定証及び中間審査認定書 

                          

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ａ）2005 年度認定証           ｂ）2007 年度中間審査認定書 

（出典：JABEE 認定基準 認定証） 
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（評価結果） 

本校では、点検評価規程に基づき、各実施主体が事項、点検項目毎に自己点検・評価を継続的に 

実施しており、結果については本校教職員に周知する外、ホームページに掲載し学外者が常時閲覧

可能となっている。 

 このことから、本校の自己点検・評価及び結果の公表については問題ない。 

 

11-３-②： 評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改善に結び付け

られるようなシステムが整備され，有効に運営されているか。 

（状況）  

 本校の自己点検・評価及び外部評価等の第三者評価の結果は公表されており、その結果について

改善策が必要な事項については各委員会等において検討されている（既出：資料11-２-①-３、４）。 

また、運営会議では各委員会等での検討結果の報告を受け、運営会議の主宰者である校長の下、

学校の活動全般に関する事項に対して改善を行っている（資料11-３-②-１）。 

 

資料11-３-②-１：教育点検システム及び改善システムの流れ 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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（評価結果） 

本校では、評価結果を各委員会等にフィードバックしており、学校の目的の達成のための改善に

結び付けられるシステムがあり、有効に運営されている。 

 

（２）「11章 管理運営」の自己評価の概要 

本校では、学校の目的を達成するため、校長の下、副校長、校長補佐、運営会議及び各委員会等の

役割が諸規程等で明確に定められている。管理運営に関する意思決定のための審議は各部署の責任者

で構成される運営会議で行われ、主宰者である校長のリーダーシップの下に迅速に判断・決定が行わ

れている。管理運営に関する事項を検討するための各委員会及び事務組織も整備されており、学校運

営に関し、全教職員が共通の理解を持ちながら適切に役割を分担している。 

 一方、外部からの意見を取り入れるためのシステムとして参与会及び外部評価委員会があり、それ

らの提言が管理運営に適切に反映されている。また、本校の教育水準の向上を図り、かつ、学校の目

的を達成するための自己点検・評価は、適切に行われている。その評価結果をホームページ等に公表

し、各委員会等にフィードバックして学校の目的の達成のための改善に結び付けられている。 
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12章 研究活動 

（１）分析 

12-1-①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備され，

機能しているか。 

（状況） 

 本校における研究活動の目標に関しては中期計画に詳細に規定され、次の３つの項目を重点的に

点検評価している（資料12-１-①-１）。 

１）学内・学校間研究の促進とそのための研究体制の整備 

２）地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促進とそのための体制整備 

３）研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促進とそのための体制整備 

これら３つの目標を中心に、一般科と専門学科の全教員はそれぞれの分野で研究テーマを定めて研

究活動を行っている。その一例として機械工学科の研究分野一覧を示す（資料 12-１-①-２）。専

門学科における教員の博士号取得率は 83％である。また、平成 11 年度に、３専攻（電子システム

工学専攻、物質工学専攻、建築学専攻）からなる専攻科が設置されて以来、学生による研究活動へ

の参加が飛躍的に増加していることを踏まえて、「教員研究」「特別研究（専攻科課程）」「卒業

研究（準学士課程）」の位置づけを明確にした（資料 12-１-①-３）。 

 本校では、多くの他高専に比べてかなり早い時期の昭和 56 年度に、学内共同利用教育研究施設

として「工業安全教育研究センター（旧称）」が設立された。その主な目的は、当時地元企業など

の事故に対する関心の高まる中、従来各学科で実施されていた教育研究を学際的に取り上げて設備

を整備し、工業安全に関する共同教育研究の場を与えるとともに、地元企業などへの助言の充実を

図ることである。その活動方針として、(1) 学科の枠を超えた広範囲の教育・研究、(2) 材料に関

する安全技術の促進、(3) 地元企業へのアドバイス、を掲げて活発に教育研究活動が行われてきた。

その後、地域への貢献、地域と連携した共同研究などの推進を積極的に推し進めることに主眼を移

し、名称を平成 15 度年に「地域共同開発センター」、平成 20 年度には「地域連携共同開発センタ

ー」（以下「共同センター」という。）と改め、内容は工業安全に関する分野に限らず幅広いテー

マで活発な活動が継続されている。本校ホームページに掲載された共同センターの案内を示す（資

料 12-１-①-４）。 

 共同センターでは、教育研究活動が円滑に実施出来るよう支援するために、その組織・業務内容

などの規則を定めている：「共同センター規則」（資料 12-１-①-５）、「共同センター運営委員

会細則」（資料 12-１-①-６）、「共同センター利用規程」（資料 12-１-①-７）。共同センター

には充実した精密設備が設置され（資料 12-１-①-８）、各設備についての詳しい知識を有する教

員を「共同センター員」として配置し（資料 12-１-①-９）、設備の維持管理と共に初めての利用

者に対して使用法の指導を行う等、設備の円滑な利用に努めている。また、共同センターの設備を

利用した校内の共同研究を推進するために、プロジェクト研究（資料 12-１-①-10）を実施してい

る。設立当初の昭和 57 年度におけるプロジェクト数６件に対して、平成 21 年度は 18 件とプロジ

ェクト研究が活発に行われてきている。また、共同センターの設備を利用した卒業研究・特別研究

も多数行われている（資料 12-１-①-11）。 

 平成 13 年度には「広く社会に貢献し支持される高等教育機関」を目指して「地域連携室」が設

置された。平成 19 年の教育基本法の改正により、産学連携・地域貢献は高専が果たすべく重要役

割であることが明確にされ、平成 20 年度より地域連携室は地域共同開発センターと統合し、新た

に「地域連携共同開発センター」として組織再編された。その運営については、地域連携共同開発
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センター長を中心に、地元企業からの技術相談、企業等との共同研究・受託研究・受託試験を積極

的に進めると共に、公開講座の開催、各種イベントへの参加、出前授業等の実施を通じて地域貢献

の推進を図っている（資料 12-１-①-12）。 

平成 16 年度に文部科学省から全国高専では初となる産学官連携コーディネーターが本校に配置

されて以来、共同センターの活動が一層活発になっている（資料 12-１-①-13）。具体的活動内容

の１つとして、本校における研究内容を紹介した「研究シーズ集」を作成し（資料 12-１-①-14）、

産学官交流会（資料 12-１-①-15）において配付するなど、本校教員の研究と地域社会におけるニ

ーズとのマッチングを行っている。この「研究シーズ集」は、冊子に加え平成 21 年度よりＷｅｂ

版を作成しホームページを通じて社会に公開されている（既出：資料 12-１-①-14）。 

 校内における研究費の支援については、教育研究活動を活性化する目的で平成 13 年度より競争

原理を導入して、平成 21 年度は 1000 万円の予算を重点配分経費として教育研究費に充て、ヒアリ

ングを行って配分している（資料 12-１-①-16）。 

 平成 18 年度には、中国重慶大学と教育・学術に関する交流協定を締結し、学校間の研究協力体

制が国内のみならず海外へも拡大してきている（資料 12-１-①-17）。 

平成 19 年度には、宇都宮大学と教育研究上の交流･連携に関する協定を締結している（資料 12-

１-①-18）。 

 

資料 12-１-①-１：本校における研究活動に関する目標 

 
高専が実践技術者の育成機関であることを踏まえ、学際領域、独創的な研究を企画実施し、教員の能力の向

上を図り、かつ、卒業研究の課題として学生の技術的教育の一環として位置づける。また、研究成果を教育に
反映し、地域を始めとする社会に還元できるよう努力する。 
１）学内・学校間研究の促進とそのため研究体制の整備 
２）地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促進とそのための体制整備 
３）研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促進とそのための体制整備 

 

（出典：平成 21 年小山高専中期計画） 

 

資料 12-１-①-２：教員の研究分野一覧（例：機械工学科） 

 

職 名 学 位 氏  名 研究分野 主な研究テーマ 
平成 21年度 

担当科目 

特 任 

教 授 
工学士 猪瀬 善郊 強度設計 機構設計応用 

機械製図 

機械設計法Ⅰ 

教 授 工学博士 菊地 吉郎 バイオメカ 
生物の運動を模擬する移動体の製作研
究 

熱力学、熱機関 
機械設計製図Ⅲ 

教 授 工学博士 高島 武雄 伝熱工学 蒸気爆発に関する研究 
伝熱工学 

機械設計法Ⅱ 

熱移動論 

教 授 工学博士 小林 一光 
メカトロニク

ス 
超磁歪素子を使った高速アクチュエー
タの研究 

電子工学概論 
電気工学概論 

機械設計製図Ⅲ 

教 授 
博士 
(工学) 

朱   勤 
非線形振動・制

御 
非線形システムに発生するカオス振動
と制御 

機械力学、制御工学 
力学特論 

准教授 
博士 

(工学) 
田中 好一 機械工作 

アーク溶接時に発生するスパッタに関

する研究 

機械工作法 
工作実習 
技術論 
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准教授 工学修士 山下  進 計算力学 異材接合体の応力解析 
情報処理、数値解析 

計算力学 

准教授 
博士 

（工学） 
伊澤  悟 材料強度学 

ショットピーニングステンレス鋼ＳＥ
ＮＢ試験片の疲労特性 

材料力学 
塑性力学 

准教授 
博士 
(工学) 

北條 恵司 機械材料学 
セラミックスの酸化挙動およびき裂治
癒 

材料学 
材料強度学 

准教授 
博士 
(工学) 

増淵  寿 流体工学 
振動する平板まわりの流れに関する研
究 

水力学、工業数理、 
流体力学 

講 師 
博士 
(工学) 

川村 壮司 破壊力学 
き裂および切欠き材の強度評価パラメ
ータ決定手法に関する研究 

材料力学演習 

機械設計製図Ⅰ 
CAE・CAE演習 

助 教 
博士 
(工学) 

山崎 敬則 制御工学 工作機械の運動制御 

工業力学 

応用物理 
現代制御理論 

  

（出典：平成 21 年度総務課人事係資料） 

 

資料 12-１-①-３： 本校における研究活動の指針 

 

＜小山高専における研究活動の指針＞ 

「教員研究」 

教員の研究活動は、学生に対する教育の質の向上と、専門分野における教員自身の教育研究に対する資質の

向上を目的として実施する。各教員はそれぞれの個性を活かした次のような内容の研究に携わる。 

ａ）教育方法・改善に関する研究 

ｂ）実用化に近いシーズ研究 

ｃ）地域産業に関連する技術に関する研究 

ｄ）学術的な基礎研究 

これらの研究について、その成果を学術講演会での発表や学術論文として公表することに努める。 

 

「特別研究」（専攻科課程における研究） 

指導教員の元で、高度な技術的内容の教員研究に参加させることにより、研究計画の立案から実施、取り纏

めまでを系統的に体得するように指導する。更に、研究対象の実験的検証・理論的解析法・評価方法を修得す

ることにより、研究の目的と方法および結果をより明確に把握し、成果を論文形式にまとめるところまで指導

する。基礎的知識を実践的研究に発展させる過程の中で、独創性・積極性・リーダーシップを身につけ、得ら

れた成果を学内での発表（中間発表・本発表）に加え、学外で発表することを目標にプレゼンテーション能力

を養う。 

 

「卒業研究」（準学士課程における研究） 

各学科で４年間学修した内容を基礎に、配属された研究室において指導教員から与えられた課題を個人ある

いは複数で研究を行う、準学士課程教育の集大成科目と位置づける。教員とのゼミナールなどを通して、研究

課題の意義、研究手法及びその実施に関する指導を受けると同時に結果の評価・分析などについて自学自習を

重ねて、実践的技術者としての問題解決能力を養う。その主な目的は、工学上の諸課題についての研究の進め

方、論文のまとめ方、発表の方法などの修得である。 

（出典：平成 21 年度小山高専中期計画） 
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資料 12-１-①-４：地域連携共同開発センターの案内 

 

 

共同センター本館正面写真 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料 12-１-①-５：地域連携共同開発センター規則 

 
小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則 

制 定 平成 20 年 4 月 1 日 
最終改正 平成 20 年 10 月１日 

（設置） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）に、産学官連携の拠点及び学内共同利用教育研究施設
として、本校における教育･研究並びに地域企業等との共同研究や技術交流等を推進するとともに、地域との連
携活動を通して地域社会に貢献するために、地域連携共同開発センター（以下「センター」という。）を置
く。 
（業務） 
第２条 センターにおいては、次に掲げる業務を行う。 

一 産学官連携に関すること。 
二 地域企業等との技術相談に関すること。 
三 共同研究、受託研究及び受託試験の実施に関すること。 
四 地域企業等と連携した共同教育の促進支援に関すること。 
五 学内共同研究の推進に関すること。 
六 公開講座に関すること。 
七 地域の教育文化活動及び生涯学習活動等の支援に関すること。 
八 センターの施設・設備の管理運営に関すること。 
九 その他センターが必要と認めたもの 

（部門） 
第３条 センターに業務遂行のための組織として、次の部門を置く。 

一 産学官連携部門 
二 研究開発部門 
三 教育文化活動支援部門 

（センター長） 
第４条 センターに、地域連携共同開発センター長（以下「センター長」という。）を置き、本校専任教員のう
ちから校長が任命する。 
２ センター長は、第２条の業務を掌理する。 
３ センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残
任期間とする。 
（部門長） 
第５条 第３条に定める部門ごとに部門長を置く。 
２ 部門長は、本校専任教員のうちから、校長が任命する。 
３ 部門長は、当該部門の業務を統括する。 
４ 部門長の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期
間とする。 
（センター員） 
第６条 センターの業務を円滑に行うために、次の各号に掲げる地域連携共同開発センター員（以下「センター
員」という。）を置く。 

一 各学科から各２名 
二 一般科から２名 
三 総務課長 
四 評価・地域連携係長 
五 教育研究技術支援部技術長 
六 教育研究技術支援部技術室第３グループ長 
七 その他校長が必要と認めた者 

２ センター員は、第２条に定める業務の企画立案及びその業務の遂行にあたる。 
３ センター員の所属部門は、センター長が別に定める。 
４ センター員は、校長が任命する。 
５ 第１項第１号、第２号及び第７号のセンター員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた
場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
（センター職員） 
第７条 センターに、センター担当の技術職員（以下「センター職員」という。）を置く。 
２ センター職員は、センター長の指示を受けて第２条の業務を遂行する。 
（設備担当者） 
第８条 センター設備の安全運用及び保全管理を行うために設備ごとに設備担当者を置く。 
２ 設備担当者は、本校の専任教員のうちからセンター長が依頼する。 
（運営委員会） 
第９条 センターの運営に関する重要事項を審議するため、小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター運
営委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会に関し必要な事項は、別に定める。 
（事務） 
第１０条 センターに関する事務は、総務課及び教育研究技術支援部の技術室第３グループが協力して行う。 
（雑則） 
第１１条 センターの利用に関し必要な事項は、別に定める。 
附 則 
１ この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 
２ 小山工業高等専門学校地域共同開発センター規則（平成 15 年４月１日）は廃止する。 
３ 小山工業高等専門学校地域連携室規則（平成 13 年５月１日）は廃止する。 
附 則 

この規則は、平成 20 年 10 月１日から施行する。 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料 12-１-①-６：共同センター運営委員会細則 

 
小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター運営委員会細則 
 制 定 平成 20 年４月１日 

最終改正 平成 20 年 10 月１日 
（趣旨） 
第１条 この細則は、小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則（平成 20 年４月１日制定）（以下
「規則」という。）第９条第２項の規定に基づき、地域連携共同開発センター運営委員会（以下「委員会」と
いう。）の組織及び運営について定める。 
（組織） 
第２条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

一 地域連携共同開発センター長(以下「センター長」という。) 
二 規則第５条に規定する各部門長（以下「部門長」という。） 
三 規則第６条に規定するセンター員のうち、各学科及び一般科の専任教員各１名 
四 総務課長 
五 教育研究技術支援部技術長 
六 教育研究技術支援部技術室第３グループ長 
七 その他校長が必要と認めた者 

２ 前項第３号及び第７号の委員は、校長が任命する。 
３ 前項の委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。ただし、欠員を生じた場合の後任者の任期は、前任者の
残任期間とする。 
（委員長及び会議の開催） 
第３条 委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる。 
２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 
３ 委員長に事故があるときは、委員長の指名する部門長がその職務を代行する。 
４ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させることができる。 
（審議事項） 
第４条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

一 センターの管理・運営の基本方針に関すること。 
二 センターにおいて行う業務の企画立案及び実施計画に関すること。 
三 地域企業等他の機関とセンターとの連携協力に関すること。 
四 センターに係る規則、規程、細則等に関すること。 
五 その他センター長が必要と認めたこと。 

（委員会の事務） 
第５条 委員会に関する事務は、総務課及び教育研究技術支援部技術室第３グループが協力して行う。 
附 則 
１ この細則は、平成 20 年４月１日から施行する。 
２ 小山工業高等専門学校地域共同開発センター運営委員会細則（平成 15 年４月１日制定）は廃止する。 
附 則 

この細則は、平成 20 年 10 月１日から施行する。 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料 12-１-①-７：共同センター利用規程 

 
小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター利用規程 

制 定 平成 20 年４月１日 
（趣旨） 
第１条 この規程は、小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則(平成 20 年４月１日制定)第 11 条の
規定に基づき、地域連携共同開発センター(以下「センター」という。）の利用に関し、必要な事項を定める。 
（利用資格） 
第２条 センターを利用することができる者は、次のとおりとする。 

一 本校の教職員 
二 本校の学生 
三 本校と共同研究などを行う民間企業等の研究員 
四 その他地域連携共同開発センター長（以下「センター長」という。）が小山工業高等専門学校地域連携共

同開発センター運営委員会（以下「委員会」という。）の議を経て適当と認めた者 
（利用の日時） 
第３条 センターを利用できる日及び時間は、次のとおりとする。 

一 利用できる日 月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 
号）に規定する休日及び年末年始（12 月 28 日から翌年の１月４日まで）を除く。） 

二 利用できる時間 ８時 30 分から 17 時まで 
２ 前項の規定にかかわらず、センター長は、特に必要と認めたときは、利用日時を変更することができる。 
（施設等の利用手続） 
第４条 センターの施設及び設備を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、あらかじめ別紙様式に
定める事項を記入し、センター内の技術管理室に提出しなければならない。 
（利用申請者） 
第５条 センターの施設及び設備の利用に関する申請者は、第２条第１号及び第３号に定める者とする。ただ
し、プロジェクトとして許可された者は、年度当初に申請することにより当該年度内は、利用ごとの申請を省
くことができる。 
（経費負担等） 
第６条 センターの設備の利用に係る経費は、原則として利用者の負担とする。 
第７条 センターの設備の取り扱い及び使用料に関する事項は、別に定める。 
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（遵守事項） 
第８条 利用者は、センターの利用に当たっては、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

一 センター長及び施設担当者並びに技術職員の指示に従うこと。 
二 センター内に教育・研究目的に使用する場合を除いて危険物を持ち込まないこと。 
三 センターの施設、設備、資料等を汚損し、又は破損しないこと。 
四 センター内の実験装置等の故障を発見した場合は、速やかにセンター長又は施設担当者 

に報告すること。 
五 その他、他の利用者の妨げとなる行為をしないこと。 

（利用の制限） 
第９条 センター長がセンターの管理運営上必要と認める場合は、センターの利用の一部又は全部を制限するこ
とができる。 
（損害の弁償） 
第 10 条 利用者は、故意又は重大な過失により、施設、設備、資料等を汚損し、又は損傷したときは、遅滞な
く原状に復し、若しくはその損害を弁償しなければならない。 
（その他） 
第 11 条 この規程に定めるもののほか、センターの利用に関し必要な事項は、委員会の議を経て、センター長
が定める。 
附 則 
１ この規程は、平成 20 年４月１日から施行する。 
２ 小山工業高等専門学校地域共同開発センター利用規程（平成 15 年４月１日制定）は、廃止する。 
 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料 12-１-①-８： 地域連携共同開発センターの設備一覧 

 
設備機種名 規格 機器の説明 
分析電子顕微鏡 日本電子製・max80 万倍 

JEOL 100CXⅡ 
Na 以上の原子量の元素分析が可能 

走査型電子顕微鏡 日本電子製・max20 万倍 
JEOL T-300 

低倍から高倍までの画像が簡易に
得られる。 

２０㌧疲労試験機 島津製作所製・max20 ㌧ 
EHF-EA20 

動的静的試験が可能。疲労試験 
クリープ試験等 

５㌧疲労試験機 島津製作所製･max5 ㌧ 
EHF-EA5 

動的静的試験が可能。疲労試験、
クリープ試験等 

１㌧疲労試験機 島津製作所製・max1 ㌧ 
EHF-EA1 

動的静的試験が可能。疲労試験、
クリープ試験等 

曲げ捻り試験機 島津製作所製・TB―10B 
1000rpm 

簡易な疲労試験に最適 

核磁気共鳴装置 日本電子製・ex-270 適当な溶媒に可溶な物質の構造等
の分析が可能 

リサイクル分取液体クロマト
グラフ  

日本分析工業製 LC-908 示差屈折計及び紫外線よる検出が
可能 

オージェ電子分光分析装置 島津製作所製 ESCA-750 光電子のエネルギー分布を測定
し，その物質の化学結合に関する
データを得る 

ＩＣＰ発光分光分析装置 セイコー電子工業製・sps1200AR 無機・有機物の微量元素分析が可
能 

極低温クライオスタット 太陽計測（株）製 超伝導体の臨界温度（15~300K）
を測定 

プラズマ容赦装置 プラズマダイン社製 SG-100 ｱﾙｺﾞﾝやﾍﾘｳﾑｶﾞｽをﾌﾟﾗｽﾞﾏ化し、高
融点粉体を導入、溶射し、基材に
吹きつけ、表面をｺｰﾃﾝｸﾞする 

超高温ホットプレス 島津製作所製 VHL-GR18/15 セラミックの製造装置、max20 ㌧
のプレスで、2000℃で焼結。 

薄膜Ｘ線回折装置 マックサイエンス社製 MXP-3V Ｘ線を試料に当て、回折散乱線を
計測し、構造解析が可能 

デジタルマイクロ顕微鏡 ハイロックス社製 200~2500 倍 
KH-2､90 万画素 

深い被写界深度で、鮮明な立体画
像が可能 

近赤外分析計 東陽テクニカ製 HN1100 型 電磁波を可変振動させて定量分析
ができる 

 

（出典：小山高専ＨＰより抜粋） 
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資料 12-１-①-９： 地域連携共同開発センター員の配置 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 21 年度校務分掌） 

高 島 武 雄  本 多 良 政 
 北 條 恵 司  祇園寺則夫 
 北 野 達 也  石 崎 聡 之 
 山 田 靖 幸  酒 入 陽 子 
 金 野 茂 男  椎 名 則 之 
 渡 邉 達 男  宇津木崇史 
 飯 島 道 弘  出 川 強 志 
 田 中 孝 国  植 木 忠 司 
 佐 藤 篤 史  佐 藤 智 一 

 

資料 12-１-①-10：共同センターのプロジェクト（平成 21 年度） 
 

１．水中運動が高齢者の体力に及ぼす影響  
   （代表：Ｇ 石崎聡之、上村 孝、三原大介）                           

２．ジルコニアセラミックスのき裂治癒 
   （代表：Ｍ 北條恵司、技術 植木忠司）                                                                                

３．摩擦圧接薄肉小径管の接合強度評価 
   （代表：Ｍ 伊澤 悟、田中好一） 

４．透明導電性薄膜材料に対する新しい評価法に関する研究 
   （代表：Ｅ 森 夏樹、千田正勝、Ｄ 鹿野文久） 

５．（１）アコースティック・エミッション法による先端材料の信頼性評価技術の開発 
   （２）マンマシンシステムにおける機能評価とヒトの感性との調和に関する研究 
   （代表：Ｅ 中山光幸、Ｍ 伊澤 悟、Ｅ 北野達也）  

６. 光電変換素子を利用した直列接続方式チョッパ回路の開発 
   （代表：Ｅ 北野達也、森 夏樹）  

７．ビスマス系超伝導体固有接合を用いた磁束フロー発振器の基礎研究 
   （代表：Ｅ 山田靖幸、森 夏樹）   

８．ＨＩＤ（Human Interface Device）の開発 
   （代表：Ｄ 金野茂男、植木忠司）   

９．近赤外線分光器による男女・年齢識別の検討 
  （代表：Ｄ 西野聰、平田克之） 
１０．セレンフリー表面処理法(黒染め)の開発 
  （代表：Ｃ 糸井康彦、武 成祥） 
１１．生体適合プラズマ溶射ハイドロキシアパタイト被覆材に関する研究 
  （代表：Ｃ 武 成祥、Ｍ 伊澤 悟、Ｃ 糸井康彦） 
１２．ポリアスパラギン酸の加熱合成 
  （代表：Ｃ 胸組虎胤、Ｃ 糸井康彦） 
１３．メソ-2,4-ジメチルグルタル酸誘導体へのアンチ選択的非対称化 
  （代表：Ｃ 亀山雅之、飯島道弘） 
１４．魚類由来コラーゲン誘導体の機能性工業材料への応用 
  （代表：Ｃ 飯島道弘、亀山雅之）  
１５．走査型電子顕微鏡などによる粒径制御水酸アパタイトの評価 
  （代表：Ｃ 川越大輔、技術 植木忠司）） 
１６．米ぬか廃水の効率的分解及び再資源化法の検討 
  （代表：Ｃ 田中孝国、Ｅ 田中昭雄、技術 出川強志） 
１７．ＩＣＰのオペレーション・トレーニングのノウハウとその評価 
  （代表：技術 植木忠司、出川強志） 
１８．多種多様な分析要求に応える分析技術の基礎的研究 
  （代表：技術 出川強志、植木忠司） 
 

（出典：平成 21 年度地域連携共同開発センター資料） 
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資料 12-１-①-11：地域連携共同開発センターを利用した卒業研究・特別研究（機械工学科） 

  

年度 卒業研究・特別研究の別 研究テーマ

平成19年度 特別研究 ショットピーニングSUS316SENB試験片の疲労特性

卒業研究 波状の管壁を有する管内流れの損失測定

き裂治癒能力を有するジルコニアセラミックスの研究

ステージⅠき裂除去による疲労寿命の向上に関する研究

ショットピーニングSUS304SENB試験片の疲労特性

光塑性皮膜法における樹脂の配合と感度評価

アーク溶接時に発生するスパッタの付着に関する研究

鉄スクラップ材の再利用に関する研究

平成20年度 特別研究 ショットピーニングSUS316SENB試験片の切欠効果とき裂進展解析

卒業研究 ショットピーニングステンレスSUS304鋼SENB試験片の疲労と切欠効果

ショットピーニングステンレスSUS304鋼SENB試験片の疲労き裂進展評価

単一過大荷重が疲労強度に及ぼす影響ZrO2セラミックスの亀裂治癒能力に関する研究


ZrO2/Y2O3/SiC 複合セラミックスの酸化挙動に関する研究

弾塑性変形による残留応力が疲労限度に及ぼす影響

ZrO2セラミックスの亀裂治癒能力に関する研究

平成21年度 卒業研究 オーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展とき裂形状評価

オーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展とき裂先端開口角評価

摩擦圧接薄肉管の接合部近傍の機械的特性評価

A7075微小き裂材に及ぼす単一過大荷重効果による影響

ZrO2セラミックスの治癒可能な最大き裂寸法及び治癒部の疲労特性に関する研究
 

 

（出典：地域連携共同開発センター資料） 

 

資料 12-１-①-12： 地域連携共同開発センター業務内容 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：地域連携共同開発センター資料） 

小山高専 

 
地域連携共同開発ｾﾝﾀｰ 

各教員、技術室職員、

各センター員、学生 

 

公開講座 

 

小中学校 

各公共機関 

一般市民 

各企業 

 

各公共機関 

学生課 

一 般 科 、 各 学

科 

 

各センター 

 

技術室 

産学官連携部門 

研究開発部門 

教育文化活動支援部
門 
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資料 12-１-①-13：産学官連携コーディネーター配置を示す資料 

 

 

（出典：総務課評価・地域連携係資料） 
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資料 12-１-①-14：小山高専研究シーズ集 

 

    

    ａ）冊子版                  ｂ）ｗｅｂ版 

（出典：小山高専シーズ集、小山高専ＨＰ） 

 

資料 12-１-①-15：産学官交流会の案内 
 

平成２２年１月１２日  
 教 職 員  各 位  
                                   小山工業高等専門学校長  
                                       苅 谷 勇 雅  
 
      平成２１年度小山工業高等専門学校産学交流会の開催について（ご案内）  
 
 平成２１年１２月９日（水）開催の運営会議において地域連携共同開発センター長か ら説明がありましたよ

うに，平成２２年３月４日（木）に和田屋新館（小山市内）を会場として標記交流会が開催されます。  
 つきましては，多数の教職員が参加されて企業等との交流を図って頂きますようご案  
内します。  
 なお，諸準備等の都合もありますので，別紙「交流会参加申込書」に必要事項を記入  のうえ，２月１０日

（水）迄に，総務課までご回報くださいますようお願いします。  
 
                                      記  
 
 １．日 時  平成２２年３月４日（木） １５時００分～１９時００分  
 ２．会 場  和田屋新館（栃木県小山市本郷町１－５－１２）  
 ３．日 程  
   ・１５時００分  開      会  
   ・１５時１５分  講      演  
            ①「地域の歴史と文化を活かす」  
            ②「小山高専におけるロボコン活動への取り組み  

～アイア指向のロボット製作と１０年間の製作記録～」  
   ・１７時００分  情報交換会（研究シーズポスター発表・懇親会）  
   ・１９時００分  閉      会  
 
 ４．参加費  ４，０００円（情報交換会参加者） 

（出典：学内周知用資料） 
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資料 12-１-①-16：重点配分経費の計画（平成 21 年度） 
 
 平成２１年度 校長裁量経費及び重点配分経費の計画 
 
１．基本的考え 

平成２１年度の校長裁量経費及び重点配分経費については、校長裁量経費５００万に、教育改善充実費（旧
校長裁量経費）８５０万を加えた１，３５０万を原資とし、次の考えに基づき実施する。 
(1) 予算額は、校長裁量経費へ３５０万、重点配分経費へ１，０００万を基準とする。 
(2) 中期目標・中期計画、年度計画に即した企画やプロジェクトを推進・支援する。 
(3) 中期計画期間の評価、年度評価、機関別認証評価などにおいて学校をアピールできる内容を重視する。 

２．校長裁量経費について 
校長裁量経費については、昨年度に引き続き、学校として取り組むロボコンやアイコンなどのプロジェク
ト、学生の教育環境の整備及び地域貢献活動の支援や入学者の確保に資するプロジェクトなど、学校として
取り組むべき企画を校長指定プロジェクトとして実施する。 

３．重点配分経費について 
重点配分経費は、昨年度に引き続き次の３区分とし、公募によることを原則とする。また、１件への配分額
も昨年と同規模とする。 

(1) 学校プロジェクト（５０万～１００万 / 件） 
① 学科、センター、委員会及び室（複数を含む。）で企画したプロジェクト又は２名以上の共同研究、共同

教育プロジェクトで、本校の中期計画に沿った企画又は競争的資金獲得への発展性のある企画。 
なお、本プロジェクトにあっては、複数年申請（概ね３年程度）も可とする。 

② 評価項目及び評点は次のとおり。 
・プロジェクトの必要性・重要性（０～４） 
・プロジェクトの計画性（０～２） 
・期待される成果・効果（０～２） 
・中期計画との整合性・関連性（０～２） 

(2) 教育企画（２０万～５０万 / 件） 
① 個人又は複数の教職員による教育方法の改善や教材開発などを内容とする教育上の企画及び他機関との共

同教育事業など、本校の教育改革の一助となるような教育企画とし、１人の申請件数は１件を限度とす
る。 

② 評価項目及び評点は次のとおり。 
・企画の必要性・重要性（０～４） 
・企画の計画性（０～２） 
・期待される成果・効果（０～２） 
・本企画を実施することによる学校への貢献度（０～２） 

(3) 教職員研究経費（３０万～５０万 / 件） 
① 個人又は複数の教職員による研究とし、１人の申請件数は１件を限度とする。 
② 評価項目及び評点は次のとおり。 

・研究の重要性（０～２） 
・研究の計画性（０～２） 
・同テーマに対する研究への取組状況（０～２）※過去５年の主な発表状況を含む。 
・学校への貢献度（０～４） 

４．審査について 
(1) 校長裁量経費については、校長が採否を決定する。 
(2) 重点配分経費について 

①審査委員は、校長、副校長、校長補佐、専攻科長の６名とする。 
②審査方法は、申請書類内容の評価及びヒアリングの評価結果により、採否を決定する。 

５．留意事項について 
(1)重点配分経費における一人の申請件数は、全体で２件を限度とする。 
(2)申請された課題についてヒアリングを行う。 
(3)教職員研究経費の課題に関し、科研費等外部資金獲得に努力する。 
※ 上記３－(２) 教育企画及び３－(３)教職員研究経費については、新任者を除き、前年度に科研費の応募を

したことを申請の条件とする。 
(4)採択された本課題について、成果発表会を実施する。５０万円以上の配分を受けたプロジェクトについて
は、義務とする。 
(5) 配分を受けた本課題については、企画終了後速やかに、実施報告書（プロジェクトの目的内容、実施経過
等の概要（６００字程度）、得られた成果、成果の今後における活用予定及び予想される効果、成果の発表
等、実際に要した経費などを内容とする。）を提出する。 
なお、提出された実施報告書は冊子にまとめ、図書館において閲覧に供する。 
(6)本年度も昨年度に引き続き、e-learning 教材作成に関する申請については、以下のように制限を緩和する。 

１．教育企画１人１件の制限を超えても受理する。 
２．教育企画２０万円以下の申請も可とする。 
３．複数の企画をまとめ、学校プロジェクト区分での採択もあり得ることとする。 

以  上 

（出典：予算委員会資料） 
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資料 12-１-①-17：重慶大学との教育・学術に関する交流協定 

 

 

（出典：総務課総務係資料） 
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資料 12-１-①-18：宇都宮大学との教育研究上の交流･連携に関する協定 

 
（出典：総務課総務係資料） 
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（評価結果） 

 本校における研究体制は、各教員の研究活動を地域連携共同開発センターが中心となって支援す

ることにより組織されている。共同センターは25年以上にも亘りセンター長ならびにセンター員を

中心に運営され、研究設備の充実とその有効利用を図るためにプロジェクト研究を実施するなど教

員や学生の研究活動を推進しその成果を教育に還元するための体制を強化している。共同センター

は、学内の研究活動の成果などを地域社会へ還元するための地域連携の拠点としての機能も有して

いる。 

平成16年度からは産学官連携コーディネーターが配置され、その結果として、以前にも増して本

校の研究支援活動が活発になっている。また、研究活動の活性化を図るために重点配分経費予算に

よる研究費助成制度を設けている。重慶大学と教育・学術に関する交流協定を締結し、学校間の研

究協力体制が国内のみならず海外へも拡大してきている。平成19年度には、宇都宮大学と教育研究

上の交流･連携の協定を締結して、単位互換、インターンシップ、共同研究、産学官連携、装置･設

備の相互利用、学生への教育及び進学機会の提供、関心を有する分野の情報及び資料の交換、等に

関する学生･教職員の交流･連携を図っている。 

以上のように、本校では研究の目的に沿う研究体制及びその支援体制が整備され、かつ有効に機

能している。 

 

12-１-②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

（状況） 

 本校における研究活動の成果として、教員自身の研究活動における成果と、教員が行う研究活動

への学生の参加による成果とがある。教員自身の研究業績とその分類例について、平成 20 年度に

本校研究紀要に掲載された公表例を示す（資料 12-１-②-１）。学内の総計として、論文（著書を

含む）は毎年 70～100 件程度で口頭発表（国際会議と国内学会）は 200 件程度である（資料 12-１

-②-２）。これらの研究成果には、学科間や教員、技術職員間などの学内の共同研究の成果も含ま

れている（資料 12-１-②-３）。学生の参加による研究活動の成果として、準学士課程の卒業研究

発表会（資料 12-１-②-４）及び専攻科課程の特別研究発表会（資料 12-１-②-５）が毎年開催さ

れ、その研究結果がそれぞれ概要集としてまとめられている。また、専攻科が設置されて以来、学

生による国内学会及び国際会議における研究発表も盛んに行われている（資料 12-１-②-６、７）。

さらに、地元の大学・企業との合同研究発表会「とちぎ大学連携サテライトオフィス「学生＆企業

研究発表会」」において、他大学では大学院生が中心となり参加した中で、本校専攻科生が優秀な

研究発表者として多数受賞し、高い評価を受けている（資料 12-１-②-８）。 

 共同センターのプロジェクトならびに同センターの設備を利用して行われた研究活動内容を、毎

年 200 ページ程の年報としてまとめている（資料 12-１-②-９）。また、毎年 11 月に行われる本

校の文化祭期間中に、ポスターセッション形式によるプロジェクトの発表会を開催している（資料

12-１-②-10）。共同センターの毎年の活動状況を事業報告書としての冊子（資料 12-１-②-11）

を作成し、関係者に配付している。その他、共同センターを通じて行われている研究発表・情報交

換の場として、ゼロエミッションに関する共同研究、産業技術振興交流会、とちぎテクノモール、

小山ネットワークス協議会、小山産学官ネットワークフォーラム、栃木産業フェア等がある（既

出：資料 12-１-②-11）。 

 外部資金の獲得状況については、最近の５年間を見ると科学研究費補助金の採択では減少傾向に

あるものの、共同研究の受入、受託研究の受入、受託事業の受入及び奨学寄附金の受入においては、
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毎年一定の実績を確保している（資料 12-１-②-12）。また、地元企業からの技術相談も毎年一定

の件数を受け入れている（資料 12-１-②-13）。科学研究費補助金については、校内で説明会を開

き教員に理解と獲得への意欲を促進するように努めている（資料 12-１-②-14）。 

 

資料 12-１-②-１：研究業績とその分類例（研究紀要：一部抜粋） 
  

 
（出典：小山高専研究紀要第 40 号） 
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資料 12-１-②-２： 研究成果公表状況（教員） 
 

口頭発表（国際会議と国内学会）の件数 

学科 一般科目 機械工学科 
電気情報工

学科 

電子制御工

学科 
物質工学科 建築学科 合計 

平成 19 年 14 25 61 10 40 17 167 

平成 20 年 18 21 73 13 60 9 194 

平成 21 年 38 24 63 9 61 16 211 

合計 70 70 197 32 161 42 572 

論文・著書等の件数       

学科 一般科目 機械工学科 
電気情報工

学科 

電子制御工

学科 
物質工学科 建築学科 合計 

平成 19 年 19 11 8 7 14 14 73 

平成 20 年 17 12 12 17 18 4 80 

平成 21 年 30 14 15 13 13 12 97 

合計 66 37 35 37 45 30 250 

特許の件数 

学科 一般科目 機械工学科 
電気情報工

学科 

電子制御工

学科 
物質工学科 建築学科 合計 

平成 19 年  1 2    3 

平成 20 年     3  3 

平成 21 年 1    2  3 

       
 

備考 
平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 

人事係資料 人事係資料 人事係資料 
 

（出典：総務課人事係資料） 

 

資料 12-１-②-３：学内共同研究成果の例 
 

 
 

（出典：Proceedings of the 5th International CDIO Conference,  

Singapore Polytechnic, Singapore, June 7 - 10, 2009） 
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資料 12-１-②-４：卒業研究発表会（機械工学科[平成 21 年度]） 

平成 21 年度 機械工学科 卒業研究発表会プログラム 

日時：平成 22 年 2 月 23 日（火） 8:40～  会場：専攻科棟多目的メディアホール 

１．開会の挨拶 機械工学科長 8:40～ 

２．発表 8:45～ 

番号 題   目 発表者名 指導教員 発表時間※1 

1 超磁歪素子を用いたアクチュエータの開発・改良  08:45～09:00 

2 SV-GMR素子適用による高分解能デジタル回転センサーの研究  09:00～09:15 

3 SV-GMR素子適用による高分解能アナログ回転角度センサーの研究  09:15～09:30 

4 バイオエタノール濃度センサーの研究  

小林 

09:30～09:45 

5 制御実験用教材の開発  09:45～10:00 

6 4自由度振動実験装置の制御システムの開発  
朱 

10:00～10:15 

7 質量選別機の数学モデル  山崎 10:15～10:30 

休   憩（10:30～10:35） 

8 粉体輸送管の開発  猪瀬 10:35～10:55 

9 自作ハンドベルに関する基礎研究─切削加工における検討  10:55～11:10 

10 自作ハンドベルに関する基礎研究─ベル設計における検討  
田中 

11:10～11:25 

11 歩行を補助するロボットの製作─車体設計・製作  11:25～11:40 

12 歩行を補助するロボットの製作─制御  11:40～11:55 

13 歩行を補助するロボットの製作─ハーネス・応力解析  11:55～12:10 

14 人力多足歩行ロボットの製作  

川村 

12:10～12:25 

休   憩（12:25～13:10） 

15 複数面がノコギリ歯状の流路のライデンフロスト液滴  13:10～13:25 

16 空気とノコギリ歯状面による物体の非接触輸送  13:25～13:40 

17 高温面上のライデンフロスト膜沸騰の不安定化  13:40～13:55 

18 ラチェット面上の液滴の運動を利用したモータに関する研究  

高島 

13:55～14:10 

19 気泡ポンプを用いた植物の養液栽培装置の試作  14:10～14:25 

20 多重露光型 PIVの開発と計測精度の評価  14:25～14:40 

21 可視化用シート光の生成を目的とした LED照度分布測定  14:40～14:55 

22 
狭窄部を有する管内流れの損失測定（第二報） 
 ─狭窄数増加による測定精度の向上 

 

増淵 

14:55～15:10 

休   憩（15:10～15:15） 

23 オーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展とき裂形状評価  15:15～15:30 

24 オーステナイト系ステンレス鋼の疲労き裂進展とき裂先端開口角評価  15:30～15:45 

25 摩擦圧接薄肉管の接合部近傍の機械的特性評価  15:45～16:00 

26 プレス打ち抜き加工材の二次圧縮加工と加工精度評価  

伊澤 

16:00～16:15 

27 A7075微小き裂材の過大荷重効果  16:15～16:30 

28 
ZrO2セラミックスの治癒可能な最大き裂寸法及び治癒部の 
疲労特性に関する研究 

 16:30～16:45 

29 疲労試験応力比が単一過大荷重効果に及ぼす影響  

北條 

16:45～17:00 

休   憩（17:00～17:10） 

30 甲虫型羽ばたき飛行体の製作研究  17:10～17:25 

31 チョウ型羽ばたき飛行体の製作研究  17:25～17:40 

32 トンボ型羽ばたき飛行体の製作研究  

菊地 

17:40～17:55 

33 HMD（ヘッドマウントディスプレイ）の医用への有用性  17:55～18:10 

34 V-A型小型 ACVの運動特性に関する研究  18:10～18:25 

35 鏡視化手術に使用する医療機器の試作  18:25～18:40 

36 手動車いすのパワーアシスト機構の試作  

山下 

18:40～18:55 

  

※ 発表時間（一テーマ一人 10 分，二人 15 分），質疑応答（5 分） 

３．講評 18:55～ 

（出典：機械工学科資料） 
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資料 12-１-②-５：特別研究発表会（電子システム工学専攻[平成 21 年度]） 

平成２１年度専攻科電子システム工学専攻 機械系・電子系 
特別研究発表会プログラム［平成２２年２月２６日（金）］ 

会場：専攻科棟４F 多目的メディアホール 

 

主催者挨拶（1000-1005) 

機械系（発表１０分、質疑応答５分） 

番号 発表時間 学生名 研究テーマ名 指導教員 頁 

M1 1005-1020  昆虫型 6足歩行移動体の製作研究 菊地吉郎 1 

M2 1020-1035  超磁歪素子適用による高応答アクチュエ
ータの研究 

小林一光 5 

M3 1035-1050  Ⅴ-Ａ型小型ＡＣＶの運動特性 山下 進 9 

M4 1050-1105  異材接合体応力解析における精度向上に
関する研究 

山下 進 13 

M5 1105-1120  ラチェット形状の表面を有する加熱面上
の液滴の運動 

高島武雄 17 

M6 1120-1135  SV-GMR 素子適用による高感度センサの
研究 

小林一光 21 

 

昼食（1135-1305) 

 

電子系 

番号 発表時間 学生名 研究テーマ名 指導教員 頁 

D1 1305-1320  パルスオキシメータ対応型呼吸循環器系
動的シミュレータの作成 

市村智康 25 

D2 1320-1335  イメージセンサを用いる車輪の接地点検
出 

市村智康 29 

D3 1335-1350  近赤外線光学特性を用いた男女識別 西野 聰 33 

D4 1350-1405  頭上からの髪検出による男女識別の試行 西野 聰 37 

講評（1405-1410) 

閉会  
 

（出典：学内周知用資料） 
 

資料12-１-②-６：教員の研究活動と卒業研究、特別研究のテーマ 
 

学生による卒業研究及び特別研究関連の学外発表一覧 
（機械工学科、電子システム工学専攻（機械工学系）の一部） 

発表学生
氏名

指導
教員名

書名・発表題目
発行所、発表雑誌等又は発表学会等

の名称（巻・号・頁等）
発行又は
発表の年月

査
読
有

共著、発
表者一覧

備考：受賞などの
特記事項

準学士課程

機械工学科　準学士課程　口頭発表　（１４件）

山下進
ヘッドマウントディスプレイの医用
への応用

日本機械学会2009年度年次大会講演論文集
Vol.7、pp.289～290

平成２１年９
月

無

山下進 3次元異材接合体の応力解析
日本機械学会関東支部関東学生会第48回学
生員卒業研究発表講演会講演前刷集、

平成２１年３
月

無

山下進 V-A型小型ACVの運動特性
日本機械学会関東支部関東学生会第48回学
生員卒業研究発表講演会講演前刷集、
pp 369～370

平成２１年３
月

無

川村壮司
線形切欠き力学に基づくFEMの有効
利用

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
－2008おやま－講演論文集

平成２０年９
月

無

川村壮司
FEMによる第ゼロ節点法の要素分割
依存性とその精度

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
－2008おやま－講演論文集

平成２０年９
月

無

山下進 V-A型小型ACVの設計と製作
日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
2008おやま講演論文集、pp.251～252

平成２０年９
月

無

山下進
災害現場および緊急処置における異
空間画像共有可倒式ヘッドマウント
ディスプレイの有用性

第36回日本救急医学会総会・学術集会、日
本救急医学会雑誌19(8)637

平成２０年１
０月

有

機械工学科　準学士課程　論文発表（１件）

山下進
災害現場および緊急処置における異
空間画像共有可倒式ヘッドマウント
ディスプレイの有用性

第36回日本救急医学会総会・学術集会、日
本救急医学会雑誌19(8)637

平成２０年１
０月

有

専攻科

電子システム工学専攻

機械工学系　口頭発表（１３件）

朱勤 第15回高専シンポジウムinいわき
第15回高専シンポジウムinいわき講演要旨
集, pp. 314

平成２２年１
月

無

増淵寿
日本機械学会，関東学生会第48回学
生員卒業研究発表講演会

日本機械学会，関東学生会第48回学生員卒
業研究発表講演前刷集 pp.421～422

平成２１年３
月

無

菊地吉郎
機械学会ブロック合同講演会（小
山）

機械学会ブロック合同講演会（小山）　講
演論文集、Ｎｏ．０８０－３，ｐｐ．２３
３～２３４

平成２０年９
月

無

菊地吉郎
機械学会ブロック合同講演会（小
山）

機械学会ブロック合同講演会（小山）　講
演論文集、Ｎｏ．０８０－３，ｐｐ．２３
５～２３６

平成２０年９
月

無

山下　進
キャプチャ機能付きフットペダルの
鏡視下手術における有用性

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
2008おやま講演論文集、pp.195～196

平成２０年９
月

無

山下　進 V-A型小型ACVの設計と製作
日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
2008おやま講演論文集、pp.251～252

平成２０年９
月

無

伊澤　悟
ショットピーニングSUS316SENB試験
片のき裂進展と形状解析

日本機械学会関東支部ブロック合同講演会
－2008おやま－講演論文集，p.81-p.82

平成２０年９
月

無

 （     省           略     ）

 （     省           略     ）

 （     省           略     ）   

  （出典：各学科、各専攻学生の学外発表に関する調査資料，一部抜粋） 
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資料 12-１-②-７：学生による学会発表件数 

 

学生による学外発表の件数（平成 19～21 年度） 

準学士課程 機械工学科 電気情報工学科 電子制御工学科 物質工学科 建築学科 

口頭発表 １４ ３６ － ２４ ３２ 

論  文  １  １ － － ２１ 

計 １５ ３７ － ２４ ５３ 

電 子 シ ス テ ム 工 学 専 攻 
専攻科課程 

機械工学系 電気情報工学系 電子制御工学系 
物質工学専攻 建築学専攻 

口頭発表 １３ ２６ ７ ２４ １９ 

論  文  ３  ９ － － １１ 

計 １６ ３５ ７ ２４ ３０ 

総 計 ３１ ７２ ７ ４８ ８３ 

  

（出典：各学科、各専攻学生の学外発表に関する調査資料） 

 

資料 12-１-②-８：大学コンソーシアムとちぎ「第 6 回学生＆企業研究発表会」 

 

 

 

（出典：小山高専ＨＰ） 
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資料 12-１-②-９：地域連携共同開発センター年報 

 

（出典：2009 年地域連携共同開発センター年報） 

 

資料 12-１-②-10：地域連携共同開発センタープロジェクト発表会案内 

 
                                      平成２１年１０月２１日 

各プロジェクト・チーフ  各位 

                                    地域連携共同開発センター長 

                                                           

共同センターのプロジェクト研究成果報告会について 

  

 平成２０年度プロジェクト研究成果報告会について詳細な日程及び会場が下記のように決まりましたので、

御報告よろしくお願いいたします。 

 

発表日： 平成２１年１０月３１日(土)～１１月１日（日）（工陵祭期間中） 

会  場： 電気物質棟 ４F ４C 教室 

パネル： 各プロジェクト、横９０cm×縦１８０cm のパネル１枚を用意します。 

＊ パネルは、１０月２９日（木）の午前中に設置します。 

ポスター： プロジェクトの題目と研究者名および A４サイズのプロジェクト概要の文章を必ず掲載してくだ

さい。その他、ポスターの大きさ、枚数は自由。 

ポスターの掲示： １０月２９日（木）の午後、パネル設置後から、１０月３０日（金）までにお願いしま

す。 

ポスターは、画鋲にて掲示してください（画鋲は会場に用意しておきます）。 

ポスターの回収： 工陵祭終了～１１月２日（月）の午前中までに、各自、回収をお願いします。 

尚、会期の期間中ポスター会場での立会いは義務付けませんが、発表および質疑応答の

ため立会いたい人は、その日時を掲示してください。 

今回の発表を行わないと、来年度のプロジェクトに関し申請は受け付けますが、予算をつけることはできま

せんので、ご注意下さい。 

 

 ＊＊ 新型インフルエンザにより工陵祭が中止の時は、開催しません。   

その他、不明な点がありましたら、共同センター長または植木まで連絡下さい。 

 

（出典：地域連携共同開発センター資料） 
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資料 12-１-②-11：研究発表及び情報交換会を示す資料 

 

（出典：平成 20 年度地域連携共同開発センター事業報告書） 

 

資料 12-１-②-12：外部資金獲得状況 

平成１９年度科学研究費補助金採択者一覧 ※受入金額には間接経費を含む。

所　　属 職　名 氏　　名

基盤（Ｃ）
溶融金属層に直接接触する水の相変化現象の
ミクロ構造の解明

機械工学科 教　授 高島　武雄 260

若手（Ｂ）
ウェアラブルシステム用超音波通信システム
の基礎開発

電気情報工学科 助　教 鈴木 真ノ介 1,600

若手（Ｂ）
放電プラズマ焼結による空隙傾斜材料作製法
の確立とリン酸カルシウムへの応用

物質工学科 助　教 川越　大輔 1,600

基盤（Ｃ） グラフのゼータ関数とその拡張 一　般　科 教　授 佐藤 　　巌 1,040

基盤（Ｃ）
「次元の一致」の表現論的・環論的・組合せ
論的研究

〃 准教授 森田　英章 1,690

6,190計 ５　件

研　　　究　　　課　　　題
研　究　代　表　者

研究種目
受入金額
（千円）

 

（千円）

職

氏　名　 直接経費 間接経費

基盤研究（Ｃ） 教　授

新　規 森　夏樹

基盤研究（Ｃ） 教　授

継　続 佐藤 　　巌

基盤研究（Ｃ） 准教授

継　続 森田　英章

若手研究（Ｂ） 助　教

継　続 鈴木 真ノ介

研究成果公開促進費 准教授

新　規 奥冨　利幸

５件 5,100 1,140 2,700 1,100

0 0 0

◎平成２０年度科学研究費補助金採択者一覧

400 400

700 0

研究種目

グラフのゼータ関数とその拡張一般科

電気科
熱電効果スペクトロスコピーを用いたパー
コレーション系熱電材料の探求

Ｈ２１
研　　究　　課　　題　　名

Ｈ２２

配分額

240

120

研究代表者

所　属
Ｈ２０

計

400

一般科
「次元の一致」の表現論的・環論的・組合
せ論的研究

800

電気科
ウェアラブルシステム用超音波通信システ
ムの基礎開発

建築科 近代国家と能楽堂 1,300

7001,1004501,500

1,100 330 500 0
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（千円）

職

氏　名　 直接経費 間接経費

基盤研究（Ｃ） 教　授

継　続 森　夏樹

基盤研究（Ｃ） 教　授

継　続 佐藤 　　巌

若手研究（Ｂ） 助　教

継　続 鈴木 真ノ介

３件 2,000 600 1,100

（千円）

職

氏　名　 直接経費 間接経費

新規 准教授

分担者 森下　佳代子

１件 5,500 1,650 0

1,650 未定

計

一般科
水蒸気－水添ハイブリッドガス化によるバ
イオマス・廃棄物からの高品位液体燃料
の製造

5,500

◎平成２１年度循環型社会形成推進科学研究費補助金採択者一覧（環境省）

研究代表者

研　　究　　課　　題　　名

配分額

所　属
Ｈ２１

Ｈ２２

0

400

電気情報工学科
ウェアラブルシステム用超音波通信システ
ムの基礎開発

配分額

計

400 120

500 150

グラフのゼータ関数とその拡張一般科

電気情報工学科
熱電効果スペクトロスコピーを用いたパー
コレーション系熱電材料の探求

700330

◎平成２１年度科学研究費補助金採択者一覧（文部科学省）

研究種目

1,100

研究代表者

所　属
Ｈ２１

Ｈ２２
研　　究　　課　　題　　名

 
民間等との共同研究受入状況

受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円）

14 4,403,000 16 6,217,000 17 9,955,000

受託研究受入状況

受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円）

2 3,389,000 1 2,000,000 2 3,505,700

受託事業受入状況

受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円）

0 0 0 0 0 0

奨学寄附金受入状況

受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円） 受入件数 受入金額（円）

17 7,440,000 17 8,919,000 19 18,432,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成19年度 平成21年度平成20年度

平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成19年度 平成20年度 平成21年度

 
 

（出典：総務課財務係資料） 

 

資料 12-１-②-13：技術相談件数 

 

年 度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

技術相談件数 45 件 30 件 41 件 

 

（出典：地域連携共同開発センター年報） 
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資料 12-１-②-14：本校における科学研究費説明会 
 
平成２２年度科学研究費補助金学内応募説明会日程 
１．日 時 平成２１年９月３０日（水）１４：００～１５：４５ 
２．場 所 専攻科棟 ４階 多目的メディアホール 
３．日 程 

○開催挨拶 １４：００～ 
校 長 

○平成２２年度科学研究費補助金の公募について １４：０５～ 
総務課評価・地域連携係 

○科学研究費補助金の使用方法及び不正使用の防止について １４：３０～ 
総務課財務係 

○間接経費について １４：４０～ 
総務課評価・地域連携係 
総務課財務係 

○講演「科学研究費補助金申請書作成のポイントについて」 １４：４５～ 
宇都宮大学大学院工学研究科長 井本英夫 先生 

○終 了 １５：４５ 
 

（出典：学内周知用資料） 

 

（評価結果） 

本校教員による研究活動の成果としては、論文（著書を含む）では年間に70～100件程度、国際

会議と国内学会での口頭発表は年間200件程度発表されている。このうち、教育への還元について

みると、学生の国内学会・国際会議における発表件数が多数（30件以上／年）あり、地元の大学院

生との共同発表会において優秀な研究発表者として本校専攻科生が多数選ばれるなど、研究活動が

教育の面においても十分成果を上げている。 

共同センターにおけるプロジェクト研究を中心とした研究活動の成果について、毎年１回研究発

表会を開催し、更に研究成果をまとめた約200ページに及ぶ年報を作成し、学内外に配付している。

地域連携共同開発センター長が中心となり、地元の高等教育機関や企業との協議会及び交流会等が

開催され、研究発表や情報交換が頻繁に行われている。また、奨学寄附金及び共同センターが一括

して取りまとめを行っている共同研究、受託研究に関しては、毎年一定の件数を受入れている。更

に、地元企業からの技術相談件数は毎年30件を超えている。 

以上のことから、本校における研究活動の目的である、１）教育への還元と２）地域社会への還

元について、十分成果が上げられていると判断する。 

 

12-１-③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備さ

れ，機能しているか。 

（状況） 

 教員自身の研究活動を把握するために、平成 19 年度より各教員の研究発表状況を人事係で収集

し、本校研究紀要に掲載している（資料 12-１-③-１、既出：資料 12-１-②-１）。平成 21 年度は

評価書の提出率は 88％である（資料 12-１-③-２）。また、点検評価規程（資料 12-１-③-３）に

は、第９条に「校長は、委員会が行った点検及び評価の結果については，教育研究等の改善にこれ

を反映させるものとする。」と定められ、改善を図る体制が整備されている。平成 16～18 年度に

取りまとめた自己点検評価報告書を基に、平成 19 年度に外部評価を受けている。研究活動の改善

を図る具体的取り組みとして、共同センターにおいて研究活動の支援のための中期計画を立案・実

行し（資料 12-１-③-４）、年度末には次年度に向けた「設備充実費予算」を設け研究活動の改善

に努めている（資料 12-１-③-５）。さらに、本校の中期計画書の中に、教育研究組織を改革・整

備する計画が示され（資料 12-１-③-６）、共同センターの運営委員会で時代の要請に即した新し
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い研究プロジェクトの方向性が示され、改善活動を行っている（資料 12-１-③-７）。 

 

資料12-１-③-１：人事係からの教員宛文書 

平成２１年 ４月２１日  
教員各位                                     校    長    
                

教員の研究業績の収集・保管について 
 
 教員各位の研究業績の収集・保管につきましては、昨年１１月１２日（水）に開催されました運営会議にお

いて了承が得られ、昨年度から以下のとおり 収集・保管をすることになりました。  
 つきましては、平成２０年度における１年間（H20.4.1～H21.3.31）の研究業績を別添の様式により、お手数

でも５月２９日（金）までに総務課人事係あてメールにより提出くださるようよろしくお願いいたします。  
 
【教員の研究業績の収集・保管について】  
１．研究業績の収集・保管は、総務課人事係が行う。  
２．研究業績の収集は毎年度行うこととし、前年度１年間の業績を収集する。  
３．教員各位が研究業績を提出する場合、所定の書式に従い記入し、総務課 人事係あてメールにより提出す

る。 
４．収集した研究業績は、各種点検、評価、受審等、必要に応じて使用する。  
５．「専攻科における教育の実施状況等の審査」（大学評価・学位授与機構）のような特別な場合は、保管し

ている研究業績を各教員あてに戻し、対応していくこととする。  
 
※ 各教員は、毎年度、必ず研究業績を提出すること。（提出がない場合、研究業績がないものとして取り扱

うことになる。）  
※ 研究業績は記入例を参照の上、必ず所定の書式に従って記入すること。 特に、論文や著者等の掲載誌の巻

・号・頁等あるいは分担頁等、共著の場合は全共著者名を表記の順番で、またフルネームで記入すること。 
 

（出典：総務課人事係資料） 

 

資料12-１-③-２：研究業績に関する評価集計票の提出率 

教員の教育業績等の自己評価 （平成２１年度）

教員数 提出者数 提出率 教育業績 研究業績 合　計

(７０点満点） (３０点満点） (１００点満点）

（人） （人） （％） （平均点） （平均点） （平均点）

一般科 23 19 83 42 7 49

機械工学科 12 10 83 41 6 47

電気情報工学科 13 13 100 40 10 50

電子制御工学科 10 9 90 47 5 52

物質工学科 13 12 92 42 12 54

建築学科 11 9 82 40 3 43

合　　計 82 72 88 44 9 53

学　科　名

 

（出典：総務課人事係資料） 

 

資料12-１-③-３：点検評価規程 
 

小山工業高等専門学校点検評価規程 
制 定 平成 20 年４月１日 

（趣旨） 
第１条 小山工業高等専門学校（以下「本校」という。）が、本校の教育研究水準の向上を図り、かつ、本校の
目的及び社会的使命を達成するため、学校教育法に基づく点検及び評価並びに認証評価、外部からの点検及び
評価並びに日本技術者教育認定機構による技術者教育プログラムの審査等（以下「点検及び評価等」とい
う。）の実施に関し、必要な事項を定める 
ものとする。 
（委員会） 
第２条 本校の点検及び評価等を円滑に実施するために、点検評価対応委員会（以下「委員会」という。）を置
く。 
２ 委員会に関して必要な事項は別に定める。 
（点検及び評価事項等） 
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第３条 点検及び評価等の事項及び実施については、委員会が別に定める。 
（点検評価結果の対応） 
第４条 校長は、点検及び評価等の結果について委員会に検証させるとともに、教育研究等の改善にこれを反映
させるものとする。 
２ 校長は、前項の検証結果に基づき、特に改善が必要と認められるものについては、関連する委員会等にその
改善策の検討を付託する。 
（雑則） 
第５条 この規程に定めるもののほか、点検及び評価等に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 
附 則 
１ この規程は、平成 20 年４月１日から施行する。 
２ 小山工業高等専門学校点検評価規程(平成 10 年４月 22 日制定)は、廃止する。 

（出典：小山高専ＨＰ） 

 

資料12-１-③-４：研究活動の改善の取り組みに関する資料（その１） 
 

平成２１年度 第２回 地域連携共同開発センター運営委員会（議事要旨） 
 

日 時： 平成２１年６月１８日（木）１５：００～１６：１０ 
場 所： 管理棟 １階 中会議室 
出席者： 小林幸夫，武 成祥，山下 進，北野達也，金野茂男，飯島道弘，佐藤篤史，出川強志 （事務部：宇
津木） 
１．第２期中期計画について 

小林委員長より、メールにて審議した共同センター分の中期計画について、企画室へ提出した旨報告があっ
た。 

２．平成２１年度予算について 
武部門長より、資料に基づき予算配分額及び予算案について説明があり了承された。 
また、高専教育充実設備費については、共同で使える設備を各学科で検討することとし、6 月 30 日(火)まで
に評価･地域連携係へ提案書を提出することとなった。 

 
以降省略 
 

（出典：地域連携共同開発センター運営委員会議事録） 

 

資料12-１-③-５：研究活動の改善の取り組みに関する資料（その２） 

 
平成２０年度 第４回 地域連携共同開発センター運営委員会 （議事録） 

 

日 時： 平成２０年１２月１１日（木） １６：５０～１７：２５ 

場 所： 管理棟２階会議室 

出席者： 小林幸夫，武 成祥，山下 進，北條恵司，鹿野文久，田中孝国，豊川斎赫，出川強志，高松竹男， 

植木忠司（事務部：宇津木）   欠席（石崎聡之，北野達也，椎名則之，小川三男） 

１．設備充実費の執行について 

委員長より資料に基づき、現在の執行状況について説明があり、今後の執行案について審議した。審議の結

果、ＮＭＲ室エアコンの購入及びセンター内コピー機の更新を行うこととなり了承された。 

また、事務等経費の残額について、センター内に掲示されているパネルが古くなっているのでパネルを購入

することとなった。 

 

以下省略 

 

（出典：地域共同開発センター運営委員会議事録） 
 

資料12-１-③-６：研究の改善計画を示す資料（その１） 
 
２ 研究に関する事項 
 ４）その他 
  ａ．学内の教育研究施設を改革整備するために次のような組織化を計画推進する。 
   ａ）（マルチメデｲア教育研究機構）: 図書・情報センター、情報技術センター 
   ｂ）（ものづくり教育研究機構）：ものづくりセンター、地域共同開発センター 
   ｃ）トライラボ（創造工房） 
  ｂ．教育研究技術支援室の創設：技術教育および地域連携業務の支援等を行う。 
 

（出典：小山高専中期計画書） 
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資料12-１-③-７：研究の改善計画を示す資料（その２） 
 
平成２１年度 第１回 地域連携共同開発センター運営委員会（議事録） 

日 時： 平成２１年４月１６日（木）１６：５０～１８：００ 
場 所： 管理棟 ２階 会議室 
出席者： 小林幸夫，武 成祥，山下 進，石崎聡之，北條恵司，北野達也，金野茂男，飯島道弘，出川強志 
センター員 

高島武雄，本多良政，酒入陽子，植木忠司（事務部：宇津木） 
 

１．平成 20 年度地域連携共同開発センター決算報告及び平成 21 年度プロジェクト研究について委員長より資
料に基づき決算報告がされ、了承された。 
また、平成 21 年度のプロジェクトについては、申請のあった 18 件全てが了承された。了承された 18 件に
ついては、ポスターセッションの参加及び年報への報告義務と 3 万円を配分（予定）することとした。 

２．平成 21 年度センター員所属部門について 
委員長より資料に基づき説明があり了承された。 

３．平成 21 年度公開講座、出前授業実施予定について 
事務部より資料に基づき、今年度の公開講座及び現時点で決まっている出前授業について報告があった。 

４．平成 20 年度年報等について 
委員長より、地域共同開発センター年報（地域共同開発センター）と地域連携室年報（地域連携室）を作成
していたが、昨年度から組織が統合したが、性格が異なる２つの年報を一緒にすることはできないので、従
前通り２つの年報を作成することなり、了承された。 
また、今年度の地域連携共同開発センター年報は電気情報工学科が作成担当となった。 
なお、地域連携室年報に相当する分は地域連携・産学連携事業報告という形で各部門長及び事務部において
作成することとなった。 

５．公開講座の統合について  
委員長より、公開講座及びサタデーセミナーの統合について説明があり、各学科において意見を取りまとめ
回答を依頼した。 

６．出前授業、公開イベントの担当について 
山下部門長より資料に基づき説明があり、種々意見があり各学科担当割り振りについては、センターにおい
て精査し次回以降へ諮ることとなった。 

７．公開講座に係わる経費について 
事務部から資料に基づき説明があり、機構の謝金取扱要領の変更点等について説明があった。 
これにより公開講座の経費については、従前からの消耗品、新たに外部講師への謝金及び補助学生への謝金
が支払い可能となった。 

８．その他 
・活動記録のお願い 

委員長より公開講座、出前授業等の各種イベント等の活動記録（写真撮影）について依頼があった。また、
評価･地域連携係のカメラを貸し出す旨説明があった。 

・外部資金の獲得について 
委員長より今年度の科研費の採択状況について報告があった。また、5/27(水)に NEDO の説明会が開催される
旨報告があった。 

・地域連携共同開発センター設備使用簿について 
委員長より、センター内にある設備等について資料にあるような形で使用状況を記録してほしい旨依頼があ
った。 

・教育･文化関係業務依頼受付簿について 
山下部門長より、出前授業等の依頼を受けたら資料の様式にて、評価･地域連携係へ報告してほしい旨依頼が
あった。様式はホームページ及び文書管理に掲載されている旨説明があった。 

・地域共同開発センター年報の JST への提供（寄贈）について 
委員長より JST から年報の提供依頼が届いている旨説明があり、提供することについて了承された。 

・出前授業時における補助学生の事故の取扱について 
出川委員より取扱について質問があり、事務部において確認を取ることとなった。 

・共同センター廊下のワックス掛けについて 
出川委員より共同センターの廊下のワックス掛けについて実施してほしい旨依頼があり、担当者から用度係
へ確認することとなった。 

 

（出典：地域共同開発センター運営委員会議事録） 

 

（評価結果） 

本校における研究活動の実施状況と問題点を把握するために、各教員から提出された研究業績

（研究発表状況等）一覧を本校研究紀要に掲載している。また、自己点検評価の項目に研究活動の

評価を含め、研究活動の状況・問題点を把握し、更に外部評価委員会で評価を受ける体制が整備さ

れている。具体的な改善の取り組みとして、共同センター運営委員会で年度毎に中期計画を立案す

ると共に、設備充実費の有効活用を含めて、研究活動の改善を図っている。また、研究体制のより

充実化を目標とした将来構想について本校の中期計画に掲げられ、共同センター長を中心に研究組

織・研究活動方針に関する改善の取り組みがなされている。 
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 以上のように、本校では研究活動の実施状況や問題点を把握する取り組みがなされ、改善を図る

ための体制が適切に整備され機能している。 

 

（２）「12章 研究活動」の自己評価の概要 

本校における研究体制は、各学科の教員が単独または他の機関を含む複数の研究者と行う研究活

動を地域連携共同開発センター（「共同センター」という。旧称は「工業安全教育研究センタ

ー」）が中心となって支援することにより組織されている。共同センターは昭和56年に設置されて

以来、現在まで25年以上にも亘り研究設備の充実を図るとともに、その有効利用を図るための学内

共同プロジェクト研究を毎年実施する（平成21年度は18件）など、教員の研究活動を強力に支援し

ている。また、共同センターの設備を利用した卒業研究・特別研究も多数行われている。 

全学的な取り組みとして、平成13年度には社会に貢献し支持される学校を目指すために地域連携

室（現在は地域連携共同開発センターとして再編）が設置され、企業との共同研究・受託研究の実

施、奨学寄附金・技術相談の受入等を実施している。平成16年度には、文部科学省より全国の高専

では初めて産学官連携コーディネーターが本校に配置され、以前にも増して本校の研究支援活動が

活発になっている。また、研究活動の活性化を図るために重点配分経費予算による研究費助成制度

を設けている。学科横断型で研究を推進する学内共同研究や企業や学外研究機関との学外共同研究

も積極的に行われてきている。平成18年度には、中国重慶大学と教育・学術に関する交流協定を締

結し、学校間の研究協力体制が国内のみならず海外へも拡大してきている。平成19年度には、宇都

宮大学と教育研究上の交流･連携の協定を締結して、単位互換、インターンシップ、共同研究、産

学官連携、装置･設備の相互利用、学生への教育及び進学機会の提供、関心を有する分野の情報及

び資料の交換、等に関する学生･教職員の交流･連携を図っている。 

教員による研究活動の成果について研究発表状況を見ると、最近３年間において論文発表件数は

毎年70～100件程度、国内外での学会発表件数は毎年200件程度あり成果が上がっている。また、学

生の国内学会・国際会議における発表件数も多数（30件以上／年）あることから、研究活動が教育

の面においても十分に成果が認められる。共同センターにおけるプロジェクト研究を中心とした研

究活動の成果については、毎年１回研究発表会を開催し、さらに研究成果を約200ページに及ぶ年

報にまとめ、研究の成果を公表している。奨学寄附金及び評価・地域連携係が一括して取りまとめ

を行っている共同研究、受託研究に関しては、毎年一定件数を受入れている。さらに、地元企業か

らの技術相談件数は毎年30件を超えている。 

研究活動の状況に関しては、研究業績の本校研究紀要への記載などにより把握されている。その

結果を踏まえて、自己点検評価の項目に研究活動の評価を含め、研究活動の状況・問題点を把握し、

その後外部評価委員会で評価を受ける体制が整備されている。研究活動の改善の取り組みとしては、

本校の中期計画に研究組織の改革・整備案が明示され、共同センター運営委員会において研究設備

の充実化や新しいプロジェクト研究の方向性の設定など、定期的に具体案を計画し実行している。 
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13章 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

（１）分析 

13-１-①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学生以外

に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

（状況） 

 本校の中期計画では、公開講座や出前授業の充実、志願者増を目指すために本校が実施するイベン

ト、ボランティア活動等、図書情報センターの一般開放を一層促進する、が挙げられている、（資料

13-１-①-１）。これらが正規課程の学生以外に対する教育サービスに関する計画に相当する。 

 以下、これらの活動の実施状況を示す。 

（ａ）公開講座等 

公開講座の企画、広報、実施は主として総務課評価･地域連携係及び地域連携共同開発センターが

行っている。事務組織規程（資料 13-１-①-２）及び地域連携共同開発センター規則（資料 13-１-①-

３）を示す。公開講座の開催広報は本校ＨＰで行っているが、他の広報例として、配布ポスター（資

料 13-１-①-４）、市広報（資料 13-１-①-５）を示す。平成 21 年度における公開講座の実施状況を（資

料 13-１-①-６）に示す。公開講座中一部有料の講座があるが、他の講座は無料である。公開講座の

内容は、一般市民等を対象としたパソコン講座、デジカメ講座、小中学生を対象とした化学実験講座、

サイエンススクール、ものづくり講座等である。また、平成 21 年度は「栃木ＳＣ」と連携し親子対象

のサッカー教室を実施した。平成 21 年度における公開講座実施件数は 15 件となっている。公開講座

の実施風景を（資料 13-１-①-７）に示す。平成 19 年度から 21 年度までの公開講座実施件数を（資

料 13-１-①-８）に示す。公開講座を年平均で 16 件開催している。 

（ｂ）出前授業等 

 本校教職員、学生による平成 21 年度における出前授業実施状況、イベント参加状況を（資料 13-１

-①-９）に示す。出前授業、イベントへの参加は、小中学生の理数系離れ対策、入学者確保対策及び

地域貢献活動として実施している。平成 21 年度における出前授業の実施件数は 30 件、イベント参加

の実施件数は 19 件であった。出前授業の一部である、高専機構主催の国立科学博物館における「2009

夏休みサイエンススクエア－チビもそ君をつくろう－」には、６日間の期間中に 270 名の参加者があ

り盛況であった。出前授業・イベントの実施風景を（資料 13-１-①-10）に示す。平成 19 年度から 21

年度までの出前授業・公開イベント実施件数を（資料 13-１-①-11）に示す。 

（ｃ）施設の外部への開放 

①図書情報センターの一般開放 

図書情報センターを一般に開放している。平成 19 年度から 21 年度までの新規学外者登録数及び貸

出冊数を（資料 13-１-①-12）に示す。平成 21 年末の学外利用登録者数は 255 人となっており、年度

毎の新規登録者数は平均約 15 人で、貸出冊数は平均 262 冊となっている。 

②教室、運動施設の開放 

 土日・休日には、外部団体主催のＣＡＤ利用技術者試験、体育大会等に、教室、運動施設を開放し

ている。平成 21 年度における外部への施設の開放状況を（資料 13-１-①-13）に示す。平成 21 年度

において８件の貸出が行われている。 

③研究生、科目等履修生、聴講生の受入 

生涯教育の観点から、研究生、科目等履修生、聴講生の受入を行っている。平成 19 年度から 21 年

度における、研究生、科目等履修生、聴講生の受入状況を(資料 13-１-①-14）に示す。リカレント教
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育として入学しているこれらは、希望者がある場合に受入を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 13-１-①-１：「第２期中期計画・平成 21 年度計画」（抜粋） 
 
（１）入学志願者増と優秀な入学者の確保 

② 志願者増をめざすために本校が実施するイベント 
a. オープンキャンパス（学校紹介）、出前授業、ジュニア科学リーグ、公開講座、工陵祭（学園祭）及びロボットコンテス

ト等の活動を通じて、科学の面白さを広く中学生に紹介する。 
b. オープンキャンパスおよび工陵祭（学園祭）では、各専門学科の学生による学科に特徴的な実験等を積極的に行い、志

望学科を決めるための情報を提供するとともに、入試相談コーナーを設けて中学生の質問に個別に対応する。 
c. 栃木県全域及び茨城県、埼玉県の中学校を訪問して学校の特徴および入試概要をパンフレット等の資料により説明する 
d. 特に女子学生の志願者確保に向けた取り組み体制を確立する。 

（２）教育課程の編成等 
⑥ ボランティア活動等 

a. 学内および地域社会におけるボランティア活動について継続的に周知・啓蒙を図るとともに積極的参加を推奨し
、学生のボランティア活動に対する指導、支援体制の確立に向け検討する。 

b. 近隣の小中高校生や一般市民などに対し、ロボットやエコノカーなどの紹介や実演、出前授業等の地域貢献活動
を実施する。 

c. 地域社会において吹奏楽やハンドベルなどの定期的な演奏発表会活動を実施し、社会貢献に寄与するとともに、
地域の学校や病院などにおいて演奏活動を通じた社会奉仕活動を推進する。 

（６）教育環境の整備・活用 
３ 社会との連携、国際交流等に関する事項 

社会に開かれた学校として、地域社会との連携を図り、学校が持つ知の財産を社会に還元するとともに、地域企業
等との共同研究を積極的に推進し、社会に貢献し社会に支持される学校を目指す。 

① 地域社会との連携にかかる各施設の充実 
c. 図書情報センターの一般開放を一層促進する。 

③ 公開講座や出前授業の充実 
a. 各センターや各学科で実施している公開講座を整理し、魅力ある公開講座を企画・実施する。 
b. 地域連携共同開発センター教育文化活動支援部門を中心に、出前授業やロボットデモを行うとともに、地域自治

体等主催のイベントに積極的に参加し小中学生の理科教育支援を行う。 
④ 公開講座終了時にアンケートを行い、今後の公開講座立案の参考にする。 

 
（出典：小山工業高等専門学校第２期中期計画）

資料 13-１-①-２：小山工業高等専門学校事務組織規程（抜粋） 
 

小山工業高等専門学校事務組織規程 
 
第３章 事務分掌 

５ 評価・地域連携係においては、次の事務をつかさどる。 

六 公開講座及び生涯学習に関する企画及び立案（総務係の所掌に属するものを除く。）に関すること 

七 生涯学習に関する企画、立案及び連絡調整に関すること。 

（出典：小山高専ＨＰ）

資料 13-１-①-３：地域連携共同開発センター規則（抜粋） 
 

小山工業高等専門学校地域連携共同開発センター規則 
 
（業務） 

第２条 センターにおいては、次に掲げる業務を行う。 

六 公開講座に関すること。 

七 地域の教育文化活動及び生涯学習活動等の支援に関すること。 

（出典：小山高専ＨＰ）
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資料 13-１-①-５：公開講座広報の例（市広報） 
 

          
 

（出典：広報おやま 平成 21 年６月 1 日号 p.12）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 13-１-①-４：公開講座広報の例（配布ポスター） 
 

               
 

（出典：総務課評価･地域連携係資料）
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資料 13-１-①-６：平成 21 年度公開講座等一覧 

種別 講　　座　　名 期　　　　　　間 受講料 対　　象 受講者

Power Point2003講座
7月4日（土）
9：00～15：00

電気情報工学科
建築学科

山田　靖幸
山本　嘉孝

¥5,400

一般市民

（パソコンの基本操作
及び日本語入力ができ

る方）

6名

パソコン組立講座

７月11日（土）～12日（日）

9：00～15：00(11日)

9：00～12：00(12日)

技術室 井手尾光臣

\6,400

（教材費

￥32,000）

一般市民

（パソコンの基本操作

及び日本語入力ができ

る方）

4名

ブログ作成講座
7月26日（日）

9：00～15：00

機械工学科

機械工学科

伊澤　　悟

川村　壮司
¥5,400 一般市民 11名

Ｅｘｃｅｌ2003初級講座　＜２回＞

Ｅｘｃｅｌ2003中級講座　＜２回＞

7月8日（水），15日（水）
18：00～20：00

7月22日（水），29日（水）

18：00～20：00

電子制御工学科
技術室

一般科

機械工学科

久保　和良
小林　康浩

玉木　正一

山下　進

¥5,400

一般市民
（パソコンの基本操作

及び日本語入力ができ

る方）

1名

Ｅｘｃｅｌ2003総合講座　＜４回＞
7月8日（水）～29日（水）

18：00～20：00
¥6,400

一般市民
（パソコンの基本操作

及び日本語入力ができ

る方）

10名

ロボットを組み立てて自由に動かそう
8月21日（金）

9：00～16：00
電気情報工学科 鈴木　真之介 無料 中学生 24名

電子制御時代のﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を学ぼう
「デジタルICを動かそう」

「自分だけのｵﾘｼﾞﾅﾙｿﾌﾄを作ろう」

9月6日（日）

9：00～16：00

電子制御工学科

電子制御工学科

西野　聰

平田　克己
無料 中学生 11名

未来を開く化学の世界２７
「アゾ染料をつくろう」

「パンをつくろう－気体の化学の不思議－」

8月19日（水）

9：00～16：00

物質工学科

物質工学科

亀山　雅之

笹沼いづみ
無料 中学生 10名

親子サッカー教室（第１回）
5月16日（土）
10：00～12：00

一般科 石崎　聡之 無料
親子
（未就学児と保護者）

74名

親子サッカー教室（第２回）
9月26日（土）

10：00～12：00
一般科 石崎　聡之 無料

親子

（未就学児と保護者）
113名

歩くおもちゃを作ろう
9月12日（土）

9：00～11：00
技術室

矢島　直樹

生井　智展
原田　隆介

無料
小学生

（高学年）以上
11名

ピンホールカメラを作ろう
9月12日(土)

9：00～15：00
技術室

出川　強志

羽鳥　哲矢

井手尾　光臣

小林　康浩

無料
小学生

（高学年）以上
5名

ポンポン蒸気船を作ろう
7月25日(土)

9：00～12：00

ものづくり教育研究セ

ンター

矢島　直樹

生井　智展

原田 隆介

無料
小学生（高学年）～中

学生
11名

デジタルカメラを活用した年賀状作り
11月28日（土）～29日（日）

9：00～16：00
技術室

小林　康浩

井手尾　光臣

出川　強志
佐藤　智一

無料 一般市民 20名

◎平成２１年度　公開講座実施一覧
担当教員等

パ

ソ

コ

ン

講
座

初級、中級講座に同じ

受講者小計 32名
サ

イ

エ

ン

ス

ス

ク 受講者小計 24名
電

子

制

御

講

座 受講者小計 11名
化

学

実

験

講

座 受講者小計 10名

体
育

講

座
受講者小計 187名

も
の

づ

く

り

講

座

受講者小計 27名

デ

ジ

カ

メ

講

座 受講者小計 20名

受講者合計 311名  

（出典：総務課評価･地域連携係資料）

資料 13-１-①-７：公開講座実施風景 
 

    
親子サッカー教室                パソコン講座 

 

（出典：総務課評価･地域連携係）
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資料 13-１-①-８：公開講座年度別実施件数 
 

年度 平成19年度平成20年度平成21年度

公開講座 20 14 15

公開講座年度別実施件数

 
 

（出典：総務課評価･地域連携係資料）

資料 13-１-①-９：平成 21 年度出前授業・イベント等実施一覧（１／３） 

講　座　名　・　企　画　名 期　　間　／ 会　　場 依　頼　元

ロボコン参加ロボットによる実演
５月３日（日）11:00～15:30
向井千秋記念子ども科学館

向井千秋記念子ども科学館
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
技 術 室

川 村 壮 司
田 中 昭 雄
小 林 康 浩

こどもフェスティバルinSANO2009
５月４日（日）10:00～15:00
佐野市こどもの国

佐野市こどもの国
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
技 術 室

川 村 壮 司
田 中 昭 雄
小 林 康 浩

第７回おやまブランドまつり
５月１６日（土）～１７日（日）
9:00～16:00
道の駅思川

おやまブランドまつり実行委員会
小山市商業観光課

機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科

山 下 進
田 中 昭 雄
山 田 靖 幸

ロボコン・物質工学科及び建築学科デモ
６月１４日（日）10:00～16:00
わくわくグランディ科学ランド
（栃木県子ども総合科学館）

小山高専後援会宇都宮支部

機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科
建 築 学 科
建 築 学 科

川 村 壮 司
田 中 昭 雄
武 成 祥
飯 島 道 弘
田 中 孝 国
本 多 良 政
大 島 隆 一

わんぱく広場
「ロボットと遊ぼう」

６月２０日（土）13:30～15:30
小山市立中公民館

小山市立中公民館 機 械 工 学 科 山 下 進

おやま市民大学オープニングイベント
６月２１日（日）15:00～17:30
白鴎大学東キャンパス

小山市教育委員会
生涯学習課

電 気 情 報 工 学 科 山 田 靖 幸

おやま・まちづくり出前講座
「ペットボトルロケット」

７月２２日（水）13:30～15:30
小山城南学童保育クラブ
小山市立小山城南小学校

小山城南学童保育クラブ

子ども体験学習
おやま・まちづくり出前講座
「ペットボトルロケット」

７月２４日（金）9:00～12:00
小山市立寒川公民館
小山市立寒川小学校

小山市立寒川公民館

「科学のふしぎ」におけるロボット実演
８月１６日（日）10:00～16:00
さくら市ミュージアム-荒井寛方記念
館-

さくら市ミュージアム
-荒井寛方記念館-

電 気 情 報 工 学 科 田 中 昭 雄

２００９夏休みサイエンススクエア
８月１８日（火）～２３日(日)
国立科学博物館（東京都）

国立科学博物館

おやま・まちづくり出前講座
「ペットボトルロケット」

８月１９日（水）9:30～12:30
小山市立旭小学校

旭小すみれ学童クラブ第２

おやま・まちづくり出前講座
「ペットボトルロケット」

８月２１日（金）14:00～16:00
小山市立若木小学校

若木学童クラブ

ロボット講座：振動推進マシン「もそもそ君Ｒ」
８月２２日（土）9:30～12:00
向井千秋記念子ども科学館

館林市教育委員会 電 気 情 報 工 学 科 田 中 昭 雄

小学生のためのものづくり教室
８月２２日（日）10:00～16:00
わくわくグランディ科学ランド
（栃木県子ども総合科学館）

日本機械学会関東支部
第１６期栃木ブロック

機 械 工 学 科
機 械 工 学 科

田 中 好 一
山 下 進

子どもサイエンス入門
「光るイクラをつくってみよう」

８月２３日（日）9:30～11:30
小山高専

小山市立中央公民館 物 質 工 学 科 田 中 孝 国

子ども科学教室
「ホバークラフトはなぜ浮くのか」

８月３０日（日）9:30～11:00
小山高専

小山市立中央公民館 機 械 工 学 科 山 下 進

サイエンス･パートナーシップ･プログラム
科学教室「科学の世界に飛びだそう」

９月２日（水）13:00～16:00
上三川町立明治小学校

上三川町立明治小学校
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科

川 村 壮 司
田 中 昭 雄

子ども体験学習
おやま・まちづくり出前講座
「ホバークラフトのしくみの話と搭乗体験」

９月５日（土）10:00～11:30
小山市立寒川公民館
小山市立寒川小学校

小山市立寒川公民館 機 械 工 学 科 山 下 進

小山市ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ5周年記念交流会
９月５日（土）10:00～12:00
小山市立文化センター

小山市保健福祉部
子育て支援課

電 気 情 報 工 学 科 山 田 靖 幸

技術室職員ほか

◎平成２１年度　出前授業 ・ イベント等実施一覧①

担当教員等

技術室職員ほか

技術室職員ほか

地 域 連 携 共 同 開 発 セ ン タ ー 員 ほ か

技術室職員ほか

（出典：総務課評価･地域連携係資料）
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資料 13-１-①-９：平成 21 年度出前授業・イベント等実施一覧（２／３） 

講　座　名　・　企　画　名 期　　間　／ 会　　場 依　頼　元

おやま市民大学
「超磁歪材料の話～超磁歪アクチュエータで音楽
鑑賞」

９月２６日（土）14:00～15:30
小山市立生涯学習センター

小山市教育委員会
生涯学習課

機 械 工 学 科 小 林 一 光

科学教室
１０月３日（土）9:30～11:30
小山市立豊田公民館

小山市立豊田公民館 建 築 学 科 高 橋 純 一

ベルスタ寺子屋広場「工作教室」
１０月３日（土）10:00～12:00
ベルトリー音楽スタジオ

ベルトリー音楽スタジオ 建 築 学 科 本 多 良 政

おやま市民大学
「地球温暖化を正しく理解する」

１０月１０日（土）14:00～15:00
小山市立生涯学習センター

小山市教育委員会
生涯学習課

機 械 工 学 科 高 島 武 雄

さのこども未来フェスティバル
１０月１２日（月）10:00～15:00
佐野市こどもの国

佐野市こどもの国
機 械 工 学 科
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科

山 下 進
川 村 壮 司
田 中 昭 雄

小学校理科教育支援プロジェクト
１０月１９日（月）14:40～15:25
小山市立城東小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

飯 島 道 弘
武 成 祥

小学校理科教育支援プロジェクト
１０月２１日（水）10:25～11:10
小山市立萱橋小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

飯 島 道 弘
糸 井 康 彦
酒 井 洋

科学まつり
１０月２４日（土）～２５日（日）
わくわくグランディ科学ランド
（栃木県子ども総合科学館）

（財）とちぎ青少年こども財団
子ども総合科学館

物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

糸 井 康 彦
田 中 孝 国

烏山商工会まつり
１１月３日（火）10:00～14:00
山あげ会館

烏山商工会

機 械 工 学 科
機 械 工 学 科
建 築 学 科
総 務 課
技 術 室
技 術 室

山 下 進
伊 澤 悟
本 多 良 政
小 川 三 男
佐 藤 智 一
古 谷 渉

産業フェスティバル小山５５
１１月７日（土）～８日（日）
小山総合公園第２駐車場

工業祭小山５５　工業部会
（小山市工業振興課）

機 械 工 学 科
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
物 質 工 学 科

山 下 進
川 村 壮 司
小 林 幸 夫
田 中 昭 雄
武 成 祥

第18回おやまバルーンフェスタ
１１月７日（土）～８日（日）
小山総合公園河川敷広場

おやまﾊﾞﾙｰﾝﾌｪｽﾀ実行委員会
（小山商工会議所）

機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
物 質 工 学 科

山 下 進
小 林 幸 夫
武 成 祥

小学校理科教育支援プロジェクト
１１月１３日（金）10:30～11:30
小山市立若木小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

川 越 大 輔
亀 山 雅 之

平成21年度交流学習発表会「おおぞら祭」
１１月１４日（土）9:30～14:30
栃木県立国分寺特別支援学校

栃木県立国分寺特別支援学校 電 気 情 報 工 学 科 山 田 靖 幸

小学校理科教育支援プロジェクト
１１月１６日（月）14:35～15:20
小山市立間々田東小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

田 中 孝 国
武 成 祥

小学校理科教育支援プロジェクト
１１月１９日（木）14:40～15:25
小山市立城北小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

飯 島 道 弘
西 井 圭

小学校理科教育支援プロジェクト
１１月２０日（金）15:00～15:45
小山市立旭小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

川 越 大 輔
西 井 圭

小学校理科教育支援プロジェクト
１１月２６日（木）14:30～15:30
小山市立乙女小学校

小山高専（市内小学校へ公募） 物 質 工 学 科 飯 島 道 弘

小学校理科教育支援プロジェクト
１１月３０日（月）
9:20～10:05,10:20～11:05
小山市立延島小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

田 中 孝 国
飯 島 道 弘

小学校理科教育支援プロジェクト
１２月４日（金）
9:20～10:05,10:45～11:30
小山市立豊田北小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

川 越 大 輔
田 中 孝 国
笹 沼 い づ み

◎平成２１年度　出前授業 ・ イベント等実施一覧②

担当教員等

 

（出典：総務課評価･地域連携係資料）
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資料 13-１-①-９：平成 21 年度出前授業・イベント等実施一覧（３／３） 

講　座　名　・　企　画　名 期　　間　／ 会　　場 依　頼　元

第６回学生＆企業研究発表会
アトラクションの部

１２月５日（土）16:00～17:30
とちぎ産業創造プラザ

大学コンソーシアムとちぎ
電 気 情 報 工 学 科
一 般 科

山 田 靖 幸
森 下 佳 代 子

ハンドベル演奏会
１２月１２日（土）14:00～16:00
デイサービスセンターエブリデイ

社会福祉法人小山清風会 電 気 情 報 工 学 科 山 田 靖 幸

小山高専晃麓支部イベント
１２月１３日（日）9:00～16:00
鹿沼市民文化センター

小山高専後援会晃麓支部

機 械 工 学 科
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科
電 子 制 御 工 学 科
電 子 制 御 工 学 科
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科
建 築 学 科
建 築 学 科

山 下 進
川 村 壮 司
小 林 幸 夫
田 中 昭 雄
西 野 聰
金 野 茂 男
飯 島 道 弘
田 中 孝 国
尾 立 弘 史
本 多 良 政

小学校理科教育支援プロジェクト
１２月１４日（月）10:20～12:00
小山市立大谷南小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

飯 島 道 弘
亀 山 雅 之
胸 組 虎 胤

2009クリスマスファンタジー「ハンドベルコンサート」
１２月１９日（土）
とちぎ花センター

財団法人栃木県農業振興公社
とちぎ花センター

電 気 情 報 工 学 科
一 般 科

山 田 靖 幸
森 下 佳 代 子

小学校理科教育支援プロジェクト
１２月２２日（火）
9:30～10:15,10:35～11:20
小山市立梁小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

田 中 孝 国
飯 島 道 弘

五本木プレイパークでの科学教室及びロボットのデ
モンストレーション

１月９日（土）13:00～15:00
富士見幼稚園

富士見幼稚園
機 械 工 学 科
電 気 情 報 工 学 科

川 村 壮 司
田 中 昭 雄

小学校理科教育支援プロジェクト
１月２１日（木）14:55～15:40
小山市立大谷東小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

飯 島 道 弘
西 井 圭

小学校理科教育支援プロジェクト
１月２５日（月）15:00～16:00
小山市立城南小学校

小山高専（市内小学校へ公募）
物 質 工 学 科
物 質 工 学 科

飯 島 道 弘
笹 沼 い づ み

イオン小山ショッピングセンターでのハンドベル演奏
会

２月２０日（土）13:00～15:30
イオン小山ショッピングセンター

イオン小山ショッピングセンター 電 気 情 報 工 学 科 山 田 靖 幸

ハンドベル演奏
３月１４日（土）16:00～17:00
和田屋新館

小山東ロータリークラブ
30周年記念事業実行委員会

電 気 情 報 工 学 科 山 田 靖 幸

◎平成２１年度　出前授業 ・ イベント等実施一覧③

担当教員等

 

（出典：総務課評価･地域連携係資料）

資料 13-１-①-10：出前授業風景写真、イベント風景写真 

   

出前授業（CD ﾎﾊﾞｰｸﾗﾌﾄ工作教室、寒川公民館） イベント（機械工作研究部、おやまﾊﾞﾙｰﾝﾌｪｽﾀ） 

（出典：総務課評価･地域連携係資料）
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資料 13-１-①-14：研究生、科目等履修生、聴講生の受け入れ学生数 
 
 

年　　度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

研究生 3 3 4

科目等履修生 0 0 1

聴講生 0 0 0

研究生、科目等履修生、聴講生の受け入れ学生数　　（平成１９～２１年度）

 
 

（出典：学生課教務係資料）

資料 13-１-①-12：図書情報センターの一般開放 

 

学外利用登録者（平成22年3月末現在）　　２５５人

新規登録者
年 度
新 規 登 録 者

学外者貸出冊数一覧
年 度
貸 出 種 類 図書 雑誌 計 図書 雑誌 計 図書 雑誌 計
冊 数 187 64 251 213 60 273 203 59 262

平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成19年度 平成20年度 平成21年度
９人 １９人 １２人

 

（出典：図書情報センター資料）

資料 13-１-①-13：施設の開放状況 

期日 利用者 利用施設

5月17日 小山市テニス協会 テニスコート

6月21日
一般社団法人　コンピュータ教育振興協会
平成21年度CAD利用技術者試験

機械科棟２０１ゼミ室

9月6日 小山市テニス協会 テニスコート

10月4日 小山市テニス協会 テニスコート

9月6日 小山市空手道連盟 第一体育館

9月22日 小山市テニス協会 テニスコート

2月7日 小山市テニス協会 テニスコート

3月14日 小山市テニス協会 テニスコート

施 設 の 開 放 状 況   　（平成２１年度 8件）

 

（出典：総務課施設係資料）

資料 13-１-①-11：出前授業・公開イベントの年度別実施件数 

区分 平成19年度 平成20年度 平成21年度

出前授業 10 22 30

公開イベント 10 10 19

計 20 32 49  

（出典：総務課評価･地域連携係資料）
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（評価結果） 

公開講座及び出前授業は年を追う毎に増加しており、平成 21 年度には 45 件を実施している。小山

市教育委員会と連携して行う市内小学校への「理科教育支援プロジェクト」を平成 20 年度から実施し

ており、平成 21 年度は 13 件の実施となっている。また、研究生、科目等履修生、聴講生の受入も実

施している。 

志願者増を目指すために本校が実施・参加しているイベントでは、平成 21 年度に 19 件実施してい

る。これらの多くは講義型ではなく体験型の工作教室等が実施されており、理数系離れ・入学者確保

対策及び本校の広報活動の一環を担っている。 

ボランティア活動等は学生が多数参加し、本校の活動を学外へ広く知らしめている。 

本校施設の外部への開放は図書情報センターの一般開放、教室・運動施設の開放で、必要に応じて

実施されている。 

 上記のように、正規課程の学生以外に対する教育サービスが計画的に実施されている。 

 

13-１-②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっているか。 

また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

（状況） 

本校主催の公開講座では、受講者の満足度アンケート調査を実施している。平成21年度のアンケー

ト用紙の一例を（資料13-１-②-１）に、アンケート結果を（資料13-１-②-２）に示す。満足度は、

「満足」と「やや満足」を含めると95.5％となっており、非常に高い評価が得られている。受講者ア

ンケート結果は、担当者が分析して次回開催講座における改善に役立てている。 

出前授業の一例として、高専機構主催「2009 夏休みサイエンススクエア」を採り上げ、このアンケ

ート用紙及びアンケート集計結果を（資料 13-１-②-３）に示す。この出前授業には主に小学校高学

年 270 名が参加しているが、感想は「すごく面白かった」と「面白かった」を含めると 96.2％となっ

ており、受講者より高く評価されている。出前授業の改善策の実施例として、この授業の実施報告を

（既出：資料 13-１-②-３）に示す。また、アンケート結果を担当者が分析し次回開催への改善に役

立てている。 

図書情報センターの一般利用者に対してもアンケート（資料 13-１-②-４）を実施し、会議におい

て、反省点を検討して改善のシステムとしている。 
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資料 13-1-②-1：公開講座受講者アンケート用紙の一例 
 

公開講座アンケート 

平成２１年１１月２８日，２９日 

 

 本日は、「デジカメ講座」にご参加いただきありがとうございます。今後の参考とさせていただきます

のでアンケートにご協力をお願いいたします。 該当事項に○印を付け、担当者へご提出ください。 

 

１．あなたの年齢を教えてください。 

  (a) 19才以下  (b) 20～29才  (c) 30～39才  (d) 40～49才  (e) 50才以上 

 

２．この講座を何でお知りになりましたか。 

  (a) 市の広報  (b) インターネット  (c) とちぎ県民カレッジ  (d) その他 

 

３．受講の動機・目的について差し支えなければ一言お願いします。 

 

 

４．講座の内容はいかがでしたか。 

  (a) かなり充実  (b) やや充実  (c) 普通  (d) やや物足りない  (e)かなり物足りない 

 

５．講座の難易度はいかがでしたか。 

  (a) 難解  (b) やや難解  (c) 普通  (d) やや簡単  (e) 簡単 

 

６．講座時間の長さはいかがでしたか。 

  (a) 長い  (b) ちょうど良い  (c) 短い 

 

７．講座の開催時間帯はいつを希望しますか。 

  (a) 平日日中  (b) 平日夜間  (c) 土曜日  (d) 日曜日 

 

８．この講座についての満足度はいかがでしたか。 

  (a) 十分満足  (b) おおむね満足  (c) 普通  (d) やや不満  (e) 不満 

 

９．今後開催を希望される講座等がありましたらお書きください。 

 

 

10．本講座について、ご意見・ご感想についてお書きください。 

 

 

以上でアンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。  

（出典：総務課評価･地域連携係資料）

資料 13-1-②-２：公開講座受講者アンケート結果 
 

平成２１年度　公開講座受講者アンケート結果 

満足度 回答数 割合(%)

十分満足 126 71.6

おおむね満足 42 23.9

普通 8 4.5

やや不満 0 0.0

不満 0 0.0

   
 

（出典：総務課評価･地域連携係資料）
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資料 13-1-②-３：サイエンススクエアアンケート用紙，集計表，実施報告 

 

「２００９夏休みサイエンススクエア」アンケート
な つ や す

【アンケートにご 協 力 をお 願 いします 】。
きようりよく ねが

１．あなたのことについて 教 えてください。
おし

（１） 学年 ・ 性別 小学校 （ ） 年 生 ，その他（ ）
がくねん せいべつ しようがつこう ねんせい た

① 男 ② 女
おとこ おんな

（２） 住所 ① 東 京 ②千 葉 ③埼 玉 ④神奈川
じゅうしょ とうきょう ちば さいたま かながわ

⑤群 馬 ⑥栃 木 ⑦茨 城 ⑧その他（ ）
ぐんま とちぎ いばらき た

２． 夏休 みサイエンススクエアを 何 で知りましたか？
なつやす なん し

①科 博 に 入 ったらたまたまやっていた
か はく はい

②ポスター・ 看板 （ア．国立科学博物館 イ． 学校 エ． 図書館 ・
かんばん こくりつ かがく はくぶつかん がっこう としょかん

公民館 オ．その他（ ））
こうみんかん た

③インターネット（ア．国立科学博物館ホームページ イ．メールマガジン
こくりつ かがく はくぶつかん

ウ．その他）
た

④ 新聞 ・雑誌 （ ）
しんぶん ざつ し

⑤人から聞いた （ア． 先生 イ．家族 ウ． 友 だち）
ひと き せんせい かぞく とも

⑥前から知っていた
まえ し

⑦その他 （ ）
た

３．チビもそ 君 について 感想 を 教 えてください。
くん かんそう おし

①すごくおもしろかった ②おもしろかった ③ふつう

④おもしろくなかった ⑤ぜんぜんおもしろくなかった

４．そのたお気づきの 点 があれば 教 えてください。
き てん おし

ありがとうございました。

小山工業高等専門学校
お や ま こ う ぎ ょ う こ う と う せ ん も ん が っ こ う

１．学年別・性別
区　分 小学１年生 小学２年生 小学３年生 小学４年生 小学５年生

人　数 21 34 25 95 52

（％） 7.9 12.8 9.4 35.9 19.6

区　分 小学６年生 中学生以上

人　数 38 0

（％） 14.4 0

区　分 男 女 未回答

人　数 186 73 6

（％） 70.2 27.5 2.3

２．住所別

区　分 東京都 埼玉県 千葉県 神奈川県 栃木県

人　数 119 49 56 27 2

（％） 44.9 18.5 21.2 10.2 0.8

区　分 静岡県 大阪府 その他

人　数 3 3 6

（％） 1.1 1.1 2.3

３．サイエンススクエアを知ったきっかけ（複数回答）
区　分 科博に入って ポスター・看板 インターネット 新聞・雑誌

人　数 37 61 70 2

（％） 14.0 23.0 26.4 0.8

区　分 人から聞いた 前から知っていた その他

人　数 56 31 8

（％） 21.1 11.7 3.0

４．感　想

区　分
  すごく面白

かった
面白かった 普     通 面白くなかった

全然面白く
なかった

人　数 205 50 9 0 1

（％） 77.3 18.9 3.4 0 0.4

270名

265名

98.1%

「２００９夏休みサイエンススクエア」アンケート  集計表

サイエンススクエア参加者数

アンケート回答者数

アンケート回答率

［ 平成２１年８月１８日（火）～８月２３日（日）実施 ］

 

２００９夏休みサイエンススクエアに関する実施報告

小山工業高等専門学校

１．企画名称

ブラシ振動で走る車「チビもそ君」を作ろう！

２．企画概要

①教材・材料

・チビもそ君一式（モーター，金属ブラシ，乾電池，電池ボックス）

・切り紙（装飾用 ・両面テープ）

②指導方法

・小学生３名に対して，学生（教員）１名が組立指導を行う。

・時間は１回５０分とし，９名の小学生（３名×指導学生３名）に組立及び走行指導を行う。

③定 員

・１日４５名（９名×５コマ）

３．対 象

小学校４年生～６年生（保護者同伴のみ低学年も可、未就学児は不可）

４．実施期間

平成２１年８月１８日（火）～平成２１年８月２３日（日） ６日間

５．参加者数

・８月１８日（火） ４５名

・８月１９日（水） ４５名

・８月２０日（木） ４５名

・８月２１日（金） ４５名

・８月２２日（土） ４５名

・８月２３日（日） ４５名

合 計 ２７０名

６．参加者意見

「 」 ， 「 」，工作終了後に行った チビもそ君 についてのアンケートでは 殆どの参加者から すごくおもしろかった

「おもしろかった」の感想が寄せられ，昨年に引き続き子供達に大変好評であった。

○アンケートでは下記のような意見が寄せられた。

・今までのブースの中で一番楽しかった。

・お兄さんが優しく指導してくれた。

・とても楽しかった。

・自由研究にいいと思う。

・また今度やりたいです。

・来て良かった。

・いろいろ体験できて良かったです。

・金ブラシを使うというところが楽しくおもしろかったです。

・女の子でもとても楽しそうに作っていました。

・とてもていねいに教えていただきありがとうございました。

・作るのが楽しかったです。

７．反省点等

会場の面積が狭く、工作指導は勿論のこと、レース実施においてもスペースに余裕が無く、会場の狭隘に伴う

混雑の中での催し物は事故につながりやすいため、次年度以降は会場の面積を現状の２倍程度に広げて実施した

い。      

 （出典：総務課評価･地域連携係資料）
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（評価結果） 

平成21年度実施の公開講座等の受講者満足度アンケート調査結果は、95％を超える高い満足度であ

ったことから、講座内容が適切であると評価される。また、公開講座等を改善していくシステムとし

て、地域連携共同開発センターで改善策等が協議されている。 

 

（２）「13章 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」の自己評価の概要 

正規課程の学生以外に対する教育サービスとして、公開講座、出前授業、イベント参加、施設の一

般開放、研究生等の受入などを実施している。 

公開講座等は地域連携共同開発センター及び総務課評価･地域連携係が中心となり、目標達成に向

けて、計画的に企画、立案、実施をしている。また、受講者のアンケート調査の満足度の結果は95％

を超えており、講義内容が高く評価されている。さらに、公開講座等を改善するシステムとして、地

域連携共同開発センター担当者において改善策が協議されている。 

施設の外部開放として、図書情報センターの一般開放、教室･運動施設の一般開放、研究生、科目

等履修生、聴講生の受入を希望がある場合に行っている。 

上記により、正規課程の学生以外に対する教育サービスが適切に行われている。 

資料 13-1-②-４：図書情報センターの一般利用者アンケート用紙 
 

小山工業高等専門学校図書情報センター 
一般利用アンケート 

 
 
 

いつも本校図書情報センターをご利用いただき有り難うございます。 
より使いやすい環境作りのため、アンケートにご協力戴きたくお願いいたします。 

 
 
１．本校図書情報センターに備えて欲しい資料がありますか？（ ある ・ ない ） 

「ある」とお答え戴いた方は、現在不充分と思われるジャンル、もしくは具体的な 
書名（著者名・出版社名共）でお答え下さい。 

 
  ・文学・文庫 ・教科書 ・ＩＥＥＥ規格書 ・科学者の伝記            

                                          
                                          
                                          
 
 
２．その他、ご意見ご希望等ございましたらご記入下さい。 
 
  ・全体的に冊数を増やしてほしい                         
                                          
                                          
                                          
 
  ・性別（ 男・女 ）  ・年齢（   代） ・居住地（ 小山市内 ・ その他 ） 
 

§できる限りご希望に添うよう対応させて戴きますが、どうしても対応できない場合など

は、図書情報センター内掲示板、もしくはＨＰ/)にて告知させて戴きます。このアンケ

ートに関してのお問い合わせは図書情報係 
（0285-20-2117平日8:30～17:15）または tosho@oyama-ct.ac.jp迄メールでお願いします。 

 
 
 
 
 
 

小山工業高等専門学校図書情報センター 
〒323-0806 栃木県小山市大字中久喜 771 

TEL 0285-20-2117 FAX 0285-20-2883 
 

 

（出典：図書情報センター資料）
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14章 小山高専中期計画の達成状況 

（状況） 

本校の中期計画は、国立高等専門学校機構の中期計画を基に策定している。本書の自己点検評価

の期間である平成19年度より平成21年度に対応する、第1期中期計画にかかる平成19年度･平成20年

度計画の達成状況を（資料14-１）に、第２中期計画にかかる平成21年度計画の達成状況を（資料14-

２）に示す。 

 

（評価結果） 

平成19年度･平成20年度並びに平成21年度の中期計画は、おおむね達成されているといえる。 

 

（説明） 

本校における第１期中期計画の内、今回の自己点検評価の対象となる平成 19 年度・20 年度計画

については、その達成状況が（資料 14-１）の右端に○印により示されている。これから分かるよ

うに、これらの中期計画は全て達成されているといえる。 

また、第２期中期計画の内、平成 21 年度計画の達成状況についても同様に、（資料 14-２）に示

されている。この場合は、一部に継続して取り組んでいる事項はあるものの、おおむね達成されて

いる。なお、（資料 14-２）には、平成 21 年度計画の各項目に対して、本自己点検項目に対応する

項目番号が記載されている。本自己点検評価書中の対応する項目における具体的評価内容について

の記述が、達成状況評価の根拠となっている。 
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第１期中期計画，平成１９・２０年度計画 

 

達 成 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小山工業高等専門学校 

 

 

 

 

 

資料 14-１：第１期中期計画 平成 19･20年度計画 達成状況 
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独立行政法人国立高等専門学校機構小山工業高等専門学校 中期計画及び平成１９・２０年度計画達成状況 

                                                         （達成：○ 継続：△ 未達成：×） 
 

中  期  計  画 

 

達成状況 

 

平 成 １９ 年 度 計 画 

 

達成状況 

 

平 成 ２０ 年 度 計 画 

 

達成状況 

前 文  

 小山高専は、これまで３０年以上に亘り、５，０００名を越える卒業生

を送り出し、企業における中堅技術者の育成を通して日本の産業の発展を

支え、社会的要請に応えてきた。 

 しかし、現今の技術の高度化・情報化にともない様々な能力が要求され

るようになっている。この社会変革の中にあっても、依然として高専卒業

生に対する企業の期待は大きく、これまでの高専教育の利点を維持しつつ

、即戦力としての役割ばかりでなく深い知識と問題解決能力を兼ね備えた

技術者を育成し、新たな時代の要請に応えて行く必要がある。 

 小山高専の教育目標は、本科５年間では早期ものづくり教育を通して培

った実践力と専門基礎力を有する有能な各学科卒業生を新しい時代に相

応しい中堅技術者として社会に輩出することであり、それに加えて問題解

決能力と豊かな創造力を兼ね備えた「開発型技術者（テクノロジスト）」

としての専攻科修了生を世に送り出すことである。                     

 

教育方針 

 技術者である前に人間であれ 

（１）健やかな心身 

（２）豊かな人間性 

（３）科学技術の研鑽と創造 

 

教育基本理念と育成する人材像  

（１）豊かな人間性の涵養： 

    学生が豊かな教養と専門知識を基礎にして、技術者としてふさわ 

しい人格を形成し社会に貢献できるように、学内の教育環境と協力 

体制を一層強化する。 

（２）創造力を養う実践教育の推進：                               

       実践力・創造力豊かなエジソン型テクノロジストを養成するため 

の「ものづくり教育」を推進するにあたり、「ものづくり」＝「プ 

ロダクション」という枠に捉われず、「マネジメント+ソリューシ 

ョン」的発想に立ち、技術分野の企画力を養う「フロンティアもの 

づくり教育」を導入する。 

（３）各専門分野に関する高度な知識と豊かな感性の育成： 

        各学科における教育目標をキーワード（ＩＴ・ロボット・デザイ 

ン・エコロジー・環境・福祉など）を用いて鮮明化し、画一的教育 

ではなく学生の個性を生かした教育内容を検討し、自主的問題発見 

能力および解決能力を有し、技術革新に柔軟に対応できる中核的技 
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術者としてのテクロジストを育成する環境を整える。 

（４）自然科学・数学・英語・専門基礎科目など基礎学力の向上： 

        各学科の学生が高度化する専門知識・技術を修得するためには、 

基礎となる自然科学・数学・英語並びに専門基礎科目の重要性を認 

識し効果的な基礎学力修得方法を確立する。そのためには、一般科 

目と専門科目の教員が連携し、高校３年間＋大学の教養課程におけ 

る教育内容に捉われず、高専独自の基礎教育プログラムを検討する 

。  

（５）情報技術力の向上： 

        情報技術教育は従来から充実に努めてきたが、今後は、コンピュ 

ータの利用能力を高めるだけでなく、新しい技術・独創的なアイデ 

アの実践的な設計技術としての情報技術力の向上を図る。 

（６）国際感覚豊かなテクノロジストを育てる教育プログラムの構築： 

        時代や社会のニーズに応じて自己を革新し、状況の異なる海外に 

おいても付加価値の高い仕事を創出できる、国際感覚の豊かな技術 

者として自立できる教育プログラムを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の給与費相 

当額及び各年度特別に措置しなければならない経費を除き、運営費交付 

金を充当して行う業務については、中期目標の期間中、毎事業年度につ 

き１％の業務の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

  管理的業務の合理化を図り、更なる経費の抑制に努める。     

 

 

 

 

 

 

○ 

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

  管理的業務の合理化を図り、更なる経費の抑制に努める。 

 

 

 

 

 

○ 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目 

標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する事項 

   高専制度の特徴である若年専門導入教育に配慮しつつ、本校の教育理 

念及び教育目標を達成するために以下の事項を設定し、実行するものと 

する。 

（１）入学者の確保 

 １）近隣市町村の各種イベントなどに積極的に参加し、広報宣伝に努め 

る。 

      学内情報をＨＰに掲載するとともに、市町村の広報誌やマスコミに 

も情報提供に努める。 

 

 ２）学校紹介、出前授業、公開講座、学園祭およびロボットコンテスト 

等の活動を通じて、専門に興味を持つ中学生の確保を図る。 

 

 

 

 

 

 ３）学校紹介や学校案内などのパンフレットを作成し、イベント時に配 

布するとともに、中学校訪問を通じて配布する。 

 

 

 

 ４）従来の学力選抜検査における筆記試験に加え、工学への関心・興味 

、専門への適性を見るための独自の選抜方法を検討する。 

 

 ５）入学者の学力水準の維持に努めるとともに、入学志願者の減少率を 

１５歳人口の減少率よりも低い５％程度に抑える。 

 

６）入試説明会を実施し、中学校・予備校の進学担当者や保護者に情報 

提供を図る。 

 

 

 

 

 

 ７）学科４、５年生の段階から高い資質を持った学生を発掘し、専攻科 

への受検を勧める。また、社会人となった高専卒業生への情報提供を 

積極的に行う。（高専だよりの専攻科特集号を送るなど） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す 

る目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する事項 

   高専制度の特徴である若年専門導入教育に配慮しつつ、本校の 

教育理念及び  教育目標を達成するために以下の事項を設定し、 

実行するものとする。 

（１）入学者の確保                                           

 １）近隣市町村の各種イベントなどに積極的に参加し、広報宣伝 

に努める。 

     近隣市町村中学校長会を利用し、引き続き本校のＰＲを行う。 

   学内情報をＨＰに掲載するとともに、継続して市町村の広報誌 

やマスコミにも情報提供に努める。 

２）オープンキャンパス（学校紹介）、出前授業、公開講座、工 

陵祭（学園祭）及びロボットコンテスト等の活動を通じて、専 

門に興味を持つ中学生の確保に努める。 

 オープンキャンパス（学校紹介）の時には入試相談コーナーを 

設けるとともに模擬授業を実施する。また、工陵祭（学園祭）の 

時には入試相談コーナーを設ける。 

 

３）オープンキャンパス（学校紹介）や学校案内などのパンフレ 

ットを作成し、イベント時に配布するとともに、栃木県全域及 

び茨城県、埼玉県、福島県、群馬各県の一部の中学校訪問を実 

施し、説明時に配布する。 

 

４）入学者対策室を中心として検討する。 

 

 

５）入学者の学力水準の維持に努めるとともに、入学志願者数の 

現状維持に努める。 

 

６）入試説明会を県内４箇所、県外２箇所で実施し、中学校・学 

習塾の進学担当者や保護者に情報提供を図る。また、中学生及 

び保護者対象の学校説明会を県内、県外で実施し、前期の早い 

段階にも実施する。 

 関信地区国公私立１０高専による合同説明会を実施する。 

 また、編入学試験について高等学校訪問を実施するとともに 

編入学試験日の時期を検討する。 

 ７）学科４年生に専攻科説明会を継続して実施し、受検を勧める。 

また、高専卒業生への効果的な情報提供の方法を検討する。 
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○ 
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○ 

 

 

○ 
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Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す 

る目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する事項 

   高専制度の特徴である若年専門導入教育に配慮しつつ、本校の 

教育理念及び教育目標を達成するために以下の事項を設定し、実 

行するものとする。 

（１）入学者の確保 

 １）近隣市町村の各種イベントなどに学生の参加を積極的に促し 

、広報宣伝に努める。近隣市町村中学校長会を利用し、引き続 

き本校のＰＲを行う。ＨＰを整備して新しい学内情報を掲載す 

るとともに、継続して市町村の広報誌やマスコミへの情報提供 

に努める。 

 ２）オープンキャンパス（学校紹介）、出前授業、ジュニア科学 

リーグ、公開講座、工陵祭（学園祭）及びロボットコンテス 

ト等の活動を通じて、科学 の面白さを広く中学生に紹介する 

。オープンキャンパスおよび工陵祭（学園祭）では、各専門学 

科の学生による学科に特徴的な実験等を積極的に行い、志望学 

科を決めるための情報を提供するとともに、入試相談コーナー 

を設けて中学生の質問に個別に対応する。 

 ３）オープンキャンパスや公開講座等の日程紹介のポスターおよ 

び学校案内や各学科のパンフレットを作成し、イベント時に配 

布する。また、栃木県全域及び茨城県、埼玉県の中学校を訪問 

して学校の特徴および入試概要をパンフレット等の資料によ 

り説明する。 

 ４）推薦選抜（面接）において工学への興味および専門適正を見 

るためのより良い選抜方法を、入学者対策室を中心として継続 

的に検討する。 

 ５）より良い学力を有する入学者の維持に努める。推薦選抜では 

募集人員を１６名程度（定員の４０％）に拡大し、入学志願者 

数の現状維持に努める。 

 ６）入試説明会を９月に県内４箇所以上、県外２箇所以上で実施 

し、中学校教員、学習塾講師、および保護者に情報提供を図る 

。また、中学生及び保護者対象の学校説明会を７月から１０月 

にかけて県内、県外で実施する。学内での説明会では学内見学 

ツアーを合わせて行い、施設および学校生活を紹介する。さら 

に、関信地区国公私立１０高専による合同説明会を実施する。 

 

 ７）学科４年生の卒業研究および専攻科特別研究発表会聴講によ 

り専門領域への関心を高めさせ、専攻科説明会の実施により専 

攻科受検を勧める。保護者会などでも専攻科のアピールに努め 

る。また、専攻科での研究の内容および大学院進学を含む進路 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 
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（２）教育課程の編成等 

 １）外部評価・学科編成 

ａ．外部有識者による参与会を組織し、外部評価を実施する。 

ｂ．技術者教育プログラム（ＪＡＢＥＥ）の受審を積極的に進める。 

 

 

 

 

 

 

ｃ．就職先や求人内容等を定期的に調査し、社会的な要請に応えるよう 

実験内容等の改善を行う。それらの結果はカリキュラム等の整備に繋 

げて行く。 

ｄ．学年制から単位制への移行、集中講義の実施、複数教員による授業 

、学外での講義、多様な単位認定などの改革を検討する。 

 

 

 

 ２）高等学校の動向と教育改革 

  ａ．本校独自の基礎教育プログラムの開発に努める。同時に、高専版の 

教養教育の推進を図る。 

 

  ｂ．教室数、教員数、教科の実情の許す範囲で習熟度別クラス編成への 

移行を準備する。 

 

ｃ．社会の変化に応じたカリキュラムの変更に柔軟に対処できるように 

する。 

 

    ｄ．セメスター制度の検討、ティーチングアシスタント制度の創設。 

 

 ３）学力・実技力の調査 

   ａ．シラバスに授業予定内容を正確に記述し、また、その内容を完遂す 

るようにする。 

  ｂ．科目間の相互内容の調整を図り、過不足の少ない連続性、継続性、 

一貫性のあるカリキュラムになるように努める。 

 

 

  ｃ．全学科共通の数学の試験を実施する。 

 

 

 

 

 

○ 
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○ 
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○ 
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○ 

 

 

 

（２）教育課程の編成等 

 １）外部評価・学科編成 

ａ．外部有識者により組織される参与会の外部評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．学年制から単位制への移行、集中講義の実施、複数教員によ 

る授業、学外での講義、多様な単位認定などの改革のための情 

報収集を行う。 

 

 

 ２）高等学校の動向と教育改革 

ａ．専門科目でプロジェクトワーク等を拡充する。 

 

 

  ｂ．教室数、教員数、教科の実情の許す範囲で習熟度別クラス編 

成で部分的に実施し、学科を越えた混合クラス編成を引き続き 

検討し、学修単位の一層の導入を図る。 

ｃ．社会の変化に応じたカリキュラムの内容を引き続き検討する。 

 

 

  ｄ．セメスター制度の実施に向けた検討及びティーチングアシス 

タント制度を創設し実施する。 

 ３）学力・実技力の調査 

  ａ．シラバス書式の統一と授業予定内容の更なる充実を図る。 

 

  ｂ．専門基礎科目の教科内容について、一般科目教員と専門科目 

教員の連携を図り、一貫性のあるカリキュラムを更に検討する。 

 

 

  ｃ．機構本部で実施する学習到達度試験に物理においても参加し 

、実施する。 
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○ 

 

 

○ 
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○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

等の情報をＨＰ等により継続して提供する。 

 

（２）教育課程の編成等  

 １）外部評価・学科編成 

  ａ．外部有識者により組織される参与会の外部評価を実施する。 

  ｂ．より充実した専攻科となるよう専攻科の改組を検討・準備 

する。具体的には専門分野を持ちながら他の分野も見通せる 

複眼的な見方や考え方が出来る技術者の養成を目指すため、 

現行の３専攻から１専攻にし、中をコース制にする方向で改 

組を検討・準備する。これは本校のJABEE認定分野である「 

融合・複合工学分野」の目的・趣旨をより充実し発展させる 

ものである。 

 

 

 

ｄ．今年度より県内の１８の大学等の高等教育機関との単位互 

換を実施する。 

    混合学級のメリット・ディメリットの検討とともに、高学 

年の特定科目に於いて学科を超えたクラス編成（混合クラス 

）を検討する。 

 ２）高等学校の動向と教育改革   

  ａ．本校独自の基礎教育プログラムの開発に関し、次年度実施 

に向け創造性を養う科目の設置を各学科で検討する。高専版 

の教養教育を引き続き推進する。 

  ｂ．教室数、教員数、教科の実情の許す範囲で、学科を越えた 

混合クラス編成について次年度の実施を念頭におき検討する。 

 

  ｃ．次年度実施に向け、社会の変化に応じたカリキュラムとし 

て、安全工学・知財・環境等を対象とした授業の設置につい 

て検討する。 

  ｄ．本年度よりセメスター制度を実施する。補習等の中でティ 

ーチングアシスタント制度の実施を試みる。 

 ３）学力・実技力の調査 

  ａ．引き続きシラバスの授業予定内容の充実を図るとともに、 

シラバスの活用法について検討する。 

  ｂ．専門基礎科目の教科内容について、引き続き一般科目教員 

と専門科目教員の連携を図り、一貫性のあるカリキュラムを 

検討する。その１つの取組として教務担当者の主導で学科間 

の連携について協議する。 

  ｃ．機構本部で実施する学習到達度試験の数学および物理に継 

続参加し、実施する。 
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  ｄ．学内でＴＯＥＩＣあるいはＴＯＥＦＬの試験を実施する。 

 

４）卒業生・学生の評価 

  ａ．学生による授業評価を実施する。 

 

  ｂ．学科内外の公開授業や外部評価を通して授業方法や教育指導方法の 

改善を図る。   

  ｃ．成績評価を学生にフィードバックして利用してもらうための方法を 

導入する。 

  ｄ．成績評価は結果の評価だけではなく、学習過程における意欲や態度 

等も考慮することに努める。 

 

 

 

 ５）コンテスト 

  ａ．スポーツ大会に限らず、ロボコン、プロコン、デザコン、エコラン 

等の全国的なコンテストに積極的に参加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６）ボランティア等 

  ａ．ボランティア活動への積極的な参加を促す。 

 

 

  ｂ．近隣の小中学生や一般市民と、ロボット、ソーラーカー、エコノカ 

ーなどの紹介を通じて交流を深め、豊かな心身を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｄ．ＴＯＥＩＣ受験を推進するための学習プログラムを実施する。 

 

４）卒業生・学生の評価 

  ａ．学生による授業評価を継続実施し、評価結果を公開する。   

 

  ｂ．学科内の公開授業を実施する。外部評価を通して授業方法 

や教育指導方法の検討を行う。 

ｃ. 学生の試験答案・成績等の返却状況の把握分析し更なる充 

実を図る。 

  ｄ．引き続き学生の態度・意欲も含めた授業評価を進める。 

  

    ｅ．小山高専の教育内容について、在校生・卒業生へのアンケー 

トを実施する。                                         

     

 ５）コンテスト 

  ａ．スポーツ大会に限らず、ロボコン、プロコン、デザコン、 

エコラン、設計コンペ等の全国的なコンテストへの積極的参 

加を継続する。 

 

 

 

 

 

 

  ｃ．校内アイデアコンテストについては、工稜祭（学園祭）の 

期間に実施し、保護者のみならず，近隣の小中高校生や地域 

住民に広く公開するとともに，企業関係者、地域メディアへ 

の参加協力を依頼し、一層の充実を図る。 

 ６）ボランティア等 

  ａ．学内および地域社会におけるボランティア活動への継続的 

な積極的参加を呼びかけ，推奨する。 

 

  ｂ．近隣の小中高校生や一般市民などに対して、ロボット、ソ 

ーラーカー、エコノカーなどの紹介や実演，出前授業を通じ 

て社会的交流を深め、豊かな心身や社会性を育成する。 

 

 

  ｃ．地域社会において吹奏楽、ハンドベルなどの演奏活動を通 

じて社会的交流を深め、社会に貢献寄与するとともに、豊か 

な心身を育むことを継続する。 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

  ｄ．引き続きＴＯＥＩＣ受験を推進するための学習プログラム 

を継続実施する。 

４）卒業生・学生の評価 

  ａ．引き続き学生による授業評価を実施し、評価結果を公開す 

る。 

  ｂ．学科内の公開授業を継続実施する。引き続き外部評価を通 

して授業方式や教育指導方法の検討を行う。 

  ｃ．試験答案を返却・解説する期間を盛り込んだ年間授業計画 

について、次年度実施に向け検討する。 

  ｄ．引き続き学生の授業中での態度・意欲も含めた授業評価を 

進める。 

  ｅ．小山高専の教育内容について、在校生・卒業生へのアンケ 

ートを継続実施する。更に、アンケートの実施内容・方法に 

ついて再検討する。 

 ５）コンテスト  

  ａ．スポーツ大会に限らず、ロボコン、プロコン、デザコン、 

エコラン、設計コンペ等の全国的なコンテストへの積極的参 

加の指導を継続的に行い，より良い成果が得られるようにす 

る。 

  ｂ．.校内アイデアコンテストについては、昨年度に続いて工陵 

祭（学園祭）の期間に実施し、すべての学科の学生が参加で 

きるような企画を立案するとともに，保護者のみならず，近 

隣の小中高校生や地域住民に広く公開し、学生参加の学園祭 

の企画としてもより一層の充実を図る。 

 

 

 

 

 ６）ボランティア等   

  ａ．学内および地域社会におけるボランティア活動の周知・啓 

蒙を図るとともに引き続き積極的参加を推奨する。また，学 

生のボランティア活動に対する協力支援を行う。 

  ｂ．近隣の小中高校生や一般市民などに対し，引き続いてロボ 

ットやソーラーカー、エコノカーなどの紹介や実演，出前授 

業等を通じて社会的交流を図るとともに、社会貢献やボラン 

ティア活動の意義を認識させると同時に豊かな心身や社会性 

を育成する。 

  ｃ．地域社会における吹奏楽やハンドベルなどの定期的な演奏 

発表会を充実させる。また，地域の学校や病院などにおいて 

演奏活動を通じて社会的交流、社会貢献に寄与するとともに 

、豊かな心身を育むことを引き続き積極的に行う。 
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 ７）工業デザインの基礎能力を育成するための環境整備 

  ａ．視聴覚教育に関する器材の充実、指導体制の構築、学校行事におけ 

る芸術鑑賞の機会を提供する。 

 

 

ｂ．情報伝達やデザイン分野において日本の伝統文化に接する機会を提 

供する。 

 

  ｃ．人間工学や感性工学などの教科を導入する。 

 

 

  ｄ．創造設計・製作演習、校内アイデアコンテストを実施する。 

 

 

 

 

 

 ８）技術者倫理教育 

  ａ．情報関連の共通科目において、電子メールやホームページを扱う際 

に、必要な情報モラルに関する教育を実施する。 

 

  ｂ．学生に哲学や技術論、あるいはそれぞれの専門教科の講義の中で、 

技術が社会や自然に及ぼす影響や効果及び技術者の社会的責任に関 

して理解を深めさせる。 

 

 

 

 

 

（３）優れた教員の確保 

 １）多様な教育組織 

  ａ．教員の人事評価組織とシステムを構築し、長期的、全学的な視野で 

適正な人的配置を検討する。 

  ｂ．産業界で経験を積んだ人材を積極的に採用し、全専門教員定員の１ 

／３程度になるよう努力する。 

  ｃ．外国人教員採用に努める。 

  ｄ．性別による不均衡の改善を図るため、女性教員を各学科１名程度ま 

で高めるよう努力する。 

  ｅ．１、２年、特に１年における主要教科担当には、常勤教員をあて、 

きめ細かな学習指導体制を確立する。 

  ｆ．時間割編成方法の合理化を目指して、非常勤の配置見直し、「非常 

 

○ 
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○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 ７）工業デザインの基礎能力を育成するための環境整備 

  ａ．視聴覚教育に関係する器材の一層の整備、充実を図るとと 

もに、e-learningの教育指導方法について検討，実施を進め 

て発展させる。また，特別教育活動や校外研修、専門研修に 

おいて芸術に触れる機会をつくることに継続的に配慮する。 

  ｂ．特別教育活動や校外研修、専門研修等において，情報伝達 

やデザイン分野において日本の伝統文化に接する機会をつく 

ることに継続的に配慮する。 

  ｃ．人間工学や感性工学等に関連した科目として「科学技術史 

」を新設するとともに、一層の充実を図る。 

 

  ｄ．デザイン教育に関連したものづくり教育、PBL教育として 

の創造工学演習等の科目の増設と既存科目内容の見直し、お 

よび校内アイデアコンテスト等を引き続き実施し、デザイン 

能力の育成を図る。 

 

 

 ８）技術者倫理教育 

   ａ．情報関連のそれぞれの科目において、電子メールやホームペ 

ージを扱う際に、必要な情報モラルに関する教育を継続的に実 

施する。 

    ｂ．学生に哲学や技術論、あるいはそれぞれの専門教科の講義の 

中で、技術が社会や自然に及ぼす影響や効果及び技術者の社会 

的責任に関して引き続き理解を深めさせる。 

 

ｃ．知的財産に関する教育の導入に向け検討する。 

 

 

 

（３）優れた教員の確保 

  １）多様な教育組織 

    ａ．教員の人事評価システムの構築を検討する。 

 

  ｂ．産業界で経験を積んだ人材の採用を促進する。 

 

ｃ．外国人教員採用に努める。 

ｄ．女性教員の採用に努める。 
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 ７）工業デザインの基礎能力を育成するための環境整備 

  ａ．視聴覚教育に関係する器材の一層の整備、充実を図るとと 

もに、e-learningの教育指導方法について検討，実施を進め 

て発展させる。また，特別教育活動や校外研修、専門研修に 

おいて芸術に触れる機会をつくることに継続的に配慮する。 

  ｂ．特別教育活動や校外研修、専門研修等において，情報伝達 

やデザイン分野において日本の伝統文化に接する機会をつく 

ることに継続的に配慮する。 

  ｃ．人間工学や感性工学等に関連した科目として「科学技術史 

」の一層の充実を図るとともに、各科でデザイン教育に対応 

出来る科目の継続的増加を図る。 

  ｄ．デザイン教育に関連したものづくり教育、PBL教育として 

の創造工学演習等の科目の増設と既存科目内容の見直し、お 

よび校内アイデアコンテスト等を引き続き実施し、デザイン 

能力の育成を図る。 

  ｅ．専攻科にデザイン教育に関する共通科目として「プロジェ 

クトデザイン」を新設するためカリキュラムを整備する。 

 ８）技術者倫理教育  

  ａ．情報関連のそれぞれの科目において、電子メールやホーム 

ページを扱う際に、技術者及び一般市民として必要な情報モ 

ラルに関する教育を更に充実させ、継続的に実施する。 

  ｂ．学生に哲学や技術論、あるいはそれぞれの専門教科の講義 

の中で、技術が社会や自然に及ぼす影響や効果及び技術者の 

社会的責任に関して、具体的な事例を基に引き続き理解を深 

めさせる。 

  ｃ．専攻科に知的財産に関する共通科目として「産業財産権」 

を新設するため、安全工学などの分野と併せてカリキュラム 

を整備する。 

 

（３）優れた教員の確保 

  １）多様な教育組織 

  ａ．教員の人事評価システムの構築の一環として、教員評価の 

1つである研究業績の収集・保管の一元化を図る。 

  ｂ．教員採用にあたっては産業界から優秀な人材確保に努める。 

   

ｃ．教員採用にあたっては可能な限り女性の採用に努める。 

  ｄ．教員採用にあたっては可能な限り外国人の採用に努める。 

 

  ｅ．今後とも低学年、特に１学年の教科目には常勤教員をあて 

ることを考慮し、時間割を作成する。 
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勤講師の公募制」を検討する。 

 ２）人事交流 

  ａ．高専間、他機関との任期制を含めた人事交流、国内外研究員の派遣 

、他職場経験を可能にする。 

 ３）博士学位取得者、技術士資格等の取得者の採用 

  ａ．専門科目担当教員（一般科目理科系も含む）の７０％以上が博士の 

学位を、理科系以外の一般科目については８０％以上が修士以上の学 

位を有するようにする。 

 

 ４）教育委員会との連携とＦＤ研修会 

  ａ．教育改善推進室を設置し、教育改善と教員の資質向上に繋がるシス 

テムの構築を検討する。 

  ｂ．学科内外の公開授業、同僚教員による評価、外部評価を通して授業 

方法や教育指導方法の改善を図る。 

 

  ｃ．学生による授業評価を定着させる。 

 

  ｄ．学内で教育改善のための研修会を実施する。 

 

  ｅ．授業内容や教授方法に関する学科内会議を実施し、学生の資質の変 

化に応えられる授業内容 、方法改善に努める。 

 ５）教育貢献評価 

  ａ．教員の教育業績の評価法を構築し、評価を行う。高い評価を受けた 

者については毎年表彰する制度を構築する。 

 

 ６）教員の国内外への派遣 

  ａ．文部科学省の制度や外部資金を活用して、教員の国内外での研究・ 

研修の機会を設ける。 

 

 

 

 

（４）教育の質の向上および改善のためのシステム 

 １）学校間での教材、教育方法の共同開発 

  ａ．学校間の連携を通して、新しい教材や教育方法を共同開発すること 

を検討する。 

 ２）多様な学生交流 

  ａ．学校の枠を越えた多様な学生交流のあり方を検討する。 
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２）人事交流 

 ａ．高専間教員交流制度の活用を図る。 

 

３）博士学位取得者、技術士資格等の取得者の採用 

    ａ．専門科目担当教員（一般科目理科系も含む）の７０％以上が 

博士の学位を、理科系以外の一般科目については８０％以上が 

修士以上の学位取得を維持する。 

 

 ４）教育委員会との連携とＦＤ研修会 

  ａ．教育改善推進室員を中心に教育改革方法について引き続き検 

討する。 

  ｂ．学科内外の公開授業、同僚教員による評価方法を改善し引き 

続き実施する。 

 

   ｃ．学生による授業評価内容を改善しを引き続き実施する。 

 

   ｄ．教育改善推進室を中心に教育改善研究会を実施する。 

 

   ｅ．授業内容や教授方法に関する学科内会議を実施し、学生の資 

質の変化に応えられる授業内容 、方法改善に引き続き努める。 

 ５）教育貢献評価 

  ａ．教員の教育業績の評価を行う。高い評価を受けた者について 

は表彰する。 

 

 ６）教員の国内外への派遣 

ａ．文部科学省の制度を活用して、教員が国内外で研究・研修で 

きるよう規定を整備する。 

 

 

 

 

（４）教育の質の向上および改善のためのシステム 

  １）学校間での教材、教育方法の共同開発に引き続き努める。 

  ａ．学校間の連携を通して、新しい教材や教育方法を引き続き共 

同開発していく。 

 ２）多様な学生交流 

    ａ．他大学との単位互換制度の活用・促進 

 

    ｂ．「大学コンソーシアムとちぎ」等を活用し学生交流を図る。 
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２）人事交流 

  ａ．高専・両技科大間教員交流制度の活用し、人事交流や他の 

職場体験を促進する。 

３）博士学位取得者、技術士資格等の取得者の採用  

  a. 本校に於いては、専門科目担当教員（一般科目理科系も含 

む）の７０％以上が博士の学位、理科系以外の一般科目につ 

いては８０％以上が修士以上の学位取得者であるが、更なる 

充実を目指す。 

 ４）教育委員会との連携とＦＤ研修会 

  ａ．教育改善推進室で、教育改善室員を中心に教育改革方法を 

検討し、それを教務委員会で議論するシステムを構築する。 

  ｂ．学科内外の公開授業、同僚教員による評価方法を改善し、 

その結果を通知することで、各教員の改善意欲を高めて、授 

業方法や教育指導方法の改善を推進する。 

  ｃ．学生による授業評価内容を改善して、毎年実施して、さら 

に結果を公表することで、定着を図る。 

  ｄ．教育改善推進室が主催して教育改善研修会を実施し、議論 

のほかに講演を行うなど、内容の充実を図る。 

  ｅ．授業内容や授業方法に関する学科内会議を実施、学生の資 

質の変化に応じられる授業内容、方法改善を推進させる。 

 ５）教育貢献評価     

  ａ．本校に於いては、教員の教育業績評価を行い、研究業績及 

び学校運営等も含め高い評価を受けた教員を表彰している。 

本年度は評価方法の改善を含め検討を加える。 

 ６）教員の国内外への派遣 

  ａ．文部科学省の「大学教育の国際化加速プログラム」及び国 

立高等専門学校機構の「国立高等専門学校機構在外研究員制 

度」等を活用し、可能な限り教員を国内外へ派遣する。また 

、他の外部資金等を活用し国内外で研究・研修できるよう、 

教員に外部資金等の獲得を促す。 

 

（４）教育の質の向上および改善のためのシステム  

 １）学校間での教材、教育方法の共同開発 

  ａ．学校間の連携を通して、新しい教材や教育方法を引き続き 

共同開発していく。そのために今年度は数学科で検討する。 

 ２）多様な学生交流 

  ａ．宇都宮大学と協定を結び、単位互換制度の活用・促進を図 

る。 

  ｂ．「大学コンソーシアムとちぎ」等を活用し学生交流を図る 

。他高専との間で専攻科の研究発表等を行う事を検討する。 
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 ３）教育方法の改善 

  ａ．健康、体力、体育史の理解、運動による心身の発達、健康で安全な 

生活を営む能力と態度を育成する体育を行う。 

  ｂ．読書体験発表会やディベートなどの実践的な方法を日本語教育に取 

り入れる。 

 

 

  ｃ．従来科目にとらわれない総合的融合的なカリキュラム設定を、人文 

・社会系で検討する。 

 

  ｄ．全学科共通の数学の試験を課すなどして、学習の動機付けを高める。 

 

  ｅ．理科と各専門科目で一貫したカリキュラムを達成し、基礎力の充実 

を目指し、実験や野外での実習活動も取り入れる。 

 

 

  ｆ．辞書活用、文法理解、語彙増強に配慮し、基礎学力と自己学習能力 

が向上する英語教育を検討する。 

  ｇ．第二外国語としてドイツ語のほかにアジア系の言語を選択できるよ 

うに検討する。 

 

  ｈ．初学年からのプレゼンテーションの機会を設け、卒業研究ではその 

機会を増やす。 

  ｉ．各種の資格試験や学外の公募型設計競技にチャレンジさせる。 

 

  ｊ．学内でＴＯＥＩＣあるいはＴＯＥＦＬ試験を実施し、学生の受験を 

促し、学生の自学自習意欲を高める。 

 

 

  ｋ．少人数のグループによる実験となるよう実験科目の内容を見直す。 

 

  ｌ．実践能力養成のため学生がシステムの設計から製作までを行う Ｐ 

ＢＬ（Problem Based Learning）の実施を検討する。 

 

  ｍ．演習を効果的に行うために、演習問題と解法例のデーターベースの 

作成を行う。 

 ４）認証評価対応のデータベース 

  ａ．JABEE受審および第３者機関による認証評価に備えたデータベー 

ス作りのため、その項目整理を検討する。 
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 ３）教育方法の改善 

  ａ．健康、体力、体育史の理解、運動による心身の発達、健康で 

安全な生活を営む能力と態度を育成する体育を行う。 

    ｂ．読書体験発表会を学校行事として定着させると共に、ディベ 

ートなどの実践的な方法を日本語教育の中で実施する。 

 

 

  ｃ．総合的融合的なカリキュラム設定を、人文・社会系で実施す 

る。 

 

ｄ．機構本部で実施する学習到達度試験に参加し、学習の動機付 

けをする。 

  ｅ．理科と各専門科目で一貫したカリキュラムを検討しつつ、基 

礎力の充実を目指し、実験や野外での実習活動を引き続き実施 

する。 

 

   ｆ．辞書活用、文法理解、語彙増強に配慮し、基礎学力と自己学 

習能力が向上する英語教育を引き続き検討する。 

  ｇ．第二外国語としてドイツ語のほかにアジア系の言語を選択で 

きるように引き続き検討する。 

 

  ｈ．初学年からのプレゼンテーションの機会を設け、卒業研究で 

はその機会の充実を図る。 

  ｉ．各種の資格試験や学外の公募型設計競技に引き続きチャレン 

ジさせる。 

    ｊ．学内でＴＯＥＩＣ試験を引き続き実施して、学生の自学自習 

意欲を高めると共にＴＯＥＩＣ対応勉学環境の充実を図る。 

 

 

    ｋ．少人数のグループによる実験となるよう実験科目の内容の見 

直しを推進する。 

  ｌ．実践能力養成のため学生がシステムの設計から製作までを行 

う ＰＢＬの全学科導入を実施する。 

 

  ｍ．演習を効果的に行うために、e-learning等の活用を推進する。 

 

４）認証評価対応のデータベース 

 ａ．JABEE認定維持および第３者機関による認証評価に対応す 

るための効果的な保存方法を整理検討する。 
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 ３）教育方法の改善 

  ａ．スポーツ健康科学の理解、運動による心身の健全な発達、 

健康で安全な生活を営む能力と態度を育成する体育を行う。 

  ｂ．読書体験発表会を学校行事として継続的に実施し、読書の 

啓蒙に努める。 

    また、引き続きディベートなどの実践的な方法を日本語教 

育に中で実施する。 

  ｃ．総合的融合的なカリキュラム設定を、人文・社会系で実施 

する。現在の授業「人間と科学」に新しい内容を取り入れて 

１クラス設けることを検討する。 

  ｄ．機構本部で実施する学習到達度試験に参加し、学習の動機 

付けをする。新入生に対して、数学の実力試験を実施する。 

  ｅ．理科と各専門科目で一貫したカリキュラムを検討しつつ、 

基礎力の充実を目指し、実験や野外での実習活動を引き続き 

実施する。また、物理・応用物理については、「学習到達度 

試験」を教科授業に用いる方法を検討する。 

  ｆ．辞書活用、文法理解、語彙増強に配慮し、基礎学力と自己 

学習能力が向上する英語教育を引き続き検討する。 

  ｇ．第二外国語としてドイツ語のほかにアジア系の言語を選択 

できるように引き続き検討する。ドイツ語の開設状況が社会 

のニーズに合っているか検討する。 

  ｈ．初学年からのプレゼンテーションの機会を設け、卒業研究 

に加えて授業・実験実習においてもその機会を設ける。 

  ｉ．各種の資格試験や学外の公募型設計競技に引き続きチャレ 

ンジさせて、定着を図る。 

  ｊ．学内でＴＯＥＩＣ試験を引き続き実施して、学生の自学自 

習意欲を高めると共にＴＯＥＩＣ対応勉学環境の更なる充実 

を図る。専攻科では次年度、ＴＯＥＩＣ４００点相当以上を 

義務付けるための規定を整備する。 

  ｋ．少人数のグループによる実験となるよう実験科目の内容の 

見直しを推進し、一部実施する。 

  ｌ．実践能力養成のため学生がシステムの設計から製作までを 

行うＰＢＬの全学科導入を実施する。次年度に向けて、各科 

で創造性・ＰＬＢを養う科目を指定し、シラバスに記載する。 

  ｍ．演習を効果的に行うために、e-learning 教材等を整備し活 

用を推進する。 

 ４）認証評価対応のデータベース 

  ａ．JABEE 認定維持および第３者機関による認証評価に対応 

するための効果的な保存方法を、点検評価委員会で検討し、 

それらの系統的方法を決定する。 
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 ５）インターンシップの推進 

  ａ．インターンシップ制度や実務研修等の参加を推奨し、参加者の増加 

に努めるとともに制度上の改善を行う。 

 

 

６）大学との有機的連携による教育改善、研修、卒業生の継続教育 

  ａ．教員が社会のニーズを捉え、研修や卒業生の継続教育に活かせる場 

として、産学官ネットワーク等を利用する。 

 

 

 

 

 

 ７）e-learningの取り組み 

  ａ．e-learningのための教育プログラムと実施方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

（５）学生支援、生活支援等 

１）学習指導・支援や健康相談の充実に関する具体的方策 

ａ．専門の講師によるメンタルヘルスを含めた厚生補導研究会を全教職 

員対象に実施する。 

 

    ｂ．学生の学習支援をさまざまな方策を用いて積極的に推進し、自主的 

な勉学意欲と勉学習慣を確立し、学力増進を図る。また、人間関係な 

ど心の悩みや身体健康の問題に対する支援体制を整える。 

 

 

   ｃ．学生支援室は、相談内容に応じて勉学に関する相談を教科担当教員 

や学級担任教員に振り分け、学生の問題解決に努める。 

 

 

 

    ｄ．身体の健康、心の健康について、学生が保健室、学生支援室、カウ 

ンセラーを積極的に利用するよう必要な案内を適宜行う。 
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○ 

 

 

 

 

 ５）インターンシップの推進 

  ａ．インターンシップ制度や実務研修等の内容充実を含め更に推 

進を図る。                              

 

  ｂ．インターンシップ受入企業の更なる開拓を行う。 

 ６）大学との有機的連携による教育改善、研修、卒業生の継続教育  

 ａ．大学との定期的な懇談会を実施し、引き続き相互の教育改善 

につなげる努力をする。 

  ｂ．技科大学との教育研究集会等に参加し、教員の研修・教育 

課程の改善につなげる努力をする。 

 

 

 

 ７）e-learningの取り組み 

ａ．学各学科で e-learning対応教科を選定し、資料作りを推進 

する。 

ｂ．ＴＯＥＩＣの学習プログラムにe-learning を積極的に活用 

する。 

ｃ．組織として e-learning推進委員会を解消し、 e-learning運 

営委員会を設置し利用推進を図る。 

 

（５）学生支援、生活支援等 

 １）学習指導・支援や健康相談の充実に関する具体的方策 

  ａ．教職員を対象に、学生生活の諸問題に関する厚生補導研究 

会を引き続き実施する。 

 

  ｂ．専攻科生を含めて、高学年の学生が低学年の学生の学習指 

導、援助を行う体制整備を構築して実施する。また、高学年 

の4，5年においては学修単位の導入拡大を図り，自学自習と 

学習意欲の意識向上を促進する。 

 

  ｃ．学生支援室員の構成を全学的に拡大して、支援室の一層の 

整備充実を図り，学生の問題解決に努める。また，専門家に 

よる，こころと体に関する講演会，薬害防止やサイバー犯罪 

防止に関する講演会を実施する。 

 

  ｄ．学生を対象に学生支援室による「仲間遊びセミナー」を開 

催し、グループの人間関係作りの指導を引き続き行う。また 

，学生が、保健室、学生支援室、スクールカウンセラーを積 

極的に利用できる環境整備を行うとともに、引き続き週2日 

の専門カウンセラーによる対応、カウンセリング時間の拡大 
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○ 

 

 

 

 

 ５）インターンシップの推進 

  ａ．全学科において半数以上の学生のインターンシップ・実務 

研修への参加推進を図る。引き続きインターンシップ制度や 

実務研修等の内容充実について検討する。 

ｂ．引き続きインターンシップ受入企業の更なる開拓を行う。 

 ６）大学との有機的連携による教育改善、研修、卒業生の継続教育 

ａ．大学との定期的な懇談会を実施し、引き続き相互の教育改 

善につなげる努力をする。 

  ｂ．技科大学との教育研究集会等に参加し、教員の研修・教育 

課程の改善につなげる努力をする。 

  ｃ．宇都宮大学と「教育研究上の交流・連携に関する協定」を 

締結する。また、専攻科卒業生が宇都宮大学工学部大学院に 

推薦入試できる制度を締結する。 

 ７）e-learning の取り組み 

  ａ．学各学科でe-learning 対応教科を選定し、資料を増やす。 

 

  ｂ．ＴＯＥＩＣの学習プログラムにe-learning とポストキャス 

トシステムを利用したシステムを検討する。 

  ｃ．e-learning 運営委員会の活動を推進する。 

 

 

（５）学生支援、生活支援等                       

 １）学習指導・支援や健康相談の充実に関する具体的方策 

  ａ．教職員や保護者を対象に、スクールカウンセラーや専門の 

外部講師によるメンタルヘルスに重点を置いた学生の諸問題 

に関する講演会や厚生補導研究会を実施する。 

  ｂ．専攻科生を含めて、高学年の学生が低学年の学生の学習指 

導、援助を行う体制整備を構築して継続して実施する。また 

、高学年の4，5年においては学修単位の導入拡大を一層図り 

，自学自習と学習意欲の意識の向上を考慮した生活指導を促 

進する。 

  ｃ．学生支援室員は引き続き全学科の教員で構成し、学生支援 

室の整備充実を図るとともに学生の諸問題の対応に一層努め 

る。また，各学年に対する専門家による講演会や講習会を拡 

大し，こころと体，薬害防止，サイバー犯罪防止，および地 

財権や労働法に関する講演会等を実施する。 

  ｄ．学生を対象に学生支援室による「仲間遊びセミナー」を引 

き続き開催し、グループの人間関係作りの教育指導を行う。 

また，保健室、学生支援室、スクールカウンセラーを積極的 

に利用できる環境整備を充実させ、引き続き専門カウンセラ 

ー2名による体制の堅持と、カウンセリングの日時の一層の 
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ｅ．学生の希望する図書をなるべく多く図書情報センターに配置するた 

め、学生が直接書店で購入できるシステム（ブックハンティング ） 

を導入する。 

 

 ２）進路指導（就職支援、進学指導）の充実に関する具体的方策 

ａ．学生の進路に対する適切な指導、助言、援助等および就職先の開拓 

を行うために、進路支援室を置く。 

 

 

  ｂ．進路指導に対して、事務組織と教員組織の効率的な体制の構築を検 

討する。 

 

 

 

    ｃ．就職、進学に際しての心構え、将来の社会人としての常識やマナー 

を身に付ける機会の設定を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 ３）学生寮運営の方針や寮生の生活指導に関する具体的方策 

  ａ．今後２年間で寮生指導に関する規則の見直しを図るとともに、３年 

を目途に校長補佐（寮務担当）・担当補佐に寮務委員を加えた教員指 

導体制の強化を図り、きめ細かい寮生活支援を行う。 

 

  ｂ．学生寮の設備の老朽化に対処し、共通部分と居室の住環境の改善と 

、セキュリティの向上を図り、向学心と社会性に富む寮生の育成に努 

める。 
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に配慮するとともに，教員とカウンセラーとの連携の体制充 

実を図る。 

 

  ｅ．学生によるブックハンティングを継続して実施して、図書 

情報センターの書籍を引き続き充実整備する。 

 

 

 ２）進路指導（就職支援、進学指導）の充実に関する具体的方策 

  ａ．進路支援室業務の充実を図るとともに、進路支援室、学生 

課、および４年担任教員との連携協力体制のもとで進路説明 

会を引き続き実施する。また、学生のWeb上での直接的な進 

路選択支援を実施する。 

  ｂ．進路支援室の下で、求人・就職・進学について5年担任教 

員との連携を取り，学生の進路支援と学生課における事務手 

続きのスムーズな連携体制の整備を図る。また、技科大進学 

対象者（推薦）に対して校長面談を継続的に実施する。 

 

  ｃ．外部から経験豊かな講師を招き、将来リーダーとして活躍 

できるよう、リーダー研修を継続して実施する。また、厚生 

補導研究会を利用して学生の進路支援、キャリア支援を図る 

方策を検討する。 

 

 

 

 

 

 ３）学生寮運営の方針や寮生の生活指導に関する具体的方策 

  a．きめ細かい寮生活支援をするため、新入寮生が寮生活に慣れ 

るまでの間、増直体制を実施する。また、寮生活の規律を正 

すため、校長補佐（寮）等に寮務委員、担任を加えた全学的 

な指導を実施する。 

  b．点呼を更に改善するため、指導基準を改正する。 

 

 

  ｃ．教員参加学習会の開催、定期試験後成績状況の公表等を通 

じて、寮生の学習意欲を高め、成績の向上を図る。寮を学習 

の場としても機能させる。 

 d．学内におけるe-learning教育の一環として、老朽化した寮 

内無線LANを更新する。 

ｅ．留学生の居室配置を分散し、日本人学生とのより一層の交 

流を図る。留学生の生活指導を強化する。 
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拡大を図るとともに，問題を抱えた学生にきめ細かく対応で 

きるように教員とカウンセラー，看護士との連携体制の充実 

に努める。 

  ｅ．学生によるブックハンティングの実施を継続して行い，図 

書情報センターの書籍の充実整備を引き続き行う。また，教 

員等から不必要になった書籍や雑誌をリサイクル図書とし提 

供してもらい，自由に利用、活用できるようにする。 

 ２）進路指導（就職支援、進学指導）の充実に関する具体的方策 

ａ．進路支援室業務の充実を図るとともに，進路支援室，学生 

課，および４年担任教員との連携協力体制のもとで進路説明 

会の回数を増やして引き続き実施する。また，学生のWeb上 

での直接的な進路選択支援システムの充実を図る。 

  ｂ．進路支援室の下で，求人・就職・進学について5年担任教 

員との連携を取り，学生の進路支援と学生課における事務手 

続きのスムーズな連携体制の整備の一層の充実を図る。また 

、技科大進学対象者（推薦）に対しては校長面談を引き続き 

実施する。 

  ｃ．専門のキャリアーカウンセラーに定期的に来校してもらい 

、適性や適職に対するキャリアーカウンセリングを新たに実 

施し、就職支援の方途とする。 

 

  ｄ．就職の決まった5年生を対象に、外部講師を招いて労働法 

の講演会を実施し、将来の社会人、企業人として資質の育成 

を図る。 

  ｅ．将来リーダーとして活躍できるように、外部から経験豊か 

な講師を招いてリーダー研修会を引き続き継続実施する。 

 ３）学生寮運営の方針や寮生の生活指導に関する具体的方策    

  ａ．きめ細かい寮生活支援をするため、新入寮生が寮生活に慣 

れるまでの間、増直体制を実施する。また、寮生活の規律を 

正すため、校長補佐（寮）等に寮務委員、担任を加えた全学 

的な指導を実施する。 

  ｂ．教員参加学習会の開催、定期試験後成績状況の公表等を通 

じて、寮生の学習意欲を高め、成績の向上を図る。学寮を学 

習の場としても機能させる。 

  ｃ．学内におけるe-learning教育の一環として，去年に引き続 

き、老朽化した寮内無線LANを改修する。 

 

  ｄ．セメスター制への対応として、各フロアにおける談話室の 

空調設備を更新する。 

  ｅ．留学生用の補食室、シャワー室、トイレ等を改修し、留学 

生の生活環境改善を図る。 
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 ４）経済的支援に関する具体的方策 

  ａ．入学料の減免措置、授業料の減免措置を積極的に知らせ、制度の効 

果的活用を図る。 

 

   ｂ．日本学生支援機構をはじめ各種奨学金や本校の学生支援基金の情報 

を掲示などで積極的に知らせ、制度の効果的活用を図る。特に親がリ 

ストラに遭うなどの場合、本校の学生支援基金を効果的に活用するこ 

とを目指 

 ５）留学生支援に関する具体的方策 

ａ．留学生が支障なく学生生活を送れるよう、学級担任を中心に全教職 

員の支援体制を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）教育環境の整備・活用 

１）図書情報センター 

ａ．利用されていない資料の整理など館内の整理整頓に努め、より快適 

で利用しやすい環境作り、最新技術書の購入をはじめマルチメディア 

ルーム備え付け資料の充実を図る。 
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ｆ．セメスター制の導入に伴う食堂ホールの整備を行う。 

４）経済的支援に関する具体的方策 

  ａ．授業料免除や奨学金に関する学生への説明を詳細に行い、 

制度の周知徹底と実効を図る。また、免除基準について再検 

討して支援制度の充実を図る。 

  ｂ．日本学生支援機構をはじめ各種奨学金に関する学生支援基 

金制度の情報を引き続き周知し、効果的な活用を図る。また 

、緊急時における本校の学生支援基金の運用を継続的に図る。 

 

 ５）留学生支援に関する具体的方策 

  ａ．留学生が支障なく学生生活を送れるよう、留学生のための 

ガイドブックを作成して配布する。また、食習慣の違いに対 

応するため、留学生用の料理、食事場所を学生寮内に引き続 

き確保する。 

 

  ｂ．国際交流委員会の下で、日本人チューターの一層の活用を 

図るとともに、従来からの学内における留学生と日本人チュ 

ーターとの交流懇親会を引き続き実施する。 

 

  ｃ．県内の大学等との留学生交流会に継続的、積極的に参加す 

る。 

 ｄ．関東信越地区国立高専外国人留学生交流会や多高専との合 

同研修旅行交流会に積極的に参加する。 

ｅ．留学生の学習･生活意識調査の実施について引き続き検討す 

る。 

 

 

（６）教育環境の整備・活用 

 １）図書情報センター 

  ａ．利用されていない資料の整理など館内の整理整頓に努め、 

より利用しやすい環境つくりを図る。 

 

  ｂ．学習単位科目関連の資料の整備、充実をはかるとともに、 

最新技術書の購入し、備え付け資料の充実を図る。 
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 ４）経済的支援に関する具体的方策 

  ａ．授業料免除や奨学金に関する学生への説明を詳細に行い、 

制度の周知徹底を行い、免除者数の増加に努めるとともに支 

援制度の充実を図る。 

  ｂ．日本学生支援機構をはじめ各種奨学金に関する学生支援基 

金制度の情報を引き続き周知徹底し，活用の推進を図る。ま 

た，必要に応じて緊急時における本校の学生支援基金の運用 

を引き続き実施する。 

 ５）留学生支援に関する具体的方策 

  ａ．留学生のためのガイドブックを引き続き配布し、留学生が 

支障なく学生生活が始められるとともに、日常生活を安心し 

て送れることに資する。また，食習慣の違いに対応するため 

、留学生用の食事、料理に配慮し、また自炊場所を学生寮内 

に引き続き確保する。 

  ｂ．新たに発足する改組した国際交流推進室の下で，日本人チ 

ューターによる一層の学習支援および生活支援を図るととも 

に，従来から行ってきている学内における留学生と日本人チ 

ューターとの交流懇親会を引き続き実施する。 

  ｃ．県内の大学等との留学生交流会等への積極的参加を引き続 

き推奨する。 

  ｄ．関東信越地区国立高専外国人留学生交流会や他高専との合 

同研修旅行交流会への参加を積極的に推進する。 

  ｅ．留学生の学習･生活意識調査について実施するとともに、留 

学生の卒業後の実態把握に基づく留学生名簿資料の作成を検 

討する。 

 

（６）教育環境の整備・活用 

 １）図書情報センター 

  ａ．利用されていない資料の整理と最新技術書の購入による蔵 

書資料の充実を行うとともに、センター内の整理整頓に努め 

、より利用しやすい環境作りを図る。 

  ｂ．古くなったマルチメディア室内の機器を更新するとともに 

、視聴覚資料の充実を図る。 

  ｃ．学外からインターネットを経由して蔵書検索が出来るよう 

にし、学生だけでなく学外の一般利用者の便宜を計る等、地 

域社会における社会教育施設としての充実を図る。 

  ｄ．定期試験期間中の休日を開館日とし、学生の試験勉強やグ 

ループ学習のための機会と場を提供する等、利用者の便宜を 

図る。 
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 ２）情報科学教育研究センター 

ａ．専門学科の授業が効果的に実施可能なシステムの構築を図る。 

ｂ．情報公開推進のため、外部へのネットワーク接続環境と計算機環境 

等のハードウェア整備と、情報発信や受信に必要なセキュリティ対策 

等ソフトウェア整備を実施する。 

  ｃ．情報ネットワーク教育として、シスコネットワーキングアカデミー 

を積極的に推進する。 

  ｄ．情報関連カリキュラムの増加に伴って、第３演習室を作り、グルー 

プ別やコース別の実験・実習に利用できるようにする。 

 

 

 ３）地域共同開発センター 

ａ．近年の社会情勢の変化とともに地域社会の多様化したニーズに対応 

するため、従来の工業安全に関する研究センターから、ＩＴ、環境・ 

リサイクル、防災・福祉分野の技術問題まで広げ、新分野に対する装 

置や設備を設置するよう努力する。 

 

 

  ｂ．高専教育の目標である実践的技術者教育を効果的に行うために、企 

業との共同研究や受託研究が容易に行えるよう改善を行う。 

 

 

 

 

 ４）ものづくり教育研究センター 

  ａ．ものづくりに関する安全教育及び基本的技能・技術の講習を行い、 

その到達度が向上するように努力する。 

 

  ｂ．地域社会にものづくり教育を普及させるため、職員の研修の充実、 

教育用設備と研究用設備の改善・充実を図る。 

  ｃ．ものづくり教育研究センター内にある溶接作業場の狭隘解消を目的 

とした拡充を図る。 

 

 

 

 ５）教科書・教材 

  ａ．マルチメディアを使った教材の作成やホームページによる情報発信 

の充実を図るため、教材作成等のプロジェクトを立ち上げて、適切な 

教材作成を検討する。 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 ２）情報科学教育研究センター 

 ａ．利用可能ソフトウェアの充実を図る。 

ｂ．グループウェアソフトの更新を検討する。 

 

 

ｃ．老朽化したフロアスイッチの更新を行う。 

 

ｄ．ネットワーク実験室とマルチメディア実習室を整備する。 

 

  ｅ．平日夜間及び土曜日に公開講座の実施。早期に広報を行い 

受付期間を従来よりも長くする。講座内容の見直しを行う。 

３）地域共同開発センター 

 ａ．地域貢献を円滑に進めるために、地域共同開発センターの 

組織改革を検討する。 

また、昨年度に引き続き既存の装置の整備を図り、既存の 

装置の更新や新分野に対する装置の充実に努める。 

 

 

  ｂ．産官との連携や技術交流を活発化し、共同研究や受託研究 

の受け入れを促進するために、小山高専シーズ集の充実（改 

訂版の発行）を図り、県内広域（含県北地域）を対象に技術 

交流会を開催する。 

    また、昨年度に引き続き、共同研究や受託研究に対しての 

レンタルラボの充実を図る。 

４）ものづくり教育研究センター 

  ａ．昨年度に引き続き新年度初期及び、夏季休業中に初心者向 

けの基本的技能・技術の講習会を行い、ものづくり教育の啓 

蒙と安全教育の徹底に努力する。 

 ｂ．昨年度に引き続き職員の教育・研究活動を積極的に推進す 

る。 

  ｃ．ものづくり教育研究センター内の工作機械及び設備を維持 

すると共に、有害物質などに関する調査を行い、安全対策を 

推進する。 

  ｄ．学外向けの公開講座の開催に積極的に協力し、ものづくり 

教育の普及に努力する。 

５）教科書・教材 

  ａ１．学各学科で e-learning対応教科を選定し、資料作りを推 

進する。 

  ａ２．ＴＯＥＩＣの学習プログラムにe-learning を積極的に活 

用する。 

   ａ３．組織として e-learning推進委員会を解消し、e-learning運 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

２）情報科学教育研究センター   

  ａ．利用可能ソフトウェアの充実を図る。 

 ｂ．グループウェアソフトを更新し，運用を開始する。 

 

 

  ｃ．老朽化したフロアスイッチの更新を行う。 

  

  ｄ．老朽化した演習室のプロジェクターを更新する。 

 

  ｅ．迷惑メール対策を強化する。  

 

 ３）地域連携共同開発センター    

  ａ．地域連携室と地域共同開発センターを統合し新たに地域連 

携共同開発センターとし、センター内に産学連携部門、研究 

開発部門、教育文化支援部門を設け、地域貢献を円滑に進め 

る体制を整える。また、昨年度に引き続き既存の装置の整備 

を図り、既存の装置の更新や新分野に対する装置の充実に努 

める。 

  ｂ．産官との連携や技術交流を活発化し、共同研究や受託研究 

の受け入れを促進するために、小山高専シーズ集の充実（改 

訂版の発行）を図り、Webページに掲載する。 

    また、県内広域を対象に技術交流会を開催する。さらに、 

昨年度に引き続き、共同研究や受託研究に対してのレンタル 

ラボの充実を図る。 

 ４）ものづくり教育研究センター 

  ａ．年度初期に初心者向け及びロボコン参加者向けの講習会を 

行い、ものづくりにおいて必要な安全に関する事項及び基本 

的技能・技術の十分な習得を図る。 

  ｂ．職員の教育・研究活動を積極的に行い、技能・技術の高度 

化を図る。 

  ｃ．ものづくり教育研究センター内の有害物質・危険箇所など 

に関する調査を行い、設備の安全対策を図る。 

 

  ｄ．学外向けの公開講座の開催に協力し、ものづくり教育の普 

及を図る。 

 ５）教科書・教材 

  ａ１．各学科でe-learning 対応教科を選定し、重点配分経費等 

を活用して資料を増やす。 

  ａ２．ＴＯＥＩＣの学習プログラムとしてe-learning とポスト 

キャストシステムを利用したシステムを検討する。 

 ａ３．e-learning 運営委員会を中心として、マルチメディアを 
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○ 
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○ 

 

○ 

 

○ 
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  ｂ．数学・物理・化学などの自然科学系科目並びに専門基礎科目の教科 

書を作成する研究会を立ち上げる。 

 

 

 ６）安全管理 

  ａ．学生に対する安全の確保と健康管理の適切な指導等を行うために、 

キャンパス安全衛生管理室を置く。 

 

  ｂ．教職員及び学生向けに安全管理マニュアルを作成し、安全管理講習 

会を実施する。 

 

 

 

 

  ｃ．手すり、スロープ等の障害者対策設備の更なる改善および歩行者と 

車両の動線の見直し、改善を図る。 

 

  ｄ．安全衛生管理者を確保し、定期的に構内を巡回し、安全管理を徹底 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 研究に関する事項 

  高専が実践技術者の育成機関であることを踏まえ、学際領域、独創的な 

研究を企画実施し、教員の能力の向上を図り、かつ、卒業研究の課題とし 

て学生の技術的教育の一環として位置づける。また、研究成果を教育に反 

映し、地域を始めとする社会に還元できるよう努力する。 

 

１）学内・学校間研究の促進とそのため研究体制の整備 

  ａ．本科の卒業研究、専攻科特別研究の研究課題に共同研究を取り上げ 

、基本的技術ばかりでなく実践技術や実用開発研究の手法を習得させ 

る。 
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○ 

 

 

営委員会を設置し利用推進を図る。 

  ｂ．数学・物理・化学などの自然科学系科目並びに専門基礎科目 

の教科書を作成する研究会を立ち上げて検討を行う。 

 

 

 ６）安全管理 

  a. 交通安全講習会を引き続き実施し、通学時の安全向上を図る。 

また，構 内における許可車両等の駐車違反のチェックを継続 

して行う。 

  b. 教職員および学生に対して「実験実習安全必携」を配布して 

実験実習等の授業における安全向上を図るとともに、キャン 

パスにおける学生の安全確保のため、校内の巡回を定期的に 

行い，車両と自転車の動線の改善について検討する。 

 

 

ｃ．火災時に備え、全校避難訓練を引き続き実施する。また、 

緊急時の救急救命処置やAEDの取扱い，スポーツ医学に関す 

る講習会を継続して実施する。 

 ｄ．学内の衛生環境保持のため、随時校内を巡回して禁煙の徹 

底を図る。 

また、薬物乱用防止やこころと体に関する講習会を継続開 

催して、学生の衛生意識の維持向上を図る。 

  ｅ．学生の心身のストレスや季節ごとの発病・感染症の抑制の 

ため保健室から時に応じて注意文書や定期的に「健康だより 

」を発行し、健康管理への注意と感染症の予防を促す。 

 

  ｆ．学内のアスベスト暴露状況について調査結果を踏まえて適 

正な対応や処置・処分を行う。 

 

 

 

２ 研究に関する事項 

高専が実践技術者の育成機関であることを踏まえ、学際領域、独 

創的な研究を企画実施し、教員の能力の向上を図り、かつ、卒業研 

究の課題として学生の技術的教育の一環として位置づける。また、 

研究成果を教育に反映し、地域を始めとする社会に還元できるよう 

努力する。 

１）学内・学校間研究の促進とそのため研究体制の整備 

  ａ．学科の卒業研究、専攻科特別研究の研究課題に共同研究を積 

極的に取り上げる。 
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○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

利用した教材作りを検討する。 

  ｂ．数学・物理・化学などの自然科学系科目並びに専門基礎科 

目の教科書を作成する研究会を立ち上げて検討を行うため、 

各学科の意見を募る。また、数学科で試行的に電子fileとして 

作成する。 

 ６）安全管理 

  ａ．交通安全講習会および朝の通学指導を引き続き実施し、通 

学時の安全向上を図る。また，構内における許可車両等の駐 

車違反のチェックを継続して行う。 

  ｂ．教職員および学生に対して「実験実習安全必携」および小 

冊子「安心して高専生活を送るために」を配布して実験実習 

等の授業の安全および学校生活に関わる安全向上を図るとと 

もに、キャンパスにおける学生の安全確保のため、校内の巡 

回を定期的に行い，車両と自転車の動線の改善について検討 

する。 

  ｃ．火災時に備え、全校避難訓練を引き続き実施する。また、 

緊急時の救急救命処置やAEDの取扱い，スポーツ医学に関す 

る講習会についても引き続き実施する。 

  ｄ．学内の衛生環境保持のため、随時校内を巡回して禁煙の徹 

底を図る。 

    また、薬物乱用防止やこころと体に関する講習会を引き続 

いて開催して、学生の衛生意識の一層の向上を図る。 

  ｅ．学生の心身のストレスや季節ごとの発病・感染症の抑制の 

ため保健室から時に応じて注意文書および家庭向けに定期的 

に発行する高専便りに「健康だより」を掲載し、健康管理へ 

の注意と感染症の予防意識の向上を図る。 

  ｆ．学内のアスベスト暴露状況について再調査を実施し、調査 

結果を踏まえて適正な対応や処置・処分を行う。 

  ｇ．麻疹、インフルエンザ等の感染症に関わる情報収集を行い 

、必要な指導や情報公開に務める。 

 

２ 研究に関する事項 

   高専が実践技術者の育成機関であることを踏まえ、学際領域、独 

創的な研究を企画実施することにより、教員の能力の向上を図り、 

かつ、卒業研究の課題として学生の技術的教育の一環として位置づ 

ける。また、研究成果を教育に反映し、地域を 始めとする社会に還 

元できるよう努力する。 

 １）学内・学校間研究の促進とそのための研究体制の整備 

  ａ．学科の卒業研究、専攻科特別研究の研究課題に共同研究を積 

極的に取り上げる。 
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  ｂ．研究水準を維持・発展させるため、学科間の相互協力、広く大学等 

他機関との交流の機会を多くするように努める。 

  ｃ．各教員が所属する学科で研究を行うことが基本であるが、分野が共 

通する研究、学際的な研究、地域連携に関する研究などを推進するた 

めには、「共同センター」、「情報センター」、「ものづくりセンタ 

ー」で行うプロジェクト研究として促進する。 

  ｄ．平成１４年度に設置された「おやま大学ネットワーク」（小山高専 

、白鷗大学、関東職業能力開発大学校）を更に発展させ、地域の広範 

な産業分野のニーズに対応できるよう体制を整える。 

 

  ｅ．科学研究費を含む外部資金獲得のための情報提供・説明会などを実 

施する。 

  ｆ．研究に関する最新情報を各教員が手軽に利用できる体制を整える。 

 

 ２）地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促進とそのた 

めの研究体制の整備 

  ａ．実践技術教育機関の教員としての教授能力開発のためには学際領域 

における研究、地域共同研究・企業共同研究等を積極的に推進する。 

 

  ｂ．学内の各センターを改組、改革し、学内共同研究、産学官共同研究 

の拠点として、本科卒業研究、専攻科特別研究を通して研究、教育に 

直接生かす。 

  ｃ．小山高専に関わりのある関東地域の企業等との共同研究、技術相談 

指導を積極的に推進するための活動資金母体として、小山高専振興会 

（仮称）を組織する。 

  ｄ．平成１４年度発足した「おやま産学官ネットワーク」を活用し、地 

域社会への技術的、文化的貢献、公開講座、共同研究、技術指導を積 

極的に推進する。 

  ｅ．外部からのアクセス窓口である地域連携室の機能を充実させ、技術 

相談、共同研究等を積極的に開拓し、また、学外からの要請に対し、 

速急に学内に連絡連携が取れるようにする。 

 

 ３）研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促進とそのた 

めの体制整備 

  ａ．原資の有効的な活用および競争原理を導入する目的で研究費の重点 

配分を行う。研究成果の適切な評価と配分への反映など配分の公正化 

を検討し、研究の質の確保向上と研究目的の適正化を推進する。 

 

ｂ．研究費の分配は学内教職員による申請教育研究企画あるいは課題 

について傾斜配分を行っているが、申請分野の設定、査定採択に関し 

公正で、かつ、研究費の効率的活用に資するよう絶えず努力する。 
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  ｂ．研究水準を維持・発展させるため、学科間の相互協力、広く 

大学等他機関との交流の機会を多くするように努める。 

  ｃ．各教員が所属する学科で研究を行うことが基本であるが、分 

野が共通する研究、学際的な研究、地域連携に関する研究など 

を推進するためには「共同センター」、「情報センター」､「も

のづくりセンター」で行うプロジェクト研究として促進する。 

  ｄ．平成１４年度に設置された「おやま大学ネットワーク」（小 

山高専、白鷗大学、関東職業能力開発大学校）を更に発展させ 

、地域の広範な産業分野のニーズに対応できるよう体制を整え 

る。 

  ｅ．科学研究費を含む外部資金獲得のための情報提供・説明会を 

実施する。 

ｆ．研究に関する最新情報を各教員が手軽に利用できる体制を整 

える。 

２）地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促進と 

そのための研究体制の整備 

  ａ．実践技術教育機関の教員としての教授能力開発のためには学 

際領域における研究、地域共同研究・企業共同研究等を積極的 

に推進する。 

  ｂ．学内の各センターを改組、改革し、学内共同研究、産学官共 

同研究の拠点として、本科卒業研究、専攻科特別研究を通して 

研究、教育に直接生かす具体的方策を検討する。 

  ｃ．小山高専に関わりのある関東地域の企業等との共同研究、技 

術相談指導を積極的に推進するための活動資金母体として、小 

山高専振興会（仮称）設立を準備する。 

  ｄ．平成１４年度発足した「おやま産学官ネットワーク」を活用 

し、地域社会への技術的、文化的貢献、公開講座、共同研究、 

技術指導を積極的に推進する。 

  ｅ．外部からのアクセス窓口である地域連携室の機能を充実させ 

、技術相談、共同研究等を積極的に開拓し、また、学外からの 

要請に対し、速急に学内に連絡連携が取れるようにする。 

 

３）研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促進と 

そのための体制整備 

  ａ．原資の有効的な活用および競争原理を導入する目的で研究費 

の重点配分を行う。研究成果の適切な評価と配分への反映など 

配分の公正化を検討し、研究の質の確保向上と研究目的の適正 

化を推進する。 

  ｂ．研究費の分配は学内教職員による申請教育研究企画あるいは 

課題について傾斜配分を行っているが、申請分野の設定、査定 

採択に関し公正で、かつ、研究費の効率的活用に資するよう絶 
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  ｂ．研究水準を維持・発展させるため、学科間の相互協力、広く 

大学等他機関との交流の機会を多くするように努める。 

  ｃ．各教員が所属する学科で研究を行うことが基本であるが、分 

野が共通する研究、学際的な研究、地域連携に関する研究など 

を推進するためには「共同センター」、「情報センター」、「 

ものづくりセンター」で行うプロジェクト研究として促進する。 

  ｄ．平成１４年度に設置された「おやま大学ネットワーク」（小 

山高専、白鷗大学、関東職業能力開発大学校）を更に発展させ 

、地域の広範な産業分野のニーズに対応できるよう体制を整え 

る。 

  ｅ．科学研究費を含む外部資金獲得のための情報提供・説明会を 

実施する。 

 ｆ．研究に関する最新情報を各教員が手軽に利用できる体制を整 

える。 

２）地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促進と 

そのための研究体制の整備 

  ａ．実践技術教育機関の教員としての教授能力開発のために学際 

領域における研究、地域共同研究・企業共同研究等を積極的に 

推進する。 

  ｂ．学内の各センターを改組、改革し、学内共同研究、産学官共 

同研究の拠点として、本科卒業研究、専攻科特別研究を通して 

研究、教育に直接生かす具体的方策を検討する。 

  ｃ．小山高専に関わりのある関東地域の企業等との共同研究、技 

術相談指導を積極的に推進するための活動資金母体として、小 

山高専振興会（仮称）設立を準備する。 

  ｄ．平成１４年度発足した「おやま産学官ネットワーク」を活用 

し、地域社会への技術的、文化的貢献、公開講座、共同研究、 

技術指導を積極的に推進する。 

  ｅ．外部からのアクセス窓口である地域連携共同開発センター産 

学連携部門の機能を充実させ、技術相談、共同研究等を積極的 

に開拓し、また、学外からの要請に対し、速急に学内に連絡連 

携が取れるようにする。 

３）研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促進と 

そのための体制整備 

  ａ．原資の有効的な活用および競争原理を導入する目的で研究費 

の重点配分を行う。研究成果の適切な評価と配分への反映など 

配分の公正化を検討し、研究の質の確保向上と研究目的の適正 

化を推進する。 

  ｂ．研究費の分配は学内教職員による申請教育研究企画あるいは 

課題について傾斜配分を行っているが、申請分野の設定、査定 

採択に関し公正で、かつ、研究費の効率的活用に資するよう絶 
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  ｃ．学内の研究成果の情報公開を推進し、他高専・他大学との技術分野 

での研究会等を企画する。 

  ｄ．特許出願に関する具体的な説明会などを開き、その出願件数の増加 

を促進する体制を整える。 

 ４）その他 

  ａ．学内の教育研究施設を改革整備するために次のような組織化を計画 

推進する。 

    ａ）（マルチメデｲア教育研究機構）: 図書情報センター、情報科 

学センター 

    ｂ）（ものづくり教育研究機構）：ものづくりセンター、地域共同 

開発センター 

    ｃ）トライラボ（創造工房） 

  ｂ．教育研究技術支援室の創設：技術教育および地域連携業務の支援等 

を行う。 

 

３ 社会との連携、国際交流等に関する事項 

   社会に開かれた学校として、地域および広域社会との連携を図り、学校 

が持つ知の財産を社会に還元するとともに、校外からの情報と資金の導入 

を積極的に推進し、社会に貢献し社会に支持される学校を目指す。 

 

 １）地域社会との連携にかかる各施設の充実 

  ａ．既存のセンターに加え、地域企業との共同研究を軸とした応用教育 

の場としての総合ものづくりセンターの実現を図る。 

 

  ｂ．地域共同開発センターの研究分野を、新しい地域社会の流れに沿っ 

た研究分野にも広げるため、総合ものづくりセンター内に、新分野の 

研究室を設ける。同時に地域共同開発センター内にある既存の研究分 

野については設備の更新を図り、あわせて共同利用施設としての充実 

を図る。 

  ｃ．図書情報センターの一般開放を一層推進する。 

 

 

 

２）教員の研究分野の紹介 

ａ．教員の研究分野については、地域連携室のパンフレットとホームペ 

ージに載せているが、より地域社会にわかりやすい情報となるよう、 

一層の充実を目指す。 

  ｂ．栃木県産業振興センターなどの公的機関のホームページで、県内大 

学等の研究者の紹介をしているが、本校から提供している情報の充実 

を目指す。 
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えず努力する。 

ｃ．学内の研究成果の情報公開を推進し、他高専・他大学との技 

術分野での研究会等を検討する。 

  ｄ．特許出願に関する具体的な説明会などを開き、その出願件数 

の増加を促進する体制を整える。 

４）その他 

ａ．学内の教育研究施設を改革整備するために次のような組織化 

を検討する。 

ａ）（マルチメデｲア教育研究機構）: 図書情報センター、情 

報科学センター 

    ｂ）（ものづくり教育研究機構）：ものづくりセンター、地 

域共同開発センター  

 ｃ）トライラボ（創造工房） 

 

 

 

３ 社会との連携、国際交流等に関する事項 

   社会に開かれた学校として、地域および広域社会との連携を図り 

、学校が持つ知の財産を社会に還元するとともに、校外からの情報 

と資金の導入を積極的に推進し、社会に貢献し社会に支持される学 

校を目指す。 

 １）地域社会との連携にかかる各施設の充実 

ａ．既存のセンターに加え、地域企業との共同研究を軸とした産 

学連携専用施設としての地域連携テクノセンターの整備を検討 

する。 

  ｂ．地域連携テクノセンター設置計画に合わせ、地域共同開発セ 

ンター内の実験室を整備し、地域共同開発センターが掲げてい 

る新分野のテーマに合った実験室の設置計画を立てる。 

 

 

ｃ．図書情報センターの一般開放を一層推進する。 

ｄ．産学官連携コーディネーターの活動の成果を活用して、地域 

企業との交流を深め、社会のニーズに対応した地域連携体制の 

充実を図る。 

 ２）教員の研究分野の紹介 

  ａ．教員の研究分野については、ホームページに載せているが、 

より地域社会にわかりやすい情報となるよう、一層の充実を目 

指す。 

  ｂ．栃木県産業振興センターなどの公的機関のホームページで、 

県内大学等の研究者の紹介をしているが、本校から提供してい 

る情報の更なる充実を目指す。 
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えず努力する。 

  ｃ．学内の研究成果の情報公開を推進し、他高専・他大学との技 

術分野での研究会等を検討する。 

ｄ．特許出願に関する具体的な説明会などを開き、その出願件数 

の増加を促進する体制を整える。 

４）その他 

  ａ．学内の教育研究施設を改革整備するために次のような組織化 

を検討する。 

    ａ）（マルチメデｲア教育研究機構）: 図書情報センター、情 

報科学センター 

    ｂ）（ものづくり教育研究機構）：ものづくりセンター、地 

域連携共同開発センター 

ｃ）トライラボ（創造工房）  

 

 

 

３ 社会との連携、国際交流等に関する事項 

   社会に開かれた学校として、地域および広域社会との連携を図り 

、学校が持つ知の財産を社会に還元するとともに、校外からの情報 

と資金の導入を積極的に推進し、社会に貢献し社会に支持される学 

校を目指す。 

 １）地域社会との連携にかかる各施設の充実 

  ａ．既存のセンターに加え、地域企業との共同研究を軸とした産 

学連携専用施設としての地域連携共同開発センターの整備を検 

討する。 

  ｂ．地域連携共同開発センター研究開発部門センター内の実験室 

を整備し、地域連携共同開発センターが掲げている新分野のテ 

ーマに合った実験室の設置計画を立てる。 

 

 

    ｃ．図書情報センターの一般開放を一層推進する。 

  ｄ．産学官連携コーディネーターの活動の成果を活用して、地域 

企業との交流を深め、社会のニーズに対応した地域連携体制の 

充実を図る。 

 ２）教員の研究分野の紹介 

ａ．教員の研究シーズ集をWebページに掲載し、より地域社会に 

わかりやすい情報となるよう、一層の充実を目指す。 

 

ｂ．栃木県産業振興センターなどの公的機関のホームページで、 

県内大学等の研究者の紹介をしているが、本校から提供してい 

る情報の更なる充実を目指す。 

 

○ 

 

○ 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

△ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 



- 475 - 

 

 

 

３）生涯学習や講座等に関する充実 

  ａ．生涯学習や公開講座等に関しては、小山市を中心に周辺の市町村と 

の連携を推進する。 

  ｂ．公開講座の内容に、受講者の意見を反映させるよう工夫する。 

 

 

 

 

 ４）卒業生や地域社会のネットワークづくり 

  ａ．卒業生や地域の企業を核として「小山高専振興会（仮称）」の設立 

を図り、ネットワークづくりの中心とする。 

 ５）海外との交流 

  ａ．学生と教員で行っている短期海外研修を継続し、海外の教育機関と 

の交流に務める。 

 

 

 

 ６）留学生への配慮 

  ａ．留学生のための各種コンテストなど、様々なイベントに参加を促し 

、日本社会と文化の理解を促進する。 

  ｂ．留学生の研修旅行を継続し、日本各地の文化を学習する機会とする。 

 

 ７）学外との連携の推進 

  ａ．リエゾンオフィスである地域連携室の整備を進め、地域社会との窓 

口としての機能の充実を図る。 

 

  ｂ．各地域の産学官ネットワークとの連携を維持し、更に一層の充実を 

目指す。 

 

 

 

ｃ．「とちぎ大学連携サテライトオフィス」の一員として、産学だけで 

なく、学学連携の充実も推進する。 

 

 

 

  ｄ．「おやま大学ネットワーク」において、産学連携、学生間連携、教 

職員間の交流をより一層推進する。 
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ｃ．教員研究シーズ集を作成し、企業及び産学官連携関係機関に 

配布する。また、企業技術者を対象にシーズ発表会の実施を検 

討する。 

３）生涯学習や講座等に関する充実 

  ａ．生涯学習や公開講座等に関しては、小山市を中心に周辺の市 

町村との連携を推進する。 

  ｂ．公開講座の内容に、受講者の意見を反映させるアンケートを 

実施する。 

 

 

 

 ４）卒業生や地域社会のネットワークづくり 

ａ．卒業生や地域の企業を核とした「小山高専振興会（仮称）」 

の設立を準備する。 

 ５）海外との交流 

ａ．オーストラリア語学研修を継続実施し、海外の教育機関との 

交流に努める。 

 

 

  ｂ．今年度中に海外教育機関と交流締結を目指す。 

６）留学生への配慮 

   ａ．留学生のための各種コンテストなど、様々なイベントに参加 

を促し、日本社会と文化の理解を促進する。 

  ｂ．留学生の研修旅行を継続し、日本各地の文化を学習する機会 

とする。 

７）学外との連携の推進 

   ａ．リエゾンオフィスである地域連携室の整備を進め、地域社会 

との窓口としての機能の更なる充実を図る。 

 

   ｂ．各地域の産学官ネットワークとの連携を維持し、更に一層の 

充実を目指す。 

 

 

 

ｃ．「とちぎ大学連携サテライトオフィス」の一員として、産学 

だけでなく、学学連携の充実も検討する。 

 

 

 

ｄ．「おやま大学ネットワーク」において、産学連携、学生間連 

携、教職員間の交流を検討する。 
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  ｃ．教員研究シーズ集を作成し、企業及び産学官連携関係機関に 

配布する。また、企業技術者を対象にシーズ発表会を実施をす 

る。 

  ３）生涯学習や講座等に関する充実 

 ａ．生涯学習や公開講座等に関しては、小山市を中心に周辺の市 

町村との連携を推進する。 

  ｂ．公開講座の内容に、受講者の意見を反映させるアンケートを 

実施する。 

  ｃ．地域連携共同開発センター教育文化活動支援部門を中心に、 

出前授業やロボットデモを行うとともに、地域自治体等主催の 

イベントに積極的に参加する。 

 ４）卒業生や地域社会のネットワークづくり 

   ａ．卒業生や地域の企業を核とした「小山高専振興会（仮称）」 

の設立を準備する。 

５）海外との交流 

  ａ．オーストラリア語学研修を継続実施する。また、海外の高 

等教育機関との交流については、中国の重慶大学への第２回 

訪問交流の実施について検討すると共に、英語圏の高等教育 

機関との交流協定締結に向け検討をする。 

 

６）留学生への配慮 

  a. 留学生のための各種コンテストなど様々なイベントに参加 

を促進し、日本社会と文化の理解を促進する。 

  b. 留学生の研修旅行を継続し、日本各地の文化を学習する機 

会とする。 

７）学外との連携の推進 

  a. 平成２０年度より地域共同開発センター及び地域連携室を 

組織変更し、地域連携共同開発センターに一本化し、より充 

実させる。 

  b. 地域連携共同開発センターは、産学官連携部門（交流を通 

じた地域産業活性化の推進）、研究開発部門（共同研究、公 

開セミナー等による地域産業界への貢献）、教育文化活動支 

援部門（教育文化・生涯学習活動支援による地域連携・貢献 

）の３部門で構成し、より一層の連携強化を図る。 

c. 「とちぎ大学連携サテライトオフィス」は「大学コンソー 

シアムとちぎ」に発展的に吸収統合された。この「大学コン 

ソーシアムとちぎ」の一員として県内１８の高等教育機関の 

学生を含む相互交流・連携の強化、教育・研究の相互交流・ 

連携の強化及び地域社会や産業界の活性化に取り組む。 

  d. 「おやま大学ネットワーク」においても産学連携、学生間 

連携、教職員間の交流強化を検討する。 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

△ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 
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４ 管理運営に関する事項 

１）迅速かつ責任ある意思決定と運営を可能とするため，校長を中心とし 

た組織体制を確立する。 

 ２）学外の有識者の意見を学校の運営に反映させるため，参与会を設置す 

る。  

  ３）教員人事を円滑かつ適正に進めるため，校長の下に人事に関する検討 

組織を設置する。 

 ４）事務組織における業務内容を見直すとともに，業務の一層の効率化を 

図る。 

 ５）職員の能率の向上のため，研修・講習会等を実施するとともに，文部 

科学省等が主催する研修等に参加させる。 

 ６）事務職員については，高専間，他大学等との積極的な人事交流を図る

。   

５ その他 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

  ｅ．栃木県内１８の大学等高等教育機関で構成している「大学コ 

ンソーシアムとちぎ」の一員として、相互の連携交流の強化、 

教育・研究の充実発展、地域社会や産業界の活性化に貢献する。 

 

４ 管理運営に関する事項 

１）迅速かつ責任ある意思決定と運営を可能とするため，校長を中 

心とした組織体制の更なる充実を図る。 

 

 

３）平成２０年度以降の人事計画について、検討を行う。 

 

４）事務組織における業務内容を見直し、業務の一層の効率化を 

図る。 

５）職員の能率の向上のため，研修・講習会等を実施するとともに 

，文部科学省等が主催する研修等に参加させる。 

６）事務職員については，高専間，他大学等との積極的な人事交流 

を図る。  

 

  

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

４ 管理運営に関する事項 

 １）迅速かつ効率的で責任ある意思決定と運営を可能とするため 

、校長を中心とした組織体制の更なる充実を図る。 

 ２）学外の有識者の意見を学校の運営に反映させるための参与会 

の設置を引き続き検討する。 

３）平成２１年度以降の人事計画について検討を行う。 

 

 ４）事務組織に於ける業務内容を見直し、業務のより一層の効率 

化を図る。 

 ５）職員の能率の向上のため研修会・講習会等を実施すると共に 

、文部科学省等が主催する研修等にも参加させる。 

 ６）事務職員については高専間、他大学等との積極的な人事交流 

を図る。 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 
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第 ２ 期 中 期 計 画 ・ 平 成 ２ １ 年 度 計 画 

 

達 成 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

 

小 山 工 業 高 等 専 門 学 校 

 

 

 

 

 

 

資料 14-２：第２期中期計画 平成 21 年度計画 達成状況 
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独立行政法人国立高等専門学校機構小山工業高等専門学校 第２期中期計画・平成２１年度計画達成状況 

                                                                               （達成：○ 継続：△ 未達成：×） 

国立高等専門学校機構中期計画 担当部署等 小山工業高等専門学校 中期計 画 小山工業高等専門学校  平成２１年度計画 達成状況 
 
（序文） 
 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第30条の規定により，独立行
政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）が中期目標を達成するた
めの中期計画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。 
 
（基本方針） 
 国立高等専門学校は，中学校卒業後の早い段階から，実験・実習・実技等の体
験的な学習を重視したきめ細やかな教育指導を行うことにより，産業界に実践的
技術者を継続的に送り出してきており，また，近年ではより高度な知識技術を修
得するために４割を超える卒業生が進学している。 
 さらに，これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果をもとに，生産現場にお
ける技術相談や共同研究など地域や産業界との連携への期待も高まっている。 
 このように国立高等専門学校にさまざまな役割が期待される中，高等学校や大
学とは異なる高等専門学校の本来の魅力を一層高めていかなければならない。ま
た，産業構造の変化等を踏まえ，創造力に富み，人間性豊かな技術者の育成とい
う視点に立って，国立高等専門学校における教育の内容も不断に見直す必要があ
る。 
 こうした認識のもと，大学とは異なる高等教育機関としての国立高等専門学校
固有の機能を充実強化することを基本方針とし，中期目標を達成するための中期
計画を以下のとおりとする。 
 
 

 
 
※副校長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（前 文）  
 小山高専は、これまで４０年近くに亘り約７､０００名の卒業生を世
に送り出し、企業における中堅技術者の育成を通じて日本の産業界の発
展を支えて、社会的要請に応えてきた。 

しかし、現今の産業界は高度先端化・情報化技術時代に入り、企業が 
求める技術者としての人材像は「即戦力技術者」から深い知識とともに 
問題解決能力をも兼ね備えた「創造性技術者」へと変化してきている。
とは言え、この様な社会変革の中にあっても依然として本校卒業生に対
する企業の期待は大きい。こうしたことから、今後の小山高専の進むべ
き方向は、学生や社会のニーズを的確に把握しつつ魅力ある教育課程を
検討、改善し、高い実践力とともに問題解決能力や豊かな創造力を兼ね
備えた技術者を育成し、新たな時代の要請に応えていくことであろう。 

以上を踏まえ、小山高専の教育目標は、「技術者である前に人間であ 
れ」という本校の校是に基づき、準学士課程の５年間では、基本的には 
現在の教育課程を維持しつつ、豊かな人間性と感性を育む「社会性豊か
なひとづくり教育」を充実させるとともに、「創造的ものづくり教育」
を充実させ「開発型技術者（テクノロジスト）」の育成を主眼とする。
一方、専攻科においては、準学士課程と有機的に連結する効率的、効果
的なカリキュラムを構築し、専門分野を持ちながらも複眼的なものの見
方や考え方の出来る、フレキシビリティのある技術者の育成に主眼を置
き、先端的な科学技術教育を推進していくこととする。また、地域社会
や企業との連携を深め、地域社会にしっかり根付いた地域の中核的高等
教育機関として、地域貢献の推進を目指すものである。 
 
（教育理念）  
「技術者である前に人間であれ」 
  (1) 健やかな心身 
  (2) 豊かな人間性 
  (3) 科学技術の研鑽と創造 
 
（教育目標および育成すべき人材像）  

1) 豊かな人間性の涵養 
豊かな教養と専門知識を基礎にして、技術者としてふさわしい人

格を有し、社会に貢献できる人材の育成を目指す。 
2) しなやかな感性と創造力の育成 

ものづくりを基本とする実験実習を通じて製作・設計能力を育む 
ことに加え、新しい工学的発想に繋がる感性とチャレンジ精神を養 
い、豊かな創造力・デザイン能力・実践力を有する人材の育成を目 
指す。 

3) 自然科学・数学・英語・専門基礎科目の学力向上 
  高度化する専門知識・技術の修得に必要な自然科学・数学・英語 
 ・専門基礎科目の充分な学力を有する人材の育成を目指す。  
4) 高度な専門知識と問題解決能力の育成 
  専門分野に関する高度な知識と問題解決能力を有し、技術革新に 
 柔軟に対応できる人材の育成を目指す。 
5) 情報技術力の育成 
  コンピュータの利用能力にとどまらず、新しいアイデアを具体化 
 し設計するための情報技術力を有する人材の育成を目指す。 
6) 優れたコミュニケーション能力と国際感覚の育成 
  優れたコミュニケーション能力とプレゼンテーション能力を養 
 い、社会環境や文化の枠を超えて活躍できる､国際感覚豊かな技術 
 者の育成を目指す。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 小山工業高等専門学校が定めた中期計画に基づき、平成２１年度の業
務運営に関する計画を次のとおり定める。 
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国立高等専門学校機構中期計画 担当部署等 小山工業高等専門学校 中期計 画 小山工業高等専門学校  平成２１年度計画 達成状況 
Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成 

するために取るべき措置 
１ 教育に関する事項 
 機構の設置する各国立高等専門学校において，別表に掲げる学科を設け，所定
の収容定員の学生を対象として，高等学校や大学の教育課程とは異なり中学校卒
業後の早い段階から実験・実習・実技等の体験的な学習を重視した教育を行い，
製造業を始めとする様々な分野において創造力ある技術者として将来活躍する
ための基礎となる知識と技術，さらには生涯にわたって学ぶ力を確実に身に付け
させるため，以下の観点に基づき各学校の教育実施体制を整備する。 
（１）入学者の確保 
 ① 中学校長や中学校PTAなどの全国的な組織との関係緊密にするとともに，
  進学情報誌を始めマスコミを通した積極的な広報を行う。 
 ② 中学生が国立高等専門学校の学習内容を体験できるような入学説明会，体
  験入学，オープンキャンパス等を充実させ，特に女子学生の志願者確保に向
  けた取り組みを推進する。 
 ③ 中学生やその保護者を対象とする各学校が共通的に活用できる広報資料を
  作成する。 
 ④ ものづくりに関心と適性を有する者など国立高等専門学校の教育にふさわ 
  しい人材を的確に選抜できるように入試方法の見直しを行う。 
 ⑤ 入学者の学力水準の維持に努めるとともに，中期目標の最終年度において
  も全体として18,500人以上の入学志願者を維持する。 

 
※教務委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目 
標を達成するために取るべき措置 

１ 教育に関する事項 
  高専制度の特徴である若年専門導入教育に配慮しつつ、本校の教育 

理念及び教育目標を達成するために以下の事項を実行する。 
 
 
 
 
（１）入学志願者増と優秀な入学者の確保 

① 地域と連携した入学者確保のための活動 
 

a. 近隣市町村の各種イベントなどに学生の参加を積極的に促し、
広報宣伝に努める。（毎年度） 

b. 近隣市町村中学校長会等に対し、本校のＰＲを行う。 
（毎年度） 

c. ＨＰを整備して新しい学内情報を掲載するとともに、継続し 
て市町村の広報誌やマスコミへ迅速に情報提供するよう努め 
る。（毎年度） 

② 志願者増をめざすために本校が実施するイベント 
 

a. オープンキャンパス（学校紹介）、出前授業、ジュニア科学 
リーグ、公開講座、工陵祭（学園祭）及びロボットコンテスト 
等の活動を通じて、科学の面白さを広く中学生に紹介する。 

（毎年度） 
b. オープンキャンパスおよび工陵祭（学園祭）では、各専門学 

科の学生による学科に特徴的な実験等を積極的に行い、志望学 
科を決めるための情報を提供するとともに、入試相談コーナー 
を設けて中学生の質問に個別に対応する。（毎年度） 

c. 栃木県全域及び茨城県、埼玉県の中学校を訪問して学校の特 
徴および入試概要をパンフレット等の資料により説明する。 

（毎年度） 
d. 特に女子学生の志願者確保に向けた取り組み体制を確立する 

。（平成22年度・平成２３年度） 
③ 志願者増をめざすための魅力ある資料の作成 
 

a. オープンキャンパスや公開講座等の日程紹介のポスターおよ 
び学校案内のためのパンフレットを作成し、イベント時に配布 
する。（毎年度） 

b. 各学科の特徴を活かした独自のパンフレットを作成し、それ 
ぞれの専門分野のＰＲを行う。（毎年度） 

c. 上記a. b.を含め中学生にとってより魅力あるパンフレットな 
どを作成する。（平成２３年度） 

d. 小山高専をＰＲするグッズを作成し、ＰＲ活動をより推進す 
る。（毎年度） 

④ 小山高専の教育理念を実現するにふさわしい人材を的確に選抜 
できるような入試方法の実施 
 
a. 入学選抜方法（推薦選抜・学力選抜）の割合を継続的に 

見直す。（毎年度） 
b. 推薦選抜の方法を定期的に見直し、受験生にとって魅力 

ある選抜方法となるように努める。（毎年度） 
⑤ 入学者の学力水準と入試倍率を確保するための効果的入試説 

明会の実施 
 
a. 入試説明会（主として中学校教員対象）の実施場所・実施時 

期を社会情勢に対応して継続的に見直し、実施する。 
（毎年度） 

b. 学校説明会（主として中学生および保護者を対象）の実施場 
所・実施時期・回数を継続的に見直し効果的に実施する。 

（毎年度） 
c. 学内で行う説明会では学内見学ツアーを併せて行い、施設お 

よび学校生活を紹介し、小山高専の魅力をＰＲする。 
（毎年度） 

d. 関信地区国公私立の他高専との合同説明会を継続的に実施す 
る。（毎年度） 

e. 特に女子中学生の志願者増加を意図する入試説明会を開催す 
る。（平成22年度） 

Ⅰ国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目 
標を達成するために取るべき措置 

１ 教育に関する事項 
  高専制度の特徴である若年専門導入教育に配慮しつつ、本校の教育 

理念及び教育目標を達成するために以下の事項を実行する。 
 
 
 
 
（１）入学志願者増と優秀な入学者の確保 

① 地域と連携した入学者確保のための活動 
「自己点検評価項目（１－１－③）・（４－１－①）」 
a. 近隣市町村の各種イベントなどに学生の参加を積極的に促し 

、広報宣伝に努める。 
b. 近隣市町村中学校長会等に対し、本校のＰＲを行う。 
 
c. ＨＰを整備して新しい学内情報を掲載するとともに、継続し 

て市町村の広報誌やマスコミへ迅速に情報提供するよう努め 
る。 

② 志願者増をめざすために本校が実施するイベント 
「自己点検評価項目（（４－１－①）・（４－２－②）」 
a. オープンキャンパス（学校紹介）、出前授業、ジュニア科学 

リーグ、公開講座、工陵祭（学園祭）及びロボットコンテスト 
等の活動を通じて、科学の面白さを広く中学生に紹介する。 

 
b. オープンキャンパスおよび工陵祭（学園祭）では、各専門学 

科の学生による学科に特徴的な実験等を積極的に行い、志望学 
科を決めるための情報を提供するとともに、入試相談コーナー 
を設けて中学生の質問に個別に対応する。 

c. 栃木県全域及び茨城県、埼玉県の中学校を訪問して学校の特 
徴および入試概要をパンフレット等の資料により説明する。 

 
d. 女子在学生に「学科に特徴的な実験」や「入試相談コーナー 

」へ参加を促し、志願者確保に努める。 
③ 志願者増をめざすための魅力ある資料の作成 

「自己点検評価項目（４－１－①）」 
a. オープンキャンパスや公開講座等の日程紹介のポスターおよ 

び学校案内のためのパンフレットを作成し、イベント時に配布 
する。 

b. 各学科の特徴を活かした独自のパンフレットを作成し、それ 
ぞれの専門分野のＰＲを行う。 

c. 上記a. b.を含め中学生にとってより魅力あるパンフレットな 
どを検討する。 

d. 小山高専をＰＲするグッズを作成する。 
 

④ 小山高専の教育理念を実現するにふさわしい人材を的確に選抜
できるような入試方法の実施 
「自己点検評価項目（４－２－①）・（４－３－②）」 
a. 入学選抜方法（推薦選抜・学力選抜）の割合を継続的に 

見直す。 
b. 推薦選抜の方法を定期的に見直し、受験生にとって魅力 

ある選抜方法となるように努める。 
⑤ 入学者の学力水準と入試倍率を確保するための効果的入試説 

明会の実施 
「自己点検評価項目（４－１－①）・（４－３－①）」 
a. 入試説明会（主として中学校教員対象）の実施場所・実施時 

期を社会情勢に対応して継続的に見直し、実施する。 
 
b. 学校説明会（主として中学生および保護者をが対象）の実施 

場所・実施時期・回数を継続的に見直し効果的に実施する。 
 

c. 学内で行う説明会では学内見学ツアーを併せて行い、施設お 
よび学校生活を紹介し、小山高専の魅力をＰＲする。 

 
d. 関信地区国公私立の他高専との合同説明会を継続的に実施す 

る。 
e. 特に女子中学生の志願者増加を意図する入試説明会の開催を 

検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 
 

△ 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 

△ 
 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 

△ 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 

○ 

 
 
 

○ 

 

○ 

 

○ 

 
○ 

 
△ 

 



- 480 - 

国立高等専門学校機構中期計画 担当部署等 小山工業高等専門学校 中期計 画 小山工業高等専門学校  平成２１年度計画 達成状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※教務委員会 
 
 
 
 

⑥ 在校生・卒業生を活用した入学志願者確保の取組 

 

a. 在校生の母校訪問を実施し中学校にＰＲする。（毎年度） 
b. 同窓会等と連携して、卒業生によるＰＲ活動を実施する 

。（平成22年度から） 

⑦ その他、４年次編入学者・専攻科入学者確保の取組 

 

a. 学科４年生に卒業研究および専攻科特別研究発表会を聴講さ 

せることにより専門領域への関心を高めるとともに、専攻科説 

明会の実施により専攻科受検を勧める。（毎年度） 

b. 後援会・保護者会などでも専攻科のアピールに努める。 

（毎年度） 
c. 専攻科での研究内容および大学院進学を含む進路等の情報を 

ＨＰ等により継続して提供する。（平成22年度） 
d. 工業高校生への４年次編入学についての説明会を開催する。 

（平成22年度） 

⑥ 在校生・卒業生を活用した入学志願者確保の取組 

「自己点検評価項目（４－１－①）」 

a. 在校生の母校訪問を実施し中学校にＰＲする。 
b. 同窓会等と連携して、卒業生によるＰＲ活動の実施を検 

討する。 

⑦ その他、４年次編入学者・専攻科入学者確保の取組 
「自己点検評価項目（４－１－①）・（４－３－①）」 

a. 学科４年生に卒業研究および専攻科特別研究発表会を聴講さ 

せることにより専門領域への関心を高めるとともに、専攻科説 

明会の実施により専攻科受検を勧める。 

b. 後援会・保護者会などでも専攻科のアピールに努める。 

 
c. 専攻科での研究内容および大学院進学を含む進路等の情報を 

ＨＰ等により継続して提供する準備を行う。 
d. 工業高校生への４年次編入学についての説明会の開催を検討 

する。 

 
 

△ 
△ 

 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 

○ 
 

○ 

（２）教育課程の編成等 
 ① 産業構造の変化や技術の高度化などの時代の進展に即応した対応が求めら
  れる中，各高等専門学校がそれぞれの地域性や特色，立地条件等に応じ，個
  性ある多様な発展を目指し，自主的・自律的な改革を進める。このため，学
  科構成を見直し，地域の要請に即応した新分野の学科の設置や改組・再編・
  整備を適切に進めるとともに，地域や各高等専門学校の実情に応じ専攻科の
  整備・充実を行う。また，中央教育審議会答申の趣旨や入学志願者の動向，
  ニーズ等を踏まえ，高等専門学校の配置の在り方について地域の要望に即し
  た見直しを行うものとし，宮城，富山，香川及び熊本の４地区にある高等専
  門学校の統合を着実に進める。さらに，必要な外部有識者や各学校の参画を
  得た調査研究を行い，その成果を活用する。 

※副校長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）教育課程の編成等 
①-1 学科の改組再編・整備等の検討 
 

     社会のニーズに対応した学科構成になっているか等につ 
いて、本校の課題を把握・検討する。（毎年度） 

  ①-2 学生や社会のニーズに対応した教育課程の検討 
 

   本校の教育課程が学生や社会のニーズに配慮したものと 
なっているかどうか、学生、卒業生、進学先大学・大学院、 
就職先企業等に対し、アンケート調査を実施し、必要に応じ 
て教育課程を見直す。 

（平成21年度、平成23年度、平成25年度） 
   ①-3 自己点検評価の充実 

  a．自己点検評価を実施し、本校の課題等を把握する。 
（毎年度） 

   b．自己点検報告書を作成する。 
（平成21年度、平成24年度） 

  ①-4 外部評価委員会による評価を受ける。 
   a．自己点検評価書を作成し、本校の教育、学校運営等に関 

し、外部委員の評価を受け、必要に応じ改善を図る。 
（平成22年度、平成25年度） 

   b．本校の技術者教育プログラム（JABEE）について定期的 
に外部委員の評価を受け、必要に応じ改善を図る。 

（平成２２年度、平成25年度） 
   ①-5 技術者教育プログラム（JABEE）の受審を積極的・継続 

的に行う。（平成22年度） 
①-6 専攻科の充実を図る 
 

    a．専攻科と準学士課程を有機的に連結する、効率的・効果 
的なカリキュラムの構築に向け検討する。（毎年度） 

    b．大学工学部卒と異なる高専独自の開発型技術者の養成を 
推進するため、入学者数の拡大に努める。（毎年度） 

ｃ．専門分野を持ちながら他分野をも見通せる、複眼的もの 
の見方や考え方が出来るように専攻科を改組する。 

（平成21年度） 

（２）教育課程の編成等 
  ①-1 学科の改組再編・整備等の検討 

「自己点検評価項目（２－１－①）・（５－１－①）」 
     社会のニーズに対応した学科構成になっているか等について、 

本校の課題を把握・検討する。 
  ①-2 学生や社会のニーズに対応した教育課程の検討 

「自己点検評価項目（５－１－②）・（６－１－④）・（９－１－③）」 

     本校の教育課程が学生や社会のニーズに配慮したものとなっ 
ているかどうか、学生、卒業生、進学先大学・大学院、就職先企    
業等に対し、アンケート調査を実施し、必要に応じて教育課程  
を見直す。 

 
   ①-3 自己点検評価の充実「自己点検評価項目（１１－３－①、②）」 
   a．自己点検評価を実施し、本校の課題等を把握する。 
   b．自己点検報告書を作成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ①-6 専攻科の充実を図る 

「自己点検評価項目（２－１－①）・（５－１－③専攻科部分）」 
   a．専攻科と準学士課程を有機的に連結する、効率的・効果的な 

カリキュラムの構築に向け検討する。 
   b．大学工学部卒と異なる高専独自の開発型技術者の養成を推進 

するため、入学者数の拡大に努める。 
    ｃ．専門分野を持ちながら他分野をも見通せる、複眼的ものの 

見方や考え方が出来るように専攻科を改組する。 
 

 
△ 

 
 
 

△ 
 
 
 
 
 
 
 

△ 
△ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 

○ 
 

② 産業界における人材需要や学生のニーズの変化等に対応した学科の大括り
  化やコース制の導入などについて検討を行う。 
 ③ 各分野において基幹的な科目について必要な知識と技術の修得状況や英語
  力を把握し，教育課程の改善に役立てるために，学習到達度試験を実施し，
  試験結果の分析を行うとともに公表する。また，英語については，TOEIC 
  などを積極的に活用し，技術者として必要とされる英語力を伸長させる。 
 ④ 卒業生を含めた学生による適切な授業評価・学校評価を実施し，その結果
  を積極的に活用する。 

 
※教務委員会 
 

② 産業界の求める高い実践力・問題解決能力や豊かな創造力を兼 
ね備えた開発型技術者を育成する。 
 
a. 専攻科を含めた 7 年間の一貫性ある教育課程を構築する。 

（期間内） 
ｂ．学科の再編成や入学定員の見直し等をする。（期間内） 

 

② 産業界の求める高い実践力・問題解決能力や豊かな創造力を兼 
ね備えた開発型技術者を育成する。 
「自己点検評価項目（６－１－③、⑤）」 
a. 専攻科３専攻の１専攻（分野別コース制）への改組を準備し 

大学評価・学位授与機構に認定を申請する。 
b. 学科の再編成や入学定員の見直し等の検討を始める。 

 

 
 
 

○ 
 

○ 
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※教務委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 基幹科目について、学力向上と修得状況把握のため、機構本部 
で実施する学習到達度試験や学外の試験等に参加・実施するとと 
もに、試験結果の活用を図る。 
 
ａ．数学については、学習到達度試験の結果を学力向上のた 

めに活用する。また、学内で定期的に学力・修得状況を把 
握する事に取り組む。（毎年度） 

b. 物理については、学習到達度試験の結果を学力向上のた 
めに活用する。（毎年度） 

c. 英語については、学力把握と向上のために、低学年ではＧＴ 
ＥＣを活用し、高学年ではＴＯＥＩＣ受験を推進するための学 
習プログラムを実施し、学内でＴＯＥＩＣ試験を実施する。 

また専門学科において、英語科と連携して技術英語教育の充 
実を目指す。 

専攻科では、ＴＯＥＩＣ４００点相当以上を義務付ける 
ための規程を整備する。（平成 21 年度） 

④ 卒業生を含めた学生による適切な授業評価・学校評価を実施し 
、その結果を積極的に活用する。 
 
a. 授業評価を定期的に実施して、その結果を適切に公開す 

る。（毎年度）また、評価結果を改善に結びつける有効なシ 
ステムを構築する。（期間内） 

b. 卒業生による学校評価を定期的に実施し、（毎年度）その 
結果を活用するシステムを整備する。（期間内） 
 

③ 機構本部で実施する学習到達度試験の数学および物理に参 
加・実施し、試験結果の教科授業への活用法について検討す 
る。また、英語についてはＴＯＥＩＣ試験を実施する。 
「自己点検評価項目（６－１－②）・（７－１－④）」 
a. 数学については学習到達度試験の結果を成績に反映する 

ことを検討する。 
 

b. 物理については、学習到達度試験の結果を成績に反映す 
ることを検討する。 

c. 英語については、学力把握と向上のために、低学年では 
ＧＴＥＣを活用し、高学年ではＴＯＥＩＣ受験を推進する 
ための学習プログラムを実施し、学内でＴＯＥＩＣ試験を 
実施する。 

専攻科では、ＴＯＥＩＣ４００点相当以上を義務付ける 
ための規程を整備する。 
 

④ 卒業生を含めた学生による適切な授業評価・学校評価を実施し 
、その結果を積極的に活用する。 
「自己点検評価項目（在校生９－１－②）・卒業生（６－１－⑤）」 
a. 授業評価を定期的に実施して、その結果を適切に公開す 

る。また、評価結果を改善に結びつける有効なシステムに 
ついて検討する。 

b. 卒業生による学校評価を定期的に実施し、その結果を活 
用するシステムについて検討する。 
 

 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 

○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

 ⑤ 公私立高等専門学校と協力して，スポーツなどの全国的な競技会やロボッ
  トコンテストなどの全国的なコンテストを実施する。 
 ⑥ ボランティア活動などの社会奉仕体験活動や自然体験活動などの様々な体
  験活動の実績を踏まえ，その実施を推進する。 

 
※学生委員会 
 
 
 

⑤ 全国的競技会･コンテスト等 
a. 全国高専総合体育大会に多くの運動部が参加できるよう 

に積極的指導を行い、関東信越地区総合体育大会での各運 
動部の成績向上を目指す。（毎年度） 

b. ロボコンやプロコン、デザコン、エコノカー、設計コン 
ペ等の全国的なコンテストへの積極的参加の指導を行い、 
全国レベルでの成果を得るように努める。（毎年度） 

⑥ ボランティア活動等 
 

a. 学内および地域社会におけるボランティア活動について 
継続的に周知・啓蒙を図るとともに積極的参加を推奨し、 
学生のボランティア活動に対する指導、支援体制の確立に 
向け検討する。（毎年度） 

b. 近隣の小中高校生や一般市民などに対し、ロボットやエ 
コノカーなどの紹介や実演、出前授業等の地域貢献活動を 
実施する。（毎年度） 

c. 地域社会において吹奏楽やハンドベルなどの定期的な演 
奏発表会活動を実施し、社会貢献に寄与するとともに、地 
域の学校や病院などにおいて演奏活動を通じた社会奉仕 
活動を推進する。（毎年度） 

d. ワンダーフォーゲル部や自然生物研究部、写真部などの 
自然体験活動を継続的に実施する。（毎年度） 

⑤ 全国的競技会･コンテスト等「自己点検評価項目（７－２－①）」 
a. 関東信越地区総合体育大会での各運動部の成績向上によ 

り、全国高専総合体育大会に多くの運動部が参加できるよ 
うに積極的指導･支援を行う。 

b. ロボコンやプロコン、デザコン、エコノカー、設計コン 
ペ等の全国的なコンテストへの参加に対する積極的指導 
を行い、全国レベルでの成果を得るように努める。 

⑥ ボランティア活動等 

「自己点検評価項目（７－２－①）」項目要追加 
a. 学内および地域社会におけるボランティア活動について 

周知・啓蒙を図るとともに積極的参加を推奨し、学生のボ 
ランティア活動に対する指導、支援体制の確立に向け検討 
する。 

b. 近隣の小中学校や一般市民などに対し、ロボットやエコ 
ノカーなどの紹介や実演、出前授業等を実施する。 

 
c. 地域社会において吹奏楽やハンドベルなどの定期的な演 

奏発表会活動を実施するとともに、地域の学校や病院など 
において演奏活動を通じた社会奉仕活動を推進する。 

 
d. ワンダーフォーゲル部や自然生物研究部、写真部などの 

自然体験活動を実施する。 

 
○ 

 
 

○ 
 
 
 
 

△ 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 

（工業デザインの基礎能力を有するための環境整備）  
※学生委員会 
 
 
 
 
 
※教務委員会 
 

⑦ 工業デザインの基礎能力を有するための環境整備 
a. 工業デザイン能力の育成を図るために校内アイデアコン 

テストを実施する。また、そのための学内環境整備を図る 
とともに、工業デザイン能力の育成を図るための方策を検 
討する。（毎年度） 

b. ロボコン、プロコン、デザコンなどのコンテストに関係 
する学内設備等の充実を図る。（毎年度） 

⑧ エンジニアリングデザイン（ED）教育の実施 
a. 各学科でED教育を実施する。（平成22年度） 

 
 

b. 学科横断的なED教育体制を整える。（平成23年度） 

⑦ 工業デザインの基礎能力を有するための環境整備 
a. 工業デザイン能力の育成を図るための校内アイデアコン 

テストを学園祭において実施する。 

「自己点検評価項目（５－４－①）」項目要明記 
 

b. ロボコン、プロコン、デザコンなどのコンテストに関係 
する学内設備等の状況を把握する。 

⑧ エンジニアリングデザイン（ED）教育の実施 
a. 各学科でシラバスにED教育と位置付けた授業を明記・実 

施する準備を行う。 

「自己点検評価項目（５－４－①）」項目要明記 
b. 専攻科で、新設科目「産業財産権」「プロジェクトデザイ 

ン」を実施する。また、既設科目「システムデザイン」の 
充実を図る。 

 
○ 

 
 
 

△ 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

（技術者倫理教育） 
   

 
※教務委員会 

⑨ 専攻科課程の「技術者倫理教育」を一層充実させる。 
また、同様な科目を各学科あるいはCOOP教育を通して開講 
する準備を整え実施する。（平成23年度） 

⑨ 専攻科課程の「技術者倫理教育」の一層の充実を検討する 
。また、同様の科目を各学科で開講することを検討する。 
「自己点検評価項目（５－７－①）」 

○ 
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（３）優れた教員の確保 
 ① 多様な背景を持つ教員組織とするため，公募制の導入などにより，教授及
  び准教授については，採用された学校以外の高等専門学校や大学，高等学校 

，民間企業，研究機関などにおいて過去に勤務した経験を持つ者，又は１年 
以上の長期にわたって海外で研究や経済協力に従事した経験を持つ者が，全 
体として60％を下回らないようにする。 

 ② 教員の力量を高め，学校全体の教育力を向上させるために，採用された学
  校以外の高等専門学校などに１年以上の長期にわたって勤務し，またもとの
  勤務校に戻ることのできる人事制度を活用するほか，高等学校，大学，企業
  などとの任期を付した人事交流を図る。 
 ③ 専門科目（理系の一般科目を含む。以下同じ。）については，博士の学位
  を持つ者や技術士等の職業上の高度の資格を持つ者，理系以外の一般科目に
  ついては，修士以上の学位を持つ者や民間企業等における経験を通して高度
  な実務能力を持つ者など優れた教育力を有する者を採用する。 
   この要件に合致する者を専門科目担当の教員については全体として70％ 

，理系以外の一般科目担当の教員にいては全体として80％を下回らないよ 
うにする。 

 ④ 女性教員の比率向上を図るため，必要な制度や支援策について検討を行い 
，働きやすい職場環境の整備に努める。 

 
※副校長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）優れた教員の確保 
   ① 多様な背景を持つ教員組織とするため、公募等により、教授及 

び准教授については、本校以外の高等専門学校や大学、高等学校、 
民間企業、研究機関などにおいて過去に勤務した経験を持つ者、 
又は１年以上の長期にわたって海外で研究や経済協力に従事し 
た経験を持つ者が、全体として 60％を下回らないようにする。 

（毎年度） 
② 教員の力量を高め、学校全体の教育力を向上させるために、本 

校以外の高等専門学校などに１年以上の長期にわたって勤務し、 
また本校に戻ることのできる人事制度の活用を可能な限り実施 
するほか、高等学校、大学、企業などとの任期を付した人事交流 
についても可能な限り行う。（毎年度） 
 

   ③ 専門科目（理系の一般科目を含む。以下同じ。）については、 
博士の学位を持つ者や技術士等の職業上の高度の資格を持つ者、 
理系以外の一般科目については、修士以上の学位を持つ者や民間 
企業等における経験を通して高度な実務能力を持つ者など優れ 
た教育力を有する者を採用する。（毎年度） 

    この要件に合致する者を専門科目担当の教員については全体と 
して 70％、理系以外の一般科目担当の教員については全体とし 
て 80％を下回らないようにする。（毎年度） 
 

   ④ 女性教員の比率向上を図るため、必要な支援策について検討を 
行い、働きやすい職場環境の整備に努める。（毎年度） 
 

（３）優れた教員の確保 
① 多様な背景を持つ教員組織とするため、公募等により、教授及 

び准教授については、本校以外の高等専門学校や大学、高等学校、 
民間企業、研究機関などにおいて過去に勤務した経験を持つ者、 
又は１年以上の長期にわたって海外で研究や経済協力に従事し 
た経験を持つ者が、全体として 60％を下回らないようにする。 

「自己点検評価項目（３－２－①）」 
② 教員の力量を高め、学校全体の教育力を向上させるために、本 

校以外の高等専門学校などに１年以上の長期にわたって勤務し、 
また本校に戻ることのできる人事制度の活用を可能な限り実施 
するほか、高等学校、大学、企業などとの任期を付した人事交流 
についても可能な限り行う。 

「自己点検評価項目（３－１－①）、②、③・（３－３－①）」 
③ 専門科目（理系の一般科目を含む。以下同じ。）については、 

博士の学位を持つ者や技術士等の職業上の高度の資格を持つ者、 
理系以外の一般科目については、修士以上の学位を持つ者や民間 
企業等における経験を通して高度な実務能力を持つ者など優れ 
た教育力を有する者を採用する。 

    この要件に合致する者を専門科目担当の教員については全体と 
して 70％、理系以外の一般科目担当の教員については全体とし 
て 80％を下回らないようにする。 

「自己点検評価項目（３－１－②）」 
④ 女性教員の比率向上を図るため、必要な支援策について人事委 

員会等で検討を行い、働きやすい職場環境の整備に努める。 

「自己点検評価項目（３－１－③）」 

 
○ 

 
 
 
 
 

△ 
 
 
 
 
 

○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△ 
 

 ⑤ 中期目標の期間中に，全ての教員が参加できるようにファカルティ・ディ
  ベロップメントなどの教員の能力向上を目的とした研修を実施する。また，
  特に一般科目や生活指導などに関する研修のため，地元教育委員会等と連携
  し，高等学校の教員を対象とする研修等に派遣する。 

 
※教務委員会 
 
 
 

⑤ 全ての教員が参加できるようにファカルティ・ディベロップメ 
ント（FD）などの教員の能力向上を目的とした研修を実施する 
。また、特に一般科目や生活指導などに関する研修のため、地元 
教育委員会等と連携し、高等学校の教員を対象とする研修等に派 
遣する。 
 
a. 学内でFD研修会を年に２回以上実施し、全教員が少なく 

とも１回参加出来る体制を整える。（毎年度） 
b. 学内のFD活動を把握するため全教員がアクションレポー 

トを提出し、（毎年度）その結果を点数化するシステムを構 
築する。（期間内） 

c. 生活指導等に関する学外研修会へ出席する機会を設ける。 
（平成22年度） 

⑤ 全ての教員が参加できるようにファカルティ・ディベロップメ 
ント（FD）などの教員の能力向上を目的とした研修を実施する 
。また、特に一般科目や生活指導などに関する研修のため、地元 
教育委員会等と連携し、高等学校の教員を対象とする研修等に派 
遣するため、以下の事柄に取り組む。 

「自己点検評価項目（９－１－①）」 
a. 学内でFD研修会を年に２回以上実施し、全教員が少なく 

とも１回参加出来る体制を整える。 
b. 学内のFD活動を把握するため全教員がアクションレポ 

ートを提出し、その結果を点数化するシステムを構築する 

。「自己点検評価項目（９－２－①）・（９－１－⑤）」 
c. 生活指導等に関する県教育委員会等主催の研修会へ出席 

することを検討する。「自己点検評価項目（９－２－①）」 

 
 
 
 
 
 

△ 
 

△ 
 
 

○ 
 
 

 ⑥ 教育活動や生活指導などにおいて顕著な功績が認められる教員や教員グル
  ープを毎年度表彰する。 
 ⑦ 文部科学省の制度や外部資金を活用して，中期目標の期間中に，300名の
  教員に長期短期を問わず国内外の大学等で研究・研修する機会を設けるとと
  もに，教員の国際学会への参加を促進する。 

 
※副校長 
 
 
 
 

⑥ 研究業績、教育活動、生活指導、学校運営、地域貢献などにお 
いて顕著な功績が認められる教員や教員グループの表彰制度を 
創設する。（平成 22 年度） 

⑦ 文部科学省や機構本部の制度や外部資金を活用して、教員の長 
期短期を問わず国内外の大学等の研究・研修を推進するととも 
に、国際学会への参加を促進する。（毎年度） 
 

⑥ 研究業績、教育活動、生活指導、学校運営、地域貢献などにお 
いて顕著な功績が認められる教員や教員グループの表彰制度の 
創設を検討する。「自己点検評価項目（３－１－③）」 

⑦ 文部科学省や機構本部の制度や外部資金を活用して、教員の長 
期短期を問わず国内外の大学等の研究・研修を推進するとともに 
、国際学会への参加を促進する。 
「自己点検評価項目（１２－１－①、②）」 

△ 
 
 

○ 
 
 
 

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム 
 ① 中期目標の期間中に，各学校の枠を越え，校長や教員の教育研究の経験や
  能力を活用した研究会や委員会などの組織において決定した5つ以上の分野
  について，国立高等専門学校の特性を踏まえた教材や教育方法の開発を推進
  する。 
 ② 実践的技術者養成の観点から，在学中の資格取得を推進するとともに，日
  本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）によるプログラム認定を通じて教育の
  質の向上を図る。 
 ③ 毎年度サマースクールや国内留学などの多様な方法で学校の枠を超えた学
  生の交流活動を推進する。 
 ④ 各学校における特色ある教育方法の取り組みを促進するため，優れた教育
  実践例をとりまとめ，総合データベースで共有するとともに，毎年度まとめ
  て公表する。 
 ⑤ 学校教育法第123条において準用する第109条第1項に規定する教育研究
  の状況についての自己点検・評価，及び同条第2 項に基づく文部科学大臣 
 の認証を受けた者による評価など多角的な評価への取り組みによって教育の
  質の保証がなされるように，評価結果及び改善の取組例について総合データ
  ベースで共有する。 
 ⑥ 乗船実習が義務付けられている商船学科の学生を除き，中期目標の期間中
  に，過半数の学生が卒業までにインターンシップに参加できるよう，産業界

 
※教務委員会 
(※国際交流推進室） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム 
① 本校としての特色ある教育を実施するための教材や教育方法の 

開発を推進する。（毎年度） 
② 資格取得・JABEE認定について 

実践的技術力向上のため、学生を各種資格試験および学 
外の公募型設計競技に積極的にチャレンジさせ、定着を図 
る。また、JABEE認定の維持を図る。 

 
a. 資格取得に関する単位認定については各学科で毎年見直 

す。また、資格取得を推進するために各学科でガイダンス 
を行うなどの方策を講じる。（毎年度） 

b. 各種コンテストについては、各学科で継続的に参加出来 
るような体制を整え、優秀な成績については単位認定など 
のインセンティブを与えることを検討する。（期間内） 

c. JABEEについては、専攻科修了生が全員認定出来るよう 
に指導を徹底する。（期間内） 

③ 学校の枠を超えた学生の交流活動を促進する。 
a. 他大学との単位互換制度の活用・促進を図るとともに、「大 

学コンソーシアムとちぎ」等を活用し学校の枠を超えた学生交 
流を推進する。（期間内） 

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム 
① 本校としての特色ある教育を実施するための教材や教育方法の 

開発を検討する。「自己点検評価項目（５－２－①）」 
② 資格取得・JABEE認定について 

実践的技術力向上のため，学生を各種資格試験および学外 
の公募型設計競技に積極的にチャレンジさせ、定着を図る。 
また、JABEE認定の維持を図るため、以下の事柄に取り組 
む。「自己点検評価項目（６－１－②）・（７－１－④）」 
a. 資格取得に関する単位認定については各学科で毎年見直 

す。 
 
b. 各種資格試験の受験および学外公募型設計競技への参加 

を促進する方法を検討する。 
 
c. JABEE認定を維持するため、審査に向けて準備する。 

③ 学校の枠を超えた学生の交流活動を促進する。 
「自己点検評価項目（６－１－②）」 
a. 宇都宮大学との単位互換制度をさらに積極的に活用・促 

進する。また、学生＆企業研究発表会への参加を継続する 
。 

 
○ 

 
 
 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
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  等との連携を組織的に推進するとともに，地域産業界との連携によるカリキ
  ュラム・教材の開発など共同教育の推進に向けた実施体制の整備を図る。 
 ⑦ 企業の退職技術者など，知識・技術をもった意欲ある企業人材を活用した
  教育体制の構築を図る。 
 ⑧ 技術科学大学を始めとする理工系大学との間で定期的な協議の場を設け，
  教員の研修，教育課程の改善，高等専門学校卒業生の継続教育などの分野で 

，有機的な連携を推進する。 
 ⑨ インターネットなどを活用したｅ－ラーニングの取り組みを充実させる。 

 
 
※教務委員会 
(※国際交流推進室） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b. 他高専との合同研究発表会を実施する。（期間内） 
④ 特色ある教育方法の取り組み 

特色ある教育方法の取り組みを促進し、優れた教育実践例を学 
内に公開する。また、知識・経験を共有するシステムを整備する。 

（期間内） 
④-1 自然科学系科目 

a. 数学については、定期的に修得状況や理解度を把握し、 
習熟度別に向けた授業の在り方を検討する。（平成 23 年 
度）また、一般科目と専門科目の連携をより効果的に行う。 

（期間内） 
b. 物理・化学・一般理科については，理工系の基礎力の充実を 

図ると共に，専門学科と連携して各学科における効果的なカリ 
キュラムとなるよう検討し，実践的な学力の向上を目指す。と 
くに物理においては，物理・応用物理の連携を密にし，低学年 
から高学年まで見通したカリキュラムの構築を目指す。 

（期間内） 
c. 体育については、教育理念「健やかな心身」を育むために、 

スポーツ健康科学の理解、運動による心身の健全な発達、健康 
で安全な生活を営む能力と態度の育成に努める。（期間内） 

④-2 人文系科目 
a. 国語については、理解力と表現力の育成、国語を尊重する態 

度の向上、漢字・語彙の習得に努めるとともに、読書体験発表 
会、ディベート・プレゼンテーション等の実践的な言語活動の 
充実を図る。（毎年度） 

b. 英語については、辞書活用、文法理解、語彙増強に配慮し、基
礎学力と自己学習能力が向上する英語教育を検討する。 
加えて聞き取り等の実用的な教育の更なる充実をめざし、 
e-learning コンテンツの充実を図り、学生が英語に触れる機 
会を多く設ける。（期間内） 

c. 社会については、人間の素養の涵養を目的として、従来の科 
目の他に総合的・融合的カリキュラムを設定する。（期間内） 

 
 
d. 第二外国語については、英語力の向上を視野に入れて授業内 

容・開設単位数等の見直しを行う。（期間内） 
④-3 各学科の特色ある専門教育（各学科） 

a. 機械工学科：機械技術を活かして夢をかたちにするモノづく 
り教育を目指すために、実践教育的な設計・製作及び成果発表 
を取り入れた授業を実施する。（期間内） 

b. 電気情報工学科：電気・電子・情報技術を活かしたモノづく 
り力を修得させるために低学年からこれらの要素技術をスパ 
イラル的に教育するとともに、３年次にはプロジェクトワーク 
で基礎総合力を修得させ、高学年でエネルギー・コンピュータ 
・エレクトロニクスの各コースで専門性を帯びた実験・実習で 
技術力を向上させる。さらに，高学年の実験においては，得ら 
れた成果のプレゼンテーション等を行なうなどの工夫を取り 
入れて実施する。（期間内） 

c. 電子制御工学科：先端的な電子技術や制御技術を結集した電 
子システム技術の習得のために、電子工学の様々な基礎技術を 
確実に身につけさせるとともに、先端的な技術にも触れさせ、 
急速な技術革新に対応できる電子技術者の養成を目指す。 

（期間内） 
d. 物質工学科：１学年に物質工学入門Ⅰを新設し物質工学の導 

入教育と創造性育成を目指す。５学年において化学英語の授業 
を習熟度別に行い、各レベルに合わせて化学英語の語彙力と英 
語運用能力向上を目指す。５学年で環境化学の単位数を増や 
し，環境に配慮する化学教育を充実させる。（期間内） 

e. 建築学科：「安全・快適で、使いやすく・美しい空間の創造」 
をテーマに、21 世紀のライフスタイル・テクノロジｰ・環境 
調和を目指した建築教育を実施する。建築においては、建築に 
関わる多くの科目の集大成として「建築設計」がある。そして、 
この「建築設計」は問題解決能力や創造力を養う教育の最たる 
ものでもある。設計を通して、それまでに学んできた建築計画、 
構造、材料、環境、設備、法規等の知識をフルに総動員し、一 
つにまとめ上げ、学生一人ひとりが個性豊かな建築作品を創造 
し、提案するものである。このような教育を更に充実させる。 

（期間内） 

b. 他高専との合同研究発表会について検討する。 
④ 特色ある教育方法の取り組み 

特色ある教育方法の取り組みを促進し、優れた教育実践例を学 
内に公開するために、以下の様な事柄に取り組む。 
「自己点検評価項目（５－２－①）」項目要明記 
④-1 自然科学系科目「自己点検評価項目（５－２－①）」 
a. 数学については、習熟度別の授業について実施に向けて 

検討する。 
 
 
b. 物理・化学・一般理科では，専門学科と協力して，一般 

科と専門学科の連携を図り，効果的な内容の構築を目指す 
。 

 
 
 
c. 体育については、教育理念「健やかな心身」を育むために、 

スポーツ健康科学の理解を深め、運動を行う意義が理解できる 
よう工夫する。 

④-2 人文系科目「自己点検評価項目（５－２－①）」 
a. 国語については、理解力の向上、表現力の育成に努める 

とともに、読書体験発表会、ディベート等の実践的な言語 
活動を継続して実施する。 

 
b. 英語については、ＴＯＥＩＣの受験機会を増やし、更な 

る学生の英語力の伸長を促す。また、e-learningコンテン 
ツの更なる充実を図る。 

 
 
c. 社会的な役割を担うことのできる教養と倫理観をもった人材

の育成を目的とし、全学科を対象とした選択科目において社会
の成り立ちや社会システムについての理解、他者との共生を目
指す、より多くの分野を設定することを検討する。 

ｄ. 第二外国語については、英語力の向上を視野に入れて授業内 
容・開設単位数等の見直しを検討する。 

④-3 各学科の特色ある専門教育（各学科） 
「自己点検評価項目（５－２－①）」 
a. 機械工学科：機械技術を活かして夢をかたちにするモノづく 

り教育を目指すために、実践教育的な設計・製作及び成果発表 
を取り入れた授業について検討する。 

b. 電気情報工学科：高学年の教室にプロジェクタ等の視聴覚教 
材インフラを整備する。また、４・５年生のコース別実験につ 
いて、実施方法を工夫する。 

 
 
 
 

c. 電子制御工学科：先端技術者の育成のため、企業技術者を招 
致し企業等で研究開発されている技術について卒業研究の対 
象とし、実用化された技術や最先端技術を学生に認識させる。 

 
 
d. 物質工学科：１学年に物質工学入門Iを新設する．５学年の 

化学英語の授業を習熟度によって３クラスに分けて実施する。 
 
 
 

e. 建築学科：建築設計科目において、同学年や他学年の学生の 
作品を相互に批評し合うとともに、外部実務者の批評や助言を 
受ける機会を設ける。 

 
 
 
 
 
 

△ 
 
 
 
 
 

△ 
 
 
 

△ 
 
 
 
 
 

△ 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 
 

△ 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 
 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
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※教務委員会 
(※国際交流推進室） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④-4 創造性教育 
a. 各学科で創造性教育を推進する。（毎年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b. 創造性教育を主眼とした学科横断的な授業科目を導入する。 

（期間内） 
④-5 プレゼンテーション能力・国際感覚の育成 
 

a. 各学科において、卒業研究や実験実習に関してプレゼンテー 
ションを行う機会を増やす。（毎年度） 

b. 卒業研究や特別研究の成果について学外での発表を推進す 
る。特に専攻科生については国際学会での発表を奨励する。 

（毎年度） 
④-6 教務関係の学生支援（再試験・再評価・補講・ＴＡ制度等） 
 

a. 再試験・再評価を効果的に行われるような体制を整える。 
（平成 23 年度） 

b. 学力不足の学生に対し効果的な補講の実施体制を整える。 
（平成 23 年度） 

c. 編入学生に対し、TA を付けるなどの学習面での支援体制を 
整える。（平成 23 年度） 

⑤ 自己点検評価・認証評価・JABEE 評価を通して教育の質の保 
証が図られるように改善に務めると共に、評価結果を共有し、よ 
り効果的なシステムを構築するよう努める。（期間内） 
 

⑥ インターンシップ 
a. 各学科において６割以上の学生のインターンシップへの参加 

推進を図る。（期間内） 
b. インターンシップ制度の改善、内容充実、インターンシップ 

受入企業の開拓を図る。（期間内） 
c. 長期インターンシップを導入する。（期間内） 

 
⑦ 企業と連携による技術者教育 

企業技術者を活用したCOOP教育の推進体制を確立する。 
（平成2２年度） 

⑧ 大学との連携による技術者教育 
 

a. 技術科学大学やその他の理工系大学と連携した教育体制 
の整備を検討する。（期間内） 
b. 理工系以外の大学との連携による教育体制の整備を検討 
する。（期間内） 

 

④-4 創造性教育「自己点検評価項目（５－４－①）」 
a. 各学科で創造性教育を推進する。 
  一般科：自分とは異なる他者とともにものの見方、考え方、

感じ方等を交流し合うことができるグループ討議や混合学級
による授業を一般科目の中で部分的に実施し、創造性教育のあ
り方と方法論について検討を行う。 

  機械工学科：機械工学基礎（１年）において、重心、歯車、
摩擦、トルクの考え方を実践的に学習するために、坂登り自動
車の製作と実験を行う。どのようにしたら急な坂を登れるかを
考えながら、改良と実験を繰り返し、創造性を高める教育を行
う。 
 電気情報工学科：講義・実験実習において，様々な分野の教
員の指導や外部実務者の実際の製品開発等の講演を実施し、他
の学生や学外の実務者の開発作品を理解することで、斬新で安
全なシステムを創造する能力を育てる。 

  電子制御工学科：1 年生の希望者を受入れ可能な教員の研究
室に出入りできるようにし、卒研生と一緒に研究および調査活
動に参加させることを行なう。これにより、意欲的な学生の創
造性を育成するように努める。 

  物質工学科：1 年生の物質工学入門Ⅰにおいて、物質の構造、
成分について自由に発想すること、市販製品の機能を説明し、
新機能を加えるためのアイデアを出すこと、グループで議論
し、協力してアイデアを具体的に描き出すこと等を学生に体験
させる。 

建築学科：デザインスタジオを中心にして、様々な分野の教 
員や外部実務者と設計製図等で批評や助言を受けたり、他の学 
生や学外の設計者の作品に触れたりすることで、快適で斬新な 
空間を創造する能力を育てる。 

b. 創造性教育を主眼とした学科横断的な授業科目の導入を検討 
する。 

④-5 プレゼンテーション能力・国際感覚の育成 
「自己点検評価項目（６－１－②）」項目要明記 
a. 各学科において、卒業研究や実験実習に関してプレゼンテー 

ションを行う機会を増やす。 
b. 卒業研究や特別研究の成果について学外での発表を推進す 

る。特に専攻科生については国際学会での発表を奨励する。 
 
④-6 教務関係の学生支援（再試験・再評価・補講・ＴＡ制度等） 

「自己点検評価項目（５－６－①・７－１－⑤）」 
a. 再試験・再評価を効果的に行う具体案を策定する。 
 
b. 学力不足の学生に対し効果的な補講の実施方策を検討する。 
 
c. 編入学生に対し、TA を付けるなどの学習面での支援につい 

て検討する。 
⑤ 自己点検評価を実施し、改善状況を確認する。 

また、現在の点検評価のための資料収集システムについて問 
題点を把握し改善法について検討する。 
「自己点検評価項目（１１－３－①、②）」 

⑥ インターンシップ「自己点検評価項目（５－５－①）」 
a. 全学科において半数以上の学生のインターンシップへの 

参加を促進する。 
b. 制度の改善、内容充実、受入企業の開拓を検討する。 

 
c. 長期インターンシップを導入するための具体的方策を検討す 

る。 
⑦ 企業と連携による技術者教育 

各学科においてCOOP教育を実施するよう努める。 
「自己点検評価項目（５－２－①）」 

⑧ 大学との連携による技術者教育 
「自己点検評価項目（５－２－①）」 
a. 技術科学大学やその他の理工系大学と連携した教育につ 

いて検討する。 
b. 人文系授業科目を他大学で受講することを推進する方策 

を検討する。 
 

 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 

△ 
 

△ 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 

△ 
 

○ 
 
 
 
 

△ 
 

△ 
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国立高等専門学校機構中期計画 担当部署等 小山工業高等専門学校 中期計 画 小山工業高等専門学校  平成２１年度計画 達成状況 
  

※教務委員会 
(※国際交流推進室） 

 

⑨ インターネットなどを活用したe-learningの取り組みを充実 
させる。 
a. e-learning教材を学内に配信する。（平成22年度） 
b. e-learning教材を学外で閲覧できるように準備する。 

（期間内） 

⑨ インターネットなどを活用したe-learningの取り組みを充実 
させるために以下を実施する。「自己点検評価項目（８－１－③）」 
a. e-learning教材を学内に配信する準備を行う。 
b. e-learning教材を授業用に発展させるための準備を行う。 

 
 

○ 
○ 

 

（５）学生支援・生活支援等 
 ① 中学校卒業直後の学生を受け入れ，かつ，相当数の学生が寄宿舎生活を送
  っている特性を踏まえ，中期目標の期間中に全ての教員が受講できるように 

，メンタルヘルスを含めた学生支援・生活支援の充実のための講習会を実施 
する。 

 
※学生委員会 
※寮務委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）学生支援、生活支援等 
①-1 学生支援･生活支援等の充実 
 

a. 教職員や保護者を対象に、厚生補導研究会としてスクー 
ルカウンセラーや専門の外部講師によるメンタルヘルス 
に関する講演会や発達障害学生の支援に関する講演会等 
を実施する。（毎年度） 

b. 学生支援室、保健室、スクールカウンセラーの連携体制 
の整備充実を図るとともに学生の諸問題に対応できる体 
制つくりを行う。（平成22年度まで） 

c. 各学年ごとに、こころと体の問題、セクハラ、薬害防止 
、サイバー犯罪、および知財権などに関する専門家による 
講演会を実施するとともに、職業啓発に関するセミナー等 
を開催する。（毎年度） 

d. 学生支援室員は学生支援に係る講演会や研修会に参加し 
、その結果を報告会などを通して教職員全体にフィードバ 
ックし、学生支援に資するように努める。（全期間） 

①-2 学生寮運営の方針や寮生の生活指導に関する具体的方策 
 

a．新入寮生を増やす方策を確立し、入学志願者増と優秀な入 
学生の確保に努める。（平成２2年度） 

b. 新入寮生へのきめ細かい学寮生活支援を工夫する．また、規 
律正しい寮生活を送らせるため、校長補佐（寮）等に寮務委員 
、学級担任を加えた全学的な指導を実施する。（毎年度） 

 
c. 中間・定期試験後、寮生の成績分布状況を公表等によって、 

寮生の学習意欲を高め、成績の向上を図る。学寮を学習の場と 
しても機能させる。（毎年度） 

d. 寮生のメンタルヘルス支援について、学生支援室・保健室・ 
カウンセラー・学級担任等との連携を強化し、問題の早期発見 
と解決を図る。（毎年度） 

e．寮生会の育成を寮運営の重点に置く。寮生会の活動力を向上 
させるため、学寮行事マニュアルを作成する。（毎年度） 

f．留学生と日本人寮生とのより一層の交流を促進する。また、 
留学生の英語力を活用し、日本人寮生の国際コミュニケーシ 
ョン能力の向上を図る。（平成２2年度） 

（５）学生支援、生活支援等 
①-1 学生支援･生活支援等の充実 

「自己点検評価項目（７－３－①）」 
a. 教職員や保護者を対象に、厚生補導研究会としてスクー 

ルカウンセラーや専門の外部講師によるメンタルヘルス 
に関する講演会や発達障害学生の支援に関する講演会を 
実施する。 

b. 学生支援室、保健室、スクールカウンセラーの連携体制 
の整備充実を図るとともに学生の諸問題に対応できる体 
制つくりを行う。 

c. 各学年ごとに、こころと体の問題、セクハラ、薬害防止 
、サイバー犯罪、および知財権などに関する専門家による 
講演会を実施するとともに、職業啓発に関するセミナーを 
開催する。 

d. 学生支援室員は学生支援に係る講演会や研修会に参加し 
、報告会などを通して教職員全体にフィードバックし、学 
生支援に資するように努める。  

①-2 学生寮運営の方針や寮生の生活指導に関する具体的方策 
「自己点検評価項目（７－３－③）」 
a．新入寮生を増やす方策を検討する。 

 
b. 新入寮生へのきめ細かい寮生活支援をするため、新入寮生が 

寮生活に慣れるまでの間、増直体制を実施する。また、規律 
正しい寮生活を送らせるため、校長補佐（寮）等に寮務委員 
、学級担任を加えた全学的な指導を実施する。 

c. 中間・定期試験後、寮生の成績分布状況を公表すること等に 
よって、寮生の学習意欲を高め、成績の向上を図る。学寮を学 
習の場としても機能させる。 

d. 寮生のメンタルヘルス支援について、学生支援室・保健室・ 
カウンセラー・学級担任等との連携を強化し、問題の早期発見 
と解決を図る。 

e．寮生会の育成を寮運営の重点に置く。寮生会の活動力を向 
上させるため、学寮行事マニュアルを作成する。 

f．留学生と日本人寮生とのより一層の交流を促進する方策お 
よび，留学生の英語力を活用し、日本人寮生の国際コミュニ 
ケーション能力を向上させる方策を検討する。 

 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 

× 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
 

△ 
 

 ② 図書館の充実や寄宿舎の改修などの計画的な整備を図る。 
 

※図書情報センター 

運営委員会 

 
※寮務委員会 

②-1 図書情報センターの蔵書の充実と空間の有効活用 
 

a．専門学術書の充実に努める一方、各分野の教養書もバランス 
よく配置する。（毎年度） 

 
b. 利用価値の低下した図書の整理および室内レイアウトの再 

点検によって蔵書構成の充実と利便性の向上を図る。 
（毎年度） 

②-2 寄宿舎の改修に関する方策 
 

a．学寮の居住環境の改善を図るため、全談話室へのエアコン 
設置、トイレの修繕・改修、補食室のＩＨ化等の整備を行う 
。（期間内） 

②-1 図書情報センターの蔵書の充実と空間の有効活用 
「自己点検評価項目（７－１－②）」 
ａ．専門書の充実を図るとともに学生によるブックハンティング 

の実施を継続して行い、学生の要望や需要を蔵書に反映させ 
る。 

b. 不要図書リストを作って公開し、精査した上で、リサイクル 
図書あるいは廃棄図書に分別し、整理する。 

 
②-2 寄宿舎の改修に関する方策 

「自己点検評価項目（７－３－③）」 
a．学寮の居住環境の改善を図るため、全談話室へのエアコン 

設置、トイレの修繕・改修、補食室のＩＨ化等の整備にむけ 
て検討を行う。 

 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
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 ③ 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連携し，各学校における各種
  奨学金制度など学生支援に係る情報の提供体制を充実させるとともに，産業
  界等の支援による奨学金制度創設に向けた検討を行う。 
 ④ 学生の適性や希望に応じた進路選択を支援するため，企業情報，就職・進
  学情報などの提供体制や専門家による相談体制を充実させる。 
 
（留学生支援に関する具体的方策） 

 

※学生委員会 
 
 
 
 
 
 
 

※学生委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※国際交流推進室 

③ 奨学金制度などの情報提供体制の充実 
 

a. 日本学生支援機構をはじめ各種奨学金に関する学生支援 
基金制度活用の推進を図る。また、必要に応じて緊急時に 
おける本校の学生支援基金の運用を図る。（毎年度） 

b. 授業料免除や奨学金制度に関して学生への説明および周 
知の徹底を図り、授業料免除者や奨学金貸与者数の増加に 
努めるとともに支援制度の発展に努める。（毎年度） 

④ 進路支援 
a. 進路支援室業務の充実を図るとともに、進路支援室、学 

生課、および４年担任教員との連携協力体制のもとで進路 
説明会を継続的に開催する。また、Web上での直接的な進 
路選択に係わる学生サービスの充実を図る。（毎年度） 

b. 進路支援室の下で、求人・就職・進学について5年担任教 
員との連携を取り、学生の進路支援と学生課における事務 
手続きのスムーズな連携体制の充実を図る。（毎年度） 

c. 技科大進学希望者(推薦)に対しては校長面談を実施する。 
（毎年度） 

d. 専門のキャリアーカウンセラーの定期的な来校により、 
適性や適職に対するキャリアーカウンセリングを実施す 
る。（毎年度） 

 
e. 外部講師を招いて労働法の講演会を実施し、将来の社会 

人、企業人としての資質向上を図る。（毎年度） 
⑤ 留学生支援に関する具体的方策 
 

    a. 留学生が異文化を理解し、多文化を尊重して、安心して 
       勉学に励めるよう学習・生活支援環境を整備・強化する。 

（毎年度） 
b. 留学生のためのガイドブックを整備・配布する。 

（毎年度） 
      c. 日本人チューターによる学習と生活の支援を継続すると 

ともに全学的な留学生との交流懇談会を継続的に実施す 
る。（毎年度） 

      d. 他の高専との留学生合同研修会の参加を推奨する。 
（毎年度） 

     
e. 国際交流推進室と留学生や学級担任とのコミュニケーシ 

ョンを密にして、留学生支援の向上を図る。（毎年度） 
 
      f. 留学生交流促進センターを積極的に活用して留学生の支 

援を強化する。（毎年度） 
      g. 留学生の卒業名簿を作成する。（毎年度） 

③ 奨学金制度などの情報提供体制の充実 
「自己点検評価項目（７－３－①）」 
a. 日本学生支援機構をはじめ各種奨学金に関する学生支援 

基金制度活用の推進を図る。また、必要に応じて緊急時に 
おける本校の学生支援基金の運用を図る。 

b. 授業料免除や奨学金制度に関して学生への説明および周 
知の徹底を図り、授業料免除者や奨学金貸与者数の増加に 
努める。 

④ 進路支援「自己点検評価項目（７－４－①）」 
a. 進路支援室業務の充実を図るとともに、進路支援室、学 

生課、および４年担任教員との連携協力体制のもとで進路 
説明会を開催する。また、Web上での直接的な進路選択に 
係わる学生サービスの充実を図る。 

b. 求人・就職・進学について進路支援室と5年担任教員との 
連携を図り、また学生課における事務手続きのスムーズな 
連携体制の下で就職･進学活動の支援を行う。 

c. 技科大進学希望者(推薦)に対して校長面談を実施する。 
 
d. 専門のキャリアーカウンセラーの定期的な来校により、 

希望学生に対して適性や適職に対するキャリアーカウン 
セリングを実施する。また、1年生対象に職業啓発セミ 
ナーを実施する。 

e. 外部講師を招いて労働法の講演会を実施する。 
 

⑤ 留学生支援に関する具体的方策 
「自己点検評価項目（７－１－⑤）」 

    a. 留学生が異文化を理解し、多文化を尊重して、安心して 
勉学に励めるよう学習・生活支援環境を整備・強化する。 

 
    b. 留学生のためのガイドブック（日本語・英語併記）を整 

備・配布し、留学生の学習と生活を円滑化する。 
    c. 日本人チューターによる学習と生活の支援を図り、全学 

的な留学生との交流懇談会を実施する。 
 
    d. 関東信越地区国立高専留学生交流会や木更津高専などの 

他の高専との留学生合同研修会の積極的な参加を推奨す 
る。 

     e. 留学生と国際交流推進室との懇談会や学級担任と国際交 
流推進室との情報交換会等により、きめ細かな留学生の学 
習・生活支援を行う。 

    f. 留学生交流促進センターで開催される新規留学生のサマ 
ープログラムへの参加を推奨する。 

    g. 留学生の名簿作成のため卒業後の連絡先（実家の住所や 
卒業後の住所など）を把握して名簿作成に着手する。 

 
 

○ 
 
 

△ 
 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 

△ 
 
 

○ 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

△ 
 
 

○ 
 

△ 
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（６）教育環境の整備・活用 
 ① 施設マネジメントの充実を図るとともに，施設・設備のきめ細やかなメン
  テナンスを実施する。 

 ② 産業構造の変化や技術の進展に対応できる実験・実習や教育用の設備の更

  新，実習工場などの施設の改修をはじめ，耐震性の確保，校内の環境保全，

  ユニバーサルデザインの導入，寄宿舎の整備，環境に配慮した施設の整備な

  ど安全で快適な教育環境の充実を計画的に推進することとし，特に，施設の

  耐震化率の向上に積極的に取り組む。 
 
 

 

 
図書情報センター 

※図書情報センター 

運営委員会 

 

情報科学教育研究 

センター 

※情報科学教育研究 

センター運営委員会 

 

地域連携共同開発 

センター 

※地域連携共同開発 

センター運営委員会 

 

ものづくり教育研究 

センター 

※ものづくり教育研究

センター運営委員会 

 

（６）教育環境の整備・活用 
 
 

①②-1 図書情報センター 
 

a．学生の要望や需要の把握に努め、それを図書館づくりに 
活かす。（毎年度） 

b. 学生および社会人に利用しやすい環境を整える。（毎年度） 
c．書籍や読書に関する情報サービスの充実化を進める。 

（毎年度） 
d．図書情報センター、教務委員会、国語科の共催による、 

読書体験発表会を実施して、読書啓発を進める。 
（毎年度） 

e. 教育環境の変化や科学技術の進展に対応した蔵書の確保に努 
める。（毎年度） 

①②-2 情報科学教育研究センター            
 

a．情報公開推進のため、外部へのネットワーク接続環境と 
計算機環境等のハードウェア整備と、情報発信や受信に必 
要なセキュリティ対策等ソフトウェア整備を実施する。 

（毎年度） 
b．学校内のネットワーク環境についてギガビット化を推進 

し、教育・研究および業務における通信環境を改善する。 
（期間内） 

c．専門学科の授業が効果的に実施可能なシステムの構築を 
図る。（毎年度） 

d．授業において積極的に設備を利用する。 
地域貢献として、情報科学教育研究センター主催の公開講 
座を実施する。（毎年度） 

①②-3 地域連携共同開発センター            
 

a. 既存装置や設備のメンテナンスを実施し、有効活用を図 
る。（毎年度） 

b. 地域社会の多様化したニーズに対応するため、IT、環境・ 
リサイクル、福祉分野に対する装置や設備を設置するよう 
努力する。（毎年度） 

①②-4 ものづくり教育研究センター 
 

a．職員の技能・技術の高度化を図り、施設・設備のきめ細 
やかなメンテナンスを実施する。（毎年度） 

 

b．産業構造の変化や技術の進展に対応できる設備への更新 

、および安全で快適な教育環境への整備に取り組む。 

（期間内） 
c．ものづくり教育研究センターを安全に利用するための講 

習会の充実を図る。（毎年度） 
 

（６）教育環境の整備・活用 
「自己点検評価項目（各センター規程２－２－① 

・利用状況８－１－①）」 
①②-1 図書情報センター 

「自己点検評価項目（７－１－②）」 
a．学生の意見や希望を把握するために、図書情報センター 

運営委員会、国語科の協力を得て、アンケートを実施する。 
b. 試験期間中の休日開館を今年度も引き続き実施する。 
c．電子ジャーナル講習会を引き続き実施する。 
 
d．第１０回読書体験発表会を、１学年と２学年を対象に 

実施する。 
 
e. JABEE 審査の対応も含め、専門分野の図書の充実を図る。 

 
①②-2 情報科学教育研究センター            

「自己点検評価項目（７－１－②・８－１－③セキュリティ）」 
a．グループウェアソフトのメンテナンスを積極的に実施す 

る。老朽化したフロアスイッチの更新を行う。  
 
 
 
 
 

c．利用可能ソフトウェアの充実を図る。教育用電子計算機 
システム更新に向けての検討を開始する。 

d．公開講座の受付期間を長く取るなどにより、受講者を幅 

広く受け入れる。 

 
①②-3 地域連携共同開発センター            

「自己点検評価項目（１２－１－①）」 
a. 既存装置や設備のメンテナンスを実施する。 
 
b. 地域社会の多様化したニーズに対応するため、IT、環境 

・リサイクル、福祉分野に対する装置や設備を調査する。 
 

①②-4 ものづくり教育研究センター 
「自己点検評価項目（７－１－②）」 
a．職員の研修、教育・研究活動を充実して技能・技術の高 

度化を進め、施設・設備のきめ細やかなメンテナンスに努 
める。 

b．最新の設備の調査・検討をするとともに、ものづくり教 
育研究センター内の安全調査・対策に努める。 

 
c．指導教員向け、初心者およびロボコン参加者向けの講習 

会を行い、安全に関する事項並びに基本的技能・技術の習 
得に努める。 

 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 
 
 
 
 

○ 
 
 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 

○ 
 
 
 

（教科書・教材） 
  

 
※教務委員会 

①②-5 教科書・教材 
a. 各教科・各学科で本校の教育に適切な教科書・教材の作成 
に努める。（毎年度） 
b. 教科書・教材に関する情報を共有するために、情報・意 
見交換の場を設ける等の体制を整える。（期間内） 
c. 学外の機関と連携して、特色ある教科書・教材等の作成 
を検討する。（期間内） 

①②-5 教科書・教材「自己点検評価項目（５－２－①）」 
a. 各教科・各学科で本校の教育に適切な教科書・教材の作 

成に努める。 
b. 教科書・教材に関する情報を共有するために、情報・意 

見交換の場を設ける等の体制を計画する。 
c. 学外の機関と連携して、特色ある教科書・教材等の作成 

にむけて検討する。 

 
○ 

 
○ 

 
○ 
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 ③ 中期目標の期間中に専門科目の指導に当たる全ての教員・技術職員が受講

  できるように，安全管理のための講習会を実施する。 

 
※学生委員会 
※キャンパス安全 

衛生管理室 

③ 安全管理のための講習会等 
 

a．教員や技術職員に対して「実験実習安全必携」および小 
冊子「安心して高専生活を送るために」を配布し、実験実 
習等の授業における安全、並びにキャンパス内における学 
生の安全指導を行うとともに、安全確保のための環境整備 
を図る。（平成23年度） 

b. 学生も含め、火災時に備えた全校避難訓練を実施する。 
また、緊急時の救急救命処置やAEDの取扱いなど、スポー 
ツ救急処置法に関する講習会を実施する。（毎年度） 

c．保健室は麻疹やインフルエンザ等の感染症に関わる情報 
収集、健康管理への注意指導と感染症の予防意識の向上を 
図り、必要に応じて講習会等を実施する。（毎年度） 

d. キャンパス安全衛生管理室は、学内生活の安全と衛生を 
管理指導する。特に学校感染症に関する指導と、学生支援 
室および保健室（カウンセラーを含む）と共同でメンタル 
ヘルスに関する講習会を開催する。（毎年度） 

e．学内のアスベスト暴露状況について環境調査を実施し、 
調査結果を踏まえて適正な対応や処置・処分を行い、安全 
に対する環境整備を行う。（平成21年度） 

③ 安全管理のための講習会等 
「自己点検評価項目（７－１－①・１１－１－②項目要明記）」 
a．教員や技術職員に対して「実験実習安全必携」および小 

冊子「安心して高専生活を送るために」を配布し、実験実 
習等の授業における安全、並びにキャンパス内における学 
生の安全指導を行うとともに、安全確保のための環境整備 
を図る。 

b. 学生も含め、火災時に備えた全校避難訓練を実施する。 
また、緊急時の救急救命処置やAEDの取扱いなど、スポー 
ツ救急処置法に関する講習会を実施する。 

c．保健室は麻疹やインフルエンザ等の感染症に関わる情報 
収集、健康管理への注意指導と感染症の予防意識の向上を 
図り、必要に応じて講習会等を実施する。 

d. キャンパス安全衛生管理室は、学内生活の安全と衛生を 
管理指導する。特に学校感染症に関する指導と、学生支援 
室および保健室（カウンセラーを含む）と共同でメンタル 
ヘルスに関する講習会を開催する。 

e．学内のアスベスト暴露状況について環境調査を実施し、 
調査結果を踏まえて適正な対応や処置・処分を行い、安全 
に対する環境整備を行う。 

 
 

△ 
 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

２ 研究に関する事項 
 ① 学校間の共同研究を企画するとともに，研究成果等についての情報交換会
  を開催する。また，科学研究費補助金等の外部資金獲得に向けたガイダンス
  を開催する。 
 ② 国立高等専門学校の持つ知的資源を活用して，産業界や地方公共団体との
  共同研究，受託研究への取り組みを促進するとともに，これらの成果を公表
  する。 
 ③ 技術科学大学と連携し，国立高等専門学校の研究成果を知的資産化するた
  めの体制を整備し，全国的に展開する。 
   

 
※地域連携共同開発 

センター運営委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 研究に関する事項 
 教育内容を技術の進歩に即応させるとともに、教員自らの創造性 
を高めるため、研究活動を活性化させる。 

① 学内・学校間研究の促進とそのための研究体制の整備 
 

a. 本科の卒業研究、専攻科の特別研究の研究課題に共同研 
究を積極的に取り上げる。（毎年度） 

b. 研究水準を維持・発展させるため、学科間の相互協力、 
広く大学等他機関との交流の機会を多くするように努め 
る。（毎年度） 

c. 「大学コンソーシアムとちぎ」「おやま大学ネットワーク 
」に積極的に参加し、他大学との連携を強化する。 

（毎年度） 
d. 科学研究費を含む外部資金採択向上のための情報提供・ 

説明会を開催する。（毎年度） 
② 地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促進 

とそのための体制整備 
 
a. 各教員が有する研究シーズを公表し、産業界や地方公共 

団体との共同研究を促進し、これらの成果を公表する。 
（毎年度） 

b. 栃木県の5分野の産業振興協議会や「おやま産学官ネット 
ワーク」等を活用し、地域社会への技術的・文化的貢献、 
公開講座、共同研究、技術相談を積極的に推進する。 

（毎年度） 
c. 地域企業等との共同研究、技術相談を積極的に推進するた 

めの活動資金母体ともなる、小山高専振興会（仮称）の組 
織化を進める。（期間内） 

d. 外部からのアクセス窓口である地域連携共同開発センタ 
ー産学官連携部門の機能を充実させ、技術相談、共同研究 
等を積極的に開拓し、また、学外からの要請に対し、迅速 
に学内への連絡連携が取れる体制を作る。（期間内） 

③ 研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促進 
とそのための体制整備 
 
a. 学内の研究成果の情報公開を推進し、高専－技科大連合 

・スーパー地域産学官連携本部事業に貢献する。 
（期間内） 

b. 特許出願に関する具体的な説明会などを開き、その出願 
件数の増加を促進する体制を整える。（期間内） 

２ 研究に関する事項 
 教育内容を技術の進歩に即応させるとともに、教員自らの創造性 
を高めるため、研究活動を活性化させる。 

① 学内・学校間研究の促進とそのための研究体制の整備 
「自己点検評価項目（１２－１－①）」 

 
a. 本科の卒業研究、専攻科の特別研究の研究課題に共同研 

究を積極的に取り上げる。 
b. 研究水準を維持・発展させるため、学科間の相互協力、 

広く大学等他機関との交流の機会を多くするように努め 
る。 

c. 「大学コンソーシアムとちぎ」「おやま大学ネットワー 
ク」に積極的に参加し、学生発表会に参加する。 

 
d. 科学研究費を含む外部資金採択向上のための情報提供・ 

説明会を開催する。 
② 地域の産業界や地方公共団体との共同研究・受託研究の促 

進とそのための体制整備 
「自己点検評価項目（１２－１－①）」 
a. 各教員が有する研究シーズを公表し、産業界や地方公共 

団体との共同研究を促進し、これらの成果を公表する。 
 
b. 栃木県の5分野の産業振興協議会の事業である企業説明 

会を開催する。「おやま産学官ネットワーク」等を活用し 
、地域社会への技術的・文化的貢献、公開講座、共同研究 
、技術相談を積極的に推進する。 

c. 地域企業等との共同研究、技術相談を積極的に推進する 
ための活動資金母体ともなる、小山高専振興会（仮称）設 
立に向け検討する。 

d. 外部からのアクセス窓口である地域連携共同開発センタ 
ー産学官連携部門の機能を充実させ、技術相談、共同研究 
等を積極的に開拓し、また、学外からの要請に対し、迅速 
に学内への連絡連携が取れる体制を作る。 

③ 研究成果の公表・成果の知的資産化に対する取り組みの促 
進とそのための体制整備 
「自己点検評価項目（１２－１－①）」 
a. 学内の研究成果の情報公開を推進し、高専－技科大連合 

・スーパー地域産学官連携本部事業に貢献する。 

 

b. 特許出願に関する具体的な説明会などを開き、その出願 

件数の増加を促進する体制を整える。 
「自己点検評価項目（１２－１－④改善への取組）」 

 
 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 

△ 
 
 

○ 
 
 
 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
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国立高等専門学校機構中期計画 担当部署等 小山工業高等専門学校 中期計 画 小山工業高等専門学校  平成２１年度計画 達成状況 

３ 社会との連携，国際交流等に関する事項 
 ① 地域共同テクノセンターなどの施設や設備の充実を計画的に推進する。 
 ② 教員の研究分野や共同研究・受託研究の成果などの情報を印刷物，データ
  ベース，ホームページなど多様な媒体を用いて企業や地域社会に分かりやす
  く伝えられるよう各学校の広報体制を充実する。 
 ③ 小・中学校に対する理科教育支援の機会を増大するとともに，取組事例を
  総合データベースに蓄積・共有し活用する。 
 ④ 満足度調査において公開講座の参加者の７割以上から評価されるように，
  地域の生涯学習機関として各学校における公開講座の充実を支援する。 
 ⑤ 国立高等専門学校の卒業生の動向を把握するとともに，卒業者のネットワ
  ーク作りとその活用を図る。 

 
※地域連携共同開発 

センター運営委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 社会との連携、国際交流等に関する事項 
社会に開かれた学校として、地域社会との連携を図り、学校が持 

つ知の財産を社会に還元するとともに、地域企業等との共同研究を 
積極的に推進し、社会に貢献し社会に支持される学校を目指す。 

① 地域社会との連携にかかる各施設の充実 
 

a. 地域企業との共同研究を軸とした産学連携専用施設とし 
ての地域連携共同開発センターの整備（増床）を検討する 
。（平成21年度） 

b. 地域連携共同開発センターの研究開発部門内の設備・装 
置を整備し、地域ニーズに合致した新分野の研究・実験室 
の設置を検討する。（期間内） 

c. 図書情報センターの一般開放を一層促進する。（毎年度） 
d. 産学官連携コーディネータの活動成果を活用し、地域企 

業との交流を深め、地域社会のニーズに対応した地域連携 
体制の充実を図る。（毎年度） 

② 教員の研究分野の紹介 
 

a. 教員の研究シーズ集を地域社会により分かりやすい情報 
となるよう、一層の充実を目指し、Webページに掲載する 
。（期間内） 

b. 教員の最新情報を取り入れて改訂研究シーズ集を作成し 
、地域企業及び産学官連携関係機関に配布する。 

（毎年度） 
c. 企業技術者を対象に、教員のシーズを発表し交流を図る産 

学交流会を開催する。（毎年度） 
③ 公開講座や出前授業の充実 
 

a. 各センターや各学科で実施している公開講座を整理し、 
魅力ある公開講座を企画・実施する。（毎年度） 

b. 地域連携共同開発センター教育文化活動支援部門を中心 
に、出前授業やロボットデモを行うとともに、地域自治体 
等主催のイベントに積極的に参加し小中学生の理科教育 
支援を行う。（毎年度） 

④ 公開講座終了時にアンケートを行い、今後の公開講座立案 
の参考にする。（毎年度） 

⑤-1 卒業生や地域社会のネットワーク作り 
a. 卒業生や地域の企業を核としたネットワーク作りの中 

心となる「小山高専振興会（仮称）」の組織化を進める 
。（期間内） 

⑤-2 学外との連携の推進 
 

a. 県、市などの産学連携推進機関に積極的に参加し、連 
携を強化する。（毎年度） 

b. 「大学コンソーシアムとちぎ」の一員として、学学連 
携の充実を推進する。（毎年度） 
 

c. 「おやま大学ネットワーク」において、学生間連携、教 
員間の交流をより一層推進する。（毎年度） 

 

３ 社会との連携、国際交流等に関する事項 
社会に開かれた学校として、地域社会との連携を図り、学校が持 

つ知の財産を社会に還元するとともに、地域企業等との共同研究を 
積極的に推進し、社会に貢献し社会に支持される学校を目指す。 

① 地域社会との連携にかかる各施設の充実 
「自己点検評価項目（１２－１－①、②、③）」 
a. 地域企業との共同研究を軸とした産学連携専用施設とし 

ての地域連携共同開発センターの整備（増床）を検討する 
。 

b. 地域連携共同開発センターの研究開発部門内の設備・装 
置を整備し、地域ニーズに合致した新分野の研究・実験室 
の設置のための調査を行う。 

c. 図書情報センターの一般開放を一層促進する。 
d. 産学官連携コーディネータの活動成果を活用し、地域企 

業との交流を深め、地域社会のニーズに対応した地域連携 
体制の充実を図る。 

② 教員の研究分野の紹介 
「自己点検評価項目（１２－１－①、②、③）」 
a. 教員の研究シーズ集を地域社会により分かりやすい情報 

となるよう、一層の充実を目指し、Webページに掲載する 
。 

b. 教員の最新情報を取り入れて改訂研究シーズ集を作成し 
、地域企業及び産学官連携関係機関に配布する。 

 
c. 企業技術者を対象に、教員のシーズを発表し交流を図る 

産学交流会を開催する。 
③ 公開講座や出前授業の充実 

「自己点検評価項目（１３－１－①）」 
a. 各センターや各学科で実施している公開講座を整理統合 

し、新たな公開講座を企画する。 
b. 地域連携共同開発センター教育文化活動支援部門を中心 

に、出前授業やロボットデモを行うとともに、地域自治体 
等主催のイベントに積極的に参加し小中学生の理科教育 
支援を行う。 

④ 公開講座終了時にアンケートを行い、今後の公開講座立案 
の参考にする。「自己点検評価項目（１３－１－②）」 

⑤-1 卒業生や地域社会のネットワーク作り 
a. 卒業生や地域の企業を核として「小山高専振興会（仮 

称）」の設立に向け検討する。 
  

⑤-2 学外との連携の推進 
「自己点検評価項目（１１－２－①）」 

a. 県、市などの産学連携推進機関に積極的に参加し、連 
携を強化する。 

b. 「大学コンソーシアムとちぎ」の一員として、学学連 
携の充実を推進する。 

「自己点検評価項目（５－１－②）」 

c. 「おやま大学ネットワーク」において、学生間連携、 
教員間の交流をより一層推進する。 

 
 
 
 
 
 

○ 
 
 

△ 
 
 

○ 
○ 

 
 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

○ 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 
 

○ 
 
 

△ 
 
 
 
 

○ 
 

○ 
 
 

○ 
 
 

⑥ 安全面への十分な配慮を払いつつ，学生や教員の海外交流を促進するため
  海外の教育機関との国際交流やインターンシップを推進するとともに，ＪＩ
  ＣＡ（国際協力事業団）を通じた海外への技術協力に取り組む。 

⑦ 留学生受入れ拡大に向けた環境整備及び受入れプログラムの企画等を検討
  するとともに，留学生受入れ促進のための拠点として，留学生交流促進セン
  ターを設置する。 

⑧ 留学生に対し，我が国の歴史・文化・社会に触れる研修旅行などの機会を
  学校の枠を越えて毎年度提供する。 

  

※国際交流推進室

（※副校長） 
 

 

⑥ 
 「高専生の海外インターンシップ」に関する機構の連携協 

定を活用した海外インターンシップの導入を検討し、（期間 
内）海外の教育機関との国際交流を推進する。（毎年度） 

   また、新たに海外教育機関と交流協定の締結を目指す。 
（平成22年度） 

 
⑦ 留学生受入れの拡大を図る。（毎年度） 

 
⑧ 栃木県地域留学生交流推進協議会、栃木県国際交流協会、 

小山市国際交流協会などの地域国際交流機関との連携によ 
って留学生の日本文化の習得と地域社会との交流を推進・支 
援する。（毎年度） 

 

⑥「自己点検評価項目（７－１－⑤）」項目要明記 
  a. 留学生交流促進センターで開催される教員研修に参加 

し、海外インターンシップ事例発表などを参考にするなど 
して海外インターンシップの実施方法について検討する。 

b. 重慶大学などの提携校との交流を推進する。 
c. オーストラリアでの海外語学研修を推進する。 
ｄ．新たに海外教育機関と交流協定の締結を検討する。 

⑦ 留学生の要望などの現状を調査し、補習体制の検討や学習 
環境の整備を図る。「自己点検評価項目（７－１－⑤）」 

⑧ 左記協議会、協会開催の新規留学生のためのガイダンス・ 
懇親パーティの参加などを推奨する。また、七夕の集い参加 
、栃木県留学生ホームステイプログラムの参加、留学生懇親 
会、着付け教室・ひな祭りなどの参加を支援する。 

「自己点検評価項目（７－１－⑤）」 

 
○ 

 
 

△ 
△ 
△ 
△ 

 
○ 
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国立高等専門学校機構中期計画 担当部署等 小山工業高等専門学校 中期計 画 小山工業高等専門学校  平成２１年度計画 達成状況 
４ 管理運営に関する事項 

① 機構としての迅速かつ責任ある意思決定を実現するとともに，そのスケー 
ルメリットを生かし，戦略的かつ計画的な資源配分を行う。 

② 管理運営の在り方について，校長など学校運営に責任ある者による研究会 
を開催する。 

③ 法人としてのスケールメリットを生かし，事務の効率化・合理化を図るた 
め，共通システムの効率的な運用方法について検討を行うとともに，事務マ 
ニュアルの充実を図る。 

 ④ 事務職員や技術職員の能力の向上のため，必要な研修を計画的に実施する
とともに，必要に応じ文部科学省などが主催する研修や企業・地方自治体な
どにおける異業種体験的な研修などに職員を参加させる。 

⑤ 事務職員及び技術職員については，国立大学との間や高等専門学校間など 

の積極的な人事交流を図る。 

 
※副校長 
（事務部） 

 
 

４ 管理運営に関する事項 
① 校長を中心とした組織体制の更なる充実を図り、戦略的かつ計 

画的な資源配分とともに、重点配分や校長裁量経費等の競争的資 
金の拡充を図る。（毎年度） 

② 管理運営の在り方について、学外の有識者の意見を反映させる 
ため、参与会を開催する。（平成22年度） 
 

③ 事務の一元化に対応した業務及び担当の見直しを行い、事務処 
理の効率化・合理化を更に推し進める。（毎年度） 
 

④ 事務職員や技術職員の能力の向上を図るため、講習会等を開催 
するとともに、文部科学省等が主催する研修に積極的に参加させ 
、企業・地方自治体等における異業種体験的な研修等への職員の 
参加の検討をすすめる。（毎年度） 

⑤ 事務職員及び技術職員については、高等専門学校間・他大学等 
との積極的な人事交流を図る。（毎年度） 

 

４ 管理運営に関する事項 
① 校長を中心とした組織体制の更なる充実を図り、戦略的かつ計 

画的な資源配分とともに、重点配分や校長裁量経費等の競争的資 
金の拡充を図る。「自己点検評価項目（１１－１－①）」 

② 管理運営の在り方について、学外の有識者の意見を反映させる 
ため、参与会を開催するための検討を行う。 
「自己点検評価項目（１１－２－①）」 

③ 事務の一元化に対応した業務及び担当の見直しを行い、事務処 
理の効率化・合理化を更に推し進める。 
「自己点検評価項目（１１－１－②）」 

④ 事務職員や技術職員の能力の向上を図るため、講習会等を開催 
するとともに、文部科学省等が主催する研修会等に職員を積極的 
に参加させる。 
「自己点検評価項目（３－４－①・１１－１－②）」 

⑤ 事務職員及び技術職員については、高等専門学校間・他大学等 
との積極的な人事交流を図る。 

「自己点検評価項目（１１－１－②）」項目要追加 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ その他 
 「勧告の方向性を踏まえた見直し案」（平成19年12月14日文部科学省）， 
「整理合理化計画」（平成19年12月24日閣議決定）及び「中央教育審議会答 
申」（平成20年12月24日）を踏まえ，平成21年10月に既設の８つの高等専 
門学校を４つに統合するとともに，新設される仙台高等専門学校，富山高等専 
門学校，香川高等専門学校，熊本高等専門学校については，時代や地域の要請 
に即応した新しい機能を備えた高等専門学校を目指すとの統合の趣旨に沿っ 
た業務運営を行う。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 
高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の給与費相当額及び

各年度特別に措置しなければならない経費を除き，運営費交付金を充当して行う
業務については，中期目標の期間中，毎事業年度につき一般管理費（人件費相当
額を除く。）については３％，その他は１％の業務の効率化を図る。 

55の国立高等専門学校が１つの法人にまとめられたスケールメリットを生か
し，戦略的かつ計画的な資源配分を行う。 

契約に当たっては，原則として一般競争入札等によるものとし，企画競争や公
募を行う場合においても競争性，透明性の確保を図る。 

平成19年度に策定した随意契約見直し計画の実施状況を含む入札及び契約の
適正な実施については，監事による監査を受けるとともに，財務諸表等に関する
監査の中で会計監査人によるチェックを要請する。また，随意契約見直し計画の
取組状況をホームページにより公表する。 

 
※副校長 
（事務部） 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 
a．高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の給与費 

相当額及び各年度特別に措置しなければならない経費を除き、運
営費交付金を充当して行う業務については、中期目標の期間中、毎
事業年度につき一般管理費（人件費相当額を除く。）については３％
、その他は１％の業務の効率化を図る。（毎年度） 

b．契約に当たっては、原則として一般競争入札等によるものとし、 
企画競争や公募を行う場合においても競争性、透明性の確保を図る 
。（毎年度） 

ｃ．平成19年度に策定した随意契約見直し計画の実施状況を含む入 
札及び契約の適正な実施については、監事による監査を受ける。 

（期間内） 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 
a．管理的業務の効率化・合理化を図り、更なる経費の削減に努める 

。 
 
 
 
b．契約に当たっては、原則として一般競争入札等によるものとし、 

企画競争や公募を行う場合においても競争性、透明性の確保を図る 
。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画 
１ 収益の確保，予算の効率的な執行，適切な財務内容の実現 

共同研究，受託研究，奨学寄附金，科学研究費補助金などの外部資金の獲得 
に積極的に取り組み，自己収入の増加を図る。 

２ 予算 
  別紙１ 
３ 収支計画 
  別紙２ 
４ 資金計画 
  別紙３ 
５ 予算等のうち常勤役職員に係る人件費 
  平成22年度の常勤役職員に係る人件費を平成17年度（49,734百万円）に比
 べて5.0％以上削減する。ただし，平成18 年度以降の人事院勧告を踏まえた
 給与改定を行った場合は，その改定分については，削減対象から除く。なお，
 人件費の範囲は報酬（給与），賞与，その他の手当であり，退職金，福利厚生
 費（法定福利費及び法定外福利費）は含まない。 

さらに，国家公務員の改革を踏まえ，人件費改革を平成23年度まで継続する。 
  また、国立高等専門学校機構の給与水準については、「独立行政法人国立高
 等専門学校機構の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」
 における指摘事項を踏まえた見直し案を踏まえ、引き続き適正化に取り組む。 

    

Ⅳ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 

   168億円 
２ 想定される理由 
 運営費交付金の受入の遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費
として借入することが想定される。 
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Ⅴ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

 計画の予定なし。 

 
 

 
 

 
 
 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合には，教育研究活動の充実，学生の福利厚

生の充実，産学連携の推進などの地域貢献の充実及び組織運営の改善のために充

てる。 

 
 

 
 

 

 

 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
１ 施設・設備に関する計画 
  教育研究の推進や学生の福利厚生の改善のために必要な施設設備の新設，改
 修，増設等を計画的に進める。 

 
２ 人事に関する計画 
（１）方針 
  教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材の育成を図るとともに，各
 種研修を計画的に実施し資質の向上を図る。 
（２）人員に関する指標 
  常勤職員について，その職務能力を向上させるとともに，中期目標期間中に
 全体として効率化を図りつつ，常勤職員の抑制を図るとともに，事務の電子化，
 アウトソーシング等により事務の合理化を進め，事務職員を削減する。 

 
３ 積立金の使途 
  前期中期目標期間の繰越積立金（目的積立金相当部分）については、以下の
 事業の財源に充てる。 
（１）学生寄宿舎の生活環境整備事業 

（２）女子学生確保に資するための校舎整備事業 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

（参考１） 
ア期初の常勤職員数6,573人 

 
イ期末の常勤職員数の見込み6,573人以内 

期末の常勤職員数については見込みであり，今後，機構の新体制において，国
立高等専門学校の教育水準の維持向上を図りつつ，業務運営の効率化を推進する
観点から人員の適正配置に関する目標を検討し，これを策定次第明示する。 

 
（参考２） 

中期目標期間中の人件費総額見込み234,700百万円 
ただし，上記の額は，役員報酬並びに職員基本給，職員諸手当，超過勤務手当

に相当する範囲の費用である。 
 

 別紙・別表は省略 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

※ （太字）部分は、本校独自の項目 

※ 21 年度計画の表中「自己点検評価項目」の番号は、本校「点検評価項目に対するエビデンス及び作成・収集・保管等に関する取扱要項」別表に規定する項目番号を示す。 



 

あ  と  が  き  
 
 

小山工業高等専門学校は平成 22 年に創立 45 周年を迎えます。高等専門学校

制度が創設された当時からは、産業界の状況も、国･社会･家庭それぞれの教育

に対する考え方も変化があって、歳月が経過していることを感じています。  

小山高専における自己点検評価報告書の刊行は、平成４年の第１回から数え

前回の平成 19 年に次ぎ、今回で第６回目にあたります。今回の報告書のスタ

イルは、課題と考えられる項目構成を考慮した結果、これまでの報告書とはス

タイルを大幅に変更しました。平成 19 年度に受審した「機関別認証評価」の

際の自己評価書を基本とし、平成 19～21 年度の 3 年間を総括しました。  

 この３年間には、機関別認証評価（平成 19 年度）、外部評価委員による外部

評価（平成 19 年度）、JABEE 認定後の 3 年目の中間審査（平成 19 年度）を受審

し、実質的には幾度も自己点検、自己評価、外部評価を実施してきました。 

 この 3 年間に機関別認証評価、JABEE と２度の大きな審査を経たことで、本

校の教育･研究、運営のシステムは大きく改善し、十分とはいえないまでもかな

り整えられてきています。今後、さらに社会的要請に応えるべく、一層の改革

に取り組んでいきたいと考えております。 

 最後に、今回の自己点検評価報告書の作成に当たり、委員の教職員の方々を

はじめ多くの教職員の方々にご協力を頂きました。ここに厚く御礼申し上げる

次第です。 

 
平成２２年６月３０日  

 

小山工業高等専門学校  
自己点検評価専門委員会  

委員長 高 橋 純 一  



 

 

 

自己点検評価専門委員会 

 
 
 
 

委員長  高 橋 純 一（建 築 学 科・教 授） 

委 員  柴 田 洋 一（一 般 科・教 授） 

委 員  伊 澤   悟（機 械 工 学 科・准教授） 

委 員  石 原   学（電気情報工学科・教 授） 

委 員  渡 邉 達 男（電子制御工学科・教 授） 

委 員  糸 井 康 彦（物 質 工 学 科・教 授） 

委 員  佐 藤 篤 史（建 築 学 科・准教授）H22.3.31まで 

委 員  大 島 隆 一（建 築 学 科・准教授）H22.4.1から 

委 員  椎 名 則 之（総 務 課 長）H22.3.31まで 

委 員  萩 原 隆 一（総 務 課 長）H22.4.1から 

委 員  小 林 喜與志（学 生 課 長） 

 

 

事務部  吉 澤 好 一（総務課課長補佐（総務担当））H22.3.31まで 

事務部  小 杉 将 之（総務課課長補佐（総務担当））H22.4.1から 

事務部  宇津木 崇 史（総務課評価･地域連携係長） 
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（平成19年度～平成21年度） 
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